
番号 都道府県
作成主体名

（地方公共団体名）
地域再生計画の名称 地域再生計画の区域 地域再生計画の概要 活用する支援措置

1 北海道 北海道
次世代半導体関連産業の集積を中
心とした北海道の成長を牽引する
産業づくり

北海道の全域

次世代半導体の製造拠点が北海道に立地することを契機として、イノ
ベーションが期待される技術をもつ国内外の半導体関連企業の誘致活動
や北海道の強みを発信するとともに、将来の人材確保に向けた若年層の
意識付けや人材育成などを行い、国内外の研究者や技術者が集う半導体
関連産業の拠点形成を図る。

地方創生推進タイプ

2 北海道 北海道
北海道未来実装「地方×宇宙ビジ
ネス」加速化事業

北海道の全域

北海道発宇宙事業の宇宙分野に止まらない新たなマーケット創出・ニー
ズ発掘など事業領域の多角化を図るため、幅広い関連産業の育成やス
タートアップ企業の創出支援などを実施により、宇宙関連産業をより強
固なものとし、北海道経済の底上げ・競争力の強化に繋げることで「北
海道の優位性・独自性を活かして経済・産業が活性化し、いきいきと働
ける社会」を目指す。

地方創生推進タイプ

3 北海道 北海道
日常に溶け込む北海道食品展開事
業

北海道の全域

本道の食品産業は、人口減少に加え、デジタル化の急速な進展や、コロ
ナ禍による外食の減少といった環境変化にさらされているが、変化する
市場ニーズに合わせた新商品の開発や、販路拡大を図ることができる人
材の育成など、道内食関連産業の変化対応力の強靱化を図ることによ
り、基幹産業である農林水産業を含めた地域産業の持続的発展を図る。
また、デジタル化や健康志向の高まりを捉え、消費者ニーズに対応した
商品を開発するとともに、日常の生活で選ばれる道産食品の構築を目指
し、道内業者の通年での収益向上、雇用拡大につなげる。

地方創生推進タイプ

4 北海道 北海道
北海道観光の再構築と地域の魅力
を活かし人を呼び込む北海道づく
り

北海道の全域

新型コロナウイルス感染症によるインバウンド需要の消失という環境の
変化を契機として、インバウンドに重点化していた北海道観光の方向を
転換し、国内旅行の需要喚起や長期滞在化にシフトさせ、旅行者比率の
リバランス、新たな需要である新しいスタイルの国内旅行を推進すると
ともに、観光を入口として、北海道の魅力を知ってもらい、関心が高ま
りつつある地方移住等への対応を強化する。

地方創生推進タイプ

5 北海道 北海道 潜在人材掘り起こし推進事業 北海道の全域

少子高齢化や人口減少等により道内では人材確保が一層困難となる中、
近年、新規求職者数は減少傾向であり、就職に結びつく数も減少してい
る。女性・高齢者・障がい者は、子育て・介護の要請や体力の問題など
から、短時間勤務等の求人ニーズが高いが、人手不足産業では必ずしも
ニーズに合った求人を提供できていない。これらの方々が働きやすい雇
用・就業の機会確保や、柔軟な働き方が可能となる環境整備を進め、明
確な就労意思を持っていない潜在的人材の新規就業を促進し、地域の人
材確保を通じて地域経済の活性化を図る。

地方創生推進タイプ

6 北海道 北海道
北海道プロフェッショナル人材セ
ンター運営事業

北海道の全域

平成27年度から設置していた札幌に加え、令和5年度は道内6地域にサテ
ライト拠点を設置、令和6年度は民間による人材マッチング支援の無い4
地域において人材マッチングノウハウの継承を図り、道内全域に人材
マッチング支援が行き届くよう各地域の地域金融機関をはじめとした支
援体制構築を目指す。

地方創生推進タイプ

7 北海道
北海道、北海道札幌市、北海道千歳
市、北海道恵庭市、北海道北広島
市、北海道石狩市

いしかり・ライフstyle魅力発
信・若者地元定着促進事業

札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、
北広島市及び石狩市並びに当別町及
び新篠津村の全域

若者の地元定着、人材還流、関係人口創出の促進に向け、「札幌圏地元
定住促進協議会」において圏域の若者定着・人材還流・関係人口維持創
出に資する取組の情報を共有し、石狩管内の大学や市町村、地元企業等
とともに「農業」「観光業」「食」「自然環境」「文化」「スポーツ」
政策との連携を図りながら、①いしかり・ライフstyleの発信、②圏域な
らではの多様な選択肢の提示、③多様な人材の多様な働き方の実現、④
大学生等の地元理解の促進の4つの分野ごとに効果的な取組の横展開を図
る。

地方創生推進タイプ

9 北海道 北海道及び東川町
「文化×にぎわい」 による循環
型産業育成事業

北海道上川郡東川町の全域

東川町では体験植林拡大による植栽地の不足、資源搬出整備体制、林業
従事者の確保等の課題解決が急務であり、伐期を迎えた山林保全体制の
不足は、地下水と豊かな地域資源の保全に必要な森林環境と応援人口の
喪失が懸念される。町道と林道のの一体的な整備による交通ネットワー
クの形成により、家具製造業、木材業者等による木材の流れ、応援人口
の交流拠点施設を経由した林道開設に伴う皆伐後の体験植樹、発信によ
る人の流れを生み、地域産業の競争力強化に資する道路ネットワークが
構築され、地方創生の好循環を確立する。

地方創生道整備推進交付金

第70回認定（令和６年３月28日変更認定分）　　地域再生計画の概要

北海道への移住、起業を促進する
ＵＩＪターン新規就業・地域課題
解決型起業支援事業

北海道の全域

全国を上回るペースでの人口減少及び幅広い業種での人手不足といった
状況に対応するため、道内中小企業等の求人広告を提供するマッチング
サイトを開設するとともに、道内市町村と連携して東京圏からの移住者
への支援を行う制度を構築する。また、地域課題の解決に取り組む起業
への支援を行う。

地方創生推進タイプ

北海道、札幌市、函館市、小樽市、
旭川市、室蘭市、釧路市、帯広市、
北見市、夕張市、岩見沢市、網走
市、留萌市、苫小牧市、稚内市、美
唄市、芦別市、江別市、赤平市、紋
別市、士別市、名寄市、三笠市、根
室市、千歳市、砂川市、深川市、富
良野市、登別市、恵庭市、伊達市、
北広島市、石狩市、北斗市、当別
町、福島町、知内町、木古内町、七
飯町、鹿部町、森町、長万部町、江
差町、黒松内町、蘭越町、真狩村、
喜茂別町、京極町、岩内町、神恵内
村、積丹町、古平町、仁木町、余市
町、赤井川村、南幌町、奈井江町、
由仁町、長沼町、栗山町、月形町、
浦臼町、新十津川町、妹背牛町、秩
父別町、沼田町、鷹栖町、東神楽
町、当麻町、比布町、愛別町、上川
町、東川町、美瑛町、上富良野町、
中富良野町、南富良野町、和寒町、
剣淵町、下川町、美深町、中川町、
幌加内町、増毛町、苫前町、羽幌
町、初山別村、遠別町、猿払村、中
頓別町、枝幸町、豊富町、美幌町、
津別町、斜里町、訓子府町、佐呂間
町、遠軽町、湧別町、滝上町、西興
部村、雄武町、大空町、豊浦町、白
老町、厚真町、安平町、むかわ町、
浦河町、新ひだか町、音更町、士幌
町、上士幌町、鹿追町、新得町、清
水町、芽室町、中札内村、更別村、
大樹町、広尾町、幕別町、池田町、
本別町、足寄町、陸別町、浦幌町、
釧路町、厚岸町、浜中町、標茶町、
弟子屈町、鶴居村、白糠町、別海
町、中標津町、標津町、羅臼町

北海道8
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10 北海道 北海道及び北海道利尻郡利尻町
利尻島の水産業と観光を支え地域
社会を維持する港づくり

北海道利尻郡利尻町の全域

特定有人国境離島地域に指定され、人口減少が著しい利尻町では、基幹
産業である水産業と観光業の発展による地域社会の維持が喫緊の課題と
なっている。地域の水産業と観光の拠点である沓形港と新湊漁港を一体
的に整備することにより、漁業就労環境を改善し、水産物の安定供給や
生産力の向上を図るとともに、大型クルーズ客船の誘致をはじめとする
観光関連事業や水産物の輸送支援などのソフト事業をあわせて行うこと
で、交流人口の拡大と水産業の振興による地域の活性化を図る。

地方創生港整備推進交付金

11 北海道 北海道札幌市
地域のデジタル改革によるスマー
トシティ推進事業

札幌市の全域

官民データ流通促進基盤（都市OS）及びデータ取引所の運用に対する支
援のほか、先端的サービスの実装に向けたスマートシティアプリの活用
促進、観光MaaS事業による官民データの利活用促進などにより、官民
データを活用した地域のデジタル改革を進め、地域が抱える諸課題の解
決や新たな価値を創出し続ける持続可能な地域である「スマートシ
ティ」に向けた取組を推進することにより、官民サービスの徹底的なデ
ジタル化を実現し、市民の快適な暮らしや個別最適化されたサービスの
提供を確保していく。

地方創生推進タイプ

12 北海道

北海道旭川市、北海道鷹栖町、北海
道東神楽町、北海道比布町、北海道
愛別町、北海道上川町、北海道東川
町、北海道当麻町、北海道美瑛町

新時代に飛躍する新・大雪圏域観
光振興プロジェクト

北海道旭川市、鷹栖町、東神楽町、
比布町、愛別町、上川町、東川町、
当麻町、美瑛町の全域

圏域が保有する都市機能と自然が調和した環境を生かすとともに，観光
産業の需要が大きく変化する新時代を見据えて，アドベンチャートラベ
ルや他産業と連携した高付加価値化の観光コンテンツの充実を通年を通
じて図る「マウンテンシティリゾート」の形成にかかる取組，企業研修
やワーケーション等のビジネス需要や教育旅行等の需要を獲得する新分
野への取組，そして，各自治体が保有する地域資源を活かした取組を，
圏域として連携して多角的に進めることで，新時代における「稼ぐ」観
光地づくりによる地方創生を目指す。

地方創生推進タイプ

13 北海道 北海道釧路市

釧路市におけるテレワーク等推進
事業　～仕事ができる場所から、
働きたい地域へ、行きたいところ
へ～

北海道釧路市の全域

近年の働き方改革による労働環境の多様化や、新型コロナウイルスの感
染症拡大でテレワークの活用が加速化し、人の流れが東京圏以外の地域
へ向き始めている。一方、釧路市はコロナ禍で観光客等の交流人口が激
減し、様々な業種で経済活動が停止や休止に追い込まれた結果、地域経
済が停滞化していることから、新たな人・企業を呼び込む切り口とし
て、地方創生テレワークやワーケーションの推進により企業進出のハー
ドルを下げつつ、人の流れを創出し、首都圏等からの企業誘致・移住に
結び付ける。

地方創生推進タイプ

14 北海道 北海道岩見沢市
地力とスマート農業の融合による
農業DX推進計画

北海道岩見沢市の全域

岩見沢市は、行政面積の41.2％を農地が占めるなど国内有数の農業地域
として発展してきたが、農業者人口の減少や高齢化が急速に進展してい
る。基幹産業である農業の持続性確保に向け、①マーケティング分析に
よる新規作物導入及び作物生産体系の策定、②良質な堆肥散布による土
壌物理性改善及び土壌の化学性・物理性診断と連動した施肥体系の確
立、③デジタル技術を活用した圃場内生育の均一化及び施設園芸の省力
化検証を実施し、農業所得向上による地域経済の活性化を図る。

地方創生推進タイプ

15 北海道 北海道岩見沢市
学生・若者のまちづくり参画によ
る地域活性化・関係人口拡大パッ
ケージ

北海道岩見沢市の全域

若者世代と地域の住民との交流や産業振興、まちづくりへの参画等を促
進することで、当市の魅力や可能性、生活基盤の利便性などについての
理解を深め、市内への定着を促すとともに、その過程を積極的に発信す
ることで、市内外から当市への関心の輪を広げる。

地方創生推進タイプ

16 北海道 北海道苫小牧市
苫小牧市企業版ふるさと納税推進
計画

北海道苫小牧市の全域

本市の人口は、平成25年をピークに減少に転じており、地域を支える年
齢層が、今後さらに減少することで、将来的に地域経済に深刻な影響を
与えることが予想される。本計画により企業版ふるさと納税を活用し、
第2期苫小牧市総合戦略に掲げる各種地方創生事業を効率的・効果的に推
進することで、人口減少を極力食い止めることはもちろん、その影響を
最小限に抑え、持続可能なまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

17 北海道 北海道美唄市
美唄シティプロモーション推進事
業

北海道美唄市の全域

市のブランドに基づいて各媒体を適切に運用することで、市内に向けて
は市民のシビックプライドを醸成し、市外に向けては関係人口・移住人
口を増やす。ひいては市民が主体的にまちをPRし、市外からの声がまち
の誇りの再認識に繋がる循環を作る。

地方創生推進タイプ

18 北海道

北海道江別市、北海道芦別市、北海
道赤平市、北海道三笠市、北海道南
幌町、北海道由仁町、北海道長沼
町、北海道栗山町

学生お試し移住・定住推進プロ
ジェクト

北海道江別市、北海道芦別市、北海
道赤平市、北海道三笠市、北海道南
幌町、北海道由仁町、北海道長沼
町、北海道栗山町の全域

江別市内４大学の学生に、連携８自治体の地域や企業の魅力を伝えるこ
とで、当該地域に移住就業させ、地方創生の実現を目指す事業。実施す
るプログラムは多岐に亘るなか、実際に地域で暮らしながら参加するイ
ンターンシップや、優良な地域企業の掘り起こし、コーディネーター同
席のもとで行う企業訪問などを中心に、学生の地域移住に対する心理的
障壁を下げて移住就業を後押しする。更に、地域での起業を促すため、
学生を対象とした起業セミナー等を開催する。

地方創生推進タイプ

19 北海道 北海道滝川市
滝川市まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道滝川市の全域

滝川市は、1983年の52,003人をピークに減少の一途を辿り、2040年には
28,174人まで減少すると推計されている。「人口の縮小スパイラル」か
らの早期脱却が求められる中、「「雇用の創出」と「外からの需要の取
り込み」に力点を置いた「人口減少問題の克服」、「広域連携」、「関
係人口の創出・拡充と官民連携の推進」を基本に、将来に向けた成長力
の確保を図りつつ、人口減少に対応したコンパクトな安全・安心なまち
づくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

20 北海道 北海道富良野市
サステナブルなbonchi powderシ
ティプロジェクト～住んでよし、
訪れてよしのまちづくり

北海道富良野市の全域

全国的なスキー人口の減少と集客力の低下に伴う課題から、富良野盆地
が生み出す良質なパウダースノーを"bonchi powder"としてブランディン
グし、国内外から誘客し、経済を維持する。"bonchi powder"の認知拡大
と対外的な評価を高め、市民の親雪、利雪の機会を増やすことで、良質
な雪を確保するためのゼロカーボンシティ運動にまちあげて取り組む中
から、市民のシビックプライドの醸成と、こうした取組へ共感する人と
の交流／定住の拡大へつなげ、経済の循環と、経済規模の維持、雪国の
生活文化の継承を図る。

地方創生推進タイプ

21 北海道 北海道恵庭市
新ガーデンデザインプロジェクト
推進事業

北海道恵庭市の全域

本事業は、分野の異なる施策において、共通で使用できるアプリ「恵庭
まるごとアプリ（仮称）」を開発して、多くの市民や市外の人が活用す
ることにより、（1）観光に関する施策、（2）市民生活に関する施策、
（3）経済に関する施策、（4）まちづくりに関する施策の４つの異なる
分野の施策をつなげ、一体的な施策展開を進めることにより相乗効果を
引き出す事業である。

地方創生推進タイプ
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22 北海道 北海道伊達市
伊達市企業版ふるさと納税推進計
画

北海道伊達市の全域

若年層の転出による社会減や自然減に起因する人口減少に対応するた
め、企業版ふるさと納税制度の活用により、「健康産業を創造する事
業」「定住促進のための環境を整備する事業」「生涯現役社会を実現す
る事業」を展開することで、定住人口減少の改善や関係人口の拡大を図
り、持続可能なまちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

23 北海道 北海道北広島市
第２期北広島市まち・ひと・しご
と創生推進計画

北海道北広島市の全域

本市は、豊かな自然に育まれた素晴らしい住環境や地理的な優位性を生
かしながら、着実に成長し続けてきたが、右肩上がりで順調に増加して
きた人口は、平成19（2007）年をピークに減少に転じている。これらの
人口減少に歯止めをかけるため、総合戦略に掲げる4つの基本目標「子ど
もを産み育てたいと思えるまちをつくる」、「北広島市への新しい人の
流れをつくる」、「持続可能で住みやすい魅力的なまちをつくる」、
「創業と雇用を促進し、安心して働けるまちをつくる」に基づいた施策
を着実に推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

24 北海道 北海道石狩市
石狩PRIDE（愛着×誇り×幸せな
暮らし）向上プロジェクト

北海道石狩市の全域

本市は隣接する自治体との人口流動が多く、住民の定着が課題となって
おり、住民の本市への定着のため、地域でどのような活動が行われてい
るのか、今まで地域と関わりを持っていなかった人が地域の活動を容易
に知ることができる環境をつくり、地域コミュニティへの関わりを通じ
て生まれた、人のつながりによる街へ愛着を醸成し、居住者の定着に繋
げていくことを目指す。また、地域資源を活かした街の自慢となる特色
を作り、住民の街への誇りや愛着を醸成するとともに、街に賑わいをつ
くり、住民の定着や新たな居住者の誘導を目指す。

地方創生推進タイプ

25 北海道 北海道茅部郡鹿部町
鹿部町まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道茅部郡鹿部町の全域

本町の人口減少と少子高齢化が今後も継続すると考えられることから、
令和２年度に策定した第２期鹿部町まち・ひと・しごと創生総合戦略に
基づき、①鹿部で「稼ぐ力」を高める事業、②鹿部に人を「集める力」
を高める事業、③鹿部で子どもを育てる「魅力」を高める事業、④住民
の安全・安心・健康を「守る力」を高める事業を基本目標とし事業を実
施することで人口減少の抑制や地域経済の活性化に向けた地方創生の取
り組みを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

26 北海道 北海道茅部郡森町
森町まち・ひと・しごと創生推進
計画

北海道茅部郡森町の全域

第２次森町まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる、①「誇りある産
業の更なる躍進と安定した雇用を創出する」、②「森町の魅力発信と”
おもてなし”により交流を促進する」、③結婚・出産・子育ての希望を
かなえるための支援を充実する」、④「誰もが健康で、安心して暮らす
ことが出来る環境を整備する」の４つの基本目標と、⑤「多様な人材の
活躍推進と新しい時代の流れを力にする」の横断的な目標の達成によ
り、人口減少を抑制し、将来にわたって安心して住み続けられる地域を
維持できるまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

27 北海道 北海道上ノ国町

サテライトオフィスを持った廃校
ワイナリーによるワイン産地形成
と地域価値向上を実現させて交流
人口拡大を図るプロジェクト

北海道上ノ国町の全域

本町は基幹産業である一次産業が衰退しており、著しく人口流出と高齢
化が進んでいる状況である。町が廃校となった小学校を改修工事後、町
の魅力開発のため当町と協定締結した民間会社がワイン製造・販売及び
サテライトオフィス事業の推進をして、６次産業化、地域交流、観光を
連動させた幅の広い展開により経済活性化を図り、雇用の場の確保、関
係人口の確保、関係人口の増加、交流人口の拡大、移住定住の促進を図
る。

地方創生推進タイプ

28 北海道 北海道厚沢部町
次の100年を創造する地域の家族
と繋がりをつくる「保育園留学」
に関する地域再生計画

北海道厚沢部町の全域

総合戦略における「厚沢部町への新しい人の流れをつくる」ことを目的
に、官民連携の「保育園留学推進協議会」を設立し、都市部で不足する
資源（保育園、自然・生活体験）を本町の資源で賄う「保育園留学」と
してパッケージ化し、保育園留学を核としたワーケーションを推進する
ことにより、都市部の子育て世代と経済の流入を図り、社会課題の解決
に繋げた中で過疎地域の活性化を実現し、関係人口の拡大により「つな
がり選ばれるまち厚沢部」を目指し、そして「また来たい！ずっと住み
たいまち」として移住定住人口の増加を図る。

地方創生推進タイプ

29 北海道 北海道ニセコ町
『共感』がつなぐ多様な連携によ
る持続可能なまちづくり推進事業

北海道ニセコ町の全域

全国初の自治基本条例に基づく住民自治のまちづくりの実践、「環境モ
デル都市」や「SDGs未来都市」の取組など、ニセコ町がこれまで取り組
んできたまちづくりに対し、町民に加え、町外のニセコファン・ふるさ
と住民や企業からいただいている『共感』について、モデル・先導とな
る環境を中心とした多様な連携事業の積み重ね・発信によりその価値を
高め、さらなる『共感』による多様な連携が自発的に創発され、好循環
に結び付けることを目指す。

地方創生推進タイプ

30 北海道 北海道ニセコ町
持続可能な「ニセコ共生循環の森
林づくり」を実現する地域商社推
進事業

北海道ニセコ町の全域

ニセコ町森林ビジョンで掲げる「ニセコ共生循環の森林づくり」を目指
し、これを実現する中核組織として地域商社を設立し、町民や関係者と
ともに持続可能な森林経営に向けた取組を推進していく。その際、コロ
ナウイルスによる暮らし方の変化や脱炭素社会、ウッドショックなどに
よる森林・木材に対する関心の高まりに合わせて、木材供給に限らず、
域内経済循環・森林価値を高める取組を多角的に展開していく。また、
デジタルコミュニティ通貨との連携など、本事業を通じた関係・共感人
口の創出を図っていく。

地方創生推進タイプ

31 北海道 北海道倶知安町
ニセコひらふ地区シンボルゲート
形成を起点とした持続可能な観光
地づくりプロジェクト計画

北海道倶知安町の全域

観光の平準化、交流・広場空間機能整備、エリアマネジメント、２次交
通対策、景観形成といった課題解決に資するべく、シンボルゲートを起
点とした持続可能な観光地づくりの形成を図るとともに、デジタルネイ
ティブ世代へ対応するスマートリゾート化について取り組む。また、行
政、地域団体、住民、民間事業者の連携によりシンボルゲートを起点と
した魅力的なリゾート形成・空間形成を継続し、地域が一体となった観
光地づくりに資する効果的なエリアマネジメントの推進を図る。

地方創生推進タイプ

32 北海道 北海道虻田郡倶知安町
倶知安町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道虻田郡倶知安町の全域

外国人観光客が多く訪れる国際リゾートを抱える本町は、2030年度末に
は、北海道新幹線・倶知安駅の開業、高速道路の開通等により、大きな
転換点を迎える。交流人口が増加し、様々な文化や価値観を持った人と
の交流が生まれ、住民の生活は今まで以上に多様性を持つことになる。
これらをしっかりと捉えるとともに、国のデジタル田園都市国家構想総
合戦略の基本的な考え方により、デジタルの力を活用しながら、人口減
少の抑制と倶知安町の創生に向けた取組を計画的に推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

33 北海道 北海道新十津川町
特別豪雪地帯における寒冷地向け
ドローン技術開発とドローンパイ
ロット等人材育成・交流計画

北海道新十津川町の全域

北海道新十津川町には農業用ドローンが農家全体の40％普及しており町
民のドローンに対するリテラシーベースがある。人口減少、少子高齢
化、農業の担い手不足、買い物弱者・交通弱者対策といった町の抱える
課題を解決するため町の新たな魅力、触媒として「ドローン」に着目し
「ドローン」を核としたまちづくりを進める。

地方創生推進タイプ
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34 北海道 北海道北竜町
未来に咲きほこる「北竜ひまわり
商社」（仮称）構築プロジェクト

北海道北竜町の全域

北竜町は、北海道のやや中央にあり、ひまわりは全国一を誇り、日本農
業賞大賞を受賞した「ひまわりライス」は町の主要産業である。「安全
な食料生産体制」「ひまわり観光」等の地域資源の磨き上げやプロモー
ションを行い、観光拠点や産直施設の収益性の向上を目指し、来訪者や
町内消費を拡大させる施策を展開する事で広く町民の雇用機会の拡大を
図り持続可能な稼げる地域となることを目指す。町民全てが一丸となり
本プロジェクトに取り組むことで、「未来に咲きほこる北竜町」を実現
する。

地方創生推進タイプ

35 北海道 北海道鷹栖町
オール鷹栖による持続可能な地域
づくり拠点形成計画

北海道鷹栖町の全域

本町では2020年度から３年間をかけて、小さな拠点形成の必要性に関す
る説明会や、地域の課題や将来について住民同士が協議するワーク
ショップを繰り返し実施した成果として、住民の当事者意識が醸成さ
れ、住民主体の活動を継続していくための基盤が構築された。本事業
は、この住民組織による主体的な課題解決活動のスタート期を支援し、
広域による複数拠点間の連携や町内外を含めた地域間の連携を活発化
し、民間事業者や関係人口といった域外人材の積極的な関わりを仕組み
化していくものである。

地方創生推進タイプ

36 北海道 北海道上川町

風土水×地方×都市が育むWell-
beingなライフスタイル推進プロ
ジェクト～未来の上川人育成推進
事業～

北海道上川郡上川町の全域

これからの社会を生きる人材を育み、そして将来に渡り持続可能な地域
や暮らしを構築していくために地域全体で学びを深化させる環境づくり
が必要である。特に、個人と社会全体のウェルビーイングの実現を念頭
に置きつつ、学習者主体の視点を強く意識した「人材育成」を展開す
る。そのためにICT機器を活用した個別最適な学びと協働的な学びを一体
的に実施し、学習者の主体的・対話的で深い学びを実現できるよう、地
域全体が学びの改善をしていくことが必要である。本事業を通して多様
で多彩な切れ目のない人材育成プログラムを展開する。

地方創生推進タイプ

37 北海道 北海道東川町
文化を起点とした価値連鎖のまち
づくり事業

北海道上川郡東川町の全域

大雪山文化や地下水生活文化、農民彫刻文化、家具クラフト文化といっ
た、東川町固有の特色ある文化資本を確保・蓄積し、経済的価値を持つ
コンテンツに転換、文化経済の循環を実現し、文化観光、文化関係人
口・関係資金の拡大、転入人口増の維持といった価値連鎖を生み出す、
人口（ヒト）と経済（モノ・カネ）の好循環を構築する。「文化価値創
出センターの設置及び仕組みの構築、国内外への販売・発信、文化観光
誘客」、「文化商品販売・発信拠点の旭川空港内への設置・運営」、
「各種文化体験や販売、文化資源毎の町内拠点の体制整備」

地方創生推進タイプ

38 北海道 北海道東川町
東川版「学生関係人口」構築プロ
ジェクト

北海道上川郡東川町の全域

学生を「未来の地方創生人材」と捉え、継続的な関係構築や、人材育
成、活躍の場創出により、関係人口増やUIJターン促し、人口増の維持、
地域内経済循環、担い手確保、コミュニティ形成や若者の地域参画な
ど、学生を軸とした本町の好循環を実現する。「本町の魅力発信、現地
受入のための相談や受付などを行う学生受入体制構築」、「人数分散型
やオンライン等によるポストコロナを見据えた人材育成プログラムの開
発や学生に対する提供」、「地元インターンの受入や、本町と共に地域
課題解決等の事業を学生と連携して実施」

地方創生推進タイプ

39 北海道 北海道美瑛町
関係人口の創出・拡大からひと・
しごとを呼び込む循環づくり

北海道美瑛町の全域

人口減少に伴う地域産業の衰退を課題に据え、人を呼び込むための仕事
づくりを目的にした事業を推進する。関係人口の創出と拡大を図りなが
ら、その多様性をまちづくりに活用しつつ、テレワークの普及が進む機
を活かした定住人口の獲得に結び付ける。また、町の外郭団体の事業に
より、地域経済の循環を生み出しながら、各産業間の連携を促し、安定
的で魅力的な仕事を生み出す取り組みを推進する。それぞれの取り組み
が相乗的に働くことで、誰もが住みたい「丘のまちびえい」の創造を目
指していく。

地方創生推進タイプ

40 北海道 北海道上富良野町
大地の恵みを強みに変える　かみ
ふらのブランド創造・地域の活力
創出事業

北海道上富良野町の全域

「大地の恵みを新たな力に　魅力創造プロジェクト」「大地の恵みで人
をひきつけ呼び込む　定住・移住・関係・交流人口創出プロジェクト」
「大地の恵みを稼ぐ力に　産業持続化・活性化プロジェクト」を柱に、
地域活性化のバックボーンとなる地元愛の醸成を図るため、まちの象徴
である「十勝岳」を核とした「大地の恵み」をテーマとした地域のブラ
ンディング、まちづくりを進めるとともに、十勝岳がもたらす多様な恩
恵を農業、商工業に派生させることで産業振興と仕事の確保につなげ、
定住・移住の促進、関係・交流人口の拡大を図る。

地方創生推進タイプ

41 北海道 北海道中川町
中川町地域商社と東京都世田谷区
サテライトスペース連携事業

北海道中川町の全域

中川町に設立される地域商社と、東京都世田谷区に設置されたサテライ
トスペースが連携しつつ、移住者の獲得、地域の稼ぐ力の向上、関係人
口の増加を図っていく。農林業生産物を原料とした特産品をサテライト
スペースを拠点に首都圏におけるテストマーケティングをしながら開発
し、町内における製造業や小売業の振興、間接的には農林業の振興を行
い雇用創出を図る。あわせて住環境整備とタウンプロモーションを行
い、相乗効果によって地方創生を達成する。

地方創生推進タイプ

42 北海道 北海道苫前町
「ふるさと苫前」の関係人口創
出・拡大による地場産品振興プロ
ジェクト

北海道苫前町の全域

町外に転出した後も「ふるさと苫前」に興味・関心を持ち、当町の成
長・発展に寄与する取組・活動を行う団体の育成及び運営等に係る支援
を行い、また、地場産品の購入等を通じて本町との関わりが生まれた
方々もそれら団体に加えつつ、「ふるさと苫前」のサポーターとしての
活躍の場を提供するとともに、経済産業施策、環境施策及び観光施策と
連携させた町の魅力向上やプロモーションに取り組むことで、関係人口
の創出・拡大による地場産品の振興を目指す。

地方創生推進タイプ

43 北海道 北海道苫前町
とままえの未来を担うGX・BX・DX
ローカルベンチャー創出事業

北海道苫前町の全域

風力発電など町の特徴を活かすGX・BX及び町の新時代を担うDXを推進で
きるローカルベンチャーを生み出し続けるエコシステムを構築し、北海
道留萌地域を牽引するローカルベンチャー拠点として、「いつまでも暮
らしていける苫前に！」の実現を目指す。そのため、官民連携の事業推
進体制を構築し、新たな価値観で地域資源を利活用したビジネスにチャ
レンジできる環境を整備するとともに、地域に根付いて地域の将来を担
うビジネスを展開するローカルベンチャーの担い手発掘から育成までの
一貫した支援を行う。

地方創生推進タイプ

44 北海道 北海道中頓別町 中頓別町版コモンズ形成計画 北海道中頓別町の全域

小規模自治体ならではの特性を活かして、人口が減少しても快適に生活
できるようにするために住民相互の「共助の仕組み」を構築すること
や、小規模自治体の強みを活かして、個人や事業者・団体などが気軽に
行政や他の町民に相談やお願いごとができる仕組みをつくることなどを
通じて、「中頓別町版コモンズ」を形成し、町民の誰もが安心して暮ら
せる持続可能な町となることを目指す。

地方創生推進タイプ

45 北海道 北海道網走郡津別町
津別町まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道網走郡津別町の全域

地域資源を活用したコンパクトなまちづくりに取り組み、子育て世代や
高齢者が安心してくらせる環境整備と雇用の場を創出することによっ
て、かつてのＤＩＤを中心とした「まちなか地区」を再生し、現在の
「まちなか地区」の人口を１０年後においても可能な限り維持する。ま
た、これと並行して。既に過疎・高齢化が進み、今後も人口減少のス
ピードが加速すると予測される「周辺地区」については、基礎的な生活
関連サービスを維持するとともに、学校跡地等を利用し３つの拠点を設
置し、各地区の特徴を生かした生活と仕事の場を確保する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
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46 北海道 北海道安平町
関係人口の拡大による地域産業活
性化プロジェクト

北海道安平町の全域

観光施策として交流人口や関係人口、リピーター層の増加を果たしなが
ら、その来訪層を町内での起業や事業継承に誘い、商工分野の課題であ
る商店街の活性化を目指すため、道の駅等の拠点施設を中心とした来訪
者の増加と回遊促進、及び地域ブランディングの確立と商品開発の支
援、さらには起業者の支援と既存事業者の後継者支援を行う。特に、後
継者支援に注力し、事業者と継承希望者のマッチングを高めるためのサ
ポート体制を強化する。

地方創生推進タイプ

47 北海道 北海道河東郡鹿追町
鹿追町まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道河東郡鹿追町の全域

人口減少・地域経済縮小の克服、地方が成長する力を取り戻す「地方創
生」をテーマに、17のゴール（目標）と169のターゲットからなる国連の
開発目標「SDGs」を原動力にしながら、「生涯活躍のまち」や
「Society5.0社会」などを実現するため4つの基本目標（（１）地域にお
ける安定した雇用を創出し、これを支える人材を育て活かす・（２）地
域への新しいひとの流れをつくる　など）に資する事業を、応援税制に
基づく企業からの寄附金を活用しながら実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

48 北海道 北海道芽室町
芽室町元気な商店街づくりプロ
ジェクト推進計画

北海道芽室町の全域

本事業は商店街を形成するお店の稼ぐ力の向上、新たなお店（起業）の
増加、若者によるチャレンジにより地域内経済循環の促進と町内外から
の消費喚起による消費流入を目指すもので、デジタル地域通貨を活用し
た消費喚起事業や新たな起業者への支援、既存事業者の新分野進出や事
業規模拡大への支援、若者によるチャレンジショップ、商店街による消
費喚起事業、事業承継支援を実施する。

地方創生推進タイプ

49 北海道 北海道河西郡中札内村
中札内村まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道河西郡中札内村の全域

中札内村らしさを特徴づける「日本で最も美しい村」をまちづくりの柱
とし、移住定住の促進、子育て支援の充実、住民同士が交流できる拠点
づくりや特色ある観光振興など、人口減少の抑制と交流・関係人口の増
加を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

50 北海道 北海道更別村 更別村スーパービレッジ未来計画 北海道更別村の全域

「生産人口の確保」及び「大型農業の維持」のために「共助型地域交通
物流システムの開発」、「国際競争拠点を形成する新たな農村エコシス
テムの構築」、「ブロックチェーンを活用した分散ストレージシステム
の構築」及び「通信基盤のメッシュ化及びセキュア通信」を行い、「畑
作・畜産」、「交通・物流分野」及び「通信基盤分野」でデジタル化を
実施する。その結果、農作業の軽減負担や免許返納後の移動負担を軽減
し時間を創出することになり、村民の「肉体的」、「精神的」及び「社
会的」において満たされた状態を創り出す。

地方創生推進タイプ

51 北海道 北海道河西郡更別村
更別村まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道河西郡更別村の全域

本村の総人口は2015年の国勢調査において3,185人とゆるやかな減少に留
まってている。しかし今後の推計によると高齢化率は2045年までに11.4
ポイント上昇し、10人に４人が高齢者になる超高齢化社会が予想され、
想像を超える大きな変化が待ち受けている。第２期更別村まち・ひと・
しごと創生総合戦略に基づき、基本目標に沿った事業に取り組むことに
より人口減少に歯止めをかける「積極戦略」と人口減少に対応するため
の「調整戦略」を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

52 北海道 北海道大樹町
第１期北海道スペースポート整備
計画

北海道大樹町の全域

宇宙のまちづくりをさらに加速させるため、本交付金を活用して、複数
の企業等がロケットや宇宙往還機の打上げ・試験を行うことのできる、
広く開かれたスペースポートを整備し、ロケット製造企業、小型人工衛
星製造企業、ドローン等のロボット製造企業、衛星データ利用企業、宇
宙用部品製造企業等の航空宇宙関連企業の誘致が進むことで、関連産業
が集積した「宇宙版シリコンバレー」の形成を目指す。

地方創生拠点整備タイプ

53 北海道 北海道広尾郡広尾町
広尾町まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道広尾郡広尾町の全域

本町は、国及び北海道よりも早い時期から人口減少が進行しており、今
後も地域社会における様々な分野に影響を及ぼすことが懸念される。こ
れらの課題に対応するため、産業の育成と新たな雇用の創出により、地
域に活力を与えることを目指すとともに、移住・定住を促進し、継続的
な生産年齢人口の確保、社会増につなげる。また、若者の出会いの場や
子どもを産み育てる環境を整えることにより自然減を抑制するほか、ひ
とづくりと魅力的なまちづくりを進め、誰もが居場所と役割を持ち、安
心して楽しく暮らせる地域社会の創出を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

54 北海道 北海道十勝郡浦幌町
浦幌町まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道十勝郡浦幌町の全域

本町の人口減少は出生数の減少（自然減）や本町の基幹産業である農林
水産業の衰退に伴い、雇用機会が減少したこと、高校がなくなったこと
による若者、生産年齢人口の町外流出（社会減）が原因と考えられるこ
とから、これらの課題に対応するため、町民の結婚・出産・子育ての希
望の実現を図り自然増につなげる。また、移住促進を中心とした新しい
人の流れを作るとともに、安定した雇用の創出や時代に合ったまちをつ
くり、安心した暮らしを図るまちづくり等を通じて、社会減に歯止めを
かけるための事業を行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

55 北海道 北海道弟子屈町
湯の川がつむぐカルデラの森の温
泉街再生事業

北海道弟子屈町の区域の一部（川湯
温泉地域）

川湯温泉は、明治時代より湯治場として栄えた歴史ある温泉地である。
最近では時代の変化に対応できず廃業に追い込まれたホテルが相次ぎ、
廃業ホテルが放置され衰退していった。現在、国立公園満喫プロジェク
トに当地域が選ばれ、廃業ホテルを解体し温泉街再生を進めている。解
体と並行して「まちづくりマスタープラン」を策定し、温泉川の改修・
シンボル化、商業施設の再開発など施設整備に係るガイドラインの策
定、まちづくり組織の構築、川湯温泉のデジタル化など、住民が豊かに
住み続けられる賑わいのある温泉街の再構築を進める。

地方創生推進タイプ

56 青森県 青森県
あおもり脱炭素チャレンジプロ
ジェクト

青森県の全域

本県が有するエネルギーポテンシャルを活かしながら、再生可能エネル
ギー関連産業への県内事業者の参入や県外のグリーン関連企業の本県へ
の立地促進、グリーン関連分野における新ビジネスの創出を進め、県内
外の企業を県内の再エネ産業・グリーン関連産業に取り込み、県内での
産業振興と雇用創出に繋げるほか、SDGsの視点を持ち環境配慮行動を実
践しながら経済活動や消費行動を行う環境人材・企業を増やすことで、
脱炭素社会実現に貢献する事業者や人材の育成を進める。

地方創生推進タイプ

57 青森県 青森県
デジタル人財定着・還流・育成モ
デル構築計画

青森県の全域

県内産業全体の生産性向上を実現させ、本県の最重要課題である人口減
少克服に向けて、若者世代・デジタルネイティブ世代が就業を希望する
魅力あるしごとづくりやデジタルを生かした新産業の創出・育成によ
り、「経済を回す」ための基盤づくりが整備された青森県を目指すた
め、デジタル人財の定着・還流・育成モデル構築とデジタル人財が能力
を発揮できる県内企業環境の整備を行う。

地方創生推進タイプ
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58 青森県 青森県
中国定期路線を活用したインバウ
ンド・アウトバウンド需要拡大事
業

青森県の全域

民間事業者と連携した航空路線及び青森県の認知度向上等により、中国
から本県への誘客やビジネス面での交流人口の拡大、農林水産物の輸出
額増加等を図ることで、本県の観光・農業等の産業振興につなげるもの
である。

地方創生推進タイプ

59 青森県 青森県
時代に合った農業・食料関連産業
トランスフォームプロジェクト

青森県の全域

原油・原材料高等により農業に係る経費の高騰に対応する仕組みづく
り、脱炭素に貢献する産業としての発展、生産技術及び販売手法のデジ
タル化により、地方創生の取組を進めることで、これからの時代に合っ
た生産から流通・販売までという一連の持続可能な農業・食料関連産業
へと産業時代の変革を促し、農業産出額の更なる増加と本県経済全体の
成長を実現する。

地方創生推進タイプ

60 青森県 青森県
民間企業が主役のパートナーシッ
プによる県内就職促進計画

青森県の全域

若者の県内就職を促進するため、「あおもり地元就職促進パートナー企
業」登録制度を創設し、県内就職の魅力の情報発信に賛同する企業を
パートナー企業として登録し、パートナー企業が主体となって県内就職
の魅力をＰＲする。また、新卒採用のための高校・大学等への営業力の
強化、企業と大学が連携したインターンシップを推進することで、県内
企業の採用活動の強化と、学生と県内企業の相互理解を促進する。

地方創生推進タイプ

61 青森県 青森県
生業に裏打ちされた持続可能な中
山間地域スマート農業構築計画

青森県の全域

条件不利により高齢化や耕作放棄地の拡大が進む中山間地域において、
スマート農業導入を進めることにより、作業を省力化・効率化するとも
に、本県の主要作物である「あおもり米」の生産・販売の拡大を進め、
中山間地域を始めとする米農家の所得向上を目指し、農家経営の持続可
能性を高め、中山間地域の農村の衰退を防止する。

地方創生推進タイプ

62 青森県 青森県
誰ひとり取り残さないＤＸ推進体
制構築プロジェクト

青森県の全域

「暮らし・まち」、「産業」、「行政」のあらゆる場面でデジタルが有
効活用され、地域の課題解決、新サービスや価値の持続的な創出等によ
り、県民誰もが便利で快適に暮らすことのできる青森県をつくるため、
事業者向けの総合支援窓口の設置による伴走型支援や観光業における
データ収集・活用基盤の構築、暮らし・まち分野のＤＸを創出する基盤
構築及び集中的なデジタルデバイド対策といった総合的なＤＸ推進体制
の構築に取り組む。

地方創生推進タイプ

63 青森県 青森県
青森県プロフェッショナル人材戦
略拠点運営計画（第３期）

青森県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点の継続を希望する地域企業の強いニー
ズも踏まえつつデジタル化を推進するため、デジタル田園都市国家構想
交付金を活用し、拠点運営にあたるものである。令和５年以降は、プロ
フェッショナル人材を正規雇用や首都圏等大企業等からの副業、兼業等
人材として活用することで、県内企業のデジタル化推進を支援する等、
地域企業の課題解決のみならず、高度なデジタル人材を還流させること
で関係人口も創出し、デジタル田園都市国家構想の実現と地方創生に寄
与することを目指す。

地方創生推進タイプ

64 青森県

青森県、青森市、弘前市、八戸市、
黒石市、五所川原市、十和田市、三
沢市、むつ市、つがる市、平川市、
平内町、今別町、蓬田村、外ヶ浜
町、鰺ヶ沢町、深浦町、西目屋村、
藤崎町、大鰐町、田舎館村、板柳
町、鶴田町、中泊町、野辺地町、七
戸町、六戸町、横浜町、東北町、
六ヶ所村、おいらせ町、大間町、東
通村、風間浦村、佐井村、三戸町、
五戸町、田子町、南部町、階上町、
新郷村

あおもり移住・起業支援強化プロ
ジェクト

青森県の全域

本プロジェクトは、慢性的な人手不足が顕在化している建設業や医療・
福祉など多くの職種での労働力人口の減少克服を図るとともに、Ｕター
ン者をはじめとした本県への人の流れを生むために、県内中小企業等と
のマッチング支援や多様な雇用の創出、さらには東京圏の潜在的な人材
の掘り起こしなどに取り組み、ＵＩＪターン就業・起業による移住の促
進、人手不足が顕著な職種の人材確保を図るものである。

地方創生推進タイプ

65 青森県 青森県弘前市
誰もがつながり活躍できるまちづ
くりプロジェクト

青森県弘前市の全域

本事業は、前身事業で実施してきた中高齢者の移住・地域貢献事業を発
展させ、様々な人が関係人口として当市の伝統文化、伝統芸能、地場産
業へ参画する機会を創出し、地域が活性化するための仕組みを構築する
ほか、若者の地元定着や将来的なUターン増加のため、高校生・大学生の
地域志向の醸成へつながる取組を行う。また、交流拠点を中心に、人と
人がつながり、新たな活動やコミュニティ創出の仕組みを構築し、様々
な人にとっての居場所や活躍の場があることを顕在化することにより、
定住しやすいまちづくりを目指す。

地方創生推進タイプ

66 青森県 青森県弘前市
健康とまちのにぎわい創出推進計
画

青森県弘前市の全域

地域活力維持・発展と人口減少対策のため、中心市街地をフィールドに
含めながら市民の健康寿命延伸と中心市街地活性化を図る。具体的に
は、健康づくり分野および中心市街地活性化に精通する事業者から支援
を受けながら、中心市街地をフィールドとして、健康意識が低い働き盛
り世代の市民を主なターゲットに、健康意識の向上や行動変容（食生活
や運動習慣の見直し、健診等の受診、健康に向けた意識向上）を促すと
ともに、中心市街地への来街や消費につながる様々な事業を検討・実施
する。

地方創生推進タイプ

67 青森県 青森県弘前市
「健康」を軸にした持続可能なり
んご産業形成事業

青森県弘前市の全域

人口減少や超高齢化社会への突入、食料安定供給の重要性の高まり、新
型コロナウイルス感染症拡大を契機とした生活スタイルの変化など、農
業を主要産業とした当市を取り巻く環境が大きく変化する中、地域経済
の礎として重要なりんご産業の更なる活性化に向け、生産者の健康寿命
の延伸、りんごの樹の健全化による高品質りんごの安定生産、消費者の
健康的な生活に寄与するりんごの供給拡大に重層的に取り組み、「健康
な産地から、健康に寄与する確かな品質のりんごを安定供給し、消費者
の健康を支える持続可能なりんご産地」の実現に繋げる。

地方創生推進タイプ

68 青森県 青森県八戸市
はちのへAI（アイ）中心街・バス
活性化プロジェクト

青森県八戸市の全域

デジタル技術の活用により、コロナ禍で疲弊した中心街の賑わいの復活
と経済活性化、利便性、回遊性の向上、さらなる賑わいの創出、バス利
用者の増大、バス路線最適化を図るとともに、データに基づくEBPMの徹
底により、官民が連携して効率的かつ安全なデータの活用ができる体制
を構築し、理解と共感を得ながら住民と一体となったまちづくりを推進
するため、各種アプリ、駐車場共用化システム、人流分析システムの開
発等を進めるとともに、オープンデータとして活用できるようデータ連
携基盤及びデジタルツインの開発・実装に取り組む。

地方創生推進タイプ
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69 青森県 青森県八戸市
いきいきとしたデジタル社会推進
事業

青森県八戸市の全域

地域のデジタル化推進に向け、「八戸市デジタル推進計画」を策定した
ところである。この中で、地域課題として、官民でのビジョンの共有や
地域のIT事業者間の横の連携の構築、産学官連携の推進を上げており、
ITフォーラムや各種ワークショップを開催するとともに、情報共有・情
報発信に使用するグループウェアの構築を行うことで課題解決を目指す
もの。また、GIGAスクール構想の実現に向けた取組として、八戸市児童
科学館の大幅リニューアルを行い、デジタル学習環境の整備を通じた子
育て支援を行う。

地方創生推進タイプ

70 青森県 青森県むつ市
キョウイク（教育・共育・今日行
く！）拠点によるまちづくり推進
プロジェクト

青森県むつ市の全域

下北地域初となる高等教育機関を拠点とした積極的なインターンシップ
やセミナー等を開催し、若者の地元企業への就職を促すための取組を強
化させ、学生と地域とをつなぐための交通ネットワークを整備すること
で、高等教育機関と地域拠点をつなぐコンパクトプラスネットワークを
充実させる。また、学び直しの機会を充実させることで、全ての年代を
対象とした地域内雇用を促進し、実践力のある地域人材を生み出す。さ
らに、これまで培った県内外の高等教育機関との連携を発展させること
で、将来的な定住に結び付く人材確保を目指す。

地方創生推進タイプ

71 青森県 青森県藤崎町
ふじさきチャレンジファームを核
とした農業×福祉×観光×食の稼
ぐ力創生プロジェクト

青森県藤崎町の全域

活力ある地域産業を創生するために、一年を通じて栽培できる生産性や
収益性の高い新たな施設園芸農産物の生産を、農福連携による障がい者
のチャレンジ就労や新規就農希望者の就労支援と併せて実施し、地域の
稼ぐ力の向上や農業の担い手不足の解消に取り組む。また、青森きくら
げのブランド化や施設園芸農産物を活用した新たな特産加工品の開発販
売、りんご「ふじ」の原木を活用した新たな観光体験プログラムを構築
し、首都圏等へのＰＲプロモーションを一体的に展開するなど、消費者
の購買意欲の向上や交流・関係人口の拡大に取り組む。

地方創生推進タイプ

72 青森県 青森県七戸町
七戸高校の魅力化を核とした教育
の充実による地域づくりプロジェ
クト

青森県七戸町の全域

町の活性化や人口減少・少子化対策として、持続可能な地域づくりを担
う人材育成を推進するため、将来の七戸町を担う中・高校生を対象にし
た公設民営塾を開設する。学校教育では学ぶことのできないキャリア教
育、問題解決型学習、地域の魅力について学習するなど、多様な学びの
場を創出していく。それらの取り組みにより、シビックプライドを醸成
し、町で働き生涯を過ごす、若しくは町外に出たとしても関わり続けら
れる地方創生の好循環を構築し、住みたい・住み続けたいと思えるまち
づくりを目指す。

地方創生推進タイプ

73 青森県 青森県上北郡七戸町
七戸町まち・ひと・しごと創生推
進計画

青森県上北郡七戸町の全域

七戸町は人口減少が急速に進んでおり2060年には5千人程度まで減少する
と推計されています。特に生産年齢の人口減少が顕著であり、地域の生
活機能の喪失の可能性や地域コミュニティの衰退が懸念される。地域を
維持するためには、若い世代の人口減少に歯止めをかけることが重要と
考え「年間30人の子どもの数を増やしていくこと」を目標に掲げ、住み
たい・住み続けたいと思える七戸町をつくっていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

74 青森県 青森県上北郡七戸町
快適で彩りあふれる七戸まちづく
り計画

青森県上北郡七戸町の全域

公共下水道及び浄化槽の整備を一体的に推進し、居住環境水準の向上に
よる定住化の促進や公共水域の水質改善を図る。また、さらなる定住化
の促進を目的とした関連事業や七戸川水環境回復事業を継続的に実施す
ることにより、地域全体の生活環境の向上や公共水域の水質改善が図ら
れ、環境保全に対する住民意識の向上も期待されることから「快適で彩
りあふれる七戸まちづくり」を目指す。

地方創生汚水処理施設整備推進交付
金

75 岩手県 岩手県
北いわてプラチナシティ推進事業
計画

岩手県の全域

「プラチナ社会」をモデルに、バイオマス資源の活用、ＡＩ×福祉、Ａ
Ｉ×交通といった先進的な経済循環モデルの構築、産学官で構成される
コンソーシアムの運営を通じて、北いわてを自律的な課題解決と成長が
好循環する持続可能な地域へと革新する。

地方創生推進タイプ

76 岩手県 岩手県
ドローンによる活力ある中山間地
域まちづくり計画

岩手県の全域

中山間地域における課題である買い物等の日常サービスの利用と林業経
営の持続化に対応する手段として、ドローンを活用した買い物弱者対策
と造林業労働の中でも負担が大きい造林作業の効率化や森林資源管理の
低コスト化を主要な取組に位置づけ、日常生活の利便性を確保すること
で地域住民が安心して暮らし続けられるとともに、主要産業である林業
生産性の向上を図ることで林業経営の持続化と安定した収入の確保によ
る持続可能なまちづくりを目指す。

地方創生推進タイプ

77 岩手県 岩手県
いわて高校魅力化・ふるさと創生
推進計画

岩手県の全域

沿岸部・中山間部の小規模校で実施している「高校魅力化（地域住民等
と連携し、地域課題に探究的に取り組むことで、生徒の自立性・協働性
等を高めるとともに地域への当事者意識を育み、地域の担い手を育成す
る取組）」を持続可能なものへと深化させるとともに、沿線部の大規模
校を含む全県に横展開していくことで、県内全域で高校魅力化を中長期
的に進める。このことにより、若者の流出による地域の過疎化という悪
循環から脱却し、第２期岩手県ふるさと振興総合戦略にある「人が岩手
を創り、また、岩手が人を創る」好循環の実現を図る。

地方創生推進タイプ

78 岩手県 岩手県
ＤＸ・ＧＸの推進による農業水産
業の生産性・市場性向上計画

岩手県の全域

本事業は、農業生産者の減少・高齢化に対応するために、データ駆動型
農業の導入により農業の生産性・市場性の向上を図るとともに、持続可
能な食料システムの構築に向けて、地球温暖化への適応や環境保全型農
業を進める。また、マーケット分析に基づいた販売戦略の策定、生産者
と連携しながらＤＸ等による効率的かつ効果的な販路開拓・拡大を進め
る。

地方創生推進タイプ

79 岩手県 岩手県 いわて加速器関連産業振興計画 岩手県の全域

岩手県が地方創生の基本目標の一つに掲げる「岩手で働く」の実現に資
するため、新たな成長産業として振興を目指す加速器関連産業への参入
を進め、本県のものづくり産業の生産性の向上、新たなサービスや製品
開発などイノベーションの創出による県民の所得向上や質の高い雇用機
会の拡大を図るとともに、県内の学生等に加速器の高度な技術に触れる
機会を提供することで、本県のものづくり産業全体の人材の育成と確
保、定着の好循環を実現する。

地方創生推進タイプ

80 岩手県 岩手県
新たな地域資源創出による三陸交
流拡大プロジェクト

岩手県の全域

持続的に発展する三陸地域の形成のため、東日本大震災津波からの復興
の取組により大きく進展したまちづくりや交通ネットワーク、港湾機能
などを活用しながら、「防災の学び」や「三陸ならでは」の食材を活用
した特産品開発など新たな地域資源の創出により、人的・経済的な交流
の拡大を図る。　また、専門人材等を活用しながら、観光地域づくり関
係者や地域防災関係者と連携した取組を実施し、観光消費額を引き上げ
るとともに、新たな雇用・収入の創出による移住・定住の促進を図る。

地方創生推進タイプ
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81 岩手県 岩手県
地方志向の高まりを生かした関係
人口・移住創出による地域づくり
の担い手確保計画

岩手県の全域

地方志向の高まりを捉えて地域づくり活動の担い手を確保するため、地
域課題の解決を念頭に本県と首都圏の若者との人的交流を促進すること
で共助機能の補完を図るとともに、生活環境を整備し、交流から移住ま
での様々な関わりを通じた持続可能な地域コミュニティの形成を図る。

地方創生推進タイプ

82 岩手県 岩手県
第３期プロフェッショナル人材戦
略拠点運営事業計画

岩手県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点が課題抽出等に関与し企業のニーズを
捉えることにより、民間人材紹介会社での広域的なマッチングを円滑に
行い、必要な人材を確保することで、県内企業の「攻めの経営」や経営
改善の実践を通じた企業活力の向上を図る。また、県内企業に対しデジ
タル人材による兼業・の活用を促進する。

地方創生推進タイプ

83 岩手県 岩手県 岩手県ふるさと振興プロジェクト 岩手県の全域

人口減少の主要因である若年層の県外転出や出生率の低迷等を克服する
ため、「①やりがいと生活を支える所得が得られる仕事を創出し、岩手
への新たな人の流れの創出を目指す」、「②社会全体で結婚、妊娠・出
産、子育てを支援し、安心して子どもを生み育てられる社会を目指
す」、「③医療・福祉や文化、教育など豊かなふるさとを支える基盤の
強化を進め、地域の魅力向上を目指す」、「④関係人口や交流人口の拡
大を図り、岩手と多様な形でつながることのできる社会を目指す」を、
ふるさと振興の４つの基本目標とし、その実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

84 岩手県

岩手県、盛岡市、宮古市、大船渡
市、花巻市、北上市、久慈市、遠野
市、一関市、陸前高田市、釜石市、
二戸市、八幡平市、奥州市、滝沢
市、雫石町、葛巻町、岩手町、紫波
町、矢巾町、西和賀町、金ケ崎町、
平泉町、住田町、大槌町、山田町、
岩泉町、田野畑村、普代村、軽米
町、野田村、九戸村、洋野町、一戸
町

いわて暮らし応援事業 岩手県の全域

東京圏からのＵＩターンを促進するため、要件を満たす東京圏からの移
住者に対し、県と市町村が協働して移住支援金を支給するほか、新卒で
岩手県の企業に就職して移住した学生には就職活動にかかった交通費を
一部支給するとともに、移住希望者と県内企業とのマッチングを促進す
るため、県が訴求力の高いWEBサイトを開設・運営し、中小企業等を対象
として、求人広告の作成支援と求人広告のサイトへの掲載を行う。ま
た、地域における社会的課題を解決する事業等の起業等をした者に対し
て、県が事業資金の補助及び伴走支援を行う。

地方創生推進タイプ

85 岩手県 岩手県及び岩手県陸前高田市
次世代につなげる共生と交流のま
ち「陸前高田市」の森林資源を活
用した地域再生計画

岩手県陸前高田市の全域

陸前高田市は、「名勝高田松原」を有する陸中海岸国立公園の南玄関口
であり、自然等を生かした「次世代につなげる共生と交流のまち」を目
指している。当市は、海のイメージが強い一方で、森林は、市全体面積
の約80%を占め、人工林（スギ等）が約60%を有しており、効率的で安定
的な林業経営の確立に向けた生産基盤となる林道等の道路網の整備が急
務である。このため、市道と林道を一体的に整備し地域産業の競争力強
化と観光・交流に資する道路の広域ネットワークの構築を図り森林資源
を活用した地域の活性化を目指すものである。

地方創生道整備推進交付金

86 岩手県 岩手県盛岡市
盛岡AI・IoTプラットフォーム事
業

岩手県盛岡市の全域

盛岡広域に集積するIT関連企業が持つAI・IoT等の先端技術と、製造業等
のAI・IoT活用のニーズや課題のマッチングを図ることを狙いとし、皆が
集まり新しい価値や技術にチャレンジする実証実験を行う場「盛岡AI・
IoTプラットフォーム（愛称：マルチモノ盛岡）」を設置する。モデルと
なる企業の未来技術に関する実証実験への支援を実施するとともに、IT
企業及び製造業等の異業種企業のネットワーク化を推進し、産業の高度
化・高付加価値化を図ることにより高度IT人材の地元定着を推進する。

地方創生推進タイプ

87 岩手県 岩手県盛岡市
将来に向けて盛岡・玉山の「農
業」と「ひと」を紡ぐ拠点・（仮
称）道の駅もりおか整備事業

岩手県盛岡市の全域

盛岡市玉山地域の基幹産業である農業振興・拡大のため道の駅を整備
し、道の駅の「ヒト・モノ・カネ・情報・人材が交差する場所」という
特長を活用し、産地直売所や飲食店舗、地域情報の発信機能による農業
振興や地域の魅力発信を行うとともに、多様な属性の人がオープンな対
話を通じて課題解決を図るイノベーションプラットフォーム「フュー
チャーセンター」を整備することで、道の駅を起点とした新たなビジネ
スやブランドの創出、地域の将来の担い手の育成・確保、稼げる農業へ
の転換を図り、将来にわたり持続可能な地域を目指す。

地方創生拠点整備タイプ

88 岩手県 岩手県大船渡市
第２期大船渡市まち・ひと・しご
と創生推進計画

岩手県大船渡市の全域

人口減少に一定の歯止めをかけ、持続可能な地域社会の形成を図るた
め、「大船渡にしごとをつくり、安心して働けるようにする」、「大船
渡への新しい人の流れをつくる」、「大船渡で安心して家庭を築き、子
どもを産み育てられるようにする」、「大船渡で生涯暮らし続けられる
地域をつくる」を基本目標とし、「第２期大船渡市まち・ひと・しごと
創生総合戦略」に位置付けた地方創生に資する取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

89 岩手県 岩手県花巻市
多文化共生のまちづくりによる地
域再生

岩手県花巻市の全域

当市の外国人市民は増加傾向にあり、また、その国籍や在留資格に変化
が見られ多様性が高まっている。一方、当市の市民アンケートにおい
て、多文化共生という言葉の意味を理解していない、知らないと回答し
た市民の割合は約７割と多数であり、国籍等に関わらず「誰もが暮らし
やすいまち」、外国人市民も地域住民の一人として地域に交わり、国籍
等に関わらず「住民が集い、賑わうまち」を目指す取り組みは急務であ
る。そのため、外国人市民というこれまでにない人材と共に多文化共生
事業を推進し、地域再生を図る。

地方創生推進タイプ

90 岩手県 岩手県遠野市 市内企業人材確保推進事業 岩手県遠野市の全域

雇用の場で働く人を確保し、地域経済を維持するため、安心して働くこ
とができる雇用の場があることをPRするためオープンファクトリー事業
を実施し、合わせて子育て世代や若年者が働きやすい雇用の場を増加さ
せるため就労環境整備事業を実施する。また、UIターンによる就労者確
保のためしごとと暮らしを想像できる冊子及び動画を作成し遠野の魅力
について広くPRを行う。

地方創生推進タイプ

91 岩手県 岩手県遠野市
とぴあ・まちなか再生プロジェク
ト

岩手県遠野市の全域

遠野のまちなか再生のため、中心市街地の核店舗が、市外の大学生の発
想力と発信力を借りて、新たな集客ターゲットを自ら開拓し、地域経済
を牽引する事業の実施と自らの経営力向上と集客力向上に取り組んでい
く。これまで遠野市民をターゲットにしてきた事業展開を改め、新たな
ターゲットとして、遠野市街の住民や観光・ビジネス、ワーケーション
で遠野に訪れる観光客に設定し直し、集客力向上に取り組む。市内商工
業者などとの協働により、中心市街地活性化事業に取り組む。

地方創生推進タイプ

92 岩手県 岩手県一関市
「道の駅」を核とした農産物等の
魅力の創造・発信による地域再生
計画

岩手県一関市の区域の一部（大東地
域）

一関市大東地域の基幹産業である農業の振興とそれに伴う地域経済の活
性化や地域活力の向上を図るため、人の流れが盛んな国道343号沿線に
「道の駅」を整備し、農業者、商工業者、地元高校や市などが連携した
地元農産物の高付加価値化に取り組み、生み出された商品・サービスの
情報発信とテストマーケティングを行うことにより、消費者の声を受け
たブラッシュアップを重ね、「道の駅」、ひいては地域のブランド力を
高め、地域経済や活力の底上げを目指す。

地方創生拠点整備タイプ



番号 都道府県
作成主体名

（地方公共団体名）
地域再生計画の名称 地域再生計画の区域 地域再生計画の概要 活用する支援措置

第70回認定（令和６年３月28日変更認定分）　　地域再生計画の概要

93 岩手県 岩手県陸前高田市
自動運転サービスの活用による高
田松原復興祈念公園等における伝
承活動促進事業

岩手県陸前高田市の全域

「ノーマライゼーションという言葉のいらないまちづくり」の実現によ
る地方創生のため、高田松原復興祈念公園や震災遺構施設の見学におい
て自動運転サービスを活用することにより、老若男女や障がいの有無に
関わらず誰もが安心して来訪できる環境を整え、市外からの来訪者の増
加による賑わいの創出や交流人口の拡大を図る。

地方創生推進タイプ

94 岩手県 岩手県釜石市
健康寿命日本一へ向けた　かまい
し　はじめの一歩プロジェクト

岩手県釜石市の全域

若者から高齢者の誰もが状況に応じ自分らしく活躍できるまちづくりを
進めるため、企業、市内スポーツクラブ等事業者と行政などが連携し健
康寿命の延伸、働き世代のワークライフバランスをさらに充実して頂く
ために企業や個人を対象とした取組を行う。具体的には健康経営の取組
支援、運動習慣づくり、健康チャレンジポイント事業などを実施するこ
とで健康意識の改革や行動変容を促す。また、この取組みを通じて地域
の農林水産業と観光業の振興を図るほか、高齢者にICTが普及するよう取
組みを行う。

地方創生推進タイプ

95 岩手県 岩手県岩手町
ローカルSDGｓの実現に向けた岩
手町版スタートアップエコシステ
ム形成計画

岩手県岩手町の全域

岩手町総合計画において、人口減少と少子高齢化への対策を最大の地域
課題として定義し、その背景には魅力的な雇用機会の不足がある。その
ため、岩手町の地域持続性形成には、生産性が高く、処遇や事業内容が
魅力的な雇用環境の創出が必要である。こうした町勢環境の打開に向
け、「SDGs未来都市間連携」、「岩手町のブランディング」及び「シ
ビックプライドの形成」を通じ、町外からの起業検討者を呼び込みなが
ら、起業を志す町内外の若者から「選ばれる町」へと進化することを目
指す。

地方創生推進タイプ

96 岩手県 岩手県岩手町
岩手町地域再生計画（地域共創人
材育成事業）

岩手県岩手町の全域

岩手町の持続性の向上を目的に、「まちづくりは人づくり」を基本理念
として、町に所在する学校との連携を軸に、広く地域・社会の様々なス
テークホルダーとの協力体制の構築を図る。町の強みにより磨きをかけ
ることで地域に対する誇りを回復し、自ら積極的・主体的に町に関わり
たくなる状態・気概を創出しながら、地域内外の様々な関係者がとも
に、町に誇りと愛着を持ち、主体的に関わる人材「地域共創人材」の育
成・増加を目指す。

地方創生推進タイプ

97 岩手県 岩手県岩手町
岩手町地域再生計画(関係人口創
出事業)

岩手県岩手町の全域

世界中の都市との交流が深化し、持続的に多くのステークホルダーや関
係者を引き込み、町のいたるところでオープンイノベーションの取り組
みが行われ、新たな価値が創造される持続可能な地域社会の形成に向け
て、岩手町の強み（カルチャーアート）を柱とした「ブランディング」
により、多くの関係者を引き込むシステムづくりを行う。これまでに十
分な活用がされてこなかった、新幹線駅「いわて沼宮内駅」をハブにし
た新たな人流の創出、より深い関係人口の創出による経済循環を含めた
自律的好循環の創出を目指す。

地方創生推進タイプ

98 岩手県 岩手県紫波町
バレーボールを活用した地域振興
事業

岩手県紫波町の全域

紫波町は、民間により整備された日本初のバレーボール専用体育館「オ
ガールアリーナ」を有し、NPO法人が運営するバレーボールアカデミーや
社会人チームの練習及び試合等に活用されている。本事業では、これま
で地域の活性化策としては見過ごされがちであったスポーツ、特に地域
資源であるバレーボールを核として、トップレベルのプレーに触れる機
会を設け、大会等の開催による町全体の交流人口の拡大につなげる。同
時にスポーツを切り口として若者を対象とした人材育成事業を実施し、
若者の流出抑制や地元回帰を目指すものである。

地方創生推進タイプ

99 岩手県 岩手県紫波町
紫波町温泉保養公園を核としたあ
づまねエリアブランディング推進
事業

岩手県紫波町の全域

あづまねエリアを町の観光振興を牽引する存在にするため、町を代表す
る観光資源である東根山と温泉保養公園の魅力を最大限に引き出すため
のブランディングに取り組む。エリアとして目指すべき将来像を明確化
し、温泉保養公園の土地利用計画やラ・フランス温泉館のリニューアル
などの方向性をまとめたマスタープランを策定する。また、市場調査の
結果に基づき社会実験事業の実施や関連企業のマッチングを行い、PPP手
法の導入可能性を調査すると共に、目指すべき将来像を広く発信するた
めのデジタルプロモーションを行う。

地方創生推進タイプ

100 岩手県 岩手県紫波町 紫波型断熱改修新規事業化事業 岩手県紫波町の全域

町内建設産業の衰退を抑制するため、従来の公共施設や新築住宅だけで
なく、町で未だに注力しておらず大手ハウスメーカー等の競合相手が少
ない既存住宅のリフォーム（断熱改修）に新たに力を入れていくこと
で、新たな産業の振興を図る。町の森林資源を建設事業において活用す
る新たな事業を創出し、地域産業の原動力となる優秀な人材を育成・確
保する仕組みを創出することで、町内の資源・人・経済が循環する持続
可能な「なりわい」がある町づくりを推進し、「地域産業の稼ぐ力」の
成長を推進する。

地方創生推進タイプ

101 岩手県 岩手県紫波町
地域資源を活かした農村価値向上
と人材育成によるまちづくり事業

岩手県紫波町の全域

本事業は、昨今の人口減少等に伴い空き校舎となった旧長岡小学校にお
いて、「人口の減少と若年層の流出」、「農業、産業の担い手不足」等
の地域の課題に対処するため、公民連携により校庭等を含めたエリアと
校舎を改修し、農業をはじめとした新たな産業と雇用の創出、担い手育
成に資する事業をデジタルとかけ合わせて行い、地域の魅力向上を図る
ことにより、若者にとって魅力あるまちづくりと移住・定住の実現を目
指すものである。

地方創生拠点整備タイプ

102 岩手県 岩手県矢巾町
地域内外人材交流を目的としたコ
ミュニティ形成計画

岩手県矢巾町の全域

将来的な人口減少の抑制を図るため、町の地方創生センターにコーディ
ネーターを配置し、ワーケーションや複業、ボランティア等により外部
人材を積極的に受け入れるコワーキングプレイスとして運営するととも
に、地域人材とのマッチングや利用者同士のコミュニケーションを促進
して新たなコミュニティの育成を図るべく交流イベントや情報発信を行
い、関係人口の創出と移住定住促進に向けた仕組みづくりを推進する。

地方創生推進タイプ

103 岩手県 岩手県気仙郡住田町
住田町まち・ひと・しごと創生推
進計画

岩手県気仙郡住田町の全域

人口減少が進展することにより、労働力人口の減少や消費の縮小など地
域産業への影響や、地域コミュニティの担い手の減少など、地域の社会
経済の多くの側面に影響を及ぼすことが課題となっている。このため、
働き手・担い手である若者の減少や地域の賑わいの喪失等を克服し、持
続可能なまちづくりを推進するために、町に活力をもたらす産業の振興
と新たな仕事を創出し、子どもから高齢者まで安心して暮らせる生活環
境を構築することにより、ずっと住み続けたいと思えるような魅力ある
町づくりを目指すものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

104 岩手県 岩手県下閉伊郡田野畑村
田野畑村まち・ひと・しごと創生
推進計画

岩手県下閉伊郡田野畑村の全域
岩手県田野畑村では、田野畑村まち・ひと・しごと創生総合戦略として
５つの基本目標を掲げ、人口減少の抑制による持続可能なむらづくりを
推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
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105 岩手県 岩手県洋野町
洋野町版DMOによる持続可能な観
光地域づくり事業

岩手県洋野町の全域

洋野町版ＤＭＯでは、地域の農漁業、商工業、サービス業等につながり
の深い観光事業を展開し、マーケティング調査・分析に基づいて、プロ
モーション活動や着地型観光ツアーの開発、ＥＣサイト構築等を実施す
る。洋野町版ＤＭＯを構築することによって、上記４つの事業をさらに
推進し、課題を克服しながら、観光事業を活発にすることで地域の産業
を活性化させて、観光による持続可能な地域づくりを目指していく。さ
らには、ヒロノジン増加プロジェクト等とも連携し、交流人口の増加に
つなげ、ひいては移住者増加を目指していく。

地方創生推進タイプ

106 宮城県 宮城県
みやぎへの人流創出プロジェクト
推進計画

宮城県の全域

人口減少等により，地域交流の機会が失われつつあるため，仕事を通し
た本県への関わりの創出や地域交流の創出とその土台づくりを行うとと
もに，多文化共生の推進により，県外からの人の流れの創出を目指すも
のである。その結果，今後，人口減少が本格化する状況において，多様
な人々が就労や地域活動を通して本県に関わることにより特色ある活動
が展開され，地域における住みやすさや魅力の向上等の地域の活性化が
実現できる。

地方創生推進タイプ

107 宮城県

宮城県、仙台市、石巻市、塩竈市、
気仙沼市、白石市、名取市、角田
市、多賀城市、岩沼市、登米市、栗
原市、東松島市、大崎市、富谷市、
蔵王町、七ヶ宿町、大河原町、村田
町、柴田町、川崎町、丸森町、亘理
町、山元町、松島町、七ヶ浜町、利
府町、大和町、大郷町、大衡村、色
麻町、加美町、涌谷町、美里町、女
川町、南三陸町

宮城県移住支援・マッチング支
援・起業支援計画

宮城県の全域

宮城県地方創生総合戦略の２０６０年の遠方目標である「地域経済を支
える産業がそれぞれの地域で栄え，「質の高い雇用」機会が多く生み出
されている社会」の実現を目指し，移住希望者の要望に沿った法人等と
のマッチング実施による移住支援や，各々の地域が抱えている課題を解
決するための起業支援を通じて，企業や地域産業の担い手となる人材の
流入促進を図り，地域の「稼ぐ力」の好循環を生み出し，人口減少下に
おいても持続可能な地域経済の構築を推進していくものである。

地方創生推進タイプ

108 宮城県 宮城県仙台市 泉中央地区活性化事業 宮城県仙台市の区域の一部（泉区）

泉中央地区の賑わい創出や回遊性の向上を図るため、地域主体で検討し
たビジョンを推進するとともに、エリアマネジメントに係る検討や推進
主体の形成に向けた取組みを進めていく。また、検討の裾野を広げるた
めに、特に若い世代のまちづくりへの参画を促すことを目的として、泉
区内及び近隣の6大学の学生が主体となったワーキンググループにおい
て、若者の視点によるまちづくりの実践を支援しながら、「地域の一体
感創出」を区役所がコーディネートしていく。

地方創生推進タイプ

109 宮城県 宮城県仙台市
南部拠点・長町「賑わいの交流拠
点」形成促進事業

宮城県仙台市の区域の一部（長町地
区）

本市の南部拠点地域（太白区長町地区）において、日常的に賑わいや交
流が生まれる「歩いて楽しい街並み」の形成を目指し、歩行空間や空き
店舗の活用の検討等を行う勉強会の開催や、シンポジウム形式の報告会
の開催の他、デジタルサイネージといった新たな情報発信の試行等、地
元の街並み像（ビジョン）の策定に向けた取組みを、地元商店街や周辺
住民等との協働により進めるとともに、官民連携の推進会議立ち上げや
基本計画作成に向けた機運の醸成を図る。

地方創生推進タイプ

110 宮城県 宮城県仙台市

「Capital of Social Innovation 
: SENDAI」の実現に向けたソー
シャル・スタートアップ・エコシ
ステム構築事業

宮城県仙台市の全域

本事業では、ソーシャル・スタートアップの雇用の確保や、プロボノ、
兼業・副業等の関係人口の創出による若者の地元定着の促進や首都圏等
域外から多様な人材を呼び込むＵＩＪターンの促進に向けて、ソーシャ
ル・インパクトレポートの作成による情報発信の強化、首都圏等の人材
とのマッチング機会の創出、せんだい都心再構築プロジェクトを活用し
て開設されるスタートアップ支援拠点と首都圏デスクを中心とした関係
人口コミュニティの形成、支援人材の誘致に取り組む。

地方創生推進タイプ

111 宮城県 宮城県仙台市
サスティナブルツーリズム推進事
業

宮城県、青森県、岩手県、秋田県、
山形県、福島県の全域

人口減少社会の進展により地域経済が縮小していく課題に対応するため
には、交流人口の増加と消費拡大によって地域経済を潤す取組が有効で
ある。また、東北からの人材や資源の流入に支えられてきている本市に
おいては、東北全体に経済効果をもたらす視点も不可欠である。本市な
らではの魅力を見つめ直し発信することでシビックプライドを醸成し、
持続可能な観光地域づくりを目指すため、地域の関係者が一体となった
検討組織を立ち上げるとともに、魅力的なコンテンツの造成と情報発信
の強化に取り組む。

地方創生推進タイプ

112 宮城県 宮城県仙台市
仙台・東北連携による域内循環及
び交流人口拡大戦略再構築事業

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、
山形県及び福島県の全域

仙台・東北の交流人口拡大を軸とした地域の持続可能性確保に向け、東
北の自治体等との連携体制を再構築するとともに、仙台を起点とした東
北域内循環の促進による地域経済の活力の還流と、広域連携での域外誘
客の強化に取り組む。

地方創生推進タイプ

113 宮城県 宮城県仙台市
世界の災害リスク・気候変動リス
ク低減に貢献するBOSAI-TECHビジ
ネス実証実装支援事業

宮城県仙台市の全域

世界の災害・気候変動リスク低減に向けて、産学官金あらゆるステーク
ホルダーが集い、仙台・東北発のBOSAI-TECHビジネスが持続的に創出さ
れるとともに、国内外での社会実装の拠点となる都市の実現を目指す。
具体的には、官民連携プラットフォーム等の進化・発展及び事業開発プ
ログラムなど、多様な主体の連携により、仙台・東北発の新たな防災ビ
ジネスの事業化支援や収益モデル構築支援に取り組むことで、BOSAI-
TECH産業全体を持続的なビジネスとして発展させるとともに、地域企業
の新事業創出を促進する。

地方創生推進タイプ

114 宮城県 宮城県仙台市
販路開拓エコシステムの推進によ
る地元中小企業成長促進事業

宮城県仙台市の全域

地元中小事業者商品の魅力発信のため、域内外の顧客や販路先のニーズ
に対しての提案力を身に着け、首都圏等の大規模市場において、市場を
確保することで、域外における継続的な地域産品の販売を実現すること
で、地元中小企業の成長を促し、最終的には東北地方の中心地である本
市の活性化及び、東北地方全体の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

115 宮城県 宮城県気仙沼市

～復興から創生へ～　２つの１０
０人市民会議を通じた「人口減少
対策」と「持続可能な社会構築」
の推進

宮城県気仙沼市の全域

本計画は、市民それぞれ１００名から構成される２つの市民会議（「人
口減少対策市民会議」、「持続可能な社会の構築市民会議」）の立ち上
げを軸として、現在の取組の共有を行うとともに課題を市民全体で幅広
く議論し，市民や地域、企業、行政など様々な主体がそれぞれの分野に
おける取組を推進することで、「人口減少の緩和と改善」につなげてい
くとともに、本市ならではの豊かさを次世代につなげ「持続可能な社
会」の構築を目指すものである。

地方創生推進タイプ

116 宮城県 宮城県気仙沼市

復興から地方創生へ，「まちなか
エリア」を起点としたスローシ
ティ気仙沼のシビックプライド醸
成事業

宮城県気仙沼市の全域

気仙沼市の地方創生を牽引する「気仙沼まちなかエリア（三日町・八日
町地区及び内湾地区周辺）」における「外貨を稼ぐにぎわいのまち」の
実現に向けて、気仙沼まちなかエリアプラットフォームで策定した「気
仙沼まちなかエリア未来ビジョン」のリーディングプロジェクトを具現
化を図る。

地方創生推進タイプ
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117 宮城県 宮城県気仙沼市
気仙沼大島賑わい・観光拠点整備
プロジェクト

宮城県気仙沼市の全域

復興のリーディングプロジェクトとして整備された三陸道の開通によ
り、現在、本市へのアクセスは従来と比べ大きく改善されている。しか
しながら、本市最大の観光である大島・亀山は、施設の老朽化、アクセ
ス手段の悪さといった要因により、観光客を十分に呼び込めていない状
況にある。亀山を三陸観光の目的地、三陸周遊の拠点として整備し、総
力を挙げて観光誘客に取り組むことで、本市への観光誘客を大きく進展
させ、漁業に並ぶ新たな産業の柱として観光産業を育成していく。

地方創生拠点整備タイプ

118 宮城県 宮城県名取市
なとりスーパーキッズ育成プロ
ジェクト

宮城県名取市の全域

東日本大震災から復旧を果たした名取市サイクルスポーツセンターの施
設を活用し、行政と民間企業が連携しながら、スケートボードや自転車
競技でアスリートを目指す子どもたちの育成プログラムを提供及び独自
大会の開催を行うことで、交流人口・関係人口の拡大やシティプロモー
ションを推進し、最終的に移住・定住の促進を図る。

地方創生推進タイプ

119 宮城県 宮城県名取市 名取市地域DX推進事業 宮城県名取市の全域

デジタル技術の活用により人手不足を補いながら、生活に必要な機能や
サービスの利便性を高めるとともに、地域の課題解決に向けて、データ
の収集・活用・公開及び住民や地域企業の参画を推進し、地域DXの実現
と持続可能なまちづくりを目指す。

地方創生推進タイプ

120 宮城県 宮城県富谷市

富谷市初の地域商社を中心として
「地域資源」をコーディネートす
る「とみやシティブランド」創出
事業

宮城県富谷市の全域

富谷市は特産品をはじめ、歴史や伝統、街なみなど市の総合力を活かし
た魅力を創出・確立することで、単なる政令市のベッドタウンというイ
メージから脱却し、持続可能なまちを目指している。その将来像から、
富谷市と民間企業が出資して設立された地域商社を中心に、地域商社の
３つの役割である「巻き込む力」「事業の企画力」「売り込む力」を活
かし、商品開発から流通・販売まで一貫して地域商社が担うことで、地
域一体で新たな「とみやシティブランド」を創出することにより、地域
経済の好循環を生み出ための計画である。

地方創生推進タイプ

121 宮城県 宮城県黒川郡大郷町
大郷町まち・ひと・しごと創生推
進計画

宮城県黒川郡大郷町の全域

本町では平成以降、少子高齢化による人口減少の進展が地域経済の縮小
につながるなど、将来的に町の存続も懸念される状態であることから、
「まち・ひと・しごと創生法」に基づく「人口ビジョン」と「まち・ひ
と・しごと総合戦略」を策定した。将来にわたって活力ある地域を維持
するため、移住・定住による新しい人の流れをつくることで人口減少を
克服し、本町の特性や実情に応じたまちづくりを推進するため、各種事
業に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

122 宮城県 宮城県南三陸町 南三陸町高校魅力化プロジェクト 宮城県本吉郡南三陸町の全域

南三陸町唯一の高校である南三陸高校は、東日本大震災及び少子化の影
響もあり生徒数は急激に減少。このままでは将来的に高校がなくなる可
能性がある。本プロジェクトは地域を題材に「地域で学ぶ」課題解決型
探求学習、公営塾、全国募集、生徒と地域の交流会や地域魅力発見ツ
アーを実施する等、活気と魅力ある学校とすることで、生徒の地域への
愛着や情緒価値を高め、高校卒業後、一度南三陸町を離れても、再び南
三陸の地に戻り、地域を輝かせてくれるような人材を高校と地域で育
て、地域活性化に繋げていくものである。

地方創生推進タイプ

123 秋田県 秋田県
オール秋田で世界へ挑戦！産学官
連携輸出促進プロジェクト

秋田県の全域

地域商社と連携した共同配送事業では、地域商社と連携して秋田港を活
用した共同配送の取組を促進する。また地域教育機関と連携した欧州向
けブランディング事業では県内企業や県内教育機関と連携し、学生の知
見を生かして食品企業とともに欧州のマーケットを調査し、市場に合っ
た新たな商品の開発を行う。資源循環型酒造りモデル実証事業では、清
酒造りの課程で発生する酒粕を原料とした肥料、堆肥による酒米の生産
実証と試験醸造を行い、輸出に向けた付加価値として清酒のブランド化
を図る。

地方創生推進タイプ

124 秋田県 秋田県
秋田県女性の新規就業支援事業計
画

秋田県の全域

生産年齢人口が減少し、高齢化が進行する秋田県の人口は2050年に56万
人となり、20年と比べ全国最大の減少率41.6％になると推計されてい
る。当県の経済成長と地域活力を持続するためには、労働投入量の維持
が課題となるが、当県の女性の労働力率は、49.7%と全国平均を下回って
いる。そのため、これまで十分なアプローチができていなかった潜在的
な労働者へのアプローチを強化し、官民が連携して新規就業に結びつけ
ていくことで、秋田県の経済成長の持続と地方創生で目指す将来像の実
現につなげる。

地方創生推進タイプ

125 秋田県 秋田県
第2期プロフェッショナル人材活
用普及促進計画

秋田県の全域

地域を活性化させ魅力ある雇用を創出するためには、地域企業が「攻め
の経営」に取り組み、成長戦略を通じて成長し地域経済を盛り立ててい
くことが求められる。企業成長の実現には、優れた経験やスキルを有
し、イノベーションの原動力となるプロフェッショナル人材が不可欠で
ある。本事業は、プロフェッショナル人材のＵＩＪターン促進と、副
業・兼業等の多様な働き方による人材の活用で県内企業を成長させ、魅
力ある雇用の場を創出し、首都圏等からの人口環流及び関係人口の創出
により地域の活性化を目指すものである。

地方創生推進タイプ

126 秋田県 秋田県
第２期秋田県まち・ひと・しごと
創生推進計画

秋田県の全域

女性や若者をはじめ、県民誰もが真の豊かさを実感できる秋田の実現を
目指し、これまでの取組の成果を着実に進展させるとともに、本県の優
位性を生かしながら、将来を見据えた実効性の高い施策・事業に果敢に
取り組むことにより、強靭化、持続可能性、存在感、多様性の“四つの
元気”を創造する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

127 秋田県

秋田県、秋田市、能代市、横手市、
大館市、男鹿市、湯沢市、鹿角市、
由利本荘市、潟上市、大仙市、北秋
田市、にかほ市、仙北市、小坂町、
上小阿仁村、藤里町、三種町、八峰
町、五城目町、八郎潟町、井川町、
大潟村、美郷町、羽後町、東成瀬村

第２期秋田県移住・就業・起業支
援計画

秋田県の全域

地域経済を牽引する産業分野等の企業の就業人材確保のため、県が選定
する分野の企業に求人広告の発信力向上のための研修の実施や、求人情
報の県就活サイトへの掲載など、マッチング支援を行う。また、Ａター
ン就職を拡大するため、東京23区在住者等がマッチング支援対象企業等
に就職した場合等には移住支援金を支給するほか、大学生が県内企業の
就職活動に参加するための交通費を支援する。さらに、過疎地における
サービスの低下等の課題解決の担い手を確保するため、地域課題解決を
目的とする起業を目指す者に起業経費等を補助する。

地方創生推進タイプ

128 秋田県 秋田県大館市
教育と学ぶ力で活力を引き出す
「大館版リカレント教育」

秋田県大館市の全域

大館教育のブランド化・産業化をすることで、交流人口の増加と収益力
を高め経済の活性化を図り、経済的効果の高まりと同時に地元就職を希
望する高校生や若者をサポートし就職につなげる。また、社会人の学び
直しとしての「大館版リカレント教育」の仕組みを作り、多様な学びを
提供することにより人材育成を行い、女性の活躍の場や生涯現役をめざ
す高齢者の雇用の場を創出する。

地方創生推進タイプ
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129 秋田県 秋田県大館市
スポーツコミッション大館による
スポーツツーリズムの推進と交流
を生むまちづくり

秋田県大館市の全域

県内のトップスポーツチームや企業との共同企画等により集客力の高い
イベントの開催を実現することにより、スポーツに対する市民の関心を
高めるとともに、圏域外からの集客により交流人口の拡大を図る。一方
で、市民を対象とした小規模イベントの開催やスポーツ・レクリエー
ション活動の推進により市民が自らスポーツを「する」「みる」「ささ
える」ことを目標に、だれもがスポーツが楽しむことができる環境を整
える。

地方創生推進タイプ

130 秋田県
秋田県大館市、秋田県北秋田市、秋
田県小坂町、秋田県上小阿仁村

奥秋田サスティナブルツーリズム
プロジェクト　～地域の強みをサ
スティナブルな取り組みに進化さ
せ、稼ぐ観光へ～

秋田県大館市、秋田県北秋田市、秋
田県小坂町、秋田県上小阿仁村の全
域

『未来に向けて自然と暮らしを守り、活かし、つなげる。恒久なる時空
を超えた、成長する・貢献する旅づくり』をコンセプトに、北奥羽の広
域的な連携による相互の発着型観光となる「旅づくりの拠点」整備と、
『環境にやさしい、身体にやさしい、人にやさしい奥秋田』をコンセプ
トに、「環境、産業、教育、文化、自然」などの様々な分野に当エリア
の強みであるサスティナブルを付加価値として新たに加えた、モノ（商
品）とコト（観光）を開発し、「稼ぐ観光、豊かな暮らし」に繋げるも
のである。

地方創生推進タイプ

131 秋田県 秋田県仙北市
インターナショナルスクール誘致
計画

秋田県仙北市の全域

インターナショナルスクールを市内に誘致することで、高度外国人材の
子女の定住人口や高度外国人材来訪による交流人口を増やす。また、教
育産業や高度外国人材に係る新産業等を育成することで、地元の有望な
若年層に雇用の場、創業機会等の提供を目指す。さらに、運営法人に市
内遊休施設の利活用を提案することで、開校の初期投資を抑えるととも
に、遊休施設周辺の景観が改善される。また、日本語に不慣れなイン
ターナショナルスクール関係者が市内移動できるMaaSを構築すること
で、市内移動の利便性を高める。

地方創生推進タイプ

132 秋田県 秋田県仙北市
第２期自らのまちを自らが拓くま
ちづくり計画

秋田県仙北市の全域
「産業振興による仕事づくり事業」、「移住・定住対策事業」、「少子
化対策事業」、「新たな地域社会の形成事業」の実施により、持続可能
で活力のある地域づくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

133 山形県 山形県
山形の宝である多彩な環境・文化
資産の活用による持続可能な観光
地域づくり推進計画

山形県の全域

精神文化をはじめとする山形ならではの強みや、自然や温泉、食、景
観、伝統文化・芸能など本県の特色ある地域資源を地域の宝として捉
え、これらを活かし、国内外の消費者をひきつける魅力ある地域づくり
を推進し、何度も本県を訪れてもらい、地域経済の好循環を創出し、地
域の稼ぐ力を向上させ、地域活性化を促進するとともに、環境や文化な
ど地域の多様な資産を保全・活用・継承していく取組みや郷土愛の醸成
と地域に活力を生み地域を支える次代の人材育成などの取組みをとおし
持続可能な地域づくりを推進する。

地方創生推進タイプ

134 山形県 山形県
人材・産業・地域のグローバル化
推進事業

山形県の全域

地域社会や産業経済の活力の維持向上のために必要不可欠な人材となり
うる外国人留学生の受入拡大・県内定着促進や、県内企業における外国
人材の受け入れ促進、若者や企業の経営者等が国内外と新たに交流する
機会の創出等の取組みを通じて、人材・産業・地域のグローバル化を推
進し、外国人材を呼び込み、若い世代が定着し活躍することができる山
形県の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

135 山形県 山形県
次世代産業への参入促進による高
付加価値化計画

山形県の全域

EV、FCVなどの次世代自動車産業や、医療ニーズを踏まえた山形発の医療
機器の開発等、成長が期待される分野への県内企業の参入を促進する。
有機エレクトロニクスやバイオテクノロジーなどの先端技術を活用し、
新たな価値を有する製品・事業の創出を進める。こうした「次世代産
業」への参入促進により、社会の変化に柔軟に対応できる産業への転換
を進めていく。企業のDX化推進やデジタル技術を活用できる人材育成の
支援、企業誘致の促進等を組み合わせ、これまでにない高付加価値を生
み出すものづくり産業の形成を目指す。

地方創生推進タイプ

136 山形県 山形県
山形県新規就業・デジタル就業支
援プロジェクト

山形県の全域

官民連携のプラットフォームを形成し、各種助成金や各種相談窓口など
の既存の仕組みも活用しながら、デジタル技術の活用促進も図りつつ、
女性、高齢者の新規就業者の掘り起し、女性、高齢者、障がい者の受入
れ企業における職場環境の改善、マッチング、伴走支援までを一体的に
実施する。

地方創生推進タイプ

137 山形県 山形県
プロフェッショナル人材の活用に
よる地域活性化事業

山形県の全域

本県の生産人口年齢は1980年をピークに減少が続き、今後も減少し続け
ていく見込みであり、労働力不足による廃業などから地域経済の縮小が
懸念されている。地方創生のためには、県内の中小企業が成長戦略を作
成して、デジタル化などの時代の流れに対応しながら新たな市場を開拓
し、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好
循環を生み出していく必要がある。そのため、地域企業の企業力を高め
るプロフェッショナル人材のマッチング支援を行い、本県への労働人口
の還流を促進しながら、地域経済の維持を図る。

地方創生推進タイプ

138 山形県

山形県、山形市、米沢市、鶴岡市、
酒田市、新庄市、寒河江市、上山
市、村山市、長井市、天童市、東根
市、尾花沢市、南陽市、山辺町、中
山町、河北町、西川町、朝日町、大
江町、大石田町、金山町、最上町、
舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川
村、戸沢村、高畠町、川西町、小国
町、白鷹町、飯豊町、三川町、庄内
町、遊佐町

山形県移住支援事業・マッチング
支援事業・地方就職学生支援事
業、山形県地域課題解決型創業支
援事業

山形県の全域

山形県、県内全市町村、企業等が一体となり、東京圏からの移住並びに
本県産業への就業及び起業を後押しし、本県関係人口の移住、テレワー
クによる移住を進めるための移住支援金を支給する移住支援事業、本県
産業と就業者のマッチングを支援するための求人情報を提供するマッチ
ング支援事業、東京圏の学生の本県への移住・就職を促進するための支
援金を給付する学生支援事業を実施する。併せて、地域の社会的課題の
解決を目指す担い手を確保するため、社会的事業分野における起業者に
対して起業支援金を支給する起業支援事業を実施する。

地方創生推進タイプ

139 山形県 山形県、山形県鶴岡市
がん地域医療次世代モデル構築推
進計画

山形県の全域

国立がん研究センター・鶴岡連携研究拠点におけるメタボローム解析等
による研究成果を活用し、がんやがん以外の生活習慣病患者の評価法の
検討などに関する研究を推進し、良質な医療を受けられる環境整備や健
康長寿へ結び付く地域医療モデルの構築を目指すほか、研究成果を活用
した県内企業等との共同研究など、県内企業等と連携した取組みを推進
し、新サービス・新製品の開発に繋げ、地域産業の振興や新規雇用を目
指す。

地方創生推進タイプ

140 山形県 山形県及び山形県鶴岡市
庄内浜の魅力を活かした港整備に
よる地域活性化計画

山形県鶴岡市の区域の一部（加茂
港、鼠ヶ関港、油戸漁港、三瀬漁
港、大岩川漁港）

鶴岡市は、多様な水産資源を育む庄内浜を有し、漁村地域の住民は港湾
及び漁港を核として、水産業を中心に生活しているが、水産物の安定確
保、魚価の向上、消費の拡大、担い手の育成などが課題となっている。
さらに、同地域は、海水浴場や水族館、数多くの温泉地を有し、観光地
としての潜在能力も高いことから、交流人口を増加させることが求めら
れている。本計画では港湾及び漁港を整備することで、港内の安全性向
上と水産物の安定確保を図るとともに、担い手育成や水産資源を活用し
たイベント等の取組みにより、同地域の活性化を図る。

地方創生港整備推進交付金
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141 山形県 山形県山形市
介護発！魅力ある職場づくりによ
るYAMAGATA発展プロジェクト計画

山形県山形市の全域

生産性向上を中心とした介護現場の革新に向けた総合的な取組を通し
て、働き方や労働環境の改革をはじめとした魅力ある職場づくりを行う
ことにより、介護保険制度の安定と持続性を確保する。そのノウハウを
他業界にも横展開し、スマートシティの推進、若者の定住促進につな
げ、生活者の増加等による新たな仕事の増加、多様な人材の活躍による
域外需要の掘り起こし等で更なる人材ニーズを生み出す。この「ひと」
と「しごと」のサイクルを介護業界からスタートさせ、他業界も巻き込
みながら好循環を生み出し「まち」の活性化につなげていく。

地方創生推進タイプ

142 山形県 山形県山形市
日本一の麺文化を活用した地域活
性化事業

山形県山形市の全域

多種多様なやまがたのラーメンを地域内・外へ広く情報発信することや
インパクトのあるラーメンフェスを開催し、市民だけでなく、ラーメン
をきっかけとした多くの誘客を図ることで、これまで以上に外貨を獲得
し、また、地域内での消費を拡大させ地域経済の好循環を生み出し、持
続的発展が可能な希望のあるまちづくりを目指していく。取組の中で
は、民間事業者等との連携を図ることで、新規雇用の創出、経営の安定
化・所得の向上、移住定住の促進につなげていき地方創生を実現する。

地方創生推進タイプ

143 山形県

山形県山形市、山形県寒河江市、山
形県上山市、山形県村山市、山形県
天童市、山形県東根市、山形県尾花
沢市、山形県山辺町、山形県中山
町、山形県河北町、山形県西川町、
山形県朝日町、山形県大江町、山形
県大石田町

山形連携中枢都市圏DMO構築によ
る広域観光促進事業

山形県山形市、山形県寒河江市、山
形県上山市、山形県村山市、山形県
天童市、山形県東根市、山形県尾花
沢市、山形県山辺町、山形県中山
町、山形県河北町、山形県西川町、
山形県朝日町、山形県大江町、山形
県大石田町の全域

山形市、上山市及び天童市の３市は前身事業として山形版DMOを構築し
た。山形版DMOは、戦略策定や地域の合意形成、人材育成等の非営利事業
と商品の販売等を行う営利事業を両輪で行うのが特徴で、独自の集客プ
ラットフォームの形成等の事業を実施してきた。また、山形連携中枢都
市圏の連携事業の中で、圏域全体での観光振興を目指していることか
ら、山形版DMOを山形連携中枢都市圏の7市７町に拡大し、前身事業で
培ったノウハウを生かし誘客の多角化を図ることで、自町の観光の魅力
創出、観光による地域経済の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

144 山形県 山形県米沢市
米沢市版ＤＭＯを中心とした観光
地域づくり計画

山形県米沢市の全域

本地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに、観光地経営の視点に立った観
光地づくりの司令塔としてＤＭＯを設立する本事業において、観光コン
ベンション協会、商工会議所、市内の多様な事業所、行政及びプラット
ヨネザワ株式会社などが参画する「米沢観光推進機構」における観光振
興に関する方針や将来像の共有により、各産業が連携した地域素材の磨
き上げと商品化、継続的なマーケティング調査、一元的な情報発信・プ
ロモーションを推進し、稼ぐ、稼げる地域づくりを目指していく。

地方創生推進タイプ

145 山形県 山形県米沢市
西吾妻山×天元台高原×白布温泉
エリア　リボーンプロジェクト

山形県米沢市の全域

本市の山岳観光の拠点となっている西吾妻山・天元台高原・白布温泉エ
リアの再生が急務となっているため、次世代に残せる魅力あるエリアづ
くりへのチャレンジとして、強みを生かした自分たちでできる持続可能
な取組として、「何が必要なのか、何を取り組むべきなのか」をお客様
目線に立って考え、確固たるターゲット設定とビジョンの元で、推進体
制の整備、広報宣伝プロモーション事業、拠点整備事業、誘客事業、景
観整備事業、人材育成事業を柱に、５か年に渡る戦略的な事業の取りま
とめを行う。

地方創生推進タイプ

146 山形県 山形県鶴岡市
食と食文化を軸とした交流・創造
都市間連携促進による観光誘客プ
ロジェクト

山形県鶴岡市の全域

これまで取り組んできた食文化体験・研修プログラムの活用と多様な食
文化の資源を生かした持続可能な人づくりと地域づくりの推進、産業基
盤の強化、交流人口・関係人口の拡大に係る取組により、国外との交流
拡大が図られてきたが、世界的な情勢変化や国内における認知度が不足
していることから、ターゲットの比重を国外から国内へ変更し、また新
たな創造都市間連携による交流拡大、観光誘客促進を図り、持続可能な
地域づくり、民間主体の取組促進による地域経済への波及効果を高める
ための事業を展開する。

地方創生推進タイプ

147 山形県 山形県鶴岡市
市民とともに、産官学が協働して
地域課題解決するデジタル田園都
市基盤の整備

山形県鶴岡市の全域

①高い生産性と自立・循環的な経済を有する都市拠点、②市民が将来に
わたって健康で安心し生きがいの持てる豊かな地域を目指し、「いつで
もどこでも市民向けサービスを提供するためのデジタル構築」、「防災
情報を一元化するプラットフォーム整備」「健康状態の無意識遠隔管
理」、「中山間地域拠点での遠隔行政手続き」「デジタルを用いた新し
い市民参画の仕組みづくり」「デジタル関連新規企業創発事業」、「デ
ジタル化の進展度と生活の満足度に関わる市民アンケート調査」、「学
術機関と連携したデジタル人材・技術の育成」を実施する。

地方創生推進タイプ

148 山形県 山形県酒田市

共創コミュニティの創出・運営支
援による、新たな産業振興支援事
業　～個から集へのサポートで地
域を変革～

山形県酒田市の全域

民間企業または個人の集まるコミュニティの経済活動に対して、酒田市
産業振興まちづくりセンター（サンロク）が複数のツールを用いて支援
することで、「様々なビジネスプロジェクトが自律的に生まれてくる環
境・インフラ」を整備し、行政が行う全く新しい産業振興及び地域活性
化の形を作っていく。

地方創生推進タイプ

149 山形県 山形県寒河江市
寒河江市観光振興活性化プロジェ
クト

山形県寒河江市の全域

「市の歴史や文化を知ってもらうためのツアー等の新たなコンテンツの
開発を図る」、「インバウンド観光の回復に向け、外国人旅行者が市内
でストレスなく旅行できるような環境整備を図る」、「祭りやイベント
だけでなく、通年で何度でも本市に来てもらうための仕掛けづくりや移
動手段の確保を図る」及び「観光ＤＸ推進についてＳＮＳやアプリ等を
活用しながら広く観光情報発信を図る」。

地方創生推進タイプ

150 山形県 山形県寒河江市
縁ＪＯＹさがえ！～新時代スポー
ツツーリズム～

山形県寒河江市の全域

市内のスポーツ関係者、観光関係者、道の駅や温泉施設等『支える』地
元市民の連携を強化し新たなサービスに繋げるなど域外スポーツ愛好者
の受入れ環境を整備することで、市内各地に新しい観光消費の流れを創
出し地域経済活性化により稼ぐまちづくりを実現する。

地方創生推進タイプ

151 山形県 山形県長井市
「くるんと」を核としたまちなか
にぎわい創出計画

山形県長井市の全域

子育て世代活動支援センターおよび多機能型図書館等の機能を持つ遊び
と学びの交流施設「くるんと」が新たに完成することを契機として、新
規施設と既存施設の公共空間を活用した新たな魅力創出に取り組む。屋
外遊具の設置による「くるんと」の魅力向上や商店街・市内まちづくり
団体等との官民連携によるまちなかにぎわいの創出事業を実施すること
で、商業機能の低下や新型コロナウイルス感染症拡大により失われたま
ちなかのにぎわいを取り戻す。

地方創生推進タイプ

152 山形県 山形県長井市
芸術・文化を活かした交流人口・
関係人口拡大計画

山形県長井市の全域

長井市東京事務所を拠点に、首都圏での情報発信を実施し、長井市の知
名度向上と訪問するきっかけづくりに取り組む。市内においては、旧長
井小学校第一校舎や市民文化会館等を活用し、市内外の人が交流する場
を運営することで、市外の人が長井市と関わる機会を増やす。

地方創生推進タイプ
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153 山形県 山形県長井市
いつまでも便利に安心して暮らせ
る「スマートシティ長井」実現計
画

山形県長井市の全域

長井市で取り組んでいる、中心市街地活性化基本計画や立地適正化計画
に基づく都市機能の再構築に合わせて、あらゆる生活分野で未来技術を
活用し、人手の不足を補いつつ、生活に必要な機能やサービスの利便性
を飛躍的に高める「スマートシティ」の実現に取り組み、「子育て世代
も高齢者も、いつまでも便利に安心して暮らせるまち」を目指す。

地方創生推進タイプ

154 山形県 山形県西川町
AI観光コンテンツ制作を通じた課
題解決型人材の確保へ！交流人口
拡大とコアな関係人口の整備事業

山形県西川町の全域

西川町は、観光と農業を主力産業とする人口約4,800人の町であり、加速
度的な人口・観光客減少が問題である。本町でノウハウを有しない周遊
型ＡＩ観光にあえて取組むことにより、デジタル人材を中心とする課題
解決型人材を呼込み「デジタル活用で稼ぐ町」を推進する。デジタル観
光コンテンツの制作やプロモーションに関わる人材、専門的なスキルを
有する複業人材等、町外居住者との密度の高い「関係人口」＝「課題解
決型人材」とのコミュニティを形成・拡大し、これまでにない新しい人
材力と人材育成による地域の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

155 山形県 山形県西川町

交流・関係人口拡大からの移住・
移転の推進事業～子育て世代に移
住先として選ばれる地域を目指し
て全力伴走!!～

山形県西川町の全域

地方創生事業により「首都圏から西川町への人の流れ」をより大きなも
のにし、さらなる交流・関係人口の創出拡大を図る。とくに、若い世代
や子育て世帯の関係人口の創出に注力し、子どもの保育園留学や小中学
生の農村体験・サテライトスクール、保護者のテレワークなど、ＩＣＴ
技術を用いた「暮らし体験」を通して、移住（二地域居住）の可能性拡
大を図り、生産年齢人口の維持➡増加を目指す。また、移転者の移転後
の受入として、地域内での仕事創出、住宅や土地の斡旋仲介など伴走支
援体制の構築を進める。

地方創生推進タイプ

156 山形県 山形県西川町
新しい観光コンテンツ創出による
サスティナブルツーリズム事業

山形県西川町の全域

本町の交流人口拡大に向けて、デジタル技術をフルに活用するととも
に、地域の関係団体や包括連携協定企業が一体となった推進組織を立ち
上げ、商工観光全般に渡るアドバイザーを招聘してファン層の開拓・維
持に向けた戦略を策定するとともに、地域資源を活かした魅力的で持続
可能なコロナにも対応したコンテンツの充実とオール西川での受入環境
の整備に取り組むことで地域の仕事につなげる。

地方創生推進タイプ

157 山形県 山形県西川町

町のスポーツ「カヌー」を柱とし
たまちづくりの更なる推進と拠点
整備による交流人口拡大加速化計
画

山形県西川町の全域

1992年の国民体育大会でカヌー競技を開催したことを契機に、カヌーを
町のスポーツとして位置づけたきた。本事業で多機能型カヌー観光推進
拠点「月山カヌーセンター」を整備し、本町で掲げる「月山カヌービ
レッジ」構想の核として、「①国際カヌー大会や県内外の中学・高校・
大学カヌー部の合宿誘致」、「②日常的なレジャーカヌー体験イベント
の実施」及び「③民間企業（レジャー関連）の町内進出」を実現するこ
とで、これまで取り込めなかった人々を町に呼び込み、交流人口拡大や
地域の活性化を図る。

地方創生拠点整備タイプ

158 山形県 山形県朝日町
観光交流３施設機能強化による
「町まるごと観光地化」事業

山形県朝日町の全域

観光交流の拠点である「朝日自然観」、「りんご温泉」、「道の駅あさ
ひまち」の３施設の運営会社を一つに統合し、観光機能強化による「町
まるごと観光地化」を目指す事業。統合により、施設間連携と町全体の
誘客力強化や、人材の流動化による効率的な運営を図る他、町内資源を
活かした体験型コンテンツを開発し、地域活性化と稼げる観光を目指
す。地域資源を活用したふるさと納税業務や特産品の開発・販路拡大、
着地型観光の実践、インバウンドの推進等に一括して取り組み、地域商
社的機能を持った組織として地域の活性化へ貢献していく。

地方創生推進タイプ

159 山形県 山形県白鷹町
日本の紅（あか）をつくる町推進
事業

山形県白鷹町の全域

平成31年2月に日本農業遺産「歴史と伝統がつなぐ山形の最上紅花」に認
定、令和元年５月には日本遺産「山寺が支えた紅花文化」に追加認定さ
れたことで、紅花文化の継承、紅花生産の拡大、紅花観光振興への期待
が一層高まっている。紅花生産日本一を誇る山形県白鷹町として、他と
の差別化を図り、紅花の価値を高め、紅花を活用した白鷹ブランドの確
立を実現するために、紅花の摘み手及び紅花栽培に係る後継者の確保及
び育成、紅花関連商品及び観光ツールとしてのブランディング強化、効
果的な情報発信に取り組む。

地方創生推進タイプ

160 山形県 山形県白鷹町
地域人材ベースキャンプによる担
い手確保推進事業

山形県白鷹町の全域

人口減少が進む本町が持続可能な地域づくりを実践していくためには、
各産業の担い手の確保と地域を先導する人材育成が最重要案件であり、
外からの人材確保と内の人材育成を推進するため、地域人材ベースキャ
ンプを設立し、①労働者を組合員等の事業に従事する機会を提供する
（いわゆる労働者派遣）事業②地域コミュニティ組織（町内に６つある
コミュニティセンター）の一括管理及び地域コミュニティ組織に配置す
る地域づくりコーディネーターの育成③地域コミュニティ組織での地域
住民のリスキリング（学び直し）事業の企画・運営を行う。

地方創生推進タイプ

161 福島県 福島県
デジタルを核とした新たな県産品
販路拡大プロジェクト

福島県の全域
デジタルをフックとしたマーケティングにより、地方における交流人口
の拡大及び県産品の販路拡大を図る。

地方創生推進タイプ

162 福島県 福島県
福島県次世代航空モビリティ・宇
宙産業集積推進事業

福島県の全域

本事業による航空宇宙産業の活性化を通じ、本県の持つ優位性を最大限
に発揮して、今後、社会実装が進み急速に市場が拡大すると予測されて
いる次世代航空モビリティ分野については、新たにコーディネーターの
設置、サプライチェーン構築などに取り組み、また、民間取引の拡大基
調に移行した宇宙分野については、新たに産学連携の研究開発などに取
り組むことで、県内企業の経済活動を活性化させるとともに、新たな企
業の誘致を呼び込むなど、魅力的で安定した仕事が数多く生み出される
ことを目指す。

地方創生推進タイプ

163 福島県 福島県
福島発産学官連携による脱炭素社
会推進事業

福島県の全域

2050年カーボンニュートラルの実現と連動した本県ならではの環境と経
済の好循環の形成に向け、カーボンニュートラル関連産業の育成・集積
につながる人材育成や県内企業の脱炭素化に向けた取り組みを後押しす
ることにより、本県経済の持続的な成長と新たな産業・雇用の創出を図
ることを目指す。

地方創生推進タイプ

164 福島県 福島県
福島県産医療機器ステップアップ
支援事業

福島県の全域

福島県内医療機器等メーカーによる新たな医療機器等開発案件が創出さ
れるとともに、開発した製品の販売が促進されることにより、医療機器
生産金額及び部品等出荷金額を増加させることで、「医療関連産業を軸
とした活力ある経済活動が持続するまち」を目指す。

地方創生推進タイプ
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165 福島県 福島県
魅力を伝えるふくしま医療関連産
業人材育成事業

福島県の全域

医療関連産業の成長、魅力化に関する世代階層を網羅した医療関連産業
への関心と知見を醸成するという視点で、本県が成長産業と位置づける
医療関連産業を希望して働く人が増え、活力ある経済活動が継続する地
域がつくられる将来像を目指す。

地方創生推進タイプ

166 福島県 福島県 農業短期大学校施設統合整備計画 福島県の全域

本県の農業教育機関である農業短期大学校の実践的農業教育・研修体制
の強化を図るため、基本構想に基づきスマート農業の社会実装等に対応
した研修施設・設備の整備及び学生の学習・生活環境の改善等を目的と
した統合新施設を整備する。

地方創生拠点整備タイプ

167 福島県 福島県
ふくしま高齢者就業拡大支援プロ
ジェクト

福島県の全域
本県の新たな就業の担い手としての高齢者の掘り起こし、マッチング支
援、企業側の職場環境改善に向けた支援等を一体的・包括的に実施す
る。

地方創生推進タイプ

168 福島県 福島県
福島県プロフェッショナル人材戦
略拠点事業（第3期）

福島県の全域

全国的な課題であり、当県においても深刻な中小企業の人材不足、販路
拡大、経営強化、事業承継等の課題解決のために、これまで実施してき
たプロフェッショナル人材の確保の取組を発展・拡充するとともに、兼
業・副業を希望するプロフェッショナル人材、デジタル技術に知見を有
するプロフェッショナル人材の確保にも積極的に取り組む。

地方創生推進タイプ

169 福島県
福島県、福島県福島市、福島県郡山
市、福島県玉川村、福島県伊達市、
福島県いわき市、福島県南会津町

地域資源活用による観光交流しご
と創出プロジェクト

福島県の全域

転入者の増加には本県と関わる機会の構築が必要であることから、復興
が進む現状への理解や本県ならではの魅力に触れていただく交流を始め
様々な形で本県とつながる層として関係人口を広げ、将来的な移住・定
住へとつなげる。

地方創生推進タイプ

170 福島県

福島県、福島県福島市、福島県郡山
市、福島県いわき市、福島県白河
市、福島県須賀川市、福島県喜多方
市

スポーツによるふくしま地域活性
化プロジェクト

福島県の全域

｢スポーツ｣というあらゆる人々の共通項となり得る｢ツール｣を用いて、
県民相互の交流を促進し、高齢者や障がいのある人も含めた多様な人々
が交流・活躍できる機会を創出することで、全ての県民がいきいきと活
躍できる社会を形成するとともに、スポーツ観戦客を広く呼び込む取組
や合宿等の誘致を図ることにより県外からの交流人口を拡大させるな
ど、スポーツが持つ力により地域全体の活性化を実現する。

地方創生推進タイプ

171 福島県
福島県、福島県福島市、福島県白河
市、福島県須賀川市、福島県二本松
市、福島県郡山市、福島県柳津町

農業で人と人をつなぎ人を呼び込
むふくしま活性化プロジェクト

福島県の全域

若い世代の地方志向の高まりやコロナ対応等による働き方改革の進展に
より、移住定住に興味を持っている層に、福島への移住と農業という仕
事を併せて推進することで、新たな就農希望者を掘り起こすとともに、
農業ばかりでなく、生活も含め地域に根ざした安心して暮らせる支援を
行い、さらなる新規就農者を確保し、担い手を育成する。

地方創生推進タイプ

172 福島県

　福島県、福島市、会津若松市、郡
山市、いわき市、白河市、須賀川
市、喜多方市、相馬市、二本松市、
田村市、南相馬市、伊達市、本宮
市、桑折町、国見町、川俣町、大玉
村、鏡石町、天栄村、下郷町、只見
町、南会津町、北塩原村、西会津
町、磐梯町、猪苗代町、会津坂下
町、湯川村、柳津町、三島町、金山
町、会津美里町、西郷村、泉崎村、
中島村、矢吹町、棚倉町、矢祭町、
塙町、鮫川村、石川町、玉川村、浅
川町、古殿町、三春町、小野町、広
野町、楢葉町、川内村、浪江町、飯
舘村、昭和村、葛尾村、富岡町、新
地町、平田村、檜枝岐村、大熊町、
双葉町

ふくしま移住・起業支援プロジェ
クト

福島県の全域

成長産業等への人材不足の解消と、本県への働き盛り世代のの還流を目
的として、就職ウェブサイトを中心とした戦略的情報発信と、東京圏の
現役世代や子育て世代を対象に一定の要件を満たす移住者に対して移住
支援金を給付する。また、被災地域や過疎･中山間地域を中心として、地
域が抱える課題に対して「社会性」「事業性」「必要性」の観点を持っ
て取り組む社会的起業家に対して創業経費の一部を補助し、事業が軌道
に乗るまで伴走的に支援する。

地方創生推進タイプ

173 福島県
福島県、福島県会津若松市、福島県
白河市

ＩＴ人材育成・就業応援事業 福島県の全域
ICTの知識・スキルを有する人材不足（全国32位）は、情報通信業界のみ
ならず、あらゆる分野で増大しており、ICTという地域の特色を活かした
人材の育成と確保を図る。

地方創生推進タイプ

174 福島県
福島県、福島県石川町、福島県西会
津町、福島県会津若松市、福島県須
賀川市

「ふくしまの宝」をつないで稼ぐ
プロジェクト

福島県の全域

本県の多様な風土により育まれた豊かな自然や文化など、地域の特色を
生かし、農産物→食料品製造業→卸売・小売・飲食・宿泊と地域全体を
つなぐことで、付加価値の創造と地域内消費連鎖よって稼ぐ力を向上さ
せ、「ふくしまの宝」による地域経済の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

175 福島県
福島県、福島県会津若松市、福島県
白河市

ビジネスから人の流れにつなげる
ふくしま共創プロジェクト

福島県の全域

会津の「スマートシティ・スーパーシティ」など、全国的に見ても多種
多様かつ、先進的・チャレンジングな取組を行う本県において、県主導
の下、会津若松市の先行事例をモデルケースとして他地域・県内全域に
拡大・展開させる。その第一歩として、地の利・交通利便性に優れる白
河市への展開を図る。さらに、地域内・地域間の人流やその属性、政
策・事業の展開に伴う人流の動態変化等について、把握・分析し、
ニューノーマルに即したまちづくりと地域ニーズ・課題の発掘や新規プ
ロジェクトの企画立案等につなげていく。

地方創生推進タイプ
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176 福島県
福島県、福島県郡山市、福島県須賀
川市

ものづくり産業におけるDX人材育
成事業

福島県の全域

県内の若年層から企業在職者、パートナーとなり得るベンダーまで一体
的にDX人材を育成し、県内企業がDX人材を中心に様々なデジタル技術を
駆使することで、製造業全体のDXを推進し、魅力的で企業競争力の高い
ふくしまを目指す。

地方創生推進タイプ

177 福島県
福島県、福島県本宮市、福島県郡山
市

多文化共生推進事業 福島県の全域

外国人住民が地域の中で生き生きと安心して暮らすとともに、震災等を
きっかけに活気を失った地域の担い手として活躍し、地域住民と共同で
地域の活性化を行ってもらうことにより、活気あふれるふくしまの実現
を目指す。

地方創生推進タイプ

178 福島県 福島県、福島県郡山市
知的財産を活用したものづくり企
業育成プロジェクト

福島県の全域
企業の製品開発から販売戦略まで、知的財産をフル活用して企業価値を
高められる事業者を育成し、自動車関連産業を始めとし、活力ある地域
産業を形成する。

地方創生推進タイプ

179 福島県
福島県、福島県須賀川市、福島県天
栄村、福島県伊達市

転職なきふくしまぐらし。推進プ
ロジェクト

福島県の全域

本県独自のテレワーク環境の魅力発信とともに、本県でのテレワークや
暮らしの体験機会の提供、地域課題解決等の取組を通じた継続的な関係
性の構築、テレワーク導入企業の県内への拠点整備（機能移転）等を支
援し、「転職なき移住」を推進する。

地方創生推進タイプ

180 福島県 福島県、福島県須賀川市
ふくしま中小企業者等DX伴走支援
事業

福島県の全域

福島県内の中小企業を対象としたＤＸに向けた理解促進・普及啓発を図
るとともに、企業の経営課題に応じたＤＸに知見を有する専門家をマッ
チングして伴走支援を行うことで、企業のＤＸを推進し、生産性の向上
を図る。

地方創生推進タイプ

181 福島県 福島県、福島県塙町
中山間地域からはじめる地域の魅
力向上プロジェクト

福島県の全域
中山間地域等の維持と活性化を目的に、衰退が懸念される地域の維持・
活性化、基幹産業である農業の稼ぐ力の向上の２つの視点で事業に取り
組む。

地方創生推進タイプ

182 福島県 福島市
福島市新企業版ふるさと納税推進
計画

福島市の全域

福島市の人口は、福島市総合戦略を策定した2015年10月１日時点の
294,247人から2020年10月１日時点で285,196人となっており、５年間で
9,051人減少し、人口減少に歯止めがかかっていない。人口減少対策と地
域の活性化に向けた取り組みをより一層推進するため、本市の目指すべ
き将来のまちの姿を「人・まち・自然が奏でるハーモニー　未来協奏
（共創）都市　～世界にエールを送るまち　ふくしま～」と定め、６つ
の基本目標（基本方針）に沿って各種事業に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

183 福島県 福島県会津若松市
会津若松市まち・ひと・しごと創
生推進計画

福島県会津若松市の全域

本市では、2013年から「スマートシティ会津若松」を掲げ、様々な分野
で情報通信技術（ICT）や環境技術、デジタル技術などを活用する取組を
全国に先駆けて推進してきた。こうした取組は、地方創生の目的である
“人口減少や少子化に歯止めをかけ、地域に働く場を創出していく”、
ということと一体であり、「スマートシティ会津若松」と「地方創生」
が連動して、将来の持続可能なまち・魅力的なまち、すなわち「暮らし
続けたいまち」会津若松の実現に向けて現に向けて取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

184 福島県 福島県白河市
多世代共生の潤いのまちづくり
「誰もが楽しく生涯活躍できる"
みちのくの玄関白河"」

福島県白河市の全域

本市の魅力をさらに強化・発展させるとともに、年をとっても活躍しな
がら住み続けられる安心や経済的な安定を提供する環境を整備し、以前
から住んでいる市民の満足度の向上や転入してきた市民の「白河に来て
良かった」「白河に住み続けたい」と思う気持ちを高め、それが新たな
人を惹きつけるという好循環を生み出し、多世代共生の潤いのまちづく
りを進めることで、「誰もが楽しく生涯活躍できる『みちのくの玄関白
河』」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

185 福島県 福島県須賀川市
須賀川市まち・ひと・しごと創生
推進計画

福島県須賀川市の全域

本市の人口減少を克服していくため、人口の現状分析や課題、本市なら
ではの強みや特長を踏まえ、「産業力を強化するまちづくり」、「すか
がわの宝を生かしたまちづくり」、「子どもたちの笑顔あふれるまちづ
くり」及び「健康な暮らしを守るまちづくり」の４つの基本目標を掲
げ、自然動態の増加とともに、社会動態の増加への対策に取り組むこと
により、2040年に７万人、2060年に６万人の人口維持を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

186 福島県 福島県伊達郡桑折町
「献上桃の郷　こおり」企業版ふ
るさと納税推進事業

福島県伊達郡桑折町の全域

本町は、町の将来像として「みんなが幸せを実感できる　元気なまち　
こおり～住み続けたいまち　住みたいまち　こおり」を掲げ、活力と賑
わいに満ちたまちづくり、危機管理に備えた安全・安心なまちづくり、
暮らしと自然が調和した豊かさを実感できるまちづくり、健康長寿で元
気なまちづくり、子どもを大切にするまちづくり、交流で絆を育むまち
づくり、町民との共創と効率的な行財政運営、以上７つの事項を基本目
標として設定し、あらゆる行政分野において「桑折ならでは」のまちづ
くりを総合的に進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

187 福島県 福島県国見町
地域ブランドと魅力発信を図るCI
（コーポレートアイデンティ
ティ）プロジェクト地域再生計画

福島県国見町の全域

町としての統一的な方針やブランドイメージをＣＩ（コーポレート・ア
イデンティティ）として作成し、行政だけでなく町民や民間事業者、若
手クリエイターなど町に関わりのある人を巻き込んで展開することで、
町の魅力を町外に積極的に発信する。また、プロモーション方法につい
ても民間事業者と協働した緻密なデータの分析により、活用する商品や
広報媒体、ターゲット、PR手段を検討し、効果的に取組むことで、移住
定住の促進や関係人口の創出を図る。

地方創生推進タイプ
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188 福島県 福島県伊達郡国見町
国見町まち・ひと・しごと創生総
合戦略計画

福島県伊達郡国見町の全域

本町では、人口減少が加速化しており、令和22年（2040年）には約6,300
人になると予測されている。現状のまま人口減少、少子高齢化が加速す
ると、各産業での後継者不足や地域内の経済活力の低下など、地域が抱
える問題が大きくなっていく。また、現在では、急激なグローバル化、
社会経済情勢、環境問題、新型コロナウイルス感染症など、新たな課題
が生まれている。そこで、様々な地域課題を解決のため、基本理念に
「命を大切に　誰もが幸せに暮らすまち　くにみ」を掲げ、６つの基本
目標により地方創生を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

189 福島県 福島県南会津町 林業を核とした地域振興計画 福島県南会津町の全域

かつて広葉樹や木材・木工の町として発展してきたが、優良広葉樹の減
少や外国材の流入などによって、素材供給量は1950年代の10分の１まで
減少している。このような中、広葉樹を有効に活用していくため、広葉
樹の原木、原板（製材）、広葉樹製品等を総合的にPR・販売できるwebサ
イトの開設・運営を行う。また、担い手不足については、林業・林産業
の事業者が新規雇用を行う場合に、技能や安全に対する知識を習得する
ための資格取得、研修会受講等の機会を設けることを条件に、雇用の支
援を行う。

地方創生推進タイプ

190 福島県 福島県鮫川村
里山が心を紡ぐ、人と人を睦むプ
ロモートプロジェクト

福島県鮫川村の全域

住んでみたい、住み続けたいと思える村を実現するためには、共感でき
る「村で生きる価値」を改めて見出し、「つながりで　支え輝く　村づ
くり～笑顔溢れるふるさとの創造～」を実現することが必要である。多
様な世代の交流が新たな智の創造や支えあいを可能とし、村の人も地域
外の人にとってもお互いに幸福度が向上することでWin-Winの状態にする
ため、地域の資源や人とのつながりを生かし、過疎中山間地域ならでは
の創業や生き方を実現できる「人と人が紡ぎだした里山を宝とする人た
ちが集まる村」を目指す。

地方創生推進タイプ

191 茨城県 茨城県
県北ニューツーリズム推進事業計
画

茨城県の県北地域（日立市、常陸太
田市、高萩市、北茨城市、常陸大宮
市、久慈郡大子町）の全域

県北地域に点在する多様な地域資源（自然、歴史・文化遺産、食、アク
ティビティ、温泉等）をつなぐことにより、新しい滞在・体験型のツー
リズムを推進。

地方創生推進タイプ

192 茨城県 茨城県
県北地域牽引産業・中核企業創出
事業計画

茨城県北地域（日立市、常陸太田
市、高萩市、北茨城市、ひたちなか
市、常陸大宮市、那珂市、那珂郡東
海村、久慈郡大子町の９市町村の全
域）

本県の県北地域は、全国でも有数の電気・機械産業の集積地であり、茨
城大学工学部等の研究開発拠点も立地している、競争力のある企業や新
産業を育むシーズを有している地域である。こうした地域の強みを活か
し、企業の取引形態の変化に対応できる企業連携体の育成・活動支援
や、県北地域企業における設計・研究開発人材確保のため産学連携等に
取り組むことにより、県北地域経済を牽引する力のある企業が育つ環境
を構築し、県北地域の産業競争力の一層の強化を目指す。

地方創生推進タイプ

193 茨城県 茨城県
高度IT人材等育成・新事業創出支
援事業

茨城県の全域

製造業及びIT企業等をはじめとした県内中小企業に対して、データ利活
用に係る新事業創出等に必要となる実践的な講座実施及び業務に関する
資格取得やスキルアップのための研修参加費補助等を行うことにより、
省力化機器や生産管理システム導入といった既存デジタル化にとどまら
ない、「既存製品サービスの高付加価値化」や「新規製品・サービスの
創出」への取組推進及び人材育成の取組推進を通じて、本県産業活性化
及び地域経済好循環の創出を目指す。

地方創生推進タイプ

194 茨城県 茨城県
プロフェッショナル人材戦略拠点
運営事業（第３期）

茨城県の全域

本県企業の更なる成長、地域経済の発展・活性化を促進するため、プロ
フェッショナル人材戦略拠点を設置し、スタートアップを含む地域の幅
広い企業における経営戦略の策定支援と企業の成長に必要な人材ニーズ
の明確化を行うとともに、都市部大企業等との連携を深めることで、転
職のみならず、副業・兼業等、多様な就業形態で、デジタル人材等、プ
ロフェッショナル人材のマッチングに取り組む。

地方創生推進タイプ

195 茨城県 茨城県
茨城県まち・ひと・しごと創生推
進計画（第２期）

茨城県の全域

人口減少・超高齢社会を迎える中、ポストコロナをしっかりと見据え、
県民一人ひとりが本県の輝く未来を信じ、「茨城に住みたい、住み続け
たい」人が大いに増えるような、「活力があり、県民が日本一幸せな
県」の実現に挑戦する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用開発
コース）

196 茨城県

茨城県、茨城県水戸市、茨城県日立
市、茨城県常陸太田市、茨城県ひた
ちなか市、茨城県常陸大宮市、茨城
県那珂市、茨城県茨城町、茨城県大
洗町、茨城県城里町、茨城県東海
村、茨城県大子町

いばらきサイクルツーリズム推進
強化計画

茨城県水戸市、日立市、土浦市、石
岡市、常陸太田市、つくば市、ひた
ちなか市、鹿嶋市、潮来市、常陸大
宮市、那珂市、稲敷市、かすみがう
ら市、桜川市、神栖市、行方市、鉾
田市及び小美玉市並びに東茨城郡茨
城町、大洗町及び城里町並びに那珂
郡東海村並びに久慈郡大子町の全域

これまでの水郷筑波地域での成果（前身事業での成果）を活かし、特に
人口減少が著しい県北、県央地域において、新たに設立した官民の協議
会と連携しながら、継続したサイクルツーリズムの推進による地域振興
につなげるとともに、移住・定住の促進に関わる施策を推進すること
で、将来的に人口増大及び産業振興、また地域の雇用確保に繋げる。併
せて、サイクルツーリズムによる滞在型観光の構築による消費喚起策を
講じ、自転車活用推進によるサイクリング立県いばらきとしての地域ブ
ランド確立を通じ、地方創生を実現する。

地方創生推進タイプ

197 茨城県

茨城県、水戸市、日立市、土浦市、
古河市、石岡市、結城市、龍ケ崎
市、下妻市、常総市、常陸太田市、
高萩市、笠間市、取手市、牛久市、
つくば市、ひたちなか市、潮来市、
常陸大宮市、那珂市、筑西市、坂東
市、稲敷市、かすみがうら市、桜川
市、行方市、鉾田市、茨城町、大洗
町、城里町、東海村、大子町、美浦
村、阿見町、河内町、八千代町、境
町、利根町

わくわく茨城生活実現事業 茨城県の全域

移住やＵＩＪターンに伴う経済的負担を軽減するため、一定の要件を満
たす移住者へ移住支援金を支給するとともに、求職者・企業側の就職情
報の不足によるミスマッチの解消を図るため、マッチングサイトや求人
広告セミナー等によりマッチングを支援する。また、県内経済の活性化
に資するため、県が抱える社会的課題に対して効果的な起業をする者に
対して、起業支援金の給付や伴走支援を行う。

地方創生推進タイプ

198 茨城県 茨城県、高萩市
周遊・通年型観光につなげるプロ
モーション

高萩市の全域

市道と林道に市内観光地や主要施設への観光周遊道路としての役割を付
加させ、市街地及び山間地にある「自然」と「歴史」、「文化」に触れ
る体験型観光施設へ誘導する道路ネットワークの形成のため、両道を一
体的に整備するほか、各種体験事業により、観光客の滞在時間を延ば
し、交流人口の拡大を図る。さらに、計画的な森林施業のため、間伐を
推進するにあたり、両道を一体的に整備し、木材搬出の効率化を図る。

地方創生道整備推進交付金

199 茨城県
茨城県、茨城県ひたちなか市、茨城
県大洗町

続・ひたちなか大洗リゾート構想
推進計画

茨城県ひたちなか市及び東茨城郡大
洗町の全域

マーケティングやブランディングを重視した観光地経営を行えるような
体制づくりや、リゾート地としてのブランド力の向上等を通じて、ひた
ちなか大洗エリアが観光で持続的に稼げる仕組みの構築や、当エリアに
魅力を感じた民間企業による投資が多発的に生まれていく状況を目指
す。

地方創生推進タイプ
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200 茨城県 茨城県日立市 日立駅前地区再活性化計画 茨城県日立市の全域

関係機関と連携して大型商業施設である「日立ショッピングセンター」
を核として、日立駅前地区のにぎわい創出、交流機能の更なる強化に取
り組むことで、交流人口、関係人口の拡大を図るとともに、周辺商店街
等の稼ぐ力の向上を図ることで、当該地区での消費額の増加や新たなし
ごとの創出を目指すことで地方創生の実現を図る。

地方創生推進タイプ

201 茨城県 茨城県日立市 若者かがやき計画 茨城県日立市の全域

人口減少が著しい20代・30代の若者の定着を図るため、若者が地域の主
体となって、独創的なアイデアを出し合い、まちづくりや地域課題解
決、関係人口の創出等に向けた取組を企画・実践する体制を確立すると
ともに、若者の起業・就業や移住・定住等に係る様々なフォローを一元
的に行う環境づくりを推進する。これにより、将来の地域社会を担う
「かがやく若者」を育成し、若者自らの力でまちの魅力を高め、地域に
ひととしごとを呼び込み、稼ぐといった若者の力による「まち」・「ひ
と」・「しごと」の好循環の確立を実現する。

地方創生推進タイプ

202 茨城県
茨城県土浦市、茨城県潮来市、茨城
県かすみがうら市、茨城県行方市

サイクリングによる地域活性化プ
ロジェクト

茨城県土浦市，潮来市，かすみがう
ら市，行方市の全域

霞ヶ浦や「つくば霞ヶ浦りんりんロード」を共有する霞ヶ浦北岸に位置
する４市で、新たに協議会を設立し、連携して、あらゆる層を対象とし
て広範なフィールドをエリアとしたサイクリングイベントを実施するこ
とで、地域での消費額の向上及び移住・定住の促進を図るとともに、地
域事業者の商業振興につなげる。合わせて、「サイクリングによる健康
づくり」を推進するとともに、より一層の自転車文化の醸成を図ること
で、人口減少社会やコロナ禍においても、発展的に成長できる地域を目
指す。

地方創生推進タイプ

203 茨城県 茨城県古河市 古河市賑わい創出プロジェクト 茨城県古河市の全域

古河市観光協会が一般社団法人化したことを契機とし、各種祭りや観光
資源のPRの拡充と既存の観光資源（道の駅や公園）の再整備に着手し、
市の観光振興の推進、総合戦略で掲げる地域産業の魅力を活かした”呼
び込む力”の強化を進め、民間消費の向上を目指すものである。

地方創生推進タイプ

204 茨城県 茨城県古河市
古河市まち・ひと・しごと創生推
進計画

茨城県古河市の全域

本市は国を上回る速度で人口減少が進むと予測されており、古河市ま
ち・ひと・しごと創生人口ビジョンの社人研準拠推計によると2040年に
は約11万人、2060年には約９万人まで減少すると推計されている。本市
の人口減少の要因は、①若年層の東京圏への流出、②結婚・出産適齢期
の女性の減少、③低い出生率が引き起こす出生者数の減少にあるといえ
る。これらの課題解消に取り組むことにより、本市の人口減少を抑制
し、将来的に持続可能な地域を実現するため、４つの基本目標と２つの
横断的な目標の達成に向けた施策を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

205 茨城県 茨城県常陸太田市
自動運転の社会実装を見据えた
MaaS×eコマース推進事業

茨城県常陸太田市の全域

自動運転車両を導入し、中心市街地と住宅団地、駅、道の駅、観光施設
等をつなぐとともに、バス停から自宅までの移動等山間部を走行させる
ことで公共交通の利便性の向上と担い手不足の対応等、公共交通衰退へ
の対応を図る。また、新市街地に新技術を導入することで賑わいを創出
するとともに、中心市街地と山間地域における本市ならではの「人」・
「モノ」の移動に係る課題解決に向けて、未来技術を活用した物流・交
通網を模索する。市街地及びその周辺地域並びに山間部の移動性の向
上、持続可能な物流・公共交通ネットワークの構築を図る。

地方創生推進タイプ

206 茨城県 茨城県つくば市
持続可能な地域づくりに向けた地
域資源マネタイズプロジェクト

茨城県つくば市の全域

周辺市街地において、意欲のある者が自らの能力を活かし、地域経済に
貢献・チャレンジできる環境を整備するために、有識者（大学）、金融
機関、商工会、宅建協会、各市街地の協議会、コンペ採択者などの周辺
市街地に関わるプレイヤーが共通の目的・意識を持ち、チャレンジエリ
ア形成に向けた業務を実施できるように、リソースを持ち寄る「つくば
R8ネットワーク」を組成していく等の事業を実施する。

地方創生推進タイプ

207 茨城県 茨城県つくば市
「科学技術のまち、つくば」の情
報発信力強化及び探求・STEAMの
学び推進プロジェクト

茨城県つくば市の全域

つくば市は最先端の科学技術が集積する研究学園都市として、目指すま
ちの姿の１つに「市民のために科学技術をいかすまち」を掲げている
が、市民が科学技術の恩恵を十分に実感できている環境とはいえない状
況である。本事業では、市民が科学技術に関する情報により多く触れら
れる環境の構築と、次世代を担う子供たちの成長のため科学技術を活用
することで、新たなまちの活力を生み出し、住みやすい・住みたい街と
して将来にわたって選ばれ続ける持続可能な「科学技術のまち」をつく
ることを目指す。

地方創生推進タイプ

208 茨城県 茨城県つくば市
市民中心のSociety5.0社会推進事
業

茨城県つくば市の全域

市民中心のSociety 5.0社会に向かって、科学分野のヒト（研究者）・コ
ト（研究成果）・モノ（研究機関）の集積と、スタートアップが活発で
あるという本市の強みをいかし、福祉・医療、子育て・教育、防犯・防
災、交通、自然・環境といったあらゆる未来技術の社会実装を目指す。
これを通じて地域課題の解決を図るイノベーション・エコシステムを構
築し、新産業・サービスが次々と生まれるまちを実現する。

地方創生推進タイプ

209 茨城県 茨城県つくば市
移動の自由と安心安全で自立した
生活を支えるSociety 5.0推進計
画

茨城県つくば市の全域

本計画は「都市と郊外の二極化」や「多文化共生の不備」という構造的
な問題や、それらから発生する諸課題に対し、先端的な技術や住民の情
報リテラシー向上支援を行うことで、生活利便性の向上、高齢化・人口
減に対応したまちづくりを行い、「持続可能な地域社会の実現」を目指
すものである。具体的には、デジタルデバイド（情報格差）の解消に向
けた実証調査、市ポータルアプリの開発、パーソナルモビリティシェア
リングや荷物搬送ロボットの配備、移動スーパー等の高度化等により、
持続可能な社会の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

210 茨城県 茨城県ひたちなか市 ひたちなか市移住・定住促進事業 茨城県ひたちなか市の全域

本市人口は，平成24年の157,153人をピークに減少局面に入り，平成28年
3月に策定した「ひたちなか市人口ビジョン」を下回って減少が続いてい
る。こうした中，本市の強みである，首都圏からのアクセスの良さや住
みやすさを活かし，市民や事業者と連携しながらプロモーション及び移
住・定住促進事業を実施することにより人口減少対策に取り組む。特に
若い世代を中心とした転入促進・転出抑制に取り組み，令和7年における
人口15万人の維持を目標とし，持続可能なまちづくりを進める。

地方創生推進タイプ

211 茨城県 ひたちなか市
ひたちなか市地域におけるきれい
な水環境推進計画

ひたちなか市の全域

河川の水質改善を進め、公共下水道については事業計画区域のうち、ひ
たちなか市水環境再生計画に基づき整備を行っていた市毛南地区の整備
を継続して行うとともに、新たに住み続けたい・住みやすい居住環境の
構築を目指し、佐和駅東地区及び阿字ヶ浦地区の整備に着手する。ま
た、公共下水道の事業計画区域、農業集落排水施設の既整備区域と常陸
那珂公共下水道区域を除く市内全域について合併処理浄化槽の整備促進
を図り、汚水処理施設の総合的な整備により汚水処理人口普及率を向上
させ、効率的・効果的に本市地域の生活環境を改善する。

地方創生汚水処理施設整備推進交付
金
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212 茨城県 茨城県潮来市
第２期潮来市まち・ひと・しごと
創生推進計画

茨城県潮来市の全域

第２期戦略において目標とする将来人口は、2040年において約21,000人
とします。なお、次の事項を本計画期間における基本目標として掲げ目
標の達成を図ります。基本目標１ 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して
働けるようにする。基本目標２ 本市とのつながりを築き、本市への新し
いひとの流れをつくる。基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえ
る。基本目標４ ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域
をつくる。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

213 茨城県 茨城県常陸大宮市 御前山ダム周辺活性化事業 茨城県常陸大宮市の全域

常陸大宮市では、人口が減少している中ではあるものの、活気のある地
域づくりを進めるため、地域間交流や観光振興の取組を推進し、地域振
興・地域活性化、移住につながる事業を進めている。このような中、茨
城県では全県的なアクティビティの機運の高まりをみせており、本市に
おいても、令和４年度に御前山ダムの湖面利用が可能となったことか
ら、この時期を好機と捉え、御前山ダムを観光誘客等の起爆剤として活
用を図り、当市との親和性の高い農業体験を通した学習や、就農による
移住を促進し地域の活性化に取り組む。

地方創生推進タイプ

214 茨城県 茨城県那珂市 アグリビジネス戦略推進事業 茨城県那珂市の全域

儲かる農業を目指して営農活動を行っている担い手の所得向上を支援す
るほか、那珂市農産物の魅力を発信して需要を喚起し、農業が儲かる就
業先として認知度を高めることで新規就農者の確保を推進し、遊休農地
の解消、農業分野からの地域活性化を促進する。

地方創生推進タイプ

215 茨城県 茨城県桜川市 桜川市移住・定住支援事業 茨城県桜川市の全域

桜川市の人口の社会増減は、一貫して社会減が続いている。このことに
より、地域社会の担い手が減少し、地域経済の縮小や生活利便性の低下
を招くことが懸念されるため、移住・定住の推進を地域で一体となって
取り組み、桜川市への移住希望者一人ひとりのニーズに寄り添ったサ
ポート体制を整備することにより、市外からの移住者を増加させ、地域
の担い手の確保を図り、地域コミュニティの維持、地域経済の活性化に
つなげる。

地方創生推進タイプ

216 茨城県 茨城県つくばみらい市
地域資源をフル活用した「みらい
型農園事業」

茨城県つくばみらい市の全域

都市農村交流による移住・定住の促進、農業体験事業等を通じた食育や
賑わいの創出、さらに民間企業が持つ農業技術等を活用した農業振興施
策を実施していくことにより、都市部からも近く、かつ、豊かな自然や
地域資源を多く有するつくばみらい市だからこそ可能な多面的な魅力の
発信に繋げ、農業関係人口の増加やこれまでの常識にとらわれない農業
者育成支援、さらにはICT技術を活用した農業経営の確立等を図り、農業
を主軸とした地域の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

217 茨城県 茨城県五霞町
地域に開かれたまちづくり事業
（道の駅を拠点とした地域ブラン
ディング）

茨城県猿島郡五霞町の全域

本町の基幹産業である農業においても、農業就業人口の減少、高齢化、
担い手不足等により耕作放棄地面積は増加傾向にあるため、道の駅ごか
が地方活性化に求められる「地域商社」を目指し、道の駅ごかを拠点に
「担い手育成」や「関係人口創出」に取組んでいく。道の駅「ごか」を
拠点にすることで外部人材と地域住民のコーディネートが可能となり、
関係機関や地域と連携して一緒に考えていく仕組み・人づくりの創出に
つながり、持続可能なまちづくりへの取り組みが可能となる。

地方創生推進タイプ

218 茨城県 茨城県境町
河岸の街さかい復興プロジェクト
～子育て世帯を呼び込む・囲い込
むまちづくり推進事業～

茨城県猿島郡境町の全域

東京圏近接という地の利を生かすべく、圏央道を活用した公共交通網の
充実を図ることで、東京圏等から移住を希望する子育て世帯の抱える不
安を解消する。また、現在推進している子育て支援施策のほか、健康支
援策をパッケージで実施・提供する。更に、町の基幹産業である農業が
より稼げる業種として定着するよう人材育成の環境を整備し、経営の基
盤を強固なものとする。これらの施策により子育て世帯が本町に移住・
定住する点での不安を解消することで、当該世帯の移住者を獲得し、地
域の活力を維持していく。

地方創生推進タイプ

219 茨城県 茨城県境町
河岸の街さかい復興プロジェクト
～境町ブランドアップ推進事業～

茨城県境町の全域

本町は、観光など地域活性化の取り組みを積極的に進めており、道の駅
の売り上げ増など一定の効果を生んでいる。今後も地域の活力を維持し
ていくには、インバウンド等の更なる交流人口を確保するため、本町全
体の「境町ブランド」の確立や関連施策を推進するためのの諸施策を実
施する。これにより、インバウンドなどの新たな交流人口に選ばれるま
ちづくりを推進することにより、地域の活力を維持していく。

地方創生推進タイプ

220 茨城県 茨城県境町
河岸の街さかい復興プロジェクト
～自動運転バスを活用したサステ
ナブルなまちづくり計画～

茨城県猿島郡境町の全域

自動運転バスを本町の大部分に広がる交通空白地域の解消のため、本町
中心部と郊外を結ぶ路線を整備すること、また、沿線の商業施設と連携
し、生活必需品の配送等を行う取り組みを実証することにより、「すべ
ての住民が生活の足に困らない町」を実現する。また、自動運転バスを
単に公共交通の課題を解決するだけのツールとすることにとどまらず、
「自動運転バスの運行」そのものを本町の重要なインフラとして活用す
る施策を展開することで、観光産業及び付随する産業を育成していく。

地方創生推進タイプ

221 栃木県 栃木県
デジタル社会における女性・若者
に魅力ある新たな雇用・産業の創
出計画

栃木県の全域

デジタル等により、様々な出産・子育て支援とも連携しながら、女性が
本県内で働き続けることができるよう、女性が希望する雇用・仕事・産
業を地方発で創出していくとともに、魅力的な就業環境を整備して就学
時等における本県からの転出抑制を図り、将来的な県内労働人口の増加
につなげていく。

地方創生推進タイプ

222 栃木県 栃木県
デジタル技術を活用した農業の流
通改革・新価値創出力強化推進プ
ロジェクト

栃木県の全域

デジタル技術等を活用した省力的・効率的な生産、生産から販売までの
幅広いデータ連携や共有化等を通じて農業生産管理の最適化や流通効率
化・合理化を図ることで農業や物流を取り巻く状況に負けないように本
県農業の体質を強化する。また、多様化する消費者の価値観・ニーズに
合わせて、環境負荷低減や有機栽培といった新しい付加価値を有する農
産物の生産に挑戦できる体制を整えると共に、消費者へのプロモーショ
ンを強化し、本県農産物の競争力等を高める。

地方創生推進タイプ

223 栃木県 栃木県
新無人自動運転移動サービス導入
促進計画

栃木県の全域

無人自動運転移動サービスの提供主体である交通事業者を対象としたセ
ミナー開催や、無人自動運転移動サービスの導入に向け動き出した交通
事業者の初期の取組を支援するためのアドバイザー派遣等を行うととも
に、既に運行しているバス路線において交通事業者が主体となった自動
運転バスの実証実験を展開し、個別具体的なノウハウの蓄積、地元の社
会受容性の醸成を図る。これらの取組により、無人自動運転移動サービ
スを実装し、誰もが利用しやすい持続可能な公共交通ネットワークの形
成を図り、地域の活性化の実現を目指す。

地方創生推進タイプ
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224 栃木県 栃木県
とちぎスポーツの活用による地域
活性化推進計画

栃木県の全域

県、市町、スポーツ団体、民間企業等が一体となり地域スポーツコミッ
ションを設立し、大規模大会やスポーツイベント等の誘致等の役割のほ
か、マーケティング等に対応可能な人材育成や情報収集、データ分析、
本県スポーツ施設等の利活用推進に向けたデジタルツールを活用した情
報発進を担う。また、地域スポーツコミッションの誘致により本県で開
催する大規模大会やスポーツイベント等の開催に係る経費を助成すると
ともに、テーマ別ツーリズムを推進することにより、県内外の交流人口
拡大等を図り、地域活性化につなげる。

地方創生推進タイプ

225 栃木県 栃木県
子育て世代のwell-being（心ゆた
かな暮らし）を実現する移住・定
住促進計画

栃木県の全域

若者に対するとちぎの魅力発信強化、県内企業とのマッチング支援を行
うとともに、子育て世代等の移住定住を促進するための職場環境整備を
支援する。また、情報発信・相談対応・人材育成・就職支援等を一本化
した取組を強化する。

地方創生推進タイプ

226 栃木県 栃木県
デジタルマーケティングを活用し
た「栃木ファン」拡大・強化によ
る販路開拓計画

栃木県の全域

デジタルマーケティングを活用した「栃木ファン」拡大に向けた体制を
整備する。また、データ分析等に基づく商品開発及びブランド力向上・
競争力強化に取り組むとともに、ポストコロナ時代に対応した海外販路
開拓戦略を推進する。

地方創生推進タイプ

227 栃木県 栃木県 経済と環境の好循環実現計画 栃木県の全域
カーボンニュートラルに向けた推進体制整備・機運醸成を図るととも
に、産業分野における技術開発支援及び新産業の創出・育成を行う。ま
た、農業分野における適応ビジネスの創出・育成を図る。

地方創生推進タイプ

228 栃木県 栃木県
レジリエンスマネジメントによる
県内産業強化計画

栃木県の全域
デジタル人材の確保育成に向けた体制整備を行うとともに、サービス産
業のデジタル化による底上げや、ものづくり産業におけるＤＸ推進によ
る企業の自己変革力強化を図る。

地方創生推進タイプ

229 栃木県 栃木県 とちぎ農業未来創生計画 栃木県の全域
青年新規就農者の受入体制の整備、多様な人材確保に向けた情報発信強
化を行うとともに、新規就農者の受け皿となるメガ産地や経営体の育成
を図る。

地方創生推進タイプ

230 栃木県 栃木県
Society5.0の実現に向けた栃木県
DX推進事業

栃木県の全域

県民や企業等が抱える地域課題を企業、大学、県、市町等が協働して解
決し、Society5.0に向けて県全体のＤＸを推進していく「デジタルで解
決する仕組みづくりプロジェクト」と、未来技術等の導入・利活用によ
る次世代産業の創出や、サービス産業及びものづくり産業の生産性向
上・高付加価値化の実現を図る「未来技術等を活用した地域経済活性化
プロジェクト」を推進エンジンの両輪として位置づけるものである。

地方創生推進タイプ

231 栃木県 栃木県 スマート林業推進計画 栃木県の全域

中山間地域を支える産業である林業の成長産業化と若者に選ばれる魅力
ある産業の実現に向け、記憶・経験に頼る林業からデジタル技術を活用
したスマート林業への転換を図るため、県内林業経営体に未来技術を試
験的に導入し、労働生産性等の効果を実証することで、最適な生産工程
を開発し、実装・横展開を目指すものである。なお、令和２年12月に設
立した国、大学、民間企業等で構成する「とちぎスマート林業推進協議
会」の場等を通じ、現場のニーズを十分踏まえながら事業を推進してい
く。

地方創生推進タイプ

232 栃木県 栃木県
ＡＩいちご生産イノベーションモ
デル創出計画

栃木県の全域

これまで経験や勘に頼っていた生産管理方法から脱却し、生産性の飛躍
的な向上と需要への対応力が高め、既存のいちご生産に関するノウハウ
や国内唯一のいちご研究所で蓄積した過去の研究成果、更には気象等か
ら得られたあらゆるデータを集約し、AI、ＩｏＴ技術を活用した生産管
理システムを構築することにより、いちご新品種「栃木i37号」を主軸と
する本県園芸の生産性を飛躍的に向上させ、流通・販売体制に至る総合
的な流通システムの確立に取り組む。

地方創生推進タイプ

233 栃木県 栃木県
とちぎ女性・高齢者等新規就業支
援計画

栃木県の全域

本県企業の人手不足の解消を目指すため、潜在的な労働力の掘り起こし
を行うとともに、女性・高齢者等の求職者や企業の課題解決に向けた事
業に取り組み、現在職に就いていない女性・高齢者等の就業を促進す
る。具体的には、県・市町・民間団体等の官民連携プラットフォームを
形成し、女性・高齢者等の柔軟な働き方のニーズを把握した上で、就労
支援コーディネーターを活用し、企業に対しては掘り起こしや職場環境
整備の支援、女性・高齢者等に対しては就業マッチング支援や就職後の
伴走支援を行うなど、一体的な取組を展開していく。

地方創生推進タイプ

234 栃木県 栃木県
新とちぎプロフェッショナル人材
活用促進計画

栃木県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、「企業訪問」、「セミナー
等の開催」、「副業・兼業人材の活用推進」及び「攻めの経営報告書」
の作成により、県内企業の攻めの経営への転換とプロフェッショナル人
材の活用を促進してきた。こうした中、地方のデジタル実装を実現する
ため都市圏に集中するデジタル人材の活用によるデジタル化・DXの推進
やスタートアップ企業への支援を行う。またプロフェッショナル人材戦
略拠点のノウハウを地域金融機関へ移転することにより、地域の人材
マッチング機能の民間移転及び自走を目指す。

地方創生推進タイプ

235 栃木県 栃木県
元気なとちぎの未来創造プロジェ
クト

栃木県の全域

人口減少等の課題に対応するため、魅力あるしごとをつくる、結婚・妊
娠・出産・子育ての希望をかなえる、未来技術を新たな力にするなどの
４つの目標と横断的目標を掲げ、雇用の創出等による経済的基盤の安定
や、安心して子どもを生み育てることができる環境づくり、暮らしやす
く利便性の高いまちづくりなどを推進するとともに、社会全体で若い世
代の就労・結婚・子育てや、ふるさととちぎへの定住等の希望を実現
し、自然減及び社会減に歯止めをかけることでとちぎの未来を創り出
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用開発
コース）
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236 栃木県

栃木県、宇都宮市、足利市、栃木
市、佐野市、鹿沼市、日光市、小山
市、真岡市、大田原市、矢板市、那
須塩原市、さくら市、那須烏山市、
下野市、上三川町、益子町、茂木
町、市貝町、芳賀町、壬生町、野木
町、塩谷町、高根沢町、那須町、那
珂川町

とちぎわくわく移住・就職・起業
促進プロジェクト

栃木県の全域

東京圏からの移住促進と県内中小企業等における人手不足の解消のた
め、栃木県と県内市町が共同して、就職・起業を伴う移住者に対し移住
支援金を支給する。また、東京圏の求職者に対し、県内中小企業等の求
人等の情報を効果的に発信するマッチングサイトの開設や、サイトに掲
載する求人広告作成の支援等を行い、人材不足に悩む県内企業等への就
職を促進するほか、地域課題の解決に資する社会的事業分野の起業に対
し民間事業者等による伴走支援を実施するとともに起業支援金を交付
し、県内での起業を促進する。

地方創生推進タイプ

237 栃木県 栃木県及び栃木県鹿沼市
木と共に暮らす快適なまちづくり
計画

栃木県鹿沼市の全域

本市では、市区域の68%を森林が占めており、林業が本市の基幹産業と
なっているが、林道の整備が不十分なことやアクセス道の整備不足、さ
らに、人口減少等による林業の担い手不足により、木材の利活用が図れ
ていない状況にある。このため、市道と林道を同時期に整備し、アクセ
ス性の向上による渋滞の緩和等の快適性の向上を図り、地域産業の競争
力強化に資する道路ネットワークの構築による林業の振興と森林整備の
促進をより効率的に進め、林業雇用の拡大や地域資源を活用した交流と
移住・定住の促進などによる人口減少の抑制を目指す。

地方創生道整備推進交付金

238 栃木県 栃木県宇都宮市
ＭＩＣＥを核とした地域の”稼ぐ
力”向上プロジェクト

栃木県宇都宮市の全域

新たな地域経済の活性化に向けて，本市が有する魅力ある観光資源をは
じめとした様々な資源を掘り起こし，官民一体となって，アフターコン
ベンション・エクスカーション等のメニューとしてＭＩＣＥ向けに磨き
上げを図ることで，市内の回遊性を高め，滞留時間の増加による消費額
の向上につなげ,地域経済循環社会の構築を図る。

地方創生推進タイプ

239 栃木県 栃木県宇都宮市
オープンイノベーションの促進に
よる地域経済循環創出プロジェク
ト

栃木県宇都宮市の全域

本市における「地域経済循環社会の実現」に向けて，地域一体となって
本市産業の原動力となる成長性の高いスタートアップの発掘・定着を促
進するとともに，地域内外の企業間ネットワークを構築しながら中核企
業等の事業連携や協業を活発化するプロジェクトを推進していく。

地方創生推進タイプ

240 栃木県 栃木県宇都宮市
ＳＤＧｓ達成に貢献する公共交通
利用促進プロジェクト

栃木県宇都宮市の全域

ＬＲＴ，バス，端末交通からなる階層性のある公共交通の利用促進につ
いては，持続可能な都市基盤であるネットワーク型コンパクトシティの
推進につながり，脱炭素型ライフスタイル・ワークスタイルへの転換
や，外出機会の増加による健康増進，まちの交流や賑わい創出による地
域経済の活性化などにつながりまちづくり全般に寄与することから，LRT
開業だけでなく，開業後の拡散・深化に向けて一体的な取り組みを行う
ことで，市全体の地域の活性化及びＳＤＧｓ達成への貢献に取り組んで
いく。

地方創生推進タイプ

241 栃木県 栃木県宇都宮市 第６次宇都宮市総合計画 栃木県宇都宮市の全域

本市では，人口減少時代にあっても，持続的な発展が可能な都市の実現
に向け，市民・事業者・行政など，多様な主体による連携した「協働の
まちづくり」を推進している。本計画では，「子育て・教育の未来都市
の実現，「健康・福祉の未来都市の実現」，「安全・安心の未来都市の
実現」，「魅力創造・交流の未来都市の実現」，「産業・環境の未来都
市の実現」，「交通の未来都市の実現」の６つの基本目標を掲げ，本市
の総合計画に掲げられた施策等を基本としつつ，社会状況の変化を捉
え，新たな施策事業を盛り込んで取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

242 栃木県 栃木県足利市
「足利氏のふるさと」ツーリズム
観光誘客促進計画

栃木県足利市の全域

日本の歴史の一端を担った「足利氏」発祥の地であることを前面に押し
出し、足利氏ゆかりの寺社をつなぐモデルコースの作成や、教育旅行・
校外学習の誘致、その効果的な誘客宣伝などを行い、歴史や足利氏に興
味がある方にターゲットを絞ることで、コロナ禍において、大規模なイ
ベントによる集客に頼ることなく、継続的に何度でも本市に訪れてもら
う足利ファンを獲得し、観光客数の確保・増加を目指す。

地方創生推進タイプ

243 栃木県 栃木県足利市
日本一キラキラした高校生による
ＵＩＪターンプロジェクト計画

栃木県足利市の全域

移住・定住施策と教育・人材育成施策を掛け合わせ、学校の枠を超えた
高校生クラブを結成し、地域に入っての課題解決に取り組み、地域の一
員として何ができるかを自らの意志で考え、行動し、社会に貢献するこ
とを体感的に学ぶキャリア教育を実施する。そのことにより、高校生の
定住やＵターンを促進するとともに、地域を担い貢献してくれる人材を
育成する。

地方創生推進タイプ

244 栃木県 栃木県足利市
里山環境を活かした持続可能なま
ちづくり計画

栃木県足利市の全域

人口減少、高齢化が顕著ながらも、美しい里山の原風景を残す市内北部
山間地域において、地域おこし協力隊員を核として、宇都宮大学と連携
しながら、地区活性化の新たな担い手の発掘、育成に取り組む。そして
農業体験や名物開発、空き家の利活用など、地域資源を最大限活かした
活性化策を実施することで、自ら稼ぐ力を養い、移住者を呼び込む仕組
みを構築し、地区住民が生きがいを持って暮らせる持続可能な地区を目
指す。

地方創生推進タイプ

245 栃木県 栃木県日光市
日光市女性が輝く推進プロジェク
ト

栃木県日光市の全域

市の人口は、25年間で22.3％減少した。特に少子化が顕著で、有配偶率
と第1子合計特殊出生率が全国平均以下である。少子化意識調査で、経済
的な不安と、男女の固定的性別役割分担意識が根強いことが判明した。
子育て中で未就業の女性は時間や場所にとらわれない働き方を希望して
いることから、この計画では、子育て女性の就労が可能となるデジタル
での仕事創出と女性が働きやすい環境づくりを行う。これにより、多様
なライフスタイルが実現でき、子育て女性や若年層が働きやすい・住み
やすい日光市を構築し、少子化の改善を図る。

地方創生推進タイプ

246 栃木県 栃木県日光市
日光市新しい働き方推進によるひ
と・しごと誘致戦略プロジェクト

栃木県日光市の全域

市の人口は20年で22％減少した。特に、若年層が流出し生産年齢人口の
減少が著しい。要因は、若年層のニーズが高い職種がないこと、小規模
事業者に経営余力がなく生産性向上の取組ができないためである。この
計画で、特出した地域資源を活かしたワーケーションを行い、ひとの流
れを生み出し、東京圏企業のサテライトオフィス開設につなげる。ま
た、東京圏企業と市内企業のビジネスマッチングを行い、IOT支援を受
け、生産性向上や新たなビジネスを創出する。これらの取組により、多
様な産業構造を生み出し、若年層の流出抑制を図る。

地方創生推進タイプ

247 栃木県 栃木県真岡市
井頭周辺エリアを核とした真岡市
の魅力発信計画

栃木県真岡市の全域

農村部にありながら、一番の観光入込客数を誇る「井頭周辺エリア」を
核に、真岡市の魅力を発信する事業を行う。観光客に本市の魅力を感じ
てもらうため、施設間の連携を強化し、エリア一体としての受け入れ態
勢を強化することで、周遊性向上による滞在時間の延長、観光消費額の
増加を図る。また、更なる効果増進のために、日帰り旅行から宿泊旅行
へと促すグランピング施設等を整備する。これら受け入れ態勢の強化に
加え、首都圏等に向けたデジタルマーケティングを活用した情報発信を
行うことで、農村部へ新たな人の流れを創出する。

地方創生推進タイプ
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248 栃木県 栃木県真岡市
移住・定住・シビックプライド醸
成に向けた若者による真岡ファン
創出計画

栃木県真岡市の全域

高校生が主体として活動する高校生クラブ「真岡すきすきシェアクラ
ブ」などの若者目線での本市の魅力の発信を行っていく。若者の市内定
住や将来的なＵターン、関係人口を創出するために、高校生の地域活動
の輪を広げていくとともに、子の進学・就職等に高い影響を持つ親世代
などの市民にもまちの魅力を発信することで、郷土愛を醸成し、他者勧
奨意欲を高めることで、若者の定住やＵターンを促進を促進する。ま
た、若者の市民活動が活発な本市の魅力を東京圏に発信することで、将
来的な移住を視野に関係の深度化を図る。

地方創生推進タイプ

249 栃木県 栃木県下野市
「若者が活躍する街しもつけ」U
ターン促進計画

栃木県下野市の全域

本事業では、これまでの本市の取組や地域資源を活用しながら、進学や
就職で市外へ転出しても本市との継続的な関係を持ち続ける仕組みをつ
くり、ゆかりのある東京圏在住者に本市への思い入れを強めてもらうと
ともに、市内在住の若者の郷土愛醸成にも取組み、将来的なUターンを促
す。また、地域課題の「見える化」に向けて本事業の受託事業者と連携
し、受託事業者が吸い上げ見える化した各課題と若者をマッチングし、
若者の地域への関わりしろを広げていくことで、地域のつながりを深め
郷土愛を醸成し、本市の定住人口を維持を目指す。

地方創生推進タイプ

250 栃木県 栃木県壬生町
Mibu Love Active　〜道の駅から
始まるいちごとおもちゃのまちづ
くり〜

栃木県壬生町の全域

訪れなくても体験、購入等ができる社会全体の利便性向上に合わせて、
人の動きに着目した「道の駅みぶ」の活性化により、地域の交流拠点と
して今まで以上に人と人とのふれあいによる価値を高めるものである。
これにより、“交通の要衝”として栄えてきた町が交通の拠点である道
の駅を起点に『壬生町が経済的な好循環となり、地域社会の発展・活性
化』となる波及を目指す。

地方創生推進タイプ

251 栃木県 栃木県下都賀郡野木町
野木町まち・ひと・しごと創生推
進計画

栃木県下都賀郡野木町の全域

本町は首都東京に近い利便性の高い恵まれた立地条件と良好な住環境に
より発展したが、平成11年の27,080人をピークに令和２年には25,020人
まで減少し、国立社会保障・人口問題研究所によると令和45年までに
13,893人となる見込みである。人口減少が進むことで、地域経済の停滞
や行政サービスの低下、地域コミュニティの希薄化など、様々な課題の
悪化が懸念される。これらの課題に対し的確に対応するため、雇用創
出、移住定住者と関係人口の創出、出生数の増加等の事業を切れ目なく
展開し、人口減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

252 群馬県 群馬県
ｅスポーツを活用した産業・地域
活性化事業

群馬県の全域

ｅスポーツに関するセミナーやカンファレンスの開催により、企業、自
治体や県民の認知度向上を図るとともに、eスポーツ活用の機運を醸成す
る。また、Ｕ１９ｅスポーツ選手権や社会人リーグの開催、民間主催の
大会・イベントの誘致を通じて、県内企業がビジネスとしてｅスポーツ
に関わる機会を創出することにより、県内企業の市場への参画を促し、
新たな産業の活性化を図る。さらに、ｅスポーツを切り口にしたプログ
ラミングやＰＣ組立講座により、将来にわたって本県産業を担うデジタ
ル人材を育成する。

地方創生推進タイプ

253 群馬県 群馬県
ぐんまのクリエィティブ拠点化推
進事業

群馬県の全域

全産業でデジタル化が進み、本県が強みとしてきたものづくりのあり方
が根本から変わり、新たな産業やデジタル人材の育成が求められてい
る。本事業では、その次代を牽引する新たな産業として、世界的に見て
も成長が見込まれ、高い経済波及効果をもたらすクリエィティブ産業の
育成を強化し、クリエイティブな人材が集まり、魅力的なコンテンツが
次々と創出される群馬県のクリエイティブ拠点化を目指す。

地方創生推進タイプ

254 群馬県 群馬県 ものづくり産業DX推進事業 群馬県の全域

県の群馬産業技術センターに整備された公衆通信網５Ｇを用いたデジタ
ルソリューションをフル活用し、民間企業との共同研究を幅広く実施す
るとともに、ローカル５Ｇ技術の社会実装の担い手を育成するための人
材育成事業等を展開し、県内に幅広く横展開を図ることで、県内企業の
「デジタルファクトリー」導入を支援していく。また、製造業の製品開
発における設計・試作・評価工程をバーチャル上で実施する「デジタル
エンジニアリング」を、県内中小ものづくり産業において導入していく
ための施策を展開し、競争力を強化する。

地方創生推進タイプ

255 群馬県 群馬県
イベント産業による地域活性化事
業

群馬県の全域

ニューノーマルにも対応したイベント産業の開催支援により、「Gメッセ
群馬」を核とした新たな交流人口を獲得するほか、群馬県内にある地域
密着のプロスポーツチームとの官民連携により地域の活性化に向けた取
組を推進する。これにより、人との関わりを呼び戻し交流人口を生み出
すとともに、イベント産業等事業の取組により、地域の賑わいを創出す
る。さらに地域経済の活性化につなげ継続可能な地域の構築を目指す。

地方創生推進タイプ

256 群馬県 群馬県 快疎なぐんま実現プロジェクト 群馬県の全域

群馬県では、他にはない価値を持ち、人々を惹きつける求心力があり、
空間的にも精神的にもより安定した快適な地域である「快疎」（快い
疎）を目指している。本事業では、この「快疎」の実現につながるよ
う、地域の魅力の掘り起こし、その磨き上げと発信などを行い、新しい
ブランド化を進め、人口減少等の地域課題の解決を図る。		

地方創生推進タイプ

257 群馬県 群馬県
文化資源を軸とした観光振興・地
域活性化推進事業

群馬県の全域

従来の取組では、地域の差別化が困難な現代において、本県に対する興
味を惹き、本県への人の流れを引き起こすため、地域固有の文化、歴
史、芸術等の魅力ある文化資源をその一手段とする事業に取り組む。多
様なテーマを擁する県立の博物館や美術館等に収蔵される文化資源を掘
り下げ、その価値をデジタルの力を用いて、本県の文化資源の価値を県
内外に広く発信していくことで、文化資源に関心がなかった人も含め、
県内外から多くの人に訪れてもらうきっかけを作る。

地方創生推進タイプ

258 群馬県 群馬県
未来へ紡ぐ！持続可能な農業・農
村の確立

群馬県の全域

近年、世界全体で「持続可能な社会の実現」を目指す意識が高まり、社
会経済活動のあり方にも大きな影響を及ぼしている。本事業は、コロナ
禍で加速したデジタル化を農業分野にも取り込み、ＤＸを加速化させる
とともに、地球規模の気候変動にも対応し得る価値の高い新品種の開
発・普及や高度な生産性向上技術の活用等による生産性の向上を進める
ことで、将来の担い手が意欲的に農業に取り組める環境を創り上げ、新
たな価値を生み出し続ける産業へと刷新し、地域経済の好循環を力強く
生み出していく持続可能な群馬県農業を目指すものである。

地方創生推進タイプ

259 群馬県 群馬県
自然豊かな県立公園拠点整備【県
立赤城公園】

群馬県の全域

群馬県のシンボルである赤城山の山頂地域にある県立赤城公園におい
て、「自然」をハブにしたまちづくり拠点として、公園中心部に「体験
型交流拠点施設」を整備し、また雄大な眺望を望める大沼湖畔や覚満淵
を望める静かな森の側に「アウトドアフィールド」を整備し、観光産業
の活性化によりしごとをつくる。

地方創生拠点整備タイプ
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260 群馬県 群馬県
ぐんま多様な人材就業支援（女
性・シニア・障害者）事業計画

群馬県の全域

本県では、2015 年度に策定した第１期「群馬県版総合戦略」に引き続
き、人口減少克服・地方創生の取組を推進するべく、第２期「群馬県版
総合戦略」（R2-R6）を策定し、推進している。群馬県版総合戦略におい
ては、「群馬にしごとをつくり、安心して働けるようにする」を戦略の
一つに掲げ、本県ならではの強みと特性を活かした産業振興や仕事の創
出とともに、さまざまな分野の職業人材の育成・定着を進め、県内の多
様な人材（女性・障害者・高齢者等）が意欲や能力を発揮し、活躍でき
る社会づくりを推進する。

地方創生推進タイプ

261 群馬県 群馬県
群馬県プロフェッショナル人材戦
略拠点事業

群馬県の全域

2021年度に策定した「新・群馬県総合計画（ビジョン）」において、２
０年後の本県の目指す姿として「群馬の土壌と融合したデジタル化」と
「100年続く自立した群馬」を掲げており、その実現に向けた７つの政策
の柱の一つとして「地域経済循環の形成」を位置づけ、資源生産性の高
い地域社会を目指すとともに、自立した地域経済の確立を目指すもの。

地方創生推進タイプ

262 群馬県 群馬県
群馬県まち・ひと・しごと創生推
進計画

群馬県の全域
人口減少を緩和するとともに県民の「幸福度」の向上を図るため、人口
減少対策・地方創生の推進に関する事業に対して、まち・ひと・しごと
創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する特例を受ける。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

263 群馬県 群馬県、群馬県前橋市
健康をコンテンツとした地域活性
化促進事業

群馬県の全域
「健康」をテーマに、運動習慣定着に寄与する取り組みや、健康をコン
テンツとした地域活性化に係る取り組みを実施することで、県民の健康
寿命の延伸を図り、本県県民の幸福度向上に繋げていく。

地方創生推進タイプ

264 群馬県

群馬県、前橋市、高崎市、桐生市、
伊勢崎市、太田市、沼田市、館林
市、渋川市、藤岡市、富岡市、安中
市、みどり市、榛東村、吉岡町、上
野村、神流町、下仁田町、南牧村、
甘楽町、中之条町、長野原町、嬬恋
村、草津町、高山村、東吾妻町、片
品村、川場村、昭和村、みなかみ
町、玉村町、板倉町、明和町、千代
田町、大泉町、邑楽町

群馬県移住支援・マッチング支援
事業及び群馬県起業支援事業

群馬県の全域

本県及び県内市町村において課題となっている人口減少と人材不足を解
決するため、東京23区の在住・在勤者が本県に移住し、就業した場合あ
るいは起業支援金の交付決定を受けた場合、さらに、安心安全な暮らし
を求める声が強まり地方移住の機運が高まっていることを踏まえ、その
移住者が若手人材・専門人材・テレワーカー・関係人口など、各市町村
の求める人材である場合にも移住支援金を支給する。また雇用環境の優
れた企業のＰＲによる東京圏からの人材の呼び込みや、起業後のフォ
ローアップ支援の実施による起業者の定着を図る。

地方創生推進タイプ

265 群馬県
群馬県、群馬県桐生市、群馬県東吾
妻町

多様な交流が生み出す地域の活性
化

群馬県の全域

群馬県は、人口減少・高齢化が進むとともに、産業のデジタルシフトに
より新たなる価値の創出が不可欠となっている。その中で、自然豊かな
群馬県の強みである観光産業や農畜産物等を活かした新たな価値を創出
し、将来にわたっても県内人口を維持し、県内所得を成長させる取組が
求められている。そのために、誰もが集い、交流し、にぎわいが創出さ
れる場所を県庁舎31階に新たに設け、新たな価値を生み出し、この波及
効果を全県にもたらすことにで、群馬県の持続的な成長を目指すもので
ある。

地方創生推進タイプ

266 群馬県
群馬県、群馬県沼田市、群馬県昭和
村

ぐんまブランドのワールドワイド
推進

群馬県の全域

「群馬県で元気になる」をコンセプトに、県産農畜産物の付加価値向上
を図る「G-アナライズ＆PRチーム」の取組成果等を活用した群馬の食と
魅力をマイクロツーリズムやインバウンド観光客等に体験してもらうこ
とで、国内外にぐんまブランドの御贔屓客を増やす。また、「リトリー
トの聖地」を確立することにより、群馬県産農畜産物の消費を拡大さ
せ、農業振興を図る。

地方創生推進タイプ

267 群馬県 群馬県、群馬県館林市
Gunma Innovation Top Floorを拠
点とした群馬創造革新事業

群馬県の全域

群馬県のシンボル的存在である群馬県庁の最上階をイノベーションの拠
点と位置づけ、政策立案・実施手法の革新、資金調達手法の革新、コン
テンツプロモーションの革新をはじめとした「三つの創造革新」に県内
市町村と連携して取り組むことで、本県のイノベーションを創出し、多
様な地域課題の解決や本県の魅力度向上等を図ることで、本県県民の幸
福度の向上につなげていく。

地方創生推進タイプ

268 群馬県 群馬県、群馬県吉岡町
次代を見据えた産業構造の転換・
強化促進事業

群馬県の全域

本県の主要産業である自動車産業を取り巻く環境は、ＥＶ化やグリーン
化によるカーボンニュートラル対応等、急速なデジタル技術の活用の進
展により大きな転換期を迎えており、そのような様々な環境の変化にも
対応が可能となるよう、様々な分野における、高度で独自の技術を更に
深化させ、疲弊した県経済全体を立て直すための対策に取り組むととも
に、①既存産業の強みを生かしながら、②時代の変化に合わせ新たな成
長機会を探求することで、①、②を両輪とした両利き（ハイブリッド）
の産業構造を構築する。

地方創生推進タイプ

269 群馬県
群馬県、群馬県中之条町、群馬県み
なかみ町

群馬県インバウンド誘客推進事業 群馬県の全域

県内観光地や観光関連施設において、Afterコロナ仕様に対応した受入環
境整備の高度化を図り、デジタルシフトやストレスフリーへの対応を促
進し、地域のインバウンド対応能力の向上や「量から質への転換」を図
る新たなマーケティングとプロモーション戦略の取組を実施する。

地方創生推進タイプ

270 群馬県 群馬県、群馬県嬬恋村
始動人輩出のための教育イノベー
ション

群馬県の全域

地方創生を実現するためには、新たな価値を生み出す、これまでとは異
なる思考・発想を持つ人材が求められており、本県の最上位計画である
「新・群馬県総合計画」では、『始動人』＝『自分の頭で未来を考え、
動き出し、生き抜く力を持った人』をあらゆる分野で輩出していくこと
を目指している。本事業は、公教育のアップデートやリカレント層への
アプローチを通じて、『始動人』を育成し、地域の課題解決に向けた実
践の場に結びつけることで、新たな価値を創出し、持続可能な地域社会
の実現につなげていくものである。

地方創生推進タイプ

271 群馬県 群馬県前橋市
デジタル共生社会に向けた地域デ
ジタル環境整備計画

群馬県前橋市の全域

市民の「共助」の精神を背景に、市民参画を得ながら、デジタルデバイ
ド解消に協力するボランティア講師を養成し、活動に備えて登録のう
え、要請のあった場所に派遣する体制を整備する。自治会周辺のデジタ
ル環境をソフト面から支援するために、284自治会に専用タブレットの貸
与を進めるとともに、各地域の拠点である公民館等にデジタル通信環境
を整備する。また、デジタルサポーターを派遣することで、タブレット
活用の促進と利活用方法の高度化を図り、将来的なコミュニティビジネ
スの萌芽を育むこととする。

地方創生推進タイプ
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272 群馬県 群馬県前橋市
交流人口増加のための中心市街地
等活用事業

群馬県前橋市の全域

交流人口増加に向け、中心市街地の街並み改修に対するインセンティブ
を設け、同時にコンテンツの設置による即効性のあるデザイン性の向上
を図る。あわせて、中心市街地の最重要シンボルである広瀬川等を活用
したコンテンツの開発を進める。また、長期滞在を誘因するイベントの
開催や、回遊性向上、夜間イベントの開催などで、外国人観光客の受入
環境を整備する。同時に、担い手となる市民等をサポートし、リーダー
を育成することで持続可能性を確保する。

地方創生推進タイプ

273 群馬県 群馬県前橋市
地域産業全体の生産性向上とDXを
推進する先端IT人材育成計画

群馬県前橋市の全域

市内事業者のマインドセット（DX推進への意識）の変革とともに、デジ
タル技術等の導入を通じた業務変革を推進することで、急激な技術革新
等の変化に耐えうる事業者を増やす。また、市内事業者のイノベーショ
ンの源泉であるマッチングの相手となるビジネスパートナーを育成する
ため、先端IT分野を軸とした創業支援事業を加速させ既存産業の収益力
増大が図られると同時に、技術革新や新サービスなどの新たな価値創出
（イノベーション）に繋げ、コロナ克服のみならず将来的に渡り続く
「新しい価値の創造都市・前橋」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

274 群馬県 群馬県前橋市
子育て支援と女性の活躍推進によ
る家族移住促進計画

群馬県前橋市の全域

子育て支援策や女性の社会参加、仕事と家庭の両立支援を強化すること
で、本市が「安心して子育てができるまち」、「女性が活躍でき、ワー
クライフバランスが実現できるまち」であるというブランドイメージを
確立する。また、それを市外・県外の移住希望者にPRすることで、子育
て世代を中心とした移住促進を図り、生産年齢人口及び年少人口を増加
させることで、活気があふれ、将来にわたって持続可能なまちづくりを
実現する。

地方創生推進タイプ

275 群馬県 群馬県前橋市
前橋市高校生学習室を核とした若
者定住促進事業計画

群馬県前橋市の全域

登録制学習スペースを設置し、高校生に学びの場を提供することで学力
向上と前橋駅前の活性化を図るとともに、相談、情報提供、仲間づく
り、社会参加を通じて自立心や地元愛を醸成し、高校卒業時に途絶えが
ちな市とのかかわりを継続させながら、地元定着やＵターン就職の促進
を図り、将来の前橋市を担う人材育成と地元企業の活性化を推進し、地
方創生を実現する。

地方創生推進タイプ

276 群馬県 群馬県前橋市
前橋市まち・ひと・しごと創生推
進計画

群馬県前橋市の全域

人口の減少によって生じる労働力不足や住民の需要の減少に伴う地域経
済の減退、まちの活力の低下に歯止めをかけるため、結婚・出産・子育
ての希望をかなえる事業の推進により、仕事と家庭が両立できる環境づ
くりを進め、人口の自然増を実現する。また、若者の定着と多様な人材
の活躍により、地域の活力を維持する事業の推進により、地域資源を活
用した関係人口の増加や移住・定住人口の増加を図るとともに、多様な
人材が活躍できる環境を整え、市民誰もが住み慣れた地域で安心して暮
らすことのできるまちを実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

277 群馬県 群馬県桐生市
官民連携の伴走型サポートによる
移住・定住促進センター設置計画

群馬県桐生市の全域

移住・定住の促進、しごと創出及びまちのにぎわい創出を目的として、
空き店舗活用等による店舗開業が進み、若い世代が移住起業してまちで
活躍している事例が増えてきているという近年の状況を生かし、店舗開
業・起業・就農者をメインターゲットとして、仕事・住宅・子育て・暮
らしなど移住に関わる相談を一元的に対応するとともに、それらの情報
を効果的に発信するワンストップ窓口を設置する。あわせて、魅力発信
や様々なイベント等を通して交流・関係人口の拡大を図り、将来的な移
住者及び担い手の確保につなげる。

地方創生推進タイプ

278 群馬県 群馬県桐生市
桐生市まち・ひと・しごと創生推
進計画

群馬県桐生市の全域

恒常的に続く若年層の社会減と拡大する自然減による人口減少に歯止め
をかけるため、安定した人口構造を維持し、若い世代を中心に、将来に
わたって市民が安心して働き、希望に応じた結婚・出産・子育てができ
る活力ある地域社会の構築を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用開発
コース）

279 群馬県 群馬県伊勢崎市
Made in いせさき　しごと創生プ
ロジェクト

群馬県伊勢崎市の全域

本市では、第2期伊勢崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略における基本
目標の1丁目1番地として「しごとの創生」を位置づけ、人口増加のため
の安定した雇用の創出を目指す中で、具体的な施策として、「地域産業
の活性化、付加価値の向上」を設定し、販路拡大への支援や新技術及び
新製品の開発支援などの取組を行うものとしている。これらの取組を販
路拡大支援を軸に発展させ、市内企業の情報発信及び連携強化の支援
や、先進事例等の情報収集の支援を行うことで、しごとの創生を目指す
もの。

地方創生推進タイプ

280 群馬県 群馬県伊勢崎市
まちなか創業とにぎわい創出を核
とした官民連携による持続的経済
活力向上プロジェクト

群馬県伊勢崎市の全域

商工関係団体や地元金融機関等からなる事業推進主体を確立し、まちな
かにおける創業や既に事業を営んでいる小規模事業者の事業拡大、にぎ
わい創出の取組を支援する。また、中長期的な持続可能性を見据えて、
創業後の事業者への支援についても、推進主体が中心となって行う。こ
れにより、まちなかの経済活力やにぎわいの向上を図り、新たな雇用の
創出や地域経済全体の活性化につなげる。さらには、まちの魅力向上に
よる市外への転出抑制や移住の促進、空き店舗の有効活用を目指す。

地方創生推進タイプ

281 群馬県 群馬県藤岡市 藤岡市地域活性化計画 群馬県藤岡市の全域

本市の人口減少は、社会減と自然減の両面から進行している。特に社会
減については多くの年で社会減の状況が続いており、人口減少に歯止め
がかからない状況にある。人口減少は各地域における様々な需要の減少
をもたらし、地域内からの各種サービス産業の撤退や減少などにつなが
り、このことによる生活利便性の低下が、更なる人口減少のきっかけと
なる負の連鎖となっている。人口減少に歯止めをかけ負の連鎖を断ち切
るには、従来の行政的な取り組みから脱却し、民間の力も活用して、転
出防止と転入者獲得の両面から取り組む必要がある。

地方創生推進タイプ

282 群馬県 群馬県富岡市
妙義エリアの持続可能な観光地創
出事業

群馬県富岡市の全域

本計画により、妙義エリアの受入体制整備と誘客対策を行い、課題であ
る妙義エリアの観光消費額の拡大を図り、妙義エリアを持続可能な観光
地にする。【受入体制整備】(1)妙義ふるさと美術館（現妙義ビジターセ
ンター）を妙義エリアの観光ワンストップ窓口にする。【誘客対策】(1)
妙義ふるさと美術館にビジターセンターの機能を持たせる。(2)食のコン
テンツの磨き上げを行う。(3)妙義ふるさと美術館において、地域のイベ
ントを開催し、地域振興の拠点として活用する。

地方創生推進タイプ

283 群馬県 群馬県富岡市 農家の課題解決プロジェクト 群馬県富岡市の全域

当市の農家は通年での労働需要は乏しいが、播種・収穫期等ｽﾎﾟｯﾄ的には
需要がある。本事業により、雇用のﾋｱﾘﾝｸﾞを行い、労使双方の意見を集
約し、外部人材登用のﾓﾃﾞﾙｹｰｽを確立する。これにより働き手を増やし、
各経営体の事業規模拡大を目指す。併せて、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ・ｾﾐﾅｰ等を通じ
て、各経営体の意識改革を促し、効果的な活動を支援することで、KPIの
達成及び行政の最終的な目標である耕作放棄地の減少と農家の所得増に
繋げる。

地方創生推進タイプ
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284 埼玉県 埼玉県
女性のデジタル人材育成・就業支
援推進計画（第２期）

埼玉県の全域

キャリアにブランク等がある女性のデジタル技術の習得を支援し、再就
職をはじめ在宅ワークなどの多様な働き方を実現することで、働きたい
と願う全ての女性が希望と能力に応じて生き生きと活躍できる社会を目
指す。

地方創生推進タイプ

285 埼玉県 埼玉県
中小企業高度人材支援計画（第３
期）

埼玉県の全域

即戦力人材の活用による地域企業の経営革新の実現を促す「プロフェッ
ショナル人材戦略拠点事業」を活用し、先端産業に参入しようとする企
業、高い成長目標を掲げて経営革新に取り組む企業、海外展開等新たな
事業展開に取り組む企業などの人材ニーズを掘り起し、今後の県経済を
けん引する中小企業（地域中核企業）への成長を支援する。

地方創生推進タイプ

286 埼玉県 埼玉県
埼玉県まち・ひと・しごと創生推
進計画

埼玉県の全域

本県の生産年齢人口減少への対応や高齢化への対応の取組を更に充実・
拡大し、社会経済の活力を引き出していくとともに、こうした取組にと
どまらず、少子社会そのものを変える取組を進めることとする。そのた
めに、若者の流出を抑え子育て世代の転入を進めるなど人口が増加する
ための施策や結婚・出産・子育ての希望をかなえるための施策を進め、
本県の今後迎える構造的な変化に戦略的、積極的に取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

287 埼玉県
埼玉県、秩父市、飯能市、本庄市、
ときがわ町、横瀬町、皆野町、長瀞
町、小鹿野町、東秩父村、神川町

埼玉県移住就業・起業支援計画
秩父市、飯能市、本庄市、ときがわ
町、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿
野町、東秩父村、神川町の全域

県内条件不利地域への転入者増加と中小企業等の人材確保のため、民間
転職サイト内に当該地域の中小企業等の求人情報を掲載したマッチング
サイトを開設する。当該地域に移住し、サイトに掲載された中小企業等
に就職若しくは起業した者に移住就業支援金を支給する。また、地域内
の社会的課題を解決するための起業を促進するため、当該地域で「地域
活性化関連」の社会的事業分野の起業をする者に対し、起業支援金によ
り支援するとともに、支援機関による伴走支援により事業の立ち上げを
後押ししていくことで地域の社会課題を解決していく。

地方創生推進タイプ

288 埼玉県 埼玉県さいたま市
さいたま市版スポーツオープンイ
ノベーションプラットフォーム
（SOIP）構築支援計画

さいたま市の全域

本市の強みであるスポーツを活用し、関係人口の拡大による産業の活性
化を図るため、さいたま市版スポーツオープンイノベーションプラット
フォーム（SOIP）を構築する。本事業では、本市が抱える地域課題に対
して、「さいたまスポーツシューレ」参画企業等のリソースと、地域・
ベンチャー企業等の製品・サービス・アイディアを組み合わせて、ソ
リューション・サービスを検討し、新たな価値創出を支援していく。ま
た、この営みを将来的にSSCが独自に実施できるよう、スキーム検討や人
材の育成を合わせて行っていく。

地方創生推進タイプ

289 埼玉県 埼玉県川越市
「農のある生活」を契機とした地
域経済活性化及び農業振興事業

埼玉県川越市の全域

古くから盛んである農業について、農業算出額・経営耕地面積の減少な
どの課題解決に向け、新たな観光コンテンツとして「農のある生活」を
楽しみ、都市農業の魅力を知ることができる「知的レクリエーション」
をコンセプトとする農業や食の体験を提供する滞在型のグリーンツーリ
ズムを展開する。農業体験コンテンツの開発・実施、キャンプスペース
のコンセプト設計等の調査や農業の持続可能性をひろげる人材の確保・
育成、スマート農業の研修に取り組み、「農のある生活」を契機とした
地域経済活性化及び農業振興による地方創生を実現する。

地方創生推進タイプ

290 埼玉県 埼玉県上尾市
上尾市まち・ひと・しごと創生推
進計画

埼玉県上尾市の全域

本市の将来を担う年少人口や中核を担う生産年齢人口の減少が想定され
る中で、「活力にあふれたにぎわいあるまちづくり」、「明日を担う人
が育つまちづくり」、「魅力があり安心して暮らすことができるまちづ
くり」に取り組み、本市の人口の減少抑制及び安定化並びに自治体経営
の安定化を図っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

291 千葉県 千葉県 二地域居住ＳＮＳ発信事業計画 千葉県の全域

広く認知されたインフルエンサーに、千葉県での二地域居住を実際に体
験してもらい、生活環境や暮らしぶり、テレワークや農業体験等の地域
のリアルな情報をＳＮＳにおいて投稿、発信する事業を実施するなど
し、本県への移住や二地域居住を検討してる方や潜在的な希望者など幅
広い層の方に本県の魅力を十分に伝え、移住はもちろん二地域居住者を
増加させ、地域の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

292 千葉県 千葉県 千葉県多様な人材活躍促進計画 千葉県の全域

女性・高齢者等の多様な人材が意欲と能力に応じて千葉を支える人材と
して活躍できるよう、多様な人材の「掘り起こし」、企業向けに「職場
環境改善支援」、両者の「マッチング支援」等の一連の取組を千葉県
ジョブサポートセンターを拠点として実施するものである。

地方創生推進タイプ

293 千葉県 千葉県
千葉県プロフェッショナル人材戦
略拠点事業計画

千葉県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点において、地域が一体となって企業の
支援に取り組むべく、地方銀行のみならず、信用金庫、信用組合といっ
た地域金融機関等との連携の強化・拡大を図り、潜在成長力を有する地
域の中小企業を発掘し、企業の経営力向上・競争力を強化するため、経
営戦略の策定支援やデジタル化推進にも資するプロフェッショナル人材
の活用を促す。

地方創生推進タイプ

294 千葉県 千葉県
千葉県まち・ひと・しごと創生推
進計画

千葉県の全域

2060年頃までの将来像として、「誰もが希望を持って地域に住み働ける
千葉の実現～次世代を牽引する千葉づくり～」、「親子の笑顔が溢れる
千葉の実現～少子化への挑戦～」、「オール千葉で支え合う安全・安心
に暮らせる千葉の実現～人口減少に対応した県づくり～」の３つを設定
し、令和元年房総半島台風や令和元年10月25日の大雨などの被害や新型
コロナウイルスの感染拡大による影響からの復興・回復を果たし、千葉
県の「強み」を生かした「千葉ならではの地方創生」を実現していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

295 千葉県

千葉県、館山市、旭市、勝浦市、鴨
川市、富津市、南房総市、匝瑳市、
香取市、山武市、いすみ市、東庄
町、九十九里町、大多喜町、御宿
町、鋸南町

ＵＩＪターンによる起業・就業者
創出計画

館山市、旭市、勝浦市、鴨川市、富
津市、南房総市、匝瑳市、香取市、
山武市、いすみ市、東庄町、九十九
里町、長南町、大多喜町、御宿町、
鋸南町の全域

国が設定する条件不利地域への移住・就業等を加速させるとともに、当
該地域の中小企業における人材のミスマッチや人手不足を解消させるこ
と等を目的として、県内の条件不利地域に移住し就業する方に対し求人
情報や暮らし情報等を一元的に提供するマッチングサイトを運営し、
又、移住し特定分野で起業する方に対しては起業に必要な経費の一部を
助成するとともに、事業立ち上げ等に関する伴走支援を行うなど、当該
地域と千葉県の広域連携により、県内における地方創生の深化を図る。

地方創生推進タイプ
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296 千葉県 千葉県千葉市
幕張新都心を中心とした先端技術
実装による都市型未来都市の実現

千葉県千葉市の全域

これまでの事業から導き出された課題に対応しつつ、先端技術が集積す
る都市型未来都市を実現するため、ドローンや自動運転等のサービスの
社会実装を進めるとともに、住民等の理解促進のため、社会受容性拡大
に資する取組みを行う。また、横展開に向けたセミナー等を行うほか、
ドローンのライセンス取得支援により面的な技術開発や企業の人材確保
等を促進する。さらには、各未来技術を連携させ、多様なモビリティや
各コンテンツを最適に組み合わせたサービスを提供する未来技術モビリ
ティモビリティ連携サービスを展開する。

地方創生推進タイプ

297 千葉県 千葉県木更津市
「人と地域をスポーツで繋ぐ」中
郷中学校跡地活用プロジェクト

千葉県木更津市の全域

平成31年３月31日をもって統合となった旧中郷中学校を、民間の活力を
導入し、有効活用を図る。跡地活用事業は、スポーツの振興、健康増
進、産業振興、福祉の向上、雇用促進、その他住民サービスの向上等、
地域振興に資するものを目的とし、木更津市を拠点として活動している
民間スポーツ事業者によるサッカーを中心としたスポーツクラブ事業を
行う。

補助金で整備された公立学校施設の
財産処分手続きの弾力化

298 千葉県 千葉県松戸市
松戸市地方創生SDGs産学官民連携
推進再生計画

千葉県松戸市の全域

本市の人口は堅調に推移しているが、これから本格的な人口減少社会を
迎える中、限られた財源の中で地域課題をスピーディーに解決していく
ために、産学官民の連携を促進し、多様な主体のアイディアやノウハウ
を地域課題解決に活かしていく。また、市外転入超過数は20-24歳が最も
高いが、市内在学の高校生・大学生の市内就学・就職率が低いことか
ら、Z世代が地域と関わりを持つ機会を創出し、市内就学就職率・愛着率
を高めるとともに、多世代交流の機会を確保することで、市の活力を維
持していく。

地方創生推進タイプ

299 千葉県 千葉県茂原市
第２期茂原市まち・ひと・しごと
創生推進計画

千葉県茂原市の全域

茂原市は温暖な気候に恵まれ、豊富で良質な地下資源である天然ガスと
首都圏まで60ｋｍ圏内、また羽田・成田の両空港まで1時間程度という立
地条件を活かし、農業・商業・工業などバランスのとれた産業に支えら
れて発展してきた。近年は人口減少が進み、地域全体の活力の低下が見
られる。そこで、映画やドラマのロケを活用したロケツーリズムの考え
による地域活性化等、定住促進及び交流人口の拡大に向けて、本市の魅
力をタイムリーに情報発信すること目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

300 千葉県 千葉県旭市
地域資源を活用したシティプロ
モーションプロジェクト

千葉県旭市の全域

官民連携による撮影支援を通じて旭市の新たな魅力を市内外へ効果的に
発信することで、市民の郷土愛の創出とまちづくりへの積極的な参加を
促すとともに、農水産業や商工業などの幅広い産業の関わりにより、撮
影支援の過程で発生する様々な経済効果や地元農水産物を利用した特産
品等の開発と活用などの産業振興を図る。さらにロケ地を訪れた人々が
特産品等の食文化に触れ旭市にさらなる魅力を感じ、ファン度が高まる
ことで関係人口の増加と地域の活力が向上する好循環を生み出すため
に、地域一体となって取り組んでいく。

地方創生推進タイプ

301 千葉県 千葉県南房総市
道の駅の多機能化推進整備事業
（総合加工施設建設事業）

千葉県南房総市の全域

総合加工施設を建設・整備・稼働させ、市内に8か所ある道の駅の強みで
ある交流・物販事業と組み合わせる。市内最大の農産物直売所機能を有
している道の駅で今まで未利用・廃棄予定だった農産物も加工用に集荷
し農業者の収入を支える。また総合加工場の新商品開発事業で得た、高
付加価値化やノウハウを農業者に共有することでブランド化や商品開発
を促進し、地域全体の農業所得の向上や６次産業化を目指す。

地方創生拠点整備タイプ

302 千葉県 千葉県栄町 栄町ドラムの里地域再生計画 千葉県栄町の全域

本事業は、千葉県栄町の農産物や加工品を販売する観光拠点「ドラムの
里」の再生を、課題解決能力をもった地域の人材を育成し、組織化する
ことにより改善しようという取り組みである。本事業により、日常と観
光の両面からニーズにあった商品やサービスを提供する場所として多く
の人々を呼び込む拠点施設となることで、ドラムの里の再生を図る。ド
ラムの里を中心に、地域経済が活性化することで新たな雇用の創出及
び、移住・定住が促進され、栄町版総合戦略の「人口構造を変える」と
いう基本目標達成を目指す。

地方創生推進タイプ

303 千葉県 千葉県山武郡横芝光町
横芝光町まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県山武郡横芝光町の全域

第2期横芝光町まち・ひと・しごと創生総合戦略において、町では(1)人
口減少の克服、(2)選ばれるまちづくり、(3)危機感の共有、(4)多様な人
材との協働、(5)時代の流れを力にするという５つの目指すべき将来の方
向を掲げている。企業版ふるさと納税を活用し、これを踏まえた４つの
基本目標の基に取り組む事業を実施していくことで、雇用の創出と若者
の定着・子育て環境の充実と出生率の向上・関係人口の創出等、人口減
少下にある課題の克服と地方創生の推進を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

304 東京都 東京都大田区

デジタル受発注プラットフォーム
の構築・拡大による、中小製造業
のデジタル化促進・稼ぐ力の強化
計画

東京都大田区の全域

地域や企業をデジタル受発注プラットフォームでつなぐことで、各地域
が得意とする製造分野を有機的に連動させると共に、各社が有する高度
な技術力を世界初となる「提案型ものづくり」「試作・研究開発」に特
化するデジタル受発注プラットフォームを構築して、我が国製造業の世
界的な地位を再興することを目指す。

地方創生推進タイプ

305 神奈川県 神奈川県
宮ヶ瀬湖周辺地域交通サービス推
進計画

神奈川県相模原市緑区並びに厚木
市、神奈川県愛川町及び清川村の全
域

宮ヶ瀬湖周辺の観光拠点を周遊できる新たな公共交通手段を確保するこ
とで、公共交通利用者だけでなく自家用車の来訪者に対しても複数の拠
点施設への来訪を促すことができ、自然やスポーツ体験、伝統工芸など
多岐にわたる宮ヶ瀬地域の魅力を味わってもらい、再来訪につなげてい
く。また、消費機会を増大させることにより観光消費の増加を実現させ
る。

地方創生推進タイプ

306 神奈川県 神奈川県
テレワークによる新しい働き方の
普及を契機とした移住・定住の更
なる促進

神奈川県の全域

「新たな日常」下でのテレワーク需要に対応しながら、テレワークを切
り口として「働く場」や「住むところ」としての魅力を向上させ、ア
ピールすることにより、本県への移住・定住を加速化させ、人口減少に
歯止めをかける。

地方創生推進タイプ

307 神奈川県 神奈川県
イノベーション創出ネットワーク
形成事業

神奈川県の全域

Withコロナ時代の社会変化に対応しながら、神奈川という地域が持つポ
テンシャルを最大限発揮し、県内を拠点とするベンチャー企業が次々と
生まれ、育つ仕組みを構築することにより、県内経済の活性化と地域課
題の解決を目指す。

地方創生推進タイプ
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308 神奈川県 神奈川県 かながわ水産業福祉連携推進事業 神奈川県の全域

障害者、高齢者、生活困窮者といった幅広い福祉の支援を要する者につ
いて、福祉部門と連携しながら水産業（水産加工、漁業、養殖など）の
新しい担い手として確保し、就労・雇用機会の創出を図るとともに、障
がい者、高齢者、生活困窮者が生涯を通じて活躍できる仕組みづくりを
行うことで、地域の活性化、漁業コミュニティの立て直しにつなげ、
「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念の実現に資する、障がい者、
高齢者、生活困窮者も含めた地域共生社会の実現を図る。

地方創生推進タイプ

309 神奈川県 神奈川県 スポーツツーリズム推進事業 神奈川県の全域

神奈川県は、首都圏に位置し、都市化が進んでいる一方で、森・川・海
が連なる豊かな自然環境にも恵まれているなど、多様な資源がある。そ
こで、様々な観光のコンテンツの一つとして、本県の自然や景観、歴史
や文化など、地域の多彩な観光資源を生かし、ウィズコロナの時代やア
ウトドアを好む傾向などを踏まえた、誰もが訪れたくなるような魅力的
なスポーツツーリズムとして、多様なテーマに沿って県内の周遊を促
し、人を呼び込むことで地域の活性化を図り、入込観光客数の増加を目
指す。

地方創生推進タイプ

310 神奈川県 神奈川県
神奈川県プロフェッショナル人材
活用センター運営事業

神奈川県の全域

地域の中小企業の経営者に対して、地域金融機関等と連携しながら新事
業の開発や販路の拡大など｢攻めの経営」への転換を促すとともに、そう
した戦略の実現に必要なプロ人材の採用をサポートするため、プロ
フェッショナル人材戦略拠点を設置し運営する。

地方創生推進タイプ

311 神奈川県 神奈川県
神奈川県まち・ひと・しごと創生
推進計画

神奈川県の全域

将来にわたって、活力ある、いのち輝く神奈川を維持していくために
は、人口減少問題の克服に向けた取組みを進め、「人口減少に歯止めを
かける」、「超高齢社会を乗り越える」ことの２つの課題を同時に克服
していく必要がある。これらの課題に対応するため、合計特殊出生率の
向上を図り自然増につなげるとともに、行ってみたい、住んでみたい、
人を引きつける「マグネット力」の向上を図り社会増につなげる。ま
た、未病の取組みによる健康長寿社会の実現を通じて、超高齢社会を乗
り越えていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

312 神奈川県 神奈川県横浜市

ＳＤＧｓ・脱炭素化を原動力とす
る横浜経済の持続的な成長・まち
づくりの推進～ヨコハマＳＤＧｓ
デザインセンターの収益事業化・
まちづくりと一体となった脱炭素
化を通じた環境・経済・社会の好
循環の確立・展開～

神奈川県横浜市の全域

ヨコハマＳＤＧｓデザインセンターの取組のさらなる深化・高度化を図
り、ＥＳＧ投資マネーを呼び込むプロジェクトメイキングによるデザイ
ンセンター自身の自立化推進をはじめ、エコモビリティ導入や脱炭素型
行動変容など、市内事業者と連携した「グリーンとデジタルの両輪」に
よるＳＤＧｓ及び脱炭素化の推進、住民・事業者が使用する電力の再エ
ネ切替を契機とした、脱炭素化と地域課題解決を一体的に進めるまちづ
くりの推進等により、デザインセンターを軸とした市民や事業者等との
連携による持続可能なまちづくりを目指す。

地方創生推進タイプ

313 神奈川県 神奈川県横浜市

よこはま産官協働小規模事業者支
援プロジェクト（デジタル田園都
市国家構想の推進に向けた小規模
事業者への支援）

神奈川県横浜市の全域

「小規模事業者に特化した専門相談」を起点として、課題やニーズを抽
出、事業継続・新事業展開等に向けた「民間事業者の活力を活用した販
路開拓支援」、「専門家のアドバイスに基づく効果的な設備投資支援」
を一体的に取り組むことで、相乗効果を高めながら小規模事業者支援を
進める。これにより、小規模事業者のECサイトの活用促進や、デジタル
化に向けた設備投資による生産性向上に資し、デジタル田園都市国家構
想に基づく、「誰一人取り残さない社会」の実現に寄与するとともに、
小規模事業者が取り残されないよう支援していく。

地方創生推進タイプ

314 神奈川県 神奈川県横浜市
海外脱炭素ドミノ推進による横浜
型脱炭素エコシステム創出事業

神奈川県横浜市の全域

世界人口の55%は都市部に集中しており地球規模の課題である脱炭素化に
向けた都市の役割は非常に重要で、世界の脱炭素市場も4兆ドル（約600
兆円）を超える見込みである。横浜市では海外都市に脱炭素化の知見提
供を進めてきた結果、2021年にはダナン市とバンコク都が脱炭素宣言を
行うなど脱炭素ドミノが具現化されつつある。そこで、横浜の脱炭素化
の実績や海外ネットワークを生かして海外都市の脱炭素ドミノを更に推
進することで市内企業の海外インフラ市場での受注増を実現する「横浜
型脱炭素エコシステム」を創出する。

地方創生推進タイプ

315 神奈川県 神奈川県横浜市
地域連携イベントを通じた横浜都
心部賑わい創出事業

神奈川県横浜市の全域

関内・関外地区を中心に横浜の歴史と文化を築いてきたそれぞれの街
（馬車道、関内、山下公園通り、横浜中華街、元町・山手）が連携し、
賑わいの創出や域内経済の振興を目的とした「ハマフェス」事業を開催
することで、地域の一体的な成長と持続的な活力の向上に繋げる。

地方創生推進タイプ

316 神奈川県 神奈川県横浜市
横浜市「グローバル拠点都市」推
進事業

神奈川県横浜市の全域

横浜経済を活性化させ、都市の持続的な成長・発展を実現するため、社
会的課題の解決や、新たな価値・サービスの創出に向け、データ及び先
端技術の活用や、オープンイノベーションの取組を産学公民連携で進め
る。このため、スタートアップ・エコシステム「グローバル拠点都市」
選定を活かし、イノベーションやデジタル変革を担う人材の育成と事業
化支援、組織や領域を越えた人材交流促進を実施する。合わせて、国内
外の他都市とのイノベーション創出支援機能の共有化や、国内外への情
報発信により、人・企業・投資の呼び込みにつなげる。

地方創生推進タイプ

317 神奈川県 神奈川県横浜市

横浜版スタートアップ・エコシス
テム形成推進事業～withコロナに
向けたDXや脱炭素などの社会課題
解決に挑戦するスタートアップの
成長・発展～

神奈川県横浜市の全域

スタートアップ成長支援拠点「YOXO BOX（よくぞボックス）」をハブと
して、 withコロナに向けた新産業及び、社会課題に挑戦するDX(デジタ
ル化）や脱炭素（カーボンニュートラル）、IoTなどのデジタル分野に秀
でたスタートアップ・起業家の成長・発展を支援する。また、スタート
アップの創出に向けた起業促進や、副業・兼業人材とのマッチングサ
ポートなども組み合わせ、多様なプレイヤーの参画を促すことによりス
タートアップ・エコシステムの形成を図り『持続可能な地域経済の成
長』を目指す。

地方創生推進タイプ

318 神奈川県 神奈川県横浜市
海外活力の取り込みによるオープ
ンイノベーション・グローバル人
材創出事業

神奈川県横浜市の全域

本格的な人口減少社会において、本市が持続的に成長・発展していくに
は、海外から人材や企業などの活力を取り込むことが不可欠である。そ
のため、横浜の強みである外国人が暮らしやすい環境や、海外事務所が
現地で長年培ってきた国際ネットワークなどを活かして、①海外スター
トアップと市内企業による脱炭素・グリーン分野を中心とするオープン
イノベーション創出、②世界のイノベーションの結節点となる国際コン
ベンションの開催と国際プロモーションの強化、③グローバルに活躍す
る次世代の人材育成の３つの取組を総合的に推進する。

地方創生推進タイプ

319 神奈川県 横浜市
横浜市まち・ひと・しごと創生推
進計画

横浜市の全域

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対
する特例を活用し、６つの基本目標（基本目標１.力強い経済成長と文化
芸術創造都市の実現、基本目標２.花と緑にあふれる環境先進都市、基本
目標３.超高齢社会への挑戦、基本目標４.人が、企業が集い躍動するま
ちづくり、基本目標５.未来を創る多様な人づくり、基本目標６.未来を
創る強靭な都市づくり）に基づき、第２期「横浜市まち・ひと・しごと
創生総合戦略」事業に取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
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320 神奈川県 神奈川県川崎市 中小企業DX支援事業 神奈川県川崎市の全域

企業のデジタル化の進捗状況に応じて、労働生産性の向上のためのデジ
タル技術導入支援、デジタル人材育成支援及び新たな価値創出のための
ＤＸの段階への引き上げ支援を一気通貫の取組として実施する。また、
そのなかで業種間の連携にも取り組むことにより、取組に相乗効果が生
まれ、デジタル化の取組を業種の壁を越えて派生させることで、市内の
幅広い業種におけるデジタル化の進展を図り、事業者内の主体的なデジ
タル人材による全市的なＤＸを創発させ産業振興及び地方創生につなげ
ていく。

地方創生推進タイプ

321 神奈川県 神奈川県相模原市 さがみはら雇用促進対策事業 神奈川県相模原市の全域

本市に住む就業者の多くが市外に流出している現状がある中で、今後、
少子高齢化による生産年齢人口の減少による更なる就業者の減少を抑制
し、市内産業の空洞化や地域経済の停滞を防ぎ、市内における多様で安
定した雇用の場の創出を図るため、企業立地基盤の形成や多様な働き方
の促進をはじめとした多角的なアプローチによる施策を同時に進め、好
循環につなげることで、就業者人口の増加に向けた人の流れを生み出
す。

地方創生推進タイプ

322 神奈川県 神奈川県相模原市
さがみはら子育て応援プロジェク
ト事業

神奈川県相模原市の全域

本市の合計特殊出生率は全国や神奈川県と比べて低く、２０歳代から３
０歳代までの就職・住宅購入期の世代は転出超過傾向となっている現状
を打開するため、安心して妊娠・出産、子育てができる環境づくりや、
企業等との連携による安定した雇用の確保、ワークライフバランスの推
進などに取り組み、子どもを生み育てたいと思う市民の想いを実現し、
出生率の向上を図るとともに、本市の子育てしやすい環境を効果的に発
信し、若年世代の移住・定住の促進を図り、人の流れを生み出す。

地方創生推進タイプ

323 神奈川県 神奈川県横須賀市
ICTを活用した観光周遊の基盤づ
くり促進による地域活性化推進事
業

神奈川県横須賀市の全域

本市には豊かな自然や日本遺産などの歴史的な資産が点在しているが、
それだけでは他の自治体との差別化が図れないことに加え、各施設や資
産を周遊し広く情報発信していく基盤がないことから、ICTを活用し既存
の観光資源との融合を図り、観光周遊の促進や既存観光施設のICT化と
いった新たな価値づくりにも取組み、横須賀の魅力を高めて経済分野の
活性化を期待するとともに、人材育成の面でもICT環境整備を行い教育分
野の魅力を高め、ICT分野を支える人材の起業・就業支援へと繋げること
で、市内の業界の持続的な成長を目指す。

地方創生推進タイプ

324 神奈川県 神奈川県小田原市

デジタル技術の活用による「食と
ポップカルチャー」を掛け合わせ
たデジタルグルメシティ魅力創造
プロジェクト

神奈川県小田原市の全域

人口減、特に若年層の社会減が進んでおり、地域経済の停滞や活力の低
下が懸念されている。そこで、人口減少の解決に向けて、若年層の交流
人口拡大と交流人口から定住人口への定着に向けた取組として、既存の
観光資源に、新たなコンテンツとして、食やe-sports、アニメという新
たな魅力を加え、その魅力をICTの力で発信・分析・スピード感のある施
策等のアクションのある施策に変えていくことにより、価値を上げ、滞
在時間を伸ばし、リピーターを増やし、地域経済の好循環及び活性化を
目指すものである。

地方創生推進タイプ

325 神奈川県 神奈川県小田原市
若者が創る、集う、にぎわいまち
づくり推進計画

神奈川県小田原市の全域

長い歴史や、森・里・川・海がオールインワンとなっている自然環境に
より生まれた多様な地域資源の価値を、若者が再認識・再発見すること
で、まちに対する愛着や誇りを感じることができるまちづくりを進め
る。本市が取り組む若者活躍に向けた環境づくりについて、ターゲット
となる若者自身が発信すること、地域に潜在するローカル起業家や、市
内事業者と若者がつながることで、小田原に活力やチャンスを感じ、自
らまちづくりに関わる若者、まちで働く若者を増やし、長期的に選ばれ
るまちになることを目指す。

地方創生推進タイプ

326 神奈川県 神奈川県秦野市
持続可能な経済循環システムの構
築に向けた電子地域通貨導入・普
及推進プロジェクト

神奈川県秦野市の全域

新型感染症の感染拡大、社会・経済におけるデジタル化の進展等の変化
に対応するため、地域の多様な主体と連携しながら、デジタル技術を最
大限に活用することで、持続可能な地域経済構造の構築と地域経済の活
性化を図るとともに、市民生活の利便性向上及び地域コミュニティ活性
化等の様々な地域課題の解決に向けた取組と一体的に進めることで、市
民生活に深く根付いた秦野市独自の商業デジタル化を目指すものであ
る。

地方創生推進タイプ

327 神奈川県 神奈川県秦野市
まほろば里山ランド（弘法山公
園）を舞台に取り組む森林観光都
市の推進

神奈川県秦野市の全域

本市における「小田急線４駅周辺のにぎわい創造」を進めるに当たって
市内３駅を結ぶ「弘法山公園」の魅力向上は必要不可欠であり、公園が
有する自然環境や設備、周辺の地域資源、アクセスの良さを生かしなが
ら、来訪者の潜在的な要望に応え、誰もが気軽に楽しめる環境を創造す
ることで、市内３駅を結ぶ新たな人の流れを生み出し、「弘法山公園」
を中心に老若男女が自然環境や自然体験を楽しむことができる「まほろ
ば里山ランド」の実現と、地域の活性化を目指すものである。

地方創生推進タイプ

328 神奈川県 神奈川県松田町
AIを活用したオンデマンド交通
サービス推進事業計画

神奈川県松田町、大井町、開成町、
小田原市の全域

既存の交通サービスと新たな交通サービスが相互に補完し合い、持続的
で安定的な地域公共交通体系を構築できるよう、本地域にＡＩオンデマ
ンド交通を実装し、公共交通網を最適化することで、高齢者等の移動に
係る課題解決や子育て世帯の利用を促進するとともに、地域の住民・交
通事業者等を主体とした組織を創設し、本事業の管理・運営やプロモー
ション活動、コールセンター業務などを行うことで、地域のポテンシャ
ルを最大限に活用するとともに、新たな雇用の創出を図る。

地方創生推進タイプ

329 神奈川県 神奈川県真鶴町 真鶴町子育て世代定住推進計画 神奈川県真鶴町の全域

真鶴町を持続可能な自治体、持続可能な地域とすることを目的に、若年
層や子育て世代の転出抑制及び出生数増加を図り、活力ある人口構成を
構築するため、①誰一人取り残さない子育て環境の整備に向けた実証実
験、②「地域に開かれた公共施設」の連携による真鶴らしい教育プログ
ラムの構築、③公民連携事業による子育て・教育環境の整備、④情報発
信力の強化の４つの事業をその要素とする定住推進事業に取り組む。

地方創生推進タイプ

330 神奈川県 神奈川県愛甲郡愛川町
愛川町まち・ひと・しごと創生推
進計画

神奈川県愛甲郡愛川町の全域

本町では、人口減少や少子高齢化の進行により、地域社会の衰退等が危
惧されている。また、外国籍住民の増加により、多文化共生のまちづく
り推進も必要とされている。これらの課題解消のため、「デジタルの力
を活用し、地方創生の取組みを加速化する」、「女性や高齢者等が活躍
でき安心して地域に住み続けられる環境を創出する」、「人々が愛川町
への関わりを広げ、持続可能な地域を創造する」という観点から、「人
口減少社会を見据えた持続可能なふるさと愛川を創る」を基本的な姿勢
と位置づけ、町の魅力を高める取組みを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

331 神奈川県
神奈川県、神奈川県横須賀市、神奈
川県鎌倉市、神奈川県逗子市、神奈
川県三浦市、神奈川県葉山町

三浦半島魅力深化プロジェクト
神奈川県横須賀市、鎌倉市、逗子
市、三浦市、葉山町の全域

三浦半島地域の人口減少を食い止めるため、「雇用の創出」と「地域の
愛着を深める」を２つの柱とした取組みを進める。まず、地域特性を活
かした人材育成、多様な働き方の推進、起業支援、地域の魅力を活用し
た稼ぐ仕組み構築等により、若者に魅力のある雇用の創出を目指す。ま
た、地域の魅力を内外に発信し、住民の地域への愛着を深めるほか、域
外から移住希望者等を呼び込む。さらに、交通等の地域の共通課題を、
先端技術の活用や、地域や民間と連携により、持続的な解決の仕組み構
築に取り組むことで、住民の転出抑制につなげる。

地方創生推進タイプ



番号 都道府県
作成主体名

（地方公共団体名）
地域再生計画の名称 地域再生計画の区域 地域再生計画の概要 活用する支援措置

第70回認定（令和６年３月28日変更認定分）　　地域再生計画の概要

332 新潟県 新潟県
新潟県建設産業の維持・発展推進
計画

新潟県の全域

建設産業は激甚化する自然災害への対応や、全国有数の豪雪地帯である
当県の冬期道路交通確保等、県民生活の安全安心を守るにあたり、新潟
県において特に重要な役割を果たしている。少子高齢化や人口減少に伴
う担い手不足に対応するため、「人材確保・定着の促進」、「経営基盤
の安定化」、「ICT化促進」の取組等、多方面から建設産業の活性化施策
を展開することによって地域の守り手である建設産業の担い手を確保
し、県の将来像である「安全に安心して暮らせる、暮らしやすい新潟」
を実現していくとともに、本県への定住を促進する。

地方創生推進タイプ

333 新潟県 新潟県
「にいがたの林業」成長加速化計
画

新潟県の全域

本県の豊富な森林資源を活用し、中山間地域の活性化や「2050年カーボ
ンニュートラル」に資するCO2の吸収源等の森林の公益的機能の高度発揮
を図るため、低コストな造林手法の普及により主伐・再造林を進め、林
業関係者の連携を促進して県産材のサプライチェーンを構築するととも
に、県内各地域において森林資源の活用プランの作成に取り組むことに
より、循環型の産業振興を推進する。

地方創生推進タイプ

334 新潟県 新潟県
コンパクトな都市の実現に向けた
魅力的な住環境創出支援計画

新潟県の全域

県総合計画において、コンパクトな都市の実現に向け、「都市の再構
築」と「質の高い生活空間の形成」による「持続可能な都市づくり」を
市町村等と連携し推進していく必要があるとしており、地方創生として
目指す将来像である持続的な都市経営の維持のため、拠点となるエリア
のにぎわいに資する都市機能の促進と共に、市街地密度の向上のため空
き家（空き地）の利活用の促進を図り、誰もが住みたくなる・訪れたく
なるような魅力向上へ取組む。

地方創生推進タイプ

335 新潟県 新潟県
スタートアップ活躍・オープンイ
ノベーション事業

新潟県の全域

本事業は、本県に山積する地域課題を、デジタル技術の活用を得意とす
るスタートアップの活躍により解決を図るとともに、そうしたスタート
アップと県内企業や首都圏企業との連携、協業などによるオープンイノ
ベーションを創出することで、より地域経済の活性化にインパクトのあ
る取組を生み出すことを主要テーマとしている。そのための構成とし
て、スタートアップを生み出すための起業意識醸成から、スタートアッ
プの育成・成長、県内大手企業とのオープンイノベーションまでを体系
的に進める事業内容とする。

地方創生推進タイプ

336 新潟県 新潟県 県内産業ＤＸ推進プロジェクト 新潟県の全域

本計画では、ビジネスモデルの抜本的な変革などのＤＸに取り組むモデ
ル企業の創出及び経営者の育成、ＤＸを見据えたシステム等の導入、技
術支援や更なる裾野拡大のために必要なＤＸ推進総合支援体制等を整備
することで県内産業のＤＸ推進を促し、働き方改革や新たなマーケット
の開拓等を通じて、働く場所としての県内企業の魅力を高め、若者の県
内定着やＵＩターンの促進を目指す。

地方創生推進タイプ

337 新潟県 新潟県
食と雪と佐渡金銀山を活用した県
産品販売促進事業

新潟県の全域

食や雪、佐渡島の金山などの他県と差別化できる観光コンテンツを活用
した誘客促進を図るとともに、県産品の国内外への商品ＰＲや販路拡大
の取組のほか、本県の食文化を交えながら魅力を発信する。また、県産
品を観光コンテンツと組み合わせることで県外への認知度向上を図り、
県産品の需要拡大を図る。

地方創生推進タイプ

338 新潟県 新潟県
新潟県女性・高齢者等新規就業促
進計画

新潟県の全域

現在無業である女性・高齢者等について、就業への動機付けや誘導によ
る掘り起こし。企業における、現在無業である女性・高齢者等の就業に
おける課題と考えられる短時間勤務等が選択可能な環境整備の促進。掘
り起こした「働き手」と企業とのマッチングにより、県内中小企業等の
人材確保、女性活躍の推進並びに、健康寿命の延伸に合わせたシニア人
材の活躍を実現。これらについて、既存の取組や関係機関による取組と
の連携も含め、官民連携プラットフォームを通じて一体的・包括的に実
施。

地方創生推進タイプ

339 新潟県

新潟県、新潟市、長岡市、三条市、
柏崎市、新発田市、小千谷市、加茂
市、十日町市、見附市、村上市、燕
市、糸魚川市、妙高市、五泉市、上
越市、阿賀野市、佐渡市、魚沼市、
南魚沼市、胎内市、聖籠町、弥彦
村、田上町、阿賀町、出雲崎町、湯
沢町、津南町、刈羽村、関川村

新潟県移住・マッチング就業・起
業支援計画

新潟県の全域

東京圏からの移住のインセンティブとなる支援金と併せて、県のＵ・Ｉ
ターン促進の取組を強化し、県内企業の魅力発信やマッチングサイトに
よる求人情報の提供などによる求職者とのマッチング機会の拡大を図
り、また、デジタル人材の本県への還流にも繋げる。また、県内企業へ
の就職活動に係る交通費を補助することで、若者の地方移住・就職を促
進する。加えて、地域課題の解決を目的として新たに起業する者を支援
するとともに、事業立ち上げ等に関する伴走支援を行うことで、社会的
事業における効果的な起業を促進する。

地方創生推進タイプ

340 新潟県

新潟県、新潟県長岡市、新潟県三条
市、新潟県柏崎市、新潟県新発田
市、新潟県小千谷市、新潟県加茂
市、新潟県十日町市、新潟県見附
市、新潟県村上市、新潟県燕市、新
潟県糸魚川市、新潟県魚沼市、新潟
県南魚沼市、新潟県弥彦村、新潟県
阿賀町、新潟県湯沢町、新潟県津南
町

人材・学・企業の結集「課題先進
地からのデジタルイノベーション
戦略」

新潟県の全域

本県は、全国より速いペースで進展する少子高齢化やものづくり産業等
の人手不足、過疎化などの課題の先進地であり、一方これは、デジタル
技術のポテンシャルやイノベーションを発揮するチャンスでもある。本
計画では全国に先駆けて直面するこうした課題を未来のヒントと捉え、
課題解決や新規事業創出に意欲ある企業・人材、大学等の結集を図り、
本県の強みであるものづくり産業等をデジタルの力で変革し、地域から
魅力あるビジネスと仕事を生み出すとともに、豊かなデジタル社会の実
現に向けて県と市町村が共同で取り組むものである。

地方創生推進タイプ

341 新潟県 新潟県新潟市 「にいがた2km」魅力向上事業 新潟県新潟市の全域
「にいがた2km」の魅力を向上させ、そこで生み出された効果を新潟市全
域に波及させ、市全体に好影響・好循環を生み出し、誰もが安心して暮
らせる持続可能なまち、魅力あるまち新潟となるよう取り組んでいく。

地方創生推進タイプ

342 新潟県 新潟県新潟市
地域企業のデジタル化と異業種連
携によるＤＸ推進事業

新潟県新潟市の全域
デジタル化とDXの推進、新規事業開発に必要なさまざまなサービスを提
供する会員制プラットフォームを構築し、市内企業の効率の向上及び付
加価値の向上を図る。

地方創生推進タイプ

343 新潟県 新潟県新潟市
日和山浜魅力創出事業～ハマベリ
ング!!!～

新潟県新潟市中央区の全域
日和山浜を地域資源とし、多様な主体と協働しながら、少子高齢化が著
しく進む「しもまち地域」の魅力創出に努め、地域活性化、観光振興、
移住・定住促進に取り組む。

地方創生推進タイプ
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344 新潟県 新潟県新潟市
仕事と暮らしの強みを活かした若
者人材定着事業

新潟県新潟市の全域

地域企業の経営力強化や多様で魅力ある雇用の場の創出を図る取り組み
とあわせて、若年者への意識啓発・就労支援、企業の採用力強化など多
様な支援による移住定住の促進と関係人口の創出を図ることで、新しい
人の流れにより若者人材を定着させ、地域経済を活性化させる。

地方創生推進タイプ

345 新潟県 新潟市 古町再生プロジェクト推進事業 新潟市の区域の一部（古町地区）

古町地区の魅力度及び認知度向上を図り、来街者の増加、空き店舗の利
活用、古町地区全体の商業販売額の増加につなげ、新潟の人々の古町地
区への愛着と誇りを育むとともに、同地区の交流人口の拡大や経済の活
性化に結び付ける。

地方創生推進タイプ
商店街活性化促進事業計画に基づく
法律上の特別の措置

346 新潟県 新潟県長岡市
高度外国人材を活かした未来産業
創出システムの構築

新潟県長岡市の全域

４大学１高専１５専門学校のネットワークを活かし、若者の地元就職の
取り組みに加え、新たに現在市内の大学で高度な技術を学ぶ留学生、海
外大学からの短期留学生のインターンシップの受け入れを促進し、企業
のグローバル化への意識向上を図り、海外進出や海外への販路開拓な
ど、さらなる価値を創出する魅力ある企業群を形成していく。そのため
の環境づくりとして、地域や企業と連携して多文化共生の取り組みを推
進し、外国人が暮らしやすい地域環境が形成されることにより、留学生
の地元定着と、外国人材から選ばれる地域を目指す。

地方創生推進タイプ

347 新潟県 新潟県長岡市
ｅスポーツを活用した地域人材の
発掘・育成及び地域課題の解決

新潟県長岡市の全域

本市の人口は、1995年の約29万3千人をピークに2045年には総人口が約20
万8千人と推計されている。特に過疎高齢化が進む地域の減少幅が著し
く、人口減少・高齢化の進展による担い手不足で集落機能や地域の活力
低下が懸念されている。来るデジタル社会において、年齢、性別、障害
の有無、エリアの垣根無く楽しめるｅスポーツを本市の象徴として位置
づけ、地域全体に普及させることで、様々な地域課題を解決するデジタ
ル人材を発掘、育成し、今後の持続可能な地域づくりにつなげていくも
のである。

地方創生推進タイプ

348 新潟県 新潟県三条市
不易流行×ウェルビーイングによ
るものづくりのまち未来協創戦略

新潟県三条市の全域

「ものづくりのまち」としての今後の目指すべき姿やその実現に向かう
戦略として、令和5年1月に策定した、三条市経済ビジョン「よくつく
る、よくいきる～豊かにいきいきと働き、技術力を基軸に時代とともに
進化し続けるものづくりのまち～」に基づき、地場産業の未来を創る人
材の確保と生産性の向上を実現し、企業の「稼ぐ力」を高め、ものもの
づくりのまちとしての持続的発展に取り組む。

地方創生推進タイプ

349 新潟県 新潟県三条市
多様性への理解促進と生きがいづ
くりを通じた生涯活躍のまち推進
事業

新潟県三条市の全域

世代、性別、価値観、障がいの有無などに関係なく、多様なバックグラ
ウンドを持つ者同士が交流できる機会や、多様な喜びや楽しみを日々の
生活で感じられる機会を創出することなどを通じて、誰しもが安心して
自分らしく日々を過ごせる環境を整備し、市民の精神的、社会的な豊か
さの向上を図る。これらの取組により、女性、若者、高齢者、障がい
者、移住者といった属性に関係なく、誰もが居場所と役割を持って活躍
できるコミュニティをつくり、「生涯活躍のまち」の実現に取り組む。

地方創生推進タイプ

350 新潟県 新潟県新発田市
オーガニックSHIBATAプロジェク
ト

新潟県新発田市の全域

中山間地において海外で需要が高まっている有機JAS認証オーガニック米
の産地形成とオーガニック素材を使用した加工品づくり、その他既存商
品のリブランディングによる付加価値づけを行い、米の輸出で獲得した
コネクションを活かし、新発田牛、越後姫も含めた輸出促進策を実施す
ることで農家所得の向上と耕作放棄地対策、労力軽減に向けたスマート
農業の普及啓発を進める。

地方創生推進タイプ

351 新潟県 新潟県新発田市
大倉喜八郎別邸「蔵春閣」復元・
公開を契機とした～新発田の歴
史・文化・食～発信プロジェクト

新潟県新発田市の全域

当市出身の実業家である大倉喜八郎の別邸「蔵春閣」の開館を契機に、
周辺施設や商店街、民間団体等との官民連携によって中心市街地の一体
的な賑わい創出を行うことで、「蔵春閣」をランドマークとした中心市
街地が、月岡温泉や道の駅など多方面からのひとの流れの受け皿とな
り、「まちの賑わいの創出（ひとの流れ・中心市街地活性化）」を実現
するとともに、新発田の文化、歴史、食文化を積極的に発信することで
シビックプライドの醸成を図っていく。

地方創生推進タイプ

352 新潟県 新潟県新発田市
天王小学校及び本田小学校空き校
舎活用計画

新潟県新発田市の全域

令和２年度末に閉校となった旧天王小学校及び旧本田小学校の空き校舎
を貸しオフィスに転用し、校舎内の教室・給食棟・体育館・プール等を
複数の企業に貸し出すシェアオフィス型施設として運営することで、先
端技術を活用して研究開発を行う企業の誘致を進め、それらの企業の市
内定着を図ることにより、若者が魅力を感じる多様な就労環境や雇用機
会の創出を実現する。

補助金で整備された公立学校施設の
財産処分手続きの弾力化

353 新潟県 新発田市
持続可能な安心して暮らせる地域
づくり計画

新潟県新発田市の一部（内竹、松
岡、中井、島潟、石喜、菅谷の各地
区）

新発田市では、人口減少の影響から当市の主要産業である農業において
担い手不足が生じている。また、下水道など社会資本施設の老朽化によ
る維持管理コストの増大といった課題にも直面している。これらの問題
に対応するため、下水道の広域化・共同化の推進と、農業集落排水施設
の更新で、良質な農作物の生産基盤の確保に必要な水質保全により、持
続可能な安心して暮らせる地域づくりを目指す。

地方創生汚水処理施設整備推進交付
金

354 新潟県 新潟県燕市
「ツバメ」でひろがれ。市内企業
におけるSDGｓ経営推進プロジェ
クト

新潟県燕市の全域

当市のものづくり企業において、働き方改革の推進等職場環境の整備を
通じて、女性や外国人、障がい者等の多様な人材が意欲を持って働き、
人材の確保・定着とSDGsの理念に合致した経営により、持続可能な市内
産業の実現とカーボンニュートラルへの寄与を目指す。・市内企業にお
けるSDGs経営推進に向けた支援・地域におけるダイバーシティ推進・
SDGsの理解促進・カーボンニュートラルの取組に向けた支援

地方創生推進タイプ

355 新潟県 新潟県燕市
交流拠点施設を核としたアウトド
アアクティビティによる地場産品
振興プロジェクト

新潟県燕市の全域

本市における自然観光の拠点である道の駅国上が、リニューアルを契機
に新たな施設運営事業者とともに、アウトドアレジャー人気を捉えた燕
の食と自然がまとめて楽しめるコンテンツとしてさらなる魅力の向上を
図るとともに、雑誌・広告やSNS等を活用したプロモーションを通じてさ
らなる人の流れの創出を図る。・道の駅国上における自然環境と市内農
産物を活用した交流人口の創出・拡大・新たなニーズに応える自然観光
コンテンツの整備と情報発信力強化

地方創生推進タイプ
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356 新潟県 新潟県燕市
周年事業をきっかけとした若年層
による関係人口の創出

新潟県燕市の全域

周年事業等の実施を契機に、イベント情報をはじめ、充実した各種施
策、「ものづくり」「人」「自然」「食」といった本市の魅力的な地域
資源を広く全国に向けて発信するプロモーション活動を強化すること
で、都会から地方への人の流れを生み出し、本市の関係人口の増加を図
るとともに、定住人口の増加に繋げる。「若年層のニーズを捉えた関係
人口創出」、「認知度および魅力度の向上」及び「若者の地元定着に向
けた新たなコンテンツ開発」

地方創生推進タイプ

357 新潟県 新潟県燕市
「子育てするなら燕市で」子ども
たちの笑顔あふれる全天候型子ど
も遊戯施設整備事業

新潟県燕市の全域

本計画では、子育て世代からのニーズが高い、全天候型の子ども遊戯施
設を整備するものである。本市では、今後の出生数に影響を与える15～
49歳の女性人口が減少傾向にあり、人口推計結果によると、2040年まで
に同年齢層の女性は552人の転出超過が見込まれている。若年層の減少は
出生数の減少につながり、人口減少に拍車がかかるため、市内外の人か
ら「子育てするなら燕市で」と思ってもらえるような、魅力ある子育て
環境を整備し、子育て世代の移住、定住を促進する。

地方創生拠点整備タイプ

358 新潟県 新潟県妙高市
首都圏企業等と連携した新産業・
ローカルイノベーション創出プロ
ジェクト

新潟県妙高市の全域

当市の人口・生産年齢の人口は減少しており将来的な担い手不足・人手
不足の深刻化とさらなる経済の停滞が懸念されている。そのような中、
新型コロナウイルス感染症の影響もあり、地方分散型社会への期待も追
い風になり、首都圏企業と市内人材が連携することにより、当市の課題
である人手不足や経済の停滞などの解決のため、新たな視点でのプロ
ジェクトの実現に向け、当市としても積極的に関与し、立ち上げの支援
や推進を進めていき、ローカルイノベーションと新産業の創出による、
新たな雇用の拡大や定住人口の増などを実現を目指す。

地方創生推進タイプ

359 新潟県 新潟県妙高市
Next　Act　For　Our National　
Park～妙高の自然を守る３つの挑
戦～

新潟県妙高市の全域

「登山者が増えるほど、自然や地域が豊かになる」　国立公園の保全に
おいて「担い手不足」と「財源不足」という課題を解決する必要があ
る。地域内のみで考えるのではなく、観光目的の利用者が増えその中か
ら保護に積極的に関わる「関係人口」が現れ定着し、保護と利用と定着
が好循環する「保護・利用モデル」を構築し、課題を解決するものであ
る。

地方創生推進タイプ

360 新潟県 新潟県妙高市

「しごと＋観光」（ワーケーショ
ン）による新たな「ひとの流れ」
の創出とビジネスマッチング・
ワークシェアリングによる産業高
度化・働き方改革推進事業

新潟県妙高市の全域

首都圏等を中心にテレワークや副業・兼業など、柔軟で多様なワークス
タイルが拡大する中、多様な地域資源と暮らしやすさに魅かれて地方へ
訪問し、地方発イノベーションへの協力や、地域との関係性の構築（関
係人口化）へと発展する好事例がみられる。これらの背景を踏まえ、
「しごと＋観光」によるワーケーションでの新たな人の流れの創出や都
市部人材を活用した市内企業とのビジネスマッチングの促進、アウト
ソーシング業務の受注促進によるワークシェアリングによる時短雇用希
望者を対象とした雇用の拡大や働き方改革などを推進する。

地方創生推進タイプ

361 新潟県 新潟県上越市
地域資源をいかした観光誘客～市
民が主役の観光地域づくり～

新潟県上越市の全域

当市の観光入込数は、概ね減少傾向で、日常的な誘客や日々魅力を伝え
る環境が整っていない現状にある。さらに、当市は、市域が広く、魅力
が点在している現状を抱えている。一方で、春日山城や高田城など越後
国の中心として栄えた歴史・文化等が存在し、そこから育まれた多種多
様な地域資源が多く存在する。そこで、観光促進の第1歩として、地域一
丸となった観光地域づくりによる日常的な観光誘客の基礎となる環境整
備や地域資源の磨き上げによる観光資源化を図ることで、観光入込客増
加や観光消費の増加による地域活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

362 新潟県 新潟県上越市
デジタル人材教育・育成・確保と
企業DX推進戦略

新潟県上越市の全域

地域に不足するデジタル人材を育成し、その人材が市内企業への就職や
DX推進の専門家として活躍することを目指すとともに、IT企業等の誘致
を強化する。市内企業向けのセミナーの開催や専門家の招へいに係る経
費の支援を通じて、DXに取り組む環境を整備する。IT技術を活用した地
域課題の解決を目指す産学官金が連携する組織と地域全体での有機的な
取組を推進する。IT企業の受け皿となるオフィスビルを整備する民間事
業者を支援することで、首都圏等のIT企業と市内企業の連携を加速させ
る。

地方創生推進タイプ

363 新潟県 新潟県佐渡市
安心して暮らし続ける島×地域循
環共生圏の創出～多様な連携によ
る持続可能な仕組みづくり～

新潟県佐渡市の全域

令和４年４月26日「脱炭素先行地域」、同年５月20日に「SDGs未来都
市」に選定され、2030年のあるべき姿として、島民がより心豊かに暮ら
し続けられる島を目指している。具体的には、トキや佐渡金銀山をはじ
めとした佐渡独自の歴史・文化や豊かな地域資源を活かしつつ、島内外
の多様な主体との連携、創意工夫によって、島の環境、経済、社会の三
方において複合的、統合的に効果をもたらす人材、外貨を獲得すること
で地域環境の活性化を図り、課題解決先進地として「自立・分散型社会
のモデル地域」を実現することとしている。

地方創生推進タイプ

364 新潟県 新潟県佐渡市
「元気なしまびと」を起点とした
「魅力あるしま」づくりプロジェ
クト

新潟県佐渡市の全域

全世代が充実した生活と安心して暮らせる『健康寿命日本一の島』を目
指し、市民の健康増進、地域参画の意識醸成、医療・福祉事業の横のつ
ながりを構築した地域包括ケアシステムの推進を図り、「元気なしまび
と」につなげ、地域共生社会＝「魅力あるしま」を実現する。

地方創生推進タイプ

365 新潟県 新潟県佐渡市

日本一輝けるスタートアップアイ
ランド　～多様な人財が集まり、
安心して暮らし・働き・チャレン
ジできる島づくり～

新潟県佐渡市の全域

魅力ある働く環境の整備と「起業成功率№１の島」を目指し、「稼げ
る」地域づくりと「働く」人材の確保から安心して「働き」・「チャレ
ンジ」し輝ける環境づくり及び都市部とのつながりを築き、都市部から
の新しいひとの流れをつくり安心して「暮らせる」環境づくりの２本の
柱により事業を展開する。

地方創生推進タイプ

366 新潟県 新潟県佐渡市
持続可能な観光地域づくりを目指
した「佐渡版MaaS」実証事業

新潟県佐渡市の全域

持続可能な地域循環の仕組みづくりの構築に向け、特に観光振興は外貨
獲得につながる重要な手段となるため、本市の経済に好循環がもたらさ
れるよう、MaaS協議会を立ち上げ、官民連携により推進する。また加え
て、MaaSの新たなモビリティサービスサービスにより、高齢者社会への
対応や交通弱者への支援など、安全安心な持続可能なまちづくりに寄与
するものであるため、佐渡版MaaS「観光地における新たなモビリティ
サービス」及び佐渡版MaaS「過疎地域における新たなモビリティサービ
ス」の2本の柱を軸に事業を展開する。

地方創生推進タイプ

367 新潟県 新潟県佐渡市
第２期佐渡市まち・ひと・しごと
創生推進計画

新潟県佐渡市の全域

第２期佐渡市まち・ひと・しごと創生総合戦略では、総合計画の基本理
念である「歴史と文化が薫り　人と自然が共生できる持続可能な島」と
一体的に取り組み、子どもからお年寄りまで誰もがいきいきと輝ける島
を目指し、人口減少対策と地方創生の実現に向けた施策を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
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368 新潟県 新潟県南魚沼市
自然・人・産業の和で築く安心の
南魚沼まちづくり計画

新潟県南魚沼市の全域

本市の最重要課題である人口減少対策として、産業の振興と安定した雇
用の創出、地域資源を活用した交流と移住・定住の促進を図るため、広
域農道と市道を一体的に整備し道路ネットワークを構築することによ
り、農業基盤としての交通環境の利便性や安全性の向上を図り、南魚沼
産コシヒカリ等を栽培する高度担い手農家数の増加などの農業振興と、
主要観光拠点の周遊ルートや地域の飲食店等と連携したスポーツイベン
トのコースとして有効活用を図り、観光交流人口の更なる増加を目指
す。

地方創生道整備推進交付金

369 新潟県 新潟県北蒲原郡聖籠町
聖籠町まち・ひと・しごと創生推
進計画

新潟県北蒲原郡聖籠町の全域

当町では人口減少・少子超高齢化が予測され、社会保障費の増加や地域
経済の縮小が懸念されている。本事業は、少子高齢化の人口構造の変化
に的確に対応し、町民の結婚・出産・子育ての希望の実現を図り人口の
自然増につなげ、産業の活性化や住みよい環境の確保を通じて人口の社
会増を目指す。そのために「地域資源を活かした魅力ある産業を形成す
る事業」、「結婚出産子育ての希望をかなえる事業」、「住み続けたい
まちをかたちづくる事業」を３本柱とした地方創生の取り組みを推進
し、人口減少や地域課題解決に対応する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

370 新潟県 新潟県岩船郡粟島浦村
２０４０年住民票総人口３００人
プロジェクト

新潟県岩船郡粟島浦村の全域

「島で暮らし続けるために必要な人口」として定め、人口ビジョンでも
掲げている「2040年300人」を堅持できる人口水準を維持するために、島
民が実感・共感できる現実的・堅実な目標を「５年後に目指す島の姿」
として設定する。具体的な目標（「基本目標１　安心して暮らし続けら
れる島の堅持」、「基本目標２　島の産業を振興する協働と基盤づく
り」、「基本目標３　新たな価値の創出・発信」）を定め、その達成に
向けた施策を講じていくこととする。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

371 富山県 富山県 ポストコロナの海外展開事業 富山県の全域

コロナ禍により落ち込んだ海外輸出、インバウンドといった産業、観光
分野においてポストコロナの反転攻勢施策を進めるにあたり、外国人材
の技術や才能を活かし、コロナ前の経済に戻す努力ではなく、コロナ前
を超える経済状況を目指し、日本人にも外国人にも、働きやすく、暮ら
しやすい地域づくりを進め、世界に選ばれる「元気とやま」を目指す。

地方創生推進タイプ

372 富山県 富山県
産官学連携によるオープンイノ
ベーション創出プロジェクト

富山県の全域

健康関連産業や、成長分野において、産学官によるオープンイノベー
ションを促進させることで、競争力のある新製品・新技術の開発、事業
化を支援する。また、県内企業への技術移転や新たな製品開発を目指し
て、県内大学が主導する将来の事業化が有望な技術シーズを探索し、産
学の共同研究を支援する。併せて、医薬品創製を一体的に学べるプログ
ラムを学生・社会人を対象に提供することで、医薬品の創薬研究から薬
効薬理・安全性等の各種試験、法規制対応、販売までの各プロセスに対
応できる専門人材（産業界が求める人材）を育成する。

地方創生推進タイプ

373 富山県 富山県 女性未就業者等の活躍支援事業 富山県の全域

「富山県人材活躍推進センター」の下に「女性就業支援センター」を設
置し、女性の就業に関する相談をワンストップで受け付けるとともに、
企業や未就業者に対して、雇用につながる業務の切り出し、新規就業の
促進等を能動的に働きかける。また、子育て中のママの支援を行う民間
団体等のネットワークも活用した未就業女性の掘り起こしや、デジタル
技術を学べるセミナーの開催、企業から切り出した仕事のマッチング支
援を行う。

地方創生推進タイプ

374 富山県 富山県
富山県「プロフェッショナル人
材・副業兼業人材確保プロジェク
ト」事業

富山県の全域

県内企業が事業継続、事業拡大を図る上での経営課題に関する経営相談
機関として、富山県プロフェッショナル人材戦略本部を設置し、金融機
関や職業紹介事業者等と連携しながら、首都圏等の中核人材に本県の強
みを発信すること等を通し、県内企業が攻めの経営を行うのに必要な多
様な人材の確保を支援する。このほか、県内企業に対し、副業・兼業人
材、デジタル人材を含めたプロフェッショナル人材活用の有効性への理
解促進等を図るため、HPやパンフレットの整備、オンライン交流会、人
材確保に係る費用助成等を行う。

地方創生推進タイプ

375 富山県

富山県、富山県富山市、富山県高岡
市、富山県魚津市、富山県氷見市、
富山県滑川市、富山県黒部市、富山
県砺波市、富山県小矢部市、富山県
南砺市、富山県射水市、富山県舟橋
村、富山県上市町、富山県立山町、
富山県入善町、富山県朝日町

開疎な脱炭素コミュニティ構築プ
ロジェクト

富山県の全域

脱炭素化は我が国に限らず、世界的な潮流となっている。また、これま
で都市化が進み、密閉、密集した中で経済・社会活動が展開されてきた
が、ウィズコロナ時代は開放、密から疎の方向に向かう「開疎化」が求
められている。2050年に向けて、グリーン・トランスフォーメーション
に加え、サーキュラー・エコノミー（循環経済）の確立、それらを下支
えする基盤となるデジタル・トランスフォーメーション（DX）を有機的
に統合・推進し、脱炭素社会で生き残り選ばれる開疎な脱炭素コミュニ
ティの形成を目指す。

地方創生推進タイプ

376 富山県

富山県、富山県富山市、富山県高岡
市、富山県魚津市、富山県氷見市、
富山県滑川市、富山県黒部市、富山
県砺波市、富山県小矢部市、富山県
南砺市、富山県射水市、富山県舟橋
村、富山県上市町、富山県立山町、
富山県入善町、富山県朝日町

多様な産業・人材の参画による地
域全体が潤う「稼げる」観光地づ
くり推進計画

富山県の全域

富山ならではの観光資源の魅力や強みを活かし、「特別感」のある多様
な旅行商品やアクティビティの開発を行うとともに、満足度の高い受入
れ環境の充実等に努め、何度でも訪れたくなる「選ばれ続ける観光地」
としての魅力を磨き上げ、本県の自然、食、住環境、伝統文化等が有す
る「価値」に共感してもらえるターゲット層に戦略的にアプローチし、
コアな富山県ファン・リピーターの獲得、定住も視野に入れた観光交流
の促進等による県内経済の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

377 富山県

富山県、富山市、高岡市、魚津市、
氷見市、滑川市、黒部市、砺波市、
小矢部市、南砺市、射水市、舟橋
村、上市町、立山町、入善町、朝日
町

富山で実現「いい移住」移住支援
事業

富山県の全域

移住支援・マッチング支援事業では、東京圏から本県へのさらなる移住
促進、対象となる中小・中堅企業への就業を促進し、本県から首都圏へ
の人口流出に歯止めをかけ、産業競争力の強化や地域の活力、魅力向上
を加速させる。また、起業支援事業では、東京圏からの移住者を対象
に、地域課題に対して「社会性」「事業性」「必要性」の観点をもって
取り組む事業計画を募集し、当該事業に要する経費の一部を助成するこ
とで、多様な価値観に基づく創業を支援し、移住の促進と起業家人材の
裾野拡大や県内経済の活性化（開業数の増加）を図る。

地方創生推進タイプ

378 富山県

富山県、富山県黒部市、富山県射水
市、富山県入善町、富山県滑川市、
富山県高岡市、富山県魚津市、富山
県小矢部市

Toyama Digital Transformation 
Project

富山県の全域

世界的な潮流として社会のデジタル化が進む中、データは知恵、価値、
競争力の源泉であるとともに、地域課題解決の切り札と位置づけられ、
その利活用の重要性がますます高まっている。こうした背景も踏まえ、
社会の変革を成長に転換しビヨンドコロナ時代における発展につなげる
ため、「データ活用の好循環」を軸としたDXを推進することで、地域課
題の解決や県内経済の成長、県民の暮らしの向上を図り、県民の「真の
幸せ（ウェルビーイング）」を追求する。

地方創生推進タイプ

379 富山県
富山県、富山県高岡市、富山県黒部
市、富山県上市町、富山県入善町

ウェルビーイングによる人口増加
プロジェクト

富山県の全域

ウェルビーイング先進地域を目指し、「まち」の魅力を高め、「ひと」
を呼び込む。具体的には、暮らしという日常の中にある幸せを一人ひと
りが見つめ直し、価値として磨き、周りにシェアしていく、「おすそわ
け」を通し、幸せの先進地域をつくっていく。富山にしかない美しい自
然や暮らし、産業に、新たな人や価値観、技術を掛け合わせていくこと
で、文化も経済も元気になり、結果的に、富山で暮らす人がもっと誇ら
しく、生きやすい地域になる、そんな循環をつくっていく。

地方創生推進タイプ
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380 富山県
富山県、富山県高岡市、富山県入善
町

Startup connect project 富山県の全域

日本、とりわけ地方においても、新産業の創出や競争力の強化等を進
め、新しく力強くワクワクする稼げる産業をつくるためには、誰もが起
業にチャレンジできる環境づくりやファーストペンギンと例えられるよ
うな、小さな勇者をたたえ、応援する風土、文化を育成していくことが
重要であり、そのロールモデルとなるような全国区のスタートアップ企
業や大学発ベンチャーの創出に向けた集中的な支援を行い、そのロール
モデルとなる企業を中心としたスタートアップエコシステムの形成を図
る。

地方創生推進タイプ

381 富山県 富山県、富山県高岡市
とやま未来創生チャレンジ人材育
成事業

富山県の全域

県内のリカレント教育の普及拡大を検討・協議する「産学官連携推進会
議」を中心に、リカレント教育（学び直し）の意義に関する広域的な啓
発を行うとともに、誰もが何歳からでも、何度でも学び直し、能力を高
める機会づくりや、地域の身近な環境づくりに取り組む。また、子ども
や若者が、ふるさと富山を拠りどころにしながらも、地域や国際社会に
貢献するグローバル人材等の育成に取り組むほか、学力けでなく、非認
知能力やＩＣＴリテラシーなど、新たな時代に求められる能力を持つ人
材の育成に取り組む。

地方創生推進タイプ

382 富山県
富山県、富山県黒部市、富山県立山
町、富山県魚津市、富山県入善町、
富山県朝日町、富山県滑川市

「立山黒部」世界ブランド化推進
事業

富山県の全域

県民や観光客に長年の間、閉ざされていた黒部ルートが2024年に一般開
放され、立山エリアと黒部エリアが結ばれることで、世界的山岳景観を
誇る立山黒部アルペンルートと日本一のＶ字峡である黒部峡谷を周遊
し、美しく雄大な自然に触れることができる世界水準の「滞在型・体験
型」の山岳観光地として世界ブランド化を目指す。また、多くの訪日外
国人や個人旅行客が立山黒部を訪れ、観光振興と環境保全が調和して、
経済への好循環を生み出しながら持続可能な観光エリアの創造を目指
す。

地方創生推進タイプ

383 富山県
富山県、富山県魚津市及び富山県黒
部市

魚津・黒部の賑わいを活かした漁
村活性化計画

富山県魚津市及び富山県黒部市の区
域の一部（魚津港、経田漁港及び石
田漁港）

富山県東部の新川地区には高度衛生型荷捌施設や海の駅を有し水産物流
や観光交流の拠点である魚津港や、プレジャーボート保管施設を有し地
域活性化の核である経田漁港と石田漁港がある。近年、高波の越波によ
り漁業活動に支障が生じていることや、度重なる台風等により老朽化著
しい施設が破損し利用制限が生じているため、早急な改善が求められて
いる。このため、３港を一体的に整備し、港施設の広域連携や海洋レク
リエーション機能の向上を図るとともに、漁業体験や水産物の直販など
の観光イベントにより、水産業及び漁村の活性化を図る。

地方創生港整備推進交付金

384 富山県
富山県、富山県氷見市、富山県砺波
市、富山県黒部市、富山県南砺市、
富山県入善町

ＡＬＬとやま農林水産業の成長産
業化プロジェクト

富山県の全域

富山県は、3000ｍ級の北アルプス立山連峰から「天然のいけす」と呼ば
れる水深1000ｍ超の富山湾まで、高低差4000ｍとなる全国的にも珍しい
地形を有しており、海・野・山に跨る多様な地形を活かして、米のほ
か、ねぎやたまねぎ等の園芸作物、ブリ、シロエビ等の水産物など豊か
な農林水産物が生産されている。これらの富山らしい特色のある地域資
源をフル活用しながら、県内市町村と連携し、国内外市場での魅力を高
め、雇用の拡大と収入の確保につなげることで、持続可能な農林水産業
の発展を目指す取組みを実施する。

地方創生推進タイプ

385 富山県 富山県、富山県南砺市
持続可能な中山間地域振興プロ
ジェクト

富山県の全域

本県の中山間地域における住民が豊かな生活を安心して営むことができ
る地域社会を創造するための施策を推進する「中山間地域創生総合戦
略」に基づき、県、市町村、県民、事業者等が相互に連携を図りながら
協働し、中山間地域の住民が自発的に地域の課題解決に取り組み、地域
全体で稼ぐ手法を身に付け、自立していく「持続可能な地域社会」の形
成を目指す。

地方創生推進タイプ

386 富山県 富山県富山市
オープンイノベーションを見据え
た関係人口・交流人口創出事業

富山県富山市の全域

地域の担い手不足が課題となる中、地域外の多様な人材が関係人口とな
る機会・きっかけを最大化させるため、来訪者にとって利用しやすい公
共交通・キャッシュレスインフラを一体的に整備し、さらに関係人口創
出のためのプロモーションや体験事業を行う。これらの取組を通じて創
出・拡大された関係人口・交流人口により官民連携プラットフォームを
構築し、地域課題を解決する中で生まれるアイデアやソリューションを
社会実装することによりオープンイノベーションを促進、官民が連携し
た持続可能なまちづくりを実現する。

地方創生推進タイプ

387 富山県 富山県富山市 富山市スマートシティ推進事業 富山県富山市の全域

市自らがプラットフォーマーとなり、IoTなどの新たな情報取得手段を活
用したSociety5.0におけるサイバー空間情報の集積化や官民のデータ共
有化を進めることで、産学民官が互いに情報を提供・共有しあう開かれ
たまちづくりを進め、人口減少、超少子高齢化、高度情報化による社会
構造の劇的変化に対応した持続可能なまちづくりを実現する。また、市
が民間へのIoT実証実験環境の提供や官民間・民民間のデータ共有化をは
かることで、地域経済活動の活性化を促し、Society5.0におけるしごと
の創生に繋げる。

地方創生推進タイプ

388 富山県 富山市
富山市まち・ひと・しごと創生推
進計画

富山市の全域

今後、本市の地方創生の取組のさらなる深化を図り、少子・超高齢社会
あっても将来にわたり一定の人口を維持し、活力ある持続可能なまちづ
くりを目指し、「産業活力の向上により、安定した雇用を創出する」、
「交流・定住を促進し、富山市への新しい人の流れをつくる」、「生活
環境の一層の充実を図る」、「持続可能な都市経営・まちづくりを推進
する」という４つの基本目標のもとで事業を行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

389 富山県 富山県氷見市
氷見のブランド再構築を通じた交
流・関係人口拡大プロジェクト

富山県氷見市の全域

首都圏をはじめとする都市部等で、氷見の情報発信とプロモーションの
拠点となる「関係店舗（ツナグ場）」を登録し、氷見のプロモーション
イベントを展開する。また、氷見と継続的な関わりを希望する住民が登
録する「氷見きときとファンクラブ」を構築し、登録者に向けた誘客プ
ランの作成及びプロモーションを行う。さらに、氷見の豊かな食の魅力
を発信する様々なイベントやプロモーションを展開し、国内外へと多様
な交流を拡大することにより、氷見に関心を持ってもらうきっかけ作り
とし、認知度を高めて、交流・関係人口拡大につなげる。

地方創生推進タイプ

390 富山県 富山県滑川市
旧北陸街道周辺の歴史や佇まいに
萌える”たび人”を巻き込んだま
ちづくりプロジェクト

富山県滑川市の全域

本市の旧町部と言われるエリアは、北陸街道の宿場町として栄えた歴史
があるが、郊外での宅地開発や大型店の誕生、自動車社会の進展等によ
り、人口流出が進み、現在では多くの空き家が乱立する状態となってい
る。一方で、当該エリアの古い街並みの景観や複数の国登録有形文化財
などを活かして、魅力的なまちづくりを実現できる土壌があることか
ら、これらの地域資源の磨き上げや利活用を促進するとともに、まちづ
くりに知見のある専門家や地方創生に関心の高い外部人材を巻き込みな
がら、地域の交流人口や関係人口の増加を目指す。

地方創生推進タイプ

391 富山県 富山県南砺市
ＳＤＧｓ未来都市「一流の田舎」
実現に向けた礎プロジェクト

富山県南砺市の全域

誰もが地域に誇りを持ち、住みなれた地域で生涯を心豊かに安心して暮
らすことができる「誰ひとり取り残さない、一流の田舎」の実現に向け
た礎となる、市民、民間事業者、関係人口、行政等の様々なステークホ
ルダーが連携し、住民が自発的に地域の課題解決に取り組み、地域全体
で稼ぐ手法を身に付け、自立していく「持続可能な地域社会」の形成を
目指す。・文化と教育の連携事業・住民自治の再構築事業・コミュニ
ティファンドによる地域づくり支援事業

地方創生推進タイプ
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392 富山県 富山県南砺市
土徳とニューツーリズムで紡ぐ南
砺ファンとの関係強化による持続
可能な観光地の創生

富山県南砺市の全域

南砺市に思い入れのある人を「南砺ファン」と位置づけ、伝統文化を継
承する人材の確保や新たな観光スタイルによる相互コニュニケーション
で関係を強化し、持続可能な観光地の創生を目指す。１．地域に息づく
伝統、文化の維持、保全、継承２．南砺ファンにさらに深い南砺を知っ
てもらうためのニューツーリズムの展開３．南砺ファンとの相互コミュ
ニケーションを通じた南砺ブランドの発信及び誘客推進

地方創生推進タイプ

393 富山県 富山県南砺市
若者から選ばれる「寛容なまち南
砺」創生プロジェクト

富山県南砺市の全域

本市では、市内に高等教育機関がなく、大学や専門学校に進学するため
転出した若者が卒業後に戻ってこないという構造的な課題を抱えてお
り、生まれ育った人、移住してきた人の双方が心豊かに、住み続け、働
き続け、出会い続け、子育てし続けることができ、市外へ転出した人も
機会があれば是非戻りたい、今後も関係を継続したいと願うまちを実現
するため、市民が多様な考え方や個性を認め合うことで幸福を実感で
き、新しいことへのチャレンジを応援する「寛容性」にあふれた地域社
会の構築をめざす。

地方創生推進タイプ

394 富山県 富山県射水市
射水市まち・ひと・しごと創生推
進計画

富山県射水市の全域

「選ばれるまち快適安心居住都市　いみず」を目指し、都市としての魅
力を高め、「市民一人ひとりが輝く人生」を歩むための舞台を提供すべ
く、交通と住まいが快適なまち、子育てと学びの希望がかなえられるま
ち、高等教育機関と共に歩むまち、人口減少に対応したまちのリノベー
ション、とやま呉西圏域連携中枢都市圏での取組強化といった５つの戦
略を通じて、持続可能な地域社会の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

395 富山県 富山県立山町
まちの中心「地鉄立山線五百石駅
周辺」便利な街へ再設計事業

富山県立山町の区域の一部（五百石
地区）

五百石駅周辺の商業展開の基盤を整え、五百石駅周辺での起業支援や交
流の促進、五百石駅から富山地方鉄道を利用して立山黒部アルペンルー
ト等へ向かう観光客の増加等に取り組むことにより、地域内外の経済循
環が創出され、活気にあふれた町を目指す。また、高齢者をはじめとす
る車を運転できない町民が、行政手続き、年金の受け取り、受診、生活
必需品の購入など、五百石駅まで行けば、徒歩圏内で用が足りるまち
「コンパクトなまちづくり」を目指す。

地方創生推進タイプ

396 富山県 富山県立山町
「働きたい」と「住みたい」が調
和する町へ　～関係人口の増加を
求めて～

富山県立山町の全域

当町の人口減少が続く背景には、若年層にとって魅力的な就職先が少な
いため、若い世代が進学・就職等を機に町を離れてしまうことが挙げら
れる。一方で、北陸新幹線の開通後、移住相談件数の都道府県別ランキ
ングにおいて、富山県は５位以内をキープしている。このような好機を
的確に捉え、地方創生を推進するため、空き家や空き公共施設等を活用
しながら、町への新たな人の流れを創出するとともに、若年層に魅力的
な働く場を町内に創り出す。また、首都圏在住者や首都圏企業との交流
のチャンネルを増やし、関係人口の創出・拡大を目指す。

地方創生推進タイプ

397 石川県 石川県
大学発のスタートアップの発掘・
育成計画

石川県の全域

石川県は、人口あたりの高等教育機関数が全国1位であるなど、全国有数
の高等教育機関の集積地であり、県内大学では全国トップクラスの研究
が行われているが、人材面や資金面での資源の不足、関係機関の連携が
整っていないなど、大学発スタートアップの創出環境に課題がある。そ
のため、発掘・育成・成長のそれぞれの段階に応じた、人材・資金・情
報などの必要な支援を行い、大学発スタートアップの創出による産業の
多重化・多軸化を図るとともに、雇用増加や移住・定住を促進する。

地方創生推進タイプ

398 石川県 石川県
伴走支援体制の強化等による県内
中小企業経営基盤強化事業計画

石川県の全域
中小企業庁との連携協定による伴走支援体制強化事業と中小企業承継円
滑化事業を柱に、県内中小企業の成長軌道へ誘導し、また優良な企業を
未来に継承していくことに寄与する。

地方創生推進タイプ

399 石川県 石川県
コロナ禍を契機とした時流を捉え
た新たな人の流れ創出プロジェク
ト

石川県の全域

コロナ禍を契機とした場所にとらわれない働き方・暮らし方の実現等の
新たなニーズに即したきめ細やかな支援により人の流れを創出するとと
もに、子育て世帯をはじめとした誰もが安心して働ける環境づくりを推
進し、更なる移住・定住の促進を図る。

地方創生推進タイプ

400 石川県 石川県
特色ある石川県産農林水産物のブ
ランド化推進事業計画

石川県の全域

石川県の強みを生かした農林水産物のブランド化により、農林水産業の
持続的な発展のみならず、石川県の魅力向上への昇華を経て、地域経済
の活性化はもとより、石川県民の誇りの醸成にも寄与することを目指
し、本県の特色ある農林水産物を創り育てるブランド化を推進する。

地方創生推進タイプ

401 石川県 石川県 女性・高齢者就業促進事業計画 石川県の全域

「石川県成長戦略」において、「産業を支える人材の確保・育成」を掲
げており、女性や高齢者などあらゆる人材の活躍により、人口減少下で
も現在の就業者数（615千人）の水準を維持するため、就業促進等を図る
こととしているほか、産業のDX推進のため、事業者のニーズに応じたき
め細やかなデジタル人材の育成に取り組むこととしており、本事業は、
求職活動に動けていない潜在人材(女性・高齢者)の掘り起こしやデジタ
ルスキル習得のためのセミナー、企業とのマッチング等を行い、就業に
繋げることを目的とする。

地方創生推進タイプ

402 石川県 石川県
石川県プロフェッショナル人材確
保支援計画

石川県の全域

県内企業や関係団体等とのつながりを持つプロフェッショナル人材戦略
マネージャー、サブマネージャーが、金融機関や商工団体等と連携しな
がら、本県の基幹産業である製造業や成長産業である観光関連産業（宿
泊業・飲食業等）等の県内中小企業を中心に、個別企業訪問時の助言等
により、企業が持続的に成長・発展するために必要な人材を明確化させ
たうえで、首都圏等のプロフェッショナル人材等へ県内中小企業等の魅
力を直接伝えることでマッチングを促進する。

地方創生推進タイプ

403 石川県 石川県 第２期いしかわ創生推進計画 石川県の全域

いしかわ創生を推進するため、以下の取り組みを行う。・持続する北陸
新幹線開業効果など本県の強みや独自性を活かす。・東京一極集中を是
正し石川への人の流れをつくる。・結婚や出産の希望がかない、安心し
て子どもを生み育てていくことができる社会をつくる。・時代の変化に
対応した安全・安心で魅力的な地域をつくる。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
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404 石川県 石川県、石川県金沢市
インバウンド再開を見据えたいし
かわの魅力発信プロジェクト

石川県の全域

1年後に迫った令和6年の県内全線開業や、その先の世界的なイベントで
ある令和7年の大阪・関西万博も見据え、それらの効果を最大限に引き出
すため、外国人旅行者の多様なニーズに対応した県内の観光素材の発
掘・磨き上げを進めるとともに、観光コンテンツを含めた本県の魅力を
効果的に発信することで、年間を通した誘客（時期の分散）、および中
心地の金沢のみならず、加賀や能登など県内全域への波及（地域の分
散）による誘客効果の最大化を実現し、地方都市の海外誘客における
トップランナーを目指す。

地方創生推進タイプ

405 石川県
石川県、石川県金沢市、石川県小松
市、石川県能美市

北陸新幹線県内全線開業による開
業効果の最大化及び持続、県内全
域への波及

石川県の全域

北陸新幹線県内全線開業まで２年となったことから、大きな開業効果を
生んだ金沢開業時と同様に、開業の２年前となる令和４年度から、具体
の開業PR事業に取り組み、交流人口をより一層増加させるとともに、雇
用の維持・確保を図る。

地方創生推進タイプ

406 石川県 石川県、石川県金沢市
金沢港を拠点とした交流拡大プロ
ジェクト計画

石川県の全域

①新たに神戸港等とも連携したクルーズ誘致・振興、②新設した金沢港
クルーズターミナルを拠点に、地域の賑わい創出や伝統工芸振興にも注
力、③こうした金沢港を通じた交流人口拡大の取り組みから県内外の方
に石川県の魅力を認識してもらい、移住・定住にもつなげる

地方創生推進タイプ

407 石川県

石川県、金沢市、七尾市、小松市、
輪島市、珠洲市、加賀市、羽咋市、
かほく市、白山市、能美市、野々市
市、川北町、津幡町、内灘町、志賀
町、宝達志水町、中能登町、穴水
町、能登町

石川県移住・起業支援金助成事業
計画

石川県の全域

「石川県成長戦略」において、令和９年に社会減解消を主要目標として
掲げ、移住・定住の促進や学生、社会人のUIターン促進、外国人材の確
保・定着等に取り組み、これにより、県内企業が求める人材の確保と、
首都圏から石川への人の流れをつくり、地域活力の向上を図ることを目
指している。本事業では、人手不足分野や基幹産業・成長産業等におけ
る人材確保の観点から、当該分野への移住・就職等を進めるほか、地域
の課題解決に資する社会的事業分野での起業を後押しするため、起業支
援金の支給、伴走支援を実施する。

地方創生推進タイプ

408 石川県
石川県及びかほく市、津幡町、内灘
町

「豊かな自然を生かした河北の賑
わいづくり」計画

石川県かほく市及び石川県河北郡津
幡町並びに内灘町の全域

本計画区域は豊富な自然資源を有しており、それらを活かした観光資源
に恵まれ、中山間地では林産物の生産、販売を行っている。東西南北を
走る幹線道路が整備され他地域からのアクセス性が良い一方で幹線道路
からのアクセス道や観光地間を結ぶ交通網の整備が遅れていることから
観光客数は減少傾向にある。このことから林産物の輸送ルートや観光地
間の林道と市町道を一体的に整備することで地域産業の競争力強化によ
る農林業の振興や交流人口の拡大による地域経済の活性化を図る。

地方創生道整備推進交付金

409 石川県 石川県及び石川県白山市
白山のめぐみを地域の活性化につ
なげる道整備計画

石川県白山市の全域

白山市は、北陸自動車道や国道８号など幹線道路が整備されており、隣
地からアクセスは容易であるが、幹線軸と観光地及び工業団地や山林を
結ぶ市道と林道の整備が遅れている。そのため、地方創生道整備交付金
によりバイパス道路の整備と林道における重要構造物の点検や老朽化施
設の整備を行うことにより、観光ネットワークの強化や間伐材の安定し
た物流輸送、企業誘致など市全体の地域振興が図られる。

地方創生道整備推進交付金

410 石川県 石川県金沢市
金沢市ＳＤＧｓ未来都市計画推進
事業

石川県金沢市の全域

まちの魅力を共創し、持続可能なまちを実現することで、市民生活と観
光を調和させ、市民と観光客双方の「しあわせ」（仕合せ・幸せ）を実
現していくために、伝えるべき金沢のまちの価値やそれを維持・発展さ
せるために、市民・観光客の皆が守っていくべきルールをＳＤＧｓの考
え方に則り整理し、発信していくとともに、経済面・社会面・環境面の
それぞれの側面からの相乗的なＳＤＧｓの取り組みの実施によって、価
値が高まった域内の人材、自然、文化、食材などの地域資源を活用した
「ＳＤＧｓツーリズム」の推進をめざす。

地方創生推進タイプ

411 石川県 石川県金沢市

東京オリパラのレガシーと新市民
サッカー場を活かしたポストコロ
ナのまちづくり～スポーツで人と
まちを元気に～

石川県金沢市の全域

「スポーツ文化」を推進し、市、市民及び事業者などが連携して「ス
ポーツで人とまちを元気にする」ことに積極的に取り組むことにより、
活力と魅力ある持続可能なまちを目指す。具体的には、スポーツを通じ
て国際理解、多様性の理解が促進されることによる共生社会の実現や、
地元プロスポーツチームをはじめとした各種団体と連携した文化スポー
ツイベントの開催を通じて、市民が「幸福で豊かな生活を営む」ことは
もとより、それらを資源として国内外から誘客することで、金沢の主要
な産業である観光産業の振興や、関係人口の拡大を図る。

地方創生推進タイプ

412 石川県 石川県金沢市、石川県白山市
歴史と伝統が育んだ文化を活用し
た次世代育成と関係人口拡大プロ
ジェクト

石川県金沢市、石川県白山市の全域

金沢市、白山市は、藩政期にまちの礎が築かれて以来、現在に至るまで
戦災や大きな災害に見舞われたことがなく、歴史的な街路やまちなみを
今に残す歴史と伝統ある都市である。文化都市としてのブランド価値の
一層の向上を図り、まちの魅力を発信することで、若者の定着、クリエ
イター等の移住や二拠点居住、ファンのリピーター化やふるさと納税の
寄附などの継続的な関係構築を促進し、市民が愛着をもち、人々が集う
まちをつくる。

地方創生推進タイプ

413 石川県 石川県七尾市
スポーツと文化を生かした七尾み
なと・まちなか賑わい再生プロ
ジェクト

石川県七尾市の全域

七尾市の賑わい創出と地域の稼ぐ力を高めることで、持続的な発展を目
指すために、スポーツと文化を活用した情報発信として、市内で開催さ
れるプロスポーツイベントに合わせて、会場に七尾市の魅力を発信する
ためのブースの設置や、令和５年に開催される「いしかわ百万石文化祭
2023」に合わせた事業を実施する。また、七尾市の持続的な発展につな
がる取組を創出し、積極的な支援を行っていくため、地域のＳＤＧｓ達
成に向けた取組を加速化させる、ななおＳＤＧｓコンソーシアム運営事
業等、各種政策を連携して実施する。

地方創生推進タイプ

414 石川県
石川県七尾市、石川県羽咋市、石川
県中能登町

広域連携による持続可能なまちづ
くり計画

石川県七尾市、石川県羽咋市、石川
県中能登町の全域

持続可能なまちづくりを実現するために、七尾市、中能登町、羽咋市の
３市町と民間企業、地元町会等が連携した官民一体となった新たな事業
を実施していく。また、３市町それぞれが持つ特色を活かした独自の事
業として、関係人口の創出・拡大や移住定住の促進のほか、様々な分野
の政策を展開することで、連携事業と相乗効果を生み出しながら事業を
発展させていく。

地方創生推進タイプ

415 石川県 石川県輪島市
輪島市まち・ひと・しごと創生推
進計画

石川県輪島市の全域
輪島市の創生を推進するため、以下の取り組みを行う。①輪島の魅力を
活かした雇用の創出、②住みたくなるまちづくり、③結婚・子育ての希
望をかなえる環境づくり、④自然と暮らしを守るまちづくり

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
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416 石川県 石川県珠洲市
Divercity×Artで持続可能なまち
づくり

石川県珠洲市の全域

本市の目指す将来像は「日本一幸せを感じられる珠洲市を目指して　安
心して暮らせる活力ある地域づくり」である。人口減少と少子高齢化が
著しい本市において、豊かな暮らしを持続可能にするためには、人口の
維持が不可欠である。そのため、本市の特性である「多様性」を強みと
して再認識し、「Divercity×Artで持続可能なまちづくり」を進め、交
流人口から関係人口そして定住人口への展開を強化するための取り組み
を推進する。

地方創生推進タイプ

417 石川県 石川県加賀市
マイナンバーを軸とした加賀市版
電子自治体推進事業

石川県加賀市の全域

従来では、様々な機関に、様々な個人の情報が蓄積され、原則、その機
関でのみ使用されていた。そうした貴重なビッグデータは、現代のデジ
タル社会においては、データを分野横断的に使用することで、より効率
的で、利便性の高いサービスへの転用が可能となっている。併せて、マ
イナンバーカードによる公的個人認証とマイナンバーが紐づいた分野ID
を活用してデータ連携を行うことで、豊かで最適化された地方創生モデ
ル都市の構築を目指す。

地方創生推進タイプ

418 石川県 石川県加賀市
多居住拠点による新たな地方創生
事業

石川県加賀市の全域

加賀市では人口減少に伴う労働者不足や高齢化に伴う交通弱者の増加な
ど、新たな課題を解決し、人間中心の未来社会を目指すスマートシティ
加賀の取組を行ってきた。そのような中、新型コロナウイルス感染症が
社会・経済活動に大きな影響を与え、大都市から地方への関心の高まり
が見られることから、大都市と地方の「多居住拠点」という新たなライ
フスタイルを提唱するとともに、未来技術を活用し、大都市と同等の
「職住環境」の整備を行うことで、交流人口・定住人口の増加や企業・
起業家・スタートアップ等の移転を目指す。

地方創生推進タイプ

419 石川県 石川県羽咋市
「輝く羽咋」駅周辺にぎわい共創
事業

石川県羽咋市の全域

本市の中心市街地であるＪＲ羽咋駅を中心とした集約型都市構造の形成
やまちなかの賑わい創出を図るため、官民連携で整備する「羽咋市にぎ
わい交流拠点」を軸に、多様な人々との様々な関わりによる「共創のま
ちづくり」に資する事業を展開することで、「未来型サードプレイス」
の創出、誰もが生きがいを持ち、起業・創業や雇用創出に繋がるなど
様々なチャレンジをすることが可能な地域社会の構築、中心商店街の回
遊性・魅力の向上を図り、市民だけでなく市外からの交流人口拡大によ
る地域経済の活性化を実現する。

地方創生推進タイプ

420 石川県 石川県能美市
伴走型サポートによる移住定住促
進事業

石川県能美市の全域

移住希望者を受け入れるための土壌づくりに努め、住まいや仕事に関す
る情報提供等の総合的な支援を展開するために、移住定住促進協議会を
設立し伴走型の移住サポートを実施する。それにより、当市を将来の移
住先として選択してもらうための機会を創出し、若年層を中心に本市へ
の移住定住を促進する。

地方創生推進タイプ

421 石川県 石川県野々市市
小中高大連携による持続可能なイ
ンパクトシティののいち創生事業

石川県野々市市の全域

本市の特徴であるコンパクトな都市であること及び若者が多く住んでい
ることを生かし、2050年までに脱炭素社会、循環型社会、ウェルビーイ
ング社会、自然との共存共創社会という持続可能な都市に必要な４つの
社会の形成の実現を目指すとともに、本市の様々な魅力を市民一人ひと
りの力を合わせて磨いていくことで、市内外の人に大きなインパクトを
与えるまちを実現し、自分が野々市市民、野々市ファンであることに対
するシビックプライドを持てる地域を目指していく。

地方創生推進タイプ

422 石川県 石川県野々市市
野々市市まち・ひと・しごと創生
推進計画

石川県野々市市の全域

次世代産業の創出や、定住化や出生率の向上などの施策を展開すること
で、めざすべき人口とバランスの取れた人口構造を保持するとともに、
SDGsの理念や考え方の浸透や脱炭素社会の実現などに向けた環境意識の
醸成、デジタルトランスフォーメーションの推進に取り組み、民間企
業、金融機関などの多様なステークホルダーと連携しながら、経済・社
会・環境の課題を統合的に解決し、持続可能な野々市の未来をつくって
いくことを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

423 石川県 石川県羽咋郡志賀町
志賀町まち・ひと・しごと創生推
進計画

石川県羽咋郡志賀町の全域

志賀町創生を推進するため、「豊かな里山里海の資源を活用した農林水
産業の支援と産業振興」、「交流人口増加から関係人口・定住人口への
拡大」、「地域の価値や魅力を教育や人とのつながりを通して伝え
る」、「妊活から小中学生まで、切れ目のない総合的支援とICT環境や保
育所整備などの環境的支援を行う」、「SDGsを基本姿勢とし、地域社会
を支える基盤の維持と、5G、RESASなど新しい技術基盤を活用」、「誰も
が活躍できる働き方の環境や医療・福祉サービスの提供など総合的な環
境整備」の取り組みを行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

424 石川県 石川県中能登町
中能登町障害攻略未来技術実装推
進事業

石川県中能登町の全域

心のバリアフリー推進に向けて、障がい者や高齢者が地域活動や観光を
楽しんでいただくため、コロナ禍で新しいまちづくりの在り方として
Society5.0の未来技術を活用するとともに、若者の田園回帰のきっかけ
のための環境づくりとして、観光、繊維産業、農業、伝統産業、地域経
済に変革を与え、新産業としてデジタルを地域に根付かせたうえで、起
業できる風土をつくる。また、2023年国民文化祭での誘客をひとつの目
標として、障がい者にやさしい共生社会を築く。

地方創生推進タイプ

425 石川県 石川県中能登町
中能登町共創プロジェクト推進計
画

石川県中能登町の全域

当町では、年少人口と生産年齢人口（15～64 歳）の減少・高齢化が進
み、総人口の減少が避けられないなかで、従業人口増加の一方で、就業
人口は減少している。しかし、2026年4月開学を進めている、飛騨高山大
学（Co-Innovation University（略：CoIU）のサテライト拠点誘致を機
に、「里山里海・芸術・観光・伝統産業」を軸に地域とともに創る新し
い未来の「共創」をテーマとした共創学の学びの拠点として、若者世代
を中心とした人の流れをつくり、能登全体の人口減少対策につなげてい
きたい。

地方創生推進タイプ

426 福井県 福井県
福井駅周辺における持続的なにぎ
わい創出計画

福井県の区域の一部（嶺北地域）

福井県の玄関口として、交通ネットワークの中心に位置する福井駅周辺
に、厚みのある歴史、豊かな自然、商業施設や食、文化・スポーツ拠点
など、さまざまな魅力を重ねることにより、さらに多くの人を惹きつけ
るまちなかを形成する。多様な人が集い、交流し、自ら新たな価値やに
ぎわいを生み出し、まちの魅力を高め、人が人を呼ぶ「楽しさあふれる
県都」を目指すとともに、創出されたにぎわいを周辺地域にも波及させ
ていく。

地方創生推進タイプ

427 福井県 福井県
デジタルマーケティングを活用し
た移住定住促進事業

福井県の全域

福井県では、年間２千人程度の転出超過が続く中、「幸福度日本一」の
暮らしやすさを発信するとともに、若者や女性に魅力的で働きやすい雇
用の場を拡大するなど、Ｕ・Ｉターン対策を強化してきた。本事業は、
従来の移住定住事業を発展させ、デジタルマーケティングを活用するこ
とで、潜在的な移住希望者層の開拓を図り、移住者の拡大につなげるも
のである。

地方創生推進タイプ
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428 福井県 福井県
ふくいの社会経済環境大変動時代
における地域産業活性化事業

福井県の全域

本県の地域産業における人口減少、経営者の高齢化、企業の人手不足、
脱炭素化等の課題に加え、アフターコロナや新幹線等の高速交通網整備
など社会経済環境が大きく変化する中で、地域と企業の新たな成長や持
続的発展を図るため、地域産業の変革に必要となる企業や人材の育成・
誘致を進めるとともに、創業・事業承継やそれを契機とした新事業創
出・業態転換を促す。また、これにより、創業から全国展開や上場準備
までの成長支援を行い、次世代を担う企業・人材を育て、県内の優れた
経営資源を循環させる「福井型エコシステム」を推進する。

地方創生推進タイプ

429 福井県 福井県
オーベルジュを核とした福井の食
ブランディング魅力発信計画

福井県の全域

本事業は新幹線開業により首都圏からのアクセスが向上しの県外客や訪
日外国人客の増加が見込まれる中、“福井の食に携わる人”づくりや
“観光目的となる食の商材”づくり、“食を楽しむ場”づくり、福井の
食を求めるターゲットに届くプロモーションによる“客づくり”を一体
的に展開していくことで、交流人口の拡大に加え、県内滞在・宿泊を促
進し、地域経済の好循環につなげる。

地方創生推進タイプ

430 福井県 福井県
ターゲットに刺さる福井の魅力創
出・発信事業推進計画

福井県の全域

新幹線開業に向け、本県独自の歴史資源や食などを活かしながら、ター
ゲットに応じた魅力あるコンテンツの充実を図るとともに、自治体・企
業等と連携して強力なプロモーションを展開する。また、ワーケーショ
ン需要など多様なニーズを取り込み、観光目的以外も含めた交流人口拡
大を図る。伸び悩むインバウンド需要を獲得するため、SNS広告等による
デジタルマーケティングを実施し、刺さるコンテンツを提供する体制づ
くりを行う。さらに、新幹線開業に合わせた嶺南誘客キャンペーンを地
域一体となって取り組み、開業効果の最大化を図る。

地方創生推進タイプ

431 福井県 福井県
ＳＤＧｓ未来都市ふくい　未来人
材育成プロジェクト

福井県の全域

「ＳＤＧｓ未来都市」として、「福井県長期ビジョン」にも掲げるＳＤ
Ｇｓの理念を全県に広げつつ、日本一と称される教育力や長い歴史の中
で培われてきたものづくりの技術を活かしながら、産学官が一体となっ
て福井の未来を担う次世代の育成を進めることで経済・社会・環境の好
循環を生みだし、持続可能な地域社会の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

432 福井県 福井県
プロフェッショナル人材マッチン
グ支援事業

福井県の全域

企業の研究開発プロジェクトの実施や新事業創出等、積極的な事業拡大
や業務改善への意欲喚起を図るとともに、地域金融機関のネットワーク
を活用し中小企業等の課題を発掘し、拠点人員による助言や連携機関等
への橋渡しによる課題解決を進める。さらに、副業・兼業など人材の多
様な形態での本県への還流を促進し、地域経済全体の成長戦略を実現す
ることを目指す。また、DX研修による拠点人員のリスキリングを図り、
企業課題解決に向けたデジタル技術導入などの支援策へのマッチングを
促し、地域企業のデジタル化を推進する。

地方創生推進タイプ

433 福井県 福井県
豊かに暮らせる坂井地区のまちづ
くり計画（第２期）

福井県坂井市の区域の一部（旧坂井
郡春江町区域及び坂井町のうち嶺北
縦貫線沿線を中心とした区域）

県が保有する福井空港拡張整備事業先行取得用地を、周辺土地利用との
調和を図りながら、良好な居住環境のための住宅地や、地域産業の活性
化および振興に寄与する優良企業の商工用地、および農業後継者等のた
めの優良農地として提供し、地域の活性化を図る。

公有地の拡大の推進に関する法律に
よる先買いに係る土地を供すること
ができる用途の範囲の拡大

434 福井県 福井県、福井県福井市
新幹線開業に向けた県都まちづく
り官民応援プロジェクト

福井県福井市の区域の一部（福井市
中心市街地）

北陸新幹線福井開業を見据え、まち全体の老朽化やコロナ禍により中心
市街地の活力低下が課題となっている。このため、ハード・ソフト両面
から官民連携で中心市街地活性化を推進し、福井駅周辺エリアで働き暮
らす人を増やし、社会インフラの利便性を高め、さらなる仕事と人を呼
び込む好循環を生み出す。その中で、本県の強みであるものづくり産業
を、付加価値を生み出す地域資源として、協業する多彩な人材を県内外
から呼び込み、「福井の生活・文化の中枢として、創造的な人が住み、
創造的な仕事が行われる都心」へ再生していく。

地方創生推進タイプ

435 福井県

福井県、福井市、敦賀市、小浜市、
大野市、勝山市、鯖江市、あわら
市、越前市、坂井市、永平寺町、池
田町、南越前町、越前町、美浜町、
高浜町、おおい町、若狭町

ふくいＵ・Ｉターン移住就職等推
進計画

福井県の全域

本計画において、「就業、起業に係る移住支援金を支給し、移住に係る
経済負担を軽減することで、東京圏からのＵ・Ｉターンを促進」、「就
職に係るポータルマッチングサイトの統合・改修を行い、県内求人情報
提供を支援する。また、魅力的な情報発信を行う等、利用者と企業の
マッチング機能を強化」、「創業支援事業社会的分野の創業支援、事業
計画の策定支援や販路拡大等の伴走支援を行うとともに、移住創業支援
金を支給し、県外からのＵ・Ｉターン者のスキルを活かした創業を支
援」を行う。

地方創生推進タイプ

436 福井県 福井県、福井県敦賀市
新幹線開業に向けた敦賀まちづく
り官民応援プロジェクト

福井県敦賀市の区域の一部（鉄輪町
１丁目、白銀町、本町１丁目、本町
２丁目、清水町１丁目、清水町２丁
目、神楽町１丁目、神楽町２丁目、
相生町、蓬莱町）

北陸新幹線敦賀開業に向けて、終着駅というアドバンテージを活かし、
敦賀市が目的地として選ばれるよう、新幹線開業への機運醸成のための
イベントおよび中心市街地の賑わい再生のためのイベントに対する支援
を行うとともに、福井県嶺南地方へのハブ機能として、外国人観光客も
視野に入れた観光情報の発信の強化を図る。さらに敦賀市中心部を観光
客を呼び込むエリアとして強化するために商業事業者等が実施する改
修、景観整備等を支援することにより、新幹線開業効果を最大限高めて
いく。

地方創生推進タイプ

437 福井県
福井県、福井県美浜町、福井県若狭
町

ふくいの自然と食で「稼ぐ」観光
地域づくり推進計画

福井県の全域

福井県では「福井県長期ビジョン」「ふくい観光ビジョン」等を策定
し、これらのビジョン等で示したありたい姿の実現に向け、自然や食、
文化、スポーツなど多様な分野に及ぶ本県の観光業の総力を結集し、
「観光で稼ぐ」＝「観光を仕事にして暮らす」ことができる地域を県全
域につくり、本県での仕事や暮らしに関心を持つ方々とのつながりを
作っていくことで、都市からの移住者の増加や地域の賑わいにつなげて
いく。

地方創生推進タイプ

438 福井県 福井県福井市
北陸新幹線福井開業や東京五輪ホ
ストタウン交流を契機とした都市
間交流誘客促進事業

福井県福井市の全域

令和６年春の北陸新幹線福井開業効果を最大限に引き出すため、まちな
かの観光客受入環境の充実や北陸新幹線沿線都市などの都市間等の連携
プロモーション等を行うことで、県外から福井市への観光誘客を図り、
ひいては、交流人口、関係人口、定住人口の拡大や新たな産業・雇用の
創出などにつなげていく。また、東京五輪を契機としたスロベニア共和
国とのホストタウン交流を活かし、観光、ビジネス、教育、文化・ス
ポーツなどの多方面において海外都市との交流を深めることで、地域経
済の更なる活性化を図り、地方創生を実現していく。

地方創生推進タイプ

439 福井県 福井県福井市
福井嶺北地域における公共交通を
軸とした「ふくいMaaS」による地
域活性化事業

福井県福井市、大野市、勝山市、鯖
江市、あわら市、越前市、坂井市、
永平寺町、池田町、南越前町、越前
町の全域

令和6年春の北陸新幹線福井開業を見据え、まずは福井に降り立った観光
客が周遊しやすくするために、観光目線を強め、企画切符の造成やシェ
アサイクル事業と連携するなど二次交通の拡大や交流人口の拡大を目指
す。北陸新幹線開業後は住民目線を強め、住民の移動ニーズに応じた県
内の移動ネットワークを強化することで、地域住民の移動利便性が向上
し、住みよいまちの実現を目指す。また、将来的には嶺南地域にも事業
を拡大し、福井県内全域での公共交通ネットワークの強化を図る。

地方創生推進タイプ
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440 福井県 福井市
福井市まち・ひと・しごと創生推
進計画

福井市の全域

若い世代の男女が出会うきっかけづくりや、結婚、出産に対して希望が
持てる施策展開、子育ての面でのサポート等を行い、合計特殊出生率の
向上につなげる。また、若者の転出超過が大きいことから、若者にとっ
て魅力ある仕事やまちづくりを進めるとともに、ＵＩターン施策の集中
的な展開に加え、将来的な移住に向けた裾野を広げる観点から、関係人
口の増加を目指したアプローチ等を通じて、社会減に歯止めをかけ、み
んなが輝く全国に誇れるふくいを実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

441 福井県 福井県大野市
大野の未来につなぐ人づくりプロ
ジェクト

福井県大野市の全域

本市では人口減少、少子化、高齢化が全国平均よりも早く進んでおり、
人口減少対策は喫緊の課題である。また、「脱炭素」や「デジタル化」
といった新たな潮流が生まれてきており、本市が対応すべき地域課題が
多様化、複雑化している。交付対象事業では、地方創生の原動力は
「人」であるという観点から、「脱炭素」や「デジタル化」の潮流に対
応できる人材や、「結（助け合い、支えあい）」を大切にして地域防災
を担う人材の育成に取り組み、人口減少が進む中にあっても持続可能な
地域づくりを目指す。

地方創生推進タイプ

442 福井県 福井県鯖江市
第２期鯖江市まち・ひと・しごと
創生推進計画

福井県鯖江市の全域

本市の人口減少の克服、地域経済の活性化、さらには安全・安心で豊か
な地域社会の形成などが課題解決の向けて、４つの基本目標「魅力ある
雇用の創出・若者が住みたくなるまちの創造・若くて元気なまちの創
造・安心で快適に暮らせるまちの創造」を掲げ、それらを実現するため
に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進」「世界への挑戦と創造」
「市民主役のまち」「ふるさと愛」という重点施策を設定し、鯖江市が
抱えている人口、経済、地域社会の課題に一体的に取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用開発
コース）

443 福井県 福井県越前市
越前市伝統産業の魅力を活用した
地域ブランド向上による交流人口
増加事業

福井県越前市の全域

豊かな自然や１５００年にわたる歴史や文化を活かした「越前和紙」、
「越前打刃物」及び「越前指物」という伝統的工芸品、特に越前和紙を
中核として、重要無形文化財「越前生漉鳥の子紙」の保存会や芸術家な
どが活動できる施設の整備など産業観光の素材を充実させ、市内、県内
外にその魅力や長所を知ってもらうためのプロモーションを強化する。
伝統的工芸品を中心とした市の魅力や長所に共感してもらう人を増やす
ことにより、交流・関係人口の拡大とイメージアップを実現させ、人口
減少に歯止めをかける。

地方創生推進タイプ

444 福井県 福井県越前市
紫式部を活用しためぐり逢い創出
事業

福井県越前市の全域

北陸新幹線県内開業年の大河ドラマ主人公に紫式部が選ばれ、その生涯
が描かれることは、本市の認知拡大と県内随一の歴史や文化を全国にア
ピールできるまたとない機会である。そこで、「紫式部がただ一度、都
を離れて暮らした地」として、大河ドラマを軸としたプロモーション
や、文化事業、観光事業、移住事業を展開し、この取組みを通して、若
い世代が本市への興味や関心を深め、定住人口の維持や関係・交流人口
の拡大を図り、さらに新たなビジネスの創出につなげる。ひいては、若
い世代に選ばれるまちを目指す。

地方創生推進タイプ

445 福井県 福井県越前市
北陸新幹線越前たけふ駅周辺エリ
アをフィールドとした官民連携に
よる企業・人材が集う取組み

福井県越前市の全域

令和6年3月16日の北陸新幹線越前たけふ駅の開業に向け、新たな交流を
生み出す新駅開業を契機に、「環境・エネルギー領域」に取り組む先進
的な企業の誘致・産業の集積と、オープンイノベーションの推進、ス
マート技術の実装、これらを起点とした越前市版スマートシティの形成
を官民連携にて取り組む。ひいては、外部人材・企業との交流をトリ
ガーとした企業誘致・産業集積が進むことで、若い世代に魅力的な雇用
の場が生まれ、若い世代が本市で住み・働く意義の創出を図り、若い世
代に選ばれるまちを目指す。

地方創生推進タイプ

446 福井県 福井県越前市
越前市まち・ひと・しごと創生推
進計画

福井県越前市の全域

人口減少や少子高齢化に伴う、地域産業や地域コミュニティの衰退など
の課題や地球温暖化の進行と自然災害の激甚化、北陸新幹線福井県内開
業などの高速交通網整備などの社会変化に対応するため、「地方に仕事
をつくる」、「人の流れをつくる」、「結婚・出産・子育ての希望をか
なえる」、「魅力的な地域をつくる」を基本目標として掲げ、「10万人
の元気と活力」、「100年人生の幸福実現」、「1000年未来につなぐふる
さとづくり」の３つの地域ビジョンの達成を図ります。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

447 山梨県 山梨県
デジタルトランスフォーメーショ
ンによる山梨スタートアップ支援
事業

山梨県の全域

学生から社会人までを対象にDX人材の育成を図り、本県の地域産業が必
要としているDX人材を確保し、中核的な人材としての活躍を促すととも
に、スタートアップの育成・誘致・定着を図ることでスタートアップな
どの魅力的な仕事や憧れとなる職場等が増やし、新たな雇用を創出し、
産業の高付加価値化・地域経済の活性化を図る。

地方創生推進タイプ

448 山梨県 山梨県
スポーツで稼げる県づくり推進事
業

山梨県の全域

県、スポーツ団体、民間企業等が一体となり、スポーツによる地域活性
化を推進していく組織として、地域スポーツコミッションを設立し、コ
ンセプトに「自然を生かしたアウトドアスポーツアクティビティを「山
梨」で」を掲げ、最大の地域資源である恵まれた自然環境を生かしたア
ウトドアスポーツアクティビティを楽しむことのできる環境づくりを行
うこととして、アウトドアスポーツアクティビティの開発・検証、県有
資産を活用したイベントの開催、スポーツ関連データの収集・分析、人
材の育成等の事業を実施していくこととしている。

地方創生推進タイプ

449 山梨県 山梨県 やまなしスマート林業推進事業 山梨県の全域

本県の充実した森林資源を有効活用した林業の成長産業化と若者や女性
にとって魅力ある林業の実現のため、ＩＣＴの導入によるデジタル技術
を活用したスマート林業を推進し、林業の生産性・収益性・安全性の向
上を図るものである。「スマート林業」は、林業経営体、木材加工事業
者、流通事業者といった幅広い業界が関連する先進的な取り組みであ
り、県が主体となり、プラットフォームの整備、森林情報のクラウド
化、デジタル森林情報の整備、新たな森林整備手法のモデル実施・普及
により、スマート林業の初期段階の立ち上げを行う。

地方創生推進タイプ

450 山梨県 山梨県
やまなしハイクオリティブランド
事業

山梨県の全域

強化を進めてきたワイン・地場産業等のやまなしブランドに新たに高付
加価値と高品質化を追求することで、他地域との差別化を図る。また、
新たな販路開拓やブランド確立後のプロモーション等を見直し、さらな
る展開を図る。国内外における認知度の向上が、市場における高価格で
の販売を促進し、収益性を高めることで地域経済を活性化させ、地方創
生の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

451 山梨県 山梨県
多様性が強みとなる共生社会・誰
一人取り残されないデジタル共生
社会実現推進事業

山梨県の全域

｢誰も取り残されない、人に優しいデジタル化｣の考えのもとデジタル技
術を活用した共生支援の体制を整備し、誰もが個性や能力を活かし、地
域コミュニティーの一員として活躍できる「多様性が強みとなる共生社
会」の実現を図るため、共生社会がもたらす効果や多様性尊重の重要性
を県民一人ひとりが当事者意識を持ちながら理解するとともに、本県が
多種多様な人材が集う場になるよう、共生社会の実現に関する取り組み
を実施する。

地方創生推進タイプ
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452 山梨県 山梨県
「子育てしやすさ日本一」環境・
魅力向上推進事業

山梨県の全域

保育士人材の確保や保育の質の向上といった子育て環境の整備によって
安心して子育て出来る環境をつくるとともに、文化芸術・スポーツ・教
育等の多角的な方面から施策を進めていくことによって本県の魅力を高
めていく。環境整備と魅力向上によって他県との差別化を図り、県内子
育て世代のみならず、他県からの移住も呼び込むことで地方創生の実現
と人口減少の克服を目指す。

地方創生推進タイプ

453 山梨県 山梨県
市場ニーズに対応した戦略的海外
事業

山梨県の全域

消費行動や社会情勢など大きく変化していく中で農業・産業・観光等と
一体的なプロモーションを継続的に行うことで新たな商流の構築と深化
を図るとともに、世界的に関心が高い環境問題についても積極的に取り
組むことでこれまでとは違った販路を獲得する。また、変化していく市
場ニーズに対応していくために地域産業人材の育成や、グローバルな視
点を養っていくことで安定的な海外展開を目指す。

地方創生推進タイプ

454 山梨県 山梨県
地場産業や地域資源を活用した関
係人口創出・拡大事業

山梨県の全域

移住した「定住人口」でもなく、観光できた「交流人口」でもない、山
梨県に居住していないものの、地域との継続的な関わりがある人という
「関係人口」の考え方に重点を置きながら、関係人口へのステップを低
くしその裾野を緩やかに広げるため、地域との繋がりを新たに創出し、
継続的な関心や直接的な訪問・交流に結びつく取り組みを推進し、将来
的な移住者の増加につなげる。

地方創生推進タイプ

455 山梨県 山梨県

モノづくりの伝統技術とデジタル
技術が織りなす、イノベーション
支援拠点整備事業　～高付加価値
製品開発と新規分野への参入～

山梨県の全域

山梨県は、「県民一人ひとりが豊かさを実感できるやまなし」の理念を
実現するため、あらゆる産業の高付加価値化を目指している。その中
で、歴史と伝統を誇る繊維産業と本県の基幹産業である機械電子産業
は、技術的価値・情緒的価値とも高いポテンシャルを持っているが、こ
れを具体的な経済的価値に転換していくことが課題である。このため、
高精度な加工技術及び検査・測定機能や、迅速な試作機能を持つ先端機
器を備えた施設を整備し、当施設が創作交流の拠点となることで、中小
製造業のイノベーションを促していく。

地方創生拠点整備タイプ

456 山梨県 山梨県
（第３期）プロフェッショナル人
材戦略拠点事業

山梨県の全域

市場の変化に対応できる事業体の構築や持続可能で足腰の強い産業をつ
くるために、次世代の産業構造の基盤整備を行うとともに、地域金融機
関及び商工関係団体と連携し、個性豊かな地域産業が、将来にわたり維
持・発展し、競争力のある地域産業へと成長するために、魅力的で安定
した質の高い雇用の場を創出し、必要となる人材を確保することを目指
していく。

地方創生推進タイプ

457 山梨県 山梨県 山梨県地方創生推進計画 山梨県の全域

本県の人口は減少が続いているが、リニア中央新幹線の開業などを最大
限活用できるチャンスが訪れている。このチャンスを県民生活の豊かさ
につなげるため、県内経済の活性化、次代を担う若者への大胆な投資、
安心して地域で働くことができる環境の整備などに、市町村や民間企業
などとのパートナーシップにより取り組んでいくことにより、経済を活
性化させ、将来を担う人材を育み、誰もが活躍でき、保健・医療・福祉
などの生活環境を充実させることにより、山梨が最も住みやすい場所に
なることで、人口減少の流れを変えていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

458 山梨県

山梨県、甲府市、富士吉田市、都留
市、山梨市、大月市、韮崎市、南ア
ルプス市、北杜市、甲斐市、笛吹
市、上野原市、甲州市、中央市、市
川三郷町、早川町、身延町、南部
町、富士川町、道志村、西桂町、忍
野村、山中湖村、鳴沢村、富士河口
湖町、小菅村、丹波山村

地方創生・移住支援金交付事業、
地域課題解決型起業支援事業

山梨県の全域

「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる基本目標である、
「①地域に根ざした新しい雇用を創生」、「②明日の山梨を担う人材を
創生」、「③人の流れをつくり地域経済を創生」、「④生み・育むこと
にやさしい環境を創生」、「⑤将来にわたり活力あふれる地域を創生」
が実現される将来を目指す。

地方創生推進タイプ

459 山梨県 山梨県及び韮崎市
｢森林・観光｣資源を活用した韮崎
市地域活性化計画

山梨県韮崎市の全域

韮崎市は、鳳凰三山の登山客やその麓にある温泉利用客が多く訪れ、近
年では大村美術館への観光客も急増している。また、同市の森林資源も
充実している地域である。しかし、アクセス道となる市道、林道は幅員
が狭く、地域内に点在する観光施設間の連携が不十分である。そこで、
市道、林道の連携整備を行うことにより、韮崎ICと主要な観光拠点を結
ぶルートや林道を経由して鳳凰三山へ向かう観光ルートを確保すると同
時に林業拠点と製材所を結ぶ輸送ルートの機能向上を図り、地域産業の
競争力強化に資する道路ネットワークを構築する。

地方創生道整備推進交付金

460 山梨県 山梨県及び山梨県北杜市
｢森林・観光｣資源を活用した北杜
市地域活性化計画

山梨県北杜市の全域

本地域は、山々を目的に、登山客をはじめとした多くの観光客が訪れ、
清らかな水環境は、生活や各種産業といったあらゆる活動の資源となっ
ており、水源涵養や国土保全、生物多様性の保全等を発揮するための森
林整備が重要となっている。しかしながら、市道及び林道においては舗
装の改良が必要な箇所や狭小な箇所があるなど、利用面において課題が
残っていることから、市道、林道を連携して整備し、木材搬出ルートを
確保するとともに、本地域の各観光スポット間を結ぶルートを整備す
る。

地方創生道整備推進交付金

461 山梨県 山梨県及び笛吹市
｢森林・観光｣資源を活用した笛吹
市地域活性化計画

山梨県笛吹市の全域

笛吹市は、石和温泉を核施設とし、中山間地域はもも、ぶどう、ワイナ
リー等の果樹をめぐる観光、森林地域では御坂山塊を中心とした登山等
の観光が最大の特色で、年間通じて多くの観光客が訪れているが、市街
地の市道が狭いなど、利用面において課題が残っている。また、同市の
森林資源も充実している地域である。こうしたことから、市道、林道を
連携整備することで、石和温泉から観光拠点を結ぶ観光ルートを構築す
る。また、木材の運搬ルートを確保することで林業産業の効率化を図
り、地域産業の競争力強化を図る。

地方創生道整備推進交付金

462 山梨県
山梨県、山梨県南巨摩郡身延町及び
南部町

「森林・観光」資源を活用した身
延町・南部町地域活性化計画

山梨県南巨摩郡身延町及び南部町の
全域

山梨県の南端に位置するこの地域は、日本三大急流の一つである富士川
が中央を南北に流れ、中山間地特有の景観をおりなしている。また、和
紙、花火、硯、印章、火祭りといった本県を代表する伝統文化を継承す
る地域であり、多くの観光客が訪れている。森林域においては、利用時
期を迎えた人工林の搬出の増加が期待されている。こうした状況を踏ま
え、中部横断自動車道による人や物の流れを、町道・林道を連携して整
備し、観光ルート・木材流通ルートによる道路ネットワークの構築を図
ることで本地域に取込み、地域の活性化に寄与する。

地方創生道整備推進交付金

463 山梨県 山梨県富士吉田市
富士山麓のマチ　富士吉田市ま
ち・ひと・しごと創生推進計画

山梨県富士吉田市の全域

富士山の北麓に位置し富士山信仰の聖地として、また、古くから高度な
技術を誇る織物・繊維産業の街として発展し、現在、年間600万人を超え
る観光客が訪れている、しかし、出生数の減少や東京圏への転出超過に
よって、自然減と社会減が同時に進む人口減少によって、働き手・担い
手である若者の減少や地域の賑わいの喪失などの問題が顕著となってい
る。このため、若い世代を中心とした雇用・子育て環境・定住促進施策
に取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
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464 山梨県 山梨県都留市 学びのみらいづくりプロジェクト 山梨県都留市の全域

都留文科大学の卒業生が市内での雇用などを通して定着し活躍できる地
域を目指すとともに、多世代が、産業創出や起業等を中心として、地域
課題の解決を図るマインドを備えた人材となるよう、外部企業等のキャ
リア研修やデジタル環境等、既存の学びの枠にとらわれない多様な手法
を活かして育成を図ると共に、こうした人材が生む経済活動や人づくり
が、さらなるまちの魅力向上や、若い世代が継続的に居住できる生活環
境や雇用の創出に繋がる地域の構築を目指す。

地方創生推進タイプ

465 山梨県 山梨県韮崎市
韮崎産ワインのプロモーションに
よる地域再生計画

山梨県韮崎市の全域

本市産ブドウを使い良質なワインが作れることは業界では広く知られて
いるが、消費者における韮崎産ワインの認知度はまだ低い。また、H26に
ワイン特区の認定を受けているにも関わらず、特区を利用したワイナ
リーの開業は1件に留まっている。そこで韮崎産ワインのプロモーション
に力を入れるとともに、小規模ワイナリーの開業を後押しすることで産
地としてのブランド化が一層進み、地域農業の担い手の確保や耕作放棄
地削減、新たな雇用の創出や人口減少対策、農泊や観光、市内飲食業と
の連携等への相乗効果と好循環を生み出していく。

地方創生推進タイプ

466 山梨県 山梨県韮崎市
韮崎市まち・ひと・しごと創生推
進計画

山梨県韮崎市の全域

人口減少・少子高齢化、若者世代の未婚率の増加、晩婚化、地域産業へ
の就職離れによる人材不足など、これらの課題を解決し、将来にわたっ
て活力ある持続可能な地域社会を実現していくため、「韮崎市第７次総
合計画」や「第２期韮崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略」にもとづ
き、「産業・雇用の創出」、「移住・定住の促進」、「結婚・出産・子
育ての支援」、「地域のつながりと安心・安全の確保」などの分野にお
いて様々な事業に取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

467 山梨県 山梨県上野原市

山梨県の東の玄関口から発信する
移住促進情報とサテライトオフィ
スや活性化施設を活用した魅力発
信・若者交流事業計画

山梨県上野原市の全域

都心から60～70キロメートル圏に位置し、東京圏へのアクセスの良さと
豊かな自然の両立という強みがあるにも関わらず認知されず、活かしき
れていない一方、東京圏に近く、物理的・心理的ハードルが低いことか
ら若年層の人口流出は進んでいる。このため、都心への距離と山梨県の
東の玄関口である特徴を活かし、移住者の動画情報発信、サテライトオ
フィスを活用した移住者や若年層等に向けたしごとづくり、活性化施設
を活用した魅力発信事業により、上野原市の認知度を上げ、移住の促進
を図る。

地方創生推進タイプ

468 山梨県 山梨県南巨摩郡身延町
身延町まち・ひと・しごと創生推
進計画

山梨県南巨摩郡身延町の全域

身延町は少子高齢化による人口減少の一途をたどり、今後も減少傾向は
避けられない状況にある。人口減少問題の解決にむけて、身延町デジタ
ル田園都市国家構想総合戦略により「地域に根ざした雇用の創出」、
「町を元気にできる人財の育成」、「人の流れをつくり、移住・定住の
促進」、「結婚・出産・子育て環境の充実」、「特色ある持続可能な地
域社会の形成」の５つの基本目標を掲げ、若者を中心とする人財の確保
や定住化、雇用の創出、観光をはじめとする交流人口の拡大、結婚・子
育て支援・教育環境の向上等総合的な取り組みを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

469 山梨県 山梨県山中湖村
山中湖村版DMOを核とした地域ブ
ランドづくり推進事業

山梨県南都留郡山中湖村の全域

山中湖村版ＤＭＯが地域に根差した「観光地域づくり」を推進し、ＤＭ
Ｏを中心とした、地域内・外の事業者が連携した地域一体の観光地域づ
くりのため、戦略に基づく体験型プログラムづくりや旅行商品の開発、
一元的な情報発信、プロモーションの展開を図り、地域の「稼ぐ力」を
創出する。

地方創生推進タイプ

470 山梨県 山梨県小菅村
流域ＤＭＯを核とした１／１村
民・１／２村民・１／３村民の協
働による地域再生計画

山梨県北都留郡小菅村の全域

本村では、関係人口という言葉が一般化する以前より、「1/1-1/3すべて
の村民にとってふるさとであり続ける」将来像を持ち取り組みを続けて
きた。今後も核となる源流産業や観光業のさらなる発展、村民が安心し
て生活していくことのできる村内環境の整備に向けて、旧来の村民や、
移住者、関係人口といえる1/２村民、１/３村民がさらに融合し、源流文
化を共に支えるための場と次の世代が村の源流資源に魅力を感じる機会
を創出するための計画である。

地方創生推進タイプ

471 山梨県 山梨県丹波山村
SDGsをテーマにした源流の村ブラ
ンディングプロジェクト

山梨県丹波山村の全域

村内におけるSDGs活動推進のため、「SDGSを推進する人材の育成」、
「村外からの交流人口の増加を目的とした体験プログラムの構築」、
「村民向けのSDGs推進やデジタル共生社会実現のためのコミュニティ活
動」を実施しながら、「関東で一番小さな過疎の村が、東京都民の水源
を守る循環型社会を実現」をテーマに、村のブランディングおよびPRを
行う事業である。

地方創生推進タイプ

472 山梨県 山梨県丹波山村
都内駅等での官民協働催事による
情報発信とデジタル顧客管理

山梨県丹波山村の全域

丹波山村とジェイアール東日本商業開発との官民協働によって、都内の
駅を広域に移動しながら、年間20か所程での催事（特産品販売や観光・
移住等の情報発信）を行う。また、専門性の高いデジタル人材との協働
で、汎用性の高いSNSを窓口に会員登録を促し、年齢層、地域層、利用駅
等の把握、AIを活用したＱ＆Ａの分析、デジタル技術を活用した顧客管
理を行う。村内の観光イベントや自治体の連携政策など、顧客にあった
情報を自動配信し、サイトへのアクセス分析から事業者やふるさと納税
サイトにも誘導する仕組みづくりを行う。

地方創生推進タイプ

473 山梨県 山梨県丹波山村
空き家の利活用を通した地域コー
ディネーターによる関係人口の創
出事業

山梨県丹波山村の全域

本事業は、地域コーディネーターの候補を募集し、空き家活用協議会、
移住推進協議会の運営業務を委託する地域コーディネーターを中心に企
業や大学等にとって需要のある村の基本データ等を集積し提供すること
で、研修等の受け入れを積極的に進めていく。村内の空き家解消のた
め、既存村内空き家の情報の集約、新規での空き家発生を予防するため
の空き家相談窓口の設置、空き家所有者を対象とした空き家利活用のた
めの啓もう活動を実施する。

地方創生推進タイプ

474 長野県 長野県
関係人口の次のステージとなる”
共創人口”構築事業

長野県の全域

長野県では、必ずしも移住・定住をゴールとしない、地域に暮らす住民
と多様に関わる人を増やすつながり人口（関係人口と同義）の創出拡大
を進めている。これまでも地域課題等を関わりしろにした取組を進めて
きたところであるが、それら前身事業の成果や課題を踏まえ、空き家DIY
イベントを通じた共創の場の創出、都市部住民から関心が高い地方での
農ある暮らしを実践するための仕組みづくり、さらには実際に地域で活
動に携わっていくプレイヤーの育成に取組むなど、関係人口及び地域づ
くりの視点から一層地方創生を推進する。

地方創生推進タイプ

475 長野県 長野県
環境調和型産業への構造転換促進
プロジェクト

長野県の全域

県内製造業の環境調和型への構造転換を進め、大手メーカー等の要請に
確実に応えられるよう、グローバル・サプライチェーンで稼ぐ技術・ノ
ウハウの習得を支援し、売上と地域の雇用を確保するとともに、イノ
ベーション創出に向けた技術開発力の向上支援と研究開発人材の育成確
保を通じ、成長するグリーン市場の獲得を実現する。

地方創生推進タイプ
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476 長野県 長野県
高付加価値なインバウンド市場の
新規開拓と持続可能な観光地づく
り推進事業

長野県の全域

所得水準が高い欧米豪等の市場におけるセレクティブラグジュアリー層
などの獲得に着手し、これまでの「量（訪問者数）」から「質（消費
額）」重視へと転換を図ることで、旅行消費単価の向上、通年型観光の
定着により、観光業にとどまらず他産業へも大きな経済波及効果を創出
し、本県ならではの強み（自然・文化等の体験・SDGs先進県等）を活か
した新たな観光のカタチ”社会・経済・環境に十分配慮した持続可能
（サステナブル）な観光”を構築する。

地方創生推進タイプ

477 長野県 長野県
海外で稼ぐNAGANO農産物輸出拡大
プロジェクト

長野県の全域

少子高齢化・人口減少、コロナ禍等で国内市場が停滞・縮小する中、経
済成長を続ける海外市場で「稼ぐ」ための更なる輸出拡大の取組が求め
られている。本県としては、①流通事業者との強靭な連携強化（人脈と
商流づくり）、②複数年にわたる継続的な輸出拡大の取組、③重点品目
（ぶどう、コメ、花き）の認知度向上と新規市場の開拓をコンセプト
に、輸出関係事業者との共創による官民一体となったオール長野で安定
的な輸出を進めることにより、生産振興や担い手確保、生産者の所得向
上などの課題解決につなげ、産地（地域）の活性化を図る。

地方創生推進タイプ

478 長野県 長野県
新たな基幹産業を目指す地域IT産
業強靭化計画

長野県の全域

県内IT企業に対して、非IT企業が抱える課題を教材としたOJTの機会の創
出や高度な人材を奪取する機会・仕掛けを構築することで、県内IT企業
のスキル習得・開発力向上を促し、受託型から開発型への転換を実現す
る。

地方創生推進タイプ

479 長野県 長野県
官民連携による沖縄県との交流促
進プロジェクト

長野県の全域

長野・沖縄両県は、ともに自然豊かな観光県であるが、「長野の山」と
「沖縄の海」に代表されるように好対照な魅力を持ち合う。両県が連携
し、双方の魅力を生かした観光誘客や物産振興、子どもや環境などの分
野での交流を進めるとともに、信州の空の玄関口である「信州まつもと
空港」と沖縄とを結ぶチャーター便の増便化により、本県の観光消費額
の増を図る。また、「沖縄国際物流ハブ」を活用した長野県産農産物等
の海外販路開拓により、農産物等の輸出額増を図る。

地方創生推進タイプ

480 長野県 長野県 長野県女性・シニア就業応援計画 長野県の全域

本事業は、当県において目指す将来像を実現するために、以下の取組を
一体的に実施していく。・女性が子育てや介護をしながらでも能力を発
揮して働くことができ、県内企業で特に担い手不足が顕著な介護等福祉
分野等の企業において必要な人材が確保できるよう、女性の掘り起し、
きめ細かな再就職支援、職場定着支援等をワンストップで包括的に実
施・高年齢者を対象に公開講座を開催し、生きがい就業に向けた取組を
一体的に支援・障がい者の希望に沿った就労先の開拓、マッチングや定
着支援を包括的に実施。

地方創生推進タイプ

481 長野県 長野県
長野県プロフェッショナル人材戦
略計画

長野県の全域

プロ人材拠点の経営相談から掘り起こされる人材ニーズを基に、都市部
の人材に地方の魅力と「しごと」を紹介し、民間人材ビジネス事業者と
連携して行うプロ人材のマッチング活動を進めるとともに、地域金融機
関との連携によるデジタルの活用、副業・兼業人材を含めた経営相談体
制の強化を図り、企業の働き方改革に資する人材の確保を支援すること
により企業の経営改革を推し進め、当県の総合計画の目標である労働生
産性向上や社会増の実現につなげる。

地方創生推進タイプ

482 長野県 長野県
設備投資誘発による長野県経済活
性化計画

長野県の全域

県内の設備投資を誘発し、県内経済の再生を図るため、『長野県の特性
を活かした戦略的な企業誘致の推進』及び『県内に根ざす企業の設備投
資の推進』を効果的に実施するための支援策を重点的に展開し、雇用を
含めた地域経済の活性化を図る。

地域再生支援利子補給金

483 長野県

長野県、長野市、松本市、上田市、
岡谷市、飯田市、諏訪市、須坂市、
小諸市、伊那市、駒ヶ根市、中野
市、大町市、飯山市、茅野市、塩尻
市、佐久市、千曲市、東御市、安曇
野市、小海町、南牧村、南相木村、
北相木村、佐久穂町、御代田町、立
科町、青木村、長和町、富士見町、
辰野町、飯島町、箕輪町、南箕輪
村、中川村、宮田村、松川町、高森
町、阿南町、阿智村、下條村、天龍
村、喬木村、豊丘村、大鹿村、上松
町、南木曽町、木祖村、大桑村、木
曽町、麻績村、生坂村、山形村、朝
日村、筑北村、池田町、松川村、小
谷村、坂城町、小布施町、高山村、
山ノ内町、木島平村、信濃町、小川
村、飯綱町、栄村

長野県ＵＩＪターン就業・創業移
住支援計画

長野県の全域

県外からの移住就業者及び創業者等に対し移住に要する経費等を助成す
ることにより、東京圏に一極集中している人口を県内に流入させ、県内
人口減少に歯止めをかけ、社会増加を促進する。地域課題をビジネスの
手法で解決するソーシャルイノベーションによる創業を支援するため、
起業に要する経費を助成するとともに、創業後のフォローアップを実施
して経営が安定するまでの伴走支援をする。

地方創生推進タイプ

484 長野県 長野県及び長野県塩尻市
住みよい持続可能なまちづくり計
画

長野県塩尻市の全域

塩尻市は、国道、鉄道、高速道路網を中心としたコンパクトな都市構造
が形成され、自然や農村と都市が調和した田園都市の実現を図ってい
る。本計画では、域内の市道・林道を連携して一体的に整備すること
で、地域産業の競争力強化に資する道路ネットワークを構築するととも
に、市街地拠点と地域拠点が快適かつ安全につながる「コンパクト・プ
ラス・ネットワーク」の地域構造への転換を図る。これらにより、地域
特性を生かした地域経済の活性化と「住みよい持続可能なまちづくり」
の実現を目指す。

地方創生道整備推進交付金

485 長野県 長野県及び根羽村
森と人が生き続けるネバビジョン
地域再生計画

長野県下伊那郡根羽村の全域

村の95％が森林であるため、村道及び林道の整備が遅れているのが現状
である。また、地域住民の利便性の問題に加えて、ここ数年、各地で台
風や豪雨災害が発生しているなかで、集落孤立の不安もある。さらに
は、林道の整備が遅れている事により、既存林道と基幹道路とのネット
ワークの構築が進んでいないため、搬出された木材を効率良く運び出す
ことができていない。そこで、地方創生道整備交付金を活用して村道改
良及び林道開設等を行うことにより、効率的な道路網を構築する。

地方創生道整備推進交付金

486 長野県 長野県及び泰阜村 安全・安心の村づくり計画 長野県下伊那郡泰阜村の全域

林道万古川線の災害防除と、老朽化した万古隧道を迂回する村道122号線
の改良を一体的に進める、また、林道栃城線の改良により、迂回ルート
の確保、林産物の搬出及び周遊ルートの形成を図り、「ひと・地域が輝
く村へ」【泰阜村総合計画】の基本目標「快適な生活を営み輝く村へ」
「住みなれた地域の安心・安全を支え人が輝く地域づくりを進めたい。

地方創生道整備推進交付金
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487 長野県 長野県及び大鹿村
カラマツとアルプスの美しい村
『大鹿』計画

長野県下伊那郡大鹿村の全域

村道及び林道の舗装修繕工事や防災対策工事等を一体的に行うことによ
り、村がブランド化を進めている「大鹿カラマツ」の搬出ルートが整備
され、生産材の搬出がスムーズになることで森林整備面積の拡大が図ら
れ、素材生産量の増加が見込まれる。また村内に点在する観光地を結ぶ
道路網のネットワークが向上することで、安心・安全な観光周遊ルート
を形成し、観光地間の連携を高めることで村全体の観光地としての魅力
を高め、入込客数の増加を図る。これにより林業及び観光業の振興を図
る。

地方創生道整備推進交付金

488 長野県 長野県、小谷村
美しい自然を活かし、笑顔で暮ら
せる村づくり計画

長野県北安曇郡小谷村の全域

村道・林道の一体的な整備より、点在する観光スポット間のアクセス時
間短縮且つ安全性の向上図り、観光客及び観光に携わる関係者及び地域
住民の活力を促進する。観光客の誘致や観光体験を通じて人々のふれあ
いや魅力ある自然を活かした産業振興、就業機会の確保、森林の環境維
持をめざす。

地方創生道整備推進交付金

489 長野県 長野県上田市
ヒューマン×デジタル×グリーン
による持続可能なまちづくり推進
計画

長野県上田市の全域

「まち・ひと・しごと創生基本方針2021」（令和３年６月閣議決定）に
おける３つの視点（ヒューマン、デジタル、グリーン）を踏まえた各種
事業を展開し、相互連携のもと、事業期間として設定する３年間におい
て段階的に展開していくことで、「上田市まち・ひと・しごと創生総合
戦略」の指標達成を目指すとともに、訪れたい・住みたい・続けたいと
思えるような、魅力にあふれ、またSDGsの各ゴール達成にも資するよう
な持続可能なまちづくりを図る。

地方創生推進タイプ

490 長野県 長野県上田市
地域の魅力向上と移住定住の循環
型都市構築計画

長野県上田市の全域

上田市における課題は①潜在的な移住希望者からの関心を高めるため、
地域の新たな魅力を創出すること、②移住検討に当たっての懸念を解消
すること、③移住後の定住を促進すること、であり、①から③の政策が
相互連携のもと進捗し、③の結果として定住者が地域の新たな魅力を付
加することで①に回帰するといった、「地方創生の好循環による持続可
能なまち」を目指す。

地方創生推進タイプ

491 長野県 長野県上田市
第2期上田市まち・ひと・しごと
創生推進計画

長野県上田市の全域

第二次上田市総合計画に掲げた将来都市像「ひと笑顔あふれ 輝く未来に
つながる 健幸都市」の実現に向け、市の人口減少を抑制し、バランスの
とれた人口構造を目指すため、市民が主役のまちづくり事業、安全・安
心な快適環境のまちづくり事業、誰もがいきいき働き産業が育つまちづ
くり事業、ともに支え合い健やかに暮らせるまちづくり事業、生涯を通
じて学び豊かな心を育むまちづくり事業、文化を育み交流と連携で風格
漂う魅力あるまちづくり事業、をそれぞれ展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

492 長野県 長野県伊那市
デジタル時代のコーポレートブラ
ンド推進プロジェクト

長野県伊那市の全域

本事業の推進により、ブランドアクションプランの推進を図り洗練され
たブランドイメージを確立する。またアクションプランに基づく戦略的
な情報発信と移住人口、関係人口、交流人口の増加施策を展開すること
で、本市の知名度、認知度、好感度の向上を図る。

地方創生推進タイプ

493 長野県 長野県伊那市
中山間地”伊那谷”に根ざすス
マート農業

長野県伊那市の全域

本事業では、農家がきちんと儲けて農業経営を続けていくことができる
ことを目指す。そのために、前進事業の個別課題として、アスパラ自動
収穫機の運用に適した圃場整備を検討することで、自動収穫機の実装に
つなげるとともに、営農を行うための土台である水の確保を、今後も継
続できるようGISを活用した農業水利施設管理システムを導入し、土地改
良区と関係団体が一体となって維持管理していくことが出来る土台作り
を行う。

地方創生推進タイプ

494 長野県 長野県伊那市
農と林を核とする地域資源を活用
したイノベーション促進計画

長野県伊那市の全域

地方創生拠点整備交付金により整備する産官学連携拠点を活用して、本
交付金で実施するソフト事業の活動の拠点とし、農林に関わる起業支援
や持続可能な農林業推進、地域資源活用実証、地域資源観光活用を推進
する。また、地域内で農林関係の地域資源の活用に取り組んでいる主体
やアイデアソン等を通じて伊那に興味をもった主体が、自らのアイデア
や商品を持ち寄り、お互いに共有できる場となるように施設の運営を行
うことにより、関係者間の新たな繋がりができ、そこからさらに新しい
ビジネスにつながるなどの相乗的な効果を促進する。

地方創生推進タイプ

495 長野県 長野県駒ヶ根市
人の流れづくりと全世代・全員活
躍を通じた「まちなか」活性化プ
ロジェクト

長野県駒ヶ根市の全域

多様な人が集う賑わいのある中心市街地を創るために、地域資源を活用
した人の流れづくり事業と、地域の仕事と活躍したい高齢者とをつなげ
る事業を、そこに行かないと得られない商品・サービスを開発する中心
市街地で実施することで、中心市街地への人の流れをつくり、デジタル
化により使い勝手を高めるプリペイドカードに事業参加ポイント連携さ
せることで、事業により創出される人の流れとまちなか消費の相乗効果
を狙う計画。

地方創生推進タイプ

496 長野県 長野県茅野市
便利で暮らしやすい「若者に選ば
れるまち」の構築～茅野市ＤＸ推
進プロジェクト～

長野県茅野市の全域

当市は、地域の活力向上により子どもからお年寄りまですべての市民が
暮らしやすいまちを実現するため、まちの担い手である「若者に選ばれ
るまち」をコンセプトとする「第2次茅野市地域創生総合戦略」を策定し
た。本戦略に基づき若者の移住・定住を促進するため、地域に若者が働
きたいと思えるようなIT産業や、高度な生産性を有し、職場環境が良好
な企業を創出する必要があり、その実現に向けて内閣府の「スーパーシ
ティ」構想にチャレンジするとともに、地域全体のDX（デジタル・トラ
ンスフォーメーション）を推進する。

地方創生推進タイプ

497 長野県 長野県茅野市

立川市を起点とし多摩地区及び首
都圏からの交流人口・関係人口の
拡大及び地域資源への関わりを通
じた関係人口創出事業

長野県茅野市の全域

長野県茅野市と都内多摩地区間のアクセスはJR特急で2時間未満である。
また、多摩地区には400万人超の人口があり、この地区を起点として首都
圏からの交流人口・関係人口の拡大を図る。また、従来は地元市民が中
心となり活用を模索してきた地域資源について、地元市民以外からの視
点も活かし一緒に関わりながら地域資源を活用していく「コトづくり」
を通して、新たな関係人口の創出を図る。これらの取組を通じて人口減
少、特に生産年齢人口の減少に歯止めをかけ、地域の活性化を図る。

地方創生推進タイプ

498 長野県 長野県塩尻市
地域におけるデジタル人材活躍×
DX推進事業

長野県塩尻市の全域

本市の地域DXへの都市部先進企業の参画促進や拠点施設をベースに展開
する事業開発プロセスのコーディネート・サポート、地域DXに必要とな
るデジタル人材の育成・確保を通して、地域課題の解決や地域住民の利
便性向上に資する新たなデジタルサービスやアプリケーションの研究・
開発・実証・実装を官民協働で持続的に展開する仕組みを構築し、地域
DX領域の新たな社会機能の創出を図るとともに、デジタル分野への新た
な就労を求める人材がデジタル人材として活躍する場の創出を目指す。

地方創生推進タイプ
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499 長野県 長野県佐久市
リスキリングによるチャレンジ！
デジタル女子が輝く地域創生事業

長野県佐久市の全域

本計画は、コロナ禍により場所や時間を選ばない柔軟な働き方が定着す
る中、今後も成長が見込まれるデジタル分野の人材育成・確保の重要性
に着目し、育児や介護等の理由で離職中の女性を主な対象として、「デ
ジタルスキル習得・キャリア形成支援」と「就労支援」を掛け合わせ、
女性の経済的自立のみならず、多様な働き方を実現することで地域の活
性化に図ろうとするものであり、加えて都会から地方への仕事や人の流
れを確かなものにしていくため、リスキリングから就労へとつながるワ
ンストップの流れを構築しようとするものである。

地方創生推進タイプ

500 長野県 長野県安曇野市
シンガポールにおける安曇野産農
産品の輸出/販売強化事業計画

長野県安曇野市の全域

安曇野市には魅力的な農産品等があるにも関わらず、海外への販路は十
分に確保できていない。このことから、わさび、日本酒、りんごなどの
農産品等について、関係各団体との連携のもと、海外に向けてプロモー
ションを行う。この取組を通じて、海外での「AZUMINOブランド」の浸透
や農家所得の向上、新規就農の促進につなげる。

地方創生推進タイプ

501 長野県 長野県安曇野市
新たな地域公共交通サービスの構
築と地域の持続的発展推進プロ
ジェクト

長野県安曇野市の全域

駅や主要施設を中心としたコンパクトなまちづくりを進める上で、医療
や福祉、観光、商業、文化関連施設とそこへ移動するための移動手段を
シームレスに連携させ、生活の利便性向上につなげる。また、市民の生
活に必要な移動手段を将来にわたって確保するため、現行の地域交通
（デマンド交通・定時定路線バス）の在り方を再構築し、持続可能な地
域公共交通体系へと転換を図る。

地方創生推進タイプ

502 長野県 長野県安曇野市 観光デジタル化推進計画 長野県安曇野市の全域

観光分野における課題である、担い手の減少、来訪の少ない若年世代へ
のアプローチ、通過型から滞在型観光地への転換等について、デジタル
技術の活用を解決を目指す。具体的には、「メタバース」を活用した観
光情報発信と交流機会の創出、観光情報や多言語案内等の機能を搭載し
た「観光地情報アプリ」の開発等に、観光関係者が一体となって取り組
むものである。

地方創生推進タイプ

503 長野県 長野県安曇野市
安曇野市「農地付き空き家」活用
移住促進事業計画

長野県安曇野市の全域

空き家の流通促進のため本市が平成29年３月に設置、運営している空き
家情報のサイト「空き家バンク」において、別途「既存住宅活用農村地
域等移住促進事業計画」に記載する物件（空き家とそれに付随する農
地）を「農地付き空き家」として本市への移住を検討されている方に積
極的に紹介・情報提供を行っていく。

既存住宅活用農村地域等移住促進事
業計画に基づく特例

504 長野県 長野県小海町 小海駅周辺地域再生計画
長野県小海町の区域の一部（土村地
区・馬流地区）

小海駅舎及び隣接の商業施設を活用し、今年度に取り組んだ自習室・待
合スペースの実証結果やグランドデザインの検討結果などを踏まえ、更
に、町民、駅利用者、来訪者が駅周辺に集いやすい環境を整備し、町内
外の交流機会を創出する。2023年度は自習室管理として配置していた人
材が、学習・体験の機会としてのコンテンツ提供に取り組むコミュニ
ティマネージャーとしての役割も担いながら、学習支援・施設管理と
いった機能を持ちつつ、より多世代・他属性にも活用可能なものとして
いく。

地方創生推進タイプ

505 長野県 長野県佐久穂町
千曲川上流域の森づくりと人づく
りによる産業×環境×教育の魅力
ある地域づくりプロジェクト

長野県佐久穂町の全域

課題解決に向け、林業６次産業化を行う地域商社の設立・運営実績があ
る企業と、地域の事業者等とともに地域商社設立を目指す。「森林資源
の活用、南佐久郡の林業６次産業化の機能整備」「千曲川流域・森林
フィールドにおける人づくり」を実現する事業の可能性調査や地域の事
業者等関係者との連携可能性調査・調整を行い、結果に基づいた実施設
計を行い、交付金事業期間内に地域商社を設立する。設立後は、事業収
入等により収益と雇用を生みながら持続的に活動することを目指す。

地方創生推進タイプ

506 長野県 長野県佐久穂町
道の駅を起点とした地域経済創造
コミュニティ拠点整備事業計画

長野県佐久穂町、小海町、南相木
村、北相木村、南牧村、川上村の全
域

「地域に根差した「しごと」、「なりわい」の起業や事業育成環境の形
成」を目標に、佐久穂町が従来から持つ資源である「町に根差す農業の
技術を守り、農地を維持し、次世代に継承する」ことが最も重要と考
え、住民と行政が一体となり農業を普及し、産品のブランド化や販売促
進を行い、農家が販路を拡大しながら安定した収益を得られるように、
また農家同士の交流や研修の機会を設けられる拠点として「道の駅」を
整備し、その中心に「直売所」を据えて、町の農業を発展させ、地域経
済の活性化を図っていく。

地方創生拠点整備タイプ

507 長野県 長野県下諏訪町
官民連携による空き家開拓と移住
者マッチング事業

長野県下諏訪町の全域

民間事業者や地域住民と連携しながら、空き家情報収集のネットワーク
構築や空き物件の情報発信のプラットフォームの構築、移住相談窓口の
体制強化等の取組を通じて、町内の空き物件を移住（希望）者とマッチ
ングさせることで、地方創生を目指すための地域再生計画

地方創生推進タイプ

508 長野県 長野県宮田村
宮田村Uターン・関係人口拡大若
者人材確保プロジェクト

長野県宮田村の全域

故郷を思う子供たちの活躍を期待し、子どもたちが活躍できる場を地域
住民、民間事業者、行政、議会が一体となり、ふるさと郷育をすすめ、
将来村で活躍できる人材づくりをすすめ、Uターン者の増加を図り人口減
少に歯止めをかけ地域の活性化につなげていく。

地方創生推進タイプ

509 長野県 長野県松川町

アフターコロナ及びリニア開通後
の観光交流・移住定住人口増を促
進させることを目的とした地方創
生計画

長野県下伊那郡松川町の全域

当地域はリニア新幹線開通により長野県駅（仮称）が設置されるため、
交通利便性の劇的な向上により、都市部との交流人口増が想定される。
アフターコロナに対応しつつ、地域資源を最大限活用した観光まちづく
りを行うことで、新たな観光交流の目的地となり、様々な人が当町と関
係性やつながりをつくってもらえるよう、日本版DMOの南信州まつかわ観
光まちづくりセンターと取り組むことで関係人口の創出と移住定住者の
増という地方創生の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

510 岐阜県 岐阜県
中小企業の事業継続・新事業展開
による地域経済の活力創出プロ
ジェクト

岐阜県の全域

高齢化を理由とした廃業の増加や、慢性的な人材不足、コロナ禍を理由
とした受注減、原油・原材料の高騰など、県内中小企業を取り巻く状況
は非常に厳しい。また、DXなどデジタル需要の拡大、脱炭素社会の実現
など産業構造の大転換期にあり、この変革に対応した新たな事業展開が
必要となる。そのため、中小企業に対して、事業継続に向けたサポート
を強化するとともに、意欲のある事業者に対して新たな事業展開を積極
的に支援するなど、事業者の経営基盤を強化することで、地域経済の活
力創出を図る。

地方創生推進タイプ
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511 岐阜県 岐阜県
ＳＤＧｓを原動力とした「清流の
国ぎふ」づくりとサステイナブ
ル・ブランドの構築事業

岐阜県の全域
ＳＤＧｓを原動力とした、県民誰もが活躍し、魅力と活力にあふれた、
持続可能な「清流の国ぎふ」の実現に向け、 環境・経済・社会の三側面
から、部局横断的に種々の施策を推進する。

地方創生推進タイプ

512 岐阜県 岐阜県
オール岐阜による脱炭素社会実現
プロジェクト

岐阜県の全域

温室効果ガスの排出量と吸収量の均衡を達成し、気候変動の影響に適応
した持続可能な社会である「脱炭素社会ぎふ」の実現を目指す。その実
現に向けては、再生可能エネルギーの導入促進や自動車業界のEV化支援
などのエネルギー関連産業の創出、県内事業者の企業価値の向上、更に
は地域の強靭化・活性化など社会経済や産業構造の変革を伴った「経済
と環境の好循環」を目指す。

地方創生推進タイプ

513 岐阜県 岐阜県
コンソーシアムを核としたぎふ花
きの仕事・暮らし創生プロジェク
ト

岐阜県の全域

「三位一体」で花き振興に取り組むことで、県民の健康で心豊かな生活
の確保、美しい郷土づくりなど、花のある豊かな暮らし、産業振興、魅
力あると活力のあるまちづくりを促進、「花き」から岐阜の地方創生の
実現を目指す。

地方創生推進タイプ

514 岐阜県 岐阜県
リモート社会に対応する「フレキ
シブルな働き方」実現による人の
流れの創出事業

岐阜県の全域

県内企業のデジタル化推進による働き方改革の取組みに加え、企業の本
社機能移転につながるサテライトオフィスの誘致を積極的に行い、全国
的に人手不足となっているIoT技術者や、次世代を担う若者にとって魅力
的な「フレキシブルな働き方」のできる環境を創出し、人材の県外流出
に歯止めをかけるとともに、県外からの流入を呼び込むことで、新たな
人の流れを創出する。

地方創生推進タイプ

515 岐阜県 岐阜県
全世代・全員活躍岐阜県の実現～
「地域の潜在的な人材力の発揮」

岐阜県の全域

女性や高齢者、外国人、障がい者、就職氷河期世代の方など、多様な人
材が働きやすい職場環境づくり、ダイバーシティ経営は企業の成長の鍵
でもあり、誰もが活躍できる「全員参加の社会」の実現に向け、女性の
就業促進や外国人の就労環境の整備、「生涯現役社会」の実現に向けた
学びを通じた高齢者の地域活動参画の促進や就労促進、障がいの特性に
応じた就労支援、氷河期世代への伴走型支援を実施し、県内企業の人材
確保を後押しし、就労人口を増加させ、岐阜県の地方創生につなげる。

地方創生推進タイプ

516 岐阜県 岐阜県
岐阜県版「みどりの食料システ
ム」構築プロジェクト

岐阜県の全域

本県では、「ぎふ農業・農村基本計画（R3～R7年度）」において、
「『清流の国ぎふ』の未来を支える農業・農村づくり」を基本理念に、
本格的な人口減少や農業者の高齢化などの状況下でも、持続可能な農
業・農村づくりに向け、各種施策をスタートさせた。同計画の方向性を
ベースに、「みどりの食料システム戦略」の実現に向けた動きを的確に
捉え、多様な主体と相互かつ高度に連携し、新たな価値観等を付加させ
ることで、本県ならではの地方創生に向けた多様な効果を発揮できる
「岐阜県版みどりの食料システム」の構築を進めていく。

地方創生推進タイプ

517 岐阜県 岐阜県
持続可能な岐阜ブランドの確立と
国内販路・誘客強化プロジェクト

岐阜県の全域

これまで首都圏を中心に、「モノ（地場産品）」「食（農畜水産物）」
の「地域ブランド（清流の国ぎふ）」の確立に向けた取組みを進めてき
たが、2019年の地域ブランド調査では、本県の魅力度は36位と十分に認
知・評価されていない。これまでの取組みを継続・強化するとともに、
地域文化財の活用と保護、それらの地域資源を活用した観光誘客など、
官民連携で一体的なプロモーションを展開し、それを担う観光地域づく
り法人の機能強化、後継者等の育成・確保を行うなど、産業を軸とした
持続可能な地域づくりにつなげる。

地方創生推進タイプ

518 岐阜県 岐阜県
文化芸術を核とした交流拡大・社
会参加促進プロジェクト

岐阜県の全域

令和６年度に本県において開催する「国民文化祭」「全国障害者芸術・
文化祭」の大会機運を醸成し、本県文化の魅力を余すところなく発信す
るため、年齢、性別、障がいの有無に関わらない県民総参加の文化芸術
活動を活性化させる。本県の文化振興と県民文化力の向上、伝統文化の
保存・継承とふるさとへの愛情と誇りを醸成し、魅力と活力あるまちづ
くりを促進することで、県内外からの活発で新しい人の流れを創出する
など、「オール岐阜による文化芸術の発信」から岐阜県の地方創生の実
現を目指す。

地方創生推進タイプ

519 岐阜県 岐阜県
「清流の国ぎふ」の未来を支える
森林づくりプロジェクト

岐阜県の全域

本県では、「第４期岐阜県森林づくり基本計画（Ｒ４～８）」におい
て、これまでの成果や森林・林業の現状、2050年カーボンニュートラル
実現などの時代の潮流を踏まえ、目指すべき方向性を①産業・防災・環
境のバランスを重視した森林づくりを実現、②木材の需要を拡大し、生
産された木材が余すことなく活用され、利益がすべての関係者に還元さ
れる林業・木材産業を実現、③森林や自然環境が有する資源を最大限活
用し、山村地域に新たな産業と雇用を創出と定め、「清流の国ぎふ」の
未来を支える森林づくりを目指していく。

地方創生推進タイプ

520 岐阜県 岐阜県
移住定住促進に向けた若者の就
業・定着強化プロジェクト

岐阜県の全域

就職前の段階において、地域や企業に「ふれあい」ながら、その特性や
強みなどを把握することのできる取組みを、就職後においては、若者が
希望と誇りを持って仕事に取り組み、地域や企業を「支える」人材に育
成する取組を進めることで、「仕事」と「若者」をマッチングさせ、若
者の「県内への定着（定住）」と「県外からのＵＩＪターン（移住）」
につなげることで、移住・定住を加速化していく。

地方創生推進タイプ

521 岐阜県 岐阜県
若者の活躍～「ふるさと教育を通
した若者のふるさと回帰」と「若
者を惹きつける仕事づくり」

岐阜県の全域

労働力人口の減少、消費市場の縮小が懸念される中、ひとが訪れ、住み
続けたいと思える地域を実現するためには、地域の稼ぐ力を高め、魅力
的なしごと・雇用機会を創出し、誰もが安心して働けることが重要であ
る。一方で、売り手市場を背景とした新卒の大手企業志向の高まりや、
求人・求職のミスマッチ等を要因とした人手不足が多くの県内企業で慢
性化している。そのため、「ふるさと教育を通した若者のふるさと回
帰」と「若者を惹きつける仕事づくり」をテーマに事業を展開し、県内
高校生及び県出身大学生の県内就職率の向上を目指す。

地方創生推進タイプ

522 岐阜県 岐阜県

製造業の人材確保に向けたデジタ
ル技術を活用した生産性向上と若
者のＵターン就職等促進プロジェ
クト

岐阜県の全域

中小製造業のデジタル化による生産性の向上等を実現することで、業務
負担の軽減などにより、若者にとって働きやすく魅力的な職場環境の構
築に繋げるとともに、若者の雇用の受け皿を増やすため、研究シーズの
発掘から起業に向けての加速化支援を実施する。また、若者の県外流出
防止、ＵＩＪターンの促進に向け、オンラインを活用した企業の採用活
動の支援、中小製造業等の技術力の高さや魅力を県内外の大学生等に広
く発信するなど、県内中小製造業の人材確保を支援し、県民総生産の中
核を担う製造業の持続的発展を実現していく。

地方創生推進タイプ
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523 岐阜県 岐阜県
観光産業の基幹産業化プロジェク
ト

岐阜県の全域

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、県内観光産業は深刻な影
響を受けた。一方、令和４年１０月の水際対策の大幅な緩和や全国旅行
支援の効果もあり、旅行需要の高まりは顕著となっている。この機をと
らえ、「攻め（観光消費拡大）」と「守り（人材確保・生産性向上）」
の両面から施策を展開し、観光産業の収益性を高めるとともに、十分な
人材を確保することで、観光産業を持続可能な本県の基幹産業とするこ
とを目指す。

地方創生推進タイプ

524 岐阜県 岐阜県
「誰一人取り残されないスポーツ
立県・ぎふ」健康増進プロジェク
ト

岐阜県の全域

コロナ禍での行動制限や施設休館により、運動・スポーツ機会が失わ
れ、心身の健康への影響が懸念されるとともに、少子高齢化社会が進む
中、高齢者の健康・体力の保持、健康寿命の延伸を図る重要性がより高
まっている。スポーツを通じた県民の心身の健康増進をより一層推進す
るため、『誰一人取り残されないスポーツ立県・ぎふ』を目標に、あら
ゆる世代が、それぞれの関心、適性等に応じて、多様なスタイルでス
ポーツを楽しみ、生涯にわたり健康と生きがいを得られる、本県の地域
資源を活かしたスポーツによるまちづくりの実現を目指す。

地方創生推進タイプ

525 岐阜県 岐阜県
食料安全保障、アフター・コロナ
を踏まえた「農業新時代」開拓プ
ロジェクト

岐阜県の全域

食料品価格の高騰等に伴う食料安全保障の強化や、円安の進行に伴う輸
出拡大、地方回帰の流れなどをチャンスととらえ、「危機に強い農畜水
産物供給体制の構築」、「地産地消県民運動の展開」、「円安メリット
を活かした農畜水産物の輸出拡大」、「新次元の地方分散に対応した人
材確保」の４つの取組みを通じて、県農畜水産事業者の所得向上、仕事
創出、地域の経済活性化を図る。

地方創生推進タイプ

526 岐阜県 岐阜県

国内最高水準飼養衛生管理環境を
有する畜産研究所を核とした高品
質畜産物の生産力・生産体制強化
プロジェクト

岐阜県の全域

岐阜県関市に高い水準の衛生管理体制を備えた、先進的な研究開発や省
力的な家畜の管理が可能な新たな家畜改良・種畜等供給拠点を整備す
る。これにより、効率的かつ持続的な育種改良を実施でき、育種改良産
物である種畜・精液・種卵等の県内養豚・養鶏農家による利用を通じ
て、県内ブランド畜産物の生産を振興し、「稼ぐ」観光地の実現とそれ
による雇用創出・地方創生を図る。

地方創生拠点整備タイプ

527 岐阜県 岐阜県
プロフェッショナル人材事業（第
３期）

岐阜県の全域

「岐阜県プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し、拠点に配置した
スタッフが県内企業を訪問し、経営者等を対象に経営改善に対する意識
啓発や、副業・兼業人材を含めた必要な人材ニーズの明確化などの支援
を行う事により、地域を支える企業を、従来事業の継続を旨とした「守
りの経営」から、経営体質の強化を含めた新たな事業や市場に積極的に
チャレンジする「攻めの経営」へと転換させ、県内に新たに安定した質
の高い雇用を生み出し、県経済の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

528 岐阜県
岐阜県、岐阜県岐阜市、岐阜県高山
市、岐阜県大垣市、岐阜県各務原市

文化芸術による地域の担い手育
成・拡大プロジェクト

岐阜県の全域

文化芸術による地域の活性化、ひいては、岐阜県への人の流れを生み出
す仕組みを創り出すため、これまで拡大してきた交流人口を、文化芸術
を通して「地域の担い手」として育成・拡大することで、岐阜県への人
の流れを生み出し、更なる交流が拡大する好循環の創出を図る。

地方創生推進タイプ

529 岐阜県
岐阜県、岐阜県岐阜市、岐阜県関
市、岐阜県美濃市、岐阜県郡上市

「清流長良川の鮎」世界進出プロ
ジェクト

岐阜県の全域

世界農業遺産「清流長良川の鮎（長良川システム）」とは、流域の人々
の暮らしの中で清流が保たれ、その清流で鮎が育つというように、人の
生活、水環境、漁業資源が相互に関連している長良川特有の仕組みのこ
とである。この「清流を守り、活かし、伝える活動」を農林畜水産業関
係者、地域住民が中心となり、自立して活動できる体制の構築と、長良
川ブランドの普及啓発、流域の観光地域づくりにより、域外から消費を
呼び込むとともに、関係人口を創出し、「長良川システム」が、持続可
能な仕組みとして、確立することを目指す。

地方創生推進タイプ

530 岐阜県

岐阜県、岐阜市、大垣市、高山市、
多治見市、関市、中津川市、美濃
市、瑞浪市、羽島市、恵那市、美濃
加茂市、土岐市、各務原市、可児
市、山県市、瑞穂市、飛騨市、本巣
市、郡上市、下呂市、海津市、岐南
町、笠松町、養老町、垂井町、関ケ
原町、神戸町、輪之内町、安八町、
揖斐川町、大野町、池田町、北方
町、坂祝町、富加町、川辺町、七宗
町、八百津町、白川町、東白川村、
御嵩町、白川村

岐阜県生活わくわく支援パッケー
ジ（第２期）

岐阜県の全域

人口の過度な一極集中が進む東京都への転出を是正し、本県への移住を
促すことで、人手不足を解消するとともに、地域経済に波及効果をもた
らす仕組みを構築するため、移住支援、マッチング支援及び起業支援に
よる移住希望者の受入れに向けた環境を整備する。

地方創生推進タイプ

531 岐阜県

岐阜県、岐阜県多治見市、岐阜県中
津川市、岐阜県瑞浪市、岐阜県恵那
市、岐阜県土岐市、岐阜県可児市、
岐阜県御嵩町

ぎふリニア活用人の流れ創出プロ
ジェクト

岐阜県の全域

リニア岐阜県駅（仮称）周辺は、豊かな自然に囲まれたストレスフリー
な環境整備による研究機関等の誘致、移住定住の促進及びアカデミック
な中核施設との産学官連携を実現したエリアを目指していくべきとの共
通認識で動き始めている。県が率先垂範するだけでなく、県内市町村が
リニア開業を契機にした自らの魅力を発信する提案事業への支援を通じ
て、未だ魅力が発揮されていない地域資源を積極的に掘り起こしていく
ことにより、関係人口の増加などリニア岐阜県駅周辺から県内市町村へ
と人の流れを創出する好循環を目指していく。

地方創生推進タイプ

532 岐阜県
岐阜県、岐阜県美濃市、岐阜県郡上
市

新次元の地方分散による地域活性
化プロジェクト

岐阜県の全域

地域外人材を活用した地域課題の解決に係るモデル事業（地域課題の収
集・プログラム化、関係人口と地域のマッチング）を県内２市と連携し
て実施する。事業実施後は、そのノウハウを横展開し、市町村が事業化
できる支援体制、自走できる仕組みの構築を目指す。さらに、地域と外
国人コミュニティとの関わりを強化する市町村を支援する。地域と関わ
りたいという想いを持つ「関係人口」の創出と、外国人県民が地域の担
い手として活躍できる多文化共生社会を実現し、人口減少社会において
も、「地域コミュニティの維持・強化」を目指す。

地方創生推進タイプ

533 岐阜県 岐阜県、岐阜県各務原市
空宙博を核とした「まちの賑わ
い」創出事業

岐阜県の全域

航空宇宙産業の振興（競争力強化、「稼ぐ力」の拡大）とまちの賑わい
の創出（観光による活性化、まちづくり活動の展開等）が相互に関連
し、「空宙（そら）」をキーワードに、産業・観光の好循環により多角
的に発展する「空宙（そら）のまち」を目指す。本事業により、産業振
興と観光誘客の支援基盤を確立し、自立・自走化を図る。

地方創生推進タイプ
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534 岐阜県
岐阜県、岐阜県可児市、岐阜県垂井
町、岐阜県関ケ原町、岐阜県輪之内
町

新たな人の流れづくりに向けた戦
国武将観光の広域展開

岐阜県の全域

戦国武将観光を共通のキーワードとして、各地に点在している歴史観光
資源を広域で結び、周遊観光を全県に展開することで、他県には類をみ
ない戦国・武将観光のブランド化と、観光を契機とした地域の活力不足
や担い手不足を克服し、持続可能な社会や未来ある地域社会の構築を目
指す。

地方創生推進タイプ

535 岐阜県 岐阜市
岐阜市まち・ひと・しごと創生推
進計画

岐阜市の全域

本市の総人口と生産年齢人口は、2040年までに著しく減少する見込みで
あり、産業においても、就業者数の減少、企業数の減少、女性の非正規
雇用率の高さなど、働く場としての雇用の料及び質の両面での低下が見
込まれる。これらの課題に対応するため、「若年層」、「中・高年
層」、「女性」、「外国人」、「交流・関係人口」、の5つを人口減少傾
向を好転させるためのターゲットとして設定し、まちづくりの5つの重点
分野ごとに総合的に多彩な取組を展開し、持続可能な都市を目指してい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

536 岐阜県 岐阜県大垣市
環境ＳＤＧｓおおがき推進プロ
ジェクト

岐阜県大垣市の全域

市民や市内事業者を巻き込みつつ、市一丸となって環境とＳＤＧｓ（持
続可能な開発目標）を原動力とした各種取り組みを集中的に実施するこ
とで、市全体の環境ＳＤＧｓに対する機運の醸成を図り、ＳＤＧｓを共
通言語とした「住みたくなる・働きたくなる」まちの実現を目指すも
の。

地方創生推進タイプ

537 岐阜県 岐阜県大垣市
大垣市まち・ひと・しごと創生推
進計画

岐阜県大垣市の全域

本市の人口は2005年をピークに減少傾向にあり、今後さらなる減少が見
込まれる。そこで人口の自然減・社会減への挑戦として、「楽しく子育
てができるまちづくり」「元気があるまちづくり」「安心できるまちづ
くり」「広域連携による魅力あるまちづくり」の４つの目標を設定し、
人口減少対策としての施策を推進し、持続可能なまちづくりや地域活性
化に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

538 岐阜県 岐阜県高山市
外国人向けワンストップ医療窓口
設置事業計画

岐阜県高山市の全域

外国人観光客が安心して滞在でき、在住外国人が安心して生活できる環
境整備を目的に、医療に関する相談を受ける外国人向けワンストップ医
療窓口を設置。機能としては、受入可能な医療機関への取次や薬局など
の紹介、派遣通訳の紹介、保険会社や在外公館とのやりとり等に関する
幅広い情報の提供を行う。医療機関、宿泊施設、観光事業者、外国人雇
用事業者等から問い合わせする方法で運用。初年度は、三言語（日、
英、中）による対応とし、２年目以降は関係者の意見から更なる多言語
化を視野にブラッシュアップを図る。

地方創生推進タイプ

539 岐阜県 岐阜県多治見市
共につくる。まるごと元気！多治
見

岐阜県多治見市の全域

多治見の魅力や特徴を「多治見らしさ」として再認識し、より一層高め
ることにより、今後の人口減少による様々な課題を克服する原動力とす
る。そして、市民一人ひとりが生きがい、働きがいを感じ、共に助け合
い、幸せを実感できるまちとして、本市が20年30年後にも10万都市を持
続していくよう取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

540 岐阜県 岐阜県関市
地域資源のブラッシュアップと効
果的な魅力発信による経済活性化
と賑わいのあるまちづくり

岐阜県関市の全域

商店街をはじめとする市内商店や飲食店など商業施設に賑わいを創出す
るためには、多くの来訪者を創出させる必要があるため、新たな地域資
源を活用した来訪人口創出事業やデジタル技術の活用により人々の行動
変容を経済活性化につなげる取組が必要である。独自性の高い「歴史・
文化・自然」を核に地域資源を活用した来訪促進事業、周遊事業並びに
来訪者の滞留時間創出事業を展開していき、多くの来訪者の賑わいによ
り、消費行動の促進につなげ、商工業、観光、飲食、特産品販売といっ
た地域経済全体の活性化につなげる。

地方創生推進タイプ

541 岐阜県 岐阜県中津川市 周遊・滞在・宿泊型観光推進事業 岐阜県中津川市の全域

「中津川市観光局」を中心に、統一した方向性のもと、官民連携で専門
人材の育成や、観光消費額などの観光マーケティング調査に基づく戦略
的な施策を展開し、市域全体で効果的に事業を推進する体制を確立す
る。さらに、「移住定住促進」、「関係人口構築」など他分野にも取り
組み、「持続可能な観光地づくり」を推進する組織体制の構築を進め、
令和6年度までにDMO法人の登録を目指していく。

地方創生推進タイプ

542 岐阜県 岐阜県中津川市 女性・若者雇用創出プロジェクト 岐阜県中津川市の全域

若者の地元定着に向け、大学生等のＵＩターンを促進する取組や女性等
の活躍を推進する取組、また、創業支援や新たな産業分野の企業誘致、
就業機会の創出など、新たな観点からの就労支援により、大学等へ進学
後のＵＩターンにおける若者の地元定着を促進し、女性や若者等、誰も
が積極的に創業・就業する社会の形成を図る。

地方創生推進タイプ

543 岐阜県 岐阜県瑞浪市
みずなみプロモーションによる移
住・定住促進事業

岐阜県瑞浪市の全域

「みずなみプロモーション」を通して、瑞浪をもっと知り、瑞浪をもっ
と好きになってもらう「ふるさとへの愛着」を醸成し、「みずなみ愛」
を深めるとともに、市外にも瑞浪の産業、歴史、文化、自然などの魅力
を発信し、瑞浪の素晴らしさを感じてもらうことで、若い世代が定住
し、人口や活力が維持されることを目指す。シティプロモーション動画
の制作やブラッシュアップ事業で「知るキッカケ」、お試し移住体験事
業で「移住するキッカケ」作りを行う。また、新たに観光コンテンツを
造成し、魅力の洗い出しを行うことで相乗効果を生み出す。

地方創生推進タイプ

544 岐阜県 岐阜県恵那市
安心して暮らせるまち。誰もが使
いやすい交通ネットワーク形成プ
ロジェクト計画

岐阜県恵那市の全域

地域の多様な輸送資源を最大限に活用した移動手段の確保及び効率的で
利便性の高い地域公共交通ネットワークを構築するとともに、抵抗なく
自然に移動できる環境整備（MaaS）をすることで円滑な移動を実現す
る。さらに、まちづくり施策や観光振興施策との連携により利用者の困
りごとに総合的に対応する誰もが使いやすい交通ネットワークを実現す
るとともに、高齢者の免許返納やまちの賑わいづくりなどにつなげ、住
みよい持続可能なまちづくりを目指す。

地方創生推進タイプ

545 岐阜県 岐阜県恵那市 恵那市たべる推進計画 岐阜県恵那市の全域

ＳＤＧｓ未来都市選定を契機に市内の食産業をつなぎ、地消地産を推進
するため市内産農畜産物や食文化など本市の風土を活用した商品開発や
サービス提供を推進する「恵那ふうど」に取り組み、関係事業者の認定
をスタートし稼働させる。また、本市の食文化で「発酵のまちづくり」
を推進するため、「発酵食品ソムリエ」を育成し、市開催の食のイベン
トでの活動、発酵食品に関する教室や集会の開催を促進する。さらに、
地域で生産される農畜産物の販売出口としての役割を前進事業が担い、
販路開拓とECサイトによる商品取扱高の拡充を目指す。

地方創生推進タイプ
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546 岐阜県 岐阜県恵那市 恵那未来キャンパス構想の実現 岐阜県恵那市の全域

ＳＤＧｓ未来都市に選定されており、持続可能なまちづくりの展開に向
けて次世代を担う人材の育成に取り組む。若い世代と地域をつなぎ、こ
の地域でやりがいを見つけ、それを実現するために必要なスキル・経験
が得られる（学びの場、拠点）場として「恵那未来キャンパス」を整備
し、若い世代の定着に取り組む。若者だけでなく、地元企業や大学など
と協働・共創することで、より専門的で具体的な地域課題の解決につな
げるとともに、地域との結びつきを深め、将来を担う人材を育成につな
げる。

地方創生推進タイプ

547 岐阜県 岐阜県美濃加茂市 ヘルステック健康まちづくり事業 岐阜県美濃加茂市の全域

美濃加茂市の人口は増加傾向にあり、今後も人口は増加していくことが
見込まれるが、同時に少子高齢化が進行していくことが予測される。こ
のプロジェクトを実施することにより、市民の健康に対する意識が向上
し、健康増進プログラムやウォーキングイベントが活発に行われること
により健康増進を図るとともに、地域の活力や経済効果、まちの賑わい
を生む社会を目指す。

地方創生推進タイプ

548 岐阜県 岐阜県山県市

自転車で出かけたくなるまちづく
り計画 ～「カーボン・マイナ
ス・シティ」宣言をした山県市に
おけるサスティナブル・サイクル
ツーリズム推進事業～

岐阜県山県市の全域

山県市が有する、歴史や自然環境などのポテンシャルや新たに生み出す
地域の魅力を生かし、webサイトやSNSなどのデジタル技術も活用した自
転車で出かけたくなるまちづくりや観光を進めることで、山県市が宣言
したカーボン・マイナス・シティの推進や、サスティナブルな観光の推
進により交流人口を拡大し、経済的な地域活性化を図る。

地方創生推進タイプ

549 岐阜県 岐阜県山県市
山県市まち・ひと・しごと創生推
進計画

岐阜県山県市の全域

山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略にある目指すべき将来の方向
として、（１）希望を持ち豊かに暮らすひとづくり、（２）生き生きと
安心して働けるしごとづくり、（３）自然との融和を目指すまちづくり 
を掲げた。この総合戦略を果敢に実行していくことで、本市の最大の課
題である、人口減少や少子高齢化による働き手や担い手不足をできる限
り解消するものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

550 岐阜県 岐阜県瑞穂市
誰もが住みたいと思える魅力ある
まちづくりプロジェクト　～圏域
の宝もの「穂積駅」を活用して～

岐阜県瑞穂市の全域

行政だけで駅周辺の活性化を目指すのではなく、まちづくり組織と一体
となって駅周辺づくりを推進し、ソフト事業の展開によって知見等を蓄
積し、それらを将来的にハード整備に活かし、より多くの方にとって使
い勝手が良い駅周辺にしていくことを目指す。また、駅周辺の魅力向上
することで、外から人を呼び込み、市内や圏域に点在する観光拠点など
の主要施設に誘導する観光拠点としての機能を目指す。駅周辺の魅力が
向上することやまちづくり組織の取組によって、駅に関わる人々に市へ
愛着を育み、移住定住に繋げる。

地方創生推進タイプ

551 岐阜県 岐阜県海津市 第２期海津市創生総合戦略計画 岐阜県海津市の全域

海津市は、豊かな自然だけでなく、千本松原・木曽三川公園や千代保稲
荷神社といった県内有数の観光地、クレール平田・月見の里南濃の道の
駅など様々な地域資源を有したまちである。しかし、近年は人口減少や
少子高齢化が進行しつつあり、活力あるまちの創生が求められている。
本計画は、雇用の確保や創出、出産・子育ての環境整備等によって、地
元で育った子どもたちの定着志向を高め、市の潜在的な魅力を発揮させ
て人を呼び込むことをねらいとした事業計画となっている。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

552 岐阜県 岐阜県不破郡垂井町
垂井町まち・ひと・しごと創生推
進計画

岐阜県不破郡垂井町の全域

本町の人口は、2000年（平成12年）をピークに減少しており、人口減少
と少子高齢化が進行している。第２期垂井町まち・ひと・しごと創生総
合戦略に位置付ける事業において、地方創生応援税制（企業版ふるさと
納税）の活用ができるよう包括的認定を受け、引続き子育て支援や産業
の活性化による雇用の創出、移住・定住施策などのまち・ひと・しごと
創生事業を推進し、すべての住民が住みやすいまちづくりを通じて、人
口減少と少子高齢化の打開に取り組むもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

553 岐阜県 岐阜県池田町
高校生が発信する住み続けたい街
「池田」プロジェクト

岐阜県池田町の全域

池田町の目指す将来像である「帰ってきたい街池田町」、「住み続けた
い街池田町」の実現のために、若い世代、特に中高生のシビックプライ
ド醸成を図り、若者の人口流出を抑制し、就職や転職等を機会に戻って
きたいと感じる池田町にするための事業を実施する。また、加えて交流
人口、関係人口の増加を図るため観光情報強化等の事業を行い、活気の
ある池田町を目指す。事業実施にあたり、SNSでの情報発信を強化し、時
代にあった効率的かつ効果的なPRのためドローンやVRといった新しいデ
ジタル技術も活用する。

地方創生推進タイプ

554 岐阜県 岐阜県揖斐郡池田町
池田町まち・ひと・しごと創生推
進計画

岐阜県揖斐郡池田町の全域

地域創生活動のさらなる拡大を目指し、あらゆる形での住民参加ができ
るような体制を作っていくことが、まちの活力を生み出すうえで必要と
なるため、新規プロジェクトの立ち上げや活動環境の場の整備等、「活
動を実現するための支援」を行う。プロジェクトを通して地域活動とつ
ながりを持つ機会・きっかけを提供することで関係人口を増やし、地域
の活力を創出することを目指す。また「SNSを活用した若者に向けた情報
発信」、「ドローンを活用した魅力PR動画の作成」などデジタル技術の
活用を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

555 岐阜県 岐阜県本巣郡北方町 北方町地域活性化計画 岐阜県本巣郡北方町の全域

近年の人口の状況は平成20年度よりほぼ横ばいを続けてきましたが、今
後は減少傾向になることは確実である。そのため北方町においては、こ
れまで行ってきた施策をより進めていき、誰もがいきいきと心豊かで充
実した生活が送ることができるまち、高齢者や子育て家庭、支援の必要
な人々を地域全体で包み込むように、他者への思いやりを持ち、支え合
いながら人と人とのつながりを実感できるまち、生活基盤の整備や環境
保全等を進め、快適さ・便利さを更に感じることができる活気あるまち
を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

556 静岡県 静岡県
しずおかShowCASEプロジェクト
（EV・自動運転化・MaaSサービス
への展開）推進事業

静岡県の全域

地域の移動問題に直面する交通事業者、自治体や、ＥＶ・自動運転等の
ＣＡＳＥ対応が迫られる自動車関連企業の課題を解決するため、それぞ
れが技術やサービス提供できる実証フィールドを構成し、新たなモビリ
ティサービスの実装化を目指す。　さらに、企業の連携する機会を創出
するとともに、人材育成や技術開発を支援することで、過疎地、都市
部、郊外部、それぞれが抱える地域課題を解決するとともに、そうした
課題解決のテクノロジーを支える企業のネットワーク構築と技術力向上
を目指す。

地方創生推進タイプ

557 静岡県 静岡県 バーチャル・シズオカ推進計画 静岡県の全域

電子基準点と点群データを活用した高精度なデジタルツインを構築し、
産業の生産性向上と活性化を図る。　また、最新の技術やサービスを実
証する機会やフィールドを提供することで、企業のネットワーク構築
や、技術力向上、交流による人材育成を図り、地域課題の解決を目指す
とともに地方創生の基盤となる「安全・安心」の強化に取り組む。

地方創生推進タイプ
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558 静岡県 静岡県
SDGsの達成に貢献する新たな農業
推進事業

静岡県の全域

先端農業技術の研究開発拠点を中心に、「カーボンニュートラル等の環
境負荷軽減と生産性・収益性の両立を図る食料システムの研究開発推
進」と、その成果等の「社会展開」を実施することで、SDGsの達成に貢
献する、環境と経済を両立する持続可能な農業の実現を目指す。こうし
た取組により、環境に配慮した生産や、そうして生産された農作物の利
用を後押しすることで、生産者や実需者、消費者などの意識改革や行動
変容を促すとともに、このような農(業)と食の好循環の形成により、持
続可能な農業の地域への浸透を加速化させていく。

地方創生推進タイプ

559 静岡県 静岡県
外国人よし、地域よし、企業よし
の三方よしの多文化共生推進計画

静岡県の全域

本計画は、外国人県民が技能を身に付け安心して快適に暮らし、地域コ
ミュニティが活性化するとともに、職場においても、活気あふれ、生産
性の向上につながる外国人よし、地域よし、企業よしの三方よしの多文
化共生社会を地方創生の将来像として、その実現を目指すものである。

地方創生推進タイプ

560 静岡県 静岡県
仕事と子育てを両立する働き方の
導入支援計画

静岡県の全域

県内企業に対し、テレワークの導入をはじめ、従業員が仕事と育児を両
立できる環境整備の実施を働きかけるとともに、出産・育児などで離職
している女性等の働き手に、デジタルスキルの習得を目的とした職業訓
練の機会を提供し、就業を支援する。また、自由度の高い働き方である
クラウドワークサービスの構築により、県民がライフステージに応じて
働き方を選ぶことができる環境を整備する。事業を通じ、出産・育児期
の就業継続や復職を促進し、県民一人ひとりが活躍し、経済的な不安が
解消され、安心して育児等ができる社会の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

561 静岡県 静岡県
環境と経済が両立した「地域循環
共生圏」形成事業計画

静岡県の全域

人口減少、新型コロナウイルス、地球環境問題など本県の抱える課題が
複合化する中、本県が将来にわたって持続的な発展をしていくために
は、ポストコロナ時代を見据え、時代の大きな変化に適応できる持続可
能な地域づくりを進めていくことが求められている。 本事業では、様々
な社会課題に適応する地域づくりに向けて、脱炭素社会や循環経済、自
立・分散型社会の構築といった環境と経済・社会とのが調和する「地域
循環共生圏」の形成を目指し、官民を挙げた取組によりＳＤＧｓのモデ
ルエリアとなる地域を県内各地で創出していく。

地方創生推進タイプ

562 静岡県 静岡県
地域資源を生かした脱炭素化の取
組による持続可能な地域づくり形
成事業計画

静岡県の全域

地球温暖化による気候変動の影響が顕在化する中、「ものづくり県」で
ある本県は、地域における脱炭素社会の実現が、持続可能な社会の形成
と地方創生の推進に不可欠である。本事業では、県内中小企業の脱炭素
経営への転換や再生可能エネルギーの導入、環境価値のクレジット化な
ど、県内企業のカーボンニュートラルに向けた取組支援に加え、自動車
産業の試作品開発や事業化の支援を行うことで、カーボンニュートラル
の実現と自動車産業の支援による県全体の地域産業の発展を有機的に連
動させ、環境と経済の両輪による地域活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

563 静岡県 静岡県
東アジア文化都市2023静岡県開催
と連動した誘客促進計画

静岡県の全域

静岡県は、2022年8月に開催された日中韓文化大臣会合において、東アジ
ア域内の文化の相互理解と連帯感の促進を目指す「東アジア文化都市」
の開催都市に選定された。日本のシンボルである霊峰富士を擁する本県
が、「ようこそ！文化が花開く　ふじのくに芸術回廊へ！」というコン
セプトの下、2023年2月23日の「富士山の日」を皮切りに、本県独自の文
化芸術イベントを切れ目なく開催し、県内全域で日本の文化芸術の魅力
や価値を世界に発信することにより、文化的魅力を活かした持続的な観
光誘客につなげていく。

地方創生推進タイプ

564 静岡県 静岡県
消費スタイルのイノベーションに
よる地域経済活性化計画

静岡県の全域

本事業では、消費スタイルのイノベーションとして、３つの新たなスタ
イルを提案することにより、課題解決を図る。「新たな選択スタイル」
としては、近隣県の地域資源や強みを活かした消費喚起策の実施及び域
内流通・域内調達の促進を図る。「新たな旅行スタイル」としては、
食、世界遺産富士山、自然、スポーツ、歴史伝統等を活かした商品づく
り等により域内観光交流を促進させる。「新たな生活スタイル」として
は、空き家の解消や静岡県らしい自然豊かでゆとりある職住一体の住ま
いの普及により、移住希望者等に普及・啓発を図る。

地方創生推進タイプ

565 静岡県 静岡県
温泉資源や科学的知見等の活用に
よる元気な地域づくり推進計画

静岡県の全域

総合戦略に掲げる「健康寿命を延ばす健康づくり」と「産業の振興と雇
用の創出」とを同時に実現するため、温泉を初めとする多彩な地域資源
と科学的知見等を活用したヘルスケア産業などの人々の心身を健康にす
る産業を創出し、県民も地域経済も活力あふれる元気な地域を創出す
る。

地方創生推進タイプ

566 静岡県 静岡県
若者・子育て世代の移住定住促進
計画

静岡県の全域

静岡県では、東京圏から本県への人の流れをつくる取組として移住・定
住の促進に取り組んできたところであるが、若者・子育て世代の人口流
出が依然として多いことが課題である。コロナ禍において生じた社会変
化の機会を捉え、地方回帰の動きを加速するため、若者や子育て世代を
ターゲットとした移住・定住促進と結婚支援による転出抑制に重点的に
取り組み、若者・子育て世代に選ばれる、持続可能な地域を形成する。

地方創生推進タイプ

567 静岡県 静岡県 若者の県内就業拡大計画 静岡県の全域

本県では、若者の転出超過が顕著であり、それに伴う県内生産年齢人口
の減少が地域産業の人材不足、地域経済の活力維持に大きな影響を及ぼ
している。将来に渡って本県が持続可能な発展をしていくためには、若
者世代のU・Ｉターン、県内就職を増加させていく更なる取組が必要であ
る。本事業では、次代を担う人材から選ばれる持続可能な地域となるこ
とを目指し、若者に魅力ある企業の集積による雇用の受け皿確保や地域
企業を知る機会を創出する。

地方創生推進タイプ

568 静岡県 静岡県
食の魅力を活用したガストロノ
ミー(食・食文化)ツーリズム推進
計画

静岡県の全域

専門委員会等により本県の特長を活かしたガストロノミーツーリズム推
進のコンセプトの検討のほか、静岡の食や食に関する人材のさらなる磨
き上げや、より効果的な情報発信、県内の魅力ある文化資源と多彩な食
を新たな旅行コンテンツとして連携して活用するとともに、旅行商品造
成のコーディネーターを配置するなど、地域特有の食とともに、その背
景にある文化、歴史、自然環境などを味わうガストロノミーツーリズム
の推進体制を構築し、食文化の魅力を活用した持続可能な観光地づくり
を目指す。

地方創生推進タイプ

569 静岡県 静岡県
静岡県農林技術研究所茶業研究セ
ンター『新研究棟・基盤技術研究
棟』施設整備計画

静岡県の全域

本県茶業の再生を図るＣｈａＯＩ（チャオイ）プロジェクトの拠点とし
て、茶業研究センターを再整備し、国内随一の茶業研究プラットフォー
ムを構築する。「茶業の収益性向上と持続可能な茶業の両立、茶産地の
活性化」を目標として、国内有数の研究資源とデジタル技術を活用した
先端技術開発や、県内外の多様な人々と連携したオープンイノベーショ
ンによる研究開発に取り組む。技術革新により、茶の新たな需要創出、
需要に応じた生産への構造転換、資源循環等に配慮した茶業への転換を
推進し、本県茶業の再生・持続的発展につなげる。

地方創生拠点整備タイプ
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570 静岡県 静岡県 静岡県高齢者新規就業支援計画 静岡県の全域

本県の雇用情勢は着実に改善する一方、生産年齢人口の減少等により、
県内企業においては人手不足が深刻化しており、高齢者を含む多様な人
材の活躍を促進することにより、労働力確保を図る必要がある。本計画
は、高齢者就労を促進するため、高齢者と企業の間に入り、就労条件等
の調整やマッチングの強化、就労の場の開拓、企業に対する職場環境改
善のための助言や高齢者雇用に関する助成金の情報提供等を一元的に支
援を行うことにより、高齢者がいきいきと豊富な経験、知識、能力を発
揮し活躍する生涯現役社会の実現を目指すものである。

地方創生推進タイプ

571 静岡県 静岡県
プロフェッショナル人材戦略拠点
を通じたＤＸ化等促進計画

静岡県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点において、金融機関等と連携しながら
県内中小企業の成長につながる副業・兼業を含めた経営相談と人材確保
相談を行い人材ニーズを明確化、人材紹介会社との連携や大企業連携の
強化により、プロフェッショナル人材の確保を更に促進する。新たに県
内企業のＤＸ化の推進のため、県内企業に対しＤＸ化に向けた課題を聞
き取った上で、ＤＸ人材の受入れに対する提案を行っていく。中小企業
等が抵抗感を持つ人材紹介手数料を補助することにより、プロ人材受入
の後押しをする。

地方創生推進タイプ

572 静岡県 静岡県
美しい“ふじのくに”まち・ひ
と・しごと創生推進計画

静岡県の全域

「誰もが努力をすれば人生の夢を実現し、幸せを実感できる地域の実
現」を考え方の基本として、自らが描く将来の姿を実現するという強い
気概を持って、人口減少を克服し、地方創生を図る取組を推進してい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

573 静岡県

静岡県、静岡市、浜松市、沼津市、
熱海市、三島市、富士宮市、伊東
市、島田市、富士市、磐田市、焼津
市、掛川市、藤枝市、御殿場市、袋
井市、下田市、裾野市、湖西市、伊
豆市、御前崎市、菊川市、伊豆の国
市、牧之原市、東伊豆町、河津町、
南伊豆町、松崎町、西伊豆町、函南
町、清水町、長泉町、小山町、吉田
町、川根本町、森町

ふじのくに移住・就業、起業支援
事業計画

静岡県の全域

本県が地域経済への波及効果の観点から地域にとって重要な位置付けに
あるものとして選定する中小企業等の魅力や求人情報を、本県のマッチ
ングサイト「しずおか就職net」により、東京圏へのUIJターン希望者に
効果的に情報発信する。また、人口減少・超高齢社会の進行に伴い、増
大・多様化している社会的課題をビジネス手法により解決を目指す起業
を支援する。さらに、移住・就業等を後押しするため、対象となる中小
企業等への就業者等へ移住支援金を支給する。

地方創生推進タイプ

574 静岡県 静岡県及び静岡市
「オクシズ」から「しずまえ」を
ぐるっとつなぐ林業・観光周遊
ネットワーク計画

静岡県静岡市の全域

国県道整備に併せて、市道、林道を連携して整備し、「地域産業の競争
力強化に資する道路ネットワークの構築」「コンパクト+ネットワークの
地域構造への転換」を図ることにより、南アルプスユネスコエコパーク
をはじめ、富士山世界遺産の構成資産である「三保松原」など、静岡市
が世界に誇る観光資源への周遊性を高めるとともに、林業の効率化によ
る健全な森林の育成を進め、また地域材の普及啓発や中山間地への移住
促進等のソフト施策を展開することにより、持続可能な都市の発展、交
流まちづくりの実現を目指す。

地方創生道整備推進交付金

575 静岡県 静岡県、静岡県浜松市及び湖西市
海の湖と畔のみなと（浜名湖観光
圏）にぎわい創出プロジェクト

静岡県浜松市及び湖西市の区域の一
部（浜名港、村櫛漁港及び鷲津漁
港）

浜名港、村櫛漁港及び鷲津漁港の老朽化した施設を一体的に整備するこ
とにより、漁船の安全な航行と漁業就労者の労働軽減を図り、持続可能
で安定的な水産物の供給を実現するとともに、新たに浜名湖周遊の魅力
を高めるための観光舟運の発着所を整備することにより交流人口の拡大
を図り、浜名湖観光圏の更なるにぎわいを創出する。また、これらと併
せて地域の資源を活かした官民一体のまちづくりを進めることにより浜
名湖観光圏の魅力を更に高め、これを広く発信することにより地域の再
生を図る。

地方創生港整備推進交付金

576 静岡県 静岡県静岡市
中小製造事業者「ヒトづくり」推
進事業

静岡県静岡市の全域

短期的・長期的両面から「ヒトづくり」事業を重点的に取り組むこと
で、労働力の「質」を高め、かつ「量」の確保につなげ、地域全体の活
力を高めるものである。オープンファクトリーを通じて、広く市民が本
市のものづくりに興味を持ち、また、本市の中小製造事業者が「人材確
保」という課題に対し一体感を持って取り組む環境を醸成する。また、
DXによる生産活動の高付加価値化及び人材育成に積極的な企業を増やす
取組を通じて魅力的な就業環境の実現を支援し、人材が流入しやすい環
境構築により本市製造業における就業率向上を図る。

地方創生推進タイプ

577 静岡県 静岡県静岡市
静岡市創生の原動力「ＳＤＧｓ」
を経営資源創出・拡充に活用した
地域課題解決モデル事業

静岡市の全域
SDGsを活用し、「地域産業の衰退」「地域社会を支える若者の育成と活
躍の機会喪失」に係る課題解決に取り組む。

地方創生推進タイプ

578 静岡県 静岡県静岡市 静岡市ナイトツーリズム推進事業 静岡市の全域

本市では、全国や静岡県全域よりも早く人口減少が開始しており、定住
人口の減少による地域内の消費縮小を補うためには、交流人口の拡大に
よる地域経済の維持・拡大は最も重要な施策の一つとなっている。　ま
た、本市は、観光交流客数に占める宿泊客数の割合が低い「日帰り・立
ち寄り型」の観光地としての課題を有しており、観光交流の拡大に向け
ては、単純な来訪者数の増加にとどまらず、観光客の滞在時間の延長や
宿泊客数の増加につなげていくため、夜景をはじめとする、夜の観光資
源を活用した夜間帯の観光振興に取り組んでいく。

地方創生推進タイプ

579 静岡県 静岡県浜松市
Local　Coop構想を活用した共助
による地域づくりプロジェクト

静岡県浜松市の全域

Local Coop構想を具現化し、中山間地域において、人口減少に対応した
持続可能で住民同士が助け合い自らの地域をデザインする共助の新たな
仕組みを構築するもの。中山間地域において、人口減少に対応した持続
可能で住民同士が助け合い自らの地域をデザインする共助の新たな仕組
みを構築する。

地方創生推進タイプ

580 静岡県 静岡県浜松市
誰一人取り残されないインクルー
シブ社会実現プロジェクト

静岡県浜松市の全域

人口減少が進展する中、地域活性化のためには、外国人市民や障がい
者、次代を担う若者などの社会参画による地域経済の循環促進と地域消
費の拡大が必要である。この促進のため、優しい日本語による情報発
信、ジェンダー差別等を受けた方のSNS相談体制の整備、子供の社会適応
等を推進するための指導者の育成等の事業等を展開し、誰もが、地域で
活躍できる環境を整備することで、総活躍社会の醸成を図り、誰一人取
り残さないインクルーシブな社会の実現を目指す。

地方創生推進タイプ
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581 静岡県 静岡県沼津市

「フェンシングのまち沼津」推進
を契機とした観光・地域産業活性
化によるスポーツツーリズム推進
事業

静岡県沼津市の全域

本市の観光交流客数(イベント)の推移も近年は横ばい傾向であることか
ら、昭和の時代から盛んにフェンシングが行われている県内随一のまち
であるという特徴を活かし、東京五輪での海外チーム事前合宿誘致や全
国大会の開催支援などを行ってきたが、関係者の観光客としての再来訪
などに繋がっていない。このため、関係団体による連携のもと、本市の
魅力のPRや、フェンシングと本市ならではの地域資源を活かした観光や
産業を結び付けたスポーツツーリズムを推進し、「フェンシングのまち
沼津」のブランド確立と交流人口の拡大を図る。

地方創生推進タイプ

582 静岡県 静岡県沼津市
複業人材を活用したDX推進による
市内産業の魅力向上プロジェクト

静岡県沼津市の全域

当市の人口は1995年をピークに減少に転じており、2060年には2015年時
点の人口と比較すると50%近く減少するものと推計されている。そのよう
な人口減少が加速する中、市内産業においては多様な業種における人材
不足の深刻化が想定される。そのような状況下の中、企業のＤＸによる
社会変革をテーマに、複業人材を通じた市外からの高等人材、企業の誘
引をはじめ、市内の企業に向けたデジタル人材の育成を実施していくこ
とで、DXによる市内企業の業務効率化を促進、生産力の維持向上を図
り、市内産業全体の魅力向上を図る。

地方創生推進タイプ

583 静岡県 静岡県島田市
島田市まち・ひと・しごと創生推
進計画

静岡県島田市の全域

島田市の人口は、平成７年の103,490人をピークに減少傾向となり、この
まま人口減少、少子高齢化が進行すると、出産・子育てへの不安による
更なる出生数の減少、労働力不足による産業の衰退、人材不足による地
域コミュニティの衰退、さらに地域医療・介護サービスの提供体制や税
収減による行財政サービスの維持が困難になるといった課題が生じる。
そうした課題に対し、「地域経済の持続的な発展」「人口減少の克服・
適応」「持続可能な暮らしやすいまちづくり」の３つの基本的な考え方
及びデジタルの力によって対応していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

584 静岡県 静岡県富士市
第２期富士市まち・ひと・しごと
創生推進計画事業

静岡県富士市の全域

当市の社会動態は社会増に転じているが、自然動態は出生数の減少と死
亡数の増加により自然減が続いているため、今後も人口減少は継続する
ものと予測している。特に、急激な人口減少は、市民生活や行政サービ
スなどにも様々な影響があるため、人口減少を緩和し地域社会への影響
を少なくするとともに、市民満足度の向上を図る取組を進め、「変化す
る時代においても好循環が構築され、持続的に発展するまち」を目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

585 静岡県 静岡県磐田市
２つの企業連携拠点の設置による
地域経済活性化の推進

静岡県磐田市の全域

東京都内に「首都圏サテライトオフィス」を設置し、首都圏企業と本市
内企業とのビジネスマッチングや販路開拓、本市への企業誘致等、首都
圏企業との商談や交流の場とするとともに、移住相談や観光・物産市な
ど、首都圏における本市のシティプロモーション窓口として活用する。
また、本市役所内には「企業連携ワンストップ窓口」を設置し、本市の
課題と企業のノウハウを結びつけるとともに、首都圏企業とのビジネス
マッチングを希望する市内企業の掘り起こしを行い、市内における連携
窓口として活用する。

地方創生推進タイプ

586 静岡県 静岡県焼津市

地域コミュニティによる地域課題
解決支援事業　－心豊かな暮らし
の実現により「Well_being」なま
ちづくりを目指す－

静岡県焼津市の全域

「地域住民の誰もが心豊かに暮らせる社会（Well-Being）の実現のた
め、共助による地域コミュニティの強化と、個人個人の趣味や仕事で
培った知識や経験を活かした活動ができる地域及び、移住希望者が、移
住後の住居や地域との関わりが円滑に進むよう、地域内に移住者支援の
役割を担う方を配置し、地域の新たな担い手として活躍できるよう伴走
型支援が可能となる地域を目指す。

地方創生推進タイプ

587 静岡県 静岡県焼津市
次世代につなぐ農業・地域サービ
ス事業体の創出

静岡県焼津市の全域

農業を支える地域住民の高齢化の進行とともに、人手不足となっている
担い手への農地集積の加速化、農業経営感覚とともに地域を支える将来
のリーダーとなりうる農業者の育成・確保、農家資格や農業生産法人の
要件がなくても農業を職業として取り組む者の育成・確保、外部事業者
によるスマート農機を活用した農作業の代行や地域における草刈り活動
の支援により人手不足を解消し、農業と地域のつながりを強化し地域か
ら期待される都市近郊型農業を目指す。

地方創生推進タイプ

588 静岡県 静岡県藤枝市
生涯現役・いつまでも幸せに暮ら
し輝くまち藤枝プラン

静岡県藤枝市の全域

前進事業の課題を踏まえて、藤枝市ならではの「ＩＣＴ」や「大学連
携」及び「地域包括ケア」のプラットフォームや企業の連動により高齢
者だけでなく、障害者・外国人などが、誰も取り残されずに社会参画
し、互いに刺激を受けながら活動する「藤枝型共生のまち」を確立し、
相互に「活躍」「暮らし」「コミュニティ」を築いて持続可能な地域づ
くりが進むことにより〝生涯活躍のまち″を実現する。

地方創生推進タイプ

589 静岡県 静岡県袋井市
“ふくろい版”共創のまちづくり
推進事業　～地域ＤＸを見据えた
新たな自治体経営への挑戦～

静岡県袋井市の全域

2040年問題と言われる社会構造の大きな変化を見据えつつ、足元で進む
地域の人口減少や高齢化、担い手世代の転出に対応した新たなまちの経
営戦略として、袋井市の持続的発展を望む市民や事業者らの自己実現を
支え、希望を叶えることで、この地域で生活していくことの満足度向上
を図りつつ、共領域の創出・拡大と公共的サービスへの共創価値の上乗
せにより、消費者たる一般市民を主体的に巻き込んで、より充実した暮
らしを提供していくための抑制戦略と適応戦略の両面展開として、官民
共創のまちづくりの地域内実装に挑む。

地方創生推進タイプ

590 静岡県 静岡県東伊豆町
関係人口の創出拡大と移住定住の
推進事業に関する地域再生計画

静岡県東伊豆町の全域
「住む場所の確保」、「働く場所の確保」、「ベビーファーストの町づ
くり」、「情報発信」、「移住支援」、「郷土愛の醸成」の６つの柱で
若者の流出防止、移住（関係）人口を増やしていく。

地方創生推進タイプ

591 静岡県 静岡県南伊豆町
多様なライフスタイルが集う新た
な地域コミュニティ創生モデル事
業

静岡県南伊豆町の全域

地域の資源やデジタル技術の活用を図ることで移住者や関係人口を拡大
するとともに、地元住民と移住者等が互いに交流し、協力し合うことで
集落機能を維持し、一定の利便性を確保しつつ地域での暮らしを継続し
ていくための新たなコミュニティ創生に取組む。

地方創生推進タイプ

592 愛知県 愛知県
「ツウ」な魅力発信による誘客向
上・地域活性化プロジェクト

愛知県の全域

「ツウ」な観光資源を組み合わせストーリー化することにより、目的に
合致した観光客が再訪したくなる環境ができるとともに、ターゲットを
絞った効果的な誘客が見込め、観光客増に寄与する。また、本県を代表
する陶磁のうち既存コレクションである「こま犬」を核としたイベント
を開催し、「ツウ」な文化を発信する。さらに、医療ツーリズムを健診
を希望する外国人患者にターゲットを絞って誘客を図る。ジブリパーク
を目的とした客層に対して、周遊観光を促進し、宿泊を伴う来県客増な
どを目指す。

地方創生推進タイプ
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593 愛知県 愛知県
スタートアップ・エコシステム形
成促進プロジェクト

愛知県の全域

 本県産業にインパクトを与えるディープテック系スタートアップを支援
することにより、ユニコーン企業を創出するとともに、本県のスタート
アップ・エコシステムの根底を支える人材面を支援することにより、ス
タートアップ・エコシステムの形成を加速させることで、直面する地域
産業経済構造の歴史的転換に対応し、日本経済を牽引する国際イノベー
ション都市づくりを目指していく。

地方創生推進タイプ

594 愛知県 愛知県
あいちの農山漁村で育まれた地域
資源である伝統野菜を活かした地
域活力創出プロジェクト

愛知県の全域

本事業では、伝統野菜の認知度向上と販路拡大、担い手確保、技術習得
を進めることにより、地域資源の伝統野菜をブランディングし高付加価
値化するとともに、生産者、消費者及び実需者があいちの伝統野菜の魅
力を再発見することにより、担い手が将来にわたって意欲的に農業に取
り組める環境を創り上げ、新たな価値を生み出し続ける産業へと発展さ
せ、持続可能なまちづくりを創造する。

地方創生推進タイプ

595 愛知県 愛知県
イノベーション創出による農林水
産業の生産力強化と需要拡大に向
けた人材育成事業

愛知県の全域

 本事業では、本県農林水産業の持続的な発展を実現するため「農業イノ
ベーションの創出」による生産力強化及び持続的な農業の推進、並びに
「輸出」・「地産地消」による県産農林水産物の需要拡大を両軸とし
て、次世代の農業を担い、地域産業の活性化に貢献できる人材を育成す
る。

地方創生推進タイプ

596 愛知県 愛知県
スタートアップ等によるイノベー
ション推進・競争力向上事業

愛知県の全域

起業を志す人材の育成を行うことでアントレプレナー・スタートアップ
の裾野を広げるとともに、世界トップレベルのアクセラレーター事業者
によるスタートアップ育成プログラムの展開により、次々とスタート
アップを創出していく。　また、コロナ禍による需要低迷にあえぐ航空
機産業を、地域一体となって、幅広い分野の専門家集団の指導の下、集
中的に改善を行う支援を実施する。

地方創生推進タイプ

597 愛知県 愛知県
デジタル人材等の確保及び多様な
人材の社会参加を通じたイノベー
ション創出プロジェクト

愛知県の全域

本事業では、デジタル人材や高度な技術を持った人材、女性起業家を育
成する事業及び外国人・若者・障害者など多様な人材が社会参加を促す
事業を実施することで、労働人口の確保及び多様性によるイノベーショ
ンが創出される環境の醸成を図る。

地方創生推進タイプ

598 愛知県 愛知県
デジタル技術の活用及びスタート
アップとの協業によるイノベー
ション創出事業

愛知県の全域
 本事業では、デジタル技術の活用とスタートアップとの協業を両車輪と
して取組を強力に推進していくことにより、本県が、日本の産業首都、
更には国際的なイノベーション拠点として飛躍していくことを目指す。

地方創生推進タイプ

599 愛知県 愛知県
先端技術を活用したモビリティ社
会実現プロジェクト

愛知県の全域

自動運転及びＭａａＳの実装を図り、より快適で効率的な社会交通シス
テムの構築が可能になるとともに、自動運転や、交通に係る技術連携を
行うことによる技術力向上により、本県の自動車産業等の国際競争力向
上が図られる。また、移動における効率的な仕組みが整うことにより、
混雑回避が可能になるなど、「新しい生活様式」に対応した社会を実現
することができる。

地方創生推進タイプ

600 愛知県 愛知県
愛知の産業を支える中小企業の企
業力強化プロジェクト

愛知県の全域

デジタルの進展等により経済環境が変化していく中でも、本県の中小企
業等が社会変化に対応できるよう総合的に支援することにより、本県の
成長力を支える中小企業等の持続可能な成長を実現し、中小企業等の企
業力を基盤とした、日本経済を牽引する国際イノベーション都市づくり
の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

601 愛知県 愛知県
未来技術を活用した新たな地域社
会創出プロジェクト

愛知県の全域

スーパーシティの取組を進めることにより、先端技術の導入が加速度的
に進むとともに競争力強化につながる。また、スーパーシティ構想策定
に併せて最先端技術の実証実験や民間事業者への導入促進を図ることに
より、無人化・省人化による労働力の確保などが推進されとともに、新
型コロナウイルス感染症対策となる。デジタル人材育成により、各分野
で不足しているデジタル人材の確保につながり、イノベーションが促進
されるとともに、５G通信の整備が進むことにより、ＩＴ・ＩＣＴ活用に
向けた環境整備が図られる。

地方創生推進タイプ

602 愛知県 愛知県
県民・企業・ＮＰＯ等と連携した
ＳＤＧｓ具体化プログラム

愛知県の全域

 本事業では、ＳＤＧｓの達成に向けて、これまでの取組のノウハウを生
かして、生物多様性保全の取組を始めとしたＳＤＧｓの取組を確実に進
展させ県民へ浸透させること、企業・団体運営にＳＤＧｓを統合させる
こと、企業・大学・ＮＰＯ等のマッチングを通して取組の創出や継続支
援を図ることにより、持続可能な社会の実現を達成する。

地方創生推進タイプ

603 愛知県 愛知県
都市と地域のベストマッチングに
よる地域力向上プロジェクト

愛知県の全域

 本事業では、東三河、三河山間地域、離島のそれぞれ地域の強みとそれ
を必要とする都市のニーズを確実に把握することや、ターゲットが欲す
る情報を確実に届けることにより「都市と地域のベストマッチング」を
達成し、人を呼び寄せ、地域力を向上させる。

地方創生推進タイプ

604 愛知県 愛知県
愛知県スタートアップ支援拠点整
備事業

愛知県の全域

 新たに整備するスタートアップ支援拠点では、県がMOUを締結し協力関
係を構築している世界最高クラスの海外スタートアップ支援機関のス
タートアップ支援サービス、グローバルな情報発信などのソフト事業を
ワンストップ・ワンルーフで提供するとともに、５G等の各種最先端技術
を導入した施設・設備の整備や各種実証実験の場を提供する。加えて、
新型コロナウイルス感染症の拡大を契機として急速に進展する非接触・
モバイル化などデジタルシフトに対応する高度通信、リモート、ハー
ド・ソフトにわたるDX推進環境を整備する。

地方創生拠点整備タイプ
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605 愛知県 愛知県 女性の新規就業促進事業 愛知県の全域

出産・育児等を機に離職した女性の再就職を支援するとともに、企業に
おけるテレワークの導入を促進する事業を実施し、働く環境を整え、女
性の雇用拡大と職場定着を図る。これにより、「愛知県まち・ひと・し
ごと創生総合戦略」で基本目標として掲げている「結婚・出産・子育て
環境づくり」や、日本一を誇る製造業をはじめとする本県産業の魅力あ
る「しごとづくり」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

606 愛知県 愛知県
中長期を見据えたあいち人材確保
戦略

愛知県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、配置したプロフェッショナ
ル人材戦略マネージャー等が、中小企業の経営課題を明確化した上で、
その課題を解決するデジタル人材等の人材ニーズの発掘とマッチングを
サポートする。また、地域金融機関等の関係機関との連携により、訪問
企業の発掘に繋げるとともに、「あいちUIJターン支援センター」等の他
施策との連携を進め、本県へのUIJターン希望者とのマッチングの促進を
図る。

地方創生推進タイプ

607 愛知県 愛知県
愛知県まち・ひと・しごと創生推
進計画

愛知県の全域

「日本一元気で、すべての人が輝く、住みやすい愛知」を目指して、東
京一極集中にストップをかけ、日本の発展をリードしていけるよう、
「しごとづくり」、「魅力づくり」、「人の流れづくり」、「結婚・出
産・子育て環境づくり」、「暮らしの安心を支える環境づくり」、「活
力ある地域づくり」に資する取組を進め、地方創生に全力を尽くす。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

608 愛知県 愛知県、愛知県名古屋市
外国企業誘致促進によるビジネス
イノベーション加速化事業

愛知県の全域

愛知県、名古屋市及び地域の関連団体が連携し、当地域のイノベーショ
ン創出に寄与する高度な人材・技術や豊富な資金を持つ外国企業等の当
地域への進出を促進するとともに、外国企業等と地域の企業や大学・研
究機関とのオープンイノベーションを促進することで、当地域のイノ
ベーション創出を加速し、当地域の経済力や魅力向上を図る。

地方創生推進タイプ

609 愛知県

愛知県、名古屋市、豊橋市、岡崎
市、一宮市、瀬戸市、半田市、春日
井市、豊川市、津島市、碧南市、刈
谷市、豊田市、安城市、西尾市、蒲
郡市、犬山市、江南市、小牧市、稲
沢市、新城市、東海市、大府市、知
多市、知立市、尾張旭市、高浜市、
岩倉市、豊明市、日進市、田原市、
愛西市、清須市、北名古屋市、弥富
市、みよし市、あま市、長久手市、
東郷町、豊山町、大口町、扶桑町、
蟹江町、飛島村、阿久比町、東浦
町、南知多町、美浜町、武豊町、幸
田町、設楽町、東栄町、豊根村

愛知県首都圏人材確保支援・創業
支援事業

愛知県の全域

東京圏在住者に本県で働くこと、起業することの魅力を十分に発信する
ことにより、本県への移住を促進し、東京一極集中にストップをかける
とともに、人手不足を解消し、今後も、本県が活力を維持し、日本の産
業・経済を牽引する役割を果たしていく。

地方創生推進タイプ

610 愛知県

愛知県、愛知県豊橋市、愛知県豊川
市、愛知県蒲郡市、愛知県新城市、
愛知県田原市、愛知県設楽町、愛知
県東栄町、愛知県豊根村

東三河スポーツツーリズム ブラ
ンド力強化プロジェクト

愛知県の全域

「東三河スポーツツーリズム」のブランド力を強化するため、東三河の
観光の重点資源である「食」、「花」、「炎」、「美・癒し」、「歴
史」といった資源とアウトドアスポーツを融合させ、来訪者のターゲッ
トに応じた誘客促進や、東三河周辺地域との多様かつ広域的なネット
ワークの構築などにより、広域観光エリアとしての魅力を向上させ、
「東三河スポーツツーリズム」のブランドイメージの確立を図る。

地方創生推進タイプ

611 愛知県 愛知県、岡崎市
ものづくり愛知を支え、より住み
やすく安全で活力あるまちづくり
計画

岡崎市の全域

人口減少・少子高齢化社会の到来、環境共生への意識の高まりなど社会
環境が変化している中、将来にわたりすべての人が快適で安全、安心さ
らに活力をもって持続して成長しながら暮らせるまちづくりを推進する
ため、観光施設を周遊するルートのバリアフリー化と補完的に広域道路
網の一環を形成している市道の整備とネットワーク強化を行う。また、
林道整備により生産性を向上と森林・里山が持っている多様な公益的機
能の維持・回復や林業従事者の確保を図ることで地域全体としての魅力
が向上し、交流人口の増加や雇用環境の創出を目指す。

地方創生道整備推進交付金

612 愛知県 愛知県及び愛知県豊田市
「暮らし楽しむまちとよた」地域
交流計画

豊田市の全域

本計画は、都市部と山村部の交流促進や産業拠点間の交通円滑化に向け
た幹線道路ネットワークの強化及び幹線道路へ安全にアクセスできる生
活道路の整備、林業や木材関連産業の活性化に向けた木材搬出量及び流
通効率を向上する林道整備を行うものである。これらにより、地域産業
の競争力強化に資する道路ネットワークを構築すると共に「コンパクト
＋ネットワーク」の地域構造への転換を図ることで、都市部と山村部の
市域全体としての魅力を向上させ「暮らし楽しむまちとよた」を目指
す。

地方創生道整備推進交付金

613 愛知県 愛知県及び愛知県愛西市
ひと・自然　愛があふれるまち　
愛西市の農業と生活を支える道づ
くり計画

愛西市及び弥富市の全域

名古屋市近郊、木曽川下流域左岸の海抜ゼロメートル地帯に位置する愛
西市は、大都市のベッドタウンとして発展しながらも、水郷地帯の肥沃
な土壌と豊かな自然環境に恵まれ、水稲やレンコンの生産が盛んであ
る。しかしながら、農道として整備された狭隘道路が多く、農業輸送の
大型化・効率化が立ち遅れ、地域住民の交通環境の面でも十分でないた
め、市道及び広域農道を一体的に整備して、地域特性を活かした一層の
農業振興とともに、地域交通の安全や利便性の向上を図る。

地方創生道整備推進交付金

614 愛知県
愛知県、愛知県北設楽郡設楽町、東
栄町及び豊根村

木と農を未来へつなぐ奥三河活性
化計画

愛知県北設楽郡設楽町、東栄町及び
豊根村の全域

愛知県奥三河地域（北設楽郡3町村）は、区域の91.3％を森林が占め、自
然環境が豊かな地域であるが、過疎化や高齢化等により交通条件や林業
を取り巻く環境は厳しい状況にある。そこで、市町村道、広域農道及び
林道の一体的な整備を行うことにより、国道、県道との連携による地域
内交通ネットワークの整備・充実を図り、森林整備を促進し、三河材の
利用促進を図る。また、地域内交通ネットワークの整備を進めることに
より、市街地と山村地域の活性化、各拠点へのアクセス向上、住民の生
活サービスの向上及び移住定住の促進を図る。

地方創生道整備推進交付金

615 愛知県 愛知県名古屋市
なごや農業「まるっと支援」事業
～地元農産物等を活用した観光推
進～

名古屋市の全域

本市の地元農産物を貴重な観光資源としてその価値を見直し、観光客が
楽しめる観光コンテンツとして効果的に打ち出すことにより、本市なら
ではの魅力・強みを活かした戦略的な観光施策の推進を図る。さらに、
本市の観光コンテンツを充実させることは、本市を基点とした広域観光
の振興にも結び付くと期待できることから、「なごやめし」の普及促進
の取り組みを通じて、名古屋大都市圏の観光面における成長を牽引し、
観光交流の推進によるにぎわいあふれるまちの実現を目指す。

地方創生推進タイプ
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616 愛知県 愛知県豊橋市
子どもから大人まで「人」を育む
まちづくり

愛知県豊橋市の全域

まちづくりの主役はまぎれもなく市民一人ひとりであり、「人」である
という考えに基づき、子育て世帯の家事負担の軽減をアプリを活用して
図るとともに、育児休業期間などのリスキリングを含めた学びなおしの
環境づくりに取り組むことでより一層の共働きで子育てしやすいまち及
び活力あふれる持続可能な産業のまちを目指す。

地方創生推進タイプ

617 愛知県 愛知県岡崎市 QURUWA戦略担い手発掘・育成事業 愛知県岡崎市の全域

中心市街地の都市再生を目指し、「QURUWA戦略」を策定し公民連携まち
づくりを進めている。QURUWA戦略は第二期に移行するタイミングを迎え
ており、良質な公共空間を民間事業者に利活用させることで、まちの賑
わいを生み出し新しい日常を創出するフェーズにある。「情報発信事
業」及び「企業版リノベーション事業」を展開することで、民間投資誘
導とパブリックマインドを持つ民間事業者の発掘・育成等を進め、地域
に根付いた公民連携の担い手を確保していくことで持続可能な都市経営
を実現していく。

地方創生推進タイプ

618 愛知県 愛知県岡崎市
若年層をターゲットにした観光で
稼ぐ観光産業都市の実現

愛知県岡崎市の全域

2023年１月から放送開始となる大河ドラマ「どうする家康」により、一
気に岡崎市に対する歴史観光の注目度が増すタイミングで、大河ドラマ
館設立と合わせ、観光客に岡崎市で消費を促すコンテンツを整えること
で、観光で稼ぐ観光産業都市として歩を進めるとともに、増加傾向が著
しい若年層向けの歴史文化資産を活かしたコンテンツや環境整備を行う
ことで、持続的に成長を続ける観光産業の確立を目指す。

地方創生推進タイプ

619 愛知県 愛知県一宮市
一宮市文化と伝統・まちなかの
Re-ブランディングによるエリア
の価値向上計画

愛知県一宮市の全域

本市の基幹産業であり世界有数の毛織物産地としてのブランド力を持ち
ながら消費者への認知が不十分だった「尾州テキスタイル」の新たな
ファン層の獲得と、令和4年度に開催された国際芸術祭「あいち2022」の
1会場となったことで高まりつつある「一宮市×アート」のイメージを定
着させることにより、ファッションとアートによる新たな観光資源を掘
り起こすとともに、地域の歴史や文化を積極的に発信していくことで、
若者や女性をターゲットの中心とした関係人口の増加と、中心市街地へ
の人の呼び込み、活力の創出を目指す。

地方創生推進タイプ

620 愛知県 愛知県一宮市
一宮市まち・ひと・しごと創生推
進計画

愛知県一宮市の全域

当市の人口は平成24年をピークに緩やかに減少傾向が続いている。人口
減少等に歯止めをかけるため、①若い世代の希望をかなえ、充実した子
育て環境と子どもが健やかに学べるまち、②都会の利便性と田舎ののど
かさが織りなす、暮らしたくなるまち、③一宮らしさをアピールし、ひ
とが集まる魅力あるまち、④企業誘致や既存産業の活性化により新たな
しごとを創り、働く力を育むまち、⑤安心して快適に暮らせるまち、の
５つの目標を掲げるとともに、健康・医療分野にも注力し、もが健康に
暮らせる活力あるまちを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

621 愛知県 愛知県半田市
伝統のまち「はんだ」の魅力向上
事業

愛知県半田市の全域

本事業は、イベントなどの観光分野だけでなく、農業、商業、文化と
いった様々な分野との連携による魅力を築き、新しい関係人口の創出を
目指すものである。さらに、関係人口増加策を他分野に広げることによ
り、効率化も必要となることから、スタートアップ企業やデジタル技術
を活用していく。

地方創生推進タイプ

622 愛知県 愛知県半田市
農業起点の地域プラットフォーム
創出による交流活性化事業

愛知県半田市の全域

本市では耕作放棄地の増加や農業者の高齢化が進行しており、農業分野
の衰退が懸念される。こうした問題の解決に向けて、本計画では、農業
マルシェの開催や地域プラットフォームの構築等の取組を段階的に実施
することにより、農家間ネットワークの形成や農業と他産業とのつなが
りの強化を図る。これらを６次産業化の推進や他産業との連携によるイ
ノベーションの創出に発展させていくことにより、農家及び農産物の価
値向上や持続可能な農業の形成、農業の地域資源化を目指す。

地方創生推進タイプ

623 愛知県 愛知県豊川市
地域経済と人材の循環による構造
改革プロジェクト

愛知県豊川市の全域

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による地域商業への経済的打撃に
加え、令和5年4月に八幡駅周辺に大規模集客施設が開業し、既存の地域
商業の活力低下が懸念されているため、地域内の民間事業者が変化する
時代への対応方法等を学ぶ取組や、大規模集客施設への地域外からの集
客を観光周遊等につなげる取組等により、新分野への進出等を実践する
事業者の増加や、既存の商店街への観光客等の増加を図り、地域商業を
活性化するとともに、地域産業の魅力の向上につなげて、新たなしごと
や新たな人の流れを創出する。

地方創生推進タイプ

624 愛知県 愛知県豊川市
地域資源の磨き上げによる関係人
口・交流人口創出とシビックプラ
イド醸成事業

愛知県豊川市の全域

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴うイベントの開催自粛、観光
客の減少等による地域経済への打撃に加え、それに伴う関係人口・交流
人口の減少が懸念されるため、令和５年４月の大規模集客施設の開業、
市制施行80周年に併せ年間を通して実施するイベントや公共施設等のリ
ニューアル等の機運を活用した地域資源の磨き上げを行い、地域資源の
魅力を再発見する取組や地域資源を生かした着地型観光等の推進及びＰ
Ｒにより、市内外からの注目を集め人の還流を生み出すとともに、シ
ビックプライドの醸成を図り、地域の活力を創出する。

地方創生推進タイプ

625 愛知県 愛知県豊川市、愛知県新城市
東三河ドローン・リバー構想推進
プロジェクト

愛知県豊川市及び新城市の全域

人口減少下の地域経済の縮小をくい止め、地域の稼ぐ力を含めた労働生
産性の向上という課題の克服を柱とし、産業の活性化を図るため、未来
技術を活用した実証実験を通じた中小企業の第２創業への取組を推進す
る社会実装モデルを構築するとともに、ドローン・エアモビリティに関
する産業クラスターの形成に向けた企業誘致を段階的に進める。まちづ
くりの方向性としては、未来技術を活用した実証実験を通じ、ドロー
ン・エアモビリティ関連の産業活動に必要な製品開発による中小企業の
第２創業の社会実装モデル構築と関連企業誘致を行う。

地方創生推進タイプ

626 愛知県 愛知県津島市
官民連携による津島天王通り・
ウォーカブルストリートプロジェ
クト

愛知県津島市の全域

名鉄津島駅界隈や天王通り商店街を中心とした周辺エリアを活性化し、
商店街への新規出店を促すとともに、市の魅力を積極的に発信して来街
者の増加を目指す。具体的な施策としては以下の６点とする。「空き
家・空き店舗・空き地利活用事業」、「空き家・空き店舗リノベーショ
ン事業」、「賑わい創出事業」、「ICT利活用事業」、「アンテナショッ
プの開設」及び「空き家・空き地プラットフォームの設立」。

地方創生推進タイプ

627 愛知県 愛知県刈谷市
DX時代に向けた産業イノベーショ
ンと次世代育成プロジェクト

愛知県刈谷市の全域

DX時代において、本市が“全国屈指のものづくりのまち”として持続的
に発展していくため、市内既存企業を対象とした既存事業の高度化やIT
化の底上げ、拠点整備及びそこに誘導・誘致されたIT人材・IT企業と市
内企業を巻き込んだ新産業の創出や第二創業、スタートアップなどとの
イノベーションの創出、本事業を活用したIT人材・IT企業を活用した次
世代育成を実施することで、既存の産業競争力の強化及び地域経済の柱
となる産業が複数存在する産業構造への転換を図るとともに、未来を見
据えた人材育成を強化する。

地方創生推進タイプ
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628 愛知県 愛知県豊田市
地域内経済循環創出に向けたSDGs
「認証」制度の構築及び市民行動
の促進

愛知県豊田市の全域

｢SDGs認証制度」を構築し、金融機関等を含めた地域事業者等との連携を
さらに強固にし、地域内における事業者の経営力を高めることで、「ひ
と」と「しごと」が集まり、地域における経済活性化、既存産業の強化
や新たな産業の創出へとつなげていく。また、市民等に向けて「SDGｓ理
解促進ツール」を制作し、運用できる「SDGｓ人材」を育成することで、
さらなるSDGｓ理解促進と行動変容も加速化させる。

地方創生推進タイプ

629 愛知県 愛知県安城市
公民連携による行政課題解決に向
けたイノベーション創出プロジェ
クト

愛知県安城市の全域

多くの民間企業とつながるきっかけとなるために、共創パートナー制度
を運用し、民間シーズを把握することにより公民連携による行政課題解
決を図る。また、まちの賑わい創出のため、活動者の人材発掘や育成の
ため、ワークショップや社会実験を行う。これらを実施することによ
り、複雑化・多様化している行政課題に対し、公民連携により解決を図
り、市民と共につくる持続可能なまちの実現を推進する。

地方創生推進タイプ

630 愛知県 愛知県犬山市
犬山は観光だけが魅力じゃない。
住むまち犬山情報発信事業

愛知県犬山市の全域

犬山市では、「住むまち」としての魅力を発信するために、これまで市
広報やLINE、動画作成等に取り組んでおり、市民には「住みやすいま
ち」として認識されているものの、市外に住む人への情報発信について
は不十分である。市外に住む若年世代を中心に、SNSやweb等を活用した
プッシュ型の情報発信や若年世代の目を引くwebサイト等を作成すること
で、これまでの本市の取組みでは情報を伝えることができなかった人に
対しても、効果的に本市の「住むまち」としての魅力を伝え、将来的な
移住者の増加を図る。

地方創生推進タイプ

631 愛知県 愛知県江南市
江南市地域交流センター発「全世
代・全員活躍のまち」推進事業

愛知県江南市の全域

当市では、将来の少子高齢化・人口減少が見込まれており、人口減少を
抑制し、持続的なまちづくりを実現することが大きな課題である。この
課題解決に向け、名古屋鉄道犬山線布袋駅東側に整備する「江南市布袋
駅東複合公共施設」の機能の一部である「江南市地域交流センター」に
おいて市民活動の支援、地域人財の育成、交流機会の創出及び情報の収
集発信の各種事業を一体的に展開し、あらゆる主体や施設内他機能と共
に関わり合いながら、地方創生を推進し、市民が生涯にわたり安心して
住み続け、活躍できる持続可能なまちを創りあげる。

地方創生推進タイプ

632 愛知県 愛知県江南市 第６次江南市総合計画推進計画 愛知県江南市の全域

当市では、将来の少子高齢化・人口減少が見込まれており、人口減少を
抑制し、持続的なまちづくりを実現することが大きな課題である。この
課題解決に向け、第６次江南市総合計画において、「地域の魅力を活か
した機能的なまちづくり」、「子どもが生き生き育つ環境づくり」、
「生活を支える雇用・就労環境づくり」、「安心・安全の地域づく
り」、「常に改革を進める行政」の５つの基本目標を掲げ、様々な施策
からアプローチすることで地方創生を推進し、当市の将来像である、
「地域とつくる多様な暮らしを選べる生活都市」を創りあげる。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

633 愛知県 愛知県稲沢市
地域の課題を地域主体のグルメ開
発で解決していくまちの元気創出
事業

愛知県稲沢市の全域

「稲沢市ご当地グルメ開発委員会」を設立し、全国のグルメ開発の実績
を持つアドバイザーを招へいし、事業者、商工会議所、市が協働で、
マーケティング調査、食材選定、ご当地グルメ開発を行う。また、市民
や事業者と協働により、ガイドブックの作成、グルメラリー等を実施す
るとともに、取組内容をデジタル技術を活用の上、積極的に市内外に発
信し、取組みへの自発的な参加を促すとともに、開発されるご当地グル
メなどを、市民や取組みに関わった方と一体となって、本市の魅力とし
てＰＲする。

地方創生推進タイプ

634 愛知県 愛知県尾張旭市
尾張旭市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県尾張旭市の全域

まち・ひと・しごと創生第２期尾張旭市総合戦略で掲げた５つの基本目
標である「性別・世代にかかわらず雇用の機会を創出する」、「地域の
魅力を高め、市外からの「住みたい」人を増やす」、「子育てしやすい
環境を整える」、「日々の暮らしの安心をささえる」及び「これからの
世代に支持される魅力的なまちにしていく」に資する事業を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

635 愛知県 愛知県田原市

先駆的な温泉形態の「伊良湖温
泉」で地域の資源・くらしに新た
な価値を創造する渥美半島ブラン
ド力向上プロジェクト

愛知県田原市の全域

渥美半島の新たな地域資源「伊良湖温泉」を地域振興の起爆剤に据え、
既存観光資源や食等と掛け合わせた体験型ニューツーリズム「ウェルネ
スツーリズム」を推進するとともに、「地域産品ブランド化推進」に
よって「地域ブランド力の向上」を図ることで、通過型観光から滞在型
観光への転換、交流人口増加、地域で稼ぐ力を向上させるとともに、地
域活力の向上を背景とした雇用・創業機会の拡大を図る。さらに、雇
用・創業機会の拡大に合わせ「しごと面での移住相談を受けられる体
制」を整えることで、更なる定住・移住人口増加へとつなげる。

地方創生推進タイプ

636 愛知県 愛知県清須市
中小事業者の稼ぐ力創生と稼ぐ力
を高めるための観光・産業活性化
プロジェクト

愛知県清須市の全域

新たなコンテンツの創出につなげるための交流の場づくりや、効果的な
プロモーション、特産品の開発支援などにより、中小事業者が一丸と
なって、観光客などの幅広いターゲットに対して稼ぐ力を発揮し、中小
事業者の収益力が向上するとともに、ひいては市内での新たな創業につ
なげることを目指す。また、中小事業者も地域資源と位置付け、それぞ
れの主体が連携して観光誘客促進に取り組むための環境づくりととも
に、市内を気軽に周遊できる環境づくりによる観光客の増加を図り、そ
れをターゲットにして観光消費が拡大することを目指す。

地方創生推進タイプ

637 愛知県 愛知県北名古屋市
北名古屋市まち・ひと・しごと創
生推進計画

愛知県北名古屋市の全域

北名古屋市デジタル田園都市構想総合戦略で掲げた４つの基本目標であ
る「北名古屋市の特性を活かした「しごと」をつくる」、「北名古屋市
の魅力で「新しい人の流れ・にぎわい」を生み出す」、「北名古屋市の
若い世代の「結婚・出産・子育て」の希望をかなえる」、「北名古屋市
の安心な暮らしを守り住み続けられる「まち」をつくる」に資する事業
を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

638 愛知県 愛知県弥富市

この指とまれ！ 弥富の人・情
報・想いをつなぐ 
“YTM.Meeting：ヤトミーティン
グ” プロジェクト

愛知県弥富市の全域

「人と人がつながることで、誰もが活路と活躍の機会を見出せるまち」
を実現するため、市民と行政で組織する「ヤトミーティング」を中心と
して、行政だけでは手の届かない地域課題や市民ニーズと市内の様々な
ノウハウを持つ人材や場所などの地域資源をマッチングする仕組みを構
築する。この取組みを続けていくことで、市民同士が自発的に協力でき
る環境が整備され、「弥富の人・情報・想い」をつなぐことができる。
そしてこのつながりは、市民の安心感や賑わいを創出し、住み続けたい
と思う市民を増やしていく。

地方創生推進タイプ

639 愛知県 愛知県扶桑町
公共交通サービスと高齢者等のお
出かけ促進を一体的に推進する
「チョイソコふそう」事業

愛知県丹羽郡扶桑町の全域

本町では、日常生活における移動に不便さを感じていたり、公共交通が
ない・利用しづらいために外出を控えたりしたことがある住民の生活利
便性向上と、急速な高齢化に対応する、高齢者の健康増進や社会参加、
運転免許証返納の促進が喫緊の課題となっている。こうした課題を解決
するため、外出する目的の提供とそのための移動手段の確保をセットに
したデマンド型交通「チョイソコふそう」の実証運行を実施し、住民の
移動の不便さの解消と高齢者の積極的な外出促進を図ることで、全ての
住民が安心していきいきと住み続けられるまちを目指す。

地方創生推進タイプ
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640 愛知県 愛知県阿久比町
阿久比スポーツ村を拠点とした賑
わいと活気のあるまちづくり

愛知県知多郡阿久比町の全域

人口減少や少子高齢化の影響等により希薄していく地域交流に関する課
題を解決するため、阿久比スポーツ村の施設を利用し、町の特産品や地
場産品の販売や、地域の交流する機会となるイベントを開催する。ま
た、それらをまちの魅力としてリニューアルする町ホームページや、新
たに開設する町公式インスタグラムやYOUTUBEなどの手段を用いて情報発
信する。また、子育て世代を対象としたイベントを実施し、町内在住者
には郷土愛の醸成を、町外在住者にはまちの魅力を知ってもらうことで
の移住定住促進を図る。

地方創生推進タイプ

641 愛知県 愛知県南知多町
アプリを使った選ばれるまちづく
りプロジェクト

愛知県知多郡南知多町の全域

インドネシアのPT　Qlue　Performa Indonesiaが開発したアプリを活用
し、危険箇所の迅速な把握やまちづくりに必要なデータの収集と集積を
デジタルツールにより効率よく実施すること目指すが、アプリの改修状
況に応じて柔軟に多様なアプリの活用も検討する。収集したデータをも
とに、危険箇所などの迅速な把握や、データ分析により危険箇所となり
やすい場所、不法投棄の多い場所などを割り出し、まちづくり団体など
と協働して移住者に選ばれるまちづくりを推進する。

地方創生推進タイプ

642 愛知県 愛知県南知多町
師崎港観光センター周辺整備運営
事業

愛知県南知多町の全域

師崎港観光センターは、老朽化が著しく、施設内外の商業施設も撤退が
続いており、観光拠点としての機能が低下している。さらに、繁忙期に
は、駐車場不足による渋滞発生や混雑から、駐車できない観光客が来訪
を諦め帰ってしまう等の機会損失や、島民や地域住民の生活にも支障を
きたしている状況である。本計画は、町の新たな観光拠点を再整備する
と同時に、町の負担軽減及び渋滞解消、地域住民と観光客の利便性向上
を目指すことを目的にPFI手法を用い、民間の能力を積極的に活用するこ
とで、効率的な施設整備を行うものである。

地方創生拠点整備タイプ

643 愛知県 愛知県美浜町
スポーツを核としたまちづくり事
業

愛知県美浜町の全域

運動公園の整備を契機とした「スポーツを核としたまちづくり」の推進
のため、インナー・アウター向けプログラム等の開発・実施や域外来訪
者の受け入れ・おもてなし体制の再構築、そしてこれらを推進する事業
主体（スポーツコミッション）の組織・育成を行うことにより、地域へ
の魅力度・愛着度の向上や交流人口の増加、地域自身により自走する持
続可能な運営体制の構築を図ることで、本町の地方創生の将来像である
「魅力と活気にあふれる輝く町」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

644 三重県 三重県
共生社会の実現による持続可能な
魅力あふれる地域づくり事業

三重県の全域

これまで実施してきたダイバーシティの考え方の普及・浸透をさらに発
展させ、ダイバーシティ推進に取り組む人材を増やすとともに、県内で
の横展開を図るため、性の多様性（LGBTQ等）に関する取組、障がい者に
関する取組、若者に関する取組など、さまざまな事業を連携させ、ダイ
バーシティの深化、高度化につなげていく。

地方創生推進タイプ

645 三重県 三重県
消費拡大と気候変動に対応したみ
えの農林水産推進事業

三重県の全域

県内の農林水産業の魅力をさらに拡大していき、「もうかる農林水産
業」の実現をめざして、温室効果ガスの削減、プラスチック利用の削
減、二酸化炭素吸収源としての林業の推進、気候変動への対応など、環
境分野と連携しながら、「県産農林水産物の消費拡大」「気候変動に対
応した養殖業の確立」に向け取り組む。

地方創生推進タイプ

646 三重県 三重県
One to Oneマーケティングによる
三重の観光地づくり推進事業

三重県の全域

多様化する旅行者ニーズに対応するため、前身事業で収集・蓄積してき
た旅行者の属性や訪問先のデータに加え、旅行者個々の興味・関心デー
タや様々な観光データも蓄積して一元管理することで、旅行者一人ひと
りにあわせた「One to Oneマーケティング」を実現していく。

地方創生推進タイプ

647 三重県 三重県
カーボンニュートラルへの動きを
チャンスととらえた三重の産業振
興事業

三重県の全域

国のグリーン成長戦略もふまえつつ、2050年のカーボンニュートラルへ
の動きをチャンスととらえ、カーボンニュートラルの実現に向けた取組
を産業・経済の発展につなげようと本県では「ゼロエミッションみえ」
プロジェクトに取り組んでいる。本事業では、南部地域の豊かな自然環
境という強みを生かして、再生可能エネルギーの導入と特性を生かした
地域経済の活性化プロジェクト、林業の活性化に向けたJ－クレジットの
活用促進、林業以外の第一次産業の活性化に向けたカーボン・クレジッ
トの活用に取り組む。

地方創生推進タイプ

648 三重県 三重県 みえの農林水産業経営安定化事業 三重県の全域

飼料の自給体制構築や有機質肥料の自給体制構築、米粉生産拡大、水産
物販売チャンネルの拡大、黒ノリの色落ちにかかる緊急対策に総合的に
取り組むことにより、農林水産事業者の経営を安定化、不足が懸念され
る従事者を確保につなげ、地域を支える産業である農林水産業の持続的
な発展を図る。それにより、雇用や所得の増大など地域の活性化に貢献
するとともに、県民が将来にわたって安定的な農林水産業の恩恵を享受
する姿をめざす。

地方創生推進タイプ

649 三重県 三重県
地域一体型スタートアップ支援事
業

三重県の全域

持続的に経済が成長し、誰もが取り残されず住みたい場所に住み続ける
ことができる地域をめざすため、デジタル技術等を活用した革新的な技
術・サービスを取り入れることによって地方の強みを生かした取組を重
点的に進める。スタートアップ、企業、創業支援機関、大学、金融機関
等の関係者が一体となって、起業未経験者から事業化に至る、各ステー
ジへの取組にかかる段階を踏みながら一体的に進め、本県のスタート
アップを自律的・継続的に創出する。

地方創生推進タイプ

650 三重県 三重県
プロフェッショナル人材戦略拠点
運営事業（第３期）

三重県の全域

安定した質の高い雇用を新たに地域に生み出し、「ひと」と「しごと」
の好循環を生み出すためには、地域の中小企業・小規模企業の「攻めの
経営」や経営改善への意欲を喚起し、プロフェッショナル人材の活用に
よる企業等の経営体質強化や産業全体の生産性の向上を図ることが不可
欠である。このため、企業の経営革新等の実現を促すプロフェッショナ
ル人材戦略拠点を設置し、デジタル人材をはじめ多様なプロフェッショ
ナル人材ニーズや企業が散在している地域のニーズを把握するため、引
き続き必要な体制・支援制度を拡充・整備する。

地方創生推進タイプ

651 三重県

三重県、津市、四日市市、伊勢市、
松阪市、桑名市、名張市、尾鷲市、
鳥羽市、熊野市、志摩市、伊賀市、
東員町、多気町、明和町、大台町、
玉城町、大紀町、南伊勢町、紀北
町、御浜町、紀宝町、鈴鹿市、亀山
市、いなべ市、度会町

三重県移住・就業マッチング支援
事業

三重県の全域

県内中小企業等の求人情報を掲載するサイトを開設し、企業等の情報発
信力の強化を図るとともに、当該サイトの活用を通じて、県内企業等へ
就業する東京圏からの移住者等を対象に、市町と連携して、移住に必要
な費用を支援する新たな制度を創設する。こういった制度を通じて、若
者・子育て世代等の三重への就業・移住を促進し、地域活力の向上を図
ることで、本県経済の持続的な発展につなげていく。

地方創生推進タイプ
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652 三重県 三重県、熊野市
森林資源を活用するための交通
ネットワークの整備計画

熊野市の全域

・林道と市道を連携して一体的に整備することで、地域産業の競争力強
化に資する木材搬出ネットワークを構築し、木材搬出の効率化や安定供
給体制を確立することにより、利用間伐への転換を図る。また、「熊野
古道トレイルランニングレース」のコースの一部となっている林道と大
会拠点周辺の市道の一体的な整備を行う事により、同レースの参加者数
維持を図り、通過型から滞在型への観光地へと転換する。

地方創生道整備推進交付金

653 三重県 三重県名張市
事業承継人材マッチング支援事業 
～Humidas（フミダス）～

三重県名張市の全域

経営者候補となりうる専門的スキルや、経験を培ってきたミドル層を中
心とした人材をマッチングさせること、そして、コロナ禍による地方へ
の移住の流れを捉え、市外からの人材を募ることによって、事業所の廃
業を防ぎ、より長く継続するための支援を行う。同時に、新事業の立ち
上げや業態転換等、事業所に「攻めの経営」が求められる中、事業所向
けセミナーの開催や専門家の個別相談等による支援を行い、事業所の経
営向上、安定化を図るとともに、戦力となり得る人材の確保を目指す。

地方創生推進タイプ

654 三重県 三重県名張市

２０２５年大阪・関西万博を契機
にした観光誘客と観光消費拡大に
よる地域経済好循環創出プロジェ
クト

三重県名張市の全域

『観光と食』を基軸にした産業基盤の確立を目指し、官民連携による
（仮称）名張市経済活性化推進協議会を設立し、２０２５年大阪・関西
万博を契機にした観光誘客と観光消費の拡大、さらには観光便益を市内
に還元していく仕組みの構築により市内経済の規模拡大と好循環の創出
に取り組む。

地方創生推進タイプ

655 三重県
三重県紀宝町、三重県尾鷲市、三重
県熊野市、三重県紀北町、三重県御
浜町

持続可能な地域を育む人材育成計
画

三重県尾鷲市、熊野市、紀北町、御
浜町、紀宝町の全域

こどもだけでなく様々な年代が、東紀州５市町（尾鷲市、熊野市、紀北
町、御浜町、紀宝町）の財産である地場産業や文化を含めた様々な学び
の機会を官民協働で支援する仕組みづくり、環境整備と充実化に取組
み、併せて若者や移住者が働く上での受け皿である地場産業の強化を行
い、地元を深く知ってもらい、地元を愛していただくことで、地元に
帰ってきたい、この地域に住みたい方を増やすことで、地元を愛し地元
に根付く人材育成を目指事業である。

地方創生推進タイプ

656 三重県 三重県鳥羽市
つながり・はぐくむプロジェクト　
～連携強化で幸せが満ちるまち～

三重県鳥羽市の全域

今後の人口減少を見据える時、多様な「つながり」を強化していくこと
が重要である。観光地としての受け入れ基盤等を生かし、移住者や関係
人口を増やし、外からの刺激を受けながら地域の課題解決につなげてい
く。また、地域の中でのコミュニティづくりについても、地縁組織に加
えて趣味・特技を通じた関わりや働くことを通じた幅広い世代の交流を
デジタル手法も交えながら活発化していくことで、過ごす・暮らす上で
の満足度の高い、皆と「つながるまち」を目指す。

地方創生推進タイプ

657 三重県 三重県鳥羽市
コンパクトプラスネットワーク　
TOBAモデル

三重県鳥羽市の全域

来市の人口が１万人を切る見通しの中で、サービス拠点の統合等を進め
ていくが、著しい不便さを生じることがないように配慮し、デジタル化
はもとより公共交通等を活用して居住地域外へ出かけられる環境を維持
していくことで、住民の健康維持やまちの経済の健全化に努め、本市ら
しい「コンパクトプラスネットワーク」を目指す。また、公共交通の
キャッシュレス化やデジタルツールを活用した切符の購入といった利用
促進策やそこから得られるデータ等を活用してよりニーズにあった快適
な観光地づくりを進め、地域の稼ぐ力を伸ばしていく。

地方創生推進タイプ

658 三重県 三重県志摩市
デジタル技術を活用した持続可能
な地域公共交通ネットワーク構築
事業計画

三重県志摩市の全域

志摩市内を運行する路線バスや鉄道、航路などの既存公共交通を最大限
に活用することを前提に、デマンドを想定した人工システムなどの最新
デジタル技術を活用して、既存公共交通の駅や停留所、商業施設や医療
機関への移動を可能とし、公共交通空白地を無くすための、新しい地域
公共交通ネットワークを構築する。旧５町の合併により誕生した志摩市
の地域特性への対応、及び地域間移動に不可欠な幹線交通の維持を図る
ため、市内の生活圏ごとにエリアを分け、各エリアにおいて段階的な実
証を行い、持続可能な社会実装に繋げていく。

地方創生推進タイプ

659 三重県 三重県志摩市
観光周遊の促進を目指した持続可
能な観光地づくり事業計画

三重県志摩市の全域

志摩市の重要な観光資源である宿泊施設を中心として、市内に点在する
様々な魅力ある地域資源を観光活用することで観光魅力の向上を図り、
観光周遊を促進する。また、観光周遊の促進を図るとともに、宿泊施設
が集積するエリア及び周辺観光地においても、地域の魅力ある特産品や
志摩市の持つ豊かな自然環境を活かしたアクティビティなどにより、地
域団体やDMC等の自主・自立的な取り組みの中で、収益化された観光消費
を生み出す事業実施の仕組みをつくり、まちの賑わいと仕事の創出を図
る。

地方創生推進タイプ

660 三重県 三重県志摩市 買い物利便性向上事業 三重県志摩市の全域

中心市街地外の買い物拠点がない地域に事業者のノウハウを活かした買
い物機会の創出を図ることで、地域住民の買い物環境への不安を解消す
るとともに、高齢化に伴い外出する機会が減少している高齢者の外出機
会を創出し、地域コミュニティの活性化につなげていく。その結果、人
口が減少する中でも地域住民と市内事業者が連携して日常生活の利便性
を確保することで、地域住民が慣れ親しんだ地域で安心して活き活きと
暮らし続けられる持続可能なまちの実現を目指す。

地方創生推進タイプ

661 三重県 三重県志摩市
若年層の定住を促進するしごと創
造プロジェクト

三重県志摩市の全域

若年層や移住者の創業を応援し創業者コミュニティを形成する取組や、
地元企業の魅力発信と若年層の地元就職の促進、市内企業のデジタル化
と企業誘致を促進する取組を有機的かつ段階的に推進することで、活躍
の場を求める就職時期を控えた学生をはじめ、市内での就業を希望する
若年層、創業を検討している移住者など様々なプレーヤーを取り込み、
人材不足の解消や若年層の市内労働人口増加につなげ、地域経済の活性
化を図るとともに、多様な人材が活躍できる地域づくりと人口構造の転
換を目指す。

地方創生推進タイプ

662 三重県 三重県志摩市 志摩市創生総合戦略推進計画 三重県志摩市の全域

志摩市創生総合戦略で定める１）ひとの育成、２）ひとの確保、３）ま
ちの発見、４）しごとの強化、５）しごとの創出及び６）まちの形成の
６つの政策分野の取り組みを進め、人を育て、人材を内外から確保し
て、改めて地域を見つめなおすことで、今ある産業を強化し、新たなビ
ジネスを起こしながら、環境を整え、住みよいまちをつくり、更なる人
の育成や人材の確保につなげていくという「まち・ひと・しごと」の循
環を起こすことで、将来にわたって活力ある志摩市を構築・維持し、人
口減少に歯止めをかけていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

663 三重県 三重県伊賀市
関係人口と共にデザインする全世
代活躍の持続可能な伊賀市づくり
プロジェクト

三重県伊賀市の全域

シニア世代を含む全世代が生涯を通じて地域で活躍できるまちづくりに
向けた事業を展開し、伊賀市に住み続けたいと思う人の増加による転出
者の抑制をめざす。また、生涯を通じて活躍できる本市への移住を希望
する人や、そのようなまちを応援したいと思う関係人口の創出・拡大に
向けた事業を展開し、多様な人材・産業創出の活性化により、持続可能
なまちづくりを実現する。

地方創生推進タイプ
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664 三重県 三重県東員町
東員町みらいを育む町イメージ
アップ計画

三重県東員町の全域

様々な分野で子ども達の「みらいを育む」町としてイメージを定着させ
るため、広報の発信力の強化と発信資源の強化を行う。このことは、総
合戦略の基本目標1の「みらいを育む」を中心に基本目標3の「にぎわい
づくり」の実現にも寄与する。この事業を実施することで第1に町民が自
分たちの町に誇りを持ち、いつまでも住み続けることやUターンの増加を
目指す。第2に町外の方に東員町を広く知ってもらい交流人口、関係人
口、転入の増加を目指す。

地方創生推進タイプ

665 三重県 三重県明和町
三重広域連携スーパーシティ構想
を契機としたデジタル田園都市創
生プロジェクト

三重県明和町の全域

当町を含む連携自治体において、【スーパーシティ構想】や【デジタル
田園都市国家構想】実現に向けて協力して取組みを進めている。当地域
においても少子高齢化や若者の流出などの地域課題を抱えており、これ
らの課題に対して、上記構想や民間企業と連携した先端技術の導入にて
都市部と同等の生活水準を維持し、解決を目指す。経済、防災、観光、
福祉などの様々な分野でデジタル化を推進することにより、デジタル田
園都市の実現のための土壌をつくり、地域のDX化や活性化を行う。

地方創生推進タイプ

666 滋賀県 滋賀県
デジタルプラットフォームを活用
した関係人口拡大事業[かかわり
ファクトリー滋賀]

滋賀県の全域

県・市町等の取組の一体的な発信や行動データ分析のためのデジタルプ
ラットフォームを導入し、施策の効果的な連携を図りながら、関係人口
の創出を通じた地域活性化や移住・定住の促進を図る。あわせて、デジ
タル技術の効果的な活用ができる人材を育成し、地域の自発的・自立的
な移住・交流の取組を加速化させる。

地方創生推進タイプ

667 滋賀県 滋賀県
SHIGA Smart Factory推進プロ
ジェクト

滋賀県の全域

本県産業の中核となる中小製造企業が、ビヨンドコロナにおける国際的
な競争力を確保し、海外企業も視野に入れた取引先の新規開拓を行うた
め、課題となっている生産性の向上やグリーン化に向けて、近未来技術
の実証実験やデジタル人材育成の支援等を行うことで高効率なスマート
ファクトリー化を推進するとともに、オープンイノベーションなどによ
る新たな受発注先の獲得支援等を行うことで、稼ぐ力、働く力を強化
し、地域経済全体の活性化を牽引する。

地方創生推進タイプ

668 滋賀県 滋賀県
子どもから選ばれる地域産業プロ
ジェクト

滋賀県の全域

地域産業から教育事業へのアプローチに取り組むことで、地域産業にお
ける若年層の担い手確保、滋賀への定住化を図る。また、地域に根差し
たコンサルタントの育成、産業全体でIT・DX化に取組み、地域産業者の
経営基盤の改善・強化を図る。

地方創生推進タイプ

669 滋賀県 滋賀県
滋賀の農業・水産業「人材活躍」
プロジェクト

滋賀県の全域

本県農業・水産業における中核的な担い手が確保・育成され、農業・水
産業がより魅力ある産業となるとともに、世界農業遺産に認定された
「琵琶湖システム」に関わる「人のすそ野」が拡大することで、持続可
能な本県農業・水産業が次世代に引き継がれる姿を目指す。

地方創生推進タイプ

670 滋賀県 滋賀県
世界（外国人材）から選ばれる滋
賀プロジェクト

滋賀県の全域

「滋賀県外国人材受入サポートセンター」において、県内事業者と外国
人材の双方に対する支援を実施する。また、令和３年11月にベトナムの
ハノイ工科大学、滋賀経済産業協会と調印した連携覚書に基づき、高度
外国人材の受け入れ促進を図る。この事業により、外国人材の活用を促
進し、県内事業者における人手不足の解消および地域経済の活性化を目
指す。

地方創生推進タイプ

671 滋賀県 滋賀県
環境と経済・社会活動を両立する
地域循環経済創生プロジェクト

滋賀県の全域

水環境技術に係る研究成果等の実用化、本県の水環境技術のブランド力
向上および海外展開に関するノウハウの水平展開等を進めるとともに、
琵琶湖固有の生態系等に関する最新の研究成果を活用したエコツアーの
開発および実施に向けて取り組むことにより、環境保全と地域経済の活
性化を両立する本県の環境ビジネスの更なる発展を図る。

地方創生推進タイプ

672 滋賀県 滋賀県

製造業のスタートアップとイノ
ベーションを促進する、「企業に
寄り添うパートナーシップ型工業
技術センター」整備事業

滋賀県の全域

滋賀県が、研究開発型ベンチャー企業・第二創業を誕生させる国内有数
の拠点となることを目指し、レンタルラボや試作用設備を揃え創業支援
を行うオープンイノベーションセンターを整備する。独自の強みを持っ
たベンチャー等が、本県産業を支える新たな柱となることで、産業構造
をより強固にするとともに、ベンチャー等の成長によって、若年世代を
受け入れる雇用機会を創出し、地域産業の活性化を果たす。

地方創生拠点整備タイプ

673 滋賀県 滋賀県
多様な人材の就業創出プロジェク
ト

滋賀県の全域

「しがジョブパーク」、「滋賀マザーズジョブステーション」、「シニ
アジョブステーション滋賀」をこれまで利用するに至っていない新たな
支援対象者の掘り起こしおよび就労意欲の喚起を図るとともに、セミ
ナーや就職面接会を実施し、利用者に応じたきめ細やかな支援を可能と
することで、労働力不足に対応する。併せて、企業向け相談窓口の設置
やセミナーにより受け皿となる企業の職場環境改善等に取り組む。

地方創生推進タイプ

674 滋賀県 滋賀県
滋賀県プロフェッショナル人材戦
略拠点運営事業

滋賀県の全域

「滋賀県プロフェッショナル人材戦略拠点」の運営を通じ、県内企業の
潜在的可能性の掘り起こしを行い、プロフェッショナル人材の活用を通
じた経営課題解決や事業革新を実現することで、地域資源を生かした
「しごと」を創出するとともに、滋賀県への「ひと」の還流を確かなも
のとし、地域活性化へつなげる。

地方創生推進タイプ

675 滋賀県

滋賀県、滋賀県大津市、滋賀県長浜
市、滋賀県高島市、滋賀県東近江
市、滋賀県米原市、滋賀県日野町、
滋賀県多賀町

滋賀ならではの価値ある資源と観
光を掛け合わせてつくる「シガリ
ズム」推進プロジェクト

滋賀県の全域

琵琶湖をはじめとした自然と歩みをそろえ、ゆっくり、ていねいに暮ら
してきた、滋賀の時間の流れや暮らしを体感できる「心のリズムを整え
る新たなツーリズム」を『シガリズム』として掲げ、その基本コンセプ
トの下、取組を推進していく。また、そのことにより、滋賀への旅とい
えば「シガリズム」というブランドイメージの確立につなげていく。

地方創生推進タイプ
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676 滋賀県
滋賀県、滋賀県長浜市、滋賀県大津
市、滋賀県高島市、滋賀県米原市、
滋賀県愛荘町

地域資源を活かした多様な人材に
よる共創型課題解決プロジェクト

滋賀県の全域

移住者や兼業・副業人材等、地域内外の多様な主体と連携し、地域課題
を持続的に解決できる仕組み（エコシステム）を創出することで、地域
の魅力化、活性化を図るとともに、地域内外の人々や団体が滋賀に関心
を持ち、関わるきっかけや受け皿を作り出す。

地方創生推進タイプ

677 滋賀県
滋賀県、滋賀県大津市、滋賀県草津
市、滋賀県守山市、滋賀県野洲市、
滋賀県米原市、滋賀県日野町

健康でエコなマイクロツーリズム
推進プロジェクト

滋賀県の全域
健康でエコなマイクロツーリズム（サイクルツーリズム）を推進するこ
とにより、「ビワイチ」、「ビワイチ・プラス」の取組を着実に進め、
本県の観光振興および活力ある地域づくりにつなげる。

地方創生推進タイプ

678 滋賀県

滋賀県、彦根市、長浜市、甲賀市、
湖南市、東近江市、米原市、日野
町、竜王町、愛荘町、豊郷町、多賀
町

滋賀県移住就業支援事業・滋賀県
起業支援事業

滋賀県の全域

マッチングサイト「ＷＯＲＫしが」により、県内企業の魅力や求人情報
等を発信するとともに、移住による就業や定住が進む地域社会の実現の
ため、東京圏からの移住就業者、関係人口移住者、テレワーク移住者、
起業支援金の交付決定を受けた移住者等に移住支援金を支給する。さら
に、子育て世帯の移住については、加算金を支給する。また、デジタル
技術を活用して地域の社会的課題の解決に繋がる事業を起業する方を対
象に、起業のための伴走支援と事業費への助成を通して、効果的な起業
を促進し、地域課題の解決を通して地方創生を実現する。

地方創生推進タイプ

679 滋賀県
滋賀県、滋賀県草津市、滋賀県愛荘
町

三方よしの持続可能な健康寿命延
伸プロジェクト

滋賀県の全域
「健康しが」共創会議をプラットフォームに市町、企業、大学、関係団
体と連携しながら、「からだとこころ」の健康を向上させる取組を進め
るとともに、地域コミュニティの再構築と地域経済の活性化を図る。

地方創生推進タイプ

680 滋賀県 滋賀県及び高島市
高島の林業と観光をつなぐ、山・
湖（うみ）の道整備計画

滋賀県高島市の全域

市道・林道を一体的に整備することに加え、地方創生推進交付金や拠点
整備交付金の事業を併せて行うことで、快適なビワイチ環境の整備を進
めるとともに、メタセコイア並木周辺へのアクセス道の安全性を確保
し、市内観光地の周遊性向上と地域経済への波及効果誘引を図る。ま
た、木材搬出体制を推進するための林道整備に加え、域内の製材所（加
工）や、地域特産品でもある原木シイタケ生産、キャンプ地等の薪利用
（販売）先へのアクセス道を整備することで、搬出木材の加工から販
売・消費に至る流通促進を図る。

地方創生道整備推進交付金

681 滋賀県 滋賀県長浜市
長浜市まち・ひと・しごと創生推
進計画

滋賀県長浜市の全域

本市の人口は国勢調査では、2005年に124,498人のピークを迎えて以降、
現在まで減少が続いており、2015年に118,193人であった人口は、2060年
には77,293人まで減少することが見込まれることから、「三大都市圏及
び滋賀県南部への人口流出の抑制」、「若い世代の就労、結婚、『妊
娠・出産・子育て』の希望実現」、「地域の経営資源を生かした課題解
決と地域活性化」と３つの基本方針を定め、人口減少社会にあっても、
持続可能なまちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

682 滋賀県 滋賀県近江八幡市
近江八幡市オープンガバナンス推
進計画

滋賀県近江八幡市の全域

人口減少、少子高齢化に加え、地域の課題が複雑多様化していく中、行
政のみで必要な公共サービスの提供を維持することは難しくなってお
り、これに対応するため、市民の地域づくりや市政への参画を促す仕組
みとして、オープンガバナンスを推進する。市民と行政が共にアイデア
を出し合うことで政策立案し、その実現に向けて協働するためのプラッ
トフォームをオンライン、オフラインの双方で構築することで、市民や
団体各々が有するスキルやノウハウ、資源を持ち寄ることで地域課題の
解決にあたることのできる体制づくりを進める。

地方創生推進タイプ

683 滋賀県 滋賀県守山市
“文化財でつなぐ、守山”整備推
進事業

滋賀県守山市の全域

守山市の文化財について、発信力不足や担い手不足などの課題を抱えて
おり、それらを解決するために、最新技術を活用した効果的な情報発信
を市内一体で構築するとともに、新たな発信拠点となる場や課題を抱え
る個別文化財を再整備し、さらにそれらをつなげるルート整備を展開す
ることで、文化財が市民の共有財産であり、かつ自らが担い手である意
識を高め、文化財を中核としたまちづくりを推進する。また中長期的に
は、この地域総がかりの体制を基盤に持続可能な観光振興へとつなげ
る。

地方創生推進タイプ

684 滋賀県 滋賀県及び滋賀県栗東市
いつまでも住み続けたくなるまち
づくり計画

滋賀県栗東市の全域

栗東市は、平地部に国土幹線が横断する交通の要衝で様々な業種の産業
が集積し、南部の山地部は史跡や農林業施設等の地域資源が集積してい
る。現在進められている国道バイパスの国土幹線や県道の広域幹線と併
せ、市道を整備することで市内唯一の南北の幹線の主要地方道との道路
ネットワークを構築し、更なるストック効果の発揮と企業立地促進によ
り雇用機会の創出を図る。また、林道の整備により観光者の受け入れ環
境と林業者の施業効率向上を図り、交通利便性のある都市部と自然豊か
な山村部が調和する本市全体の活性を図るものである。

地方創生道整備推進交付金

685 滋賀県 滋賀県甲賀市
歴史文化を活用した観光ハイブ
リット事業

滋賀県甲賀市の全域

来訪者への歴史文化を活かした「甲賀流」のおもてなしを実現するとと
もに、コロナ禍により海外からのインバウンド観光客が見込めない中に
おいても、歴史文化による国内観光を徹底的に磨き上げ、近距離旅行者
の観光入れ込み客数の増加、市内での滞在時間の延長による宿泊客の増
加といったマイクロツーリズムを促進し、アフターコロナにおけるイン
バウンド観光客の獲得につなげる。

地方創生推進タイプ

686 滋賀県 滋賀県甲賀市
田園都市での「田舎暮らし」促進
プロジェクト

滋賀県甲賀市の全域

空き家を「負動産」ではなく、価値ある地域の「プラスの財産」とし
て、地域ならではのローカルビジネスやコミュニティビジネスとして確
立させる。また、区、自治会や自治振興会、不動産業者等との連携体制
を強化し、地域住民と移住者のミスマッチを防ぐとともに、甲賀市の
「ゆっくり暮らし」をさらに都市部に発信することで、新たな移住者の
獲得により、持続可能な地域への転換を図る。

地方創生推進タイプ

687 滋賀県 滋賀県甲賀市 道の駅あいの土山整備事業 滋賀県甲賀市の全域

市は、県下一の茶生産量の産地であり、「甲賀の茶」の生産強化に向け
て、ブランド化に取り組んでいる。道の駅「あいの土山」のリニューア
ルを行い、利用者の利便性を向上させ、当市のお茶をはじめとした農産
物や営農の持つ魅力の発信していくことで、市内はもちろん、近隣市か
らの集客や交流人口の拡大を目指す。交流人口拡大によって、農産物の
販売が増加することによる農家の所得向上、農業の担い手として新規就
農者の拡大、農福連携の促進、６次産業の促進、高齢者の活躍の場の創
出、多様な地域雇用の創出につなげる。

地方創生拠点整備タイプ
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688 滋賀県 滋賀県高島市
高島リビング・シフト構想　プロ
ジェクト

滋賀県高島市の全域

コロナ禍を契機とした人々の意識・行動の変容を「機会」と捉え、本市
の地域資源を「3密回避の新たな時間やライフスタイルにより心地よく暮
らし、心地よく働くことができる場所」として編み直し、「ライフデザ
イン（おためし移住や滞在プログラムの充実と環境整備）」、「ワーク
デザイン（都市圏企業との交流促進、関係人口がスキルや経験を発揮で
きる受け皿整備）」及び「エリアデザイン（交流拠点や対流を促す２次
交通の整備等）」等の事業により新たな関係人口開拓を図る。また、全
庁的なプロモーションやマネジメントを行う。

地方創生推進タイプ

689 滋賀県 滋賀県高島市
高島を全国・世界に売りだすプロ
ジェクト

滋賀県高島市の全域

滋賀県下でも人口減少や少子高齢化が著しい本市においては、豊かな観
光資源や自然と共生している中で生活文化から生まれてきた特産品等の
地域性を今後も守り続けていくため、一体的に地域を守り育てていくこ
とが必要であり、このためには地域経済の循環が不可欠となる。人がい
きかい、市内の特産品が消費され、売上の確保や雇用の維持拡大、伝統
産業の事業承継が行われることを将来像として目指す。

地方創生推進タイプ

690 滋賀県 滋賀県高島市
水と緑を未来へつなぐ「恵み」と
「誇り」のまちづくりプロジェク
ト

滋賀県高島市の全域

高島市の資源を徹底的に活用した観光振興や産業振興、雇用を生むため
の企業誘致や創業支援、経済的な負担を軽減する子育て支援、地域愛着
を高め地元企業の認知度を高めるキャリア教育、観光やふるさと納税と
タイアップした関係人口の創出などに取り組むことで、地域経済の好循
環、出生数の維持、人口移動の均衡を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

691 滋賀県 滋賀県米原市
持続可能な地域農業の実現に向け
て～米原市スマート農業推進プロ
ジェクト～

滋賀県米原市の全域

令和４年度に策定する米原市スマート農業推進方針に基づき、作業の効
率化、省力化、収益性の向上を達成するため、スマート農業視察会や勉
強会など意識啓発・学びの場を創出する事業とスマート農業機械導入支
援事業（補助金）に一体的に取り組むことで、米原市の農業特性や生産
環境を踏まえた、実効的なスマート農業技術の普及推進を図るととも
に、スマート農業技術を使いこなす人材を育成し、持続可能な地域農業
の実現を目指す。また、重点目標として「若い農業者の確保・育成」お
よび「環境保全型農業への転換」に取り組む。

地方創生推進タイプ

692 滋賀県 滋賀県日野町

「DX（デジタルトランスフォー
メーション）」と「グリーン」
「官民共創」で築くポストコロナ
時代の地方都市「近江日野商人」
ふるさとプロジェクト

滋賀県日野町の全域

誰もが利用しやすい公共交通体系を整備する中で、工業の発展や昼間流
入人口超過、近江日野商人のマインド等の「強み」を活用し、交通渋滞
や通学路での事故発生等工業団地におけるマイカー通勤の課題を町内周
遊等によるまちの賑わいや活力の創出、企業におけるカーボンニュート
ラルの推進につなげる仕組みを作り、先進的で社会的な貢献度の高い
「グリーン」の取組を促進し、町民や小規模事業者のデジタル技術導入
を進めることにより、交流人口増加(地域経済循環促進)とＣＯ₂排出が削
減されたポストコロナ時代の地方都市を目指す。

地方創生推進タイプ

693 京都府 京都府
スタジアム発！eスポーツ産業創
造・育成プロジェクト

京都府の全域

現在拡大しているeスポーツ市場をターゲットに、eスポーツ分野で活躍
できる人材を育成し、世界で活躍するeスポーツ選手や高度デジタル人材
の輩出を目指す。また、地域の小中高生がeスポーツ産業を将来の職業選
択として視野に入れることができる取組を実施することで、eスポーツを
切り口とした地域人材の還元、産業としての裾野拡大を図るとともに、
2024年までにeスポーツの聖地として自走可能な状況を作り出すことによ
り、2025年大阪・関西万博の開催時に関西を訪れる観光客を受け入れる
体制を整備する。

地方創生推進タイプ

694 京都府 京都府
京都版女性等の就業加速化総合支
援・退職人材活躍支援プロジェク
ト

京都府の全域

女性の多様な就業ニーズに合致した就職支援を行い、これまで女性の進
出が遅れている業種や人材不足業種の魅力発信を通じた就業者希望者の
増加を図り、京都の企業の人材不足の解消と女性の更なる活躍促進によ
る地域経済の底上げを目指すとともに、女性の多様な就業ニーズに合致
した就職支援を行うとともに、これまで女性の進出が遅れている業種や
人材不足業種の魅力発信を通じた就業者希望者の増加を図り、京都の企
業の人材不足の解消と女性の更なる活躍促進による地域経済の底上げを
目指す。

地方創生推進タイプ

695 京都府 京都府
中小企業事業強化・継続支援に係
る地域再生計画

京都府の全域

企業の経営課題をコーディネータが整理し、企業ニーズにあったプロ
フェッショナル人材（経営者の右腕となる人材や後継者候補となる中核
人材・UIJターンを希望するプロ人材等）のマッチングを支援する。副
業・兼業形態も活用しながら首都圏等から呼び込み、拠点を核とした府
内企業の事業強化・継続による関係人口の創出・拡大を実現する。ま
た、短期間での事業の急成長が期待されるスタートアップ企業に対し、
プロ人材をマッチングすることにより、企業の成長・発展を促進し、地
域経済の維持・活性化につなげる。

地方創生推進タイプ

696 京都府
京都府、京都府京都市、京都府城陽
市、京都府南丹市、京都府木津川
市、京都府京丹波町

アート＆クラフト市場の活性化と
文化観光のコラボによる文化芸術
産業創生プロジェクト

京都府の全域

アート＆クラフトを軸とした特別な体験のできる文化コンテンツの創造
により、海外富裕層等を呼び込み府域の周遊観光の振興を図るととも
に、アート＆クラフトの一大流通市場を京都に形成することで、ギャラ
リーの京都への集積や、美大等の卒業生や工芸職人等が京都府内で就業
できる産業基盤を作り上げ、アート＆クラフトを中心として観光分野と
の連携によりヒト・モノ・カネの流れを生み出す核を文化首都・京都に
創造し、西日本、特に関西における様々な文化資源や工芸産業と観光の
コラボが行われる圏域の形成を目指す。

地方創生推進タイプ

697 京都府
京都府、京都府京都市、京都府城陽
市、京都府大山崎町、京都府精華
町、京都府和束町、京都府舞鶴市

京ものブランド総合戦略プロジェ
クト

京都府の全域

京都の農林水産物や加工品のブランド力向上を図るため、産学公が連携
し、フードテック等の先端技術を活用した高機能性品種の育成や加工食
品の開発を行う。また、鮮度・品質を損なわない保存方法の開発、新し
い生活様式に対応した販売チャンネルの拡大など、「生産」、「加工」
及び「流通・販売」の各分野においてこれまでのブランド価値に新たな
付加価値を加え、更に各分野の事業者が連携して自主的に実施する新商
品や新サービスの検討・開発を支援する。

地方創生推進タイプ

698 京都府
京都府、京都府京都市、京都府城陽
市、京都府大山崎町、京都府福知山
市

京都文化を背景として世界市場で
存在感を放つ、京都の伝統産業の
「生活文化提案型産業」への変革
促進プロジェクト

京都府の全域

京都を代表する産地が連携して生産体制の再構築を行い、新たな「軸」
となる事業を確立するとともに、海外等の新たなマーケットの開拓や後
継者の育成等を推進する。これにより、京都の伝統産業における業界の
構造改革を協力に推進し、現代人の生活に溶け込んだ「生活文化提案型
産業」へと変革させることで、業界全体の再生・再構築、ひいては持続
可能な後継者育成の仕組みの構築といった好循環を創出する。

地方創生推進タイプ

699 京都府
京都府、京都府京都市、京都府京田
辺市

「人づくり」から「しごとの場づ
くり」まで一体で創造する京都・
キャンパス創生プロジェクト

京都府の全域

学生の府内定着を図るため、府内大学において地域企業と連携した課題
解決型学習を行うことで、地域が抱える課題を学生が考える機会や、学
生と地域企業とのつながりを創出するとともに、インターンシップ等を
通じて学生の府内企業への就職を促進する。また、「地域の魅力づく
り」や「まちづくり」に関連する地域の主要産業である観光業及び建設
業においてDX化を通じた生産性向上を図り、デジタル人材が活躍できる
環境を創出する。

地方創生推進タイプ
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700 京都府

京都府、京都府京都市、京都府綾部
市、京都府宮津市、京都府八幡市、
京都府和束町、京都府精華町、京都
府舞鶴市

大阪・関西万博きょうとの力創
出・発信プロジェクト

京都府の全域

2025年に開催される大阪・関西万博に向けて国内外、特に海外から多く
の人や企業が関西を訪れることを最大限活用し、京都が誇る最先端の技
術や研究開発などの「産業」の強み、府内各地の「文化」や「観光資
源」の魅力を、万博会場からだけでなく府内各地からも国内外に広くア
ピールし、府外、特に海外から府内各地に継続的な人や投資の流れを呼
び込むことで、万博会期後にも人や仕事が集まる持続可能な京都の発展
を目指す。

地方創生推進タイプ

701 京都府

京都府、京都府京都市、京都府宇治
市、京都府宮津市、京都府城陽市、
京都府八幡市、京都府京田辺市、京
都府和束町、京都府精華町、京都府
舞鶴市、京都府京丹後市、京都府南
丹市

文化庁京都移転を契機とした京都
からの文化創造・発信プロジェク
ト

京都府の全域

文化庁京都移転を新たな契機とし、「音楽」と「伝統芸能・舞台芸術」
の分野を中心として、京都から全国へ文化芸術活動を強く発信する事業
を実施することで、地域経済の活性化と観光誘客、府民が京都文化を身
近に感じる環境の構築、京都の伝統文化・生活文化等の次世代への継承
を図る。

地方創生推進タイプ

702 京都府

京都府、京都府京都市、京都府福知
山市、京都府舞鶴市、京都府綾部
市、京都府宮津市、京都府亀岡市、
京都府城陽市、京都府京丹後市、京
都府南丹市、京都府和束町、京都府
京丹波町、京都府与謝野町

移住促進により地域を元気にする
プロジェクト「移住するなら京
都」

京都府の全域

新たに制定する移住条例に基づく「移住推進特別区域」の設定等によ
り、農村部だけではない地域の特色に合わせた移住支援を展開するとも
に、「京都移住センター」の設置による移住支援のワンストップ化、移
住情報の一元化・オンライン化等を行うことにより、移住者や関係人口
が活躍しやすい地域づくりを促進し、地域創生の担い手となり得る移住
者等を積極的に受け入れることで、地域の活性化及び地域コミュニティ
の維持を図る。

地方創生推進タイプ

703 京都府 京都府、京都府京都市
若者の活躍・夢実現と活力ある京
都経済づくりプロジェクト

京都府の全域

既存中小企業の新産業創造を促進することで、学生の価値観の多様化に
対応できる企業の増加を図る。また、外国人企業家の京都での事業展開
のサポートや京都の強みを活かした国際的ブランディングの確立等によ
り、スタートアップ・エコシステム拠点都市としての国際的な認知を高
め、留学生の流出緩和や有力な外国人企業家の誘致を図る。さらに、ス
タートアップ企業の資金獲得支援や国際競争力向上に向けた機会の創出
等を行うことで、ミドル期以降の成長スタートアップ企業の増加を図
る。

地方創生推進タイプ

704 京都府

京都府、京都府京都市、京都府福知
山市、京都府綾部市、京都府宇治
市、京都府亀岡市、京都府城陽市、
京都府八幡市、京都府京田辺市、京
都府南丹市、京都府木津川市、京都
府久御山町、京都府井手町、京都府
宇治田原町、京都府笠置町、京都府
和束町、京都府精華町、京都府南山
城村、京都府京丹波町

観光を入口とした地域振興事業 京都府の全域

DMOを中核に、行政や民間が協働して地域づくりに取り組み、あらゆる産
業の連携で観光を入口とした地域振興と多角的な地域経済を実現すると
ともに、多様な仕事づくりと暮らしやすい生活環境づくりにより、地域
で稼ぎ、地域で暮らし、地域で夢を実現できる環境を築くことで、新た
な人の流れを生み出し、温かくも多様な人の交流のある地域コミュニ
ティの力のもと、誰もが住みやすい豊かな地域の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

705 京都府

京都府、京都府福知山市、京都府舞
鶴市、京都府綾部市、京都府宮津
市、京都府亀岡市、京都府城陽市、
京都府八幡市、京都府京田辺市、京
都府南丹市、京都府木津川市、京都
府井手町、京都府精華町、京都府伊
根町、京都府与謝野町、京都府宇治
市

「一人ひとりの夢や希望が全ての
地域で実現できるまちづくり実
現」プロジェクト

京都府の全域

若者や子育て世帯が自身のライフスタイルに応じて住みたいまちを選べ
る京都を目指して、各市町村の中心部等へのまちの核づくり、地域での
仕事づくり、まちのファンづくりを一体的に進め、府内全域に「子育て
にやさしいまち」実現させる。また、特色のある「子育てにやさしいま
ち」を各地に実現することで若者・子育て世代の多種多様なニーズに対
応できるだけでなく、まち全体が連携・協働することで子育て世代を守
り支える誰もが住みやすいまちとして人口の転入出の均衡を目指す。

地方創生推進タイプ

706 京都府

京都府、舞鶴市、綾部市、亀岡市、
京丹後市、南丹市、木津川市、井手
町、和束町、京丹波町、宮津市、宇
治田原町

京都府における移住支援・マッチ
ング支援、起業支援による地域再
生計画

京都府の全域

府内市町村と連携して就業のマッチング支援と一体となった支援金の給
付を伴う移住支援を実施し、首都圏から京都府への人材還流の取組を強
化するとともに、京都府の事業所減少数は全国ワースト2位（2017年経済
センサス）となっていることから、移住支援による人材還流の取組と並
行して、支援金の給付を伴う起業支援の取組を実施し、事業所数の増加
に向けた取組を強力に進め、目指す将来像の実現を図る。

地方創生推進タイプ

707 京都府 京都府、綴喜郡宇治田原町
うじたわら創生計画～ハートのま
ち笑顔創生プロジェクト～

京都府綴喜郡宇治田原町の全域

茶文化を中心とした多くの資源を有しているが、幹線道路とのアクセス
が悪く町内の道路網整備も遅れているため人口流入や観光地間の周遊性
に乏しく、地域産業の活性化を図るうえで大きな課題となっている。ま
た、町域の約80%を森林が占めており、近年、森林の荒廃化が進みつつあ
り、環境面、防災面などから、森林の適正管理が必要となっている。こ
のため、町道・林道を一体的に整備することにより、地域産業の競争力
強化に資する道路ネットワークを構築し、観光拠点を中心としたコンパ
クト＋ネットワークの地域構造への転換を図る。

地方創生道整備推進交付金

708 京都府 京都府向日市
向日市まち・ひと・しごと創生推
進計画

京都府向日市の全域

少子高齢化により、長期的には本市においても人口減少が予測される
中、社会情勢の変化にしなやかに対応し、まちの賑わいや地域活力の維
持創出を図り、まちの魅力を広く発信する取組や貴重な地域資源の活
用、誰もが快適に暮らし続けられる地域づくり等の取組を行い、将来に
わたって誰もが安心・安全・健康に暮らし続けられることができるよ
う、３つの施策の柱（基本目標）に基づき、本市を「ふるさと」と思っ
ていただけるまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

709 京都府 京都府京田辺市
中心市街地活性化事業～まちなか
賑わいプロジェクト～

京都府京田辺市の全域

賑わいが失われている中心市街地である近鉄新田辺駅・JR京田辺駅周辺
において、賑わいづくりを支援することにより、地域の特色を生かした
商店街を形成、市の内外から市中心部へ向かう人の流れを地域内での消
費に結びつけるとともに、市内観光の新たな拠点となる施設を整備し、
市外からの来街者の市中心部への誘導を図る。

地方創生推進タイプ

710 京都府 京都府京丹後市
多様な主体が持続可能な未来社会
を共創するＳＤＧｓクラスター形
成推進プロジェクト

京都府京丹後市の全域

市域におけるＳＤＧｓの認知度を高めつつ、民間セクターの公的課題の
解決に貢献する主体的な取組を後押しする仕組みを構築するとともに、
多彩な産業や豊かな自然環境といった地域資源を活かしながら、デジタ
ル技術や外部人材の知見・スキルを有効に取り入れ新たな価値を創出す
る本市のSDGｓモデルを広く発信することで、域外からの新しいヒト・モ
ノ・カネの流れを生み出し、内外の多様な連携により、持続可能な未来
社会を共創する「ＳＤＧｓクラスター」の形成を目指す。

地方創生推進タイプ

711 京都府 京都府木津川市
木津川市まち・ひと・しごと創生
推進計画

京都府木津川市の全域

近年、全国的な少子高齢化、人口減少の中においても木津川市は多くの
子育て世代の転入が続き、人口が増加してきた。しかし、2022年9月には
人口が8万人を超えたものの、その後、8万人を下回り微減傾向が続いて
いる。そこで、令和6年度以降の人口ビジョンを見直し、総合戦略の改訂
を行うこととしたため、現地域再生計画については令和5年度末までの計
画とし、令和6年度以降については新たな地域再生計画を作成する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
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712 京都府 京都府精華町
魅力あるまちづくりのための事業
者成長支援事業

京都府精華町の全域

精華町は、国家的プロジェクトである「関西文化学術研究都市（以下、
学研都市）」の中心として、研究開発型産業施設を主とした企業誘致に
よる「学研都市のまちづくり」を展開してきた。この立地企業の事業活
動を中心に「学研都市ブランド」を確立して町内外にまちの魅力発信を
図ることを地域創生として、企業の市場認知度の向上と産業競争力を強
化すること、新規創業者による新産業創出によって地域経済を活性化
し、よって産業振興を軸としてまち全体が活力にあふれた地域づくりを
目的とした事業展開を図る。

地方創生推進タイプ

713 大阪府 大阪府
持続可能な大阪の成長を支えるダ
イバーシティ推進計画

大阪府の全域

人口減少の局面にあって大阪経済の活性化を図るには、若者をはじめ女
性、障がい者、外国人など多様な人材が活躍する企業が増えることが重
要な鍵となるが、府内中小企業においてワークライフバランスやダイ
バーシティ経営が十分に進んでいるとは言えない現状である。そこで、
企業に対してこれらの理解促進を図るセミナーの実施等の取組みと、就
職困難性を抱えた若者等に対する自己特性の理解促進及び大学等での支
援方法の確立に向けた取組みを併せて実施することで、だれもが活躍で
きる持続可能な成長を続ける大阪の実現をめざす。

地方創生推進タイプ

714 大阪府 大阪府
潜在求職者活躍支援プロジェクト
事業計画

大阪府の全域

女性・高年齢者及び障がい者を対象に潜在求職者の掘り起こしを行い、
就業意欲の喚起から研修等によるスキルアップやマッチング、就職後の
定着までの一貫した支援を行う。また、今後成長が見込まれる分野や人
材不足が顕著な分野等を中心に、雇う側の企業に対し職場環境の改善支
援を行い、雇用した後の定着までを見据えた取組を実施する。求職者の
就職支援と企業の人材確保を一体的に行うことで、大阪経済の活性化を
図り、活力ある大阪の実現に資する。

地方創生推進タイプ

715 大阪府 大阪府
第2期大阪府中核人材雇用戦略デ
スク計画

大阪府の全域

大阪府が運営する中小企業人材支援センター内に「中核人材雇用戦略デ
スク」を引き続き設置し、これまで実施してきたノウハウ等を活かし、
金融機関を中心とした支援機関とのネットワークによる府内中堅・中小
企業の中核人材ニーズの掘り起こしや、有料人材紹介、再就職支援や大
企業連携の人材供給ツールによる確保支援を引き続き行っていく。ま
た、副業・兼業人材の還流促進や女性・高齢者・若者の活用を進める事
業との連携などにより中核人材の確保を支援することで、府内企業の成
長戦略を実現し、雇用の創出・拡大を図っていく。

地方創生推進タイプ

716 大阪府 大阪府、大阪府大阪市
大阪ショーケース機能強化及び
SDGsの実現に向けた観光推進・地
域活性化事業計画

大阪府の全域

平成28年度から令和２年度までの５年間、地域連携DMOである（公財）大
阪観光局を中心として【受入環境の整備】【地域間の連携】【大阪のイ
メージの改善】を推進してきた結果、来阪観光客が増加する一方、オー
バーツーリズムによる地域の疲弊や、地域持続性の損失という課題が顕
在化した。これらの課題を解決し、持続可能な観光を実現していくた
め、より広域での送客、誘客、消費を可能とするネットワークの構築
や、超大型イベントにおけるショーケース機能、持続可能な観光を目標
としたSDGsへの取組みを実施する。

地方創生推進タイプ

717 大阪府 大阪府堺市、大阪府
産学公民共創コンソーシアムによ
る新産業創出にむけたスマートシ
ティの推進

大阪府堺市の区域の一部（南区）

いわゆるベッドタウンである泉北ニュータウン地域における高齢化、老
朽化、産業不足といった課題を解決するために、「居住地だけのエリ
ア」として優良な労働力の供給源であった当該地域を「仕事が創られる
まち、仕事があるまち」に転換することで、昼間人口を中心に、当該地
域で活動する人口を涵養する。

地方創生推進タイプ

718 大阪府 大阪府、河内長野市
くすのき・岩湧エリアふるさとづ
くり計画

河内長野市の一部（くすのき・岩湧
地区）

大阪府と河内長野市が連携して道整備推進交付金を活用し、広域農道と
併せて市道を一体的に整備して山間地域における道路ネットワークを構
築し、さらに関連事業を行うことで、農産物の輸送効率化やアクセス改
善、直売所や６次産業拠点を活かした農業振興及び雇用創出、市域の歴
史文化的施設や観光施設など主要ポイント間のアクセス短縮による地域
資源を活用した都市住民との交流拡大などを推進し、山間地域の経済活
動を向上させ地域活性化を図る。

地方創生道整備推進交付金

719 大阪府 大阪市
市営住宅の空き住戸を活用した地
域活性化計画

大阪市の全域

待機児童の増加や地域コミュニティの沈滞化などの課題に対応するた
め、市営住宅において、入居者や地域住民、事業者、区・関係部局等と
連携し、空き住戸を小規模保育施設や子育て支援・高齢者支援等の活動
拠点として活用することにより、団地・地域における子育て支援の充実
やコミュニティの活性化等を図る。また、空き住戸を居住不安定者の緊
急一時的な宿泊場所（民間シェルター）として活用することにより、居
住不安定者の自立支援を図る。

公営住宅における目的外使用承認の
柔軟化

720 大阪府 大阪府堺市
地域の生産性向上に向けた地域産
業重層化促進事業

大阪府堺市の全域

市内で活動する企業や人やプロジェクトが相互につながり、掛け合わさ
り、相乗効果を生み出すインパクトある堺の産業が躍動し、地域経済全
体が成長している状態を「地域産業の重層化」と定義し、特に地域経済
へのインパクトが大きいと考える(1)イノベーション創出、(2)サービス
産業の生産性向上、(3)女性の就労促進の3テーマを核とした地域産業の
重層化に取り組み、地域の生産性・付加価値額向上をめざす。

地方創生推進タイプ

721 大阪府 大阪府吹田市
吹田市まち・ひと・しごと創生推
進計画

大阪府吹田市の全域

将来の人口減少に備え、市民が安心して暮らし、働き、出産・子育ての
希望をかなえることができる環境を整備するため、「①企業が成長し、
地域経済に元気をもたらすまち」、「②「住む」「楽しむ」新たな魅力
が見つかるまち」、「③就職・子育ての希望がかない、未来を担う人材
が育つまち」、「④誰もが安心して暮らせる「幸齢社会」が実現するま
ち」を基本目標として掲げ、まち・ひと・しごと創生を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

722 大阪府 大阪府守口市
ものづくり企業と工業系の学生を
繋ぐインターンシップ「もりク
ルート事業」

大阪府守口市の全域

本市において、ものづくり企業は、基幹産業の一つであるが、経営者の
高齢化と事業承継する担い手の不足等から事業所数は減少傾向にある。
そのため、工業系の学生を対象としたインターンシップ事業を中心に、
ものづくり企業の総合的な認知度向上及び人材確保支援事業を実施する
ことで、定期的な若者人材の流入を促し、後継者の確保や技術承継を促
進する。その結果、ものづくり企業に就職した若手人材が本市に定住
し、子育て世帯として本市で暮らし続けることで、地域産業の発展とと
もに、地域社会全体の持続的発展を目指す。

地方創生推進タイプ

723 大阪府 大阪府八尾市
デジタルを活用した「価値と人材
のサイクルモデル」形成事業

大阪府八尾市の全域

チャレンジングな環境から生まれた市内企業や商品の魅力を、「ものづ
くりのまち八尾」ブランドとして、観光分野や教育分野も含めて戦略的
にプロモーションし、DXを活用して発信していくことで、商品の販路開
拓や将来の担い手候補の確保へと繋げ、価値（資金やブランド力）・人
材（アイディアを含む）が八尾に集積し、それらが「チャレンジングな
環境」の効果によって、さらに新たなイノベーションを生み出し、さら
に価値と人材が集積するような「価値と人材のサイクルモデル」の構築
を目指す。

地方創生推進タイプ
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724 大阪府 大阪府八尾市
２０２５年大阪・関西万博を契機
とした「観光コンテンツ整備」事
業

大阪府八尾市の全域

観光地としてブランディングすることで、「人が訪れたくなるまち」と
して、国内外からの来訪者、交流人口が増加し、地域資源に触れる人た
ちでまちがにぎわい、地域経済が活性化し、市民・事業者などの活動が
活発になり活気にあふれるまちにするとともに、様々な地域資源と、こ
れらに関連するすべての市民や事業者などの取り組みを八尾の魅力とし
て活かした観光コンテンツを開発することにより、郷土愛が育まれたま
ちを目指す。

地方創生推進タイプ

725 大阪府 大阪府泉佐野市
eスポーツMICEコンテンツ実証計
画

大阪府泉佐野市の全域

「地域内外の人々の交流から、市域への人の流れを生み出し、持続可能
な地域へ」という地方創生の将来像を実現するため、広域交通体系が充
実しているにも関わらず、通過都市となっている現状において、市域に
おける人々の交流の増加・深化のための糸口となる新たな都市魅力の創
造・発信が課題である。本計画は、この地域課題に対して、eスポーツを
通じて人々に交流の機会を提供するほか、これを通じた人材育成等の取
組みによって、交流の増加・深化を図り、定めた将来像に繋げるもので
ある。

地方創生推進タイプ

726 大阪府 大阪府寝屋川市
第２期寝屋川市まち・ひと・しご
と創生推進計画

大阪府寝屋川市の全域

人口減少・少子高齢化が更に進行し、本市の社会経済情勢や行財政を取
り巻く環境は、これまでに経験したことのない厳しい時代の転換期を迎
える。「「あれもこれも」ではなく、「あれかこれか」へ（「選択と集
中」の加速）」、「ポテンシャルを最大限に活かし、更に伸ばす」、
「市民参画によるまちづくりの深化」、「寝屋川水準の政策立案（本質
を捉えたオンリーワンの取組）」を基本的な姿勢に、新たな発想で果敢
に挑戦し、新たな価値を創り、選ばれるまち寝屋川～イノベーションの
創出～の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

727 大阪府 大阪府河内長野市
デジタル技術を活用した多様なコ
ミュニティ創出による地域活性化
事業推進計画

大阪府河内長野市の全域

急激な人口減小と人口構成の不均衡による、地域コミュニティや地域活
動の急速な縮小を抑え、地域活性化を図るため、「デジタル技術を活用
した新たなコミュニティの創出」「主体的な地域活動への参加を促すシ
ビックプライド（市民としての誇り）の醸成」を推進し、「多様な主体
による協働のまち」「市民の本市に対する誇りや愛着が高まり、様々な
場面において選ばれるまち」を目指す。

地方創生推進タイプ

728 大阪府 大阪府大東市
観光振興と地域産業・経済の活性
化による関係人口・定住人口の創
出・拡大事業

大阪府大東市の全域

観光資源のアウトリーチ型・広域的発信を行うことで大東を「知っても
らい」、環境整備やデジタルを活用した魅力コンテンツの充実を図るこ
とによって「訪れる人を増やし」、独自性のある商品開発や商店街とタ
イアップした観光施策を展開すること等により「消費活動する人を増や
す」ことで地域経済を活性化させる。これらにより、大東の新たな魅力
や付加価値、産業の重層化、まちの担い手が創出され、ひいては交流人
口・関係人口の増加につながることを目指す。

地方創生推進タイプ

729 大阪府 大阪府箕面市
二次交通の充実及びＡＲ技術を活
用した箕面周遊・滞在型観光推進
計画

大阪府箕面市の全域

一年を通じた観光客数の増加、観光客による回遊性の向上及び消費の活
性化、観光コンテンツの創出による魅力向上のために、観光スポットを
結ぶ二次交通の導入に向けた試行運行と実証、ＡＲ技術を活用した市の
歴史や自然を感じられるデジタルコンテンツの開発、冬季におけるイル
ミネーション、広域を含む観光ルートの開拓とＰＲを実施する。

地方創生推進タイプ

730 大阪府 大阪府門真市
オール門真による「ものづくり」
ブランディング事業

大阪府門真市の全域

本市の基盤産業である多様な「製造業」の活性化、特に域外からの受
注・域内受発注の連携、高付加価値型企業への転換、新たな製造業の誘
致やスタートアップの促進により、域内所得及び雇用者数の増加につな
げ、域内経済の好循環による経済成長、関係人口の増加を目指す。ま
た、企業の利益率向上により、賃金所得が増加することで、人口減少局
面においても市民が幸福な生活を送り、持続可能なまちとなることが本
市の目指す将来像である。

地方創生推進タイプ

731 大阪府 大阪府東大阪市
２０２５大阪・関西万博出展を通
じた東大阪市内製造業の自立化及
び販路開拓支援計画

大阪府東大阪市の全域

世界規模の集客が想定される２０２５年大阪・関西万博を市内企業の技
術力の発信、ポテンシャル向上の契機と捉え、パビリオン等への出展等
の支援及び市内企業のプロモーションを行う。大阪・関西万博への出展
を通じて時々刻々と変化する社会的需要にも応え得る市内企業の技術力
を全国へアピールすることで都市ブランディングの向上につなげ、地域
経済の発展、関係人口の増加を図る。

地方創生推進タイプ

732 大阪府 大阪府四條畷市
けいはんな学研区域（田原地域）
における、自動運転車を起点とし
た地域主体のまちづくり

大阪府四條畷市の全域

本市は、これまで生活や経済活動の利便性を向上させうるICT等の新たな
技術を巧みに活用し（子どもの見守り活動、市役所窓口のキャシュレス
決済の導入、自宅に居ながら住民票が取得できるシステム等）、産官学
と住民・地域コミュニティが参加・活動し、よりよい地域社会や住みよ
い環境を新たな技術を活用し創り上げている。本事業は、地域主体のま
ちづくりをめざし、四條畷市田原地域に自動運転車の導入に向けた実証
実験等を行い、その成果を市域全体のまちづくりに組み込み、四條畷市
全体の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

733 大阪府 大阪府島本町
まちの魅力の創造・発信による、
地域内経済活性化推進計画

大阪府島本町の全域

町内の消費活動を誘発する事業を複数実施し、町内の経済循環を向上さ
せる。具体的には、民間団体が主体となったイベントの開発、政策誘導
型の創業支援、地域でしか買えないお土産商品開発を実施し、地域内の
消費喚起を図る。また、本取組みを行いながら、本町の魅力をアナログ
媒体とデジタル媒体を組み合わせた、上質なタウンプロモーションを実
施し、地域の認知度を向上させる。にぎわいや活気づくりの拠点整備も
あわせて行う。効果が表れる事業となるよう、外部専門家による支援を
受け、関係者の体制を強化し、事業を実施する。

地方創生推進タイプ

734 兵庫県 兵庫県
ポストコロナ社会を切り拓く競争
力のある「ひょうごの農」展開プ
ロジェクト

兵庫県の全域

今般の新型コロナウイルス感染症拡大のような予期せぬ外的要因が発生
した場合においても、持続的に力強い農業が展開できるよう、安定した
販路の確保、担い手の確保、生産力の強化、農地の有効活用促進等が一
体となった施策の展開による本県農業の維持発展を図り、農業分野が先
導的に地方創生の牽引役を担う。

地方創生推進タイプ

735 兵庫県 兵庫県
ひょうご専門人材相談センター事
業（第３期）

兵庫県の全域

企業の成長戦略を担うリーダーとして、プロフェッショナル人材を首都
圏等から県内へ還流させるため、その拠点となる「ひょうご専門人材相
談センター」を（公財）ひょうご産業活性化センター内に設置し、民間
人材ビジネス事業者と連携したプロフェッショナル人材のマッチングを
推進する。

地方創生推進タイプ
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736 兵庫県

兵庫県、姫路市、西宮市、洲本市、
伊丹市、相生市、豊岡市、加古川
市、赤穂市、西脇市、三木市、高砂
市、小野市、三田市、加西市、丹波
篠山市、養父市、丹波市、南あわじ
市、朝来市、淡路市、宍粟市、加東
市、たつの市、猪名川町、多可町、
稲美町、播磨町、市川町、福崎町、
神河町、太子町、上郡町、佐用町、
香美町、新温泉町

「ひょうごで働こう！」ＵＪＩ
ターン就職促進計画

兵庫県の全域

兵庫県及び県下35市町は、続く転出超過や主要産業での人手不足、県内
大学生の県内就職率の低迷、社会資源の偏在などの課題を解決し、地域
が持続的に発展していくため、人や企業・資本が東京圏に一極集中して
いる状況を是正し、地域への流入を促す仕組みを強化する。このため、
マッチングサイトを活用したマッチング支援、地域の実情に応じた起業
支援、東京圏からの移住支援に取り組み、県内中小企業の人材確保及び
社会資源の再分配・地域の活性化、県内への人材還流を目指す。

地方創生推進タイプ

737 兵庫県
兵庫県、兵庫県洲本市、兵庫県南あ
わじ市、兵庫県淡路市

はじまりの島淡路島観光推進プロ
ジェクト

兵庫県洲本市、兵庫県南あわじ市、
兵庫県淡路市の全域

「日本のはじまり淡路島」という物語のもと兵庫県及び淡路島３市、民
間団体等が密接に連携・協力し、観光資源の磨き上げを行うことによ
り、交流人口の拡大や、淡路島の「食」・「モノ」のブランド化等によ
る農林水産業や商工業の振興、新たな雇用創出、UJIターンの増加などを
促進することで、人口減少・超高齢化に対応する地域の持続的成長を目
指す。

地方創生推進タイプ

738 兵庫県
兵庫県、兵庫県洲本市及び南あわじ
市

『～食極めれば淡路島～』　南淡
路地域再生ネットワーク化計画

兵庫県洲本市及び南あわじ市の全域

南淡路地域は、南あわじ市及び洲本市からなり、淡路島の南部に位置し
ている。本地域は、年間を通じて瀬戸内海特有の温暖な気温に恵まれ、
その気候・風土に合った農畜産業が展開されている。そこで両市におけ
る農畜産業を核とした取組みをさらに推進するため、市道と広域農道を
一体的に整備することにより、農畜産物輸送の効率化を通じた農業所得
の向上を図り、併せて新規就農者に対する支援体制を強化することによ
り本地域の基幹産業である農業の持続的発展を図る。

地方創生道整備推進交付金

739 兵庫県 兵庫県神戸市
Be Smart KOBE　「Human×
Smart」な都市づくり

兵庫県神戸市の全域

全国的に人口減少が進む中、市民の生活の質を高めていくには、最先端
技術を生かした質の高いサービスの提供が必要不可欠であることから、
市内で最先端技術の実証・実装に取り組む事業者を支援し、市内への技
術導入を促進する。さらに、分野間のデータを連携する基盤を構築し、
多様なニーズに対応したより高度なサービスの創出につなげ、「Human×
Smart」なまちを実現する。

地方創生推進タイプ

740 兵庫県 兵庫県神戸市
全方面からの人口誘因のための
“こうべぐらし”推進

兵庫県神戸市の全域

神戸市の人口は減少傾向が続いており、人口減少対策が急務となってい
る。一方で、東京圏における地方移住の流れが今後も継続していくと予
想される中、東京圏在住者と神戸市との接点を作り、その後のきめ細や
かなフォローに繋げ、関係性を深めていくことが極めて重要である。ま
た、ウィズコロナの時代においては、移住検討者の価値観やニーズが多
様化しており、丁寧な相談対応やニーズに対応した現地案内などを実施
する必要があり、多様化する移住スタイルに対応することで、新たな層
を取り込むことを目指す。

地方創生推進タイプ

741 兵庫県 兵庫県神戸市
こうべ女性就業・活躍促進プロ
ジェクト

兵庫県神戸市の全域

市内女性の有業率の低さ及び就労希望を活かしきれていない状況を踏ま
え、女性の就労・再就職、キャリアアップ支援に向けた各種プログラム
の実施、役員クラスの女性リーダーの育成、市内中小企業の女性活用サ
ポートを行い、女性が働く希望を叶え、ライフイベントに左右されず多
様な働き方を選択しながらキャリアを築き、活躍できるまちの実現を目
指す。

地方創生推進タイプ

742 兵庫県 兵庫県神戸市
「ローカルイノベーションHUB」
による共創の推進事業と人材育成

兵庫県神戸市の全域

複雑・多様化する地域・社会課題に対応するため、企業・大学・地域団
体等がコンパクトな都市部に集積する神戸市における環境を活かし、企
業・大学・地域団体・行政等の各フィールドを超えた連携・共創を促す
とともに、人材を育成し、民間等が主体的に実施する地域貢献活動やイ
ノベーション創出を支援。各団体の強みを生かし、最大限に活用・活躍
できる環境の構築により、市民が主役・主体となり、まち全体で課題を
解決できる、持続可能な社会・都市の構築を目指す。

地方創生推進タイプ

743 兵庫県 兵庫県神戸市
店舗型モビリティの集積による上
質な滞留空間の創出とまちのにぎ
わいづくり

兵庫県神戸市の全域

都心や駅前エリアなど人流の拡大をめざす場所において、持続的に人々
が滞留している風景を生み出し、人流の活性化を図るべく、店舗型モビ
リティなど柔軟な運用が可能なモビリティビジネスを誘致し、消費者の
ニーズに寄り添った魅力度の高いコンテンツを常時運用し、まちのにぎ
わいの創出と市域経済の発展を目指す。同時に市内沿線駅やオフィスビ
ル、住宅団地での店舗型モビリティの活用による事業者支援や生活サー
ビス向上の取組を進める。

地方創生推進タイプ

744 兵庫県 兵庫県神戸市
海洋都市神戸としての基盤を活か
した新産業「海洋産業」の振興

兵庫県神戸市の全域

国際貿易港として発展してきた神戸市では、これまでに「医療」「航
空・宇宙」といった成長分野での産業集積を進めてきたが、これらに加
え、海洋都市としての基盤を活かした海洋産業の振興を図ることで地方
創生を実現するため、2015年度より海洋産業の調査を開始した。2020年
度には海洋産業振興に向けた10年間のロードマップを策定し、2030年度
を目標に、神戸市の強みを最大限に活かし、海洋産業に関する「企業研
究開発部門」「大学・研究機関」「ベンチャー・スタートアップ企業」
といった『知の集積』を目指す。

地方創生推進タイプ

745 兵庫県 兵庫県神戸市
須磨と淡路島を結ぶサイクリスト
を中心とした新たな海上観光ルー
ト構築に向けた推進事業

兵庫県神戸市、淡路市の全域

滞在型リゾートエリアとして再整備を進める「須磨海岸エリア」と新た
な観光スポット開業などにより話題性が高まる「淡路島」を結ぶ新たな
観光ルートの構築に向け、2か年に渡り海上航路の実証実験を、諸条件を
変えて実施し、条件の変化による需要の変化を確認し、実現可能性につ
いて検討する。また、新たな観光ルートの魅力をＰＲすることで、知名
度を高めるとともに、新たな観光客の獲得につなげ、須磨・淡路島双方
の更なる魅力向上や交流人口の拡大を目指すとともに、インバウンド獲
得による市内経済の活性化につなげる。

地方創生推進タイプ

746 兵庫県 兵庫県姫路市
「SDGs×グリーン」グローカル人
材育成事業

兵庫県姫路市、相生市、加古川市、
赤穂市、高砂市、加西市、宍粟市、
たつの市、稲美町、播磨町、市川
町、福崎町、神河町、太子町、上郡
町、佐用町の全域

姫路市は、令和3年度に選定された「姫路市SDGs未来都市計画」に基づ
き、ライフスタイル・ビジネススタイルの変革を促す「グリーン」の観
点を取り入れ、グローバル人材を育成する。当市で郷土愛を育み、脱炭
素型の生活を身につけたSDGsマインドを持つ若者が、姫路地域で活躍し
つつ、海外と本国をつなぐ「架け橋」となっている姿を目指す。また、
多様なステークホルダーとの連携を図りながら、経済、社会、環境の三
側面における施策を、バランスよく取り組むことにより、持続可能な世
界の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

747 兵庫県 兵庫県姫路市
スマート市民農園×STEM教育によ
る地域に根付くアグリテックの担
い手育成事業

兵庫県姫路市の全域

「１　スマート市民農園事業　農業用ロボットを使用し、障害児・者等
あらゆる人が遠隔で操作可能な市民農園サービスを提供する。」、「２　
アグリテック甲子園　スマート市民農園を改良・改善するアイデアコン
テストを大学生等を対象に行い、優秀なアイデアについては企業との協
働につなげる。」、「３　農業版ＳＴＥＭ教育　農業用ロボットを使用
し、小学生親子等を対象に農業版ＳＴＥＭ教育を行う。」

地方創生推進タイプ
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748 兵庫県 兵庫県姫路市
東京の大学生と連携中枢都市の大
学、高校生による都市のイメージ
アップと地場産品の販路拡大

兵庫県姫路市の全域

姫路市は播磨圏域連携中枢都市圏（8市8町）の連携中枢都市として圏域
全体の経済の牽引を担っている。東京と姫路の若者による都市のイメー
ジアップ事業を立案し、産官学金で構成するコンソウシアムでウィズコ
ロナ、アフターコロナ見据えた事業化を検討し、地場産品の販路拡大を
図る。産業・観光・教育・人口政策を包含する政策間連携により国内外
からの観光客誘致、キャリア教育、起業家支援等も複合的に行い、雇用
や事業承継者を確保しつつU・J・Iターンを促し持続可能な真の連携中枢
都市としての役割を果たす。

地方創生推進タイプ

749 兵庫県 兵庫県姫路市
姫路城世界遺産登録30周年記念イ
ベントを中心とした滞在型観光の
推進

兵庫県姫路市、相生市、加古川市、
赤穂市、高砂市、加西市、宍粟市、
たつの市、稲美町、市川町、福崎
町、神河町、太子町、上郡町、佐用
町の全域

姫路城が日本初の世界遺産として登録されてから、2023年12月11日に30
周年を迎えるため、姫路城の本質的価値や魅力を高める取り組みを推進
する。あわせて、ウィズコロナ、アフターコロナへの対応として、記念
事業やその効果を通じて、文化・国際交流・地場産振興など総合的に取
り組み、本市の多様な魅力を発信することによって、国内外からの誘客
促進を図り、いち早い観光需要の回復を目指すとともに、地域一体と
なったおもてなしによる交流人口の拡大によって、姫路市ブランドの構
築を目指す。

地方創生推進タイプ

750 兵庫県 兵庫県姫路市
ウィズコロナ時代のニューノーマ
ルな雇用促進パッケージプラン

兵庫県姫路市、相生市、加古川市、
赤穂市、高砂市、加西市、宍粟市、
たつの市、稲美町、市川町、播磨
町、福崎町、神河町、太子町、上郡
町、佐用町の全域

「１地域密着型就職支援サイト「ＪＯＢ播磨」の運営　企業情報、求人
情報の掲載、各種イベントの告知、ＡＩ面接導入促進、移住・子育て支
援情報等を掲載。」、「２新卒者向け事業　インターンシップイベント
「あっと！姫路」、暮らしと仕事の魅力発見ツアー」、「３既卒者・転
職者向け事業　ウェブ会議等も含めたビジネスマナー、履歴書の書き
方、キャリア形成等に関する研修の実施」、「４高校生向けフィールド
スタディ　株式会社マイナビと共催し、「探求学習」の授業の一環とし
て地元企業での職場体験、企業研究を実施。」

地方創生推進タイプ

751 兵庫県 兵庫県西宮市
スポーツを核とした甲子園エリア
活性化計画

兵庫県西宮市の全域

多くのスポーツ選手が生活し、スポーツインフラが豊富な西宮市におい
て、スポーツビジネスに興味を持つ事業者、大学（研究者）、アスリー
トが参画するプラットフォームを立ち上げ、スポーツアカデミーを開講
し、事業・起業支援、スポーツ関連ビジネスの人材育成、元スポーツ選
手のセカンドキャリア支援等を行い、多種多様なスポーツビジネスの創
出につなげる。また、甲子園エリアの魅力を発信するＰＲ媒体の作成や
スポーツ関連の賑わい創出イベントを実施し、周遊観光による市内外の
交流人口の増加につながる事業を実施する。

地方創生推進タイプ

752 兵庫県 兵庫県西宮市 西宮起業家支援センター運営事業 兵庫県西宮市の全域

西宮商工会館の一部に創業支援の拠点施設となる「西宮起業家支援セン
ター」を設置し、国・県や商工会議所、金融機関等に加えて市内の大学
とも連携し、幅広い層による起業を促進する環境を整備する。住宅都市
特有の多種多様な消費者ニーズに対応した、生活の質を高めるサービス
産業を中心として小規模なマーケットでの起業を一層促進するために、
起業を志すところから開業・継続・発展に至るまで、新しいビジネスへ
の挑戦の各段階に応じた切れ目のないきめ細かな支援を図り新たな産業
の担い手の創出に繋げ地域経済に活力と雇用をもたらす。

地方創生推進タイプ

753 兵庫県 兵庫県西宮市
西宮市まち・ひと・しごと創生推
進計画

兵庫県西宮市の全域

阪神・淡路大震災により激減した人口は、震災復興により平成27年には
487,850人まで増加したが、平成28年をピークに減少に転じている。人口
減少が始まっている地域では、高齢化が急速に進みつつあり、地区内で
の支え合いやコミュニティ活動の継続が困難となることや空き家の増加
などの課題が想定される。今後の人口減少に歯止めをかけるため、本市
の特徴を生かし「文教住宅都市」として魅力あるまちづくりの取り組み
を進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

754 兵庫県 兵庫県豊岡市
世界につながる豊岡の産業強化と
支える人づくり推進

兵庫県豊岡市の全域

豊岡の基盤産業の強化を図り、地域経済の活性化と支える人材の育成を
行い、UIターン者の増加とその定着、関係人口の増加を目指す。具体的
には、インバウンド誘客を強化し、観光消費額の拡大を図り、鞄産業、
農業では、国内外の販路拡大で出荷額等を増加させるとともに、支える
人材の確保と育成を行う。そして、新たな分野への展開や創業支援を併
せて実施することで地域経済の活性化を促進し、UIターン者を確保・増
加させ、豊岡の産業や豊岡のまちづくりに共感した人々を豊岡を支える
関係人口として増加させていく。

地方創生推進タイプ

755 兵庫県 兵庫県豊岡市
多様な人々が活躍する機会の創出
事業

兵庫県豊岡市の全域

子育て支援総合拠点等を活用し、子育てを応援する事業、ジェンダー平
等を推進する事業、外国人市民の参画機会を創出する事業、賑わいと新
たな結合を創出する事業を連携させて展開することとし、多様な人々が
交流し、活躍できる、社会包摂のまちづくりを進め、豊岡のまちづくり
に共感した人々の定住と豊岡を支える関係人口を増加させていく。

地方創生推進タイプ

756 兵庫県 兵庫県豊岡市
深さをもった演劇のまちづくり事
業

兵庫県豊岡市の全域

人口減少のスピードを緩和し、豊岡で暮らすことの価値と魅力を高め、
若者回復率を男女とも50％に上昇させる。そのために、深さをもった演
劇のまちづくりを進め、単に演劇が盛んなまちではなく、社会や生活の
様々な場面に演劇や演劇的なものの考え方がしみ込んだ新たな地域活力
を創造し、豊岡のまちづくりに共感する移住・定住者を増やとともに、
関係人口の増加を図る。

地方創生推進タイプ

757 兵庫県 兵庫県川西市
「誰もが住み慣れたまちで力を活
かせる」かわにしまちづくり事業

兵庫県川西市の全域

ライフスタイルの多様化が進む中で幸せの価値観は人それぞれ異なる
が、本市は「誰もが何気ない日常に感じるまちづくり」を大切な方針と
位置付けている。起業や趣味活動等、自分の力を発揮できる場所がある
ことは幸せを実感する上で大切な要素であり、多様な人材が住み慣れた
まちで力を活かせる環境づくりが肝要となる。　本市はそういった個々
の活動もまちづくりにつながるものと捉え、地域で力を活かせる仕組み
をつくることで「生涯活躍のまち」の実現を図る。

地方創生推進タイプ

758 兵庫県 兵庫県三田市
地域活躍人材育成プログラム「三
田スモカモス・プロジェクト」

兵庫県三田市の全域

本市では20代の若者の転出超過が続いており、特に人口の過半を占める
ニュータウンの住民は、本市に対する愛着が薄く、そこで生まれ育った
若者・学生は、地域との関わりを持たないまま、進学や就職を機に転出
していく。また、市内にある高等教育機関に在籍する学生等も卒業と同
時に本市を離れてしまう。このような若者・学生等を対象に地域とつな
がりを持つことのできる取り組みモデルを構築し、「三田に残る」、
「関わり続ける」、離れた後も「戻ってくる」選択肢を持てるように
し、定住・Uターンの推進、関係人口の創出・拡大を図る。

地方創生推進タイプ

759 兵庫県 兵庫県三田市
三田市千丈寺湖畔再生プロジェク
ト

兵庫県三田市の区域の一部（広野地
区、三輪北部地区、小野地区）

本市は、北摂三田ニュータウン開発の影響から、過去に人口増加率10年
連続日本一経験した郊外住宅都市である。開発が終了する中、人口急増
期に増加した市民の高齢化や20代の若者の転出により人口構造に偏りが
生じており、本市の人口減少の要因のひとつとなっている。市北部には
里山等の地域資源が豊かであり、大阪・神戸圏からの利用者も多い。
種々様々なアウトドア活動の場を磨きあげることで新たな交流人口を創
出し、農村地域の活性化を進めるとともに、関係人口化を進めるため、
千丈寺湖畔再生プロジェクトを実施する。

地方創生推進タイプ
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760 兵庫県 兵庫県加西市
古民家再生お試し居住による地域
交流活性化事業

兵庫県加西市の全域

市内の空き家となっている古民家をリノベーションして、移住希望者向
けのお試し滞在や関係人口として加西市に関わることを希望する者のた
めの総合相談窓口として活用することにより、都市部からの人の流れと
地域の賑わいを創出することを目指す。

地方創生推進タイプ

761 兵庫県 兵庫県南あわじ市
道の駅うずしおを核とした地域活
性化拠点整備事業

兵庫県南あわじ市の全域

本市の観光産業は、2025年の大阪・関西万博の開催に加え、大鳴門橋桁
下の自転車道整備など、好機を迎える。この機を逃すことなく、地域活
性化や観光交流人口の増加を図り、域内並びに周辺地域の好循環を生む
ため、ひいては雇用の拡大、定住化を実現するため、道の駅うずしおを
再整備する。加えて、デジタル技術等を活用し、本市及び周辺地域の魅
力を来訪者に伝えることにより、当該施設を拠点とした鳴門海峡エリア
を国内旅行・インバウンドの一大観光地とすることで、本市の地方創生
の源泉とするものである。

地方創生拠点整備タイプ

762 兵庫県 兵庫県多可町
多可町活力ＴＡＫＡまる人材育成
確保重点計画

兵庫県多可郡多可町の全域

R７年４月オープン予定の「生涯学習まちづくりプラザ」で、本町で現在
暮らす住民と多可町と関わりをもつ関係人口が互いに学び合い個々の経
験や能力を活かし、地域課題の解決や地域資源を活用した起業創業など
で人材を育成・確保し、地域活力の向上を目指す。『敬老の日提唱のま
ち』として、心身ともに健康で生涯にわたり活躍できるまちとして、健
康診断結果等のデータに基づくアプローチで住民の健康管理を行う。そ
の結果、知力・体力ともに向上できる本町での暮らしが評価され、本町
で活躍したい人を新たな担い手として確保していく。

地方創生推進タイプ

763 兵庫県 兵庫県佐用郡佐用町 佐用町地域創生推進計画 兵庫県佐用郡佐用町の全域

佐用町では、自然減・社会減による人口の減少が加速的に進行してい
る。これにより、地域経済力の低下に伴う雇用機会の減少や、地域の賑
わいの喪失、生活基盤の弱体化、誰もが安心して暮らしていける環境が
脅かされる事態が懸念される。これらの課題に対応するため、町民が結
婚・出産・子育てしやすい環境の整備、移住・定住の促進、安定した雇
用の創出や誰もが安心・安全に暮らし続けることができるまちづくりに
取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

764 奈良県 奈良県
未来を造る新技術と新産業の振興
事業

奈良県の全域

奈良県は製造業における研究開発を促進することで、県内産業の基盤強
化と新規産業の創出を図る。そのため、地域の中小企業の技術に関する
相談窓口として様々な支援をしている公設試験研究機関が充分な連携を
図ることで、民間企業の研究開発の効率化による早期の事業化、製品化
を図り、県内産業の活性化に繋げる。また、民間企業の研究開発を支援
する補助制度を設け、民間企業が主体となった研究開発を促進する。

地方創生推進タイプ

765 奈良県 奈良県
コロナ禍及びアフターコロナにお
ける県内就労支援と職場定着・離
職防止支援

奈良県の全域

「県内就労促進・再就職支援」、「職場定着・離職防止」、「人材育
成」の３項目を柱とし、コロナの影響を受けて解雇された離職者や、
UIJ、大学生、若者、留学生、高齢者、障害者、女性、非正規雇用者等、
多様な人材と県内企業とがマッチングできる仕組みを構築し、また、離
職しても学び直してスキルアップ、キャリアチェンジし、県内企業に再
就職できるための、就職から職場定着までの一貫した支援を推進してい
く。

地方創生推進タイプ

766 奈良県 奈良県
2025大阪・関西万博を契機とした
周遊型観光と食・農の消費・販路
拡大促進プロジェクト

奈良県の全域

関西が世界から注目される万博開催を契機として、奈良県中南部を中心
とした地域の知られざる魅力を掘り起こすとともに、政府機関等と連携
して国内外へ情報発信することにより、新たな観光誘客、周遊促進につ
なげる。奈良の「食」を新たな観光資源ととらえ、「食」と「農」に
「観光」を関連付けることにより、相乗効果により訪奈良需要を喚起さ
せる。また、宿泊施設誘致の強化や、各地域での様々なテーマのイベン
ト開催及び地域の人材育成等を通して、受入環境を整備し、関係市町
村、地元生産者及び飲食店等のネットワークの強化を図る。

地方創生推進タイプ

767 奈良県 奈良県
奥大和地域における拠点のネット
ワーク化とシビックプライドの醸
成

五條市、御所市及び宇陀市並びに奈
良県山辺郡山添村、宇陀郡曽爾村及
び御杖村、高市郡高取町及び明日香
村並びに吉野郡吉野町、大淀町、下
市町、黒滝村、天川村、野迫川村、
十津川村、下北山村、上北山村、川
上村及び東吉野村の全域

奥大和地域は、急激な人口減少が進む中、地域における一番の課題を人
口減少対策と捉え、特に若年層の減少を抑制するため、「働く場」と
「働く人」をどのように増やしていくかに重点を置き、誰もが住みよい
環境づくりを進める。また、「デジタル化」を推進するとともに、人が
集まる「拠点を形成」し、「拠点を結節する」という戦術で、取組を進
める。また地域を支える「人材の育成・確保」では、地域で育成した人
材が地域内で活躍するような取組を進める。

地方創生推進タイプ

768 奈良県 奈良県 県内成長企業の人材支援 奈良県の全域

成長を目指す県内企業の課題解決・活性化に向けた支援として、従来の
副業プロ人材に加えて「ふるさと副業」による奈良県出身者の活用やデ
ジタル化の推進等を実施する。また、高齢化に悩む企業への継続支援と
して、労働条件を見直す企業努力を促すとともに、県のリスキリング事
業と連携してデジタル時代に合致する人材を企業へ提供する。さらに、
本事業の出口戦略として県庁版ハローワークとプロ人材拠点を統合し、
無料から有料人材紹介（副業プロ人材を含む）までワンストップで企業
の人材ニーズに応える。

地方創生推進タイプ

769 奈良県

奈良県、奈良市、大和高田市、大和
郡山市、天理市、橿原市、桜井市、
五條市、御所市、生駒市、香芝市、
葛城市、宇陀市、山添村、平群町、
三郷町、斑鳩町、安堵町、川西町、
三宅町、田原本町、曽爾村、御杖
村、高取町、上牧町、王寺町、広陵
町、河合町、吉野町、下市町、黒滝
村、天川村、野迫川村、十津川村、
下北山村、上北山村、川上村、東吉
野村

東京圏からの県内移住就労促進と
起業支援

奈良県の全域

若者を中心とした地方から東京圏への転出超過が続く中、①移住者の移
住に伴う経済負担を軽減するための支援金の支給、②移住希望者と地方
中小企業とのマッチング支援、③地域において社会的課題を解決する事
業についての起業に関する事業資金の助成や伴走支援を行う取組によ
り、ＵＩＪターンによる就業者の確保及び起業の創出を促進する。

地方創生推進タイプ

770 奈良県 奈良県及び奈良県吉野郡川上村
都市にはない豊かな暮らしづくり
計画

奈良県吉野郡川上村の全域

川上村は、「吉野林業」の中心地として樽丸や住宅用材など、優良な木
材を生産・供給してきたが、生活様式の変化や工業技術の発展等から優
良材ニーズは激減し、現在の木材需要に合致した商品開発や一貫供給体
制による効率化等、従前とは異なる取り組みが不可欠となっている。そ
のため、当事業により木材搬出に必要な道路を整備し、林産物の生産・
出荷コストの低減を図り、林業の雇用創出と木材生産の増加を通じた振
興を図る。

地方創生道整備推進交付金

771 奈良県 奈良県奈良市 元気なら農業活性化プロジェクト 奈良県奈良市の全域

奈良市の観光、料飲、農業、福祉の連携を目指し、農業を主体とした新
たな働き方の受け皿構築を図る。総合的なマネージメントができる農業
者を育成する。高付加価値農業を実現する。このため、観光や料飲への
供給ニーズが高く高付加価値を持った果樹への転作を目指す。「もの」
だけではなく「こと」が売れる特産品開発を目指す。農家アウトドアレ
ストラン（畑の周辺のアウトドアで料理を楽しむ）や畑の八百屋さん
（消費者が収穫された農産物を畑で購入する）などを開催する。

地方創生推進タイプ
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772 奈良県 奈良県大和郡山市
大和郡山城下町エリア商業リブラ
ンディング事業

奈良県大和郡山市の全域

本市の商業の中心である城下町エリアでは商店街の衰退が課題となって
いる。この課題解決のために、新たにリブランディング推進チームを立
ち上げ、城下町エリアの価値向上を目的としたエリアプロデュースやリ
ブランディングプランの検討を行う。また、リブランディングプランに
基づいた定期マーケットや既存商店の魅力を伝える冊子等を作成するこ
とで、新たなファンを獲得、リピーター化を図り、商店街の利用者の増
加に繋げる。さらに、伴走型の創業支援を充実させることで、新規創業
を促し、城下町エリア内の都市型産業の集積を目指す。

地方創生推進タイプ

773 奈良県 奈良県天理市
移住定住促進と関係人口創出によ
るまちづくり推進事業

奈良県天理市の全域

暮らし方や働き方の見直しにより、都市から地方回帰の流れも高まりつ
つある中、本市は既存宅地以外に流通、活用できる土地が少ないこと
や、増加している空き家の利活用が課題となっている。そのため、移住
希望者と移住者とのかけ橋となる移住促進団体の支援や、空き家を活用
し移住促進を行う「移住促進事業」を実施する。また、移住促進事業
を、雇用に対するしごとマッチング事業や、寛容で地域課題解決型のコ
ミュニティづくりによる関係人口創出事業と掛け合わせて実施すること
により政策間連携を図り、事業を展開していく。

地方創生推進タイプ

774 奈良県 奈良県橿原市
移住促進コンシェルジュ育成と官
民連携移住促進体制整備事業計画

奈良県橿原市の全域

現在、移住希望者に地域の紹介や、空家所有者との仲介等を実施してい
るNPO法人を中心に、市移住担当職員も合わせて「移住促進コンシェル
ジュ」として育成して移住窓口を一元化し、住・職・子育て等の多様な
支援、相談ができるようになることで、潜在的移住者の確実な獲得と転
入増加に繋げる。また、移住者が本市に求める支援策や改善点を移住・
定住サポートネットワーク連携事業者と共有することで、民間の専門的
知識を活用した施策の展開を図る。将来的には移住促進コンシェルジュ
を民間機関として、自立する組織づくりを進める。

地方創生推進タイプ

775 奈良県 奈良県橿原市
第２期橿原市まち・ひと・しごと
創生総合戦略推進計画

奈良県橿原市の全域

橿原市第４次総合計画基本構想に定める将来ビジョン「はじまりから未
来へ、つながりきらめくまち かしはら」を戦略的に実現することを目指
し、「地の利を活かしたしごとの場づくり」「新たな人の流れや交流を
盛んにする魅力づくり」「安心して子どもを産み育てられる環境づく
り」「安心して健康に暮らせるまちづくり」の４つの基本目標達成を図
り、合計特殊出生率の改善や人口流出の抑制を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

776 奈良県 奈良県五條市
新庁舎及び旧庁舎周辺を核とした
にぎわいづくりによる関係人口創
出計画

奈良県五條市の全域

関係人口の創出に向け、①これまで地域との関りがあった人たちが、改
めて地域とつながりを持つ機会を創出する地域のシンボルづくりを行
う。②新たな関係人口の獲得に向け、地域資源の魅力を現在の感性で見
直すべく、大学生などの地域外の若者の視点を活用したイベントの構築
とデジタル化社会を活用した仕組みづくりを行う。これらに、③これか
ら地域に関りを持ちたいと考える人たちのニーズにあった取組をし、関
係人口が関係人口を呼ぶ好循環を目指す。

地方創生推進タイプ

777 奈良県 奈良県生駒市
生駒市まち・ひと・しごと創生推
進計画

奈良県生駒市の全域

生駒市まち・ひと・しごと創生総合戦略で目指すまちの姿「働き盛り世
代が多様な働き方を選択でき、安心して２人目、３人目の子どもを産
み、育てられるまち」の実現に向け、子育て世帯を主なターゲットと
し、子育てしやすいまちを目指すとともに、働き盛り世代に焦点をあ
て、希望のしごとができるまちや住みたいまちを目指す事業

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

778 奈良県 奈良県葛城市
葛城IC周辺エリアを軸とした観光
産業創出事業

奈良県葛城市の全域

奈良県西の玄関口として相撲を軸とした葛󠄀󠄀󠄀ブランドの確立、南阪奈道
路のかつらぎICエリアを中心とした賑わいの創出や将来的には宿泊施設
を誘致することで滞在型観光を促進するとともに地域の稼ぐ力を向上さ
せ、観光の産業化を図る。観光を産業化することで、観光消費額の増加
や雇用機会の創出、地産地消による農業への波及に繋げ、さらなる人口
増を目指す。また、周辺市町村との広域観光を促進することで、良い相
互作用をもたらし、より一層の効果を生み出していく。

地方創生推進タイプ

779 奈良県 奈良県三宅町
みやけ発ローカルスタートアップ
推進事業

奈良県三宅町の全域

三宅町総合戦略における基本目標の１つとして、「次世代につなぐ仕事
の仕組みづくり」を掲げ、町として「新しい働き方や仕事（起業・創
業、既存企業）の支援」を行うことを謳っている。新しい産業を興そう
とするアントレプレナーシップ精神を持つ人材を育成する仕組みを構築
し、近隣の地域も巻き込みながら日本全国ひいては世界に飛び立つ人材
を育成する。時代とともに複雑多様化する地域課題を解決し、町と共に
「スタートアップならみやけ」と呼べるような「みやけローカルスター
トアップ」を推進していく体制づくりを目指す。

地方創生推進タイプ

780 奈良県 奈良県広陵町
地域資源の高度化によるブラン
ディング実践事業

奈良県広陵町の全域

地場産業である靴下及び町内での生産が盛んである苺について、生産者
が国内外の販路へ展開していくために必要な人材やノウハウを有してい
ないことから、ブランディングを実践するに当たって専門的な知見を有
するコーディネーターの存在や情報を国内外に広く発信するプラット
フォームを軸としたＰＲを実施することにより、自社ブランド商品の販
売比率向上や消費者、飲食事業者への認知度を高めることで、新たな雇
用を創出するための収益を確保し、地域経済全体の活性化を実現する。

地方創生推進タイプ

781 奈良県 奈良県天川村 洞川地区まちづくり計画
奈良県天川村の区域の一部（洞川地
区）

点在する観光施設を集約し、不足している機能を追加し拠点施設として
整備することにより、観光資源である「世界遺産」、「吉野熊野国立公
園」の魅力を最大限活かし、修験道体験や世界遺産の山を眺望する登山
の拠点施設として活用することにより、滞在時間の延長、観光消費額、
宿泊者数の増加を図る。また、特産品「夏イチゴ」の紹介、販売を行
い、施設の熱源に未利用間伐材を利用することで所得向上を図る。これ
らを複合的に行うことにより、過疎・高齢化に伴う人口減少問題に対応
した取組を行える持続可能な観光地となることを目指す。

地方創生拠点整備タイプ

782 奈良県 奈良県下北山村
村の未来を担う人材育成　関係人
口・交流人口の拡大事業

奈良県下北山村の全域

人口減少・少子高齢化による地域の担い手不足や働き手不足等の影響が
懸念される中、本村では近年取り組んできた地方創生によって都市部か
らの人の流れが少しずつ創出されてきた。この流れを加速させ継続的な
循環を起こすため、地域の中核人材の育成や都市部企業とのネットワー
クを活かし、課題解決に向けて行動できる体制を構築する。また、関係
人口の創出や観光コンテンツの開発等により観光振興の担い手を育成
し、交流人口を拡大することで次世代を担う多様な人材が活躍できる村
を目指す。

地方創生推進タイプ

783 和歌山県 和歌山県
和歌山産品デジタル販売力強化プ
ロジェクト

和歌山県の全域

ターゲットとする消費者層に応じたＥＣサイトの構築から商品開発等に
至るまで、中小企業・小規模事業者、農林漁業者に対して、その取組状
況に応じて支援するとともに、バイヤーとのマッチングや商品等のＰＲ
など販売促進策を国内外に展開する。

地方創生推進タイプ
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784 和歌山県 和歌山県
和歌山県プロフェッショナル人材
事業

和歌山県の全域

本県が抱える人口減少問題や東京一極集中に伴う人手不足の深刻化と
いった構造的な課題を解消するため、プロ人材や副業兼業人材等の多様
な人材の活用を推進し、その中で特にデジタル人材の活用を推進するこ
とで、県内中小企業がERP導入による経営の見える化やAIツールによる業
務改善、ロボットによる生産性向上などを実現できるようになり、県内
中小企業の経営力向上・競争力強化につなげる。

地方創生推進タイプ

785 和歌山県

和歌山県、和歌山市、海南市、橋本
市、有田市、御坊市、田辺市、新宮
市、紀の川市、岩出市、紀美野町、
かつらぎ町、九度山町、高野町、湯
浅町、広川町、有田川町、美浜町、
日高町、由良町、印南町、みなべ
町、日高川町、白浜町、上富田町、
すさみ町、那智勝浦町、太地町、古
座川町、北山村、串本町

デジタル人材等和歌山を支える産
業人材の流入促進

和歌山県の全域

人口減少・東京一極集中に伴う人手不足の深刻化や地域課題の増大・多
様化といった本県が抱える構造的な課題を解消し、県勢の持続的な発展
を図るため、本県の仕事・暮らしに関する魅力発信力を強化するととも
に、デジタル技術を活用して起業や移住をする者を後押しする支援制度
を構築することで、進学・就職を機に転出した多くの本県出身者や全国
のUIJターン就職希望者を本県に呼び込み、産業振興や地域の活性化に必
要な人材の確保をめざす。

地方創生推進タイプ

786 和歌山県
和歌山県みなべ町、和歌山県田辺
市、和歌山県

持続可能な梅産業の発展と住民参
画

和歌山県の全域

みなべ、田辺地域では新たな地域の創生戦略として、梅の生産過程等を
踏まえた梅そのものの価値を再認識する中で梅を核とした「農業システ
ム」を世界に誇れる資源として、国連食糧農業機関（ＦＡＯ）に対し
「世界農業遺産」への申請を行い、2015年12月15日に認定された。本地
域としては、世界農業遺産の認定を契機として、引き続き梅産業全般の
グローバル展開を図るとともに、梅産業はもちろん地域の魅力・価値を
再発見、再構築して、その魅力・価値を充分に理解し発信できる人材を
育成し、梅産業のイノベーションを実現する。

地方創生推進タイプ

787 和歌山県 和歌山県及び紀美野町
紀美野へおいでよ！！　ふるさと
紀美野農山村地域ネットワーク計
画

和歌山県海草郡紀美野町の全域

地域道路ネットワークである町道と林道の一体整備により、観光周遊の
構築による観光産業の育成、農林産物流通の合理化や間伐・搬出等の施
業の効率化による農林業の生産性の向上を図り、豊かな地域資源を活か
した総合的な地域産業の振興を図る。それらの結果、地域全体として本
町を訪れる交流人口の増加、移住・定住促進、地域産業の振興が図ら
れ、豊かな自然を活かした美しいふるさと紀美野の農山村地域の発展を
目指すものである。

地方創生道整備推進交付金

788 和歌山県 和歌山県、日高川町
道路を整備し、安全なまちづくり
と地域産業を振興する計画

和歌山県日高郡日高川町の全域

交通の骨格となる国道424号・主要県道御坊美山線を基軸に、災害時に町
道を迂回できる「町道愛川線」の整備等ルートの多重性を確保するほ
か、伊藤川地区・藤野川地区の集落の安全に資する「町道伊藤川藤野川
線」の整備を行い、集落から都市部への走行時間短縮便益をあげるため
に「町道大又岡本線」の整備を行う。また、地域産業である林業の振興
を図るため、「林道小谷線・新行線・川合湯ノ又線・小薮川線」の整備
を行う。

地方創生道整備推進交付金

789 和歌山県

和歌山県御坊市、和歌山県美浜町、
和歌山県日高町、和歌山県由良町、
和歌山県印南町、和歌山県みなべ
町、和歌山県日高川町

体験交流型観光を基軸とした御坊
日高広域まちづくりプロジェクト
～人こそが地域を創る～

和歌山県御坊市並びに和歌山県日高
郡美浜町、日高町、由良町、印南
町、みなべ町及び日高川町の全域

観光振興を基軸にした協働によるまちづくりを進めるため、１市６町の
広域連携及び官民協働による地域内外の人をつなぐ新たな組織を設立
し、体験交流型観光の推進体制を整備し、教育旅行を中心にした団体の
体験交流型旅行の受入等を行う。これにより、交流人口及び関係人口を
拡大させ、観光事業者等の売上増加や一次産業従事者の所得向上につな
がる経済波及効果並びに地域コミュニティの維持・強化、人材育成、地
域住民の地域への愛着と誇りの醸成等といった社会的効果を生むものと
する。

地方創生推進タイプ

790 和歌山県 和歌山県田辺市 多様なツーリズム推進計画 和歌山県田辺市の全域

登山やアウトドアに関心のある層をターゲットに活用を図り、「低山ト
ラベル」という楽しみ方をテーマにすることで、差別化を図り、低山ト
ラベルという旅のスタイルの普及を本市が先駆的に取り組むことで、本
市のブランディングにつなげる。このような新たな需要を創造するとと
もに、多様なツーリズムの推進による新たな客層及び持続的な誘客へと
つなげ、他の施策等とも連携させることで、市内観光の回復と地域経済
の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

791 和歌山県 和歌山県田辺市
観光を軸とした持続可能な地域づ
くり推進計画

和歌山県田辺市の全域

2023年～2025年にかけて、本市への誘客やプロモーションの好機となる
大型事業が続くことから、これを契機に世界遺産を核とした観光振興及
び多様なツーリズムを加速させながら、それと連動して、本市の主要産
業であり地域景観を形成する農業と林業に係る保全と活用を両立する観
光コンテンツを造成することにより、観光を軸とした産業振興、景観保
全を図るとともに、シビックプライド醸成、移住定住、雇用創出の循環
を生み、持続可能な地域づくりにつなげる。

地方創生推進タイプ

792 和歌山県 和歌山県かつらぎ町 かつらぎ熱中小学校推進計画 和歌山県かつらぎ町の全域

「大人の社会塾・熱中小学校」を開校し、首都圏の企業経営者や研究者
を講師に招く。地域の事業者のマーケティング・経営分析・情報発信力
が向上するとともに、熱中小学校を通じて協力関係を築き、競争力の高
い地域産品を創出する。講師や姉妹校等との人脈を形成し、産品のブ
ラッシュアップ、販路開拓、プロモーションを図る。地域の有識者によ
る郷土教育を行い、郷土愛の醸成を図る。有識者・若年層・高齢者を結
びつけ、全ての住民が地域づくりに貢献できる環境を構築する。併せ
て、産品にストーリーや付加価値をつけることに繋げる。

地方創生推進タイプ

793 和歌山県 和歌山県伊都郡高野町
高野町まち・ひと・しごと創生推
進計画

和歌山県伊都郡高野町の全域

産業の活力創出に取り組むまちづくり事業、「住んでよし、訪れてよ
し」のまちをつくるまちづくり事業、すべての世代が生き生き暮らせる
まちを創るまちづくり事業、安全で安心な生活を実現するまちづくり事
業を通じて、町民の結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図り自然
増につなげる。また、移住を促進するとともに、安定した雇用の創出や
安全で安心できるまちづくりを促進し、社会減に歯止めをかけるための
取り組みを行い、地域の活性化を目指した施策を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

794 鳥取県 鳥取県
共助でつなぐ「食のみやこ鳥取」
の推進

鳥取県の全域

県民・事業者等に県産農林水産物の魅力の理解や消費拡大を図るため、
まちの商店街等を中心に地産地消を推進するイベント等を支援すること
により、住民の地域への愛着や地域課題への関心を高め地域活動への参
画を促進する。さらに都市部からの就農等のほか、副業・兼業といった
新しい働き方を推進することにより、県内産地への人の流れを創出する
など、消費者側・生産者側の双方にアプローチすることにより、持続可
能な農業の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

795 鳥取県 鳥取県 鳥取県の活力創出・魅力満喫事業 鳥取県の全域

誰ひとり取り残さない持続可能な地域社会の実現に向け、デジタル技術
等の最新の知見を活用し、中山間地域の活性化を図る。また、交通手段
を統合し一体的なサービスとして提供する仕組みの整備を行い全ての利
用者が快適に移動できる環境を整えることで、県内移動者及び観光客の
増加による地域経済の活性化を図る。更に、観光地や宿泊施設等のバリ
アフリー情報発信ツールを開発し誰もが自由に移動し観光を満喫できる
環境を整備するとともに、地域の活動に積極的に参画できるように健康
増進等の対策を行うことで、地域の活力創出を目指す。

地方創生推進タイプ
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796 鳥取県 鳥取県 高度ビジネス人材活用推進計画 鳥取県の全域

「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し、都市部大企業等との関
係構築を推進しながら、都市部の高度ビジネス人材の活用により、県内
企業が「攻めの経営」に転身し、ビジネス戦略を実現するためのサポー
トを推進する。副業・兼業を含めた多様な形態による「プロフェッショ
ナル人材」の地域展開を進め、特に都市部での集積が高いデジタル人材
について、これまでの実績とノウハウを活かし、地域企業とのマッチン
グを促進する。

地方創生推進タイプ

797 鳥取県 鳥取県鳥取市、鳥取県
「出会い」「集い」「学び」「つ
ながる」舞台芸術を核とした地域
活性化事業

鳥取県鳥取市の全域

固有の資源である「鳥の劇場」を軸に、多様な人々が「出会い」、「集
い」、「学び」、「つながる」交流拠点エリアを創出するため、交流拠
点整備及び、交流拠点一帯で舞台芸術を核とした人づくり、賑わいづく
りに資する各種事業に取り組む。本取組により、文化芸術の振興はもと
より、産業の振興、交流・関係・定住人口の増加などによる地域の活性
化を目指す。

地方創生推進タイプ

798 鳥取県

　鳥取県、鳥取市、米子市、倉吉
市、境港市、岩美町、若桜町、智頭
町、八頭町、三朝町、湯梨浜町、琴
浦町、北栄町、日吉津村、大山町、
南部町、伯耆町、日南町、日野町、
江府町

とっとり移住・就職マッチング・
起業支援プロジェクト

鳥取県の全域

東京圏からの移住希望者に対し、地方の中小企業の魅力を効果的に情報
発信するため、求人情報を提供するマッチングサイトの開設、効果的な
求人広告作成の支援を行うとともに、地域課題の解決につながる起業の
取組を支援する。また、東京23区に在住又は通勤している者が県内の市
町村に移住し、県が選定する求人に応募して採用された場合及び県内で
要件を満たした起業を行った場合に移住支援金を支給する。

地方創生推進タイプ

799 鳥取県 鳥取県、智頭町
森林の恩恵を活かしたまちづくり
計画

鳥取県八頭郡智頭町の全域

林道因美線、篭山線と併せて作業道を整備し、林業施業の効率化や木材
運搬コストの低減を図り、林業従事者の利便性向上や就業条件を改善
し、地域産業の振興・活性化に繋げる。また、平成３０年７月豪雨のよ
うな災害時には、迂回路としての役割を林道因美線が果たすことが期待
できる。合わせて町道奥本河津原線、町道木工団地線を整備することに
より、那岐山登山、篭山トレッキング客のアクセス改善による観光資源
の活性化を図るとともに、路線バスや緊急車両等の交通安全上の問題や
地域住民の利便性の問題解消を図る。

地方創生道整備推進交付金

800 鳥取県 鳥取県鳥取市

「再エネ地産地消の推進」×「次
世代農業の推進」×「鳥取型ワー
ケーションの推進」によるSDGs未
来都市型ローカルイノベーション

鳥取県鳥取市の全域

再生可能エネルギーのみで行うスマート農業や太陽光発電パネルのリサ
イクルによる発泡材を活用した生産性の高い農業を実証し、市内で戦略
的に展開することより、次世代が魅力を感じる持続可能な農業経営の実
現する。また、新たな電力供給モデルの実証により、再生可能エネル
ギーの普及を進め、持続可能なカーボンフリー社会の実現を進める。さ
らに、これらの動きを題材としたワ―ケーションプログラムの創出によ
り、都市部からの人材確保の仕組みを構築することで、地域資源を活用
したイノベーションの創出と関係人口の拡大を目指す。

地方創生推進タイプ

801 鳥取県 鳥取県倉吉市
人を育て、まちを育てる、くらし
よし倉吉推進計画

鳥取県倉吉市の全域

人口の都市部への流出、特に若年層の社会減に歯止めをかけるため、現
在、本市の若年層の雇用の中心となっている医療・介護・福祉関連事業
だけでなく、成長産業であり若年層に人気のある情報通信産業（IT/DX関
連）や、本市で振興が求められている観光産業等を中心に、若者にとっ
て魅力ある仕事が創出される、活気のあるまちを目指す。

地方創生推進タイプ

802 鳥取県 鳥取県湯梨浜町

WMG2027関西を契機とするグラウ
ンド・ゴルフ海外普及によるイン
バウンド促進及び地域経済活性化
推進計画

鳥取県湯梨浜町の全域

本町発祥のグラウンド・ゴルフが世界的に健康増進のための生涯スポー
ツとして普及することにより、インバウンドの拡大等による地域経済の
活性化をもたらし、町民の誇りを醸成させ、人や資源がより輝く魅力的
な「グラウンド・ゴルフの聖地」を創出したい。

地方創生推進タイプ

803 鳥取県 鳥取県大山町
大山町ひと・くらし・しごと創生
実施計画

鳥取県大山町の全域

次代を担っていく世代や、歴史を紡いでいく世代など、大山町の全ての
世代における「ひとづくり」の取り組みを通し、ハード事業からソフト
事業まで、定住・子育て・健康維持のための「くらしの土台作り」の充
実を進める。また、引き続き、第一次産業を中心に、地域経済を活発化
していくために、大山町の地力を高める「地域人材と新たな人材による
しごとづくり」を強化する。さらに、持続的で継続性のある町の運営を
進め、一人ひとりの楽しさが循環するまちとして地域力を高めながら、
暮らしの充実、IJUターン者数の増加を目指す。

地方創生推進タイプ

804 鳥取県 鳥取県南部町	
「全世代・全員活躍のまち南部
町」推進プロジェクト

鳥取県南部町の全域

「交流・居場所」「活躍」「しごと」「住まい」「健康」の分野ごとの
取組みを官民一体となって実施することで、誰もが居場所と役割を持
ち、つながりを持って支え合う「地域コミュニティ」を形成し、その情
報を町内外で積極的にPRすることで、以前から住んでいる町民が「南部
町に住み続けたい」と思い、町外の人々や企業・団体等が「南部町に住
みたい、関わりたい」と思うような「全世代・全員活躍のまち南部町」
を目指す。

地方創生推進タイプ

805 島根県 島根県
島根の特徴を生かした魅力ある産
地づくり

島根県の全域

産地づくりを始める地域に対し、計画・組織・制度等の仕組みづくりか
ら地域資源や強みを生かした農林水産物の生産、IＣＴ化により生産性を
向上させる取組や高収益作物への転換、販路拡大までをマーケットイン
の考え方を徹底しながら一体的に支援する。

地方創生推進タイプ

806 島根県 島根県
しまねのチカラ！組織連携による
地域の自立性向上プロジェクト

島根県の全域

これまで地域の課題解決に向けた機運醸成や計画づくり、実践活動など
地域運営の全体に対し支援してきたが、これからは、公民館エリアを基
本単位とした生活機能の維持・確保に特化した取組を支援するととも
に、新たに複数の公民館エリアの連携による担い手の確保を図ることで
生活機能の維持・確保の取組を重点的に支援し、モデルとなる地区を構
築し、広く県内に波及させる。併せて、自主財源の確保を図るために、
地域運営組織の収益事業への取り組みに対し支援する。

地方創生推進タイプ

807 島根県 島根県
ものづくり・ＩＴ産業競争力強化
プロジェクト

島根県の全域

県内企業の99.9%が中小・小規模企業であり、経営資源も限られるため個
社単独での新たなイノベーションの促進が困難。また、生産年齢人口の
一層の減少が予想される中、県内産業の活力を維持していくためには、
人材の確保や県外からの外貨獲得が必要。地域経済を牽引している、も
のづくり産業分野、ＩＴ産業分野において、県内企業の成長のための基
盤強化や新しい取組への支援を進めるとともに、研究開発や販路確保・
拡大等の支援を行うことで、競争力強化や生産性・付加価値の向上を推
進し、良質な雇用の創出を図る。

地方創生推進タイプ
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808 島根県 島根県
地域の農林水産業をけん引する
「中核的担い手」育成プロジェク
ト

島根県の全域

UIターン者や半農半X（エックス）実践者、青年就業者、女性、定年帰農
者など多様な担い手を新規就業者として確保し、自営就業者として成長
する過程、さらに地域産業をけん引する「中核的な担い手」を目指す経
営体の規模拡大までを総合的に支援する。

地方創生推進タイプ

809 島根県 島根県
縁結びからはじまる、しまねの応
援プロジェクト～笑顔あふれる結
婚・子育て・働き方支援～

島根県の全域

島根県には「多世代同居の割合が高いこと」、「保育所待機児童率が低
いこと」など、子育てしながら働きやすい環境があり、こうした強みを
活かしながら、結婚、妊娠、出産、子育てまで切れ目ないきめ細かな支
援や、子育てと仕事の両立支援、女性の活躍など、官民一体となった支
援体制づくりを進めることで、結婚や子育てを希望する人が、安心して
その希望を実現できる島根を目指す。

地方創生推進タイプ

810 島根県 島根県 県内就職促進プロジェクト 島根県の全域

島根県は、全国の他の地域よりも早くから人口減少・少子高齢化という
課題に直面し、若者の県外流出が進むなど、労働力不足が課題となって
いる。一方、県の合計特殊出生率は全国２位と子育て環境が良く、ふる
さと教育などに早くから取り組んでおり将来島根に戻りたいと思う若者
も多い。「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」を目指す将来像
とし、その施策の一つである若者の県内就職の促進に取り組むことによ
り、島根で育った若者が島根で働き、良好な子育て環境のなか次代を担
う子供たちが増え、人口減少に歯止めをかけていく。

地方創生推進タイプ

811 島根県 島根県
地域経済を牽引！強くしなやかな
食品産業育成プロジェクト

島根県の全域

食品・飲料製造事業者による商品開発や地域外への販路拡大の取組を支
援して収益性の向上や経営基盤の強化を図ることにより、地域経済を牽
引する事業者を育成し、原材料の供給元となる１次産業者等の売上や地
域の雇用の拡大に繋げる。

地方創生推進タイプ

812 島根県 島根県
プロフェッショナル人材確保推進
事業

島根県の全域

島根県プロフェッショナル人材戦略拠点を運営し、支援機関や地元金融
機関、民間人材ビジネス事業者と連携して専門人材のマッチングを推進
し、企業の成長と大都市圏から地方への人材還流を促す。併せて、専門
人材を活用する際にかかる有料人材ビジネス会社への紹介手数料及び副
業・兼業人材の移動費等を補助することで、マッチングの活性化、県内
への人材環流の拡大を図る。更に、デジタル人材の活用・スタートアッ
プ企業に対する支援を拡充し、デジタル化に取り組む県内企業及びス
タートアップ企業の専門人材の活用を後押しする。

地方創生推進タイプ

813 島根県 島根県
出雲東部圏域（旧平田市）の産業
と暮らしを支える港づくり計画

島根県出雲市の区域の一部（河下港
及び小伊津漁港）

出雲東部圏域（旧平田市）は、近年過疎化・少子高齢化等の急激な進行
により、地域活力の低下が懸念されている。また、港が地域社会の産業
と暮らしを支える重要なインフラとなっているものの、岸壁や防波堤等
の機能不足により大型船舶への対応や安全な漁業活動に支障が生じてい
る。このため、担い手の確保につながる港湾・漁港を一体的に整備する
ことにより、安定的な物流、地域住民の安全安心な生活を確保するとと
もに、港湾・漁港の連携により、観光客数の増加、水産振興・販路拡
大、にぎわいの創出により地域社会の維持を図る。

地方創生港整備推進交付金

814 島根県
島根県、島根県松江市、島根県安来
市、島根県浜田市

"ご縁も、美肌も、しまねから。"
～新たな魅力で人を呼び込む観光
地域づくり～

島根県の全域

美肌をテーマに、外部人材を活用したアドバイザー事業を軸とした温泉
や食等の地域資源を活用した観光商品づくりや民間企業と連携した美肌
観光をテーマとする観光コンテンツの造成を支援する。また、団体旅行
から個人旅行への転換対応、閑散期対策のための旅行商品造成等の支援
や県外旅行会社への“美肌県しまね”の観光素材に関する情報発信・商
談機会を創出する。併せて「ご縁も、美肌も、しまねから。」をキャッ
チフレーズに、SNS等のデジタル技術も活用した幅広い層の女性をター
ゲットとしたプロモーションを展開する。

地方創生推進タイプ

815 島根県

島根県、松江市、浜田市、出雲市、
益田市、大田市、安来市、江津市、
雲南市、奥出雲町、飯南町、川本
町、美郷町、邑南町、津和野町、吉
賀町、海士町、西ノ島町、知夫村、
隠岐の島町

わくわく島根生活実現プロジェク
ト

島根県の全域

東京圏から島根へ移住される方を対象に移住にかかる経費を助成するこ
とで、東京圏からの移住者数の増加を図るとともに、移住・定住総合情
報サイト「くらしまねっと」を改修し、当サイトでの東京圏の移住希望
者と県内中小企業等とのマッチングを促進することで、移住者の獲得と
県内中小企業の人材確保を図る。また、県内の地域課題解決に資する事
業を創出したい起業者に対して、関係機関が事業立ち上げ等に関する伴
走支援を実施するとともに、起業経費の一部を支援し、新たな社会的事
業の起業を促進する。

地方創生推進タイプ

816 島根県
島根県、島根県松江市並びに島根県
隠岐郡隠岐の島町、海士町及び西ノ
島町

隠岐諸島の観光と産業を支え地域
社会を維持する港づくり計画

島根県松江市並びに島根県隠岐郡隠
岐の島町、海士町、西ノ島町及び知
夫村の区域の一部（七類港、諸喰
港、西郷港、重栖港、小津久港、卯
敷港、西村港、須賀港、諏訪港、別
府港、美田港、来居港、油井漁港、
布施漁港）

隠岐諸島及び松江市美保関町では、漁業就労者の減少や高齢化が進み、
漁家世帯数の維持が困難な状況であり、就労環境改善が必要である。ま
た、島根県本土と離島間の生活航路である港湾施設においては、港内の
静穏度確保、老朽化対策が課題となっている。この地域の港湾・漁港を
一体的に整備することにより、漁業環境の改善による安定的な水産物の
生産・流通を促し、観光客の安全な来島や島民生活の安定を図るととも
に、併せて観光イベントや漁業振興事業を行うことで、隠岐諸島の観光
と産業を支え地域社会の維持を図る。

地方創生港整備推進交付金

817 島根県 島根県及び島根県邑智郡邑南町
心かよわせともに創る邑南の郷計
画

島根県邑智郡邑南町の全域

広域農道、町道と林道を一体的に整備することにより、地域住民や移住
者・定住者が安心して暮らせる移動環境を整備するとともに、農産物の
販売拠点となる町中央部の道の駅瑞穂と結ぶ輸送ルートの充実、利用期
の森林資源を活用する路網を整備し循環型林業の拡大により雇用の場を
創出と交流人口の増加を図り、活力ある地域社会の形成を目指す。

地方創生道整備推進交付金

818 島根県 島根県松江市
ＭＡＴＳＵＥ起業エコシステム推
進事業

島根県松江市の全域

起業・新ビジネス創出を志す挑戦者の実現に至るまでの過程をオーダー
メイドでデザインし、地域の産官学金の各機関がノウハウなどを提供し
あいながら実現に向けて伴走支援する「ＭＡＴＳＵＥ起業エコシステ
ム」を構築する。　産官学金連携でシステム推進主体となるコンソーシ
アムを設置し、支援チームを組織してコミュニティ運営、起業家等相談
支援、支援機関教育などを行う。アントレプレナーシップ教育として、
高校生・大学生向けに起業・新ビジネス創出体験プログラムを提供し、
次世代育成を図る。

地方創生推進タイプ

819 島根県 島根県松江市
人が集う松江の新たな日常を生み
出すプロジェクト「旧日銀松江匠
工房整備事業」

島根県松江市の全域

松江市には、豊かな歴史・文化と自然環境に囲まれた国際文化観光都市
として誇れるものが多くある。これらの観光資源に磨きをかけ価値を高
めるべく、登録有形文化財の「旧日銀松江匠工房」を整備する。本施設
を地域産品・工芸品の販売、地元食材を使ったここでしか食べられない
料理、歴史文化・伝統作業の体験観光を楽しめる施設としてリノベー
ションすることで、観光消費額の向上や市内周遊性の向上、インバウン
ド観光客の誘致を図り、持続可能な観光産業への発展を目指す。

地方創生拠点整備タイプ
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820 島根県 島根県出雲市
「～出雲力で地域と人が輝く～持
続可能な観光地域づくり」

島根県出雲市の全域

新たな観光戦略「～出雲力で地域と人が輝く～持続可能な観光地域づく
り」の実現のため、本市が目指す姿・価値として、「出雲力を生かした
経済効果の最大化」「中山間振興や産業振興、関係人口の創出、自然や
文化の継承など、観光を活用して多様な地域課題への貢献」を掲げ、➀
周遊滞在・消費環境の整備、②戦略的コンテンツの充実、高付加価値
化、➂個人とつながる情報発信等による出雲ファン獲得、④2025大阪・
関西万博を見据えた国内外旅行者の誘客、⑤地域の総力戦で臨む観光地
経営体制の構築の5本柱を重点施策として取り組む。

地方創生推進タイプ

821 島根県 島根県出雲市
縁結びデジタルプロモーションに
よる「出雲ファン」の創出

島根県出雲市の全域

本市人口ビジョンの目標人口を長期にわたって達成するためには、都市
部からの移住・定住者を増加させる必要がある。そのためには、本市の
ことを知ってもらい、選択肢の一つに入れてもらえるよう、認知度をさ
らに高め、出雲ファンの増加（裾野の拡大）が重要な取組となる。その
ためには、本市に興味を持つ可能性がある人に対して積極的にアプロー
チし、情報を届ける必要がある。交流人口、関係人口、定住人口の増加
へとつながる出雲ファンの裾野を拡大するため、効率よく情報を届け、
出雲への興味・関心をもってもらう仕組みを構築する。

地方創生推進タイプ

822 島根県 島根県大田市
大田市まち・ひと・しごと創生推
進計画

島根県大田市の全域

今後も進むとみられる人口減少や少子高齢化に対応するため、これらの
大きな要因として考えられる出生数の減少や、若者の進学などに伴う市
外への流出などに対し、多様で活力ある産業をつくることによる若者の
「はたらく場」の創出、ふるさとを愛する豊かな心をつくることによる
「地域への愛着」を深めること。また、だれもが住みよい暮らしをつく
ることで「子育てしやすく安心して暮らせる環境整備」を進めるととも
に、協働・共創により「持続可能なまちづくり」を推進し、人口減少に
歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

823 島根県 島根県雲南市
官民連携による「まちを元気にす
るおせっかい活動」を中心とした
健康なコミュニティづくり

島根県雲南市の全域

人口減少や高齢化が深刻化する中で、行政、住民、従来の地域コミュニ
ティ、新しく育っている若い地域の担い手の連携強化がますます重要と
なる。本取組では、多様なまちづくりの主体が立場を超えて集まり、対
話と協働を促す共同会議体「おせっかい会議」を創設し、住民個々が相
互に支え合い身体と心が健康を維持しながら、互いの得意を活かし社会
参画することで生き生きと安心して暮らし続けられる「幸福なコミュニ
ティ」の実現を目指す。これを通じて、身体と心の健康寿命の延伸を図
り、将来の社会保障費削減にも寄与する。

地方創生推進タイプ

824 島根県 島根県邑南町
複合拠点としての道の駅瑞穂再整
備事業

島根県邑南町の全域

邑南町の新たな拠点施設として道の駅瑞穂を整備し、産直市「地産地消
の拠点」、観光案内所「道の駅瑞穂の集客を、邑南町内全域の地域資源
（人・もの・こと）につなぐ情報発信拠点」、さらには学びと交流を行
う子どもの居場所「子育ち・子育ての拠点施設」を設け、農産物の購入
から地元料理の食事、観光案内、関係人口の創出、子育て支援まで複数
の機能を合わせもつ「複合拠点としての道の駅」として施設整備を行
う。

地方創生拠点整備タイプ

825 島根県 島根県海士町
文化資源を核とするインバンド
マーケティング及び観光ブラン
ディングプロジェクト

島根県海士町の全域

海士町で最大の観光名所として「隠岐神社」を位置づけるとともに、そ
の周辺地域の賑わいの創出に向けて「滞在型エリアのゾーニング」を視
点とし、観光を通じた経済的波及（「島を繁盛させる」）を目指してい
る。このように歴史的にも観光資源としても重要な隠岐神社を中核とし
た付加価値が高い観光事業を創出することによって、地域内外への高い
経済的波及効果がもたらされるとともに、当町の更なるブランド力向上
や雇用の確保に繋げていくことを目指す。

地方創生推進タイプ

826 島根県 島根県海士町
産業維持・活性化デジタルプラッ
トフォームの構築と活用等による
地域産業の継業・創業促進事業

島根県隠岐郡海士町の全域

デジタルを活用して地域内外の人材・知識をつなぐ仕組みをつくると共
に、外部の人材が島に訪れやすくする環境を整備する事で、事業経営・
専門スキルの継承の促進を図る。また、地域内電子通貨を導入し、同時
に地域の消費ニーズを可視化することで、域内消費の市場縮小の抑止を
図る。これらは、デジタル田園都市国家構想が示す「デジタルの力を活
用した地方の社会課題解決」を実現する上での重要な要素である、「地
方に仕事をつくる」「人の流れをつくる」に該当する取り組みである。

地方創生推進タイプ

827 岡山県 岡山県
デジタル化による企業の「新たな
価値づくり」支援事業

岡山県の全域

県内企業に対して、プッシュ型でのデジタル化に向けた各種支援、デジ
タル活用のスキルアップ支援を行うことにより、AI・IoT等のデジタル技
術やECサイト・オンラインなどを効果的に利活用した新たなビジネスモ
デル・付加価値等の創出など、デジタル化に向けた意識の醸成や取組の
推進を図り、国内外における競争力の強化、生産性の向上につなげる。

地方創生推進タイプ

828 岡山県 岡山県
きらり輝く！おかやま多様な人材
活躍支援計画

岡山県の全域

インターンシップを契機とした県内企業と学生のマッチング支援、オン
ライン型の企業見学ツアー、外国人材県内活躍総合支援、女性の復職・
再就職支援などの各種事業により、若者の定着を進めるとともに、女性
や高齢者、外国人材など多様な人材が意欲や能力に応じて活躍すること
による人手不足の緩和や企業業績の改善を図り、成長分野への投資促
進、魅力的な仕事や雇用機会の創出につなげる。

地方創生推進タイプ

829 岡山県 岡山県
ものづくり企業のグリーン成長計
画

岡山県の全域

政府は「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定
し、地球温暖化への対応を成長の機会と捉え、産業構造や経済社会の変
革を通じた大きな成長に繋げることとしている。この変革の流れを県内
企業の成長の機会と捉え、成長戦略に掲げられた今後成長が期待される
産業分野への県内企業の参入を後押しするため、県内ものづくり企業の
新技術・新製品開発を支援するとともに、各産業を担う人材の育成等を
推進することで、強力に経済の好循環を推進し、県内産業の成長促進を
図っていく。

地方創生推進タイプ

830 岡山県 岡山県
地域を支える中小企業の維持・継
続計画

岡山県の全域

中小企業の事業継続を支援することで、地域経済の活性化・雇用の維持
を目指す。新型コロナ感染症の影響下においても、不確定要素に左右さ
れず、計画的な経営を堅実に行うことの重要性を今一度見直し、『災
害』に強い企業を育て、地域経済の停滞を防ぐとともに、就活学生等の
若い世代の就職・定着による県内企業の活性化を図る。また、経営者の
高齢化が進む企業の後継者不足を解消し事業承継への筋道をつけ、サー
ビス産業における生産性向上や付加価値向上を図り、事業継続力を強化
することで地域経済の活性化を図る。

地方創生推進タイプ

831 岡山県 岡山県
広めたい！晴れの国おかやまの逸
品計画

岡山県の全域

岡山県の高品質で魅力ある農林水産物や特産品のブランド化を進め、岡
山県のキャッチフレーズ「晴れの国」をキーワードに岡山県の温暖な気
候やそれに基づく豊かな農林水産物、特産品を首都圏等大消費地を中心
にプロモーションすることで、岡山県への関心を高め、県産の農林水産
物の消費拡大、販路拡大を図る。あわせて、実際に岡山県に来ることで
味わえる新鮮な農林水産産物をPRし、岡山県ならではの農業体験や農家
民泊をPRして、農山村漁村へも注目を集め、関係人口を増加させる。

地方創生推進タイプ
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832 岡山県 岡山県
晴れの国おかやまで農業をやって
みませんかプロジェクト実施計画

岡山県の全域

三徳園での農業研修体系の見直しやオンラインでの農業研修の実施によ
り、これまでより低コストで多くの農業研修の希望者を受け入れる体制
を確立するとともに、これまで立地条件等から研修への参加が困難で
あった県北の就農希望者など、県内全域から就農意欲の高い研修生の参
加を可能とする。さらに、環境にやさしい農業の推進体制を構築し、生
産された農産物の生産拡大、販売促進を図り、産地の育成、拡大を進
め、持続可能な食料システムの構築を目指す。

地方創生推進タイプ

833 岡山県 岡山県
第四次産業革命に対応する人と技
術のスパイラルアッププロジェク
ト

岡山県の全域

本県は、県内総生産に占める製造業の割合が高く「ものづくり」産業が
最大の特長である。第四次産業革命が進む中で、こうした「ものづくり
産業」において、IoT、AI、ビッグデータ等の新たな技術を上手に活用
し、県内中小企業における生産性向上の取組や、新製品・新サービスの
創出等につなげるとともに、事業企画・運営に実績のあるプロフェッ
ショナル人材のUIJターンや、県内外の若手人材の県内企業への就職を促
進することにより、県内産業の振興と雇用拡大の好循環を創出、地域の
活力の向上を図る。

地方創生推進タイプ

834 岡山県 岡山県
脱炭素社会の実現に向けた木材の
利用促進プロジェクト

岡山県の全域

県産材利用を一層促進するため、東京オリンピック・パラリンピックの
施設に使用した本県の県産材資材について、レガシーとして市町村等と
連携し、県内の公共施設で再利用する。木材関係団体と連携して、販路
開拓を進め、意欲のある関係企業等を支援し、林業サイクルの循環を進
め、地域経済の活性化と林業・木材産業の活力の維持につなげる。木材
の利用の拡大が牽引する「林業サイクルの循環」の推進により、製材業
等が活性化し、森林認証制度の一層の理解とともに森林の適正な管理が
進み、森林の多面的機能がより発揮される。

地方創生推進タイプ

835 岡山県 岡山県
観光DXを活用した持続可能な観光
地づくり推進計画

岡山県の全域

ポストコロナに向けた観光戦略の策定、観光DX基盤整備やデジタルマー
ケティングによる情報発信、付加価値の高いコンテンツ整備等による誘
客促進などの各種事業により、海外を含めて本県に最適なターゲットと
なる地域や世代などを特定し、効果の高いプロモーション等による誘客
施策を進め、官民一体となった持続可能な観光地づくりに繋げていく。

地方創生推進タイプ

836 岡山県

岡山県、岡山市、倉敷市、津山市、
玉野市、笠岡市、井原市、総社市、
高梁市、新見市、備前市、瀬戸内
市、赤磐市、真庭市、美作市、浅口
市、和気町、早島町、矢掛町、新庄
村、鏡野町、勝央町、奈義町、久米
南町、美咲町、吉備中央町

東京２３区からのＩＪＵターン就
職支援及び地域課題解決型起業支
援による地域再生計画

岡山県の全域

本計画は、おかやま創生総合戦略に掲げる基本目標のうち、社会増への
転換による「人を呼び込む魅力ある郷土岡山」づくりを目指すととも
に、併せて「持続的に発展できる経済力を確保」し、「地域の活力を維
持」するため、地方創生推進交付金を活用し、これらに資する東京圏か
らの移住者に対する移住支援金支給事業及びそのためのマッチングサイ
トの構築・運営事業並びに地域課題解決型の起業に対する起業支援金支
給事業を実施することについて、岡山県と連携市町村が共同で作成する
ものである。

地方創生推進タイプ

837 岡山県 岡山県岡山市
岡山市版スタートアップ・エコシ
ステム形成によるスタートアップ
創出事業

岡山県岡山市の全域

岡山市は、2019年8月1日にスタートアップ支援拠点「ももたろう・ス
タートアップカフェ（ももスタ）」を開設する等、中四国地方の市町村
単位で唯一、スタートアップ支援事業に特化した形で取り組んできてい
る。新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、価値観や行動様式が変化
する中、イノベーションの必要性がこれまで以上に重要になっており、
岡山市版スタートアップエコシステムの形成を促進することで、スター
トアップが継続して生まれる好循環をつくる。

地方創生推進タイプ

838 岡山県 岡山県岡山市
デジタル技術を活用した健康習慣
の定着化事業

岡山県岡山市の全域
岡山市では、「子どもからお年寄りまで、病気や障害などの有無に関わ
らず生きがいを持ち活躍できる社会」の実現を目指し、デジタル技術を
活用した生活習慣の定着化事業を実施する。

地方創生推進タイプ

839 岡山県 岡山市 水潤う街おかやま創造計画 岡山市の全域

岡山市では、市民の意識啓発に向けた「岡山市環境パートナーシップ事
業」や「環境学習事業」等を推進し、一方で公共下水道の整備や合併処
理浄化槽の設置促進により、水環境の保全に努めてきた。しかし、汚水
処理人口普及率は平成30年度末現在で83.7%にとどまっており、汚水処理
施設の早急な整備は生活環境の向上や公共用水域の水質改善のため、喫
緊かつ重要な課題となっている。本計画では、都市部周辺において効果
的・効率的な汚水処理施設を整備することで水質の改善や快適な生活環
境の向上を図り、もって地域の発展を目指す。

地方創生汚水処理施設整備推進交付
金
農林水産関係補助対象施設の有効活
用

840 岡山県 岡山県津山市
城下町の特性を活かした生涯活躍
のまちづくり事業

岡山県津山市の全域

観光誘客の取組を起点に、中心市街地の活性化、公共交通対策、雇用対
策、移住支援、教育、国際交流の取組を連動させ、ＮＰＯ法人等の地域
づくり団体の活動を活性化し、収益性を高めることで、地域住民のしご
とや居場所をつくり、持続可能な地域づくりの実現を目指す。

地方創生推進タイプ

841 岡山県 岡山県津山市
つながる「まち」「コト」「ひ
と」プロジェクト～次世代へのバ
トンの継承～

岡山県津山市の全域

これまで行ってきた移住定住対策事業の深化を図り、関係人口の拡大や
キャリア教育の推進による地域人材の育成を図るとともに、小中学生を
対象に地域愛醸成の取組を進め、将来の地域を支える人材の育成、次世
代が「引き受けてよかった」と思えるような持続可能な地域をつくり、
皆が自分事として、一体となってまちづくりに取り組むことで、「住み
続けたい、住んでみたい、そして応援したいまち津山」の実現を目指
す。

地方創生推進タイプ

842 岡山県 岡山県笠岡市
「人のつながり」「地域のつなが
り」を再生する社会基盤の再構築
計画

岡山県笠岡市の全域

今後，人口減少が進む中でも，地域住民が自らの暮らしを豊かで充実し
たものとしていくためには，それぞれの地域の特性に合わせたまちづく
り活動を行うことにより，自分たちの欲しい暮らしを営むことができる
地域社会を実現させるために，既存の地域運営組織である「まちづくり
協議会」の支援体制を強化し，失われつつある地域コミュニティの再生
と地域の魅力の再興を図ることで，少子高齢化社会の進展に対応したま
ちの賑わい創生を目指す。

地方創生推進タイプ

843 岡山県 岡山県笠岡市
新たな働き方を取り入れた関係人
口創出による若者・子育て世代に
向けた情報発信強化計画

岡山県笠岡市の全域

笠岡市で子育てをしたいと思う人が増えること，また，既に子どもがい
る人だけでなく，これからパートナーを見つけたいと考える若者に対し
ても，仕事などをきっかけに笠岡市との関わりを持ち，地方で暮らすと
いう選択肢を持ってもらう。笠岡市を訪れる若者が増え，豊かな自然
や，魅力的な人たち，安心して子どもを産み育てられる環境を知り，笠
岡市を好きになることで，社会動態の改善，出生数増加を目指す。ま
た，笠岡市と関わりたい若者や親子が地元住民と密な繋がりのある関係
人口となり，持続可能な地域の在り方を作っていく。

地方創生推進タイプ
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844 岡山県 岡山県笠岡市
観光地としての笠岡の地位確立推
進計画

岡山県笠岡市の全域

日本で３番目に大きい笠岡湾干拓地内にあり，85万人の観光客が訪れた
本市を代表する観光スポットである「道の駅笠岡ベイファーム」と石の
島のストーリーで日本遺産認定を受けた「笠岡諸島」を２つの核とし
て，令和７年度を目途に全線開通する国道２号笠岡バイパス，山陽自動
車道（仮称）篠坂ＰＡスマートＩＣが新たに設置されることなど，広域
交通幹線網の整備を絶好の機会と捉え，関係市町，関係機関と連携を深
め，瀬戸内海をフィールドとして広く観光誘客に取り組み，交流人口の
増加を図ることで，経済の活性化を図っていく。

地方創生推進タイプ

845 岡山県 岡山県笠岡市
笠岡市まち・ひと・しごと創生推
進計画

岡山県笠岡市の全域

人口減少の克服と地方創生を確実に実現するため，「新しいしごと・安
定した雇用を創出する」，「笠岡への新しい人の流れをつくる」，「若
い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる」，「子どもが健
やかに育つ教育環境をつくる」，「時代に合った特色ある地域をつく
り，地域と地域の連携をすすめる」の５つの基本目標のもと，定住促進
や産業振興などの施策を更に創造的に発展させるとともに，総合戦略に
掲げる施策に着実に取り組み，若者や女性が活躍し，子どもたちの笑顔
があふれる笠岡づくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

846 岡山県 岡山県井原市 未来を担うひとづくり推進計画 岡山県井原市の全域

本市においてこれまで取り組んできたひとづくり事業の成果を基盤と
し、学校のみならず地域・社会における多様な年齢層にターゲットをお
いた幅の広い取組へと拡充し、ひとづくりに関わる関係人口を一層増加
させることで、持続可能な地域づくりとひとづくりを一体ととらえ、学
校教育に過度に依存することなく、子どもも大人も市民総ぐるみでよい
よい未来の実現に向けて共に学び、共に創る共学協創の社会の実現を目
指すとともに、「住んでよかった、住み続けたい、住んでみたい　魅力
あふれる　元気なまち　いばら」を実現する。

地方創生推進タイプ

847 岡山県 岡山県備前市、岡山県瀬戸内市
伝統工芸美術品「備前☆」の継
承・活用による地域振興事業

岡山県備前市及び瀬戸内市の全域

備前市と瀬戸内市は日本を代表する伝統工芸美術品である「備前焼」
「備前刀」の中心的なまちであり、これらはシビックプライドを醸成す
るものでもある。しかしながら、ライフスタイルの変化などから国内需
要が伸び悩み、地域産業の低迷や後継者不足による製造技術の保存・継
承が危ぶまれている。このため、官・金連携した地域商社を設立し、欧
米を中心とした認知度向上や販路開拓を進め、新たな収益構造確立や関
係人口・交流人口の拡大を図るとともに、商品開発や生産者支援による
製造技術の向上や後継者の確保・育成を図る。

地方創生推進タイプ

848 岡山県 岡山県美作市

映画ロケ誘致による「海田茶」の
ブランディングと観光情報のデジ
タル化による観光客受入環境整備
事業

岡山県美作市の全域

美作市在住の作家の小説を原案とし、当市出身の映画監督がメガホンを
取る映画製作が決定した。この映画の舞台は美作市であり、市特産品や
地元温泉街もストーリーの中で頻繁に登場する。映画の宣伝力を活用
し、当市の知名度向上と映画ロケ・上映ＰＲ活動などを通し、官民一体
となった盛り上がりを図る。さらにこの事業にあわせ「グーグルマッ
プ」を活用した情報発信を行うことでロケ地巡礼など観光客の増加、リ
ピーター客の獲得を図り、ひいては美作市の活性化に繋げていく。

地方創生推進タイプ

849 岡山県 岡山県美作市
美作市まち・ひと・しごと創生推
進計画

岡山県美作市の全域

本市の社会動態は平成17年度は▲189人であり、しばらくこの状態が続い
たが、地方版総合戦略の効果により徐々に改善が見られ、令和２年度に
は初めて社会増減がプラスに転じた。だが自然動態は令和２年度で▲383
人となり、人口減少は止まらずさらに少子高齢化が進み、担い手不足や
地域産業の衰退、さらには地域社会の衰退など、住民生活への影響が懸
念される。これらの課題に対応するため、結婚・妊娠・出産・子育て施
策の充実を図り、移住を促進し安定した雇用の創出や地域を活性化する
まちづくりに繋げていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

850 岡山県 岡山県鏡野町
奥津湖から広がる健康の町「かが
みの」創生プロジェクト

岡山県鏡野町の全域

鏡野町では総合戦略の目標である「安定した雇用を創出する」を実現さ
せていくため、地域資源の活用・連携による新たなブランドの創出によ
り、魅力的なエコツーリズムメニューを開発し地域ブランドの確立を図
る。そのためDMO法人による観光推進体制を基軸として戦略的な情報発信
のための観光総合システムを構築し、アドベンチャーツーリズムの実現
に向けた受入れ環境整備を行い、観光資源を最大限活用し更なる地域振
興を目指す。

地方創生推進タイプ

851 岡山県 岡山県奈義町
SDGｓ×奈義町版全世代全員活躍
のまち実行計画

岡山県奈義町の全域

本地域再計画は、まちの強みである「子育て」を軸に、魅力ある子育
て・教育環境整備、多世代が交流する場づくり、町民誰もが活躍できる
機会の提供、町内遊休資産のリノベーション、まちぐるみでの健康増進
など、居場所と役割を持つコミュニティを形成し多様な人材が活躍でき
る環境を整備することで、町民のまんぞく量を高め、「暮らしやすい」
「住み続けたい」まちづくりを行う。

地方創生推進タイプ

852 岡山県 岡山県美咲町 美咲町ローカルベンチャー事業 岡山県美咲町の全域

各地域課題における「担い手不足」の解消と「事業自体の魅力」の向上
を民間の自由な発想を活用して「新しい可能性（魅力）」を見出し、実
現していくために「ローカルベンチャー」の募集と事業化支援を行う。
また、「点となる人材（ローカルベンチャー）」同士や地域住民・企業
を結びつけて、美咲町全体として「線や面」に展開していくことで地域
課題を解決していくための拠点となる支援組織の設立・整備を行うこと
で町全体の地方創生の実現へとつなげていく。

地方創生推進タイプ

853 岡山県 岡山県美咲町
美咲町移住・定住受入体制整備事
業

岡山県美咲町の全域

美咲町の地域課題であり、所有者にとっても課題となっている「空き
家」について、官民連携による解決を目指す中間支援組織を設立し、空
き家の有効活用という「住」の分の課題を可決することで、移住・定住
事業との連携も可能となり、その連携をよりスムーズに発展させていく
ための有効手段としてデジタル技術を積極的に導入することが、結果的
に住民の利便性が向上につながり、利便性向上により住民の満足度が高
まれば定住だけでなく、移住希望者の移住先としての魅力度向上につな
げていく。

地方創生推進タイプ

854 広島県 広島県
リスキリング推進企業応援プロ
ジェクト

広島県の全域

次の取組を推進することで、労働移動が可能となるスキル・知識の習得
支援や、県内企業におけるリスキリングや人的資本経営の重要性の理解
を促進する機運醸成等を行い、円滑な労働移動の実現及び県内経済の発
展を図る。

地方創生推進タイプ

855 広島県 広島県 広島型MaaS推進事業 広島県の全域

移動需要の少ない中山間地域においても持続可能な生活交通サービスの
実現にむけ、デジタル技術を活用した実証実験を通じてMaaSの社会実装
を行うとともに、取組を支える人材の育成と、費用対効果分析等サービ
スの効果測定に資する共通モビリティデータ連携基盤を整備する。

地方創生推進タイプ
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856 広島県 広島県
広島県デジタルトランスフォー
メーション推進事業

広島県の全域

県内の民間事業者によるDXの取組着手に向けた支援をするため、伴走支
援による地域のモデルとなる事例を創出するとともに、実践が容易な取
組事例や、自社の課題整理や課題に適したサポートメニューを見える化
することにより、取組の横展開を促進していく。また、各地域で自律的
かつ継続的にDXを支える体制を構築するため、地域の支援機関（商工
会，商工会議所等）や公設研究機関における支援機能の強化（デジタル
リテラシーや支援スキルの向上等）を図る。

地方創生推進タイプ

857 広島県 広島県

行政からはじめるデジタル実装！
県内自治体の広域連携によるス
タートアップ「共同」調達推進事
業

広島県の全域

社会的インパクトを持つデジタル技術の実装モデルを形成するため、直
接住民と関わるサービスを提供している県内の市町等と革新的な技術を
持つSU等をマッチングすることで、行政サービスを始めとする住民生活
の様々なシーンに革新的なデジタル技術の導入を進めていく。市町等で
の調達にあたっては、テスト運用期間の設定や県を中心とした広域調達
及びスケールメリットの創出、随意契約に関するルール整理などを行
い、予算要求から契約、実装までの手続きを一貫して支援する。

地方創生推進タイプ

858 広島県 広島県 ひろしま食のブランド構築事業 広島県の全域

本県の独自性等を活かした広島和牛ブランドの付加価値向上に取り組む
ことにより、広島和牛の「ひろしま」ブランドとしての強化を図るとと
もに、瀬戸内の地魚の持つ強みや特長を生かした広島の食のブランド化
の取組を推進する。

地方創生推進タイプ

859 広島県 広島県
デジタル技術を活用した中山間地
域の生活環境向上事業

広島県府中市、三次市、庄原市、安
芸高田市、江田島市、安芸太田町、
北広島町、大崎上島町、世羅町、神
石高原町の全域及び広島市、呉市、
竹原市、三原市、尾道市、福山市、
大竹市、東広島市、廿日市市の区域
の一部（中山間地域）

令和２年度より、中山間地域が抱える生活に身近な課題について、デジ
タル技術を活用して解決するための新たなサービスを導入しようとする
市町の取組を支援し、令和４年度までに８件の取組モデルが創出され
た。本事業では、令和４年度までに実装が完了したサービスに関して、
共通課題を有する市町への横展開を促進する。また、今後特に注力して
解決すべき医療・福祉，交通、持続可能な地域コミュニティの維持等の
課題に対して、複数市町が共同で取り組めるよう推進する。

地方創生推進タイプ

860 広島県 広島県
プロフェッショナル人材マッチン
グ支援事業（第３期）

広島県の全域
国（内閣府）やその他の都道府県と連携して、プロフェッショナル人材
を大都市圏から本県へ還流（ＵＩＪターン）する取組を推進していくこ
とにより、強い経済の構築を図る。

地方創生推進タイプ

861 広島県

広島県、広島市、呉市、竹原市、三
原市、尾道市、福山市、府中市、三
次市、庄原市、東広島市、熊野町、
坂町、安芸太田町、世羅町、神石高
原町

ひろしまスタイル移住・マッチン
グ支援事業

広島県の全域

就業を伴うUIJターン者の増加を図るため，東京23区に一定期間在住又は
通勤している者が移住して，転居・就業・定着に至った場合に，広島県
と居住地の参加市町が協働して移住支援金を支給する。また，移住支援
金の対象企業等を掲載するマッチングサイトを開設・運営するほか，地
域課題の解決を目的とした起業及びSociety5.0関連業種等の付加価値の
高い産業分野での，デジタル技術を活用した事業承継又は第二創業につ
いて，地域活性化等の社会的事業分野において起業等をする者に対し，
起業経費の1／２以内を補助する。

地方創生推進タイプ

862 広島県 広島県広島市
被爆以前の広島の歴史・文化の発
信による活力あるまちの実現

広島県広島市の全域

広島城は、広島のまちの礎を形成したものであると同時に、被爆からの
復興の象徴でもあることから、広島城の歴史・文化資源としての価値及
び魅力が向上すれば、住民の地域への愛着を育むとともに、国内外の
人々の関心を高めることができる。あわせて、中央公園エリアでにぎわ
い施設等の整備が進む中、広島城においても三の丸を中心に歴史・文化
の発信拠点としての基盤づくりを民間活力を活用して進めることによ
り、広島城一帯の更なる魅力の創出と周辺エリアとの回遊性の向上、持
続的な活力あるまちづくりを実現する。

地方創生推進タイプ

863 広島県 広島県広島市 アーバンスポーツの振興 広島県広島市の全域

圏域経済の活性化や平和・友好の輪の拡大に貢献する「スポーツを通じ
たまちの活力創出」に取り組む中で、ＦＩＳＥ広島大会や東京２０２０
オリンピックを通じた市民のアーバンスポーツへの関心の高まりを契機
とし、国内初のＦＩＳＥ開催都市としての強みを生かすとともに、誇り
を将来に渡ってレガシーとして残していくため、積極的にアーバンス
ポーツの振興に取り組む。

地方創生推進タイプ

864 広島県 広島県広島市
国内外から人を引き付ける広島な
らではの魅力づくり

広島県広島市の区域の一部（平和大
通り）

平和大通りを人々に平和を実感してもらう空間、また、都心の回遊を促
す新たなにぎわいを生み出す空間にしていくため、「平和大通りの利活
用のための基本計画」に基づき、平和大通りの魅力や価値を高める整備
及び利活用の取組を進める。整備については、一部にPark-PFIを活用
し、民間事業者の整備区域には、公募選定した民間事業者がカフェのよ
うな憩いの施設とその周辺の広場等を一体的に整備し施設等の運営を行
う。利活用の取組については、利活用が円滑かつ持続的に行われるよう
ワークショップ等を開催し、その運営等を行う。

地方創生推進タイプ

865 広島県 広島県広島市
地域コミュニティ活性化ビジョン
推進事業

広島県広島市の全域

地域活動の担い手確保に向けて、ICTの活用に向けた取組や若い世代の地
域活動への参画促進に取り組む。併せて、地域団体など多様な主体が地
域の将来像を共有し、連携して情報や人材の活用を図りながら様々な地
域課題の解決に取り組む「地域運営組織」の構築を支援するため、地域
住民や有識者の意見等を聴きながら、地域運営組織の設立に向けた機運
醸成や地域への支援策の検討を行った上で、本市の関係団体と連携して
実施し、地域コミュニティの活性化を図る。

地方創生推進タイプ

866 広島県 広島県広島市
地域貢献人材を育成する大学等へ
の支援事業

広島県広島市、呉市、竹原市、三原
市、三次市、大竹市、東広島市、廿
日市市、安芸高田市、江田島市、府
中町、海田町、熊野町、坂町、安芸
太田町、北広島町、大崎上島町、世
羅町、山口県岩国市、柳井市、周防
大島町、和木町、上関町、田布施
町、平生町、島根県浜田市、飯南
町、川本町、美郷町、邑南町の全域

広島広域都市圏における大学等を対象に、圏域内の市町及び企業・団体
等と連携し、圏域内市町をフィールドとして取り組む大学等の教育研究
活動（大学等において取り組んでいる研究分野のほか、各市町の地域課
題の解決や地域の活性化等に関するもの）に補助金を交付し、その成果
報告を広島広域都市圏協議会（圏域内の市長及び町長による会議。）等
の場において行うことで、圏域全体の更なる活性化を図るとともに、圏
域における地域貢献人材の育成と次代を担う若者世代の転出超過の抑制
を図る。

地方創生推進タイプ

867 広島県 広島県広島市
戸山地域・湯来地域活性化プラン
の推進事業

広島県広島市の区域の一部（安佐南
区沼田町吉山・阿戸（戸山地域）、
佐伯区湯来町・杉並台（湯来地
域））

戸山地域・湯来地域では、地元住民や事業者が、エリア全体の魅力を向
上させ、都市住民を呼び込んで地元との関係構築を促進し、交流の拡大
を図ってこれまで以上にヒト・モノ・カネが循環する地域の実現を目指
して「戸山地域・湯来地域活性化プラン」を策定した。本計画は、地元
住民や事業者が、「戸山地域・湯来地域活性化プラン」に自立的・持続
的に取り組めるよう、行政が先導して広報や研修、協議を進めながら、
実証実験を行って実施体制構築や制度設計などの支援策を整備するもの
である。

地方創生推進タイプ
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868 広島県 広島県竹原市
『選ばれるまち竹原』ローカルブ
ランディング事業

広島県竹原市の全域

選ばれるまち竹原の実現を目指し、本市のブランドイメージを構築した
うえで、これを幅広く周知するためのホームページの構築やSNSなどによ
る情報発信を行うことでブランドイメージの定着・強化を図るため「ブ
ランディング戦略作成業務（Ｒ５～R７）」、「ブランディングツール制
作・イベント実施業務（Ｒ５～Ｒ７）」、「情報一元化支援業務（Ｒ５
～Ｒ７）」、「ホームページ構築業務（Ｒ５～Ｒ７）」、「関係事業者
との連携業務（Ｒ５～Ｒ７）」等を実施する。

地方創生推進タイプ

869 広島県 広島県竹原市
住みたいまち竹原・移住人口拡大
推進事業

広島県竹原市の全域

住みたいまち竹原の関係人口や移住定住人口の拡大するため、課題と
なっている住まいの提供について解消を図るため、「空き家バンク拡
充・お試し住宅確保に向けた空き家実態調査（Ｒ４）」、「移住・定住
環境整備（Ｒ５～Ｒ６）」、「移住・定住プロモーション（Ｒ５～Ｒ
６）」、「移住・定住セミナー（Ｒ５～Ｒ６）」、「関係・移住・定住
人口創出・拡充イベント（Ｒ５～Ｒ６）」を実施する。

地方創生推進タイプ

870 広島県 広島県三原市 市民のスポーツ実施率向上計画 広島県三原市の全域

本市では，「スポーツとの多様な関わりを通じて，市民が健康で心豊か
な生活を送り，地域や社会とのつながりを持ちながら暮らしていくこと
ができるまち」をめざす姿とているが，「大人のスポーツ実施率の低
下」，「子どもがスポーツに楽しむ機会の減少」など課題を抱えてい
る。これに対して，「自転車活用事業＠佐木島」や「スポーツのテーマ
パークリニューアル事業」を実施することで大人，子ども双方に対して
スポーツに関わるきっかけ等を提供し，運動実施率を上げていくこと
で，本市のめざす姿へ近づいていく。

地方創生推進タイプ

871 広島県 広島県三原市
三原市まち・ひと・しごと創生推
進計画

広島県三原市の全域

本市における人口減少対策として，本市では，働く場づくり，交流人口
の拡大，子ども・子育て支援の充実，市民の健康づくり，移住者から選
ばれるまちづくりなど，自然増減・社会増減それぞれの対策を講じるこ
とにより，人口減少傾向を抑制し，活力ある将来の実現をめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

872 広島県 広島県尾道市 尾道移住コンシェルジュ推進事業 広島県尾道市の全域

本市への移住定住の促進や関係人口の拡大等を目的として、移住相談等
に係る総合窓口としての「移住コンシェルジュ」を設置する。また、空
き家バンクをはじめ、創業や出店、施設整備等にかかる支援の充実を通
じて、市内各所に地域情報や空き家、仕事、移住体験談といった様々な
情報提供、相談対応を行う移住希望者・関係人口の相談拠点や移住者の
交流拠点を配置する中で、移住コンシェルジュを核とする移住相談ネッ
トワーク体制の構築を図る。

地方創生推進タイプ

873 広島県 広島県福山市 ふくやまSDGs推進プロジェクト 広島県福山市の全域

SDGsの理念の下，豊かな自然と快適な暮らしが調和された環境にやさし
いまちの実現に向けて，省エネルギー・再生可能エネルギーの普及を促
進し，温室効果ガスの排出抑制につなげ，脱炭素・循環型社会の構築に
取り組む。また，地域環境の保全に向けた新たな担い手の呼び込みや育
成を促進することで，市内外の多様な主体との連携の下，環境課題・社
会課題の解決や環境に配慮した新たな価値の創出に取り組む。

地方創生推進タイプ

874 広島県 広島県福山市
世界バラ会議福山大会を契機とし
たばらのまちづくりプロジェクト

広島県福山市の全域

世界バラ会議福山大会の開催を通じて，市民・事業者がばらの持つ観光
資源や商業価値などのポテンシャルに気づき，多様な主体の参画により
「ばらのまち」としての価値・稼ぐ力を高めることで，これまでの「ば
らのまちづくり」を自走化させ，人・まち・産業を活気づけるととも
に，インバウンド受入環境の整備や国際社会で活躍できる人材を育成す
ることで，国際都市として世界から選ばれる福山の実現をめざす。

地方創生推進タイプ

875 広島県 広島県福山市
福山市地域戦略～多様な主体と共
に創る地域づくりの推進～

広島県福山市の全域

「地域と多様な主体が共に創る地域づくり」の実現に向けて，地域内で
の対話を通じて地域づくりの在り方の見直しを進めるとともに，地域づ
くりに関わる市内外の関係人口の発掘や地域との関係強化，地域の魅力
向上や人の呼びこみ等に向けた地域資源の新たな活用を推進すること
で，人口減少社会や，新型コロナウイルス感染症を契機とした地方への
関心の高まりを踏まえた今後の地域づくりの新たな形を構築し，福山駅
周辺の中心市街地を含めた市内全域の発展につなげていく。

地方創生推進タイプ

876 広島県 広島県福山市
外国人が暮らしやすく活躍できる
まちづくり

広島県福山市の全域

本市では，企業や技能実習監理団体，地域団体等と意見交換を行う懇話
会の設置や市内外国人へのアンケート調査を実施するなど，外国人を取
り巻く現状や課題を探る中で，外国人が暮らしやすいまちづくりを進め
ている。今後，行政支援を充実させるとともに，企業や地域による多文
化共生への取組を強化することで，文化や言語の違いがあっても自身の
能力を十分に発揮することができるとともに，外国人と地域住民や企業
が協力し合い，まちの活力創出に向けて取り組むことができる環境の実
現を目指す。

地方創生推進タイプ

877 広島県 広島県福山市 若者・女性に選ばれる都市づくり 広島県福山市の全域

若者や女性に選ばれる活力ある都市になるため，学生の地元定着の促進
のほか，子育てに喜びを感じることができる環境の整備，福山駅周辺の
賑わい創出など，子育て・仕事・賑わい・教育などの多角的な視点で，
若者や女性の満足度を高める施策を推進することで，備後圏域の連携中
枢都市としての拠点性を向上させる。

地方創生推進タイプ

878 広島県 広島県東広島市
地域の資源と連携した「SDGs未来
都市」の実現～持続可能な未来の
ために～事業

広島県東広島市の全域

世界基準として浸透しつつあるSDGsの達成に、本市が先導的な役割を果
たすことにより、本市にこれまで蓄積されてきた、大学や試験研究機関
等の知的資源と、様々な都市機能や人材の活用により、新たな価値や考
え方などの創出につながるイノベーションが次々と生まれ、地域内外に
展開するまち・「持続可能な発展・成長」を続けるまちを目指していこ
うとするものである。

地方創生推進タイプ

879 広島県 広島県東広島市
若者が活躍するしごと創出と地元
定着促進事業

広島県東広島市の全域

若者にとって「やりがいのある仕事」の創出に向けて市内企業への積極
的な支援等を行うことで、本市で学び、育った学生をはじめとする高度
人材が活躍できる環境が形成され、市内への就職と地元定着につながっ
ていくとともに、その活力とポテンシャルを発揮して、地域経済の発展
と地域の活性化の実現を目指していこうとするものである。

地方創生推進タイプ
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880 広島県 広島県坂町
「小屋浦地区」活性化プロジェク
ト

広島県坂町の区域の一部（小屋浦地
区）

坂町にある小屋浦地区の人口は、最も多かった昭和30年代の約3,000人か
ら現在は、約1,500人となっており、人口減少が加速化している。平成28
年度から人口減少対策に取り組んでいるが、商業・医療などの日常生活
に欠かせない機能が地区内に備わっておらず、人口減少に歯止めをかけ
ることができていない。そこで、日常生活に欠かせない機能を有する事
業者を誘致し、移住・定住者、子育て世代などの新しい人の流れを小屋
浦地区につくりだすとともに小屋浦地区に関わる人口を増やし、小屋浦
地区に賑わいを創出する。

地方創生推進タイプ

881 広島県 広島県北広島町
農業振興によるまちづくり推進計
画

広島県北広島町の全域

農業振興が地域や経済の活性化に寄与することが期待されることから、
本町の農業が持つ歴史や文化、高い生産技術、都市との近接性などの強
みを活かした官民連携を強化することで、農業者の生産意欲や所得の向
上を図るとともに、情報発信の充実による交流人口の拡大を推進し第2期
北広島町総合戦略に掲げる「基本目標１ 心響くしごとづくりと産業の魅
力発信」が目指す、豊かな自然を活用した農林業の強化による雇用の確
保や、地域資源を活用した新たなビジネスや農林畜産事業の創造などに
よる経済産業の向上を実現する。

地方創生推進タイプ

882 広島県 広島県北広島町
目的観光地としての食（白米）魅
力発信計画

広島県北広島町の全域

「交流人口増」のために「町内外に向けた情報発信・情報共有」を主軸
として取り組む。まずはターゲットや情報発信量および質、観光客の属
性、興味の対象などの分析を行い、「実際に極めて評価が高いコンテン
ツである”北広島に実際に来て北広島の水で炊いて食べる北広島産白
米”」を発信する戦略を策定する。そして、WEBやSNSでの大量プレスリ
リースで価値の徹底的な拡散を行い、WEBページをデザイン的および構成
的に整備し、世界観の統一を行う。また、講習会や勉強会を開催し住民
主導型の情報発信を促す。

地方創生推進タイプ

883 山口県 山口県
DX推進拠点を核としたデータ駆動
型付加価値向上事業

山口県の全域

現状と課題を聞き取り、データ利活用等の必要な取組みの助言・支援を
行うDXコンサルタントを配置し、県内事業者のDX推進に資する拠点運営
を行う。また、各種ICTツールやクラウド環境を整備し事業者・県民に提
供し、DXコンサルのサポートによるデータ分析や実証実験を行う。

地方創生推進タイプ

884 山口県 山口県
ご当地グルメと商店街と新モビリ
ティで交流を循環させる地方創生
交流ネットワーク形成事業

山口県の全域

観光地域において、地域一体となったグルメ開発を実施し、山口県に観
光客を呼び込める「グルメのキラーコンテンツ」を造成するとともに、
商業エリアにおいて、来訪者のニーズに合致したイベントの開催等でに
ぎわいを創出することにより、観光地域や商業エリアの交流人口を増加
させる。また、デジタル技術を活用した新モビリティサービスの導入を
推進することにより、地域交通を活性化させるとともに、観光地域や商
業エリアへのアクセスを容易にし、山口県内での交流を活発化させる。

地方創生推進タイプ

885 山口県 山口県
コロナ危機からの復活！デジタル
活用による事業継続力強化事業

山口県の全域

デジタル技術を活用した新たなオンライン商談手法となる本県独自の
「輸出促進プッシュ型web招へいシステム」の開発・導入し、時間と場所
の制約なく産地側から能動的・積極的に売り込む「プッシュ型セース
ル」（攻め）を可能にし、県産農林水産加工品の認知度拡大のための基
盤となるポータルサイトを構築し、デジタルデータに基づく営業活動を
強化する。また、コロナ禍により困難となっている現地情報の収集・市
場調査・商流の構築、等、海外現地で行う諸活動を現地から支援する。

地方創生推進タイプ

886 山口県 山口県
デジタルデバイド克服による中小
企業の生産性向上・持続的成長事
業

山口県の全域

本県の働く場の大部分を占める中小企業について、グローバル化や第４
次産業革命に伴う新技術の流れに対応し、都市部との格差を感じさせな
い魅力ある企業としてブラッシュアップする。また、県産品の魅力やブ
ランド力が、海外にまで広く浸透し、需要が拡大し、県内企業の生産活
動を活性化する。こうした取組により、地域産業全体の底上げを図るこ
とで、新たなビジネスの創出等による雇用拡大や企業誘致を図り、若者
や女性にとって働きたくなる雇用の場を創出し、県内への定着を図る。

地方創生推進タイプ

887 山口県 山口県
先端デジタル技術の活用とリスキ
リング支援による中小企業生産性
向上推進事業

山口県の全域

新たにメタバースを活用した企業プロモーションによる県内中小企業の
魅力発信等を推進し、デジタル技術を活用した新たな販路開拓を促進す
るとともに、企業の業務効率化や新事業展開の実態を踏まえた企業コン
サルティングにより、デジタル分野等における中小企業のリスキリング
について取組モデルを構築することで、新たなビジネスモデルへの取組
支援と人材確保支援の両面から一体的なサポートを行い、中小企業の成
長支援を図る。

地方創生推進タイプ

888 山口県 山口県
地域リソースを活用したニーズプ
ル型イノベーションによる地域の
新たな社会的価値創造事業

山口県の全域

県内各地域において形成された企業・大学・市・県等で構成するコン
ソーシアムにより、地域リソースを活用した独自のイノベーションを進
めることで、多様な地域ニーズ・課題解決の実現とともに新製品の開発
や新事業の創出など産業振興を図る（＝新たな社会的価値の創出）とい
う今までにない新たな産学公連携モデルを構築し、県内企業の技術力、
研究開発力の底上げや生産性の向上、地域経済の活性化を図るととも
に、地域における新たな雇用の場の創出・拡大を目指す。

地方創生推進タイプ

889 山口県 山口県
地域・学校・企業が一体となった
新たな価値を創造し続けるまちづ
くり推進事業

山口県の全域

国の起業家教育の推進の動きを好機と捉え、地域や企業と協働して、子
どもたちの発達段階に応じて、好奇心や探究心、創造力や行動力、課題
発見・解決力などスタートアップに必要な資質を伸ばす取組を展開する
とともに、大学等との連携による新たなシーズの創出・活用や、官民連
携の下での資金獲得の支援・ネットワークの形成など、スタートアップ
が「生まれ」「育つ」環境を整備することで、地域・企業・学校が一体
となった新たな価値を創造できる活力あふれるまちづくりを推進する。

地方創生推進タイプ

890 山口県 山口県
地域経済の活力を高めるサステナ
ブルな観光産業の実現

山口県の全域

観光地における民間事業者の連携を促し、本県の強みを活かした体験型
コンテンツや観光客向けの付加価値の高い商品・サービス等を複数造成
して、観光客がお金を使いたくなるエリアに育て上げるとともに、滞在
時間を最大限伸ばすことで、観光消費向上に大いに寄与する「宿泊客の
増加」に繋げる。また、誘客に向けて、ポストコロナにおける外国人観
光客の行動変容を把握し、的確な誘客戦略を展開するとともに、こうし
たマーケティングノウハウを観光事業者へ提供する。

地方創生推進タイプ

891 山口県 山口県
地域課題解決を基軸としたビジネ
ス機会創出による情報通信関連産
業集積推進事業

山口県の全域

県内外の企業・団体・行政・個人が出会い・交流する官民連携コミュニ
ティの運営やコミュニティ会員同士による地域・行政課題解決に向けた
共創的活動への支援をするとともに、デジタル技術展示会の県内開催を
行う。また、本県での事業展開に興味・関心を抱く企業もターゲットと
したWebプロモーションや相談窓口において多角的なPR活動を実施するほ
か、山口県での事業展開の拠点となるシェアオフィスや空き店舗といっ
た既存施設の活用に対するサポートなど、情報通信関連産業に特化した
プロモーションを実施する。

地方創生推進タイプ
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892 山口県 山口県
地方への新たなひと・資金の流れ
創出・拡大事業

山口県の全域

担い手不足が深刻化する中山間地域等の地域づくりを担う任意団体やＮ
ＰＯ法人、農業法人、地域の中小企業等において、「関係人口」の創
出・拡大を図り、専門的スキルやノウハウを有する都市部等の人材に
よって、様々な分野での活発な活動が行われることによって、地域や地
域企業の活性化を実現する。また、首都圏等の投資家等（関係人口）が
本県ベンチャー企業の成長を資金面から支援することにより、地域を支
える企業の活性化を図り、人口減少社会にあっても持続可能な地域社会
を創出する。

地方創生推進タイプ

893 山口県 山口県
生産性の向上と持続的発展を実現
するやまぐち農林水産業SDGsプロ
ジェクト

山口県の全域

本県の地形・気候環境等に即して発展してきた熟練生産者が持つ、暗黙
知の高度な判断力を再現・創出し、形式知することにより、熟練生産者
の熟練知を見える化し、技術情報を生産技術への組み入れることで、本
県農林水産業の技術体系の変革や持続的な発展など、本県における新た
なＳＤＧｓの取組を進め、将来の地球環境や社会への不安・リスクの払
しょく、食を通じた健康で豊かな社会づくりに貢献する取組を進める。
また、新技術を教育分野等の他分野と連携することにより、将来の担い
手の確保に向けた就業へのキャリアプロセスを進める。

地方創生推進タイプ

894 山口県 山口県
脱炭素化を通じた農林水産業の持
続可能な発展の実現

山口県の全域

長期化する輸入資材（飼料、肥料、燃油等）の高騰により、県内の農林
漁業者は経営面で甚大な影響を受けており、緊急的な対策が必要であ
る。また、世界的な脱炭素化の動きへの対応も求められている。このた
め、本事業では、持続可能な農林水産業の発展を実現するため、輸入資
材への依存を減らす、県産飼料の増産や未利用鶏ふんの肥料利用など、
地域資源を活用した取組を進めるとともに、環境に配慮して生産された
農産物の販売促進やCO2吸収源を支えるクレジット制度の活用促進などに
取り組む。

地方創生推進タイプ

895 山口県 山口県
やまぐち多様な人材新規就業促進
事業

山口県の全域

山口しごとセンターによるキャリアカウンセリングや啓発講座、マッチ
ングイベントに加え、民間企業のノウハウを活用した先進的・戦略的な
取組により、支援対象者の掘り起こし、職場環境改善支援、マッチン
グ、研修、伴走支援等の取組を一体的・包括的に実施し、未就業の女
性・シニア・障害者の就業を効果的に支援する。また、未就業・非正規
就業者の女性に対し、高度なデジタル技術を習得する講座を県内企業で
のインターンシップと組み合わせて実施し、女性の好条件での就業とデ
ジタル技術の仕事への活用を促進する。

地方創生推進タイプ

896 山口県 山口県
プロフェッショナル人材還流促進
事業

山口県の全域

地方創生の実現には、地域中小企業の成長促進が不可欠である。中小企
業の中には、独創的なアイデアや高い技術を有しながらも新規取組に挑
戦する攻めの経営の体制やノウハウを持たないため、成長発展に繋がっ
ていないケースが存在することから、それらを有する「プロフェッショ
ナル人材」の確保が急務である。そのため、プロフェッショナル人材戦
略拠点の設置とともに、拠点において県内中小企業とプロフェッショナ
ル人材とのマッチング支援等を行うことで、首都圏等から新事業展開、
販路開拓、デジタル化等に資する人材の確保を図る。

地方創生推進タイプ

897 山口県 山口県
山口県まち・ひと・しごと創生推
進計画

山口県の全域

「社会減」「自然減」の両面から人口減少対策に取り組むとともに、人
口減少・少子高齢社会が進行する中にあっても、活力に満ちた産業や活
気のある地域の中で、県民誰もがはつらつと暮らしていくことができる
よう、山口県人口ビジョンにおける①「社会減の流れ」を断ち切る！②
「少子化の流れ」を変える！③「住みよい地域社会」を創る！という3つ
の基本的視点を基本的な施策の方向とし、地方創生の取組を進めてい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用開発
コース）

898 山口県

山口県、下関市、宇部市、山口市、
萩市、防府市、下松市、岩国市、光
市、長門市、柳井市、美祢市、周南
市、山陽小野田市、周防大島町、和
木町、上関町、田布施町、平生町、
阿武町

移住就業・創業促進事業 山口県の全域

やまぐちへの人の還流・移住・定住の促進により、県内産業人材を確保
するため、国、県による要件のもと、東京圏からの移住者（就業者・創
業者）に対し、移住支援金を支給する。また、移住支援金の給付対象と
なる求人情報を掲載するための就業マッチングサイトの構築や企業の求
人広告の作成支援を行う。さらに、社会的事業の創業を支援し、県内中
小企業数の減少を食い止めるとともに、地域課題の解決を通じた地方創
生を実現する。

地方創生推進タイプ

899 山口県
山口県、山口県山口市、山口県萩
市、山口県長門市、山口県宇部市、
山口県美祢市

域外から稼ぐ力を生み出す「新た
な産業・交流拠点」づくり推進事
業

山口県の全域

山口市が整備する新たな産業交流拠点施設（＝新山口駅北地区拠点施
設）を核に、県・市一体となって、５Ｇなどの先端技術を導入した次世
代型の「スマートホール(＝多目的ホール）」や、新たなヘルスケア関連
産業の創出に向けた「ライフイノベーションラボ」、ヘルスケア産業人
材等の育成を図るための居住型人材育成施設「アカデミーハウス」など
の整備を行うとともに、未来技術を「まち」「ひと」「しごと」の各分
野に活用して具体的な課題解決や地域の発展を目指す。

地方創生推進タイプ

900 山口県
山口県、山口県宇部市、山口県山口
市、山口県岩国市、山口県長門市、
山口県周南市

多様な主体が連携した「やまぐち
創生テレワーク」×「山口型ワー
ケーション」×「地域づくり」の
広域的・一体的な推進による移
住・還流促進事業

山口県の全域

移住促進専任アドバイザーを配置し、モデルオフィスをやまぐち創生テ
レワークの先導的施設として運営しながら、地方暮らしのメリット伝達
などの能動的情報発信を実施する。また、やまぐちワーケーション総合
案内施設の施設運営に加えて、山口型ワーケーションコンシェルジュを
配置し、各地域のワーケーションプログラムの集約、ニーズに合わせた
プログラムや複数地域を跨ぐ広域的なプログラム等の斡旋、各地域の
コーディネーターをつなぐイベントの開催及びＰＲを実施する。

地方創生推進タイプ

901 山口県

山口県、山口県防府市、山口県山陽
小野田市、山口県柳井市、山口県周
防大島町、山口県上関町、山口県田
布施町、山口県平生町、山口県和木
町、山口県下松市

デジタルの活用によりやまぐちの
魅力あるしごとに繋ぐ産業人材定
着・還流推進事業

山口県の全域

高校生から大学生等、さらには外国人材を対象とした県内就職促進、さ
らには県内高校生を対象とした県内進学促進に向けた取組の実施によ
り、将来の地域社会・経済の担い手である若者等を本県の魅力ある就職
先につなぎ、県内への定着・還流を実現する。

地方創生推進タイプ

902 山口県 山口県下関市
ホテル誘致を起爆剤とした官民協
働でのエリア再生

山口県下関市の区域の一部（海峡エ
リア）

海峡エリアの提供価値を最大限に高め、観光業を基幹産業として育て上
げることを通じて、新たな投資の呼び込みや雇用の創出等を実現し、市
民にとっては「誇りに思えるまち」、観光客にとっては「一度は行って
みたい／住んでみたい憧れのまち」というイメージを確立することで、
市内からの人口流出に歯止めをかけるとともに、市外からの移住・定住
を促していく。

地方創生推進タイプ

903 山口県 山口県下関市
多様なライフスタイルが実現でき
る「まちの拠点」創出事業

山口県下関市の区域の一部（豊北
町）

本事業は、毎年多くの人が訪れる本地域の強みを生かしながら、滞在し
やすいエリアで未利用となっている官民の建物や広場をリノベーション
し、人が集い、つながる新たな居場所（ホームベース）を創出するもの
である。ホームベースを中心に、官民連携を基本としたエリアマネジメ
ントを実践することで「地域のブランド価値の向上」「地域資源を生か
した稼ぐ力の向上」「移住定住を促進」「コミュニティの再生」を図
り、通過型観光のまちから「多様なライフスタイルが実現できるまち」
へのシフトアップを図ることを目的としている。

地方創生推進タイプ
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904 山口県 山口県下関市 市民QoL向上プロジェクト 山口県下関市の全域
市民QOLの向上を通じて、デジタル化に向けた市民の意識改革・行動変容
を促し、各種データの積極的な活用やデジタル人材育成・確保ができる
地域を目指す。

地方創生推進タイプ

905 山口県 山口県下関市 菊川おもてなしプロジェクト
山口県下関市の区域の一部（菊川
町）

菊川地域が持つポテンシャルを最大限に活かし、「関係人口の創出」と
「おもてなしによる関係性の深化」の両輪で取り組み、来訪者の町に対
する共感・愛着・信頼を得ることで、リピーターやファンの獲得による
「関係人口の拡大」、及び地域内の連携強化による「地域経済が好循環
するエコシステムの形成」を図り、地域活力の創出・強化を目指す。

地方創生推進タイプ

906 山口県 山口県下関市

豊浦地域［川棚温泉エリア］再生
計画　～穏やかで優しい、豊かな
風土を活かした、「癒やしの小旅
行」を可能にするまちづくりプロ
ジェクト～

山口県下関市の区域の一部（豊浦
町）

「穏やかで優しい、豊かな風土を活かした、『癒やしの小旅行』を可能
にするまちづくり」を目指し、川棚温泉エリアを中心に地域の特色や資
源、多様な人材の創造力を活用した様々な事業を展開し、まちなかの景
観や雰囲気、サービスなどあらゆる面で洗練性・独自性・回遊性を向上
させることで周遊型・滞在型観光地への転換を図り、その波及効果を豊
浦地域全体にもたらすことにより、地域を活性化させ、まちの賑わいを
創出するものである。

地方創生推進タイプ

907 山口県 山口県宇部市
レジリエントで持続可能な社会を
創る「スマートシティ宇部プロ
ジェクト」

山口県宇部市の全域
未来技術の実装により、地方創生における課題となっている、「魅力あ
る一次産業の育成」、「中心市街地の空間の魅力化・利便性の向上」を
行う。

地方創生推進タイプ

908 山口県 山口県宇部市
「共存同栄・協同一致」による産
業力強化、次世代人材の確保

山口県宇部市の全域

本市で学んだ若者が、卒業後も宇部市で暮らしたいと考えたときに、人
生の基盤となる仕事の場として、受け皿となりえる魅力のある企業や、
やりたい仕事の選択肢が十分にあり、思い描くキャリア形成に近づける
ような選択肢、機会が豊富にある産業力の強いまちを目指す。

地方創生推進タイプ

909 山口県 山口県宇部市
ワークライフバランス実現のため
の子育て中心のまちづくり

山口県宇部市の全域

子どもの教育や遊びの環境の充実に加え、その保護者にとっても子育て
しながらも働きやすいまちとして就労環境の改善や在宅ワークができる
環境の実現など、本市の持つ地域特性を最大限に生かし、他市町と差別
化することで、地方創生の鍵を握る若者世代や子育て世代から宇部市で
子育てしたい、住み続けたいと思われる魅力ある地域づくりを目指す。

地方創生推進タイプ

910 山口県 山口県宇部市
儲かる農水産業で地域経済の好循
環

山口県宇部市の全域

第一次産業従事者の所得向上や働き方改革の推進、多様なかたちでの労
働力(就業機会)が確保されること等の取組が相乗的に効果を発揮し、第
一次産業への就業・雇用の増加につながることで生産量及び生産額など
経済面での活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

911 山口県 山口県山口市
関係人口の創出による農山村エリ
ア活性化プロジェクト

山口県山口市の全域

農山村エリアの地域資源を活用し、交流人口の増加に向けた取組を行う
とともに、移住・定住の促進に向けた取組を強化する。同時に、交流か
ら定住へとつなげるために、新たに「関係人口」に着目した取組を進め
る。さらに、農山村エリアの基幹産業である農林水産業の振興を図るこ
とで、農山村エリアにおける就業の場を確保する。これらの取組によ
り、農山村エリアの人口減少に歯止めをかけ、地域課題の解決と地域活
力の向上を図るとともに、持続的に発展を続ける元気な農山村エリアを
実現することを目指す。

地方創生推進タイプ

912 山口県 山口県山口市

人生100年時代を楽しむ21の幸せ
地域拠点づくり～Ｊリーグクラブ
「レノファ山口」のつなぐ力でス
マート"ライフ"シティづくり～

山口県山口市の全域

山口市では、高齢社会や人口減少時代においても、全世代の市民が年齢
を問わずいきいきと活躍し、住み慣れた地域に安心して住み続けること
ができるまちづくりが必要となっている。こうしたまちの実現に向け、
地元Ｊリーグクラブと連携を図り、「つなぐ力」や「発信する力」と
いったプロスポーツならではのリソースを生かした全世代交流事業や健
康づくり事業、地域で主体的に活動ができる地域人材の育成等を通じ、
市内全地域に、持続可能な幸せ地域拠点を構築することを目指す。

地方創生推進タイプ

913 山口県 山口県山口市
女性活躍推進を軸とした誰もが輝
ける多様な職場づくり重点プロ
ジェクト

山口市の全域

中小企業の人手不足が深刻化する中で、様々な事情を持つ多様な人材が
能力を発揮し働ける職場環境づくりが不可欠である。本事業では、潜在
的労働力である子育て女性の就労を促進し女性活躍の推進を図るととも
に、コロナ禍で困窮する非正規雇用労働者や就職氷河期世代の人材を安
定雇用に繋げるスキルアップ支援、また既存の従業員の離職防止に重点
的に取り組むことで、企業の担い手確保を図る。あわせて、デジタル技
術を活用した中小企業の働き方改革や生産性向上を加速化することで、
企業の経営基盤を強化し地域経済の継続発展を目指す。

地方創生推進タイプ

914 山口県 山口県萩市 地域産業牽引強化計画 山口県萩市の全域

萩出身の若者が、地元「萩」を誇りに思い、萩で働きたい、萩で起業し
たい、事業を承継したいと考える産業人材を創出し、萩の魅力を広く域
外に発信していくとともに、萩の豊富な地域資源を活かした新たなビジ
ネスが生まれ、萩の企業が生き生きと新しいビジネスにチャレンジした
くなるような機運を醸成することで、景気の好循環による地域活性化、
雇用の創出、更には雇用の受け皿となる企業誘致の推進、安心して事業
承継や事業引継ぎができる体制の構築に取り組み、市内事業者の稼ぐ力
を高めるよう柔軟な産業構造の構築を目指す。

地方創生推進タイプ

915 山口県 山口県萩市
陸上競技を核とした関係人口創出
による持続可能なまちづくり～ス
ポーツによる好循環促進事業～

山口県萩市の全域

人口減少、少子高齢化によりスポーツを支える人材が不足し、指導やス
ポーツイベントの維持に必要な活動力が低下をしていることから、官民
学が連携し、陸上競技を核とした持続可能なまちづくりを目指す。ま
た、本市のスポーツ選手が、全国大会等で活躍し、将来的に指導者とし
て次世代の競技力向上に寄与するといったスポーツでの好循環を目指
し、世界文化遺産など地域資源を活かしたスポーツイベントを展開し、
交流人口や消費の拡大など、まちの賑わい創出を目指す。

地方創生推進タイプ
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916 山口県 山口県防府市
（仮称）防府市創業・交流セン
ター整備・運営事業

山口県防府市の全域

人口減少と少子高齢化が進展する中、地域経済と雇用を支える中小企業
者と、新たな担い手となる創業者の支援を行うことは、本市の重要施策
である。そこで、創業支援拠点及びデジタル推進拠点となる施設を整備
し、創業希望者及び中小企業者の相談環境・相談体制を強化すること
で、創業者の増加と中小企業の稼ぐ力の向上を図る。また、企業のデジ
タル化及びＤＸ推進を支援し、事業の生産性向上及び販路拡大等に繋げ
る。

地方創生推進タイプ

917 山口県 岩国市
「錦帯橋と共に住み続けたいまち　
いわくに」再生計画

岩国市の全域

本計画は、汚水処理施設の一体的整備により効率的に汚水処理の未普及
を解消し、衛生的で良好な生活環境の構築を図るとともに、岩国市の象
徴であり最大の観光資源でもある「名勝錦帯橋」の左岸に位置する岩国
城下町に公共下水道を整備し観光地としての魅力を高め、産業振興と交
流人口の拡大につなげることで、地域全体としてまちの活力の維持し、
移住・定住の促進を目指すものである。

地方創生汚水処理施設整備推進交付
金

918 山口県 山口県長門市
ＩＴベンチャー企業誘致による地
域の稼ぐ力創出プロジェクト

山口県長門市の全域

ながと６Ｇ構想に掲げる「未来を担う若者が輝くまち」の実現を目指
し、官民連携の企業誘致プロジェクトチームを立ち上げ、専門人材活用
により企業誘致マネージャー及びコーディネーターを設置し、ＩＴベン
チャー企業誘致戦略に基づき、本市産業が目指す姿を企業誘致コンセプ
トとして示し、共感し賛同する都市部ＩＴベンチャー企業の誘致を促進
させることにより、新たな雇用の創出による若者の市内定着及び都市部
若者のＵターンの促進、オープンイノベーションの創出及び市内産業の
DX化の促進による地域の稼ぐ力の創出を図る。

地方創生推進タイプ

919 山口県 山口県長門市
ＩＴベンチャー企業集積による地
域産業ＤＸ促進拠点施設整備計画

山口県長門市の全域

ながと６Ｇ構想に基づき「未来を担う「若者」が輝くまち」の実現をめ
ざし、ＩＴベンチャー企業誘致戦略に基づき、都市部からＩＴベン
チャー企業を誘致し集積させる拠点施設を整備し、本市のＤＸ推進の中
核施設とすることにより、誘致企業間や市内企業、地域住民等の交流促
進によるオープンイノベーションの創出に取り組み、地域課題の解決に
寄与する新技術・新製品の開発及び新規事業の創出等による地域産業Ｄ
Ｘの促進を図るとともに、デジタル人材の育成による雇用の促進を図
り、若者の市内定着の促進による地域経済の活性化に取り組む。

地方創生拠点整備タイプ

920 山口県 山口県美祢市
美祢社会復帰促進センター等との
連携を通した地方創生プロジェク
ト

山口県美祢市の全域

本市が自治体として初めて誘致した市内所在の刑事施設「美祢社会復帰
促進センター」を本市の資源と捉えた上で、同センターや同センターの
受刑者（センター生）、同センターの事業に関わる事業者、市内関係者
等と連携して、本市の各種課題解決に取り組むことにより、センター生
の人材再生支援等を通した誰一人取り残さない社会・本市が目指す共生
のまちづくりの実現とともに、本市の資源を活かした魅力向上・情報発
信等の取組による課題の解決を通した本市独自の地方創生・地域活性化
を目指す。

地方創生推進タイプ

921 山口県 山口県美祢市
みね探求塾「挑戦のトビラ」展開
による未来創生プロジェクト～未
来は自分たちでつくるもの～

山口県美祢市の全域

地域の方の協力をいただきながら、主に学校教育では対応困難なキャリ
ア教育やPBLなどを中心とした、子供たちの好奇心を引き出したり、新し
いことに挑戦する力を育てたりする取組を行うことで、自ら考え未来を
生き抜く力を育むような本市独自の地方創生に資する公設塾を設置・運
営する他、同コンセプトで合宿等を行う。他市にはない独自の地域人材
育成のための取組により、子供たちの主体性や自ら考え挑戦する力を育
むことで、教育環境の充実や本市の魅力向上を図り、将来的に子育て世
代の移住・定住者の促進につなげていく。

地方創生推進タイプ

922 山口県 山口県山陽小野田市
データ連携（都市ＯＳ）を活用し
たスマイルエイジングの推進

山口県山陽小野田市の全域

山陽小野田市では、スマイル（笑顔）の源となる心身の健康を保ちつ
つ、誰もが笑顔で年を重ねていくことができるよう、健康寿命の延伸を
目指して「スマイルエイジング」に取り組んでいる。健康寿命の延伸に
は市民の生活習慣の改善が欠かせない。デジタル機器から収集する健康
データを活用する中で、個に応じた健康づくりに取り組む。また、薬学
部や工学部数理情報科学科を擁する山口東京理科大学とデータ連携・分
析する体制を構築し、分析したデータを市の施策に活かすことで、効果
的な行政サービスの提供、市民生活の質向上を図る。

地方創生推進タイプ

923 徳島県 徳島県
「ＳＤＧｓ徳島モデル」循環とく
しま・持続社会の実装戦略

徳島県の全域

若者を対象とした消費者教育、エシカル消費の普及などをはじめとす
る、本県における消費者行政・消費者教育を、国際的で持続可能な視点
を踏まえた新たなステージへと進化させるとともに、令和２年度より徳
島県に開設される消費者庁の「消費者庁新未来創造戦略本部」で行われ
る新たな消費者政策や国際的な業務と連携し、本県だけではなく、全国
の消費者行政・消費者教育の進化に寄与する。併せて、「とくしまエシ
カル農産物」の生産・供給体制の構築を推進し、安全・安心で高品質な
ブランドとしての確立を図る。

地方創生推進タイプ

924 徳島県 徳島県

Targeting 大阪・関西万博！
「バーチャル」×「リアル」な体
験による新たな「人の流れ創出」
事業

徳島県の全域

全国に先駆け構築したプラットフォーム「とくしまバーチャルパビリオ
ン」を活用し、徳島県への認知とシンパシーを生む情報発信・交流空間
とし、デジタル関係人口の創出、メタバース上の発信による徳島への来
訪を図るとともに、このパビリオンを県内の民間企業等にも開放し、徳
島が誇る技術やコンテンツの疑似体験により、多様な主体によるビジネ
ス展開につなげる。メタバース活用の取組を大阪・関西万博に先んじて
進め、徳島県への「人・モノ・コト・情報」を呼び込み、メタバース市
場で交流やビジネス展開が活発な経済活動を創出する。

地方創生推進タイプ

925 徳島県 徳島県
大阪・関西万博に向けPDCAサイク
ル加速！循環人口創出事業

徳島県の全域

大阪・関西万博を契機とし、徳島県においても新たな来訪の仕組みの仮
説と検証のサイクル一気に回し、万博へ向け、各種取組を加速度的に進
展するとともに、徳島県の新たな関係構築コンテンツを創出し、徳島県
をサステナブルな地域とするための「社会経済活動の現場」とし、万博
後の25年（2050年）を見据えたソフトレガシーとして「徳島県と外部と
の新たな関係性づくり」の仕組みを構築することで、イノベーションが
イノベーションを呼ぶ、継続的な人の循環のエコシステムを構築する。

地方創生推進タイプ

926 徳島県 徳島県
「ひと」と「地域」をつなぐ！
「徳島ファン」創出・拡大事業

徳島県の全域

都市部において、「阿波おどり」や東京渋谷「ターンテーブル」を活用
した魅力・情報発信を通じ、交流・関係人口等の新たな人の流れを創出
するとともに、県内において、女性・若者を主な対象とした人材育成プ
ログラムや、文化の森総合公園による本県文化の発信により、郷土に対
する理解や愛着を深め、地域への定住・回帰を促進する。こうした取組
みを通じ、徳島県に「関心を持つ者」から「愛着を持って関与する者」
まで、新たな地域づくりの担い手として期待される人材を幅広く「徳島
ファン」と位置づけ、その創出・拡大を図る。

地方創生推進タイプ

927 徳島県 徳島県
「徳島木のおもちゃ美術館（仮
称）」を核とした「徳島ならで
は」の県産材需要拡大戦略

徳島県の全域

県産材の更なる増産と利用拡大を図るために、これまでの４次にわたる
林業プロジェクトの成果を基に、従来の取組みの拡充・強化に加え、Ｉ
ｏＴ、ＡＩ等の最先端技術の活用といった施策等を盛り込んだ「スマー
ト林業プロジェクト」を展開するとともに、県産材の更なる増産に対応
する新たな需要創出と国内外に向けた県産材の魅力発信・ブランド強化
をより具現化させるために、令和３年度にオープンした「徳島　木のお
もちゃ美術館」を核とした「徳島ならでは」の県産材需要拡大戦略を展
開する。

地方創生推進タイプ
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928 徳島県 徳島県
未来技術活用「徳島モデル」創出
事業

徳島県の全域

全国屈指の「光ブロードバンド環境」といった優位性を最大限に活か
し、「５Ｇ」などの情報通信基盤の整備や「デジタル人材」の育成・確
保等に取り組むとともに、モデル地域における課題の研究や未来技術を
活用した解決策の検討を通じて市町村、企業、県民等に「Society5.0」
を浸透させ、地域への実装を図る。また、新しい技術の導入が進められ
つつある農林水産分野においても、まだ効果的に活用できていないビッ
グデータの利活用推進や、経営体への普及啓発により、さらなるスマー
ト化の促進を図る。

地方創生推進タイプ

929 徳島県 徳島県
とくしまプロフェッショナル人材
戦略拠点事業（第３次）

徳島県の全域

地域金融機関や人材紹介事業者等を構成員とした協議会の開催をはじ
め、関係者間の連携を強化しながら、より幅広い企業を対象に「攻めの
経営」や経営改善への意欲を喚起し、必要となる人材ニーズの丁寧な掘
り起こしを行うとともに、副業・兼業及びデジタル活用など多様な形態
でのプロフェッショナル人材活用を促進し、本県へのプロフェッショナ
ル人材の環流と地域企業の成長を実現する。

地方創生推進タイプ

930 徳島県

徳島県、徳島県徳島市、徳島県三好
市、徳島県阿南市、徳島県那賀町、
徳島県牟岐町、徳島県美波町、徳島
県海陽町

「グリーン社会とくしま」の実現
によるサステナブルな地域づくり
推進事業

徳島県の全域

本県から全国に向けて脱炭素の取り組みを発信するため、今年全国に先
駆けて新たに策定した「徳島県版脱炭素ロードマップ」に基づく本県の
特色をとらえた計画的・戦略的な施策の展開と、「林業プロジェクト」
の展開による森林吸収源対策としての林業森林づくりの推進の両輪によ
り「グリーン社会とくしま」を構築するとともに、そうした豊かな自然
環境やGXへの先進的な取り組みをPRすることで、新たな人の流れを創出
し、サステナブルな地域づくりの実現を目指す。

地方創生推進タイプ

931 徳島県 徳島県、徳島県徳島市
2つのX（GX・DX）とイノベーショ
ン創出による徳島経済飛躍事業

徳島県の全域

本計画では、「ものづくり企業GX推進コンソーシアム」を設立し、本県
企業のカーボンニュートラルに向けた支援を実施するとともに、LED関連
製品の高付加価値化や販路開拓により脱炭素社会の実現を図る。また、
「とくしまDX推進センター」を核として、DXモデル企業の創出や人材育
成により、デジタル技術の導入を促進することに加え、ジェトロ等関係
機関と連携し、海外市場への販路拡大を支援する。さらに、産学官金言
による創業支援ネットワークを形成し、成長ビジネスやイノベーション
の創出を図り、地方創生の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

932 徳島県

徳島県、徳島県徳島市、徳島県鳴門
市、徳島県小松島市、徳島県勝浦
町、徳島県海陽町、徳島県松茂町、
徳島県藍住町

3つの徳島県・地域連携DMOが協働
する観光振興プログラム

徳島県の全域

徳島県への観光旅行者は、県内観光施設を訪問された後の宿泊は県外施
設を利用されている傾向があり、滞在型観光が低迷している。この課題
解決を目指し、県内３つの地域連携ＤＭＯを軸とした新しい推進組織を
立ち上げて連携強化を図る。また、関西を主要ターゲットに周遊・滞在
型観光促進、阿波の食を核とした誘客促進、地域の個性を活かした魅力
発信・コンテンツ開発、国際観光再会を見据えた戦略的プロモーション
を展開し、国内外から多くの観光客が訪れて観光消費が活性化されてい
る将来像を目指す。

地方創生推進タイプ

933 徳島県
徳島県、徳島県阿波市、徳島県板野
町、徳島県藍住町、徳島県北島町、
徳島県徳島市

社会・経済状況の変化に適応する
「とくしま農林水産業」生産力強
化戦略

徳島県の全域

社会・経済状況の変化に的確に対応し、本県農山漁村のポテンシャルを
最大限に発揮した持続的な発展を実現するため、「農林水産物の生産性
向上の促進」「気候変動等環境変化への適応策の推進」「状況の変化に
対応した新たな販売戦略の構築」の３つの施策を柱として、生産から販
売までを一体的に取り組み、これらの相互連携と相乗効果により、本県
農林水産業の生産力強化を図る。

地方創生推進タイプ

934 徳島県

徳島県、徳島市、鳴門市、小松島
市、阿南市、吉野川市、阿波市、美
馬市、三好市、勝浦町、上勝町、佐
那河内村、石井町、神山町、那賀
町、牟岐町、美波町、海陽町、松茂
町、北島町、藍住町、板野町、上板
町、つるぎ町、東みよし町

徳島わくわく移住・創業支援事業 徳島県の全域

本県の人口動態は、転出超過による社会減が拡大しており、特に進学や
就職を契機とする若年者層の転出が顕著である。一極集中の進む東京圏
に在住する者を対象に、本県企業への就職に向けたマッチング支援を実
施するとともに、移住に伴う経済的負担を軽減することにより、本県へ
の移住を促進する。併せて、地域課題解決につながる新たな事業を立ち
上げる者を支援することにより、「ひと」が「しごと」を呼び、「しご
と」が「ひと」を呼び込む好循環を生み出す。

地方創生推進タイプ

935 徳島県
徳島県、徳島県美馬市、徳島県三好
市、徳島県つるぎ町、徳島県東みよ
し町

SDGｓ先進地域「にし阿波」にお
ける農泊観光推進プロジェクト

徳島県美馬市、三好市、美馬郡つる
ぎ町、三好郡東みよし町の全域

観光地域づくり法人（ＤＭＯ）そらの郷を中心に、教育旅行から得た気
付きを発展させ、にし阿波を「ＳＤＧｓ先進地域」と位置づけ観光誘客
を図ることにより、国内延べ宿泊者数の着実な増加を図り、将来的な関
係人口の増加につなげるため、ＳＤＧｓ実践の場である農泊の拡大と充
実や、ＳＤＧｓを活用した新たな旅行商品による消費拡大を図るととも
に、地域住民の参画や関与を深めることでシビックプライドの醸成につ
なげる。また、世界農業遺産推進協議会を中心に、ＳＤＧｓ観光の核と
なる農村地域の保全・継承を図る。

地方創生推進タイプ

936 徳島県 徳島県、徳島県美波町
ニューノーマル時代を切り拓く
「転職なき移住」推進事業

徳島県の全域

人口減少の労働力確保問題における課題解決のための移住者の拡大を
図っていく中で、ワークライフバランスの実現に向けた「ワーケーショ
ン」や「テレワーク」、「副業・兼業」、「二地域居住」などの働き方
改革の新たな形が注目されつつあり、こうした「ワーケーション」や
「副業・兼業」などの地域に継続的に関わっていただける人材の獲得
等、更なる移住交流を推進し、活力ある地域づくりを目指す。

地方創生推進タイプ

937 徳島県 徳島県徳島市
「しごと」を担い、まちを元気に
する「地域活性化人材」創出事業

徳島県徳島市の全域

地域の担い手不足等の課題解決に向けて、就業・創業促進に取組むとと
もに、新たに移住促進をはじめとした施策間の連携を進めることで、
「地域外人材確保・定着の促進」、「企業等とのミスマッチの解消をは
じめとした活躍できる人材の育成」、「多様な人材を原動力とした地域
活性化」を図る。これらの取組の推進により、地域の「しごと」を担う
人材を創出・確保し、多様な人材の交流促進と活躍により地域経済を活
性化するとともにまちに活力を生み出すことを目指す。

地方創生推進タイプ

938 徳島県 徳島県徳島市
伝統文化と公民連携で推進！SDGs
未来都市とくしま実現事業

徳島県徳島市の全域

徳島市SDGs未来都市計画を推進する様々な取組と、市民にとって愛着の
ある伝統文化「阿波おどり」を組み合わせることで、市民や企業等が
SDGsを自分ごととして考え、推進する地域を確立し、先駆的・実験的な
取組を多様な主体と積極的に推進することで、経済・社会・環境の三側
面に好循環をもたらすモデル事業を生み出すとともに、その成果を全国
へ普及展開することで、SDGs実現に向けて徳島市からの日本全体の「底
上げ」を目指し、地域の活性化を図る。

地方創生推進タイプ

939 徳島県

徳島県徳島市、徳島県鳴門市、徳島
県小松島市、徳島県吉野川市、徳島
県阿波市、徳島県勝浦町、徳島県上
勝町、徳島県佐那河内村、徳島県石
井町、徳島県神山町、徳島県松茂
町、徳島県北島町、徳島県藍住町、
徳島県板野町、徳島県上板町

イーストとくしまDMOニューツー
リズム推進による新たな事業創出
による地域活性化の実現

徳島県徳島市、鳴門市、小松島市、
吉野川市及び阿波市並びに勝浦郡勝
浦町及び上勝町、名東郡佐那河内
村、名西郡石井町及び神山町並びに
板野郡松茂町、北島町、藍住町、板
野町及び上板町の全域

徳島東部圏域の１５市町村で構成し圏域の広域的な観光地域づくりにつ
いて官民連携で取り組むイーストとくしまＤＭＯが、マーケティング調
査等の結果に基づき本圏域のリーチすべき対象とコンテンツ造りの方針
を定め、「ニューツーリズムの推進」として観光コンテンツの造成や創
業促進・人材育成、シビックプライドの醸成等に取り組むことで、「訪
れてよし」「住んでよし」の観光地域づくりを推進し、圏域の所得の向
上に取り組む。

地方創生推進タイプ
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940 徳島県 徳島県鳴門市
なると満喫アクティビティ事業～
寄りたい！泊まりたい！また行き
たい！なるとCity～

徳島県鳴門市の全域

鳴門市は、自然環境に恵まれ、海や山へのアクセス性も高く、地域なら
ではの魅力を生かしたアクティビティコンテンツが豊富である。その魅
力あるコンテンツをさらに磨きあげるとともに、現在市域に点在してい
るアクティビティスポットを整理整備し、情報発信力を向上させること
で、ポストコロナを見据えた持続可能な観光地域づくり、交流人口や関
係人口の拡大を図り、鳴門市へ「寄りたい」、「泊まりたい」、「また
行きたい」と感じていただけるまちづくりを行い、地域活性化の基盤の
ひとつとなることを目指す。

地方創生推進タイプ

941 徳島県 徳島県鳴門市 なると未来づくり計画 徳島県鳴門市の全域

本市の人口減少の課題に対応するため、若い世代に重点を置く施策、子
育て環境や教育環境の充実、長期的なまちづくりの視点による人材育成
の重要性を鑑み、未来を担う若い人材を着実に育て、子どもたちが将来
大きく羽ばたけるような環境を構築する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

942 徳島県 徳島県小松島市
小松島市まち・ひと・しごと創生
推進計画

徳島県小松島市の全域

安心な暮らしを守るとともに地域と地域を連携させ、だれもが活躍でき
るしごとづくり、新しい人の流れづくり、そして結婚・出産・子育てに
安心し希望を持てる環境づくりを推進し、「地域社会で豊かに暮らす」
環境を整えるとともに、「人口増加策」や「しごとづくり」において当
事者となる「生産年齢人口」の力が活きるような地域社会の創造を目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

943 徳島県 徳島県阿南市
阿南市まち・ひと・しごと創生推
進計画

徳島県阿南市の全域

人口減少・地域経済縮小の抑制や地域活性化に積極的に取り組むととも
に、社会の仕組みを人口減少に適応した効率的・効果的なものに再構築
するまちづくりにも重点を置き、この２つを同時並行的に進めていく。
その中で、地域社会の営みを持続可能なものとしていくために、国連が
提唱した「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の理念をまちづくりに取
り入れた上で、本市の持つ特性・魅力を生かした独自性のある戦略・施
策を推進・展開していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

944 徳島県 徳島県三好市
「地域のデジタル化推進拠点」創
出計画

徳島県三好市の区域の一部（池田地
域）

中心市街地の遊休市有地に整備する「地域利便性施設(仮称)」にデジタ
ル技術（デジタル学習環境）を実装・充実させることで「デジタル／Ｉ
Ｔ人材を育成」し、「地元雇用を強化する」なかで「若年層の流出抑
制」や「ふるさと回帰」に資する「魅力あふれる地域」を作り上げる。

地方創生推進タイプ

945 徳島県 徳島県神山町
神山町地域再生計画まちを将来世
代につなぐプロジェクト

徳島県神山町の全域

人口流出が続く当町では、中学卒業と同時に町を離れ、そのまま大学へ
進み、就職の選択肢に入るような魅力的な職場が少なく、若者が好む住
宅供給がないことが負の連鎖に陥る構造的な課題を抱えている。これら
に対し、①すまい・②ひと・③しごと・④循環の仕組み・⑤安心な暮ら
し・⑥関係の６領域で総合的に「可能性が感じられる状況」に取り組
み、将来的には２０６０年に３，０００人を上回る人口規模と、集落単
位でバランスのとれた人口構成を実現し、住民自治が能動的に機能して
いる、自立的で安定した「輝く農山村」を目指す。

地方創生推進タイプ

946 香川県 香川県 かがわグリーン産業成長促進計画 香川県の全域

エネルギー産業への興味や進出意欲のある企業、研究機関に対するセミ
ナー開催や技術開発支援などによる、産学官のネットワークの強化を図
り、グリーン関連産業の成長に向けた基盤強化に取り組む。また、県内
中小企業者等の省エネ化・再エネ導入の取組みを支援することにより、
企業のコスト削減、効率化を促し、生産性向上による収益改善を図ると
ともに、脱炭素社会の実現に寄与する仕組みの構築に取り組む。さら
に、県産木材の需要と供給のバランスを整え、儲かる林業へと成長させ
ることで、就業者数の増加、県内定着を実現させる。

地方創生推進タイプ

947 香川県 香川県
かがわスタートアップ・企業誘致
戦略推進計画

香川県の全域

県内の起業家に対してインキュベートルームを提供し起業家の集積拠点
を構築する、またこれら起業家に対して、中小企業診断士等からなる専
門家チームによる経営相談窓口やかがわ創業塾等の伴走支援を実施する
などにより、創業前から創業後のフォローアップまで一貫した「香川型
スタートアップ支援システム」を構築するものである。

地方創生推進タイプ

948 香川県 香川県
デジタルを活用した働き方改革・
雇用促進計画

香川県の全域

ワーク・ライフ・バランス実現のため、企業への個別コンサルティング
の実施、職場環境のDX化を進める企業への支援を行うとともに、空き家
や廃校を改修しコワーキングスペースやサテライトオフィス等を設置す
る事業者を支援する。また、就職支援システムを新たに構築し、働き方
改革やSDGsに取り組む企業情報も積極的に発信する。　さらに、デジタ
ル分野への転職を希望する県内外在住者とデジタル人材を確保したい企
業のマッチングイベントの開催により、企業のデジタル人材の確保をき
め細かく支援し、産業の育成を図る。

地方創生推進タイプ

949 香川県 香川県
デジタル技術を活用した新たな地
域資源開発推進計画

香川県の全域

県オリジナル品種をはじめとする特色のある県産農産物の高品質化・生
産拡大を推進するため、地域の実情に合った新技術や新品種の開発に取
り組むほか、省力化・低コスト化に向けた支援や農作業支援体制の構築
などにより生産体制の強化を図るとともに、農業者の高齢化や労働力不
足に対応し、農産物の収量増大や品質向上のため、ロボット、AI、IoTな
どの先端技術を活用したスマート農業の推進を図るものである。

地方創生推進タイプ

950 香川県 香川県
多面的で持続可能な農村・漁村づ
くり推進計画

香川県の全域

農水産業の担い手の確保のため、安定して生産ができる高品質の農水産
物の開発や生産環境の整備、業務に必要となる機器や効率的な作業を可
能とする機器の導入支援等を推進する。また、農村・漁村の保全のた
め、農地等の多面的機能を高めるための支援や、新たに確保した農業等
の担い手を含む県民全体への普及啓発の一層の強化を図り、持続可能な
農村・漁村づくりをめざす。

地方創生推進タイプ

951 香川県 香川県
子育てするなら香川県・県民100
万人計画推進計画

香川県の全域

子育て支援、再就職支援、子育てと仕事を両立できる社会全体での働き
方改革・ワークライフバランスの推進に取り組み、女性のライフステー
ジに応じた子育て・就労支援のパッケージ施策を展開することで、女性
が生涯に渡り、安心して子どもを産み育て、また希望に応じた働き方を
実現し女性の能力を十分に発揮できる、多様で柔軟かつ持続可能な地域
社会を築くことを目指す。

地方創生推進タイプ
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952 香川県 香川県
官民共創DXによる“デジタル社
会・かがわ”形成計画

香川県の全域

①官民連携DX推進事業、②データ利活用推進事業、③人材育成事業によ
り、県・市町・民間事業者の共創拠点である「かがわDX Lab」の運営、
市町横断的なデータの収集・分析・活用及びデジタル人材の育成を総合
的に実施することで、官民連携DXによる「まちづくり」の基盤をつくる
ものである。

地方創生推進タイプ

953 香川県 香川県
かがわ女性・高齢者等新規就業支
援拠点事業

香川県の全域

本事業を通じて掘り起こした対象者を就労につなげるため、経済団体や
ハローワーク等の関係団体からなる官民連携のプラットフォームを設置
し、子育て支援施設・長寿大学での周知等による掘り起こし、「かがわ
女性・高齢者等就職支援センター」を設置し、専門相談員による就労相
談やカウンセリングの実施、能力や状況に応じた個別セミナーや短期の
職場実習の実施、「かがわ女性・高齢者等就職支援センター」において
支援後就労した者に対する相談支援の継続実施等の取組を一体的・包括
的に実施する。

地方創生推進タイプ

954 香川県 香川県
プロフェッショナル人材活用及び
還流推進計画

香川県の全域

香川県プロフェッショナル人材戦略拠点の運営により、副業・兼業を含
む高度人材のＵＪＩターン就業を促進し、本県への人材還流と地域・企
業の成長を実現する。訪問・支援の対象とする県内企業の範囲を従業員
10名以上の県内企業等まで対象とするなど、広く経営革新への意欲喚起
や人材ニーズの掘り起こしを行うことに加え、地域金融機関のノウハウ
やネットワークを活かした支援対象企業の開拓や相互的・恒常的な連携
強化、地方創生起業支援事業等との連携、大企業連携の取組強化を図る
など、本県拠点としての特色ある取組みを展開する。

地方創生推進タイプ

955 香川県

香川県、高松市、丸亀市、坂出市、
善通寺市、観音寺市、さぬき市、東
かがわ市、三豊市、土庄町、小豆島
町、三木町、宇多津町、綾川町、琴
平町、多度津町、まんのう町

東京圏UJIターン就職等推進事業
及び起業等スタートアップ支援事
業（地域課題解決型）

香川県の全域

移住支援事業として東京圏から移住した者に対して移住支援金を支給
し、地方就職学生支援事業として東京圏の学生が地方企業の就職活動に
要した交通費を支給することで、東京一極集中の是正を図る。マッチン
グ支援事業は、人材マッチングサイトで県内企業の担い手を確保する。
起業支援事業は、地域資源を生かして、地域活性化関連等の社会事業分
野において、デジタル技術を活用し、地域課題の解決に取り組む事業者
の創業や、産業分野で地域の課題解決に資する社会的事業を事業承継、
第二創業により実施する事業者等を支援する。

地方創生推進タイプ

956 香川県 香川県及び小豆島町
未来の元気な小豆島にむけてのみ
なとづくり計画

香川県小豆郡小豆島町の区域の一部
（内海港、坂手港及び竹生漁港）

小豆島は瀬戸内海国立公園に浮かぶ観光客が多く訪れる島である。坂手
港と内海港は小豆島の玄関港であり、両港に近接する竹生漁港はノリ養
殖等の生産基地である。しかし、定期船等が離発着する岸壁等の老朽化
が著しく、船の運行に支障が生じる恐れがあることや、漁港内にある防
波堤の整備が不十分なために港内静穏度が低く、漁業活動に支障が生じ
ていることから、島の経済への悪影響が懸念されている。今回、老朽化
した港湾施設の更新と漁港の防波堤整備を一体的に行い、島の観光業や
水産業の振興を図るものである。

地方創生港整備推進交付金

957 香川県 香川県高松市
フリーアドレスシティたかまつ
【FACT】　～放課後FACT-ory

香川県高松市、さぬき市、東かがわ
市、土庄町、小豆島町、三木町、直
島町、綾川町の全域

地域学習プラットフォームを構築し、幼少期から高校期に、地域企業、
NPOや、地域コミュニティなどの活動への自らの好奇心に基づく参加・仕
事体験、就業を見据えた地域の探究と、活動結果やプログラムの地域の
こどもでの共有化と、こどもの学びを「デジタルキャリアパスポート」
として保管・管理することによって、地域学習のサイクルを循環させる
「地域の学びサイクル」の構築に向け「地域のこどもは、分け隔てなく
地域で育てる」ためのアーキテクチャの整理を行い、地域間の人流競争
でない持続可能なまちづくりを目指すものである。

地方創生推進タイプ

958 香川県 香川県高松市 たかまつ創生総合戦略推進計画 香川県高松市の全域

本市においても人口減少の局面を迎えているところであり、人口減少、
少子超高齢社会における課題を解決するため、ひとを呼び込み、地域経
済を活性化し、更なる雇用を創出することで、若者から選ばれるととも
に、子どもを産む育てやすく、市民が真の豊かさや幸せを実現し、いき
いきと暮らせるまちを創ることで、人口減少の抑制を目指す。また、だ
れもが健やかに暮らし続けられる、地域コミュニティを軸とした持続可
能なまちを創ることで人口減少社会への対応を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

959 香川県 香川県坂出市
Ｄｉｇｉ田さかいで再生プロジェ
クト

香川県坂出市の区域の一部（居住誘
導区域）

坂出市の資源や強みを最大限に活かし、まちのイメージ転換を図る施策
によって、「働くまち」と「住むまち」が両立できるまちを目指す。坂
出市の象徴的な建物である坂出人工土地周辺の歩行者空間をオープンス
ペースとして人々が集い安らげる場所へと整備を行うとともに、誰もが
チャレンジできるチャレンジショップを開設することで、新たな民間事
業者の活動を促し、人工土地周辺における店舗数の増加とにぎわいを創
出する。創出されたにぎわいにより、人流が増加し、近接する商店街へ
の波及効果や新規民間投資の誘発を図る。

地方創生推進タイプ

960 香川県 香川県坂出市
Ｂｉｚを中心とした地域内チャレ
ンジ促進事業

香川県坂出市の全域

企業の強みを生かした解決策の提案や実効支援を伴走的に行うチャレン
ジ支援拠点（Biz）の創設により企業や創業者のチャレンジを支援するこ
とで、雇用者所得の増加や仕事の多様性の創出を通じてまちの仕事の魅
力を高め、また、女性や高齢者が自分らしく働けるようなまちを目指
す。さらに、民間による地域課題の解決を促進し、地域の持続性を高め
る。Bizの運営に加え、支援関係主体の組織化により地域の総合的な支援
力を強化するほか、企業の人材確保支援や、地域への創業誘導施策等の
取り組みを一体的に展開する。

地方創生推進タイプ

961 香川県 香川県琴平町

琴平町電子地域通貨（キャッシュ
レス）から始まるデジタル推進事
業～まちづくり会社の設立に向け
て～

香川県琴平町の全域

新型コロナウイルス感染症で低迷している本町の経済対策として、スマ
ホアプリやカードを利用した電子地域通貨のキャッシュレス決済サービ
ス（KOTOCA）を導入し、この電子地域通貨事業を運営するまちづくり会
社を設立し、このまちづくり会社が中心となり、電子地域通貨事業の加
盟店とともに、自走かつ継続していく仕組み（サイクル）を作り上げる
ことにより、さらなる観光入込客数の増加を目指し、雇用の拡大を図る
ことで、地域経済の活性化に寄与していく。

地方創生推進タイプ

962 愛媛県 愛媛県
Society5.0社会を見据えた未来技
術活用推進事業

愛媛県の全域

本県の深刻化する労働力不足や生産性の向上等の諸課題に対応し、地域
社会を持続的な発展に導いていくためには、５Ｇの活用方策の検討にい
ち早く着手することが不可欠であり、県が率先して未来技術を活用した
生産性向上のための取組みを行うことで、県民生活の一層の利便性の向
上や地域経済の活性化に繋げる。

地方創生推進タイプ

963 愛媛県 愛媛県
えひめのものづくり「次のスゴ
技・すごモノ」開発推進事業

愛媛県の全域

本県は、製造品出荷額等が四国全体の50％近くをシェアしている工業県
でもあることから、この利を活かした既存産業の底上げや成長への誘導
を図るため、「愛のくにえひめ営業本部」を設置し、全国でも先進的な
経済政策を推進している。これまでの取組みは、年々着実に実績を積み
重ねているものの、今後も持続的な地域経済の発展のため、本県の強み
を活かしながら、次代を見据えた取組みを強化していく。

地方創生推進タイプ
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964 愛媛県 愛媛県
プロフェッショナル人材地域還流
促進事業

愛媛県の全域

人口減少・少子高齢化と若年層の流出に伴う労働力人口の減少が深刻化
する中で、「ひと」と「しごと」の好循環を生み出すためには、デジタ
ル技術の活用を含む新たな課題の解決に積に取り組む「攻めの経営」へ
の転換が重要であることから、プロフェッショナル人材戦略拠点を通じ
て、地域を支える中小企業の経営体質の改善と競争力の強化を図るとと
もに、企業の人材ニーズを踏まえた専門性の高いプロフェッショナル人
材のマッチングのほか、副業・兼業・OB人材の活用等も通じた関係人口
創出により、県内産業全体の生産性の向上を図る。

地方創生推進タイプ

965 愛媛県

愛媛県、愛媛県松山市、愛媛県今治
市、愛媛県宇和島市、愛媛県八幡浜
市、愛媛県新居浜市、愛媛県西条
市、愛媛県大洲市、愛媛県伊予市、
愛媛県四国中央市、愛媛県西予市、
愛媛県東温市、愛媛県上島町、愛媛
県久万高原町、愛媛県松前町、愛媛
県砥部町、愛媛県内子町、愛媛県伊
方町、愛媛県松野町、愛媛県鬼北
町、愛媛県愛南町

デジタル人材の教育・育成・誘致
と産業のDXによる本県産業の稼ぐ
力強化プロジェクト

愛媛県の全域

人口減少、少子高齢化が進む中、生産年齢人口の急激な減少による様々
な社会課題を克服するためには、社会経済の活力を向上させる必要があ
る。そのため、デジタル人材の教育・育成・誘致に最優先で取り組み、
2030年度までに新たに１万人のデジタル人材を確保するとともに、その
人材を活用して県内産業のDX化を進めることで、本県産業の稼ぐ力を強
化し、１人当たりの県民所得を向上（2030年度までに265万円から300万
円まで引き上げ）させ、経済成長を実現する。

地方創生推進タイプ

966 愛媛県
愛媛県、今治市、宇和島市、新居浜
市、西条市、大洲市、四国中央市、
西予市

県内最大の移住マッチングサイト
「あのこの愛媛」を駆使した移住
就業・起業促進計画

愛媛県の全域

県内最大の求人情報や移住情報を提供する雇用・移住マッチングサイト
「あのこの愛媛」の人口政策と、地域課題解決型ビジネスを創出する本
県独自の創業支援プログラム「愛媛グローカル・フロンティア・プログ
ラム」の産業政策を連動させ、デジタル人材・技術の還流など人口の社
会増につながる移住就業や起業を戦略的に生み出すことにより、人口の
東京一極集中と本県の転出超過を解消を図るとともに、本県の地域特性
や産業構造に応じた人材獲得による県内経済の好循環を実現する。

地方創生推進タイプ

967 愛媛県 愛媛県、愛媛県八幡浜市
愛媛発の暮らし方改革提案と新た
なコミュニティ形成による若者世
代呼び戻しプロジェクト

愛媛県の全域

地域おこし協力隊・先輩移住者らで構成する「オンライン移住コミュニ
ティによる安心感の醸成」や働き場所を提供するコワーキングスペース
の連携を推進母体とした「多様な人材が活躍できる場の創出」など若者
世代の呼び込む新たなコミュニティ形成を核としたプロジェクトを展開
する。また、「都市部人材と地域との関係人口化」を進め、本県との接
点・共感づくりを促進することにより、本県の将来を担う若者世代の地
方回帰・定着の流れを力強く生み出す仕組みを構築する。

地方創生推進タイプ

968 愛媛県
愛媛県、愛媛県八幡浜市、愛媛県大
洲市、愛媛県砥部町

食べてみとん愛顔になるけん！
ニューノーマルに対応した愛媛の
農林水産物のブランド化・販売促
進事業

愛媛県の全域

経済のグローバル化による商品やサービスの低価格化や地域間競争の激
化、人口減少社会の進展による国内マーケットの縮小が進む中、愛媛の
農林水産業を持続的に成長させていくため、グローバルな取組みや海外
需要の獲得に向けた取組みを進めることによる農林水産業のブランド化
と販売促進により、地域経済の活性化に取り組む。

地方創生推進タイプ

969 愛媛県
愛媛県、愛媛県四国中央市、愛媛県
西予市

若年者の就職・結婚等ライフデザ
インの希望を叶えるための企業行
動変容支援プロジェクト

愛媛県の全域

「少子化」が「少子化」を招く連鎖に楔を打つため、若年者の就職・結
婚等のライフデザインの希望を叶えるための企業への支援を実施するこ
とにより、「愛媛で就職し、結婚・出産の希望を叶え、安心して子育て
を行い、仕事と家庭の両立ができる社会」の実現につなげる。出生数の
反転増加により、将来的に人口構造を若返らせ、人口ビジョンで掲げる
「2060年100万人維持」を達成するとともに、「まち」に活力を取り戻
し、人々が安心して生活を営み、こどもを生み育てられる社会環境を創
出する。

地方創生推進タイプ

970 愛媛県 愛媛県、愛媛県西予市

「ビジネス」「デザイン」「テク
ノロジー」を備えた人材の育成に
よるデジタルトランスフォーメー
ション加速化事業

愛媛県の全域

愛媛県では、デジタル人材の教育・育成・誘致等の取組を実施している
が、これまでの取組では人材の質までは追求しておらず、今後は県内企
業が求めるより高度な人材の育成や、多様な人材が活躍できる場を広げ
ることが必要となる。「DX実行プラン」を具体化する各種取組を通じ
て、「ビジネス」「デザイン」「テクノロジー」の素養を備えたデジタ
ル人材の育成を行うとともに、育成した人材により県内企業・経済のデ
ジタルトランスフォーメーションを加速させ、次代を担う活力ある産業
を創り、1人当たりの県民所得の向上を図る。

地方創生推進タイプ

971 愛媛県 愛媛県及び愛媛県東温市
誰もが安心して働けるまちづくり
計画

愛媛県東温市の全域

本市は、交通網の整備等の立地・交通条件に恵まれていると共に、豊か
な森林資源及び「坊っちゃん劇場」などの魅力的な観光地を有している
が、観光拠点施設間のアクセス道の整備及び林道整備が不十分であり、
課題となっている。このため、地方創生交付金事業を活用し、市道と林
道を一体的に整備し、効率的な物流を支え、観光地へのアクセス向上及
び林業従事者の利便性向上を図り、地域産業の競争力強化に資する道路
ネットワークの構築に取り組むことで、市民が安心して働ける、足腰の
強い産業構造の構築と就業機会の拡大を目指す。

地方創生道整備推進交付金

972 愛媛県 愛媛県及び愛媛県越智郡上島町
瀬戸内ゆめしま海道周遊観光の推
進による地域活性化計画

愛媛県越智郡上島町の全域

本町は、サイクリングロードとして有名なしまなみ海道の近隣に位置し
ており、令和4年3月には岩城橋の開通により、今後さらなるサイクリス
トの増加が見込まれる。しかしながら、道路状況はサイクリストだけで
なく観光客及び町民にとって危険な箇所が多くあり、今後さらなる観光
客誘致に取り組むうえで安全で快適な道整備は急務である。そこで、地
方創生交付金事業を活用し、町道・林道を一体的に整備することによ
り、危険個所の解消とともに交流人口の拡大、観光消費額の増加を目指
す。

地方創生道整備推進交付金

973 愛媛県 愛媛県、愛媛県砥部町
とべもりを核とした関係人口創出
とSDGs体験事業

愛媛県の全域

「とべもり」を石鎚山系や来島海峡エリアと並び、様々なアウトドア・
アクティビティが展開できるスポットとして魅力を向上させ、「道後温
泉」を訪れた県外観光客が足を伸ばして訪れ、本県での滞在日数を延ば
す新たな観光資源として育てる。また、SDGｓの目標の中でも、特に「と
べもり」の特性を生かした取組に特化した体験プログラムを提供し、将
来の地域を担う若い世代にSDGsを深く体験してもらうことにより、SDGs
を実践する人材を育成し、将来のまちづくりにつなげ、都会や世界とつ
ながる関係人口を増やす。

地方創生推進タイプ

974 愛媛県 愛媛県今治市
デジタルコンテンツ等を活用した
雇用促進事業

愛媛県今治市の全域

人口減少を抑制し、持続可能な今治市を将来に引き継いで行くため、デ
ジタルコンテンツ等を活用したＵＩＪターン推進事業を実施する。ま
た、地域課題解決を通じた若者や女性等の創業支援事業や、デジタル人
材を軸とした雇用創出事業を実施し、若者自らがチャレンジ出来る土壌
を醸成すると同時に、若者の雇用の受け皿となる企業誘致を連動して行
い、波及的な雇用創出と若者の地域定着を図り、地域経済の持続的な発
展を目指す。

地方創生推進タイプ

975 愛媛県 愛媛県西条市
関係人口を起点とした転職・起業
等の新たな人生チャレンジ応援計
画

愛媛県西条市の全域

「新たなチャレンジ応援プラットフォーム」を構築し、本市への移住者
をハンズオン支援し円滑な移住促進を行う「移住フルサポート機能」、
地域中小企業を中心に、新たな人材確保や多様な人材の受入環境改善に
取り組む「まちの人事機能」を確立する。更に、移住者や関係人口の就
職先紹介、地域中小企業や団体とマッチングを通じて新たなイノベー
ションの創出に取り組む「産業イノベーション機能」の確立を加え、
「新たな人生チャレンジ」と「新たなイノベーション・チャレンジ」の
双方を実現する持続可能な仕組みを確立する。

地方創生推進タイプ
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976 愛媛県 愛媛県伊予市
伊予市版地域ＤＭＯを核としたア
ドボカシー重視の持続可能な観
光・交流地域づくり

愛媛県伊予市の全域

本市の特色を生かして進行する人口減少、高齢化社会を乗り切ることを
目的に、伊予市版地域ＤＭＯ設立を起点とし、合意形成に基づく持続可
能な観光・交流地域づくりを目指す。具体的には、地域ＤＭＯが「合意
形成のプラットホーム機能」、「観光物産振興に係る地域・業種間のハ
ブ機能」、「産業の効率化と担い手確保を目的としたデジタル化推進機
能」を担うことで地域や業種の枠を超えた合意形成と地域課題解決の場
となり、基幹産業の強化による「市内への経済流入」と「観光客周遊の
仕組み」をつくり、経済効果に繋げることを目指す。

地方創生推進タイプ

977 愛媛県 愛媛県四国中央市
地域産業を担う人材確保による地
域活性化計画

愛媛県四国中央市の全域

本市は、日本一の紙のまち（紙の製造品出荷額等１４年連続１位）であ
り、多くの労働力を必要とし、これまでの移住促進事業の成果が見られ
始めた。しかし、労働力の不足は本市の継続した課題であり、各種団体
と対応することが地域の発展に必要である。また、移住者へのサポート
の充実も必要である。よって、本交付金事業では企業の人材不足を解決
するとともに、まちづくりワークショップを行うことで、移住者の定住
率の向上に加え、地域の担い手の確保にも繋げ、地域経済の成長と定住
率の向上により、持続可能なまちづくりを目指す。

地方創生推進タイプ

978 愛媛県 愛媛県伊方町
日本一細長い半島のICTを活用し
た地域商社『佐田岬モデル』確立
プロジェクト

愛媛県伊方町の全域

四国最西端日本一細長い半島である佐田岬半島に位置する伊方町は、豊
かな自然と特異な地形を有している。柑橘を中心とした農業と水産業が
主要産業であるが、高齢化・人口減少により従事者は年々減ってきてい
る。また、交通アクセスの悪さから、観光客の通過地点になりがちであ
るため、本事業を通じて、さらなる町の魅力を創出することで時代の変
化に対応した「しごとづくり」を行い、それら魅力を発信することで、
「町外での稼ぐ力」を強化し、町内はの活性化だけでなく、訪れた方の
利便性をアップする「交通整備」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

979 高知県 高知県
農水産物・食品及び土佐酒輸出拡
大プロジェクト推進事業を通じた
地域の活性化

高知県の全域

本県では、人口減少に伴う県経済の縮みに対応するため、平成20年に高
知県産業振興計画を策定し、「地産」を強化し、県外や海外市場に向け
た「外商」に取り組んできた。食の市場は、国内市場が縮小する一方
で、海外市場は拡大傾向にある。輸出額をさらに拡大させるためには、
海外市場のニーズに対応した輸出対応力強化が必要となる。生産現場と
流通現場が官民協働で地産と外商の強化に取り組むことで、輸出の拡大
を図り、輸出の増加による効果を地域経済へと波及させ、中山間地域の
活性化につなげていく。

地方創生推進タイプ

980 高知県 高知県 小規模集落活性化計画 高知県の全域

本県が実施している集落実態調査において、人口減少、高齢化の進行に
よる様々な活動の後継者不足、生活への不安、鳥獣による被害など、中
山間地域の小規模集落の課題が浮き彫りになった。そのため、小さな拠
点をつくり、それぞれのくらしを守り、地域の資源や特性を生かした経
済活動を行うことができる環境を整備することが極めて重要となる。こ
うした取り組みを通じて、地元で仕事をしながら安心して生活ができ、
小さな集落の活動が活発になっている「一人一人の生活と集落の活動が
持続可能な中山間地域」を目指している。

地方創生推進タイプ

981 高知県 高知県 ＣＬＴ等木造建築物普及促進事業 高知県の全域

高知県は、県土の84パーセントを森林が占める全国１の森林県であり、
これまで、この資源を余すこと無く活用するため、大型製材工場の整備
等の加工体制の強化、木質バイオマス発電施設の整備、外商強化などに
取り組んできた。さらなる発展のため、本事業の実施により、非住宅中
高層建築物等での木材需要を拡大させ、豊富な森林資源を活かし、外需
の獲得、県経済の好循環を生み出すことにより、雇用の創出や地域経済
の活性化を図り、新たな人の流れを創出し地方創生を実現する。

地方創生推進タイプ

982 高知県 高知県
高知県生産性向上・デジタル化支
援事業

高知県の全域

本県の労働生産性の低さや人手不足といった課題を解決するために、
「中小企業のデジタル化」を専門的に支援する体制を強化し、デジタル
技術を活用した業務の改善による生産性の向上・付加価値向上を目指す
企業の実行支援を行う。また、市場や財務分析をふまえた計画の再編に
よる売上回復と生産性向上による経営改善を支援し、利益が出る収益構
造の構築による財務の健全化を促す。さらに、外商支援においては、対
面型の見本市や商談会と併せてオンラインも活用し、リアルのハイブ
リット型の外商支援を展開する。

地方創生推進タイプ

983 高知県 高知県
高知県ヘルスケアイノベーション
プロジェクト

高知県の全域

県内の産学官金が連携して、デジタル技術を活用したヘルスケア分野の
新製品やサービスの事業化を伴走支援することで、将来的に高知県でヘ
ルスケア産業を創出し、若者の県内定着や県外からの転入による地域産
業の活性化を目指すものである。そのため、新製品やサービスの開発の
ために必要な実証フィールド（実施の運用環境に近い状態で先端技術の
実証実験を行う「場」）を提供することを突破口に、当分野への県内企
業の参入や県外企業の誘致を促し雇用を生み出すとともに、地域や職域
の抱える地域課題の解決を図る。

地方創生推進タイプ

984 高知県 高知県
地方におけるデジタル人材の雇用
創出事業

高知県の全域

IT・コンテンツ企業等の誘致促進により、IT・コンテンツ産業等の集
積・活性化につなげ、若者層のU・Iターンの促進、県外流出の減少につ
なげるまた、新たに中山間地域への企業誘致を抜本強化することとし、
中山間地域のシェアオフィスの活用をさらに推進していく。さらに、商
工会連合会に経営指導員等の育成・強化を目的にしたデジタル化支援の
専門人材を配置し、デジタルツールの紹介やデジタル技術の活用に関す
るOFF-JT研修を開催する。

地方創生推進タイプ

985 高知県 高知県
プロフェッショナル人材活用推進
計画（第２期）

高知県の全域

県内企業の課題解決や新たな事業展開を促進するため、県内企業と副
業・兼業を含めたプロフェッショナル人材のマッチングを支援する。ま
た、県内企業のデジタル化による事業構造の変革や労働生産性の向上を
図るため、新たに県外在住のデジタル副業人材等と県内企業のマッチン
グを推進する。なお、事業の推進に当たっては、プロフェッショナル人
材戦略拠点や民間人材ビジネス事業者、地域金融機関等の多くの機関が
連携して県内企業の成長を支援する。

地方創生推進タイプ

986 高知県 高知県
室戸半島の観光と産業を支えるみ
なとづくり計画

高知県安芸郡東洋町、室戸市、安芸
郡奈半利町、安芸市及び香南市の区
域の一部（甲浦港、佐喜浜港、奈半
利港、手結港、野根漁港、椎名漁
港、加領郷漁港及び安芸漁港）

高知県東部の港湾と漁港は、連携して水産業を支えてきた。また、近年
は、海洋レクリエーションに活用されるなど観光拠点としての役割を
担っている。一方で、台風通過時には越波や高潮による浸水が頻繁に発
生し、静穏度不足や岸壁等の老朽化により船舶を安全に係留できないな
ど、漁業活動に支障をきたしている。加えて、体験プログラムに活用さ
れる緑地等の施設は老朽化、陳腐化が進んでいる。このため、社会構造
の変化を踏まえた整備や老朽化対策を実施し、漁業活動の安全性・効率
性の向上及び観光促進を図り、地域産業の活性化を目指す。

地方創生港整備推進交付金

987 高知県 高知県
高知県西部の観光と産業を支える
みなとづくり計画

高知県高岡郡中土佐町、高岡郡四万
十町、四万十市、土佐清水市及び宿
毛市の区域の一部（久礼港、下田
港、清水港、あしずり港、下川口
港、小室漁港、窪津漁港及び田ノ浦
漁港）

高知県西部の本地域は、山・川・海の恵まれた自然環境を活かした水産
業など第一次産業を中心に栄えてきたが、年々、人口減少や高齢化が進
行し地域経済が縮小している。そのため、港湾施設及び漁港施設の整備
及び老朽化対策を一体的に行うことで、本地域の水産業及び観光振興を
支えてきた港の機能を維持・向上させ、安定した漁業活動や海業の振
興、地域の「食」である水産物や「自然（海）」を活かした海洋レ
ジャー等による地域全体における広域的な滞在型・体験型観光の促進を
図り、地域経済の拡大を目指す。

地方創生港整備推進交付金
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988 高知県

高知県、高知市、室戸市、安芸市、
南国市、土佐市、須崎市、宿毛市、
土佐清水市、四万十市、香南市、香
美市、東洋町、奈半利町、田野町、
安田町、北川村、馬路村、芸西村、
本山町、大豊町、土佐町、大川村、
いの町、仁淀川町、中土佐町、佐川
町、越知町、梼原町、日高村、津野
町、四万十町、大月町、三原村、黒
潮町

東京圏からの就職及び地域課題解
決型起業等による高知県への多様
な人材の環流促進

高知県の全域

高知県まち・ひと・しごと総合戦略において位置づけた、移住促進策と
連動した各産業分野の人材確保の取組や、経済の活性化という点におけ
るデジタル社会の形成に寄与するために、デジタル技術の活用を必須要
件とした起業や新規事業を促進する取組などと、デジタル田園都市国家
構想交付金を活用したＵＩＪターンによる起業・就業者の創出事業を連
携させることで、県内の地域地域において、各産業のさらなる担い手確
保や起業促進を図り、「地産外商が進み、地域地域で若者が誇りと志を
持って働ける高知県」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

989 高知県 高知市
高知市まち・ひと・しごと創生推
進計画

高知市の全域

高知市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく地方創生関連事業に対
し，まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人
に対する特例(企業版ふるさと納税)を活用できるよう地域再生計画「高
知市まち・ひと・しごと創生推進計画」を策定し，人口減少への対応を
進めるとともに，地方創生をより一層推進していくものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

990 高知県 高知県土佐市
「健康×観光」を軸とした地域観
光資源の再発見、新たな関係人口
創出計画

高知県土佐市の全域

新型コロナウイルスの影響により、大きく変貌した市場構造にどう対応
していくかを支援することが求められる。また、感染リスクが少ないア
ウトドアなどが主流となり、その観光地ならではの体験を具体的な滞在
プランへと落とし込む連携や、外出自粛により実店舗から、通販経由で
の商品購入が増加し、ECサイトの構築等新たな需要への対応が求められ
る。並行して、2022年度予定している本市の健康都市宣言に合わせて健
康の概念を加えた新たなイベントを通じコロナ禍においても本市の地方
創生を目指すものである。

地方創生推進タイプ

991 高知県 高知県土佐市
多文化共生、みんなで支える地域
コミュニティ事業

高知県土佐市の全域

波介川河口導流路の通水、土佐市バイパスの完成や県都高知市へのアク
セスが改善されるなど基盤整備が図られ、市内中心部においては世帯数
や店舗が増加している一方、人口減少は顕著であり、コミュニティを維
持するためには、新たな人材（次代を担う子どもや、移住者、外国人住
民等）との交流は欠かせない。本市では、将来的には市民、民間団体、
企業等の民間主導型のコミュニティ形成を目指し、今後３年間では、新
たな人材が活躍する機会を創出し、共同の作業を行う中で交流を深め、
多文化共生で豊かな地域社会の構築を目指す。

地方創生推進タイプ

992 高知県 高知県土佐町、高知県本山町
Learning Anywhere〜質の高い教
育や“学び”の機会を、全ての場
所で、全ての人に〜

高知県土佐町、高知県本山町の全域

学校内外の学びの環境の充実を図ることにより、地域の教育や学びの環
境の魅力化を実現し、「質の高い教育や“学び”の機会を、全ての場所
で、全ての人に」提供できる環境づくり、すなわち「Learning 
Anywhere」な環境を構築する。このことにより、地域の持続可能な成長
を実現できる「問いと学び」に満たされた土壌をつくり、“地域内外で
活躍する人材の育成”や、教育や学びをきっかけにした“地方への人の
流れ”を実現できる地域を目指す。

地方創生推進タイプ

993 高知県 高知県土佐町

“未来”に向けた産業と技術革新
の基盤形成事業〜テレワーク拠点
を核とした関係人口の創出・拡大
〜

高知県土佐町の全域

土佐町サテライトオフィスの設置・運営を通じ、都市圏企業やその人材
の呼び込みを図るとともに、地域事業者とのマッチングや連携を通じ、
地域に新たな産業の創出のきっかけ・基盤をつくる。特に、町の基幹産
業である第一次産業への広がりにも繋げていくことを意識した取り組み
を行う。そうした繋がりをより強固とするとともに、土佐町への移住な
ど人材の呼び込みにも繋げていく。これらの実施を通じ、「地方への人
の流れや”関わり”を、新たな産業や雇用を生み出す力とし、若者世代
が住み続けられるまち」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

994 高知県 高知県大川村
「まるごと大川」ブランディング
を核とした大川村地場産品販売単
価向上プロジェクト

高知県大川村の全域

大川村ブランディング推進協議会を立ち上げ、集落活動センター結いの
里における住民参加型プログラムを活用して住民が製作したロゴマーク
が大川村を認知するためのPRコンテンツとなり、ロゴの共通イメージで
紐付けして情報発信することで地場産品の売り上げや商品イメージにプ
ラスの影響を与え、各種特産品の販売力の弱点であった高付加価値化の
達成を目指す。また、将来的に「土佐はちきん地鶏」と「大川黒牛」を
ブランド価値に見合う適正価格で販売し、直接的な収益アップにつなげ
て自立に向けた「稼ぐ力」を身につける。

地方創生推進タイプ

995 高知県 高知県高岡郡中土佐町
中土佐町まち・ひと・しごと創生
推進計画

高知県高岡郡中土佐町の全域

中土佐町は、高知県の中西部に位置し、太平洋に開けた中土佐地区と清
流四万十川の源流域に位置する大野見地区からなっています。本町の人
口は、1960年以降減少を続けており、人口減少と少子高齢化は深刻さを
増しています。人口減少は、地域経済の規模縮小、日常を支える機能の
低下など、あらゆる面で地域の活力を弱め、さらに人口減少を加速化さ
せることとなります。このような悪循環に歯止めをかけるために、町全
体で問題意識を共有し、第２期総合戦略に掲げる施策を推進することに
より、人口減少克服と地方創生に取り組みます。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

996 福岡県 福岡県
デジタル技術を活用した中小企業
の生産性向上支援事業

福岡県の全域

コロナ禍を契機に顕在化したデジタル化の遅れに対し、高度な専門のア
ドバイザーが、製造業、非製造業を問わず、それぞれの中小企業の段階
に応じ、デジタル技術を活用した伴走支援を行い、デジタル設備導入補
助を併せて行うことにより生産性を向上させ、中小企業の経営力、競争
力の強化を図る。また、中小企業におけるデジタル化推進を促す講座、
支援人材の育成等の人材育成を行うことで、生産性向上活動の裾野拡大
を図る。

地方創生推進タイプ

997 福岡県 福岡県
関連産業との相互連携強化による
「選ばれる福岡県の農林水産業」
の実現

福岡県の全域

物流業界や流通業界、食品業界など様々な関連産業との相互連携を深
め、Win-Winの関係性を構築・発展することにより、本県の農林水産業が
今後も持続的に販売力や生産力を維持・拡大するため、「サプライ
チェーンが一体となり付加価値の高い県産農林水産物を流通・販売する
モデルを構築」、「効率的な農林水産物流通の確立により将来に持続す
る物流ルートを確保」、「食品産業等における原材料調達の国内回帰の
動きを捉えたニーズに対応した販売促進活動により、業界相互の連携を
強化」などを目指す。

地方創生推進タイプ

998 福岡県 福岡県
「起業は福岡で、活躍は世界
で。」　地域産業をリードするフ
クオカベンチャー創出事業

福岡県の全域

ＶＣ、金融機関、支援団体、大学教育機関、行政が一体となって、起業
家がチャレンジできる環境をつくり上げ、優れた技術とアイデアにより
事業拡大を目指す県内ベンチャー企業の成長ステージに応じた支援に取
り組む。これまでの支援と異なり、小規模な事業規模にとどまらない投
資額の大規模化を狙い、アーリー期の入り口としてまずは１億円以上の
資金調達を、さらなるステップとしてIPOの実現を目指し、世界で活躍す
るベンチャー企業を輩出していく。

地方創生推進タイプ

999 福岡県 福岡県
福岡県のポテンシャルを生かし
た、デジタル社会を支える産業の
拠点形成事業

福岡県の全域

ハード・ソフト両分野での産学官連携組織を活かしたこれまでの産業振
興により、県内には独自の人材育成及び企業支援の仕組みが根付くとと
もに、高度な技術を有するものづくり企業やユニークなＩＴ企業が次々
と創出。こうした本県のポテンシャルを生かし、デジタル社会を支える
成長産業に位置付けられる「半導体」「ブロックチェーン」分野に着目
し、地域のイノベーションを支える人材の定着や、魅力ある製品・サー
ビスを生み出す企業の集積を図ることで、地方創生に寄与する、魅力的
で稼ぐ力を有する「しごと」が創出されることを目指す。

地方創生推進タイプ
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1000 福岡県 福岡県
福岡県グリーンイノベーション戦
略-世界から選ばれる福岡県を目
指す産業政策パッケージ-

福岡県の全域

本県には企業や研究拠点の集積などによる産学官連携の強固な素地が構
築,脱炭素化の中で注目されている「グリーン水素」や「次世代自動車」
などの分野において、新技術の開発等を更に促進することで、国の成長
戦略を加速させるエンジンとなり、世界をリードする産業や製品を創出
していくポテンシャルを有している。世界的な脱炭素化の潮流をチャン
スととらえ、経済と環境の好循環を生み出す成長戦略の担い手として、
世界で活躍する中小企業を創出するとともに、本県が国のグリーン成長
戦略を加速させる先進拠点となることを目指す。

地方創生推進タイプ

1001 福岡県 福岡県 高齢者も女性も活躍社会実現事業 福岡県の全域

本県では、「誰もが住み慣れたところで働き、安心して子どもを産み育
て、長く元気に暮らすことができる地域社会の創造」を目指している。
さらなる就業促進のため、高齢者においては、食料品製造業等の本県の
成長分野、医療・介護分野、小売業や飲食サービス業などの人材不足分
野等において適した職場環境や働き方を提案し、新たな求人の開拓・
マッチングにつなげる。女性においては、子育て等との選択を迫られる
ことなく働き続け、職業能力開発・キャリア形成の機会を得ながら活躍
できる社会づくりを、ＩＴ技術を活用しながら進める。

地方創生推進タイプ

1002 福岡県 福岡県
福岡県プロフェッショナル人材戦
略拠点事業（プロ人材事業型）

福岡県の全域

新規事業の創出や既存事業の拡大など企業のさらなる成長のために、県
内中小企業に対して、技術開発、販路開拓、海外展開などに精通した
「プロフェッショナル人材」の活用を促し、企業が求める人材像に合致
する「プロフェッショナル人材」と企業とのマッチングを促進する。ま
た、首都圏のデジタル人材とのマッチング促進を図り、首都圏から地方
へ人材が移住し、地方の中小企業に就業するなど、デジタル人材の地域
還流を目指す。

地方創生推進タイプ

1003 福岡県
福岡県、福岡県北九州市、福岡県大
牟田市、福岡県中間市、福岡県宗像
市、福岡県福津市

国内観光客をターゲットとした誘
客の強化とポスト・ウィズコロナ
時代に対応した新たな観光地域づ
くりによる旅行消費拡大

福岡県の全域

観光誘客を強力に推進していくため、国内観光客を中心とした誘客に重
点的に取り組む。また、地域の観光資源や魅力ある体験型観光をつない
だ広域ルートを設定し、新たな観光エリアを創出することで、県内各地
域への来訪を促進し、旅行消費の拡大を図る。

地方創生推進タイプ

1004 福岡県

福岡県、北九州市、大牟田市、久留
米市、飯塚市、田川市、柳川市、八
女市、筑後市、大川市、豊前市、宗
像市、古賀市、うきは市、嘉麻市、
朝倉市、みやま市、粕屋町、芦屋
町、岡垣町、小竹町、桂川町、東峰
村、大刀洗町、広川町、香春町、川
崎町、大任町、福智町、苅田町、み
やこ町、上毛町、築上町

福岡県移住・就業マッチング・起
業支援計画

福岡県の全域

本県の総人口は、令和2年の国勢調査によると約513万人であるが、社人
研の推計では早晩ピークアウトし、2045年には約455万人まで減少すると
見込まれる。こうした状況から、今後の人口減少及び高齢化に早期に対
処していくことが課題である。福岡県総合戦略では、北部九州自動車産
業アジア先進拠点化の推進、バイオ・メディカル産業、IoT技術を活用し
たロボット・システム産業等の振興・支援を実施することとしており、
地方創生を担う人材の育成・定着と首都圏等からの人材還流を進め、地
域の安定的な発展の実現を図る。

地方創生推進タイプ

1005 福岡県
福岡県、福岡県久留米市、福岡県東
峰村、福岡県添田町

近未来MaaS福岡モデル創出事業 福岡県の全域

MaaSを始めとする交通ＤＸの取組を推進するとともに、一連の取組を通
じて得られる各種移動関連データの集約・分析を行えるプラットフォー
ムや、データの分析結果を地域の行政機関や交通事業者が一体となって
共有及び利用する仕組を構築する。公共交通政策の立案（EBPM）や、交
通ネットワークの最適化、新たな移動関連サービスの開発・提供、さら
には交通以外の分野における地域課題の解決に資する取組の展開等を図
り、地域の実情に応じた持続可能で多様かつ質の高い地域公共交通を実
現する。

地方創生推進タイプ

1006 福岡県 福岡県、福岡県久留米市
国内外のスタートアップ・ベン
チャーが集うイノベーション・エ
コシステム拠点の形成

福岡県の全域

令和７年４月、CICが新福ビルに、「CICイノベーションキャンパス」を
開設するにあたり、これを核に福岡の産学官が一体となって、アジアを
ターゲットにした国内外のスタートアップ・ベンチャーが集積・交流
し、イノベーションを創出するグローバル拠点を形成する。

地方創生推進タイプ

1007 福岡県 福岡県、福岡県久留米市
福岡バイオコミュニティ形成プロ
ジェクト

福岡県の全域

久留米市を中心とした県南地域では、古くから酒や醤油など発酵、醸造
といったオールドバイオ技術の蓄積と県内最大の農産物の生産を有す
る。また福岡県内には、九州大学、久留米大学、福岡大学、産業医科大
学などの医療系大学や研究機関が集積している。地理的優位性や関連産
業の多様性に加え、これら研究機関等との連携を図りながらスタート
アップの活動が盛んな地域として強みを持つ福岡県がバイオ戦略で示さ
れた「バイオコミュニティ」の形成を推進することにより、地域の特色
を活かした持続可能な国内有数のバイオ産業拠点を目指す。

地方創生推進タイプ

1008 福岡県
福岡県、福岡県田川市、福岡県岡垣
町

福岡自慢の農林水産物を活用した
地域活性化

福岡県の全域

本県では2022年3月に策定予定の福岡県総合計画に基づき、消費者や実需
者のニーズに対応した農林水産物の生産力強化等を推進。また、田川市
では農産物の魅力向上や戦略的マーケティングの構築、岡垣町では漁獲
量増加に向けた藻場の回復や地元農水産物の販売拡大を推進。こうした
中、各県で農林水産物のブランド化が進む等産地間競争が激化。また、
国内食市場は少子高齢化により縮小傾向で、ニーズも多様化。このた
め、他産業と連携して消費者や実需者が求める農林水産物の安定供給体
制を構築し、本県農林水産物の競争力向上を目指す。

地方創生推進タイプ

1009 福岡県 福岡県及び福岡県嘉麻市 まちと自然の交流まちづくり計画 福岡県嘉麻市の全域

本市は喫緊の課題である人口減少に対し、観光の活性化による関係人口
の増加、農林業の振興による雇用の創出を基本目標に位置付けている。
本市主要な観光拠点「足白地区」の利用促進による関係人口の増加及び
骨格となる林道を整備することで雇用の創出を図りたい。よって市道と
林道を連携して一体的に整備することにより、観光果樹農園、観光拠点
施設と農産物直売所、道の駅などの周遊を促すことにより、観光地の
ルート化を図り関係人口の増加による嘉麻市への定住を図る。

地方創生道整備推進交付金

1010 福岡県 福岡県、福岡県大刀洗町
自然と健康になるまちづくり（ポ
ストコロナにおける新たなふくお
か健康づくり県民運動）

福岡県の全域

誰もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で活力ある福
岡県をつくるため、健康づくりの取組と、スポーツ立県福岡の実現、高
齢者福祉政策、産業振興、デジタル社会の実現、中小企業の魅力ある職
場づくりの取組を連携して行うことで、県民が日常生活や地域社会にお
いて自然と健康になるまちづくりを目指す。

地方創生推進タイプ

1011 福岡県 福岡県北九州市
企業の持続的発展・誘致による北
九州地域経済活性化プロジェクト

福岡県北九州市の全域

首都圏からの企業誘致による雇用創出、デジタル化の推進による企業の
生産性向上・競争力強化に取り組み、地域経済の活性化を図る。本市で
は社会動態にて転出超過が継続し、他政令市と比較して企業の生産性が
低い等の問題を抱えており、積極的な企業誘致、市内企業のデジタル化
など解決に向けて取り組む意義は大きい。雇用創出、生産性向上・競争
力強化による地域経済活性化に取り組み、地方創生の「成功モデル都
市」を目指す。

地方創生推進タイプ
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1012 福岡県 福岡県北九州市
地方創生SDGs達成に向けた企業へ
のSDGs実践推進計画

福岡県北九州市の全域

企業に対し、ＳＤＧｓの実践を支援することにより、企業価値の向上を
図り、サプライチェーンや消費者、金融機関、学生など、様々なステー
クホルダーから「選ばれる企業」を創出し、ＳＤＧｓを原動力とした地
方創生の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1013 福岡県 福岡県北九州市
アフターコロナを見据えたクール
ジャパンによるまちづくり推進計
画

福岡県北九州市の全域

アフターコロナを見据えたクールジャパンの再起動に資するため、本市
が強みを持つ漫画・アニメ・映像作品等の各クールジャパンコンテンツ
の活用、コンテンツ間の連携を通じたにぎわい創出、交流人口増加等を
図るため、クリエーターの育成や関連産業の創出、インバウンドの増加
等にさらに注力していくことで、【新しい人の流れ】⇒【しごとの創
出】⇒【地域経済の活性化】⇒【人口増】等の好循環を創出することを
目指す。

地方創生推進タイプ

1014 福岡県 福岡県北九州市
北九州市スタートアップエコシス
テム推進事業計画

福岡県北九州市の全域

本市では、創業支援施設「ＣＯＭＰＡＳＳ小倉」や学術研究都市におい
て多数のテック系ベンチャーやスタートアップが集積している。これら
多様な事業者と市内の大手、中小企業、市外のスタートアップなどを有
機的に結びつけ、本市独自のスタートアップエコシステムを確立する。
具体的には、本市の強みであるSDGｓを活かし、スタートアップの掘り起
こし、事業拡大の環境づくり、スタートアップ企業の誘致、グローバル
展開支援に取組み、新たな産業と雇用を創出し、国内外の様々な分野の
スタートアップから選ばれる都市を目指す。

地方創生推進タイプ

1015 福岡県 福岡県北九州市
「人への投資」をはじめとした企
業の投資加速化支援計画

福岡県北九州市の全域

「人への投資」をはじめ、DX関連の設備投資等、市内中小企業の投資加
速化を支援するため、①社内人材育成のための、階層別生産性向上ス
クール、②大学生等外部人材の知見を活用するインターンシップ事業・
大学との連携、③個別の企業ニーズに沿った投資促進支援事業を実施す
る。これにより、市内企業のＤＸを加速させ、企業の生産性向上及びデ
ジタル人材の育成・確保につなげていき、企業の競争力向上を図る。

地方創生推進タイプ

1016 福岡県 福岡県北九州市
ロボット・DX推進センターを拠点
とした、企業変革促進伴走支援計
画

福岡県北九州市の全域

「顧客課題に対し、自社の強みを活かしてデジタル技術を活用した新た
な付加価値を提供するDX」及び「自社内及びサプライチェーン上のカー
ボンニュートラルに加え、脱炭素に資する新サービスの創出や新市場へ
の参入を目指すグリーン成長」への取組みを支援することで、企業の競
争力向上を図る。そのために、相談対応から人材育成、実践支援まで、
切れ目のない伴走支援を実施する。

地方創生推進タイプ

1017 福岡県 福岡県北九州市 持続可能な商店街活性化計画 福岡県北九州市の全域

本市における人口減少及び少子高齢化や、駅前大型商業施設の撤退等の
影響により、商店街における消費や賑わいが落ち込む中、商店街や民間
事業者等は、費用面やノウハウ・ネットワークの不足がネックとなり、
イベント開催等の商店街活性化対策に二の足を踏んでいる状況である。
そこで、行政の後押しにより、商店街活性化のためのイベント等におけ
るスタートアップ支援を行うことにより、将来的に行政の支援がなくて
も自立・自走できる仕組みを作り、持続可能な商店街づくりにつなげる
もの。

地方創生推進タイプ

1018 福岡県 福岡県北九州市
多様な人材の活躍による持続可能
な社会構築推進計画

福岡県北九州市の全域

孤独・孤立を防ぐ地域社会の実現に向け、様々なNPOや社会福祉関係団
体・行政そして地域が連携を図る。プラットフォームづくりや、支援を
必要とする方の居場所づくりを通じ、人材育成や関係人口の増加・企業
誘致を図り、さらなる地方創生の加速化を実施する。

地方創生推進タイプ

1019 福岡県 福岡県北九州市
北九州学術研究都市を中心とした
成長産業活性化計画

福岡県北九州市の全域

本市においてこれまで蓄積してきた人材やノウハウを活かし、北九州学
術研究都市を中心に研究開発の拠点化や人材育成・企業競争力の向上、
施設のグリーン化などに取り組むことで、学研都市全体で「脱炭素・グ
リーン成長」による地域産業の高度化や次世代産業の創出、新たな都市
ブランド確立を目指す。

地方創生推進タイプ

1020 福岡県 福岡県北九州市
新卒者市内就職応援プロジェクト
～キャリア形成段階に応じた就職
支援～

福岡県北九州市の全域

早期からキャリア形成段階に応じてシビックプライドの醸成や市内企業
の認知度の向上など、中長期的に継続した事業展開を図るとともに、市
内はもとより本市出身者が多く進学する九州・山口圏域及びその近郊を
ターゲットとし、実施方法において対面のみならずＷＥＢを活用した事
業を展開することで、事業効果を高めアプローチを行い、市内定住・市
内還流を促進する。また、企業の新卒の採用力の向上や就職に影響を与
える保護者や教員にも働きかけを強め、全方位的にアプローチをするこ
とで、市内定住・市内還流を更に促進する。

地方創生推進タイプ

1021 福岡県 福岡県北九州市
感染症などに備え、安心して暮ら
せる地域共生社会促進計画

福岡県北九州市の全域

感染症や自然災害が発生しても、住み慣れた地域で健康かつ安心して暮
らせる地域・社会を構築するため、「ＩＣＴ・介護ロボット等を活用し
た「北九州モデル」の展開による介護現場のＩＣＴ環境整備をベースと
し、これら先進的介護の取り組みの発展による、感染症に強い介護現場
づくりに資する取り組み」、「コロナ禍において再認識された日々の健
康管理の重要性を踏まえ、住民が主体となった新たな日常を支える健康
づくりの価値観形成や活動促進」を実施する。

地方創生推進タイプ

1022 福岡県 福岡県北九州市
ポストコロナの北九州市版「生涯
活躍のまち」計画

福岡県北九州市の全域

関係人口をはじめとして、首都圏から本市への新しい人の流れをつくる
とともに、若者から中高年齢者、外国人等だれもが積極的に社会に参加
し、だれもが生き生きとした生活が送れるよう、それぞれの希望に応じ
た就業支援や雇用の創出、産業の活性化を図る「北九州市版生涯活躍の
まち」の構築を目指す。

地方創生推進タイプ

1023 福岡県 北九州市
北九州市まち・ひと・しごと創生
推進計画

北九州市の全域

人口減少、特に社会動態の改善が喫緊の課題である本市は、その課題に
取り組むべく本地域再生計画を策定するもの。具体的には、ものづくり
産業の集積を活かし、安定した雇用の創出と新たな成長産業の振興を図
るほか、生産年齢人口が減少する中で、Society5.0の実現に向けて大き
な影響を及ぼす新たな技術の進展や働き方改革の推進に伴い、持続可能
な産業都市の実現に向けて、新たな働き手の確保や生産性向上に取り組
んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
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1024 福岡県 福岡県福岡市
「エンジニアフレンドリーシティ
福岡の推進」深化・高度化事業

福岡県福岡市の全域

先端技術等を活用した、プロトタイプをはじめ、起業につながるプロダ
クト等のアウトプット創出に直接的につながる新たな取り組みを行うと
ともに、移住・定住施策と連携してPRを行い、人材集積につなげること
で、イノベーションの創出と人材の集積を循環させ、時代のニーズに応
じたサービス・製品を生み出すことで、しごと・雇用機会を創出し、活
力につながる人の流れをつくる。

地方創生推進タイプ

1025 福岡県 福岡県大牟田市
若い世代の人材と地域企業の育成
を核とした若い世代に選ばれるま
ち形成事業

福岡県大牟田市の全域

市内外の若い世代が積極的かつ持続的に参加・チャレンジできる環境と
なる開放的なイノベーション拠点施設を整備し、「人」「企業」の新た
な交流やネットワークを生む仕掛けづくりを進める。この取組みを通
じ、次世代の人材育成を図るとともに、若い世代が本市の地域経済や地
域企業への興味や関心を深めることで、新たな定住人口や関係人口の獲
得に繋げる。さらには、ＩＴ企業などの情報関連産業の企業誘致を積極
的に進め、産業の多様化を図る。また、地域企業の稼ぐ力を向上させ、
若い世代に選ばれる企業への発展を促進する。

地方創生推進タイプ

1026 福岡県 福岡県久留米市
久留米市まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県久留米市の全域

本市も人口減少局面に入りつつある中、『就労と、結婚・妊娠・出産・
子育ての希望の実現する』や『東京圏や福岡市への人口流出に歯止めを
かける』、『人口減少・超高齢社会・外国人増加など時代を見据えた都
市を構築する』を基本的視点に「ア　安定した雇用を創出する事業」、
「イ　久留米市への新しい人の流れをつくる事業」、「ウ　結婚・妊
娠・出産・子育ての希望をかなえる事業」、「エ　安心な暮らしを守る
事業」の地方創生の事業を進め、人口減少への対応を行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1027 福岡県
福岡県久留米市、福岡県大川市、福
岡県小郡市、福岡県うきは市、福岡
県大刀洗町、福岡県大木町

「新たな日常」における地域間連
携による「民需」「人の流れ」創
出計画

福岡県久留米市、福岡県大川市、福
岡県小郡市、福岡県うきは市、福岡
県大刀洗町、福岡県大木町の全域

新型コロナウイルス感染症による「新たな日常」において、圏域市町の
ＤＸ推進等による民需主導による成長や雇用の創出、観光消費額の増加
により、圏域の平均所得の向上を実現していく。併せて、圏域市町の連
携による移住定住の推進や観光客の確保といった「ひと」の流れを創出
し、その「ひと」が交流し、移住・就業等を通じて、「ひと」と「しご
と」の好循環化を実現していく。

地方創生推進タイプ

1028 福岡県 福岡県八女市
地域資源を活用した持続可能な八
女市ブランド構築事業

福岡県八女市の全域

「八女市の魅力発信」という軸をもとに、自治体のみならず、市内のす
べての人々、そして、八女市の魅力に共感する市外の人々とともに、観
光・移住定住・農産物を含む産業振興・ふるさと納税・市民への広報活
動までを射程にした新しい「シティプロモーション」のあり方を立案
し、都市圏でのシティプロモーションイベントや情報発信により、八女
市ブランドを福岡都市圏・首都圏を中心に定着させていく。また、八女
の魅力発信隊員（市民ライター）の養成により、市民が自ら八女市の魅
力を発信する体制を構築する。

地方創生推進タイプ

1029 福岡県 福岡県筑後市
筑後市まち・ひと・しごと創生推
進計画

福岡県筑後市の全域

本市の課題である人口減少に対応することを目的に、次の事項を基本目
標に掲げ、市民の結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図ることで
り自然増につなげ、また、移住を促進するとともに、安定した雇用の創
出や地域を守り活性化するまちづくり等を通じて社会減に歯止めをかけ
る。目標① 希望をかなえる雇用の場を確保する目標② 筑後市への新し
い人の流れをつくる目標③ 安心して子どもを産み、育てられるまちをつ
くる目標④ 豊かな心を育み、筑後市に愛着を持つ人材を育てる目標⑤ 
安全・安心で活力のあるまちをつくる。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1030 福岡県 福岡県福津市
観光地域づくり法人（DMO）によ
るまちづくり事業

福岡県福津市の全域

観光地域づくり法人「（一社）ひかりのみちDMO福津」を、まちづくり全
般を推進する機能を持つ団体とし、福津市の産業、景観、自然環境、歴
史文化等の観光資源を結び付け、また農業、漁業、商工、観光、飲食店
等多様な団体との連携が図られ幅広く事業を展開する、観光を入口とし
た多角的なまちづくりと地域経済の確立を目指し、DMOが農業・水産業の
担い手発掘・育成、地域再生、来訪者による市内消費額の拡大といった
事業を主体的、総合的に推進する。

地方創生推進タイプ

1031 福岡県 福岡県芦屋町
芦屋版DMOを核とした観光地域づ
くり事業

福岡県遠賀郡芦屋町の全域

「芦屋町まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる政策目標「芦屋の
魅力を活かし、新しいひとの流れをつくる」の実現に繋げるため、前身
事業の課題であった町内滞在時間（回遊性）を高めるとともに、本町に
おける観光地域づくりの舵取り役となる芦屋版ＤＭＯを設立し、地域関
係団体と連携した観光振興やマーケティング経営を発展的に実践するこ
とで、自らが稼ぐ仕組みを構築し、地域経済の拡大といった好循環に繋
げ、持続可能な地域をつくることを目指す。

地方創生推進タイプ

1032 福岡県 福岡県広川町
ひろかわ繊維産地の未来づくりプ
ロジェクト

福岡県広川町の全域

繊維産業の活性化と移住定住の取り組みとを複合的に展開し、相乗効果
を高めていくことで、さらなる関係人口を獲得し、そのまま繊維産業の
担い手として移住することができる環境の整備に包括的に取り組む。具
体的には、繊維産業に関心を持つ人材の本町への流れを加速させるとと
もに、他産地の人材とも積極的な交流を進める「深化型ひろかわ移住定
住促進事業」と、関係人口となった人々が実際に移住できるよう、仕事
の受け皿となる繊維産業の雇用を強化拡大する「ひろかわ繊維産地の機
能強化事業」に取り組む。

地方創生推進タイプ

1033 佐賀県 佐賀県
唐津エリアの未来を紡ぐ唐津プロ
ジェクト推進事業

佐賀県の全域

唐津エリアの真の豊かさ、素晴らしさを磨きあげるとともに、地域の自
発的・主体的な取組をサポートする「唐津プロジェクト」を推進するこ
とにより、様々な地域で様々な光が輝き、多くの人々が唐津エリアを訪
れ、人と人とが出会う交流を生み出す好循環を創出する。

地方創生推進タイプ

1034 佐賀県 佐賀県
SAGAアリーナを核とした交流人口
の増加と地域活性化事業

佐賀県の全域

これまで佐賀県になかった大規模多目的アリーナであるSAGAアリーナの
オープンをきっかけに、新たな交流人口の増加を図り、飲食、宿泊など
観光需要の増加と、それが新しいイベントやビジネスの創出を生みだす
ことで、地域経済の活性化を図ることを目指す。

地方創生推進タイプ

1035 佐賀県 佐賀県
ＳＡＧＡスポーツピラミッド推進
プロジェクト

佐賀県の全域

ＴＰＰ等の国際経済連携が進展するなど、農業・農村を取り巻く情勢が
大きく変化する中で、将来にわたり農業・農村を持続的に発展させてい
くため、収量・品質の向上や経営の規模拡大・多角化により所得向上を
図るなど「稼げる農業」を確立し、それを実践する担い手を見て新たな
担い手が続いていくような好循環を生み出していく。

地方創生推進タイプ
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1036 佐賀県 佐賀県
稼げる”さが”農業推進プロジェ
クト

佐賀県の全域

ＴＰＰ等の国際経済連携が進展するなど、農業・農村を取り巻く情勢が
大きく変化する中で、将来にわたり農業・農村を持続的に発展させてい
くため、収量・品質の向上や経営の規模拡大・多角化により所得向上を
図るなど「稼げる農業」を確立し、それを実践する担い手を見て新たな
担い手が続いていくような好循環を生み出していく。

地方創生推進タイプ

1037 佐賀県 佐賀県
佐賀の本物魅力醸成・発信プロ
ジェクト

佐賀県の全域

農産物では全国1位の生産量を誇るハウスみかんや2位の玉ねぎ、生産性
の高い米、麦、大豆やいちご、アスパラガス等がある。400年の歴史を持
つ有田焼の器や世界大会で高い評価を受けている日本酒は、佐賀県の重
要産業であり、「食」がキーファクターとなっている。令和4年度には、
佐賀県食肉センターの整備により佐賀牛の流通拡大が期待されている。
新たな市場の開拓を行うべく、これまで積極的な輸出ができていない欧
州をはじめとした市場をターゲットとして輸出拡大を目指す。

地方創生推進タイプ

1038 佐賀県 佐賀県
JAXA連携を活かした宇宙関連産業
創出、人材育成事業

佐賀県の全域

宇宙を利用するという視点では、佐賀県の様々な分野の産業の課題を解
決できる可能性があり、新規事業創出のチャンスが存在し、将来的には
宇宙関連産業を担う人材の確保は必須であることから、佐賀県での宇宙
関連産業の創出、佐賀県から宇宙（世界）で活躍する人材の育成を通じ
た地方創生を目指す。

地方創生推進タイプ

1039 佐賀県 佐賀県
SAGAの未来を支える担い手確保プ
ロジェクト

佐賀県の全域

将来にわたって地域の活力を維持していくため、若い世代の転出を抑制
することはもとより、大学進学で都市圏へ出た若者の呼び戻しや人口が
集中している首都圏・関西圏からの呼び込みが必要であり、移住・UJI
ターンによる人材還流、多様な人材の活用、魅力ある地域づくりに一体
的に取り組むことにより、本県の将来を担う人材を確保し、現在の社会
減少県から社会増加県となることを目指す。

地方創生推進タイプ

1040 佐賀県 佐賀県 佐賀県女性就業支援事業 佐賀県の全域

佐賀県の産業を支える人材を確保するとともに、生産性の向上を図るた
め、就業者の健康維持や仕事と生活の調和「ワーク・ライフ・バラン
ス」が実現できる労働環境整備を進め、加えて現在労働に参加していな
い就業を希望する女性の労働参加を促す取組を行う。

地方創生推進タイプ

1041 佐賀県 佐賀県
プロフェッショナル人材戦略拠点
事業（第３期）

佐賀県の全域

プロフェッショナル人材戦略マネージャーを配置し、潜在的な成長力を
持つ県内中小企業の経営者に対し「攻めの経営」への転換を促しつつ、
民間人材ビジネス事業者や地域金融機関、商工団体、県の他事業などと
連携し、県内企業と都市部のプロフェッショナル人材のマッチング支援
を行う。また、これまでの取り組みに加え、さらに県内企業のデジタル
化を推進するための専任人材を配置する等の取り組みを行い、デジタル
社会における「攻めの経営」への転換のサポートを加速させる。

地方創生推進タイプ

1042 佐賀県 佐賀県 佐賀県産業活性化計画 佐賀県の全域

佐賀県では、若年層の県外転出や少子化による人口減少や高齢化が全国
に先駆けて進行しており、これに伴う経済規模の縮小や地域経済の活力
低下、ひいては将来的に地域経済社会の維持が困難になる事態が予想さ
れる。そこで、自然災害が少ないというＢＣＰ面での優位性や九州内で
のロジスティクス面での優位性、人材の豊富さなどの本県ならではの特
性を生かし企業誘致のさらなる促進を図る必要がある。特例措置の活用
により、企業立地件数を増やし、優良な新規雇用を創出することで地域
の活性化を図る。

地域再生支援利子補給金

1043 佐賀県

佐賀県、佐賀市、唐津市、鳥栖市、
多久市、伊万里市、武雄市、鹿島
市、小城市、嬉野市、神埼市、吉
野ヶ里町、基山町、上峰町、有田
町、大町町、江北町、白石町、太良
町

佐賀県地方創生移住・地域活性化
等起業支援事業

佐賀県の全域

将来にわたって持続可能な地域を維持していくためには、安定した雇用
の創出や移住の促進等の取組により、当県への新しいひとの流れを創出
する必要がある。　このため、「佐賀県地方創生移住支援事業」に取り
組み、Ｕターン就職希望の求職者と県内企業等とのマッチングをサポー
トするサイトを運用し、移住者には移住支援金を支給することにより移
住を後押しする。　また、「佐賀県地域活性化等起業支援事業」に取り
組み、地域課題の解決を目的とした社会的事業を起業する者に対して起
業支援金の給付や起業等に伴う伴走支援を行う。

地方創生推進タイプ

1044 佐賀県 佐賀県及び唐津市
イカ漁をイカした地域まちづくり
計画

佐賀県唐津市の区域の一部（呼子
港、小川島漁港、馬渡島漁港）

呼子町は「イカ」による観光業が盛んであるが、地形的制約から交通網
の脆弱性が課題となっており、特に離島航路発着所周辺は、人と車両が
輻輳する危険な状況となっている。小川島及び馬渡島漁港では、漁港施
設の老朽化が進み、漁業活動に支障をきたしている。呼子港と両漁港を
一体的に整備することにより、基幹産業である漁業の強化を図り、重要
な観光資源である「イカ」の安定供給を目指すとともに離島航路利用者
の安全性の確保、緑地整備によるにぎわい空間の創出を図ることで、両
地域相互の交流人口を増加させ、地域活性化を目指す。

地方創生港整備推進交付金

1045 佐賀県 佐賀県嬉野市
スポーツフューチャーセンターに
よる女性が輝くまちづくり推進計
画

佐賀県嬉野市の全域

本市の20～39歳女性の減少率は、将来人口推計において、県内他市町と
比較し高い見込みとなっている。そのため女子野球選手をはじめ、ス
ポーツで活躍する女性たちのパワーを借りながら、「スポーツフュー
チャーセンター」としてあらゆるステークホルダーが一堂に会し未来志
向の対話によるアイディア創出の場を設けることで、女性が住んでみた
い・女性が訪れてみたいまちづくりを実現し、女性の人口減少率の改善
を目指す。

地方創生推進タイプ

1046 佐賀県 佐賀県嬉野市
新たな交流拠点の誕生を契機に取
り組む未来技術を活かした観光ま
ちづくり事業

佐賀県嬉野市の全域

本地域再生計画においては、新幹線駅と道の駅、さらに地域拠点施設の
同時開業によって誕生する新たな交流拠点を契機に、未来技術（VR/AR技
術や自動運転等）を活用した社会実装事業に取り組むことで、観光面で
の交流人口の拡大を図るとともに、交流人口の拡大がもたらす”ひと”
の流れを活かした既存産業の再生・新産業の創出による雇用の維持・確
保等を促し、人口減少が進む地方の人口流出の抑止、流入拡大を目指す
ものである。

地方創生推進タイプ

1047 佐賀県 佐賀県三養基郡基山町
基山町まち・ひと・しごと創生推
進計画

佐賀県三養基郡基山町の全域

人口減少・少子高齢化が進行すると、地域経済が縮小し地域が衰退して
いくという事態が懸念される。これらの課題に対応するため、今後も、
若年層の定住推進を図るとともに、子育て・若者世代の町内への転入を
促進し、また、高齢者が健康で住みよいまちづくりを推進していくこと
で、人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
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1048 長崎県 長崎県
～将来の長崎さかな応援団の育成
～　長崎のさかな魅力発信プロ
ジェクト

長崎県の全域

別事業で展開する水産バイヤー等とも連携した販売強化事業と以下の取
組を一体的に行うことにより、県内で食べられ、県外で選ばれる本県水
産物の地位を確立し、生産者の所得向上につなげる。「①水産インフル
エンサ―による魅力発信」、「②将来の長崎さかな応援団の育成」、
「③長崎の魚魅力発信（県外業界・消費者への魅力発信）」

地方創生推進タイプ

1049 長崎県 長崎県
デジタル技術を活用した稼げる
サービス企業創出事業

長崎県の全域

サービス産業において、デジタル化による新たなビジネスモデル等で稼
ぐ地域未来牽引企業（販路拡大による稼ぎを県内企業との取引等で地域
に還元し地域経済全体への好影響を及ぼす企業）を創出することで、
サービス産業の生産額の底上げを目指す。

地方創生推進タイプ

1050 長崎県 長崎県
半導体及び航空機関連産業を中心
としたグリーン成長産業振興プロ
ジェクト

長崎県の全域

人口減少が続く長崎県において、造船業に次ぐ基幹産業振興による魅力
的な雇用機会の創出は急務である。そのため、長崎県の強みである造船
プラント分野で培った高度な金属加工技術や、工学系及び情報系教育機
関の人材育成の実績を活用し、２０５０年カーボンニュートラルに向け
た世界的な環境対応動向を契機としてグリーン関連成長分野中心の産業
構造への転換をめざす。また教育機関等と企業が連携した人材確保支援
体制の整備と企業側の事業規模拡大による良質な雇用創出により、持続
的な企業成長と人材の県内定着の好循環を生み出す。

地方創生推進タイプ

1051 長崎県 長崎県
海業による漁村地域活性化プロ
ジェクト

長崎県の全域

『水産県ながさき』の最大の魅力である優れた水産資源や観光資源を最
大限に活用した『海業』へのチャレンジを推進することにより、地域内
での利益循環と雇用の創出を通じ、持続的で活気ある漁村地域の実現を
目指す。

地方創生推進タイプ

1052 長崎県 長崎県
活力ある「ながさき型スマート産
地」確立支援プロジェクト

長崎県の全域

離島・半島地域や中山間地域が多く、平坦地が少ない本県に適したス
マート農業技術を体系化し、シェアリング等導入コストの縮減により、
技術の普及拡大を図るとともに、消費者、実需者ニーズに適した供給体
制を構築して有利販売を行うことで農業所得の増加につなげる（県段階
と併せて新たに地域段階の推進体制を整備し、各地域に適した技術を推
進することで、スマート農業技術の普及を促進）。

地方創生推進タイプ

1053 長崎県 長崎県

長崎県立大学情報セキュリティ産
学共同研究センター（仮称）を核
としたIT開発企業等と共に成長す
るプロジェクト

長崎県の全域

本県では、基幹産業である造船業の低迷と若者の県外流出に歯止めがか
からない状況となっており、造船に次ぐ新たな基幹産業の創出が喫緊の
課題となっている。そのため、県立大学に情報セキュリティ産学共同研
究センター（仮称）を整備し、企業との共同研究や即戦力となる人材を
育成するとともに、誘致企業の増大、県内のサプライヤー企業の振興に
より、人材の受け皿となる良質な雇用の場を創出・拡大し、新たな基幹
産業として、ロボット・ＩoT関連産業による「ひと」と「しごと」が好
循環するエコシステムを構築する。

地方創生推進タイプ

1054 長崎県 長崎県
長崎県女性・高齢者等活躍支援計
画

長崎県の全域

本県の有効求人倍率は近時1.2前後で推移しており雇用環境は改善してい
るが、企業側の人手不足感は強まっており、水面下においては人材を採
用できる企業とそうでない企業との極端な二極化が進行している。人手
不足により事業所の閉鎖を余儀なくされるケースも出てきており、地域
の存続を左右する課題である。このため、県内企業の採用力の向上を図
りつつ、県内外の未活用人材を掘り起こし、あわせて県内企業と人材の
マッチングを図ることで、県内企業の人手不足の解消と県内人材の活躍
をともに目指す。

地方創生推進タイプ

1055 長崎県 長崎県
長崎県プロフェッショナル人材戦
略拠点事業

長崎県の全域

デジタル人材を中心としたプロフェッショナル人材の活用により、県内
企業における経営の課題をデジタル分野の強化等により解決し、付加価
値の高いビジネス（商品・サービス）や生産の効率化等を実施する企業
を拡大する。

地方創生推進タイプ

1056 長崎県
長崎県、長崎県長崎市、長崎県新上
五島町

県内中小企業ＤＸ推進プロジェク
ト

長崎県の全域

長崎県では、基幹産業である造船業の低迷と若者の県外流出が顕著であ
り、造船業に次ぐ新たな基幹産業の創出が喫緊の課題となっている。ま
た、新型コロナウイルスの世界的感染拡大以降、ＤＸの取組が全国的に
進んでいる中で、経営層向けセミナーの開催や相談窓口の設置、アドバ
イザーの招聘等の取組によって、女性・若者の働く場としての役割の大
きいサービス業を中心とした県内中小企業のＤＸを促し、「付加価値の
向上」「情報関連産業の成長産業としての位置づけを確立」「成長分野
における県内就職率の向上」を目指していく。

地方創生推進タイプ

1057 長崎県
長崎県、長崎県長崎市、長崎県佐世
保市、長崎県平戸市

長崎の地域・産業で輝く若者の定
着支援トータルサポート事業（ナ
ガサキエールプロジェクト）

長崎県の全域

若者の県外流出を抑制するため、高校生・大学生の県内就職促進に向け
た若者の心と頭に響く県内企業の情報発信手法の確立と若者と県内企業
の出会いの場の充実を図るとともに、若者と県内企業双方の納得いく
マッチングに繋げる。また、大学等進学時に長崎を離れた若者の長崎へ
の興味・関心や望郷の念を呼び覚まし、UIターン就職を推進する。加え
て、若者の県内就職の重要性に対する県民全体の意識醸成のためのキャ
ンペーンや小・中学校生時からの長崎への愛着と誇りを醸成する教育を
展開する。

地方創生推進タイプ

1058 長崎県

長崎県、長崎県長崎市、長崎県大村
市、長崎県五島市、長崎県小値賀
町、長崎県雲仙市、長崎県対馬市、
長崎県新上五島町、長崎県佐世保
市、長崎県平戸市

ながさきとの関わり創出プロジェ
クト

長崎県の全域

本県は、全国に先んじて人口減少、少子高齢化が進んでおり、特に高校
生や大学生等、若い世代の転出超過に歯止めがかからない状況となって
いる。地域活動や産業の担い手不足がますます深刻化することが予測さ
れる中、長崎のファンづくり、地域と都市部住民等との交流機会の創
出、県内での新たな働き方の創出、地域と都市部住民等がつながるため
の仕組みづくり等に取り組み、特定の地域と継続的に多様な形で関わる
「関係人口」の創出・拡大を図り、地域活力の向上と将来的な移住の裾
野拡大につなげる。

地方創生推進タイプ



番号 都道府県
作成主体名

（地方公共団体名）
地域再生計画の名称 地域再生計画の区域 地域再生計画の概要 活用する支援措置

第70回認定（令和６年３月28日変更認定分）　　地域再生計画の概要

1059 長崎県

長崎県、長崎県長崎市、長崎県佐世
保市、長崎県島原市、長崎県諫早
市、長崎県大村市、長崎県平戸市、
長崎県松浦市、長崎県対馬市、長崎
県壱岐市、長崎県五島市、長崎県西
海市、長崎県雲仙市、長崎県南島原
市、長崎県長与町、長崎県時津町、
長崎県東彼杵町、長崎県川棚町、長
崎県波佐見町、長崎県小値賀町、長
崎県佐々町、長崎県新上五島町

地方回帰と産業構造の変化を捉え
た大規模人材還流プロジェクト

長崎県の全域

県内では、情報サービス系企業の立地・集積や外資系ハイクラスホテル
の開業など、まちの佇まいや産業構造が大きく変わろうとしており、100
年に1度の変革期を迎えている。本計画は、官民連携プラットフォームの
構築やバーチャル人材活躍支援センターの開設、AI等のデジタル技術を
活用した情報発信の強化、周遊型ワーケーションの誘致、ながさき
Society5.0の推進等により、地方回帰の動きと県内の産業構造の変化に
よる新たな良質な雇用の場をUIターンや第二新卒など県外からの人材誘
致につなげるプロジェクトである。

地方創生推進タイプ

1060 長崎県

長崎県、長崎市、佐世保市、島原
市、諫早市、大村市、平戸市、松浦
市、対馬市、壱岐市、五島市、西海
市、雲仙市、南島原市、長与町、東
彼杵町、川棚町、波佐見町、小値賀
町、佐々町、新上五島町

長崎県地方創生移住・創業支援事
業

長崎県の全域

本事業は、長崎への移住者希望者への支援や就業支援、長崎での創業を
サポートする制度構築を行い、東京23区から本県への移住・就業を支援
するため、移住支援金の交付、マッチングシステムの改修・維持管理、
広告作成支援を行う。また、地域への波及効果が期待される事業や地域
社会が抱える課題の解決に資する事業への創業を支援する。

地方創生推進タイプ

1061 長崎県 長崎県及び長崎市
交通ネットワーク整備を中心とし
た交流の活性化計画

長崎市の全域

長崎市においては、若い世代の転出超過の拡大及び出生数の減少による
人口減少や、都心部に路線が集中する一点集中型の交通ネットワークの
ため引き起こされる交通渋滞、木材価格の低迷による林業事業の採算性
が悪化したことによる森林の持つ多面的な機能の低下などの課題を抱え
ているため、市道と林道を連携して整備することにより、それらの課題
に重点的に取り組むことにしている。

地方創生道整備推進交付金

1062 長崎県
長崎県、長崎県佐世保市、長崎県大
村市、長崎県五島市、長崎県雲仙
市、長崎県南島原市

「若者に選ばれる」畜産産地の実
現で地域を活性化するプロジェク
ト

長崎県の全域

本計画は、①人材の呼び込み・デジタル化支援による担い手確保対策、
②マーケットニーズに対応した畜産物生産対策、③流通チャネルの多元
化による販売体制強化対策に取り組むことにより、畜産農家の所得向上
で魅力ある産業とすることで、地域に若者を留める、呼び込む、呼び戻
す好循環を実現し地域を活性化させるプロジェクトである。

地方創生推進タイプ

1063 長崎県
長崎県、長崎県佐世保市、長崎県松
浦市

食品関連事業者が活躍する長崎県
産品振興プロジェクト

長崎県の全域

大消費地との距離的ハンディがある中、農水産物の流通だけでなく、県
産食材の強みを活かした加工品の製造に取り組み、マーケットインの視
点による高付加価値化を実現し、輸出を含めたブランド化に取り組むこ
とで、生産→加工→販売までの好循環を創出する。また、前身事業にお
いて整備を行った食品開発支援センターにおいて、商品企画から試作ま
で一貫した支援を行うほか、コロナ禍に対応した通信販売やオンライン
商談会の開催、輸出関連の営業支援などを行うことにより、長崎県産品
の振興を図るプロジェクトである。

地方創生推進タイプ

1064 長崎県

長崎県、長崎県島原市、長崎県諫早
市、長崎県平戸市、長崎県松浦市、
長崎県西海市、長崎県雲仙市、長崎
県南島原市、長崎県長与町、長崎県
東彼杵町、長崎県川棚町、長崎県波
佐見町、長崎県佐々町

地域課題を地域力、外部人材、デ
ジタル技術で解決する関わり、ひ
と、事業創出プロジェクト

長崎県の全域

本計画は、これまで行政や地域の事業者単独では難しかった地域課題へ
の取り組みについて、課題の発掘・顕在化から解決するためのソリュー
ションとのマッチング、解決手法の事業化までをトータルコーディネー
トする「地域課題解決プラットフォーム」の構築や、都市部から知見や
ノウハウを有する外部人材を呼び込む中間支援組織の立ち上げなどによ
り、地域課題の解決を新たな事業やビジネスへと結びつけ、併せて地域
に雇用を創出し、地域活性化へとつなげるプロジェクトである。

地方創生推進タイプ

1065 長崎県
長崎県、長崎県島原市、長崎県新上
五島町

高校・地域連携イキイキ活性化事
業（ナガサキ学びイノベーショ
ン）

長崎県の全域

「地域の子どもを地域で育てる」気運を地域と学校が一体となって醸成
し、地元の県立学校が担う役割を地域と共有し、社会に開かれた魅力あ
る学校づくりを目指す。そのために、１人１台端末等のICT環境をフル活
用した長崎ならではの高校教育の実現・課題の解決や、地域をフィール
ドとした教育環境を地域とともに創出することを図り、生徒が地域にお
いて自分の可能性を発見することができるように教育課程の見直しや課
外活動等の開拓を行う。

地方創生推進タイプ

1066 長崎県 長崎県及び長崎県平戸市
豊かな自然と歴史を生かした魅力
的なまちづくり計画

長崎県平戸市の区域の一部（平戸北
部及び中部地区）

本市の主要な産業である観光業及び農林水産業においては、世界文化遺
産登録を契機とした観光客の増加に伴う地域振興に期待を寄せており、
中心市街地から世界遺産を軸とした点在する観光拠点への観光客の回遊
を促進する必要がある。このため、市道と林道の一体的な整備を行うこ
とで地域道路ネットワークの充実を図り、市民生活の向上、地域周遊型
の観光による観光資源の有効活用、及び森林整備・環境維持の促進によ
り、交流人口の拡大及び地域産業の振興を目指すものである。

地方創生道整備推進交付金

1067 長崎県 長崎県、長崎県松浦市
先端技術等を活用した長崎の特性
に応じた養殖スタイル推進プロ
ジェクト

長崎県の全域

マーケット・イン型養殖業への転換に資するため、意欲のある先進的な
養殖業者が民間の養殖業関連企業等と連携し、長崎県の海域特性等に適
応した養殖施設や養殖機器等の導入実証等を実施し、長崎の特性に応じ
た養殖モデルの確立を目指す。主な取組は「①先端技術を活用した養殖
生産の導入実証（やや沖合域での大型生簀、浮沈式生簀、IoT活用の自動
給餌機や自動魚体測定システム等）」、「②市場の質的・量的・新規的
ニーズに対応した養殖生産物づくりに向けた取組」、「③安心安全な長
崎の養殖生産物の消費喚起に向けた取組」とする。

地方創生推進タイプ

1068 長崎県 長崎県及び長崎県松浦市
間伐材を有効活用した松浦地域活
性化計画

長崎県松浦市の全域

本市では、西九州自動車道及び関連する県道等の整備が行われている
が、森林整備や木材の搬出等に必要な市道や林道については、大型車の
通行が困難な箇所がある。また、体験型旅行受入においても、道が狭い
ことで旅行者の移動手段が限られる事態となっており受け入れ人数の制
限や他の観光ル-トへの変更を余儀なくされている。このため、市道と林
道を一体的に整備することにより、市内各体験型旅行・民泊受入地域と
の周回アクセス向上、木材の搬出運搬の効率化、森林資源の利用促進が
図られ、地域全体の活性化を目指すものである。

地方創生道整備推進交付金

1069 長崎県
長崎県、長崎県対馬市、長崎県壱岐
市、長崎県五島市、長崎県新上五島
町

しまの産品振興による地域活性化
プロジェクト

長崎県の全域

県と関係市町は「有人国境離島法」の施行に合わせ、平成29年度からし
まの産品のブランド化や都市部での販路拡大を支援する地域商社事業を
展開しており、引き続き有人国境離島法による支援施策を最大限活用し
ながら、地域商社機能によるしまの産品の売上増加を図っていく。ま
た、この取り組みを生産拡大や加工品など新たな高付加価値の商品開発
につなげ、事業拡大、雇用の場の創出に波及させることにより、しまの
経済の好循環を生み出し、人口減少の抑制と地域社会の維持を図り、国
境離島を将来につないでいく。

地方創生推進タイプ
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1070 長崎県
長崎県、長崎県五島市、長崎県西海
市

海洋エネルギー関連産業の受注拡
大と産業間連携による地域活性化
プロジェクト

長崎県の全域

海洋県である本県は、造船関連産業の技術・施設が集積した全国有数の
地域であり、また、広大な海域と多くの離島を有する、海洋開拓・活用
の最前線に位置しており、その地域資源を地方創生の源泉と捉え、「海
洋」に着目した県内企業の新分野への参画と産業クラスターを形成する
とともに、同じく海域を利用する水産業の振興も推進することで、地域
経済の活性化の好循環を生み出し、雇用拡大などを図っていく。

地方創生推進タイプ

1071 長崎県 長崎県及び川棚町
有機資源の有効利用による地域産
業活性化計画

長崎県東彼杵郡川棚町の全域並びに
佐世保市及び波佐見町の区域の一部

川棚町の中山間地帯においては、畜産団地を形成しており、川棚川流域
には水田地帯が広がっている。このなかで、地域一体となった稲わら等
と堆肥の相互供給による資源循環型農業が推進されている。しかし、中
山間部と平坦部を効率的に結ぶ基幹的な農業輸送ルートがなく、出荷時
及び畜産資材の搬入搬出において多大な支障を来している。このため、
町道と広域農道を連携して一体的に整備し幹線道路と連結させること
で、畜産業の生産コストの低減による規模拡大により競争力を強化し活
性化を図ることで、産業及び地域の活性化を目指すものである。

地方創生道整備推進交付金

1072 長崎県 長崎県長崎市
長崎独自資源の磨き上げによる交
流人口拡大・周遊促進プロジェク
ト

長崎県長崎市の全域

長崎市が有する他にはない独自に培われた歴史や文化、地域資源等を後
世に伝えながら守りつつ、現在行われている西九州新幹線の開業などの
100年に一度と言われるまちの変革に合わせて、これら資源等の磨き上げ
や域内外への情報発信を行うことでまちの魅力の向上を図り、ひいては
人の交流の拡大に伴う経済の活性化や、移住・定住の促進による人口の
社会減の抑制を目指す。

地方創生推進タイプ

1073 長崎県 長崎県佐世保市 デジタル人材育成事業 長崎県佐世保市の全域

地域のＤＸ推進の担い手となるデジタル人材を育成するもので、ＤＸ推
進の取組みを進めることで、市内中小企業の持続的な成長及び新事業へ
の展開を図るとともに、市内ＩＴ産業の成長を図り、地域経済の活性化
と魅力ある働く場の創出を目指す。

地方創生推進タイプ

1074 長崎県 長崎県佐世保市

世界から日本へ寄港するクルーズ
を受け入れる国際クルーズ拠点港
の活力を取り込んだ観光交流拡大
と地域の賑わい創出プロジェクト

長崎県佐世保市の全域

港湾施設を利活用して、積極的な誘致活動でクルーズ客船寄港促進を図
り、クルーズ寄港時の船社等からの各種調整や受入準備を円滑に進める
ことで、海から佐世保市を訪れる観光客とそれに伴う乗組員を増大さ
せ、経済効果を取り込み地域の活力向上を図る。

地方創生推進タイプ

1075 長崎県 長崎県佐世保市
佐世保市まち・ひと・しごと創生
推進計画

長崎県佐世保市の全域

佐世保市第７次総合計画後期基本計画で定める目指す都市像「育み、学
び、認め合う「人財」育成都市（ひと）」「活力あふれる国際都市（し
ごと）」「西九州を牽引する創造都市（まち）」「地域が社会を築く安
心都市（くらし）」「総合計画を推進するための経営（経営）」に資す
る事業を、応援税制に基づく企業からの寄付金を活用しながら実施す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1076 長崎県 長崎県及び佐世保市
佐世保市の交流を支える交通ネッ
トワーク構成計画

長崎県佐世保市の全域

本市は、森林が４８％を占め、豊富な森林資源を有しているにも関わら
ず、第一産業の一角を担う林業において、基盤の整備及び流通経路の整
備が進んでいないことが課題となっている。このことを踏まえ市道と林
道を一体的に整備することにより、木材の流通経路と施業環境を改善
し、生産・搬出コストの低減化による競争力強化を通じて、林業産業の
生産活動向上を目標とする。

地方創生道整備推進交付金

1077 長崎県 長崎県諫早市
諫早の豊かな自然や地理特性を生
かした「ひとが輝く創造都市・諫
早」地域活性化プロジェクト

長崎県諫早市の全域

本市は、長崎県の中央部に位置し、高速諌早インター、4つの国道、県内
第２位の利用者数の諫早駅がある交通の要衝である。諌早インター周辺
は、5つの工業団地等が集積する県内有数の産業集積拠点であり、有明
海、大村湾、橘湾の３つの海や諫早平野を有し農水産業も盛んである。　
令和4年9月の西九州新幹線開業を、市外・県外からの新たな観光客の掘
り起こしや地元産品の販売促進の好機と捉え、豊かな自然や食、歴史文
化などの魅力を生かした観光コンテンツ等の充実により交流人口拡大、
持続可能な経済活性化の仕組みの構築を図る。

地方創生推進タイプ

1078 長崎県 長崎県大村市
大村市の“まち・ひと・しごと”
の創生を支える道路ネットワーク
の構築と保全

長崎県大村市の全域

大村市は長崎県の県央に位置し、空港、高速ＩＣ、新幹線新駅を有する
高速交通の要衝地である。また、企業誘致や子育て支援などの推進によ
り人口増加を続けているが、少子高齢化や若年層の市外流出などの課題
解決に向け、より一層地場産業の振興や働く場の創出などが急務となっ
ている。そのため、広域農道及び市道の整備を行い、市民生活を下支え
しつつ、更なる農林水産業の振興や観光交流の活性化を促す地域産業の
競争力強化に資する道路ネットワークを構築することにより『住んでみ
たい、訪れてみたい』まちづくりを目指す。

地方創生道整備推進交付金

1079 長崎県 長崎県対馬市
あそうベイパークの魅力再整備に
よる交流人口拡大プロジェクト

長崎県対馬市の全域

本事業の核となる「あそうベイパーク」は、アウトドアをメインとし
て、玄海ツツジ及び対州馬等の固有種を施設内に有しているため、自然
をキーとして対馬の価値を最大化した「対馬発・国境アウトドアの聖
地」として生まれ変わらせることで、満足度の向上に紐付く豊かな時間
や知的な学習を提供する発信基地とする。またアウトドアブランド等と
の連携による情報発信及びプロモーションを展開していくことにより、
対馬の価値を理解できるコアなファン層の獲得を目指し、交流人口の拡
大及び地域振興を促進する。

地方創生推進タイプ

1080 長崎県 長崎県壱岐市
壱岐市エンゲージメント型共創推
進計画

長崎県壱岐市の全域

市民及び関係人口の地域に対する「エンゲージメント」に着目し、まち
づくりに熱意をもって主体的に行動する地域創生人材の育成と共創人口
を増加させることで、主体的なまちづくり活動による地域活性化、関係
人口による地域貢献、地域創生プロジェクトの共創による地域課題解決
を図り、主体的に挑戦する人を起点に、生産年齢人口が増加する多子若
齢化の好循環の創出を目指す。

地方創生推進タイプ

1081 長崎県 長崎県南島原市
地域の農業資源を生かしたハイレ
ベル人材創出型果樹振興計画

長崎県南島原市の全域

①高品質・高収益な果樹産品創出による農業所得の向上、新規サプライ
チェーン構築による流通基盤の確立、②ブランド化及び産地プロデュー
スによる産地力パワーアップの促進、③生産から販売までの多彩なノウ
ハウや栽培技術の向上、将来を見据えた戦略的な経営感覚をもったレベ
ルの高い農業人材の創出と、UIターン者など市外からの就農希望者の流
入を図るとともに、④果樹経営のスムーズな経営継承を促進する。

地方創生推進タイプ
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1082 長崎県 長崎県南島原市

世界遺産を核とした文化観光拠点
整備プロジェクト　～『きっか
け』を与える唯一無二の交流拠点
整備事業～

長崎県南島原市の全域

「原城跡」は、キリシタンが潜伏する“きっかけ”となる「島原・天草
一揆」の舞台であり、世界遺産「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連
遺産」のストーリーの出発点となる構成資産である。本計画は、原城跡
のガイダンス施設を核として、物産販売や観光情報発信機能を有する
『原城跡世界遺産センター』を整備し、本施設を拠点として、産業振興
や物産振興、教育、国際交流など、様々な施策と一体的にまちづくりを
進めることで、様々な“きっかけ”を生み出し、地域に活力を生み出す
ことを目的とする。

地方創生拠点整備タイプ

1083 長崎県 長崎県新上五島町
モビリティサービスを軸とした次
世代型生活モデル形成事業

長崎県南松浦郡新上五島町の全域

本計画は、MaaSのシステムと一体となった「新交通システム」のサービ
ス提供による住民の日常生活の利便性向上を目指すものであり、官民協
働によりオンデマンド型乗合タクシーにICTを活用した持続可能なモビリ
ティサービスを構築する。また、本サービスに加えモビリティレンタル
を含めた観光発信システムを同プラットフォームにおいてサービス提供
することで、本町の地域活性化につなげ交流人口、関係人口の創出・拡
大を図る。

地方創生推進タイプ

1084 熊本県 熊本県
SDGsを原動力に！草原の維持・再
生加速化による阿蘇地域の持続的
発展プロジェクト

熊本県の全域

世界ブランドとしての観光資源である阿蘇の草原について、これまで進
めてきた草原の保全・維持に係る取組みをSDGsを原動力に、「環境（野
焼きの担い手確保や作業省力化）」、「経済（放牧サポーターの創設や
農産品の販路拡大）」、「社会（産学官連携による拠点整備や世界文化
遺産登録に向けた取組みの加速化）」の３つの側面から総合的に深化さ
せることにより、関係人口の増加をはじめ、交流人口の拡大や新産業・
雇用の創出、移住定住の促進等を図り、阿蘇地域の持続的な発展を目指
す。

地方創生推進タイプ

1085 熊本県 熊本県
球磨川流域の豊かな恵みを生かし
たグリーンニューディール促進プ
ロジェクト

熊本県の全域

緑豊かな地域の特性を生かした球磨川流域総合振興としての熊本独自の
グリーンニューディールを実践し、地域産業の再生や新たなサービス産
業の創出、自然・文化・歴史等の魅力ある地域資源を活用した交流人口
の拡大に取り組むとともに、知・人の集積による知の拠点化により地域
課題の解決や活性化を図る。また、豪雨災害の経験を活かし、災害に強
い社会インフラの整備と安心して学べる拠点づくり等に取り組み、令和2
年7月豪雨からの創造的復興を強力に後押しし、地域の魅力の向上と誇り
の回復、持続可能な地域の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1086 熊本県 熊本県
地域資源のリブランディングとイ
ンバウンド強化による地域活性化
プロジェクト

熊本県の全域

コロナや災害といった外的要因により、著しく活力が低下している地域
資源のリブランディングに取り組むことで、本県ならではの価値を明確
化させ、観光地としての基礎を固めるとともに、SDGsをテーマとした高
質かつ新しい教育旅行の受入体制強化や、観光関連データの「見える
化」によるDXの推進に、県と観光事業者、地元関係者等が一丸となって
取り組むことで、熊本の魅力・ブランド力を高め、熊本への誘客を促進
する。

地方創生推進タイプ

1087 熊本県 熊本県
更なる高みへ！「農業」を軸とし
たビジネスモデル展開プロジェク
ト

熊本県の全域

本県の強みである「農業」を軸として、６次産業化商品を更にグレード
アップさせて新たな市場開拓につなげたり、これまで支援してきた地域
とは別の地域や視点で実施する、新規性や地域経済への波及効果の高い
取組みについて支援を行う。さらに、商品開発に加え、商品のPR力の高
い人材を育成するため、商品開発や既存商品のブラッシュアップをアク
ティブラーニング形式で支援する。これらにより、前身事業の成果を質
的にも地域的にも拡大し、本県の強みである「農業」を軸として、熊本
の創造的復興と地方創生を更に加速化する。

地方創生推進タイプ

1088 熊本県 熊本県
熊本版　第４次産業革命に向けた
先端技術導入を軸とした地場産業
成長プロジェクト

熊本県の全域

製造業におけるIoT、AI等の先端技術の導入に係る実用的な知識・ノウハ
ウの提供や現場担当者及び中核人材の育成、関連技術の開発・採用のた
めの支援とともに、製造業とITベンダーが連携した地域経済牽引事業へ
の重点的な支援を実施する。さらに、県外企業とのネットワークの構築
等を通じて県内ITベンダーの先端技術開発力を強化する。本事業によ
り、製造業とITベンダーが相互に生産力やノウハウを高め合うことで、
新たな地域経済牽引事業者を創出し、相乗効果による一層の経済的波及
効果の創出を目指す。

地方創生推進タイプ

1089 熊本県 熊本県
若者の雇用促進による熊本への人
の流れの創出プロジェクト

熊本県の全域

各地域と成長戦略を担う地域の企業とが、それぞれに自らのテーマを
持って、新たな事業課題に取り組み、新たな取引先や市場を積極的に開
拓していくことで、新たに安定した質の高い雇用を確保し、「ひと」、
「しごと」の好循環を生み出していく。また、県内外の若者等に向けた
「会う」・「知る」機会の創出により、専門高校生徒の県内定着を促進
する。

地方創生推進タイプ

1090 熊本県 熊本県
「熊本の底力を！」新たな時代の
流れに向けた企業の魅力向上、人
材の育成発現プロジェクト

熊本県の全域

深化・高度化事業及びその前身事業における成果・課題を踏まえ、熊本
地震、令和2年7月豪雨、新型コロナウイルス感染症で落ち込んだ中小企
業者の業績の向上に加え魅力向上を図るとともに、県内高校と企業等と
連携した取組みなどにより、優秀な若者の育成、県内定着を図る。ま
た、テレワークを中心とする働き方改革や外国人受け入れのための環境
を整備することで、ダイバーシティ社会への機運を醸成し、魅力ある企
業に魅力ある人材が集まり、さらに企業や地域の魅力が向上する好循環
を生み出すことにより、県経済の再生・復活を目指す。

地方創生推進タイプ

1091 熊本県 熊本県
世界のマーケットへチャレンジ！
新たな自然共生型産業創出・販路
開拓プロジェクト

熊本県の全域

これまで本県で実施してきた事業における成果及び、事業を行う中で新
たに直面した課題を踏まえ、県内における自然共生型産業の経済的効果
（売上額等）を更に拡大するとともに、海外への積極的な販路開拓・拡
大など新たな事業展開を図るため、本事業では、「新規事業創出、既存
事業イノベーションへの支援」、「デジタル技術を活用した地域経済牽
引事業への重点的な支援」、「輸出障壁への対応に係る支援」の3つの柱
で、本県におけるイノベーションを活性化するエコシステムの形成を推
進し、地方創生を深化させる。

地方創生推進タイプ

1092 熊本県 熊本県
熊本型フードバリューチェーン構
築による稼げる農林水産業の実現
プロジェクト

熊本県の全域

農林漁業者の所得向上のため、生産から販売までの各事業者の連携によ
る付加価値創出等、フードバリューチェーンの最適化に取り組むととも
に、生産性向上、生産コスト削減、販売ニーズに応じた安定供給等、持
続可能な生産体制の構築に取り組む。また、国内における流通体系の確
立、輸出に対応した商品づくりやプロモーション等、販路拡大に取り組
むことで、稼げる農林水産業の実現による地域活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

1093 熊本県 熊本県
未来へつなげるくまもと農業の人
財確保・育成プロジェクト

熊本県の全域

くまもと農業経営継承支援センターを創設し、就農希望者と離農予定者
に関する情報を関係機関と連携し、一括して管理する。これにより、就
農相談時点から実際の就農・定着までを、継承支援センターが核となり
就農支援のマネジメントをすることで、切れ目のない支援体制を確立す
る。また、就農を目指す者の拡大に向け、「待ちのＰＲ」ではなく、新
たなターゲットを対象に「攻めのＰＲ」を実施する。さらに、農業にと
どまらない目線での企業経営者を育成することで、若者が目指したいと
思えるイメージを創出し、農業の稼ぐ力を強化していく。

地方創生推進タイプ
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1094 熊本県 熊本県
成長産業化に向けたくまもと型林
業イノベーションプロジェクト

熊本県の全域

林業・木材産業における省力化並びに生産性の向上を図るためには、新
技術の導入や普及が不可欠で効果的であることから、新技術を現場に実
装し、従来手法と比較・検証を行うと共に、新技術に触れる機会を創出
することを通じて導入・普及を図る。また、森林整備の担い手確保対策
の一環として、建設業や造園業などの異業種との連携を支援し、多様な
林業担い手を確保する。さらに、国内外の木材需要拡大に向けて、地域
住宅生産者グループの育成や、輸出促進活動、木材の安定供給体制構築
に向けた支援を実施する。

地方創生推進タイプ

1095 熊本県 熊本県
くまもと型オープンイノベーショ
ン推進プロジェクト

熊本県の全域

地域の持つ「強みとなる資源」を活用することはもとより、新たな社会
環境下でのビジネス創造に必要な技術・情報を地域内外・国内外から収
集し、県内企業を中心とした産学官金等の連携によるオープンイノベー
ションを促進するための連携体を構築するとともに、連携により生まれ
る新製品や新技術の事業化に向けて、資金面等からの支援を実施する。
そして、その成果をアフターコロナ時代の新たな社会環境にも対応した
ビジネス、本県の「強みとなる産業」の創出につなげ、地方創生の実現
を目指す。

地方創生推進タイプ

1096 熊本県 熊本県
くまもとＤＸグランドデザイン推
進プロジェクト

熊本県の全域

デジタル社会の形成に向け、産学官で連携してデジタル化・ＤＸの取組
みを推進する羅針盤となる「くまもとＤＸグランドデザイン」を策定
し、２つのビジョン「産業の発展を共創し県民所得を伸ばし続ける県」
「ひとを惹きつける快適・安心な生活環境を共創する県」を掲げた。こ
れらビジョンの実現に向け、産学官が連携してデジタル化・ＤＸを推進
する体制を整備し、県民や県内事業者のデジタル技術導入とＤＸの取組
みを後押しする。また、本県の強みである農業分野について先行的にデ
ジタル技術の導入を行い、波及効果を狙う。

地方創生推進タイプ

1097 熊本県 熊本県
くまもと型スマートツーリズムの
確立による地域活性化プロジェク
ト

熊本県の全域

新型コロナウイルス感染症等により減少した熊本県の観光客数を増加さ
せ、地域経済を活性化させるため、ウィズコロナ社会における、新しい
生活様式に対応した高質なスマート観光の推進・交通アクセスの充実と
観光体験の組み合わせによる周遊性向上・観光の高質化等による地域活
性化に取り組む。

地方創生推進タイプ

1098 熊本県 熊本県
シリコンアイランド九州の復活
へ！ビッグチャンスを生かした熊
本の持続的発展プロジェクト

熊本県の全域

台湾の世界的半導体メーカーであるTSMCの国内初となる新工場建設とい
うビッグチャンスを生かし、半導体関連産業等の将来を担う人材の育
成、新工場周辺地域の渋滞・交通アクセスの改善、ゼロカーボンの推
進、国際的な教育環境の整備などに取り組むことで、県内への波及効果
を最大化させるとともに、将来的にはシリコンアイランド九州の復活に
つなげ、半導体の安定供給を通して日本の経済安全保障に貢献する。

地方創生推進タイプ

1099 熊本県 熊本県

地域の農林水産業を元気に！くま
もと県南フードバレーの推進によ
る豪雨災害からの復興支援プロ
ジェクト

熊本県の全域

本事業では、前身事業での成果・課題を踏まえ、県南フードバレー構想
を推進するため設立された地域商社の一層の機能強化を図り、県南フー
ドバレーを支える「人材づくり」と地域を牽引する「体制づくり」を推
進していく。また、地域経済牽引事業者等が行う、競争に打ち勝つ「売
れるモノづくり」や、販路の多角化でリスクに強い「強靱な販路づく
り」も新たに海外への展開も見据えながら支援することにより、県南地
域を支える農林水産業の持続的発展を図ることを通して、豪雨災害から
の創造的復興及び地域の活性化を推進していく。

地方創生推進タイプ

1100 熊本県 熊本県

「グリーンエボリューション（緑
の進化）」への挑戦！環境と競争
力の両立による持続可能な地域づ
くり推進プロジェクト

熊本県の全域

有機農業技術の確立や農産物の生産過程のゼロカーボン化による「環境
にやさしい農業の高度化」と「稼げる農業」の両立により、持続可能な
農林水産業への進化「グリーンエボリューション」を実現し、食料の安
全保障を強化する。また、地産地消・SDGsに対する機運醸成と消費意欲
の向上や県産品の認知度向上と新たな販路開拓等による競争力の強化に
より、地域における経済の自立的好循環を促し、SDGsの理念に沿った魅
力的で持続可能な地域づくりを行うことで、地方創生の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1101 熊本県 熊本県
産業の創出・集積に向けたエコシ
ステム形成及び空港機能強化プロ
ジェクト

熊本県の全域

熊本の強みであるライフサイエンス分野を中心に、阿蘇くまもと空港周
辺地域を拠点として、これまで本県経済を牽引してきた半導体・自動車
関連産業に続く「第３の柱」となる新たな産業の創出を目指す。その実
現に向け、多様な人材の呼び込みや育成と、それらのプレーヤーによる
交流等を通じて持続的にビジネスが生まれる好循環（エコシステム）の
形成を図る。また、国際航空貨物輸送の実現により空港の機能を強化
し、周辺地域の産業活性化に伴う移動需要を下支えする環境を整備す
る。

地方創生推進タイプ

1102 熊本県 熊本県
プロフェッショナル人材戦略拠点
事業

熊本県の全域

県内に「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し、地域企業の「攻
めの経営」や経営改善への意欲を喚起するとともに、関係機関(UIJター
ンセンターや地元金融機関等)との連携及び情報共有の促進等を通じて、
副業・兼業を含めた企業が必要とするプロフェッショナル人材の獲得を
支援する。

地方創生推進タイプ

1103 熊本県 熊本県
熊本県まち・ひと・しごと創生推
進計画

熊本県の全域

本県の人口は、1998年を境に減少傾向にあり、全国よりも約10年早く人
口減少局面に突入し、2019年には174.8万人となっている。人口減少は、
地域経済に対し、生産力の低下や消費市場の規模縮小だけではなく、深
刻な担い手不足や技術・技能の継承が困難となるなど、広範な影響を与
えることが懸念されている。「まち・ひと・しごと創生」が目指す、
「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環
を確立するとともに、その好循環を支える「まち」に活力を取り戻すた
め、施策を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用開発
コース）

1104 熊本県 熊本県、熊本県熊本市
国際スポーツ大会を契機とした観
光基盤整備プロジェクト

熊本県の全域

2019年に本県が行った大規模国際スポーツ大会の大会運営ノウハウなど
のレガシーを引き継ぎ、更に積み重ねるため、本県の強みであるバドミ
ントン競技の国際大会を継続的に開催することで、交流人口の拡大と地
域の活力の増大を図る。また、社会の変容に応じた新たな観光スタイル
に対応することで、大会を契機に熊本を訪れた多くの方の県内周遊の促
進や、新たな交流・関係人口の創出を図り、国際スポーツ大会を起爆剤
とした更なる経済効果を生み出すことを目指す。

地方創生推進タイプ
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1105 熊本県

熊本県、熊本市、八代市、人吉市、
荒尾市、水俣市、玉名市、山鹿市、
菊池市、宇土市、上天草市、宇城
市、阿蘇市、天草市、合志市、美里
町、玉東町、南関町、長洲町、和水
町、大津町、菊陽町、南小国町、小
国町、産山村、高森町、西原村、南
阿蘇村、御船町、嘉島町、益城町、
甲佐町、山都町、氷川町、芦北町、
津奈木町、錦町、多良木町、湯前
町、水上村、相良村、五木村、山江
村、球磨村、あさぎり町、苓北町

くまもと版地方創生移住・起業支
援プロジェクト

熊本県の全域

熊本県の転出超過と県内企業の人手不足解消を目的として、移住者の金
銭的負担を軽減し、本県への移住を促進するため、東京圏在住者が本県
に移住し、県が制作・運営するマッチングサイトに掲載される県内企業
に就職した場合、その者に対して移住に必要な経費の一部を補助する。
また、併せて、地域コミュニティを維持し、地域住民や移住者の自立し
た地域づくりを推進するため、地域再生計画において定める社会的事業
等の分野において地域課題の解決に資することを目的として新たに起業
する者に対して、起業に必要な経費の一部を補助する。

地方創生推進タイプ

1106 熊本県
熊本県、熊本県宇土市、熊本県合志
市

新たな視点での取組みによる持続
可能な地域の実現プロジェクト

熊本県の全域

熊本への人の流れを創り、人材の流出を抑制するというこれまでの取組
みに加え、従来の取組みとは異なった、新たな視点により、交流人口の
拡大や健康づくりの取組み等をモデル的に実施するとともに、持続可能
な地域の実現に向けた基盤づくりを行う。これにより、地域自らが主体
となって継続的に取組みを行うことができる体制を整え、地域の取組み
が自走化することで、地方創生の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1107 熊本県 熊本県及び山江村
地域資源の効率的な活用と観光交
流促進プロジェクト

熊本県球磨郡山江村の全域

広域農道と林道を整備することにより、伐期を迎えた人工林の効率的且
つ省力的な管理体制を確立するとともに、特用林産物であるニオイヒバ
等の管理や搬出・流通ルート整備も行う。また、山江村の特産物である
「やまえ栗」についても、生産圃場と集荷施設、さらには加工施設から
の販売リートの整備ができ、より特産物としての流通を促進する。併せ
て村内の文化財や物産販売所を繋ぐ道が整備されることで観光入込客数
の増加を図る。

地方創生道整備推進交付金

1108 熊本県 熊本県熊本市
創業支援と地場企業の強化による
くまもと創生プロジェクト

熊本県熊本市の全域

熊本地震からの復興需要の剥落やコロナ禍による地域の産業競争力の低
下に歯止めをかけるため、創業や起業支援による新たな事業所の創出や
企業の技術革新の支援により地域に活力を生み出すとともに、質の高い
多様な雇用の場を拡大することによって若者の転出を抑制し、若者が活
躍するまちを実現する。

地方創生推進タイプ

1109 熊本県 熊本県熊本市
花とみどりの魅力ある「森の都」
再生プロジェクト

熊本県熊本市の全域

令和３年度末から令和４年度初頭にかけて本市で開催した全国都市緑化
フェアでの賑わいの創出や機運の高まりを一過性のものに終わらせるこ
となく、緑を感じる都市空間の形成や更なる賑わい創出、市民一人ひと
りの緑化活動の向上等を図り、魅力ある「森の都くまもと」ブランドの
再生を実現することで、花や緑を通した中心市街地の活性化と回遊性の
向上による交流人口の拡大や、地域の魅力や特性を生かしたまちづくり
を推進し、ひいては将来的な移住・定住の促進に繋げる。

地方創生推進タイプ

1110 熊本県 熊本県熊本市
魅力ある農水産物・加工品を中心
とした地場産品の販路拡大による
くまもと創生プロジェクト

熊本県熊本市の全域

本市農水産物等の魅力を発信し、ブランド力を向上するとともに、旺盛
な海外需要を積極的に取り込み本市農水産物等の輸出額を増大させるこ
とで、農業者等の所得向上を図ることを目指す。また、新型コロナウイ
ルス感染症により多大な影響を受けた物産事業者を支援することで、熊
本の素材を活かした食品加工品や工芸品等地場産品の販路拡大につな
げ、地場企業の経営基盤の安定化を図るとともに、農水産業を中心とす
るその他幅広い産業において、将来にわたり「しごと」を生み出し、地
域が活力を維持・向上しながら発展していくことを目指す。

地方創生推進タイプ

1111 熊本県 熊本県八代市
八代の儲かるアサリ漁業のV字回
復計画

熊本県八代市の全域

本市の主要水産物であるアサリは、漁獲量激減により、漁業就業者が減
少し、後継者不足が著しく、持続可能な水産業の維持が厳しい状況とな
り、従来の経験や勘に頼った漁業や販売体制の見直しが必要である。そ
こで、アサリを対象に、「漁業収益の向上」、「漁獲量の拡大」の２つ
の視点において、デジタル技術を活用することで、収益安定化及び後継
者不足の解消を図る。また、アサリの観光漁業等を取り入れ、農林水産
分野以外への波及効果が期待され、持続可能な地域社会の構築に向けた
定住人口や関係人口の拡大にも貢献する。

地方創生推進タイプ

1112 熊本県 熊本県八代市
スマート農業技術の導入による担
い手確保・所得向上計画

熊本県八代市の全域

担い手確保・育成、稼げる農業構築に向け、若手農業者等によるリビン
グラボを開催し、多面的に理解し、学びあい解決策を提案する場を設
け、八代市の農業が抱える各分野の課題を抽出するとともに、スマート
農業技術の導入・実証実験を実施し、本市農業の課題解決につなげる。
また、早期の現場実装を見据え、キーマンとなる担い手を確保・育成す
るために、特に若手・女性農業者の人材育成や先進事例調査研究などの
支援を行うことで、スマート農業技術の理解を浸透させ、技術導入に向
けた機運を醸成する。

地方創生推進タイプ

1113 熊本県 熊本県八代市 デジタル医療MaaS推進事業 熊本県八代市の全域

山間部かつ八代市全体お４分の１を占める広大な面積である坂本地域は
医療機関がないため、移動手段を持たない高齢者の中には通院のために
市街地へ転居する方もおり、人口減少の一因となっている。今回、デジ
タル医療MaaS推進事業を実施し、医療機関受診に係る負担の軽減と医療
サービスの安定した提供を実現することで、高齢者に限らず子供も安心
して生活できるようになり、人口流出の防止及び転出した人が戻ってこ
れる環境を目指すとともに、本市の掲げる「安全・安心で、持続的に発
展するまち“スマートシティやつしろ”」を目指す。

地方創生推進タイプ

1114 熊本県
熊本県八代市、熊本県芦北町、熊本
県氷川町

アフターコロナを見据えたアウト
ドアツーリズム振興による関係人
口の創出

熊本県八代市、熊本県氷川町、熊本
県芦北町の全域

八代市・氷川町・芦北町の3市町で連携し、歴史・伝統文化・自然・景観
を活かしたサイクルツーリズム、キャンプの2つの柱を中心とした「アウ
トドアツーリズム」を推進し、地域一帯をアウトドアツーリズムによる
ブランディングを行うことで、交流人口の拡大、関係人口の創出を行
い、「地域資源を活かした多様な交流」を実現させる。

地方創生推進タイプ

1115 熊本県

熊本県人吉市、熊本県錦町、熊本県
多良木町、熊本県湯前町、熊本県水
上村、熊本県相良村、熊本県五木
村、熊本県山江村、熊本県球磨村、
熊本県あさぎり町

人吉球磨10市町村が一体となった
地域連携DMOによる観光地域づく
りプロジェクト

熊本県人吉市並びに熊本県球磨郡錦
町、多良木町、湯前町、水上村、相
良村、五木村、山江村、球磨村及び
あさぎり町の全域

観光を地域の持続的発展を支える産業として位置づけ、民間主導により
様々な地域資源をマーケティング視点に立った傘ブランドに統合し、新
たな商品を開発して国内外の消費者に訴求することで、競争力のある観
光地域づくりを進め、地域の「稼ぐ力」を強化する。　また、持続性の
ある観光地域づくりとするため、同協議会において、継続的なデータ整
備や受入態勢づくりを行うとともに、日本版ＤＭＯ法人への登録に向け
て法人化に取り組み、地域内の推進体制を確立する。

地方創生推進タイプ
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1116 熊本県 熊本県荒尾市
荒尾市ウェルネス拠点施設を中心
とした地域経済活性化プロジェク
ト

熊本県荒尾市の全域

ウェルネス拠点施設は、地域活性化拠点施設と同地区内に整備を検討し
ている保健・福祉・子育て支援施設の複合化施設として整備するもので
ある。地域活性化拠点施設は、物販・飲食施設における地場産品の販売
等を通して生産者等の所得向上、地産地消の促進による地域内経済の循
環の推進、保健・福祉・子育て支援施設との連携による健康増進や子育
て支援機能、広域も視野に入れた防災拠点機能、南新地地区に立地する
周辺施設との連携により新たな価値を創造する機能など、あらゆる施策
や取組を推進する施設として整備する。

地方創生拠点整備タイプ

1117 熊本県 熊本県荒尾市
荒尾市まち・ひと・しごと創生推
進計画

熊本県荒尾市の全域

先端技術の積極的な活用により暮らしの利便性を高める一方で、地域コ
ミュニティの充実を併せて推進することで暮らしの安心感を創出し、ま
ちの魅力を高める「まちの創生」、妊娠から出産、幼児教育・義務教
育・高校教育までの一貫したサポートで、子どもを産み育てやすい環境
をつくるとともに、子どもから高齢者まであらゆる市民が健康で生きが
いをもって生活できるようにする「ひとの創生」、経済の活性化により
安定した暮らしを守るとともに、起業など夢の実現を応援する「しごと
の創生」の好循環を図っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1118 熊本県 熊本県山鹿市
山鹿市ふるさと未来創造事業推進
計画

熊本県山鹿市の全域

観光、商業、農業、教育分野の連携を強化し、スポーツ合宿にターゲッ
トを絞った宿泊助成や、ICT等を活用した新たな観光ツールの導入、農産
物を活用した商品開発及び販売促進を行うことで、観光入込客数等の増
加を目指す。またeスポーツやプログラミング学習の導入、まちゼミ等を
通じ市内事業者のけん引役・調整役を育成し、事業者間及び市民との交
流を活性化することで、新たな人材が中心となったにぎわいのあるまち
づくりにつなげる。これらの事業を推進することにより交流人口の拡大
や地域の未来を担う人材の発掘・育成強化を図る。

地方創生推進タイプ

1119 熊本県 熊本県天草市 林業６次産業化推進事業 熊本県天草市の全域

本市では林業従事者の減少により、適切な管理ができている森林は全体
の約40％にとどまっており、市産材の搬出量は低迷している。そこで本
事業では新規林業就業希望者向けの宣伝活動や研修プログラムの開催、
就業後の支援を積極的に行うことで林業従事者を確保し、それによる市
全体での適切な森林管理の実現と市産材搬出量の増加を図る。加えて、
市内外の子供から大人まで誰でも安全に参加できる木育・自然体験プロ
グラム等の開催や、木製品開発・販売により市産材の利用を促進するこ
とで、林業6次産業化の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1120 熊本県 熊本県天草市
天草市デジタルアートの島創造事
業

熊本県天草市の全域

人口減少が深刻な本市において、若者や女性が希望を叶え、やりがいの
ある魅力的な雇用の場の創出が地域再生のカギとなっている。そこで、
天草になかった、若者に人気かつ外貨を稼ぐことができ、本市の豊かな
自然・文化・歴史が織りなす良質なクリエイティブ環境が活かせる、
ゲーム・アニメ等のコンテンツ産業について、産官学が連携し、ゲー
ム・アニメ・CG等制作会社の誘致やデジタルアート人材の育成・誘致等
に取組むことで地場産業化を図る。そして、労働人口流出抑制及び地域
経済循環率向上に繋げ、持続可能な天草を創生する。

地方創生推進タイプ

1121 熊本県 熊本県甲佐町、熊本県美里町
緑川を中心に地域資源を生かした
活性化プロジェクト事業

熊本県美里町の全域及び熊本県甲佐
町の全域

甲佐町と美里町両町の社会減の状況を見ると、特に若い世代の転出超過
が大きなウェイトを占めており、転出先や通勤・通学先においては熊本
市が圧倒的に多い状況にある。両町の地域特性を生かした取組みによ
り、人口流出、特に進学・就職・結婚・住まい探しなどの機会に転出す
る状況を防ぐとともに、交流人口の拡大・関係人口の創出を図り、人口
流入を促進する。特に、特色ある教育環境の整備・充実、情報発信を行
うことで、子育て世代の流出防止、流入・定住促進につなげる。

地方創生推進タイプ

1122 熊本県 熊本県南小国町
まちの人事部機能の創出による人
材還流促進及びデータバンク構
築・利活用計画

熊本県南小国町の全域

地域内外の人材の流動性を高めることにより、地域産業の担い手不足を
解消し、地域の活性化及び持続的成長を図る。正規・非正規に限らない
ワークシェアリングやパラレルキャリアなどの多様な働き方を求める人
と、地域内事業者の求人・求職のニーズとのマッチングや、マッチング
後の定着を支援する研修を実施する。また、ＩＣＴ・ＩｏＴ技術により
人材情報をデータベース化し可視化することで、マッチング精度の向上
や、地域内事業者と連携した事業の立ち上げ、地域内外の人材自身の起
業・継業等などにも展開していく。

地方創生推進タイプ

1123 熊本県 熊本県山都町
SDGs未来都市山都町有機農業を核
としたまちづくりプロジェクト

熊本県山都町の全域

本町は九州のほぼ中央に位置する大変自然豊かな町であり、50年程前か
ら環境に配慮した農業（有機農業）に積極的に取り組んできた。しか
し、高齢化率は50％を超えており、産業の担い手、町の担い手が不足し
耕作放棄地が増加している。後継者不足により昔から受け継がれてきた
農業技術や食文化等を後世へと受け継ぐため、町では子どもへの食育事
業や新規就農希望者への研修機会の提供、様々な人材育成に取り組むと
ともに、事業運営の核となる組織の検討を進め、持続可能な町づくりに
取り組む。

地方創生推進タイプ

1124 大分県 大分県 大分県アバター戦略推進計画 大分県の全域

ロボットを通して遠く離れた人とのコミュニケーションや遠隔作業を行
うことのできる遠隔操作ロボット「アバター」の社会実装による地域課
題の解決を図るとともに、「アバター」を本県の経済をけん引する新た
な産業へと育成していくことを目指す。

地方創生推進タイプ

1125 大分県 大分県
移住者によるデジタル地域づくり
ショーケース化推進計画

大分県の全域

県民のデジタル技術利活用への関心の高さをベースに、デジタル技術を
活用した先駆的で生活に密着したサービスを行政が先駆的に仕掛けるこ
とで、民間のデジタル化需要を引き出し関連雇用を創出する。また、そ
れを担う人材として、デジタル技術に精通した移住者の呼び込みや、移
住希望者にデジタル技術を習得する場を提供することで、人々の関心の
高い”地方移住”と”IT業界への転職”要素を掛け合わせた移住希望者
にとって魅力的な移住先とし、移住者の増に結びつける。

地方創生推進タイプ

1126 大分県 大分県
県産加工食品の販路拡大に向けた
トータルサポート計画

大分県の全域

食品製造業は、農林水産物を加工し域外へ輸出していく経済面と従業者
割合の大きさから雇用面でも地域にとって非常に重要な産業であり、こ
れを成長産業化させることは今後も持続可能な地域づくりに欠かせな
い。食品製造業の課題である付加価値額の低さを解決し、稼ぐ産業に成
長させていくためには、地域資源を活用した高付加価値食品の域外展開
を販売及び品質管理の両面から支援しレベルアップしていくことが求め
られている。販路拡大に向けた川上から川下までをトータルで一体的に
支援することにより、食品企業の売上、利益向上を目指す。

地方創生推進タイプ

1127 大分県 大分県
若者の地元・職場定着と多様な能
力・価値観の活用を目指す地域企
業と若者マッチング計画

大分県の全域

人口減少に歯止めがかからない中、進学や就職を契機とした若者の県外
流出が、本県の社会減の主な要因となっている。若者に対する就職相談
や、県内企業と若者とのマッチング機会の提供等の就職支援に加え、移
住に伴う転職の伴走支援や就職後においても企業と就労者の両面からア
フターフォローすることで、職場定着・地元定着を促進する。

地方創生推進タイプ
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1128 大分県 大分県
安定的な観光産業の振興に向けた
誘客強化計画

大分県の全域
多様な観光関係者とのつながりをさらに発展させ、コアなファン作りと
市町村単位を超えた広域の周遊やデジタルを活用した周遊など、一人あ
たり観光消費額の増加につなげる誘客・情報発信手法の確立を目指す。

地方創生推進タイプ

1129 大分県 大分県 関係人口創出計画 大分県の全域

地域課題の解決、移住プロモーション、地域コミュニティ機能の活性
化、国内外へのパブリシティ、空き家の改修などを通じて、関係人口を
拡大させ持続的な地域づくりを図る。そして事業後の関係を継続させる
中で移住定住を促し、転出・転入の均衡を図る。

地方創生推進タイプ

1130 大分県 大分県
新規就農者拡大！！プラットホー
ム構築計画

大分県の全域

コロナ禍で促進された地方移住のブームを捉え、移住者の働き口の一つ
となる農業において、人材の確保・育成を行うために「新規就農者の増
加対策」「女性の活躍推進」「農業への企業参入」「農業者の学びの場
提供」などを行う事で、都市部で関心の高い”地方移住”と”農業の受
け皿増加”を掛け合わせた移住希望者にとって魅力的な移住先とし、移
住者の増に結びつける。

地方創生推進タイプ

1131 大分県 大分県
リスキリングによるおおいたもの
づくり産業デジタル人材創出支援
計画

大分県の全域

県内の主要ものづくり企業（半導体・自動車・電子機器・金属加工・食
品産業等）の自社人材スキルアップのため、技術人材育成プログラムに
より産業人材のリスキリング支援を行う。併せて、業務のデジタル化や
データ取得・分析・活用等のリテラシー人材の育成や課題解決にＡＩを
活用したビジネスモデルの創出を支援することで、人口減少局面におけ
る人材の確保および社会の変化に対応できる仕組み作りにより、ものづ
くり企業を中心とした本県基盤産業の強化を図る。

地方創生推進タイプ

1132 大分県 大分県
大分県農業構造改革・成長産業化
計画

大分県の全域

産地の合理化や出口を見据えた農業による収益構造の改革を進めること
で、地域の基盤とも言える農業の成長産業化を進める。水田から園芸品
目への転換や、人材の育成による農業法人の経営基盤を強化するととも
に、食品企業と契約する加工業務用地を拡大することで市場リスクに対
する安定した農業経営体制を実現する。また、甘太くんやベリーツ、お
おいた和牛といった産品のブランディングを進め、県内農産品の付加価
値向上を図る。

地方創生推進タイプ

1133 大分県 大分県
「え？」が「お！」につながるＤ
Ｘ推進計画

大分県の全域

県内事業者が事業を継続し成長することで県内経済の再活性化を図ると
ともに、県民の暮らしをより豊かで便利にするためには、デジタル技術
を活用したビジネスやサービスの変革（ＤＸ）が不可欠である。DXに取
り組む事業者と支援する企業を繋ぎ、モデル事例の創出に向けた伴走支
援を行うとともに、DXを支えるデータ利活用の推進やDXを支える人材育
成を支援することで、県内事業者がＤＸによる競争力維持・強化、生産
性向上、描いたビジョン（ありたい姿）を実現することを目的とする。

地方創生推進タイプ

1134 大分県 大分県
プロフェッショナル人材事業戦略
拠点運営計画

大分県の全域

2016年に開設した大分県プロフェッショナル人材活用センターの運営を
通じ、地元金融機関や商工会議所等の経営支援機関と連携して、企業の
経営戦略の策定や民間人材ビジネス事業者を通じた人材マッチングに取
り組む。新たにデジタル推進担当を設置し、地域企業の課題解決手段と
してのデジタル人財活用に力を入れる。また、移住支援、企業支援、デ
ジタル推進担当課と連携した総合的な支援のため、積極的な情報交換・
意見交換を実施し、デジタル分野を中心に外部人材の活躍と受入企業の
成長・発展を実現する。

地方創生推進タイプ

1135 大分県
大分県、大分県大分市、大分県中津
市、大分県日田市

おおいたの未来を牽引する事業者
育成体制整備計画

大分県の全域

ビジネス開始初期から発展まで、企業の多様な成長フェーズにおいて、
プロの経営戦略パートナー等による伴走支援や、世界の有力企業が取り
入れているデザイン経営を、市町村と連携しながら活用することによ
り、サステナブルな経営を実現する中小企業や、新たなビジネスに挑戦
する中小企業（経営革新認定）の育成を通じて、これからの大分を牽引
する企業（地域未来牽引企業）の創出を図るとともに、スムーズな事業
承継を実現し、県内企業の経営基盤を総合的に強化できる環境づくりを
進め、本県の雇用創出につなげていく。

地方創生推進タイプ

1136 大分県

大分県、大分市、別府市、中津市、
日田市、佐伯市、臼杵市、津久見
市、竹田市、豊後高田市、杵築市、
宇佐市、豊後大野市、由布市、国東
市、姫島村、日出町、九重町、玖珠
町

大分県移住・就職・起業支援計画 大分県の全域

東京圏からのUIJターン促進及び地方の担い手不足対策のため、東京23区
在住・在勤者が、マッチング支援による就業、地域課題解決のための起
業、テレワーク、関係人口のうち移住先市町が認める場合等、いずれか
を伴い移住した場合、移住支援金を支給する。東京圏の移住希望者と県
内の中小企業等のマッチング支援に必要なサイトの開設・運営等を行
い、人手不足に悩む中小企業等への就職を促進する。補助金交付及びハ
ンズオン支援を行う執行団体を選定し、地域活性化関連等社会的事業分
野で起業する者に対して創業時の必要経費を補助する。

地方創生推進タイプ

1137 大分県 大分県、大分市
癒やしの里「のつはるまち」地域
資源活用計画

大分市の区域の一部（野津原地区）

野津原地区は、市中心部に比べて、幹線道路や生活道路等の生活インフ
ラ整備が遅れており、大分市の平均と比較して過疎・高齢化率が高く若
者の人口流出も進んでいる。また、区域全体の75%を山林が占め、基幹と
なる産業は農林業であるが、農林業の低迷と相まって、優秀な担い手農
林家不足や、高齢者を含む地域住民に対する生活環境整備の遅れによっ
て、地域活力の低下が問題となっている。

地方創生道整備推進交付金

1138 大分県
大分県、大分県別府市、大分県中津
市、大分県日田市、大分県佐伯市、
大分県臼杵市、大分県竹田市

若者が安心して働ける環境づくり
推進計画

大分県の全域

県内企業と学生がコワーキングスペースを活用した共同商品開発や、県
内企業の情報発信の請負などにより、移住定住の促進につながる接点作
りと若手による県内企業の新事業展開や起業等の活性化も同時に行う。
また、県内企業によるサポートにより、小学・中学・高校生が先端技術
等を使い地域等の課題の解決に取り組む。

地方創生推進タイプ

1139 大分県 大分県及び大分県杵築市
杵築市ハモの地域ブランド化によ
る活力あるまちづくり計画

大分県杵築市の区域の一部（守江
港、美濃崎漁港）

守江港は、防波堤の嵩上げ、航路・泊地の浚渫を行うことにより、船舶
の航行阻害を軽減し、安全で快適な漁業活動を実現する。また、物揚場
の新設を行うことで、係留施設の確保及び港内の静穏度確保を行い、荒
天時における船舶の安全係留を実現し、安全で快適な漁業活動を目指
す。美濃崎漁港は、老朽化により段差、開き等の発生している物揚場を
補修することで、安全な陸揚作業、安定した漁業活動を目指す。

地方創生港整備推進交付金
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1140 大分県 大分県宇佐市、大分県
ふるさと再発見！宇佐を学ぶ未来
２０５０プロジェクト

大分県宇佐市の全域

宇佐の「歴史・文化・芸術・産業・未来」をテーマに、更なる魅力的な
地域づくりと地方創生の歩みを進めるため、「学び」という視点からア
プローチを行い、人生100年時代を迎えるなかで、「知識・技能」の修得
と、「思考力や判断力、表現力等の育成」を後押しするとともに、デジ
タル技術を活用した学習の拡充やフィールドワーク等を通じ、郷土愛を
育む人材確保と育成の構築を図り、埋もれた地域資源を磨き、付加価値
をつけることで、アフターコロナにおける「将来にわたって、市民が幸
せに暮らせるまちづくり」を目指す。

地方創生推進タイプ

1141 大分県 大分県、大分県国東市
地域のデジタルゼブラリレーショ
ン推進計画

大分県の全域

先端技術やデジタル技術を活用した社会課題解決を、SDGsに代表される
「持続性」に重きを置き取り組むため、その主役となる地域で活躍する
新たなゼブラ企業を発掘・誘引するとともに、協働して地域内の課題解
決に取り組むことを通じてゼブラ企業としての育成を支援し、持続可能
な地域社会づくりを目指す。

地方創生推進タイプ

1142 大分県 大分県大分市 若手起業家育成事業

大分県大分市、大分県別府市、大分
県臼杵市、大分県津久見市、大分県
竹田市、大分県豊後大野市、大分県
由布市、大分県日出町の全域

大分都市広域圏内（大分市、別府市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後
大野市、由布市、日出町）の学生等若年層（おおよそ29歳以下）をター
ゲットに、創業マインドの醸成やシーズの発掘育成を通じて、地域定着
と雇用創出を目指し、民間活力の活用や他地方公共団体及び関係機関と
連携し、戦略的に事業を展開していく。

地方創生推進タイプ

1143 大分県 大分県中津市 不滅の福澤プロジェクト 大分県中津市の全域

令和6年で一万円札の肖像が渋沢栄一へと交代することになったが、これ
まで史上最長となる40年間にわたって一万円札の顔として親しまれてき
た福澤諭吉が、大分県中津市の出身であることを知る人は少ない。一万
円札の肖像は交代となるが、これを契機として、改めてその偉業を顕彰
し、福澤諭吉の故郷として中津市の知名度を高めていく。そして、中津
のイメージ定着を図り、観光や移住・定住の選択肢となることで、将来
的な人口減少の抑制やUターンの促進、関係人口の拡大を目指す。

地方創生推進タイプ

1144 大分県 大分県中津市
中津市人材リテンションプログラ
ム

大分県中津市の全域

中津市は製造業を中心に企業の集積が進んでおり、市内企業の有効求人
倍率は県下でも高水準で推移している。しかし、若者の流出や市外での
就職などにより、市内企業の人材確保が難航している。その原因の一つ
に、市内企業の良好な職場環境と若者のイメージとの間にギャップがあ
ることや、そもそも市内企業の認知度が低いことが考えられる。本計画
では、低年齢からの市内産業・企業の魅力発信、認知度向上などによ
り、若者の市内での就職を推進し、市内企業の安定した人材確保を目指
す。

地方創生推進タイプ

1145 大分県 大分県竹田市 祖母山麓エリア再生プロジェクト 大分県竹田市の全域

世界的にその希少価値を認められた祖母山麓エリアにおいて、明確な
ターゲット設定などのエリアマネジメント戦略に基づき、地域資源を活
用したアクティビティやワーケーション、山村留学などのコンテンツを
開発し、域内住民の地域活動や生業に新たな価値を創出することによ
り、関係人口の創出・拡大を進め、持続可能な地域づくりのビジネスモ
デルを構築する。

地方創生推進タイプ

1146 大分県 大分県竹田市
竹田市トリニティ・プロジェクト
「三位一体による移住体制づく
り」～『質』の高い移住へ～

大分県竹田市の全域

本事業では、地域・企業・行政が連携し若者や子育て世帯をターゲット
に生活の拠点から就職に至るまでを丁寧に支援し、本市ならではの『暮
らし』や『働く場』の環境を両軸で磨き上げ、丁寧にマッチングし安心
して移住できる体制を構築することで、『質の高い移住』を実現させ
る。ひいては、地域の求める移住者を呼びこみ、地域の担い手が確保で
きることで地域活性化に寄与し、さらには地域事業者においても労働力
の確保が期待できる。

地方創生推進タイプ

1147 大分県 大分県宇佐市
地域商社で生み出す地産都消によ
るウェルビーイング

大分県宇佐市の全域

地域の魅力のブランド化と域外の力を取込むため地域商社を設立し、民
間的な発想による戦略的な販路拡大や産地拡大等を促し、地域資源の逸
品化による「地産都消」を目標に稼げる地域の創出を図ると共に、事業
者の所得向上とＵＩＪターンを含めた担い手の確保、事業の収益性を向
上といった好循環サイクルを創出し「持続可能で強い産業」の実現と観
光等産業との連携による「外貨の獲得」とともに「地域経済の好循環
化」で「定住満足度日本一・交流満足度日本一のまち」による誰もが
ウェルビーイングのまちを目指す。

地方創生推進タイプ

1148 大分県 大分県宇佐市
人が技術が仕事が集まる！まわ
る！３つのバンクでローカルイノ
ベーション

大分県宇佐市の全域

市内企業の多くが抱える設備投資や専門的な人材の確保及びスキルアッ
プ、事業継承等の課題解決や、就労者の抱える移住や地域文化への適応
等の不安解消等、ビジネスマッチング機会の創出のため、「人材・スキ
ルバンク」「企業バンク」「イノベーションバンク」の３つのバンク制
度を創設し、規模や稼ぐ力の向上及び個々の構成員のスキルや生産性の
向上を図るとともに、それらを繋げるマッチング推進センターを設立す
ることで、人や技術等経営資源を集積・育成・循環させ、組み合わせる
ことで新たな価値を生み出し、域内の経済循環を高める。

地方創生推進タイプ

1149 大分県 大分県豊後大野市
関係人口創出コンテンツを連動し
た、ニューノーマル時代を切り拓
く、移住×起業プロジェクト計画

大分県豊後大野市の全域

市内県内のテレワーカーや県外企業社員、二拠点・多拠点居住者等を利
用者に想定した、コワーキングスペース/サテライトオフィススペース/
コミュニティスペース/カフェスペース/ゲストハウスの機能を持つ多機
能型の交流拠点施設を舞台に、都市住民・地域外企業と市民・市内企業
との交流により、それぞれが混ざり合い触発し合う環境・仕組みを創る
ことで関係人口の創出・拡大に取り組む。また、地域課題の解決につな
がる起業創業支援や人材育成を行うことで、地域資源の活用による新し
いビジネスの創出や地域の担い手の確保を目指す。

地方創生推進タイプ

1150 大分県 大分県由布市
由布市まち・ひと・しごと創生推
進計画

大分県由布市の全域
「第２期由布市総合戦略」に基づく各種取組みに対する「企業版ふるさ
と納税制度」を活用した施策に係る計画

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1151 大分県 大分県国東市
鶴川商店街周辺観光拠点推進プロ
ジェクト

大分県国東市の全域

年間最大約200万人いる大分空港利用者を本市中心部、さらに北方面に北
上させるべく、人の流れを引き込むための玄関口を大分空港以北の１０
ｋｍ圏内につくる。具体的には、本市中心部にある鶴川商店街と周辺エ
リアを核として、アートを軸にした観光拠点施設やワーキングスペース
を整備し、交流人口や関係人口の増加を図る。この核となる施設を中心
に地域住民と関係人口の交流を通じて生み出された地域振興を実現する
ことで、まちの賑わいの創出につなげていき、「国東市への人の流れを
つくる」「安定した雇用の創出」の足がかりを築く。

地方創生推進タイプ
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1152 大分県 大分県玖珠町
宇宙ビジネスを活用した米ブラン
ド化計画

大分県玖珠町の全域

宇宙に着目した米づくりを行うことで、他の生産地との差別化を図り、
米の販売額の向上を目指す。衛星データを活用した米作りを構築するた
め、集落営農組織と、営農指導者等の育成も図りながら、土壌調査や米
の生育調査と衛星データと結びつける。データに基づき、最も適正な時
期に収穫した米をブランド化することで生産者の農業収入の向上や宇宙
との関連事業で波及した新たな産業の創出する。将来的に、農家のス
マートフォン等のタブレットで閲覧可能とする仕組みづくりを構築す
る。

地方創生推進タイプ

1153 宮崎県 宮崎県
ウィズコロナ時代の「スポーツラ
ンドみやざき」まちづくり事業

宮崎県の全域

スポーツキャンプ・合宿の多種目化、通年化、全県化に向けた取組を強
化し、「スポーツランドみやざき」ブランドの一層の向上を図る。ま
た、本県の食、自然、文化、スポーツ環境等を活用した外国人観光客向
けの観光メニューを作成するとともに、世界的なゴルフツーリズム商談
会の本県開催を契機とした通年のゴルフ旅行商品を造成する。さらに、
「スポーツ・ヘルスケア」分野の製品等を磨き上げ、新たな商品開発等
に繋げる。これらの取組を一体的に進め、効果的・戦略的な誘致や情報
発信を行いながら、国内外からの交流人口の拡大を目指す。

地方創生推進タイプ

1154 宮崎県 宮崎県
みやざき版地域経済循環モデル構
築計画

宮崎県の全域

地域資源を生かした産業である１次産業の「強み」を、デジタル、観
光、バイオ、ケミカル、デザインなど、様々な他の地域資源と結びつ
け、地域の核となる企業や個人のネットワークやプロジェクト（宮崎版
地域経済循環モデル）を県内各地に生み出すことによって、裾野が広く
多様性豊かな循環型の産業構造を構築し、持続可能な地域の発展に寄与
する。

地方創生推進タイプ

1155 宮崎県 宮崎県
みやざき女性・高齢者就業促進計
画

宮崎県の全域

就業を希望しながら様々な理由で無業となっている方を主な対象とし
て、職に就いていない女性や高齢者を掘り起こすとともに、企業等にお
ける職場環境の改善支援及びマッチング支援を図ることにより、女性及
び高齢者の新規就業を促進する。なお、事業の実施に当たっては、宮崎
県、事業実施に関わる民間事業者、地域の関係機関からなる官民連携プ
ラットフォームを形成し、その機能を最大限に活用して、より効果的な
取組を実現する。

地方創生推進タイプ

1156 宮崎県 宮崎県
プロフェッショナル人材戦略拠点
事業（第３期）

宮崎県の全域

「プロフェッショナル人材戦略拠点」を運営し、副業兼業型も含めた都
市部のプロ人材と企業とのマッチングを推進することで、人口減少やグ
ローバル化の進展する中にあっても、生産性や付加価値の向上、デジタ
ル化の推進をはじめとした、地域企業による「攻めの経営」への転換を
図る取組を支援する。

地方創生推進タイプ

1157 宮崎県 宮崎県
黒潮が育む漁業と観光を支える港
づくり計画

宮崎県日南市の区域の一部（外浦
港、夫婦浦漁港）

本計画地域においては、漁業が主な産業の一つとなっているが、港湾・
漁港施設の老朽化や機能不足による出漁機会の減少などから十分な漁獲
量が確保できず、漁業従事者の所得の向上や新規漁業就業者の確保が喫
緊の課題となっている。このため、港湾・漁港を一体的に整備すること
により、地場水産物の漁獲量の確保と安定的な供給を可能とすること
で、漁業の振興が図られるとともに、市や漁協が実施する取組みとの連
携により地域の活性化に繋がる。

地方創生港整備推進交付金

1158 宮崎県

宮崎県、宮崎市、都城市、延岡市、
日南市、小林市、日向市、串間市、
西都市、えびの市、三股町、高原
町、国富町、高鍋町、新富町、西米
良村、木城町、川南町、都農町、門
川町、諸塚村、椎葉村、美郷町、高
千穂町、日之影町、五ヶ瀬町

宮崎県移住・マッチング支援、起
業支援事業

宮崎県の全域

東京圏からの移住者のうち要件を満たす者に対して移住支援金を支給す
るとともに、「ふるさと宮崎人材バンク」を改修し、幅広い企業情報や
採用情報等を掲載するほか、企業向けのセミナーを開催するなど魅力的
な求人広告作成を支援する。また、地域産品を活用したフードビジネス
や観光関連、鳥獣被害対策、地域経済循環、子育て支援、移住対策、地
域おこし、買物弱者対策、地域交通対策、高齢者支援、防災・減災など
持続可能な社会づくりの分野において、デジタル技術を活用をして本県
で新たに事業を行う者等に対して起業支援金を支給する。

地方創生推進タイプ

1159 宮崎県 宮崎県及び諸塚村
山々を駆け巡るスカイラインプロ
ジェクト計画

宮崎県東臼杵郡諸塚村の全域

諸塚村は、村土の９５％を森林が占める山村となっており、林業を中心
として生計を立てているが、担い手不足による森林の適切な維持管理、
集落の維持が大きな課題となっている。また、自然を活かした観光を進
めているが、観光地が村内全域に点在しているため、安定した観光客の
確保が困難となっている。このような状況を解決するため、村内を周遊
できるスカイライン構想を打ち立て、村道と林道を連携して一体的に整
備することにより地域産業の競争力強化に資する道路ネットワークを構
築し、地域活性化を図る。

地方創生道整備推進交付金

1160 宮崎県 宮崎県、美郷町 人と森をつなぐ道プロジェクト 宮崎県東臼杵郡美郷町の全域

本町の主たる産業である林業は、豊富な森林資源を背景に、民間、行政
が一体となり、就業・定着を見据えた支援や指導が行われており、本町
に宮崎県林業大学校が開校したことで、さらなる林業基盤の充実が図ら
れ、林業従事者の移住定住等が期待されているものの、道路網の整備が
不十分なことから、輸送コスト低減のための効率的なネットワーク構築
が急務となっている。このため町道と林道を一体的に整備することによ
り、林産物の生産コスト低減を図り、所得向上に伴う雇用の創出や移住
者の増加を通じて農山村地域の発展を目指す。

地方創生道整備推進交付金

1161 宮崎県 宮崎県、五ヶ瀬町
森林資源を活かした五ヶ瀬ブラン
ド町づくり再生計画

宮崎県五ヶ瀬町の全域

農林産物の運搬は、幹線となる国県道から集落へ繋がる町道・林道を利
用しているが、幅員が狭くカーブも多いため、市街地への移動に時間を
要しており、地域間を結ぶコミュニティーバスの円滑な運行や広域消防
署からの救急車や緊急車両の通行にも影響を与えている。自然豊かな生
活環境が広がる本町の森林資源を循環させ、次世代へ引き継ぐため、町
道と林道の一体的な整備を行い、市場への農林産物の輸送を効率化し、
地域産業の活性化、競争力強化に資する道路ネットワークの構築を図
る。

地方創生道整備推進交付金

1162 宮崎県 宮崎県延岡市
市民の行動変容を促す新時代ヘル
スケア推進計画

宮崎県延岡市の全域

延岡市は、毎年600人前後の人口の社会減が続いていることなどにより、
地域コミュニティや地域経済の衰退が懸念されている。この課題解決の
ため、健康無関心層・低関心層も巻き込み、社会参加や健康づくり活動
を増加させて地域コミュニティを活性化（ソーシャルキャピタルを向
上）させ、インセンティブを活用して地域内の消費活動を活発化させ
る。また、ＡＩの活用によって疾病等のリスクを個人に通知し、行動変
容を促す。健康寿命の延伸や社会参加の促進など市民のウェルビーイン
グを高めることで、人口減少の抑制をめざす。

地方創生推進タイプ

1163 宮崎県 宮崎県延岡市
「新技術で命を守る」スマートシ
ティ推進計画

宮崎県延岡市の全域

「空飛ぶクルマ」の医療及び防災での実装により「一人でも多くの命を
救う」取組を目指す。デジタル技術を活かした救急搬送システムの高度
化を図る。医療用・防災用の「空飛ぶクルマ」の実装の実現を目指す。
「空飛ぶクルマ」の医療関係者・防災関係者の参画による飛行実験や実
用化促進事業を行う。その中で、「空飛ぶクルマ」の要件・運用調査、
離着陸場・ルートの調査、導入計画の策定、受け入れ機体の選定・運用
体制・地域インフラの整備等を実施する。並行してQaaSシステムの機能
改修を行う。

地方創生推進タイプ
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1164 宮崎県 宮崎県日向市
リラックスサーフタウン日向活力
創出プロジェクト

宮崎県日向市の全域

オリンピックを契機としたサーフィン国際大会の開催や各種情報発信に
より、サーフタウンとしてのブランド価値を向上し、これを活かした
サーフィンなどの「地方型コト消費」の提案を行い、観光消費の増加を
図るとともに、サーフィンに加えたビーチの多面的な利用の促進も進め
ていく。併せて、本市の温暖な気候とビーチ環境にて働きながら、余暇
を楽しむワーケーション施設の民間投資の促進も図り、関係人口の増加
と移住者確保により、持続可能な地域を維持し、活力ある日向市を築い
ていく。

地方創生推進タイプ

1165 宮崎県 宮崎県西都市
地域資源高付加価値化による地域
経済活性化計画

宮崎県西都市の全域

本市には特別史跡公園西都原古墳群という集客資源があるにもかかわら
ず、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前の2019年まで観光客数
は減少傾向にある。また、観光消費額単価は微増しているものの、県全
体の平均単価にも届いていない状況であり、観光消費の創出が課題であ
る。そこで、ターゲットを見定め、観光誘客と観光消費につながる環境
整備や設計を行うとともに、地域資源の発掘や開発、磨き上げを行うこ
とで付加価値を高め、外貨を稼ぐ仕組みを作り、地域の課題解決や地域
経済の活性化につなげることを目指す。

地方創生推進タイプ

1166 宮崎県 宮崎県西都市
住んでみたい、そして住み続けた
い「西都市の暮らし」魅力発信・
移住定住促進事業

宮崎県西都市の全域

本市の人口減少は今後厳しさを増すことが予想されている。一方、様々
な調査等では、若い世代や子育て世代の住環境として優れているという
分析結果も出ていることから、本市の持つ「住みよさ」という強みを生
かした移住施策に取り組むとともに、市民生活の中心となる市街地の活
性化により住みよさの魅力を高め、将来にわたって住み続けたいと思え
る西都市づくりを目指す。

地方創生推進タイプ

1167 宮崎県 宮崎県西都市
西都市まち・ひと・しごと・創生
水環境改善計画

宮崎県西都市の全域

西都市では、「西都市まち・ひと・しごと・創生水環境改善計画」の推
進のため、地方創生汚水処理交付金を活用し、し尿及び浄化槽汚泥を適
切に処理するために受入施設整備を公共下水道事業で取り組む。また、
公共下水道及び農業集落排水で処理できない区域については個人設置型
浄化槽事業に取り組み、公共用水域の水質保全に努める。こうした事業
を通じて生活排水処理率の向上及び移住世帯数の増加を目指す。それら
と併せて、市民の憩いの場所である河川の水質維持に努める。

地方創生汚水処理施設整備推進交付
金

1168 宮崎県 宮崎県児湯郡高鍋町
高鍋町まち・ひと・しごと創生推
進計画

宮崎県児湯郡高鍋町の全域

本町の人口は、昭和60年の23,239人をピークに減少を続け、令和３年４
月時点で20,000人を下回った。本町の人口減少は、労働人口の減少、地
域経済の縮小だけでなく、地域社会の様々な基盤の維持が困難になるこ
とが予想される。企業版ふるさと納税を活用し、第２期高鍋町まち・ひ
と・しごと創生総合戦略に掲げる事業に取り組むことで、人口減少の抑
制を図るとともに、人口減少社会にあっても町民が安心して幸せに暮ら
すことのできる持続可能なまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1169 宮崎県 宮崎県椎葉村
事業を次世代へと繋ぐ起業誘導を
核とした移住・地域課題解決支援
計画

宮崎県椎葉村の全域

本村は、人口減少問題を最重要課題と位置づけ、中でも社会減への対応
を行うため、移住促進に向けた取り組みを進めている。これまで地域お
こし協力隊制度の活用や中学校での郷土愛を醸成する地域学習など一定
の成果を上げているが、より一層の効果を得るため、移住サポートセン
ターの設置やビジネス創出への取り組み等を実施し、UIターンによる移
住者の獲得、定住に繋げる個人活動への支援、事業承継による雇用創
出、関係人口の増加を促進し、第6次長期総合計画基本構想である「かえ
りたい「郷」で生きていく。」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1170 宮崎県 宮崎県美郷町
２２世紀の持続可能なふるさとを
目指すローカルイノベーション～
２４の星座がきらめく美郷町～

宮崎県東臼杵郡美郷町の全域

美郷町では、全24行政区ごとに、徹底した人口や地域体制の診断を基
に、住民自らが人口減少対策等のための戦略（地区別定住戦略）を策定
する。本事業では、住民を主人公とした「地区別定住戦略」達成のため
に各行政区で行われる事業とその広域連携に対して支援を行い、地域ご
との特色ある主体的な取り組みと町全体としての連動性、ネットワーク
性を同時に展開、進化させていく。

地方創生推進タイプ

1171 鹿児島県 鹿児島県
かごしまの将来を担う人材の確
保・定着促進事業

鹿児島県の全域

本県は全国より高い水準で人口減少・少子高齢化が進んでおり，現役世
代である生産年齢人口については，2030年は，2021年と比較して約8.8万
人減少し，約73万人となる見通しである。特に若年層について，進学・
就職する15-24歳が本県から大きく転出している。また，生産年齢人口の
減少等に伴う人手不足を補う形で外国人労働者が急増しており，今後も
そのニーズの高まりが継続することが想定される。県内在住の若年層に
対する県内定着及び外国人材の安定的な確保・定着等を促進すること
で，本県経済の発展を目指す。

地方創生推進タイプ

1172 鹿児島県 鹿児島県
アフターコロナを見据えたインバ
ウンド誘客支援事業

鹿児島県の全域

本県の令和５年度からの「鹿児島PR基本戦略」においては，本県の魅力
ある地域資源を活かしつつ，世界も視野に入れ，その良さを県内外に発
信し，本県の「稼ぐ力」を向上させ，地域の外から資金を呼び込み，県
民所得の向上に資することを掲げており，インバウンドの回復も踏まえ
た海外に訴求するPR手法を構築することとしている。観光産業が疲弊し
ている中，アフターコロナを見据えて本県が持っているインバウンドの
ポテンシャルを活かした取組を戦略的に行うことで，経済活性化を図
り，県民所得向上を目指す。

地方創生推進タイプ

1173 鹿児島県 鹿児島県 県産業の「稼ぐ力」強化支援事業 鹿児島県の全域

本県の「第２期鹿児島県まち・ひと・しごと創生総合戦略」で掲げる，
「農林水産業の競争力強化」，「イノベーションの創出と競争力のある
産業の振興」に向けて，本県の基幹産業である農林水産業の中でも特に
高付加価値化への課題を有する林業等の更なる振興を図りつつ，将来を
担う新たな産業の創出に取り組むとともに，販路ネットワークの強化等
に係る取組を行うことで，県内地域経済の持続的な発展や「稼ぐ力」の
向上，県民所得の向上を目指す。

地方創生推進タイプ

1174 鹿児島県 鹿児島県
鹿児島県プロフェッショナル人材
戦略拠点運営推進事業

鹿児島県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点を運営し，企業本問や相談対応，セミ
ナー開催，都市圏での広報活動や地域金融機関や商工団体，民間人材紹
介会社，都市圏大企業等との連携による経営革新の中核を担う人材，
ニーズの掘り起こし，マッチング等により，デジタル人材を含むプロ
フェッショナル人材採用や採用後の企業の経営革新，採用方法の多様化
としてのデジタル人材を含む副業・兼業人材活用に向けたニーズ把握や
機運醸成を図りつつ，副業・兼業人材への移動費等の補助を行うことで
案件の掘り起こし・マッチングを図る。

地方創生推進タイプ

1175 鹿児島県 鹿児島県
鹿児島県まち・ひと・しごと創生
推進計画

鹿児島県の全域

本県の有する魅力や強み「ポテンシャル」を最大限に生かしながら，経
済成長や県勢の発展に資する施策を積極的に推進するとともに，元気な
鹿児島，どこよりも幸せを実感できる鹿児島を実現し，更なる県民福祉
の向上につなげるため，県内各市町村とも連携を取りながら，３つの基
本目標に沿って、地方創生に向けた具体的な取組を引き続き着実に推進
する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用開発
コース）
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1176 鹿児島県

鹿児島県，鹿児島市，鹿屋市，枕崎
市，阿久根市，出水市，指宿市，垂
水市，薩摩川内市，曽於市，霧島
市，いちき串木野市，南さつま市，
志布志市，南九州市，伊佐市，姶良
市，十島村，さつま町，湧水町，大
崎町，東串良町，錦江町，南大隅
町，肝付町，南種子町，屋久島町，
宇検村，龍郷町，喜界町，徳之島
町，天城町，伊仙町

かごしま移住就業・起業支援事業 鹿児島県の全域

県と市町村が連携を図りながら，人手不足緩和，地域課題解決等を目標
として，東京圏からの移住促進を推進することで県内中小企業等におけ
る人手不足を緩和し，産業基盤の整備などを進め，地域の再生・活性化
を図るため「移住支援事業」を実施するほか，県内中小企業等が持つ魅
力・実力を東京圏の求職者に対して効果的に発信し，より多くの移住・
就業を実現させるための「マッチング支援事業」，デジタル技術を活用
した地域課題の解決に資する社会的事業を新たに起業する者に対し，起
業経費の一部補助を行う「起業支援事業」を実施する。

地方創生推進タイプ

1177 鹿児島県
鹿児島県､鹿児島県肝属郡南大隅町並
びに鹿児島県鹿児島郡三島村及び十
島村

水産資源の効率的な供給と地域間
交流の促進計画

鹿児島県鹿屋(かのや)市及び指宿
(いぶすき)市及び鹿児島郡三島(み
しま)村及び鹿児島郡十島(としま)
村及び肝属(きもつき)郡南大隅(み
なみおおすみ)町及び西之表(にしの
おもて)市及び熊毛(くまげ)郡屋久
島(やくしま)町の区域の一部（鹿屋
(かのや)港、指宿(いぶすき)港、根
占(ねじめ)港、大泊(おおどまり)
港、西之表(にしのおもて)港、安房
(あんぼう)港、硫黄(いおう)島(じ
ま)港、竹島(たけしま)港、大里(お
おさと)港、中之島(なかのしま)
港、小宝(こだから)島(じま)港、住
吉(すみよし)漁港、田尻(たじり)漁
港、川尻(かわじり)漁港）

鹿児島県の特定有人国境離島地域では、人口が著しく減少し、今後は本
土と連携して地域社会の維持を図ることが喫緊の課題となっていること
から、住民の生活において重要な役割を果たしている港湾・漁港を一体
的に整備するとともに、地域の観光資源をＰＲする観光事業や体験漁
業・地魚ＰＲ事業を行うことで、水産資源の効率的な供給と地域間交流
の促進を図る。

地方創生港整備推進交付金

1178 鹿児島県 鹿児島県鹿児島市
スマート農業を活用した“稼ぐ
力”向上プロジェクト

鹿児島県鹿児島市の全域

本市農業が持続的に成長していくためには、新技術を効果的に活用し、
少ない労働力の下でも効率的に高品質な農産物生産を行うことが重要で
あることから、次世代の担い手の確保・育成を図るとともに、最先端の
ICT 等を活用したスマート農林水産業による生産性の向上、6 次産業化
や他産業等との連携による本市農産物の魅力の向上・発信などを通じ
て、「稼げる農業」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1179 鹿児島県 鹿児島県鹿児島市
合併５地域の魅力づくり・活力向
上推進プロジェクト

鹿児島県鹿児島市の全域

地域住民や事業者等と連携しながら、交流・関係人口の増加や地域の特
性を生かしたブランディングを進め、地域内産業の競争力強化による地
域活力の底上げを図るとともに、新たな魅力の創出や住みやすいまちづ
くりの推進による住民の地域への愛着を醸成する。それにより、人口減
少の影響の軽減と、地域の魅力を生かした持続可能な地域の形成を目指
す。

地方創生推進タイプ

1180 鹿児島県 鹿児島市
第２期鹿児島市まち・ひと・しご
と創生総合戦略推進プロジェクト

鹿児島市の全域

本市の人口減少に対応するため、稼げるしごとで活力を「つくる」、結
婚・出産・子育ての希望を「かなえる」、ひとが集うまちの魅力を「み
がく」、ひと・まちを多彩に「つなぐ」の４つの基本目標と、「“世界
に選ばれるまち　ＫＡＧＯＳＨＩＭＡ”推進プロジェクト」、「“次代
につなぐ　ふるさと担い手”創出プロジェクト」、「“デジタル技術で
豊かなまち”創造プロジェクト」の３つの重点戦略を掲げ、デジタルの
力を活用し継承・発展させることで、人口減少に歯止めをかけるととも
に、それに適応するまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1181 鹿児島県 鹿児島県指宿市
指宿市まち・ひと・しごと創生推
進計画

鹿児島県指宿市の全域

国が策定した「まち･ひと･しごと創生総合戦略」の基本的な考え方に基
づき，人口減少や経済規模の縮小など課題克服に向け，本市の強みを活
かした戦略を策定し，推進することで，本市における「まち･ひと･しご
と」の創生と好循環の確立を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1182 鹿児島県 鹿児島県日置市
日置市まち・ひと・しごと創生推
進計画

鹿児島県日置市の全域

少子高齢化や人口減少が進んでいる中、地域活力の低下、担い手不足、
労働人口の減少等が課題としてあげられる。課題解決のため、安心して
働ける安定したしごとを創出し、若い世代の結婚・出産・子育ての希望
をかなえ、ひおきへの新しい人の流れを作り、地域の連携を深め、若者
から高齢者まで安心して暮らせるまちをつくることを目標に、人口減少
に歯止めをかけ、人を呼び込み関係人口を増加させる取り組みを行い、
活力あるまちを作ることを目的とする。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1183 鹿児島県 鹿児島県いちき串木野市 DX拠点を核とした地方創生事業 鹿児島県いちき串木野市の全域

本市のサテライトオフィスをDX拠点として位置づけ、ITコーディネー
ターによる相談対応や本市の需要とあうIT関連企業の誘致を促進し、既
存事業所のデジタル化に関する課題解決を図る。デジタル化を推進する
ことで既存事業所の事務の効率化による人手不足の解消並びに生産性向
上及び新たな販路拡大などの稼ぐ力を創出し、市内既存事業所のDXを推
進する。併せて、これらのIT関連ビジネスを創出することでIT関連企業
の定着を図り若い世代の働く場の創出及び都市圏で働くIT人材のU・I
ターンを促進し人口減少の抑制を目指す。

地方創生推進タイプ

1184 鹿児島県 鹿児島県南九州市
コミュニティづくりを軸とした公
民連携によるパークマネジメント
プロジェクト

鹿児島県南九州市の区域の一部（頴
娃町地区）

公民連携によるパークマネジメントの基盤となるコミュニティづくりを
行うことで、公園運営及び地域の担い手を創出するとともに、持続可能
な運営体制の構築と公園運営の仕組みづくりを行う。これにより観光・
交流の受け皿としての公園の魅力向上とともに、地域で暮らす人の公園
との関わりしろを広げ、生きがいや生業の場となることを目指す。

地方創生推進タイプ

1185 鹿児島県 鹿児島県南九州市
南九州「人」が摘むぐ対話型おも
てなしプロジェクト

鹿児島県南九州市の全域

南九州市に点在する素材をテーマに，地域住民や地場企業と連携を図
り，地域住民との交流を主にした「南九州市でのユニーク体験」の創出
及び継続的な磨き上げを行う。体験の創出にあたり，現状の素材を整理
し，地域住民や地場企業を取りまとめ，ターゲット選定や目指すべき方
向性を示すことができる組織の存在が必要である。そこで，地域での観
光事業者等とのネットワークを持つ南九州市観光協会が取りまとめ役を
担い，当事業終了後も自走できるような持続可能な観光モデル構築の軸
を図る。

地方創生推進タイプ

1186 鹿児島県 鹿児島県南九州市
農業への新規参入者確保による一
石二鳥の地域活性化プロジェクト

鹿児島県南九州市の全域

本市では，基幹産業である農業の従事者の高齢化や後継者不足により農
業生産の維持，拡大が危惧されている。それら課題の克服に向けて，既
存の頴娃農業開発研修センター施設を活用し，本市における農業の魅力
を県内外に情報発信することにより，移住・定住も踏まえた新規就農者
への就農意欲を喚起し，就農準備から定着までをサポートできるようワ
ンストップ支援に取り組み，新規就農者をはじめとするその関係人口の
確保を通じて地域の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ
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1187 沖縄県 沖縄県 スタートアップ創業支援事業計画 沖縄県の全域

本計画は、経済・産業面をはじめとする様々な分野において社会課題を
抱えている沖縄の特殊性や不利性をイノベーションを創出するために必
要な環境と捉え直し、課題先進県である本県において、沖縄の優位性や
潜在力を活かし、新たな産業の創出や様々な社会課題の解決を牽引する
人材及びスタートアップ等の育成・輩出を進める。

地方創生推進タイプ

1188 沖縄県 沖縄県
デジタルリテラシー強化・ワー
ケーション活用型IT活性化事業計
画

沖縄県の全域

様々なＩＴ技術を理解し、自社ビジネスへの転換が可能となるような企
業人材の育成を支援することで、ビジネスパーソンのデジタルリテラ
シー向上を図り、デジタル社会への適応や全産業におけるDX推進に向け
た素地を築く。ITとワーケーションの活用による新たなイノベーション
の創出や地域課題の解決を促進するため、県外ＩＴ企業と県内IT産業・
他産業等の連携・協働の場（起点）となり、ワークセッションを通じて
本県の利点・課題と企業のノウハウを繋ぎ、県内情報通信関連産業の促
進を図る。

地方創生推進タイプ

1189 沖縄県 沖縄県
働きやすい環境づくり推進事業計
画

沖縄県の全域

生産性向上とワーク・ライフ・バランス推進の両立や育児・介護休業法
の法改正対応等をテーマとして、県内企業を対象としたセミナーや専門
家派遣等の取組を実施することで、企業における生産性向上及びワー
ク・ライフ・バランス推進を促す。また、県内の経済団体等を含む新た
な事業推進主体を設立し、生産性向上とワーク・ライフ・バランスの推
進との両立等の課題を事業推進主体の構成員間で共有したうえで、構成
員の取組の情報共有や意見交換等を行い、経済団体等を通して企業への
情報発信を行う。

地方創生推進タイプ

1190 沖縄県 沖縄県
沖縄県離島・過疎地域づくりDX促
進事業計画

沖縄県の全域

離島・過疎地域の学力向上機会の不利性を解消するためオンライン学習
塾の環境整備を図り、小学生及び中学生に対し質の高い教育サービスを
提供する。誰もが安心して暮らせる環境を整備するため、Wi-Fiセンシン
グ技術を活用したAIによる見まもりセンサーの運用等を通して地域や離
れて暮らす家族による見まもり体制を構築する。これらデジタル技術の
活用による移住定住条件の整備を促進した上で、移住する際に必要とな
る情報を発信するため、デジタル広報によるプロモーション施策などを
実施する。

地方創生推進タイプ

1191 沖縄県 沖縄県
離島・過疎コミュニティビジネス
支援事業計画

沖縄県の全域

地域集落の生活サービスを維持し、地域で仕事を生み出し、収入を確保
し、住みたい地域に住み続けられるよう、地域住民の創意工夫による、
地域の自然環境や地域資源を活かしたコミュニティビジネスの実践活動
に対し、専門家等による伴走支援を行うとともに、先導的な取組へと発
展させ、その定着・発展を促進するための補助事業を実施する。

地方創生推進タイプ

1192 沖縄県 沖縄県
沖縄県SDGs未来都市モデル事業計
画

沖縄県の全域

沖縄県SDGsステークホルダープラットフォームを創設し、地域課題解決
を目指す自治体や企業等と、技術や資源を有する企業等とのマッチング
の実施や新ビジネス等の創出に向けたシーズとニーズのマッチングの仕
組みを構築する。地域課題解決に向けた方向性を共有するアクションプ
ランを策定するとともに、認証制度の創設による課題解決に向けたイン
センティブの創出、SDGs/ESG投資に繋がる体制を構築し、自律的経済の
好循環を目指す。この他地域課題の解決に向けた実証事業の推進及び拡
充を図るとともに、取組の横展開を目指す。

地方創生推進タイプ

1193 沖縄県 沖縄県
プロフェッショナル人材戦略拠点
運営事業計画

沖縄県の全域

地元金融機関等との連携により自社の成長につながる投資に積極的な中
小企業等へ訪問し、企業が潜在的に抱えている問題を課題として掘り起
こすとともに、IoT等の先端技術を活用した経営の効率化や新製品開発
等、企業の更なる成長につながる取組を提案することで、県内企業の生
産性向上へとつなげる。また、当該取組を具体化する適切な人材との
マッチング支援を一括して行うことで、経営資源の限られた中小企業の
費用負担を軽減するとともに、新たな人材投資への後押しをする。

地方創生推進タイプ

1194 沖縄県 沖縄県
沖縄２１世紀ビジョンゆがふしま
づくり計画

沖縄県の全域

安心して結婚し、出産・子育てができる社会（自然増の拡大）を目指す
とともに、国内外からさらに多くの移住者等を受け入れ、世界に開かれ
た活力ある社会（社会増の拡大）を目指す。また、既に人口減少が始
まっている離島・過疎地域を含めた県全域で個性を活かした活力ある持
続可能な社会（離島・過疎地域の振興）を目指す。加えて、３つの目指
すべき社会の実現に向けた取組を支え、持続可能な地方創生を推進する
取組を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1195 沖縄県
沖縄県、うるま市、国頭村、本部
町、伊江村

沖縄県移住・マッチング支援・ス
タートアップ起業支援金交付事業
計画

沖縄県の全域

本計画は、移住やUJIターンの促進させ、地域の活性化を図るとともに、
スタートアップを持続的に排出し、スタートアップ・エコシステムを活
用して育成することで、沖縄県の持続可能な発展につながる新たな産業
の創出を目指す。

地方創生推進タイプ

1196 沖縄県 沖縄市
第２期沖縄市まち・ひと・しごと
創生推進計画

沖縄市の全域

「稼ぐ力を高めるとともに、新しいひとの流れをつくる」、「結婚・出
産・子育ての希望をかなえる」、「安心して暮らすことができる魅力的
な地域をつくる」の３つを基本目標として定め、2060年に人口約149,000
人の達成し、『「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を
呼びこむ好循環を支える「まち」をつくる』という流れの確立に向け取
り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1197 沖縄県 沖縄県中頭郡中城村
第Ⅱ期　中城村まち・ひと・しご
と創生計画

沖縄県中頭郡中城村の全域

中城村は人口は、1980年代後半から現在まで増加しており、人口増加率
も全国トップクラスとなっているが、地域別にみると、人口増加は土地
区画整理事業実施地域のみ一極集中であり、他地域の人口は減少傾向
で、さらには高齢化が進んでいる。今後も人口減少や高齢化が進むこと
で、社会保障費等の増加や地域産業の衰退など、様々な影響が懸念され
る。これらの課題に対応する為、教育、保健・福祉、環境保全、産業振
興といった様々な分野に取り組むことが重要である。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

1198 沖縄県 沖縄県島尻郡伊平屋村
伊平屋村むら・ひと・しごと創生
推進計画

沖縄県島尻郡伊平屋村の全域

本村の課題である人口減少や少子高齢化の進行と、地域社会の維持や産
業の担い手の確保育成、医療・介護等の社会保障に関わる需要増に対応
するため、移住・定住策を促進し誰一人取り残さない持続可能なむらづ
くりとあわせ、すべての産業の活性化を図る仕組みづくりを構築し、雇
用の場を創出することで人口を自然増へとつなげ、併せて社会減に歯止
めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
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1200 その他

岡山県西粟倉村、北海道厚真町、宮
城県気仙沼市、島根県雲南市、愛媛
県久万高原町、宮崎県日南市、鹿児
島県錦江町

自治体広域連携によるローカルベ
ンチャー拡大推進事業～官民共
同・地域間連携による企業版関係
人口創出・右腕人材マッチングプ
ラットフォームの開発～

北海道勇払郡厚真町、宮城県気仙沼
市、島根県雲南市、岡山県英田郡西
粟倉村、愛媛県上浮穴郡久万高原
町、宮崎県日南市及び鹿児島県肝属
郡錦江町の全域

企業版関係人口の創出と右腕人材マッチングプラットフォームを開発す
る自治体広域連携によるローカルベンチャー拡大推進事業を実施する。
事業内容は、第1期での事業実施を踏まえ、企業版関係人口の創出とマッ
チングと各地域での課題解決を推進する人材を育成・確保する事業を広
域自治体連携の共通プログラムとして実施する。各地域ではそれぞれの
地域性や地域課題に合わせて独自プログラムを開発・実施し、共通プロ
グラムでマッチングした企業版関係人口との協働を推進し、ローカルベ
ンチャーの自立化や地域課題の解決等を図る。

地方創生推進タイプ

1201 その他
三重県いなべ市、秋田県大館市、北
海道芽室町

野遊びSDGsの推進
北海道芽室町、秋田県大館市及び三
重県いなべ市の全域

『野遊びSDGs』の理念と手法を軸に、ハイクラスの野遊びリゾートとし
て、富裕層のニーズに応じた多彩なメニューを準備し、他では体験でき
ない『土地と風土を存分に満喫する時間と空間』を創出することで、
ターゲットを「国内」「都市住民」「中間層」から、水平軸は「海
外」、垂直軸は「富裕層」に、３次元的に多角化し拡大する。さらに、
広域連携により海外富裕層の多様なセグメントのニーズを取りこぼさな
い体制を実現する。

地方創生推進タイプ

1202 その他
兵庫県西脇市、福井県大野市、京都
府南丹市、岩手県金ケ崎町

飛び地自治体連携による成果連動
型スポーツ健康まちづくり事業

兵庫県西脇市、福井県大野市、京都
府南丹市、岩手県金ケ崎町の全域

各市町ともに高齢化に伴う地域活力の低下が懸念される。そこで、本事
業では、80・90歳代になっても地域活動に参加し、スポーツ・健康づく
りを楽しみ、地域で役割を持ちながら暮らすことができるまちを目指し
ていく。具体的には、市民7割を占める健康無関心層を対象に「インセン
ティブ施策」と「スポーツ健康まちづくり施策」をパッケージ化し、住
民のヘルスリテラシー・ソーシャルキャピタルの向上を図る。その結
果、健康寿命の延伸・社会保障費の抑制を実現させ、将来にわたって安
心して暮らせるまちとしてブランド化する。

地方創生推進タイプ

1203 その他 石川県、富山県、福井県
北陸産業の新フロンティア開拓計
画

富山県、石川県及び福井県の全域

富山県、石川県及び福井県が協力し、成長分野であるヘルスケア、グ
リーン、ロボット、宇宙などの分野における企業や大学等の間における
県域を越えた連携を推進する。ＤＸにより企業価値の向上や、域外市場
の開拓を図る中小・小規模企業に対して、地域内のリソースを活用し、
新技術等の開発から販路開拓までを総合的に支援することで競争力のあ
る産業・稼げる企業の創出を図る。

地方創生推進タイプ

1204 その他 長野県、南信州広域連合
アジアの航空機システム拠点にお
ける産業化促進計画

長野県の全域

前身事業により、着実に成果が創出されてきている。今後は、コロナ禍
により世界的な航空機生産の停滞が見込まれる今後４～５年を、周回遅
れともいえる日本の航空機産業にとって、欧米をキャッチアップする
チャンスと捉え、新たに設置する事業推進主体や事業実施主体により、
次の事業展開を図り、「アジアの航空機システム拠点」をさらに上のス
テージに引き上げることで、本県の産業活性化を図るとともに、地方創
生を実現していく。

地方創生推進タイプ

1205 その他 愛知県豊田市、岐阜県恵那市
世界ラリー選手権（WRC）をいか
した三河・東濃地域の山村及び産
業振興に向けたまちづくり事業

愛知県豊田市及び岐阜県恵那市の全
域

本事業は、日本で初めて地方自治体が主体となって世界ラリー選手権
（以下「WRC」）を開催し、愛知県豊田市及び岐阜県恵那市を中心とする
三河・東濃地域（以下「本地域」）で官民が連携して「ラリーをいかし
たまちづくり」を進め、山村振興と産業振興を図り、地域の「経済基盤
の強化」、「就業機会の創出」、「生活環境の整備」に取組む地域間連
携事業である。

地方創生推進タイプ

1206 その他 滋賀県大津市、京都府宇治市
宇治市・大津市間における平安文
化観光推進事業

滋賀県大津市、京都府宇治市の全域

両市間における平安文化をテーマとした広域的な観光事業を展開し、歴
史的資産を豊富に持つ京都と一体となった平安文化観光ルートを確立す
ることで、平安以前より紡がれてきた歴史的文化資産である平等院鳳凰
堂や石山寺など両市の文化観光資源の認知度向上を図る。また、確立し
た観光ルートを活用し、機会を捉えたPRを展開しつつ、両市の地域資源
を活かした取り組みを展開することで、各市で差別化されたサービスの
造成・提供を行うことで、各市における地域消費促進や満足度向上に繋
げ、平安文化観光ルートの定着を目指す。

地方創生推進タイプ

1207 その他 京都府京都市、滋賀県大津市
びわ湖疏水船事業を中核とする疏
水フィールドミュージアム広域化
計画

京都府京都市、滋賀県大津市の全域

大津市と京都市を結ぶ琵琶湖疏水は、1890年の竣工以降、京都の市民生
活や産業・文化を支え続ける現役の水道施設であり、京都のまちの礎を
造った「明治時代の地方創生SDGs」といえる。沿線には、京都のみなら
ず我が国の近代化を支えた史跡等が多数点在しており、令和2年に、疏水
全体が日本遺産に認定された。沿線を琵琶湖疏水フィールドミュージア
ムとして一体的に捉え、びわ湖疏水船の琵琶湖延伸を中核に、京都から
大津・びわ湖へと広域観光を深化させ、観光需要を創出し、地域経済の
底上げを図っていく。

地方創生推進タイプ

島根県、島根県浜田市、島根県益田
市、島根県大田市、島根県江津市、
島根県雲南市、島根県奥出雲町、島
根県飯南町、島根県川本町、島根県
美郷町、島根県邑南町、島根県津和
野町、島根県吉賀町、島根県海士
町、島根県隠岐の島町、北海道奥尻
町、北海道音威子府村、北海道大空
町、岩手県遠野市、岩手県葛巻町、
福島県只見町、福島県金山町、新潟
県阿賀町、静岡県川根本町、滋賀県
甲賀市、兵庫県香美町、奈良県五條
市、岡山県和気町、広島県大崎上島
町、愛媛県久万高原町、鹿児島県南
大隅町、鹿児島県屋久島町、岩手県
花巻市、岩手県住田町、岩手県大槌
町、岩手県九戸村、山形県小国町、
白馬山麓事務組合、広島県北広島
町、宮崎県えびの市、群馬県、福井
県、香川県、北海道福島町、北海道
美幌町、岩手県西和賀町、宮城県加
美町、宮城県南三陸町、山形県最上
町、山形県遊佐町、福井県坂井市、
静岡県伊豆市、島根県松江市、島根
県出雲市、島根県安来市、広島県安
芸太田町、鹿児島県喜界町、佐賀
県、北海道夕張市、北海道苫前町、
北海道礼文町、北海道湧別町、北海
道むかわ町、北海道鹿追町、北海道
白糠町、三重県松阪市、佐賀県玄海
町、鹿児島県西之表市、沖縄県久米
島町、富山県、北海道栗山町、北海
道東川町、北海道幌加内町、北海道
斜里町、北海道平取町、北海道上士
幌町、北海道更別村、北海道池田
町、北海道浜中町、北海道弟子屈
町、北海道標津町、岩手県八幡平
市、岩手県岩泉町、山形県金山町、
茨城県大子町、富山県南砺市、石川
県能登町、岡山県真庭市、愛媛県砥
部町、熊本県上天草市、鹿児島県南
九州市

島根県/北海道夕張市/北海道松前郡
福島町/北海道奥尻郡奥尻町/北海道
中川郡音威子府村/北海道苫前郡苫
前町/北海道礼文郡礼文町/北海道網
走郡美幌町/北海道紋別郡湧別町/北
海道網走郡大空町/北海道勇払郡む
かわ町/北海道河東郡鹿追町/北海道
白糠郡白糠町/岩手県花巻市/岩手県
遠野市/岩手県岩手郡葛巻町/岩手県
和賀郡西和賀町/岩手県気仙郡住田
町/岩手県上閉伊郡大槌町/岩手県九
戸郡九戸村/宮城県加美郡加美町/宮
城県本吉郡南三陸町/山形県最上郡
最上町/山形県西置賜郡小国町/山形
県飽海郡遊佐町/福島県南会津郡只
見町/福島県大沼郡金山町/群馬県/
新潟県東蒲原郡阿賀町/福井県/長野
県北安曇郡白馬村/長野県北安曇郡
小谷村/静岡県伊豆市/静岡県榛原郡
川根本町/三重県松阪市/滋賀県甲賀
市/兵庫県美方郡香美町/奈良県五條
市/岡山県和気郡和気町/広島県山県
郡安芸太田町/広島県北広島町/広島
県豊田郡大崎上島町/香川県/愛媛県
上浮穴郡久万高原町/佐賀県/佐賀県
東松浦郡玄海町/宮崎県えびの市/鹿
児島県西之表市/鹿児島県肝属郡南
大隅町/鹿児島県熊毛郡屋久島町/鹿
児島県大島郡喜界町/沖縄県島尻郡
久米島町/富山県/北海道栗山町/北
海道東川町/北海道幌加内町/北海道
斜里町/北海道平取町/北海道上士幌
町/北海道更別村/北海道池田町/北
海道浜中町/北海道弟子屈町/北海道
標津町/岩手県八幡平市/岩手県岩泉
町/山形県金山町/茨城県大子町/富
山県南砺市/石川県能登町/岡山県真
庭市/愛媛県砥部町/熊本県上天草市
/鹿児島県南九州市の全域

高校を核とした新たな人づくり・
人の流れづくりプロジェクト

地方における最後の教育機関となる高校を地域の維持・発展のための重
要な基盤として位置づけ、地域住民や地元企業、大学等の参画を得なが
ら、下記により「次代の地域を担う人材の育成」「新たな若者の流れづ
くり」の実現を図る。1.地方の魅力的な教育環境を全国の先駆的な自治
体と一体となって都市部へ届け、地方の高校進学という選択肢をつくる
2.高校と地域の協働により魅力ある教育環境をつくる3.高校卒業生が地
域と関わり続ける仕組みをつくる4.全国の自治体との共学共創によりス
ケールアウト(拡散・増殖)させる。

地方創生推進タイプその他1199
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1208 その他
京都府福知山市、兵庫県丹波市、兵
庫県朝来市

福知山市・丹波市・朝来市　３市
圏域の競争力強化による「稼ぐ地
域」創造事業

京都府福知山市、兵庫県丹波市及び
朝来市の全域

ウィズコロナ、アフターコロナの時代において持続可能な地域を創って
いくために、府県を跨がる生活圏域を一にする福知山市と丹波市、朝来
市が連携しながら多様な担い手を育成し、圏域全体の生産性を向上させ
ていくとともに、圏域の地域産業・観光資源に、「経営力強化・起業促
進・担い手確保」、「ICTの活用と人材の育成による圏域のデジタル実
装」、「地域ブランディング」、「地域の大学の知見を活用した産学官
連携による取組」等により競争力を強化し、圏域への一体的な人・モ
ノ・金の流れを作り出し「稼ぐ地域」をめざす。

地方創生推進タイプ

1209 その他
大阪府高石市、福岡県飯塚市、奈良
県田原本町、鳥取県湯梨浜町

飛び地自治体連携による若者から
90歳代の後期高齢者のすべてが生
きがいを持って過ごせるための健
幸まちづくり事業

大阪府高石市、福岡県飯塚市、奈良
県田原本町、鳥取県湯梨浜町の全域

事業を通して医療・介護にまつわる多様な課題を解決できる具体的な社
会技術を開発し、その展開によって、多数の住民が100歳まで地域で役割
を持って生活できるようにすることにより、各市町が抱える健康課題の
改善、それに伴う社会保障制度の維持、またヘルスケア関連消費や生き
がい関連消費の増大による地域経済活性への貢献など、好循環を作るこ
とを企図する。

地方創生推進タイプ

1210 広域連合 関西広域連合
２０２５大阪・関西万博への関西
パビリオン出展事業

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県、鳥取県、徳島
県、福井県及び三重県の全域

大阪を除く関西の各府県（滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山
県、鳥取県、徳島県、福井県、三重県）が共同で大阪・関西万博会場に
パビリオン（以下、「関西パビリオン」という。）を出展し、それぞれ
の地域の魅力を発信するとともに、関西の共同展示や共同催事を実施す
ることにより、関西パビリオンをゲートウェイとし、関西各地への送客
を促す。また、この関西パビリオンの効果を最大化させるため、関西各
府県が一体となった広報を実施するとともに、ＭａａＳを活用し万博会
場から各地へ、よりダイレクトに送客する。

地方創生推進タイプ

1211 広域連合 関西広域連合 関西文化観光推進プロジェクト
滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県、鳥取県及び徳島
県の全域

関西は、世界文化遺産をはじめ、国宝や重要文化財など豊富な文化資源
を有しており、国内外から多くの観光客が訪れている。しかし、関西を
訪れる観光客の多くが大阪、京都に留まり、関西全体の地域活性化に繋
げられていない。そこで、関西各地に点在する文化資源の効果的な発
信、ＡＩを活用した情報の提供、デジタルパスポートの発行など観光を
促す仕掛けを講じるとともに、ＷＥＢパビリオンの設置など大阪・関西
万博を活用した取組を進めることにより、関西全体の文化・観光振興と
地域活性化を実現する。

地方創生推進タイプ

1212 広域連合 関西広域連合 関西広域観光圏形成プロジェクト
滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県、鳥取県及び徳島
県の全域

現状では、観光案内所の相互連携ができておらず、旅行者に対して広域
的な観光情報の提供ができていない。そこで、関西のゲートウェイとな
る中核観光案内所を選定し、中核観光案内所を関西圏域内の観光案内の
核とし、中核観光案内所と関西圏域内の観光案内所とをネットワークで
繋ぎ、遠隔で他の観光案内所に蓄積された観光案内のノウハウを活用し
た観光案内ができる多言語同時通訳ガイド機能付きのWebシステムを整備
すること等により、旅行者のニーズに対応したきめ細かい情報提供を行
い、関西広域の観光促進につなげる。

地方創生推進タイプ

1213 その他
兵庫県加西市、兵庫県姫路市、熊本
県錦町、大分県宇佐市、鹿児島県鹿
屋市

空がつなぐヒト・コト・モノ交流
推進プロジェクト

兵庫県加西市、兵庫県姫路市、熊本
県錦町、大分県宇佐市、鹿児島県鹿
屋市の全域

今後の更なる観光振興や地域経済の発展のため、５市町及び各市町の観
光協会等が密接に連携・協力し、市民レベルの交流の拡大や平和を語り
継ぐ人材の育成などの”ヒトの交流”をはじめ、平和拠点施設をまちの
賑わい拠点として位置づけた観光振興や2025年に迎える「戦後80年」・
「大阪・関西万博」に向けた“コトの交流”、各市町の農水畜産物や生
産者をマッチングさせた新たな加工品の開発や製造販売等を通じた地域
間での消費拡大といった“モノの交流”を推進することにより、地域間
連携の強化と持続可能な地域の成長を目指す。

地方創生推進タイプ

1214 その他
鳥取県米子市、島根県松江市、島根
県出雲市、鳥取県境港市、島根県安
来市

中海・宍道湖・大山圏域　台湾と
の経済交流促進による中小企業活
性化事業計画

鳥取県米子市、島根県松江市、島根
県出雲市、鳥取県境港市、島根県安
来市、鳥取県日吉津村、鳥取県大山
町、鳥取県伯耆町、鳥取県南部町、
鳥取県日野町、鳥取県日南町、鳥取
県江府町の全域

作成主体の5市で構成する中海・宍道湖・大山圏域市長会と圏域内企業
（中海・宍道湖・大山ブロック経済協議会）が、2022年に締結した「中
海・宍道湖・大山圏域市長会と台北市との交流促進覚書」に基づき、互
いに連携し、イニシアチブをとりながら、台北市との交流を圏域全体に
拡大し、専門人材の確保や今後は台北におけるニーズ把握、圏域内企業
のシーズの掘り起こし、台湾向け商品の提案、台湾向けのオンライン販
売・越境ECの導入支援、リアル及びオンラインによるＢtoＢのビジネス
マッチング開催、企業進出等の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1215 その他

山口県山口市、山口県宇部市、山口
県萩市、山口県防府市、山口県美祢
市、山口県山陽小野田市、島根県津
和野町

「山口ゆめ回廊」観光を基軸とし
た交流価値共創プロジェクト　～
観光交流から移住・定住へ～

島根県津和野町並びに山口県宇部
市、山口市、萩市、防府市、美祢市
及び山陽小野田市の全域

山口県央連携都市圏域において、コロナ禍で生じたデジタル化の進展な
どの社会の変化や、新しい旅のスタイルに対応することで、新たな人流
の創出に取り組む。また、創出した人流を関係人口や移住・定住へとつ
なげる新たな交流への深化や、観光消費の取込による経済効果を圏域全
体へ波及させる取組を展開することで、第２期圏域ビジョンにおける
「新しい時代の流れを成長につなげる持続可能な圏域づくり」を進め、
圏域の目指す将来像「互いの個性と魅力を高め、交流や雇用が生まれ、
あらゆる地域に定住できる連携都市圏域」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1216 その他

福岡県北九州市、山口県下関市、福
岡県直方市、福岡県行橋市、福岡県
豊前市、福岡県中間市、福岡県宮若
市、福岡県芦屋町、福岡県水巻町、
福岡県岡垣町、福岡県遠賀町、福岡
県小竹町、福岡県鞍手町、福岡県香
春町、福岡県苅田町、福岡県みやこ
町、福岡県吉富町、福岡県上毛町、
福岡県築上町

人の流れや投資を呼び込む「新た
な都市ブランディング」推進計画

福岡県北九州市、山口県下関市、福
岡県直方市、福岡県行橋市、福岡県
豊前市、福岡県中間市、福岡県宮若
市、福岡県芦屋町、福岡県水巻町、
福岡県岡垣町、福岡県遠賀町、福岡
県小竹町、福岡県鞍手町、福岡県香
春町、福岡県苅田町、福岡県みやこ
町、福岡県吉富町、福岡県上毛町及
び福岡県築上町の全域

現状に反して、「公害のまち」「暴力のまち」という負のイメージが全
国的に浸透・定着してしまい、首都圏において企業の誘致や投資、大規
模イベントの興行誘致、移住促進活動をする際も、本市に対する悪いイ
メージが足かせになってきた。そこで、過去の負のイメージを払しょく
し、特に若者が「将来に向けて期待感を抱くことができるまち」のブラ
ンディングを図って都市の価値を高め、新たな人の流れや投資を呼び込
んでいく。

地方創生推進タイプ

1217 その他
愛媛県西条市、愛媛県久万高原町、
高知県いの町、高知県大川村

デジタルプラットフォーム構築に
よるライフスタイル型地域観光・
滞在スタイル創出事業

愛媛県西条市、愛媛県久万高原町、
高知県いの町、高知県大川村の全域

大都市圏に住む「Z世代/デジタルネイティブ世代」とよばれる若い人々
をメインターゲットに、いしづちエリアでいきいきと活躍する住民の生
き方、暮らしぶりを提案するライフスタイル型地域観光・滞在スタイル
の創出に取り組む。地域で活躍する人材をキャストと見立て、彼らの生
業等に焦点を当てた高付加価値体験や交流プログラムを来訪者に提供す
るとともに、デジタル技術を用いた顧客サポートで体験価値を向上さ
せ、キャストをフックに地域への愛着や反復継続した来訪を生み出す。

地方創生推進タイプ

1218 その他

長崎県、長崎県長崎市、長崎県佐世
保市、長崎県島原市、長崎県諫早
市、長崎県大村市、長崎県平戸市、
長崎県松浦市、長崎県対馬市、長崎
県五島市、長崎県西海市、長崎県雲
仙市、長崎県長与町、長崎県東彼杵
町、長崎県川棚町、長崎県波佐見
町、佐賀県、佐賀県唐津市、佐賀県
伊万里市、佐賀県武雄市、佐賀県嬉
野市、佐賀県有田町、長崎県壱岐
市、長崎県南島原市

まちの変化を力にした地域内外の
交流拡大・地域の賑わい創出プロ
ジェクト

佐賀県及び長崎県の全域

長崎県では「まちが変わる」大型プロジェクトが複数進行している。こ
れまでにない「まち」の大きな変化は、「まち」の魅力を高め、交流人
口の拡大・地域の賑わいにつながり、観光消費額の増加や観光産業の雇
用創出といった「しごと」と「ひと」の好循環を作り出す。

地方創生推進タイプ
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1219 その他
大分県、大分県佐伯市、熊本県、大
分県日田市、大分県別府市、大分県
由布市、大分県九重町

スポーツと芸術文化を活用した地
域活性化推進計画

大分県、熊本県の全域

本県では2018年に国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭、2019年にラグ
ビーワールドカップ2019日本大会の５試合が開催され、県内外からの多
くの関係・交流人口を創出することで地域のにぎわいづくりに繋がっ
た。今後は、誰もが楽しみ親しみを持てるスポーツと芸術文化を切り口
に、地域資源に磨きをかけ、人を呼び込む魅力ある地域づくりに取り組
み、若者の定住促進、関係・交流人口の拡大による地域経済の活性化を
図るなど、スポーツと芸術文化を活用した地域活性化を推進する。

地方創生推進タイプ
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